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ま え が き 
 

大企業に比べ資本や設備に乏しい中小企業では、様々な環境変化に適応し経営の維持発展

を図っていく上で、経営者も含めた就業者個々人のスキル・ノウハウのあり様がより大きな

比重を占めている。しかしながら、実際には時間的・資源的制約や、ノウハウの不足などか

ら中小企業における人材育成・能力開発は不十分なものになりがちで、中小企業の現状や今

後の活動の方向性に即した政策的支援の必要性が高い。 

こうした問題意識を踏まえて、労働政策研究・研修機構内に設けられた調査研究プロジェ

クト『中小企業における人材育能力開発・人材育成』（主査：佐藤厚法政大学キャリアデザイ

ン学部教授）では、中小企業の中でも機械・金属関連産業に該当する主要な業種の企業と従

業員を対象としたアンケート調査やインタビュー調査を通じて、①企業における人材の確保

や評価・処遇、教育訓練の内容など、人材の育成とキャリア形成に関わる取組みの現状、②

勤務する従業員が勤務先の能力開発をどのように認識・評価し、また自身の能力開発に対し

ていかなるニーズをもっているか、といった点を捉えようと試みた。本書では従業員規模、

立地地域、業種、生産形態、職種など様々な項目と回答結果のクロス集計から、これら企業

や従業員の属性が、人材育成・能力開発や人材育成・能力開発に関連する意識・行動に、ど

のような影響を及ぼしているのかを明らかにしていった。また、アンケート調査の結果とあ

わせて企業インタビュー調査の結果も事例調査レコードとして収めている。 

本書を作成するにあたって、アンケート調査ならびにインタビュー調査にご協力いただい

た企業および従業員の方々には、この場を借りて厚く御礼申し上げたい。 

本書が企業経営者、労働者、組合関係者、政策担当者をはじめ、中小サービス業における

人材の育成、能力開発に関心がある方々に資するところがあれば幸いである。 
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「中小製造業（機械・金属関連産業）

における人材育成・能力開発」 

に関する調査の概要 

 

 



第Ⅰ部 「中小製造業（機械・金属関連産業）における人材育成・能力開発」に関す

る調査の概要 

 

第１章 調査の目的と本書の内容 

 

環境の様々な変化に適応し、企業の維持・発展を図る上で、中小企業おいては設備や資金

に勝る大企業以上に就業者個々人のスキル・ノウハウの必要性が高いと考えられる。にも関

わらず、これらスキル・ノウハウを養成していくための人材育成・能力開発は時間や資源の

制約などから不十分なものになりやすい。 

中小企業における人材育成・能力開発を促進する要因は何か。またそうした要因を企業や

就業者個々人の活動に根付かせていくには政策によるどのような取組みが求められるか。

2007 年度に労働政策研究・研修機構内に設けられた調査研究プロジェクト『中小企業におけ

る人材育能力開発・人材育成』（主査：佐藤厚法政大学キャリアデザイン学部教授、以下「本

プロジェクト」と記載）では、これらの問題に関わる実態の把握と検討を続けてきた。2007

年度は中小企業における人材育成・能力開発について既存の調査研究のレビューや過去のア

ンケート調査の再分析などから、調査研究を進めるにあたっての着眼点について検討を行っ

た。続く 2008 年度・2009 年度は中小企業の中でもサービス業に該当する主要な業種の企業

と従業員を対象としたアンケート調査の実施と分析を通じて、中小サービス業における人材

育成・能力開発の様々な側面について明らかにするとともに、個々の企業や就業者の取組み

に影響を及ぼすと考えられる経営者団体の人材育成・能力開発に関する活動について事例調

査を行った1。 

中小サービス業についての調査研究と並行して 2009 年度からは中小製造業、なかでも機

械・金属関連産業を対象として取り上げ、中小サービス業の企業・従業員を対象に実施した

のと同様のアンケート調査を行った。すなわち、①企業における人材の確保や評価・処遇、

教育訓練の内容など、人材の育成とキャリア形成に関わる取組の現状、②勤務する従業員が

勤務先の能力開発をどのように認識・評価し、また自身の能力開発に対していかなるニーズ

をもっているかといった点を捉えようとした。また、2010 年度からは機械・金属関連企業が

多く集積する地域における人材育成・能力開発につながる取組みについての調査も実施した。 

これまで、機械・金属関連の中小企業を対象としたアンケート調査に基づく分析・検討は

労働政策研究・研修機構編[2011]に、製造業集積地域における人材育成・能力開発の取組み

に関する調査の結果は、労働政策研究・研修機構編[2012]に取りまとめられている。本書は、

労働政策研究・研修機構編[2011]と同様、機械・金属関連の中小企業を対象としたアンケー

                                                
1 2007 年度に実施した中小企業の人材育成・能力開発を進める上での着眼点の検討については労働政策研究・研

修機構編[2008]に、2008 年度から 2009 年度にかけて実施した中小サービス業についてのアンケート調査につい

ては労働政策研究・研修機構[2010a]、同[2010b]に、中小サービス業の経営者団体の取組みについては労働政策

研究・研修機構[2010c]に、それぞれ取りまとめられている。 
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ト調査を基に作成されている。ただ、労働政策研究・研修機構編[2011]が、収集されたデー

タについて研究上の関心から分析を行い、能力開発やキャリア形成における特徴が異なる業

種からも共通に導かれる知見を示すことで、中小製造業における人材育成・能力開発につい

ての議論の活発化に資することを目的としているのに対し、本書は従業員規模、立地地域、

業種、生産形態、職種など様々な項目と回答結果のクロス集計から、これら企業や従業員の

属性が、人材育成・能力開発や人材育成・能力開発に関連する意識・行動に、どのような影

響を及ぼしているのかを明らかにすることに主眼を置いている。 

また、製造業分野の中小企業が実際にどのような人材育成・能力開発の取組みを進めてい

るのか、企業経営や生産活動と人材育成・能力開発はどのように関連しているのか、といっ

た点についてより詳しく把握することを目的とし、中小製造業を対象とした調査研究では、

上記アンケート調査と並行してインタビュー調査も実施した。本書にはインタビュー調査の

対象となった各企業の取組みを、事例調査レコードとして取りまとめている（本書第Ⅳ部）。

併せて本プロジェクトと前後して進められていた、機械・金属関連産業の人材育成・能力開

発に関する調査研究プロジェクトの中で実施したインタビュー調査の結果も、事例調査レコ

ードとして収録した。 

 

第２章 「中小製造業（機械・金属関連産業）における人材育成・能力開発」に関するアン

ケート調査について 

 

第１節 調査の対象 

 

サービス業における調査研究と同様、製造業の調査研究にあたっても、効果的・効率的に

調査研究を進めようとすれば、多岐にわたる産業領域から調査対象を絞り込んでいく必要が

ある。今回の調査研究では、長年中核的人材の育成や確保が国内外の競争において優位にた

つための重要課題として認識されながらも、2008 年秋のリーマン・ショック以後の経済不況

の影響などを受け、経営状況をはじめ人材の確保・育成を進めていく環境が大きく変化しつ

つあり、今後の政策的支援を検討する必要性も高いと考えられる機械・金属関連産業、具体

的には①プラスチック製品製造業、②鉄鋼業、③非鉄金属製造業、④金属製品製造業、⑤は

ん用機械器具製造業、⑥生産用機械器具製造業、⑦業務用機械器具製造業、⑧電子部品・デ

バイス・電子回路製造業、⑨電気機械器具製造業、⑩情報通信機械器具製造業、⑪輸送用機

械器具製造業の 11 業種に、対象業種を絞った。 

 以上のように業種を絞り込んだ上で、全国から機械・金属関連産業に該当する企業が数多

く立地する地域を選択し、調査対象地域とした。機械・金属関連産業では全国各地に特色の

ある産業集積が形成されており、立地している地域の状況が企業の事業活動を規定するとこ

ろも大きい。今回のアンケート調査ではこうした地域の特徴や影響力が人材育成・能力開発
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にどの程度及んでいるのかを把握・検討したいと考え、日本各地に調査地域を設定している。

具体的には機械・金属関連産業に該当する企業の数が多い上位 3 都府県（東京・大阪・愛知）

を選択し、さらに、①北海道・東北地域、②甲信越地域、③中・四国地域、④九州地域の 4

つの地域のそれぞれにおいて最も機械・金属関連産業の企業数が多い県（福島・長野・広島・

福岡）を調査実施地域に加えた。また、今回のアンケート調査では質問項目が多岐にわたる

ため、企業アンケート調査票、従業員アンケート調査票とも大部のものとなり、郵送調査に

より実施すると回収率が著しく低下することが懸念された。そこで、調査員が調査対象企業

に訪問して調査への回答を依頼し、後日回答された調査票を回収するという留置き訪問調査

の方法により実施することとなった。その際効率的に調査票を配布し回収するという目的か

ら、調査実施地域として選定した各都府県のなかで、配布地域をさらに絞り込んだ。具体的

には、経済産業省『工業統計』の工業地域別集計に基づきながら、下記のように機械・金属

関連産業に該当する事業所が多い地域を選定した。 

 

対象となった各都府県内における調査地域 

 

福島・・・工業地区の「いわき」・「県中地区」・「県北地区」に該当する地域。 

（福島県の対象業種事業所の 64.3％が所在[「2007 年度工業統計調査」より。以下の都

府県も同様]）。 

 

東京・・・大田区・江戸川区・葛飾区・足立区・墨田区・板橋区・品川区・荒川区・八王子

市。（東京都の対象業種事業所の 62.1％が所在）。 

 

長野・・・工業地区の「松本・諏訪」・「伊那・飯田」・「上田・更埴」に該当する地域。 

（長野県の対象業種事業所の 70.3％が所在）。 

 

愛知・・・工業地区の「岡崎」、「豊田」、「尾張」、「名古屋」に該当する地域。 

（愛知県の対象業種事業所の 70.8％が所在）。 

 

大阪・・・工業地区の「北大阪」・「東大阪」・「大阪」・「堺・南河内」に該当する地域。 

（大阪府の対象業種事業所の 88.4％が所在）。 

 

広島・・・工業地区の「広島湾地区」・「備後地区」に該当する地域。 

（広島県の対象業種事業所の 80.9％が所在）。 

 

福岡・・・工業地区の「福岡地区」・「北九州地区」に該当する地域。 
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（福岡県の対象業種事業所の 66.6％が所在）。 

 

 調査対象となる企業の従業員規模の下限は 5 人とした。1～4 人の企業を対象から外したの

は、中小企業の中でも一定以上の就業者が存在し、組織としての人材育成や能力開発を行っ

ている企業を数多く把握するという目的からである。また上限は製造業における中小企業の

定義を踏まえて 299 人とした。ただ、名簿作成の際に準拠した企業データと調査時の実状と

の相違から、実際に調査に回答した企業の中には 4 人以下、あるいは 300 人以上の企業が含

まれている。 

  

第２節 調査の実施 

 

今回のアンケート調査は、上記で選定した調査対象企業の経営者と、その企業に勤務する

従業員 2 人を対象として実施した。調査に回答する従業員 2 人は、ものの製造に直接かかわ

る業務に主に従事している「技能職」、設計・開発や品質管理などの仕事に主に従事している

「技術職」のうち、会社においてより人数の多い職種（同数の場合は、今後より人数が多く

なる見込みのある職種）の従業員 2 人を会社側に選んでもらうこととした。 

地域ごとの特徴を把握・分析する目的から、各地域から回収する企業調査票の目標数を

東京・大阪・愛知は各 300、福島・長野・広島・福岡は各 200 とした。その上で、総務省『2006

年度事業所・企業統計調査』から算出した従業員規模別・業種別の構成比を参照にしつつ、

各従業員規模・業種の回収目標数を設定した。従業員規模別の設定数については、各都府

県とも従業員 5～29人企業からの目標回収数の比率を実際の企業構成比よりもやや低くし、

100～299 人企業からの目標回収数をやや高くしている。また、業種別構成比の算出および

目標回収数の設定は、上述の業種分類（「日本標準産業分類」第 12 回改訂版（2007 年））

にそった集計データが、書籍として取りまとめられた『2006 年度事業所・企業統計調査』

や、インターネット上にまとめられているデータアーカイブ（総務省統計局の“e-stat”）

にはなかったため、「日本標準産業分類」第 11 回改訂版の業種分類（2002 年）に即して行

った（図表１－２－１①②） 

 調査は 2010 年 2 月 12 日から 3 月 19 日にかけて行われた。企業調査票は 3282 社に配布さ

れ、回収数は 842（有効回収率は 25.7％）であった。また、従業員調査票の回収数は 903（配

布企業数×2＝6564 票を従業員票の配布数とすると、有効回収率は 13.8％）である。 
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図表１－２－１ 対象７都府県における従業員規模別・業種別の回収目標数（企業数） 

 

①従業員規模別 

従業員規模 福島 東京 長野 愛知 大阪 広島 福岡

5～29人 140 210 140 215 220 145 140

30～99人 40 60 40 60 57 40 40

100～299人 20 30 20 25 23 15 20  

 

②業種別 

業種 福島 東京 長野 愛知 大阪 広島 福岡

プラスチック 17 31 16 39 36 16 16

鉄鋼 6 6 2 13 16 9 11

非鉄金属 4 7 5 5 9 3 5

金属製品 38 69 30 65 93 48 58

一般機械金属 36 70 52 89 84 58 61

電気機械器具 19 35 23 22 27 14 23

情報通信機器 19 12 11 2 4 2 2

電子部品・デバイス 37 23 29 6 8 4 10

輸送用機器 13 17 15 53 15 43 11

精密機械器具 11 29 19 6 9 3 3  

 

第３章 企業アンケート調査の概要 

  

 以下では企業アンケート調査の結果を、人材育成・能力開発に関わる回答結果を中心に紹

介することとする。なお、調査結果の詳細については本書第Ⅱ部を参照されたい。 

 

第１節 回答企業のプロフィールと生産活動に携わる基幹的人材 

 

１．回答企業のプロフィール 

回答企業の業種を見ると、「金属製品製造業」の企業が 32.5％で最も多く、以下、「電気

機械器具製造業」（12.5％）、「プラスチック製品製造業」（11.2％）、「輸送用機械器具製造業」

（9.0％）と続く。創業年の分布は、「1959 年以前」が 25.1％、「1960 年代」が 22.8％、「1970

年代」が 17.9％、「1980 年代」が 12.2％、1990 年代が 7.1％、「2000 年代」が 2.6％となって

いる。 

従業員数別構成比は、「5～9 人」が 17.7％、「10～19 人」が 27.1％、「20～29 人」が 13.5％、

「30～49 人」が 13.5％、50 人以上の企業が 20.3％となっており、従業員 10 人未満の企業が

全体の約 4 分の 1、30 人未満の企業は約 3 分の 2 を占める。 

現在の生産形態は、「多品種少量生産中心」が約 6 割と最も多く、「量産中心」が 3 割弱で
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続く。「試作開発中心」は 4.0％であった。実施している生産・販売活動としては、「受注先

の図面に基づいて部品または材料を加工・生産する」という企業が 62.8％で最も多く、以下

「受注先の仕様に基づき、自社で図面等を作成し部品または材料を加工・生産する」（34.6％）、

「最終製品を生産して自社ブランドで販売する」（19.0％）と続く。また、これら生産・販売

の活動分野のなかから最も売上高の多いものを挙げてもらったところ、「受注先の図面に基づ

いて部品または材料を加工・生産する」分野の売上が最も多いという企業が 53.1％を占める。

「受注先の仕様に基づき、自社で図面等を作成し部品または材料を加工・生産する」分野の

売上が最多と言う企業は約 2 割であり、両者を合わせると、他社の仕様に基づいて生産・販

売を行う「下請け」が主たる業態であるという企業が回答企業の 4 分の 3 近くに達している。 

今後とりわけ強化していきたいと考えている項目としては、「取引先を開拓する営業力」

（33.3％）で、以下「技術職の質」（29.3％）、「財務体質」（28.3％）、「技能職の質」（24.9％）

を挙げる企業が比較的多い。回答企業の間で積極的に進めているという回答が最も多かった

経営上の取組みは、「既存の主力製品・サービスの充実、専業性の強化」（「積極的に進めてい

る」＋「ある程度積極的に進めている」の割合・68.2％）で、以下「人件費の削減や要員管

理の見直し」（同・57.2％）、「財務体質の強化」（同・56.2％）、「取り扱う製品・サービスの

拡大」（同・55.0％）、「生産管理・販売管理・プロジェクト管理などの改善」（同・54.8％）

と続く。顧客拡大と要員の見直し、財務の改善が、近年の機械・金属関連分野の中小企業に

おける中心的な取組みであることがわかる。 

 

２．基幹的職種 

今回のアンケート調査では、回答企業の基幹的職種を、生産工程に関わる「技能職（＝加

工、組立などものの製造に直接担当している人材）」と「技術職（＝設計、生産・品質管理、

研究開発などの業務に従事している人材）」のいずれかに該当するものと捉えた。アンケー

ト調査では各企業にそれぞれの職種の人数をたずね、より人数の多い職種（人数が同数の場

合は、今後人数が多くなる見込みがあると企業が回答した職種）をその企業の基幹的職種と

している。回答企業のうち、「技能職」が基幹的職種である企業は 76.4％、「技術職」が基

幹的職種である企業は 18.3％であった。 

基幹的職種が技能職である企業がその技能職に求める知識・技能をみると（図表１－３－

１）、「生産工程を合理化する知識・技能」を求めるところが最も多く、以下、「高度に卓越し

た熟練技能」、「品質管理や検査・試験の知識・技能」と続く。高品質につながるための熟練

技能や品質管理などの知識・技能とともに、より効率的な生産体制を実現するための知識・

技能に対するニーズが高い。 

 一方、基幹的職種が技術職の企業が技術職に求めている知識・能力として比較的回答が多

いのは、「特定の技術に関する高度な専門知識」、「複数の技術に関する幅広い知識」、「ニーズ

調査・分析などを通じてユーザーニーズを的確に把握し、それを製品設計化する能力」など
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である。技術的知識に加え、顧客の獲得・維持につながる能力が重要視されていることがう

かがえる。 

 

 図表１－３－１ 基幹的職種の人材に求める知識・技能 

（単位：％）

① 生産工程を合理化する知識・技能 37.3 特定の技術に関する高度な専門知識 32.5

② 高度に卓越した熟練技能 35.3 複数の技術に関する幅広い知識 31.8

③ 品質管理や検査・試験の知識・技能 28.0
ニーズ調査・分析などを通じてユーザーニーズを的確に
把握し、それを製品設計化する能力

29.2

④ 組立て・調整の技能 26.6 加工・組立に関する知識 20.8

⑤ 設備の保全や改善の知識・技能 23.0
製品の企画・構想段階から問題点を提案し、改善提案
を行うコンサルティング能力

18.8

技能職に必要な知識・技能 技術職に必要な知識

 
 

第２節 回答企業における人材育成・能力開発の取組み 

 

１．基幹的人材の育成・能力開発 

（１）育成・能力開発に関する方針 

 回答企業における人材育成・能力開発の取組みについて、基幹的職種についている従業員

（以下、「基幹的人材」と記載）を対象としたものから見ていくこととしたい。 

基幹的人材を対象とした育成・能力開発に関する方針は、「今の人材を前提に、その能力

をもう一段アップできるよう、能力開発を行っている」（32.1％）という企業が 3 割強で最も

多い。次いで、「個々の従業員が当面の仕事をこなすため必要な能力を身につけることを目的

に能力開発を行っている」（26.5％）が 2 割台で続いている。「数年先の事業展開を考慮して、

その時必要となる人材を想定しながら能力開発を行っている」（8.4％）という企業は少なく

1 割に満たない。また、「人材育成・能力開発について特に方針を定めていない」（24.5％）

という企業が 2 割強を占めている。 

「今の人材を前提に、その能力をもう一段アップできるよう、能力開発を行っている」と

いう企業の割合は、従業員規模が大きくなるに従って増える傾向にあり、従業員 100～299

人の企業では約 5 割を占めている。逆に「人材育成・能力開発について特に方針を定めてい

ない」という企業の割合は減る傾向にある。 

  

（２）職場での育成・能力開発の取組み 

基幹的人材を対象とした育成・能力開発に関する取組み（図表１－３－２）の中で、積極

的に進めている（「積極的に進めている」または「ある程度積極的に進めている」）と回答し

た企業の割合が最も高かったのは、「仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から難しい仕事へ
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と経験させるようにしている」で 6 割を超えている。以下、「指導者を決め、計画にそって育

成・能力開発を行っている」、「主要な担当業務のほかに、関連する業務もローテーションで

経験させている」、「作業標準書やマニュアルを使って、育成・能力開発を行っている」が 4

割弱で続く。 

いずれの取組みも、より従業員規模の大きい企業で積極的に進めるとする回答がより高ま

る傾向にあり、また、基幹的人材別の異同を見たところ、積極的に「主要な担当業務のほか

に、関連する業務もローテーションで経験させている」という割合に差が見られ、基幹的人

材が技能職の企業で、より割合が高い。 

 

図表１－３－２ 基幹的人材の育成・能力開発に向けた職場での取組み 

（単位：％）

ｎ

指導者を決
め、計画に
そって、育

成・能力開発
を行っている

作業標準書
やマニュアル
を使って、育
成・能力開発
を行っている

仕事の内容を
吟味して、やさ
しい仕事から
難しい仕事へ
と経験させるよ
うにしている

主要な担当業
務のほかに、
関連する業務
もローテーショ
ンで経験させ

ている

社員による
勉強会や提
案発表会

合計 842 38.6 35.2 64.5 38.2 24.0

【従業員数】

4人以下 60 28.3 25.0 46.7 31.7 11.7

5～9人 149 23.5 19.5 60.4 27.5 10.7

10～19人 228 35.1 26.8 68.0 40.4 18.0

20～29人 116 48.3 35.3 64.7 37.9 31.0

30～49人 114 40.4 46.5 69.3 41.2 29.8

50～99人 93 48.4 52.7 67.7 41.9 36.6

100～299人 73 56.2 57.5 63.0 46.6 43.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 39.7 37.8 67.2 40.7 24.9

技術職 154 37.0 28.6 58.4 30.5 24.0  
注：各項目の数字は「積極的に進めている」および「ある程度積極的に進めている」と回答した企業

の割合の合計。 

 

（３）Ｏｆｆ－ＪＴ・自己啓発支援の取組み 

①Ｏｆｆ－ＪＴの取組み 

基幹的人材を対象とした Off-JT の進め方（図表１－３－３）に関しては、「選択肢に挙げ

られた取組みは行っていない」という企業の割合が最も多く 5 割強を占めている。挙げられ

ている取組みの中では、「社外の機関が行う研修に従業員を派遣している」（24.1％）と回答

した企業の割合が一番多く、これに「教材・研修などに関する情報を収集している」（16.2％）

が続く。また、「教材や設備を用意している」（4.2％）、「予算を毎年確保している」（4.4％）、

「企画・立案をする担当者を決めている」（7.5％）という企業の割合は極めて低く、1 割に

満たない。 

従業員規模別に見ると、「選択肢に挙げられた取組みは行っていない」という企業の割合
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は、従業員規模が大きくなるに従って低下する。逆に、従業員規模が大きくなるにつれて回

答率が顕著に高まるのは、「教材・研修などに関する情報を収集している」、「社外の機関が行

う研修に従業員を派遣している」の 2 つの取組みである。基幹的人材が技能職の企業と技術

職の企業を比べると、「社外の機関が行う研修に従業員を派遣している」の回答率にやや開き

があり、前者でより高くなっている。 

 

図表１－３－３ 基幹的人材を対象としたＯｆｆ－ＪＴの進め方（複数回答） 

（単位：％）

ｎ
予算を毎
年確保し
ている

企画・立
案をする
担当者を
決めてい

る

教材や設
備を用意
している

教材・研
修などに
関する情
報を収集
している

社外の機
関が行う研
修に従業

員を派遣し
ている

選択肢とし
て挙げられ
ている取り
組みは行っ
ていない

無回答

合計 842 4.4 7.5 4.2 16.2 24.1 52.7 7.0

【従業員数】

4人以下 60 0.0 1.7 1.7 13.3 6.7 71.7 10.0

5～9人 149 0.0 0.0 1.3 8.1 14.8 69.8 10.1

10～19人 228 2.2 3.1 3.5 11.4 14.0 66.2 6.6

20～29人 116 3.4 7.8 3.4 19.0 32.8 45.7 6.0

30～49人 114 5.3 6.1 6.1 20.2 32.5 39.5 6.1

50～99人 93 7.5 12.9 4.3 20.4 38.7 35.5 4.3

100～299人 73 16.4 35.6 12.3 35.6 42.5 15.1 5.5

【生産活動に携わる基幹的人材】
技能職 643 4.8 7.9 3.9 17.3 26.7 51.9 4.7
技術職 154 3.9 5.8 5.2 11.7 17.5 56.5 11.7  

 

社外の機関が行う研修に、基幹的職種に従事する従業員を派遣していると回答した企業に、

どのような機関を利用しているのかをたずねた（図表１－３－４）。「民間教育訓練機関」

（42.4％）、「能力開発協会、労働基準協会、公益法人」（41.4％）、「商工会議所など地域の経

営者団体」（37.9％）、「事業所で使用する機器等のメーカー」（29.1％）、「業界団体」（28.6％）、

「公共職業訓練機関」（28.1％）などに従業員を派遣している企業が比較的多い。 

基幹的職種に従事する従業員を対象とした Off-JT を実施する目的として比較的多くの企

業から挙がったのは、「仕事や作業をスムーズに進める上で必要な専門知識・技能を習得させ

るため」（25.4％）、「仕事の際の基本的な心構えを身につけさせるため」（22.2％）、「新しい

技術・技能・知識を習得させるため」（17.9％）、「OJT では習得が難しい体系的な知識・技能

を学習させるため」（16.9％）といった点である。また、36.9％の企業は「基幹的職種の従業

員を対象とした Off-JT は実施していない」と答えている。 

いずれの目的の回答率も従業員規模が大きくなるほど高まる傾向があり、逆に「基幹的職

種の従業員を対象とした Off-JT は実施していない」の回答率は従業員規模が大きくなるほど

低くなる。 
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図表１－３－４ 基幹的職種に従事する従業員の派遣先（複数回答、ｎ＝203） 

2.0 

3.4 

22.7 

28.1 

28.6 

29.1 

37.9 

41.4 

42.4 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 

その他

高専、大学、大学院等

親会社・グループ会社など

公共職業訓練機関

業界団体

事業所で使用する機器等のメーカー

商工会議所など地域の経営者団体

能力開発協会、労働基準協会、公益法人

民間教育訓練機関

 
 

②自己啓発支援の有無 

生産活動に携わる基幹的人材の自己啓発に対する支援の有無について聞いたところ、「支

援している」と回答した企業の割合は 24.0％で、5 割弱の企業では「支援は予定していない」

（46.6％）と回答している（図表１－３－５）。「支援している」企業の割合は、従業員規模

が大きくなるにつれ高まる傾向が見られ、従業員 100～299 人の企業では 5 割を超えている。 

 

図表１－３－５ 基幹的人材を対象とした自己啓発支援の有無 

（単位：％）

ｎ 支援している
支援を検討

している
支援は予定
していない

無回答

合計 842 24.0 20.7 46.6 8.8

【従業員数】

4人以下 60 10.0 11.7 75.0 3.3

5～9人 149 14.1 24.2 47.7 14.1

10～19人 228 18.4 14.5 57.0 10.1

20～29人 116 32.8 25.9 33.6 7.8

30～49人 114 28.1 28.1 37.7 6.1

50～99人 93 25.8 23.7 44.1 6.5

100～299人 73 50.7 19.2 24.7 5.5  

 

（４）教育訓練を進めるうえでの課題  

基幹的人材の教育訓練を実施する上での課題として最も多くの企業が挙げたのは、「従業

員が忙しすぎて、教育訓練を受ける時間がない」（30.4％）で、以下、「社外の教育訓練機関

を使うのにコストがかかりすぎる」（21.6％）、「従業員のやる気が乏しい」（20.5％）と続く。

また約 2 割は「特に問題はない」と答えている（図表１－３－６）。 
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図表１－３－６ 基幹的人材の教育訓練を進める上での課題（複数回答、単位：％） 

22.9 

1.5 

5.9 

6.8 

7.0 

8.8 

10.5 

11.0 

20.5 

21.6 

30.4 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 

特に問題はない

その他

どこにどのような教育訓練機関があるかがわからない

従業員に必要な能力を明らかにできても、うまく伝えることが
できない

教育訓練に関わる国の助成金の申請手続きがわからない

適切な内容やレベルの研修コースを設けている教育訓練機
関がない

上司と部下、先輩と後輩との間のコミュニケーションがうまく
取れていない

従業員に必要な能力を明らかにすることが難しい

従業員のやる気が乏しい

社外の教育訓練機関を使うのにコストがかかりすぎる

従業員が忙しすぎて、教育訓練を受ける時間がない

 
 

２．育成・能力開発に力を入れている人材 

育成・能力開発に力を入れている人材としては、「職場のリーダーや監督の役割を担える

人材」（48.6％）を挙げた企業が最も多く、以下「経営者自身」や「会社全体の経営や管理を

担える人材」が約 3 割、「営業拡大や顧客開拓を進められる人材」や「事務関連の仕事を担当

する人材」を挙げている企業が 1 割強となっている。一方、「人材の育成や能力開発には特に

力を入れていない」と回答した企業は 14.3％であった（図表１－３－７） 

 

図表１－３－７ 育成・能力開発に力を入れている人材（複数回答、単位：％） 

14.3 

10.2 

14.1 

28.3 

32.2 

48.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 

人材の育成や能力開発には特に力を入れていない

事務関連の仕事を担当する人材

営業拡大や顧客開拓を進められる存在

会社全体の経営や管理を担える人材

経営者自身

職場のリーダーや監督の役割を担える存在
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３．育成・能力開発の効果 

 図表１－３－８は、従業員の育成・能力開発によってどのような効果がどの程度得られて

いるのかを整理したものである。効果がある（「非常に効果がある」＋「ある程度効果がある」）

という回答が最も多いのは「職場の生産性の向上」（45.7％）である。以下、「顧客満足度の

向上」、「モチベーションの向上」において効果があるという企業が 3 割強、「職場の人間関係

が良くなること」（25.4％）、「定着率の向上」（25.3％）という企業が 2 割強となっている。 

 「職場の生産性の向上」、「モチベーションの向上」及び「職場の人間関係が良くなること」、

「顧客満足度の向上」において効果があるとする企業の割合は、規模 5 人以上の企業では規

模が大きくなるに従って高まっていく。また、基幹的人材が技能職の企業と技術職の企業と

の間でも、「職場の生産性の向上」への効果に関する見解に差が見られ、前者のほうが効果が

あると言う企業の割合が 12 ポイント高くなっている。 

 

図表１－３－８ 従業員の能力開発による効果 

（単位：％）

ｎ
職場の生
産性の向

上

採用活動
がやりやす

くなった

定着率の
向上

モチベー
ションの向

上

職場の人
間関係が

良くなること

顧客満足
度の向上

合計 842 45.7 10.9 25.3 34.8 25.4 35.3

【従業員数】

4人以下 60 38.3 5.0 25.0 26.7 26.7 35.0

5～9人 149 33.6 11.4 21.5 22.8 14.8 25.5

10～19人 228 36.8 7.9 21.1 28.5 20.6 28.1

20～29人 116 52.6 11.2 27.6 35.3 28.4 42.2

30～49人 114 57.0 14.0 28.1 44.7 30.7 47.4

50～99人 93 57.0 8.6 30.1 46.2 32.3 40.9

100～299人 73 63.0 21.9 34.2 56.2 39.7 41.1

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 49.0 11.5 26.3 37.2 26.4 37.3

技術職 154 37.0 8.4 22.7 28.6 23.4 32.5  
注：各項目の数字は「非常に効果がある」と「ある程度効果がある」と回答した企業の割合の合計。 

 

第４章 企業アンケート調査の概要 

  

 本章では従業員アンケート調査の結果を、企業アンケート調査の概観と同じく人材育成・

能力開発に関わる回答結果を中心に紹介することとする。なお、従業員アンケート調査の結

果の詳細については本書第Ⅲ部を参照されたい。 

 

第１節 回答者のプロフィール 

 

回答者のうち、男性が 80.2%、女性が 19.0％となっている。勤務先従業員規模別にみると、
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従業員規模が大きくなるにつれて、男性の割合が増えていくという傾向がみられる。 

年齢は、「30 歳代」が 36.1％で最も多く、以下、「40 歳代」（23.3％）、「50 歳代」（22.5％）

と続く。無回答者を除いて算出した平均年齢は 40.2 歳である。従業員規模 5 人以上の企業に

勤める回答者についてみると、より規模の大きな企業に勤める回答者で「50 歳代」の割合が

低くなり、平均年齢も下がっていく。 

最終学歴（図表１－４－１）で最も多いのは「工業高校以外の高校卒」（24.6％）、二番目

が「工業高校卒」（19.4％）である。従業員 5 人以上の企業に勤める回答者をみると、」、「大

卒・理系」、「大卒・文系」の割合が、より従業員規模の大きい企業に勤める回答者ほど高く

なっている。職種別に集計してみたところ、技能職では「工業高校以外の高校卒」が 28.1％

で最も多く、技術職では「大卒・理系」が 33.9％を占め（技能職では 9.5％）、最も多くなっ

ている。 

現在ついている仕事をたずねたところ、技能職としての仕事に従事している回答者が

61.8％、技術職としての仕事に従事している回答者が 18.6％、技能職・技術職以外の仕事に

従事する回答者が 16.9％であった。従業員規模が大きいほど、技能職の割合が小さくなり、

技能職以外の割合が大きくなる。 

 

図表１－４－１ 回答従業員の最終学歴 

(単位：％)

ｎ 中学卒 工業高校卒
工業高校以
外の高校卒

高等専門学
校卒

職業訓練校
卒

短大・専門
学校卒

合計 903 4.7 19.4 24.6 4.1 3.3 15.6

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 3.7 0.0 37.0 0.0 3.7 7.4

5～9人 148 14.9 17.6 29.7 4.1 4.7 14.2

10～29人 385 4.2 21.3 23.9 3.9 4.4 16.9

30～49人 116 1.7 15.5 24.1 7.8 3.4 18.1

50～99人 111 0.0 23.4 26.1 2.7 0.9 13.5

100人以上 110 0.0 20.0 16.4 2.7 0.0 15.5

(単位：％)

ｎ 大卒・理系 大卒・文系 大学院卒 その他 無回答

合計 903 13.0 11.0 1.0 2.2 1.2

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 11.1 25.9 0.0 7.4 3.7

5～9人 148 5.4 4.7 0.0 2.0 2.7

10～29人 385 11.7 10.4 0.8 2.3 0.3

30～49人 116 12.9 12.1 0.0 3.4 0.9

50～99人 111 15.3 12.6 1.8 1.8 1.8

100人以上 110 26.4 15.5 3.6 0.0 0.0  
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第２節 仕事をしていく上で必要な知識・能力 

 

 技能職として働く回答者と技術職として働く回答者にそれぞれ現在仕事をしていく上で必

要な知識・能力を 3 つまで挙げてもらった（図表１－４－２） 

 技能職として働く回答者で最も回答が多かったのは「生産工程を合理化する知識・技能」

（36.8％）、次いでほぼ同程度の技能職が挙げている「高度に卓越した熟練技能」（35.2％）

で、以下「設備の保全や改善の知識・技能」（31.6％）、「組立て・調整の技能」（29.4％）な

どが比較的多くの技能職が必要としている知識・技能である。 

 技術職として働く回答者では、「複数の技術に関する幅広い知識」を挙げる割合が他の知

識・技術より群を抜いて高く、半数以上に達する。これに次いで指摘が多かったのは、「特定

の技術に関する高度な専門知識」、「製品の企画・構想段階から問題点を提案し、改善提案を

行うコンサルティング能力」、「ユーザーの業務やニーズを理解し、コミュニケーション、プ

レゼンテーションできる能力」などで、いずれも技術職として働く回答者の 3 割弱が挙げて

いる。他方、「ISO9000 シリーズに関する知識」、「知的財産情報（特許）への対応能力」、

「ISO14000 シリーズに関する知識」は回答率が 5％未満にとどまっており、必要としている

技術職がごく少ない。 

 

図表１－４－２ 仕事をしていく上で必要な知識・能力・技術（３つまで） 

 （単位：％）

生産工程を合理化する知識・技能 36.8 複数の技術に関する幅広い知識 51.8

高度に卓越した熟練技能 35.2 特定の技術に関する高度な専門知識 29.8

設備の保全や改善の知識・技能 31.6
製品の企画・構想段階から問題点を提案し、改善提
案を行うコンサルティング能力

25.0

組立て・調整の技能 29.4
ユーザーの業務やニーズを理解し、コミュニケーショ
ン、プレゼンテーションできる能力

25.0

品質管理や検査・試験の知識・技能 22.8
ニーズ調査・分析などを通じてユーザーニーズを的確
に把握し、それを製品設計化する能力

23.8

ＮＣ機やＭＣのプログラミング 20.5 加工・組立に関する知識 23.2

単独で多工程を処理する技能 19.6 工程管理に関する知識 21.4

自動機の段取り替えをする技能 14.5 生産の最適化のための生産技術 18.5

計測システムのオペレーション 8.3 進捗管理・予算管理などのプロジェクト管理能力 14.9

その他 7.5 革新的技術を創造していく能力 14.3

生産設備の保守・管理技術 7.7

ISO9000シリーズに関する知識 4.8

知的財産情報（特許）への対応能力 3.6

ISO14000シリーズに関する知識 2.4

技能職（ｎ＝557） 技術職（ｎ＝168）
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第３節 勤務先の育成・能力開発の取組みに対する評価 

 

１．従業員の育成・能力開発に関する勤務先の方針 

勤務する会社が従業員の育成・能力開発についてどのような方針をもっていると思うかに

ついてたずねたところ（図表１－４－３）、回答者全体では「個々の従業員が当面の仕事をこ

なすため必要な能力を身につけることを目的に能力開発を行っている」が 36.3％で最も多い。

回答者の勤務先従業員規模がより大きいほど、「スキルマップなどで、事業所における現在の

人材の数や能力レベルを把握し、能力開発を行っている」の割合が高まる。 

 

図表１－４－３ 従業員の育成・能力開発に関する勤務先の方針 

（単位：％）

ｎ

数年先の事業
展開を考慮し
て必要な人材
の数、能力レ
ベルを描いて
能力開発を
行っている

スキルマップな
どで、事業所に
おける現在の
人材の数や能
力レベルを把
握し、能力開

発を行っている

個々の従業員
が当面の仕事
をこなすため必
要な能力を身
につけることを
目的に能力開
発を行っている

能力開発
について
特に方針
を定めて
いない

わからな
い

無回答

合計 903 7.6 8.6 36.3 29.6 15.6 2.2

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 14.8 3.7 25.9 37.0 14.8 3.7

5～9人 148 4.7 4.7 28.4 27.0 30.4 4.7

10～29人 385 5.7 6.5 37.9 34.3 13.5 2.1

30～49人 116 8.6 8.6 41.4 26.7 14.7 0.0

50～99人 111 11.7 13.5 38.7 24.3 11.7 0.0

100人以上 110 11.8 17.3 37.3 24.5 9.1 0.0  
 

２．従業員の育成・能力開発に向けた職場での取組み 

従業員の育成・能力開発に関連したいくつかの取組みについて、勤務している会社が積極

的に進めている（「積極的に進めている」または「ある程度積極的に進めている」）と感じる

回答者の割合をまとめた（図表１－４－４）。積極的に進めているという回答の割合が最も高

かったのは、「仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から難しい仕事へと経験させるようにし

ている」（57.9％）で、「作業標準書やマニュアルを使って、育成・能力開発を行っている」

と「指導者を決め、計画にそって、育成・能力開発を行っている」がいずれも 3 分の 1 強の

割合でこれに続く。「主要な担当業務のほかに、関連する業務をローテーションで経験させて

いる」と「社員の間での勉強会や提案発表会の実施」を勤務している会社が積極的に行って

いると答えたのはいずれも 4 分の 1 弱であった。 

「指導者を決め、計画にそって育成・能力開発を行っている」、「仕事の内容を吟味して、

やさしい仕事から難しい仕事へと経験させるようにしている」を積極的に進めているという

割合は回答者の勤務先従業員規模が大きいほど、高くなる。また、「作業標準書やマニュアル

を使って、育成・能力開発を行っている」を積極的に進めているとする割合は、30 人未満の
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企業に勤める回答者と 30 人以上の企業に勤める回答者との間で顕著な差がある。 

 

図表１－４－４ 従業員の育成・能力開発に向けた勤務先での取組み 

（単位：％）

ｎ

指導者を決
め、計画に
そって、育

成・能力開発
を行っている

作業標準書や
マニュアルを
使って、育

成・能力開発
を行っている

仕事の内容を
吟味して、や
さしい仕事か
ら難しい仕事
へと経験させ
るようにして

いる

主要な担当業
務のほかに、
関連する業務
をローテー

ションで経験
させている

社員の間での
勉強会や提案
発表会の実施

合計 903 34.6 35.4 57.9 24.9 22.3

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 18.5 29.6 33.3 37.0 25.9

5～9人 148 27.7 19.6 52.7 26.4 10.8

10～29人 385 32.5 29.4 58.4 21.8 20.0

30～49人 116 41.4 50.0 62.1 25.0 22.4

50～99人 111 44.1 50.5 61.3 27.9 31.5

100人以上 110 39.1 49.1 62.7 27.3 34.5  
注：数字は「積極的に進めている」と「ある程度積極的に進めている」の割合の合計。 

 

３．勤務先におけるＯｆｆ－ＪＴの状況 

（１）社外機関への派遣 

回答者が Off-JT のために会社の指示で通ったことのある機関は、回答の多かった順に「公

共職業訓練機関（ポリテクセンター、工業技術センター、試験場等含む）」（12.2％）、「能力

開発協会、労働基準協会、公益法人（財団、社団、職業訓練法人等）」（12.0％）、「親会社・

グループ会社など」（11.8％）、「民間教育訓練機関」（11.4％）となっている。また、44.5％の

回答者は「社外の機関に通ったことはない」と答えた。 

Off-JT のために社外の機関に通ったことがあるという回答者 509 人に、社外の機関での研

修の評価についてたずねた。最も多かったのは「ある程度有効である」（42.3％）で、これに

「大いに有効である」を加えると、社外の機関に通った経験のある回答者の約 6 割が、そう

した経験を有効と評価していることとなる。 

社外の機関に通った経験が自らの能力開発において「大いに有効である」または「ある程

度有効である」と答えた回答者 293 人に対してその理由をたずねたところ、「仕事をするうえ

で必要な能力を意識することができるから」の指摘率が 75.5％で最も高く、以下指摘率の高

い順に「自分の職業能力のレベルを知ることができるから」（31.6％）、「資格取得のために効

果的だから」（23.5％）などとなっているが、「仕事をするうえで必要な能力を意識すること

ができるから」に比べると指摘率はかなり低くなっている。 

 

（２）現在の勤務先におけるＯｆｆ－ＪＴへの要望 

勤務している会社で行われる Off-JT に関して希望することを回答の多い順に並べてみる
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と、「仕事や作業をスムーズに進める上での専門知識・スキルの習得ができるようにしてほし

い」（20.6％）、「仕事に関連した資格を習得するための Off-JT を充実させてほしい」（14.7％）、

「場当たり的に実施するのではなく、計画的に実施してほしい」（14.4％）と続く。他方で

「Off-JTについての希望は特にない」と答えた回答者が 3分の 1近くいる（図表１－４－４）。 

 

図表１－４－５ 今の勤務先におけるＯｆｆ－ＪＴについての要望 

（単位：％）

ｎ

Off-JTの時
間を今よりも
増やしてほし

い

Off-JTの時
間を今よりも
減らしてほし
い、あるいは
なくしてほしい

Off-JTの内
容を今よりも
多様なものに

してほしい

Off-JTの内
容を今よりも
絞り込んでほ

しい

場当たり的に
実施するので
はなく、計画
的に実施して

ほしい

仕事や作業を
スムーズに進
める上での専
門知識・スキ
ルの習得が
できるように
してほしい

合計 903 9.3 1.2 6.3 2.1 14.4 20.6

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 3.7 0.0 0.0 0.0 3.7

5～9人 148 3.4 1.4 1.4 0.7 9.5 12.8

10～29人 385 8.3 0.8 7.0 1.6 12.2 18.4

30～49人 116 9.5 0.9 7.8 3.4 17.2 20.7

50～99人 111 12.6 2.7 4.5 5.4 19.8 24.3

100人以上 110 20.0 0.9 12.7 1.8 24.5 40.0

【職種】

技能職 558 9.0 0.9 6.6 2.3 12.4 19.0

技術職 168 13.1 1.8 6.0 1.2 18.5 28.0

（単位：％）

ｎ

日常の業務
で身につけた
作業のやり方
の裏づけとな
るような知識
や理論を習得
できるように
してほしい

キャリア形成
（キャリアの
節目ごと）に
必要な知識・
技能を体系的
に習得できる
ようにしてほ

しい

仕事に関連し
た資格を習得
するための

Off-JTを充実
させてほしい

その他
　Off-JTにつ
いての希望は

特にない
無回答

合計 903 12.5 10.1 14.7 0.8 35.2 14.2

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 14.8 3.7 11.1 0.0 40.7 29.6

5～9人 148 8.8 2.0 10.8 0.0 40.5 23.0

10～29人 385 10.1 7.5 11.2 0.3 41.6 15.1

30～49人 116 15.5 15.5 19.0 1.7 31.9 7.8

50～99人 111 11.7 11.7 17.1 1.8 24.3 10.8

100人以上 110 22.7 24.5 26.4 1.8 20.9 2.7

【職種】

技能職 558 12.0 7.9 13.6 0.4 38.5 13.6

技術職 168 14.9 12.5 16.7 1.2 27.4 14.9  
 

「Off-JT についての希望は特にない」の割合は回答者の勤務先従業員規模が大きくなるほ

ど低下し、「Off-JT の時間を今よりも増やしてほしい」、「場当たり的に実施するのではなく、

計画的に実施してほしい」、「仕事や作業をスムーズに進める上での専門知識・スキルの習得

ができるようにしてほしい」、「キャリア形成に必要な知識・技術を体系的に習得できるよう
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にしてほしい」といった希望の指摘率が上昇する。技能職と技術職を比べると、前者で「Off-JT

についての希望は特にない」の割合が約 11 ポイント高く、後者では「仕事や作業をスムーズ

に進める上での専門知識・スキルの習得ができるようにしてほしい」の割合がより高くなっ

ている。 

 

４．勤務先の自己啓発支援 

自己啓発に対する支援を勤務先が「行っていない」と答えた回答者が約 6 割を占める。従

業員 5 人以上 100 人未満の企業に勤務する回答者についてみると、勤務先の従業員規模が大

きくなるほど、「行っている」の割合が高くなる。 

自己啓発への勤務先からの支援について、どのようなことを希望するかをたずねたところ、

希望する支援としては「金銭的な支援を充実してほしい」が 20.8％で最も回答が多く、以下、

「支援を実施してほしい／支援の対象となる教育訓練を増やしてほしい」（18.5％）、「教育訓

練の内容や機会についての情報提供を充実してほしい」（16.6％）と続く。他方で、4 割を超

える回答者が「特に希望することはない」と答えている（図表１－４－６）。 

回答者の勤務先規模が大きくなるにつれ「特に希望することはない」の割合は低下し、「支

援を実施してほしい／支援の対象となる教育訓練を増やしてほしい」、「金銭的な支援を充実

してほしい」、「教育訓練の内容や機械についての情報提供を充実してほしい」、「自主的な教

育訓練を進めるための勤務時間制度や休暇制度を設けてほしい」、「有意義な教育訓練に関す

るガイダンスなどを行ってほしい」といった要望の指摘率が上昇する傾向にある。技能職と

技術職を比べると、「特に希望することはない」の割合に差がみられ、前者でより高くなって

いる。 

 

図表１－４－６ 今後の自己啓発支援に対する要望（複数回答） 

（単位：％）

ｎ

支援を実施し
てほしい／支
援の対象とな
る教育訓練を
増やしてほし

い

金銭的な支
援を充実して

ほしい

教育訓練の
内容や機会

についての情
報提供を充実

してほしい

資格取得に
関連する教育
訓練を行う際
に支援してほ

しい

自主的な教
育訓練を進め
るための勤務
時間制度や

休暇制度を設
けてほしい

合計 903 18.5 20.8 16.6 14.5 9.5

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 18.5 7.4 0.0 7.4 3.7

5～9人 148 6.8 13.5 14.2 12.2 6.1

10～29人 385 16.6 19.2 13.0 14.0 8.1

30～49人 116 22.4 23.3 16.4 20.7 11.2

50～99人 111 27.0 29.7 24.3 11.7 11.7

100人以上 110 29.1 29.1 30.0 18.2 17.3

【職種】

技能職 558 17.2 18.6 16.3 16.5 9.9

技術職 168 25.0 23.8 20.2 13.1 8.3  
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（単位：％）

ｎ

自主的な教
育訓練に関

する理解を高
めるよう、職

場に働きかけ
てほしい

有意義な教
育訓練に関
するガイダン
スなどを行っ

てほしい

その他
特に希望する

ことはない
無回答

合計 903 7.9 5.1 0.2 42.7 7.5

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 0.0 3.7 51.9 14.8

5～9人 148 3.4 2.0 0.0 54.1 10.8

10～29人 385 6.2 3.9 0.0 48.6 8.1

30～49人 116 12.1 6.9 0.0 37.1 3.4

50～99人 111 9.9 8.1 0.9 27.9 4.5

100人以上 110 15.5 10.0 0.0 27.3 2.7

【職種】

技能職 558 6.6 4.5 0.2 45.7 7.3

技術職 168 9.5 7.7 0.0 34.5 8.3  

 

第４節 従業員自身の能力開発活動 

 

１．仕事上の能力を高めるために必要な情報の収集 

仕事上の能力を高めるために必要な研修や教材などに関する情報は、「今の勤務先（会社）

から」集めている回答者が約 4 割で最も多く、その他には、「今の勤務先で使用する機器等の

メーカーから」（13.6％）、「同じ業界で働く他社の人から」（10.1％）といった方法がつかわ

れている。また約 2 割の回答者は「研修や教材などに関する情報を集めていない」と答えた

（図表１－４－７）。 

従業員 100 人未満の企業に勤務する回答者についてみると、「研修や教材などに関する情

報を集めていない」割合は、規模が小さくなるにつれて高まる。また、「民間教育訓練機関か

ら」、「能力開発協会、労働基準協会、公益法人（財団、社団、職業訓練法人等）から」情報

を収集する回答者の割合は、勤務先の従業員規模がより大きい回答者ほど高い。技能職と技

術職を比較してみると、「研修や教材などに関する情報を集めてはいない」の割合が技術職で

は 10％強であるのに対して、技能職では 27.8％と 3 割近い数字になっている。収集方法で差

がみられるのは「今の勤務先で使用する機器等のメーカーから」の回答率で、技術職のほう

が約 10 ポイント高くなっている。 
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図表１－４－７ 能力を高めるために必要な情報を集める方法（複数回答） 

（単位：％）

ｎ
今の勤務
先（会社）

から

今の勤務
先の親会
社・グルー
プ会社など

から

民間教育
訓練機関

から

今の勤務
先で使用
する機器
等のメー
カーから

商工会議
所など地域
の経営者
団体から

今の勤務
先が加盟
する業界
団体から

能力開発
協会、労働
基準協会、
公益法人
（財団、社
団、職業訓
練法人等）

から

公共職業
訓練機関
（ポリテク
センター、
工業技術
センター、
試験場等
含む）から

合計 903 41.7 8.9 5.4 13.6 5.4 3.4 5.5 5.1

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 37.0 0.0 0.0 3.7 0.0 0.0 0.0 3.7

5～9人 148 34.5 11.5 2.0 9.5 3.4 0.7 0.7 2.0

10～29人 385 39.2 8.6 3.9 15.1 5.7 2.9 4.4 4.2

30～49人 116 39.7 6.9 7.8 18.1 7.8 6.0 7.8 10.3

50～99人 111 57.7 8.1 9.0 8.1 7.2 7.2 9.0 8.1

100人以上 110 49.1 11.8 10.9 17.3 4.5 3.6 11.8 4.5

【職種】

技能職 558 46.2 8.6 3.8 12.5 3.2 2.3 2.5 2.9

技術職 168 44.6 11.9 9.5 22.6 5.4 5.4 11.9 10.7

（単位：％）

ｎ
専修学校・
各種学校

から

高専、大
学、大学院

等から

今の勤務
先の同僚

から

同じ業界で
働く他社の

人から

業界紙(誌)
から

その他

研修や教
材などに関
する情報

は集めてい
ない

無回答

合計 903 0.4 0.6 6.6 10.1 7.2 7.4 23.3 7.2

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 0.0 7.4 11.1 11.1 3.7 37.0 7.4

5～9人 148 0.0 0.0 5.4 9.5 4.7 3.4 29.7 12.2

10～29人 385 0.3 0.0 6.8 12.5 7.5 7.3 24.2 7.0

30～49人 116 0.9 1.7 4.3 8.6 6.0 9.5 24.1 6.0

50～99人 111 0.9 0.0 8.1 6.3 8.1 10.8 13.5 3.6

100人以上 110 0.9 2.7 9.1 7.3 8.2 9.1 18.2 2.7

【職種】

技能職 558 0.4 0.2 7.2 10.0 5.0 6.1 27.8 5.7

技術職 168 0.6 1.8 3.6 9.5 14.9 10.1 11.9 5.4  

 

２．能力開発に関する取組みの程度 

OJT を通じた知識・技能の習得を積極的に行っている（「積極的に行っている」あるいは

「やや積極的に行っている」）という回答者は 17.9％、勤務先の従業員規模がより大きい回

答者ほど、積極的に行っているとする割合は高まり、「全く積極的ではない」の割合が低下す

る。技能職と技術職を比較してみると、前者では積極的に行っているという割合が 16.1％で

あるのに対し、後者では 25.0％と、技術職のほうが OJT に積極的に取り組む傾向がやや強い

という結果であった。 

勤務先での Off-JT 機会の活用については、積極的に行っている（「積極的に行っている」

あるいは「やや積極的に行っている」）回答者は 11.0％で、積極的ではない（「さほど積極的

ではない」あるいは「全く積極的ではない」）という回答者が 52.0％を占める。勤務先従業
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員規模との関連を見てみると、積極的に行っているという割合は、勤務先の従業員規模がよ

り大きい回答者ほど高くなる。また、技能職は積極的でないという回答の割合が 53.6%で、

技術職の 47.1％と比べてやや高くなっている。 

自己啓発の実施については、積極的に行っている（「積極的に行っている」あるいは「や

や積極的に行っている」）回答は 9.3％と 1 割に満たず、他方、積極的ではない（「さほど積

極的ではない」あるいは「全く積極的ではない」）というは 58.9％と 6 割近くに達している。

勤務先従業員規模との関連を見てみると、「全く積極的ではない」という回答の割合が、勤務

先の従業員規模が小さくなるにつれて上昇しており、積極的に行っているという回答の割合

は低下している。また、技能職と技術職の間で、「全く積極的ではない」という回答の割合に

差がみられ、技術職では 4 分の 1 程度であるのに対し、技能職では 4 割を超えている。 

 

３．能力開発に関する取組みの自己評価 

自身の OJT を通じた知識・技能の習得については、約 3 分の 1 の回答者が「実施していな

い」と答えている。うまくいっている（「非常にうまくいっている」あるいは「うまくいって

いる」）と評価しているのは 15.8％で、うまくいっていない（「あまりうまくいっていない」

または「うまくいっていない」）と評価しているのは 11.0％である。勤務先の従業員規模が

より大きい回答者ほど、「実施していない」の割合が顕著に低下し、うまくいっていると答え

る割合が高まる。技能職と技術職を比べてみたところ、技能職で「実施していない」の割合

が 10 ポイントほど高くなっている。 

勤務先での Off-JT 機会の活用については「実施していない」と答えた回答者が約 4 割、う

まくいっている（「非常にうまくいっている」あるいは「うまくいっている」）と答えたのは

約 1 割である。OJT を通じた知識・技能の習得と同じく、回答者の勤務先従業員規模が大き

くなるほど、うまくいっているという回答の割合は高くなり、技能職と技術職を比較すると、

これも OJT を通じた知識・技能の習得と同様、技能職で「実施していない」とする割合が

10 ポイントほど高くなっている。 

自己啓発の実施については、「実施してない」回答者が 45.8％、うまくいっている（「非常

にうまくいっている」あるいは「うまくいっている」）という回答者が 6.0％である。OJT や

Off-JT の実施と同じく、勤務先の従業員規模がより大きい回答者ほど、「実施していない」

の割合が低下し、うまくいっていると答える割合が高まる傾向にある。技能職と技術職の比

較では、OJT や Off-JT と同様、技能職が「実施していない」と答える割合が高く、技術職に

おける割合との開きがはっきりしている。 

 

４．仕事上の能力を高めていく上での問題 

仕事上の能率を高めるにあたって問題となっていることとして比較的多くの回答者から

指摘されたのは、「従業員の間に、切磋琢磨して能力を伸ばそうという雰囲気が乏しい」
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（36.2％）、「忙しすぎて、教育訓練を受ける時間がない」（27.0％）、「指導してくれる上司・

先輩がいない」（20.8％）といった点である。他方、約 4 分の 1 は「特に問題はない」と答え

ている（図表１－４－８）。 

 

図表１－４－８ 仕事上の能力を高めていく上での問題 

（単位：％）

ｎ

従業員にとっ
て必要な能
力を、会社・
法人がわ

かっていない

従業員に必
要な能力を、
会社・法人が
わかりやす

い形で伝えて
くれない

従業員の間
に、切磋琢磨
して能力を伸
ばそうという
雰囲気が乏

しい

忙しすぎて、
教育訓練を
受ける時間

がない

指導をしてく
れる上司・先
輩がいない

どこにどのよ
うな教育訓練
機関がある
かがわから

ない

合計 903 8.9 12.4 36.2 27.0 20.8 11.8

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 11.1 3.7 14.8 14.8 18.5 11.1

5～9人 148 4.7 11.5 20.3 16.9 10.8 8.1

10～29人 385 9.6 10.6 39.2 24.9 20.3 13.0

30～49人 116 8.6 14.7 40.5 28.4 24.1 11.2

50～99人 111 9.9 13.5 45.0 37.8 26.1 11.7

100人以上 110 10.9 19.1 40.9 40.0 29.1 14.5

【職種】

技能職 558 8.8 12.7 39.4 24.2 21.3 13.8

技術職 168 10.1 12.5 31.5 35.1 16.7 8.9

（単位：％）

ｎ

適切な内容
やレベルの

研修コースを
設けている
教育訓練機
関がない

教育訓練機
関に通うのに
費用がかか

る

その他
特に問題は

ない
無回答

合計 903 5.1 10.2 1.1 25.2 5.8

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 3.7 11.1 0.0 29.6 18.5

5～9人 148 4.1 7.4 1.4 43.9 8.8

10～29人 385 4.7 10.4 1.0 24.2 4.7

30～49人 116 6.0 8.6 0.0 24.1 1.7

50～99人 111 5.4 14.4 2.7 12.6 5.4

100人以上 110 7.3 10.9 0.9 16.4 3.6

【職種】

技能職 558 4.7 7.5 0.7 26.3 5.4

技術職 168 6.0 13.1 1.2 19.0 6.0  

 

従業員 5 人以上の企業に勤務する回答者についてみると、「特に問題はない」は勤務先の

従業員規模がより大きい回答者ほど割合が低下する傾向にあり、反面「忙しすぎて、教育訓

練を受ける時間がない」、「指導してくれる上司・先輩がいない」の指摘率は上昇する。また、

「従業員の間に、切磋琢磨して能力を伸ばそうという雰囲気が乏しい」は、10 人未満の企業

に勤める回答者と 10 人以上の企業に勤める回答者の間で、指摘率に顕著な差がある。技能職
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は技術職に比べ「特に問題はない」と指摘する割合が高いが、問題点としては「従業員の間

に、切磋琢磨して能力を伸ばそうという雰囲気が乏しい」を指摘する傾向が技術職に比べ強

い。逆に技術職で指摘される傾向がより強いのは、「忙しすぎて、教育訓練を受ける時間がな

い」である。 

 

※第Ⅱ部・第Ⅲ部に掲載しているクロス集計に関する説明について 

 

第Ⅱ部・第Ⅲ部に掲載しているクロス集計はそれぞれ説明を加えているが、集計数が少な

いグループについては（例えば、企業アンケート調査の業種別クロス集計における、情報通

信機械器具製造業（n=16）やはん用機械器具製造業（n=20）など）、回答状況による回答率の

振れ幅が大きく、傾向を捉えるには留意が必要なため、他のグループに比べて回答率が際立

って大きい／小さい場合も言及をしていない。 

また、従業員 4 人以下の企業および 4 人以下の企業に勤務する従業員は、上述のとおり本

来の調査対象ではなく、5 人以上の企業として調査対象としていた企業の従業員減によって

現れた回答企業／回答者であり、集計結果に見られる傾向が従業員 4 人以下の企業や 4 人以

下の企業に勤務する従業員の動向を代表しているものではないため、これらの集計グループ

の集計結果にも言及していない。 
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企業アンケート調査結果 

 

 



第１章 回答企業のプロフィール 

 

第１節 業種 

  

回答企業の業種を見ると（図表２－１－１）、「金属製品製造業」の企業が 32.5％で最も

多く、以下、「電気機械器具製造業」（12.5％）、「プラスチック製品製造業」（11.2％）、「輸

送用機械器具製造業」（9.0％）と続く。 

 

図表２－１－１ 回答企業の業種（単位：％） 

2.3 

9.0 

1.9 

12.5 

4.2 

4.4 

8.7 

2.4 

32.5 

4.3 

6.8 

11.2 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 

その他

輸送用機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

電気機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

業務用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

はん用機械器具製造業

金属製品製造業

非鉄金属製造業

鉄鋼業

プラスチック製品製造業

 

 

第２節 創業年 

  

回答企業の創業年の分布（図表２－１－２）は、「1959 年以前」が 25.1％、「1960 年代」

が 22.8％、「1970 年代」が 17.9％、「1980 年代」が 12.2％、1990 年代が 7.1％、「2000 年代」

が 2.6％である。 

業種別にみると、業務用機械器具製造業及び輸送用機械器具製造業では、「1959 年以前」

に創業した企業の割合が他の業種に比べて高い。また、従業員規模 50～99 人の企業では、

「1959 年以前」に創業した企業が 4 割以上を占める。地域別の集計では、東京で「1959 年以

前」に創業した企業の割合がやや高く、一方、福島では「1990 年代」創業の企業が 22.2％と、

他地域に比べて目立って高くなっている。生産形態別に集計したところ、試作開発中心の企

業では、1970 年代以降に創業された企業が多くなっている。 
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図表２－１－２ 回答企業の創業年 

（単位：％）

ｎ
1959年
以前

1960
年代

1970
年代

1980
年代

1990
年代

2000年
以降

不明

合計 842 25.1 22.8 17.9 12.2 7.1 2.6 12.2

【業種】

プラスチック製品製造業 94 16.0 25.5 21.3 10.6 11.7 4.3 10.6

鉄鋼業 57 28.1 17.5 10.5 14.0 7.0 7.0 15.8

非鉄金属製造業 36 27.8 30.6 16.7 5.6 0.0 0.0 19.4

金属製品製造業 274 27.7 26.6 17.5 10.9 6.6 1.5 9.1

はん用機械器具製造業 20 30.0 20.0 20.0 20.0 0.0 0.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 20.5 20.5 21.9 19.2 5.5 0.0 12.3

業務用機械器具製造業 37 40.5 18.9 8.1 10.8 8.1 5.4 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 8.6 8.6 25.7 17.1 11.4 2.9 25.7

電気機械器具製造業 105 19.0 21.0 18.1 18.1 9.5 1.9 12.4

情報通信機械器具製造業 16 25.0 25.0 25.0 6.3 6.3 6.3 6.3

輸送用機械器具製造業 76 35.5 22.4 15.8 3.9 6.6 3.9 11.8

【従業員数】

4人以下 60 13.3 18.3 25.0 13.3 15.0 1.7 13.3

5～9人 149 19.5 18.1 15.4 13.4 10.7 3.4 19.5

10～19人 228 20.2 21.5 20.2 17.5 6.6 1.3 12.7

20～29人 116 19.8 26.7 21.6 12.1 6.9 4.3 8.6

30～49人 114 28.9 28.9 15.8 11.4 4.4 4.4 6.1

50～99人 93 44.1 22.6 11.8 5.4 6.5 2.2 7.5

100～299人 73 34.2 24.7 16.4 4.1 1.4 1.4 17.8

【所在地域】

福島 72 2.8 19.4 18.1 18.1 22.2 2.8 16.7

東京 155 34.2 19.4 16.1 6.5 3.2 1.9 18.7

長野 161 19.3 28.0 19.9 16.1 8.1 2.5 6.2

愛知 77 22.1 20.8 26.0 14.3 3.9 1.3 11.7

大阪 76 27.6 25.0 11.8 17.1 6.6 1.3 10.5

広島 153 28.1 22.2 15.7 9.8 8.5 2.6 13.1

福岡 148 29.7 23.0 18.9 10.1 3.4 4.7 10.1

【生産形態】

量産中心 225 24.0 23.6 17.8 10.2 8.0 4.0 12.4

多品種少量生産中心 478 28.0 24.1 17.2 10.9 7.3 1.3 11.3

試作開発中心 34 2.9 8.8 20.6 32.4 11.8 5.9 17.6  
 

第３節 事業所数 

 

本社を含めた事業所の数（図表２－１－３）は、「1 つ」という企業が約 6 割を占めている。

「2 つ」という企業が 2 割弱、「3 つ以上」という企業は 1 割強である。 

非鉄金属製造業では 1 つという企業の割合が高く、業務用機械器具製造業では「3 つ以上」

という企業の割合が他の業種に比べて多い。地域別に集計してみると、東京や愛知の企業で

は「1 つ」の割合が地域に比べて低く、「2 つ」の事業所を持つ企業の割合がやや高い。生産

形態別にみると、量産中心の企業に比べ、多品種少量、試作開発中心の企業では事業所が「1

つ」と言う回答の割合が高くなっている。 

－30－



図表２－１－３ 事業所の数 

（単位：％）

ｎ 1つ 2つ 3つ以上 不明

合計 842 58.7 17.9 12.2 11.2

【業種】

プラスチック製品製造業 94 54.3 21.3 18.1 6.4

鉄鋼業 57 64.9 15.8 7.0 12.3

非鉄金属製造業 36 69.4 11.1 11.1 8.3

金属製品製造業 274 63.9 15.7 9.5 10.9

はん用機械器具製造業 20 35.0 30.0 20.0 15.0

生産用機械器具製造業 73 54.8 23.3 8.2 13.7

業務用機械器具製造業 37 40.5 8.1 24.3 27.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 54.3 17.1 17.1 11.4

電気機械器具製造業 105 62.9 20.0 8.6 8.6

情報通信機械器具製造業 16 62.5 18.8 6.3 12.5

輸送用機械器具製造業 76 53.9 19.7 15.8 10.5

【従業員数】

4人以下 60 70.0 13.3 1.7 15.0

5～9人 149 75.2 12.1 1.3 11.4

10～19人 228 70.2 12.3 2.6 14.9

20～29人 116 60.3 21.6 9.5 8.6

30～49人 114 53.5 21.9 14.0 10.5

50～99人 93 37.6 26.9 28.0 7.5

100～299人 73 13.7 30.1 49.3 6.8

【所在地域】

福島 72 66.7 16.7 6.9 9.7

東京 155 48.4 24.5 18.1 9.0

長野 161 63.4 14.3 9.3 13.0

愛知 77 48.1 26.0 11.7 14.3

大阪 76 52.6 21.1 13.2 13.2

広島 153 62.7 14.4 13.7 9.2

福岡 148 64.9 13.5 10.1 11.5

【生産形態】

量産中心 225 52.4 18.7 16.9 12.0

多品種少量生産中心 478 60.9 18.4 9.6 11.1

試作開発中心 34 67.6 14.7 11.8 5.9  

 

第４節 自社の株式・出資金のうち社長が出資している割合 

 

 企業の株式のうち社長が所有している割合を見ると（図表２－１－４）、企業全体では「50

％超 100％未満」（29.2％）と回答した企業の割合が最も多く、以下、「ほぼ 100％」（20.5％）、

「25％超 50％未満」（20.3％）と続く 

 プラスチック製品製造業では「ほぼ 100％」であるという企業が 3 分の 1 を超える。また、

従業員規模別が小さいほど、「ほぼ 100％」所有しているという企業の割合が高くなる傾向に

ある。 
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図表２－１－４ 自社の株式・出資金のうち社長が出資している割合 

（単位：％）

ｎ
ほぼ
100％

50％超
100％未満

25％超
50％

25％以下 10％以下 無回答

合計 842 20.5 29.2 20.3 6.5 10.3 13.1

【業種】

プラスチック製品製造業 94 35.1 25.5 16.0 4.3 10.6 8.5

鉄鋼業 57 21.1 33.3 24.6 1.8 8.8 10.5

非鉄金属製造業 36 16.7 38.9 22.2 8.3 0.0 13.9

金属製品製造業 274 17.9 32.5 21.5 7.7 8.4 12.0

はん用機械器具製造業 20 15.0 15.0 20.0 20.0 25.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 20.5 24.7 24.7 5.5 8.2 16.4

業務用機械器具製造業 37 21.6 18.9 21.6 8.1 13.5 16.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 22.9 31.4 11.4 2.9 14.3 17.1

電気機械器具製造業 105 20.0 31.4 16.2 5.7 14.3 12.4

情報通信機械器具製造業 16 6.3 43.8 18.8 12.5 6.3 12.5

輸送用機械器具製造業 76 18.4 23.7 21.1 6.6 14.5 15.8

【従業員数】

4人以下 60 35.0 36.7 13.3 1.7 0.0 13.3

5～9人 149 30.9 34.2 15.4 4.7 4.0 10.7

10～19人 228 26.3 31.1 18.9 5.3 4.4 14.0

20～29人 116 13.8 35.3 27.6 1.7 7.8 13.8

30～49人 114 15.8 24.6 22.8 11.4 11.4 14.0

50～99人 93 5.4 23.7 22.6 11.8 22.6 14.0

100～299人 73 5.5 13.7 24.7 11.0 32.9 12.3

【所在地域】

福島 72 22.2 29.2 9.7 5.6 15.3 18.1

東京 155 16.8 35.5 21.3 7.1 7.1 12.3

長野 161 18.0 29.8 19.9 7.5 13.0 11.8

愛知 77 20.8 29.9 19.5 3.9 7.8 18.2

大阪 76 21.1 22.4 31.6 6.6 6.6 11.8

広島 153 24.8 27.5 23.5 5.2 8.5 10.5

福岡 148 21.6 27.0 16.2 8.1 13.5 13.5

【生産形態】

量産中心 225 19.1 28.0 17.3 6.7 12.9 16.0

多品種少量生産中心 478 19.7 30.5 21.1 6.9 10.0 11.7

試作開発中心 34 23.5 38.2 20.6 2.9 5.9 8.8  
 

第５節 従業員構成 

 

１．従業員数 

 回答企業全体の従業員数別構成比（図表２－１－５）は、「5～9 人」が 17.7％、「10～19

人」が 27.1％、「20～29 人」が 13.5％、「30～49 人」が 13.5％、50 人以上の企業が 20.3％と

なっている。従業員 10 人未満の企業は全体の約 4 分の 1、30 人未満の企業は約 3 分の 2 を占

める。 

 30 人未満企業の割合が他業種に比べて高いのは非鉄金属製造業で 80.6％に達する。逆に
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55.3％と割合が低くなっているのは輸送用機械器具製造業で、電子部品・デバイス・電子回

路製造業では「100～299 人」の割合が高くなっている。 

 所在地域別に集計してみると、愛知地域の企業で 30 人未満の割合が 54.5％と低く、生産

形態別では量産中心の企業で 30 人未満企業の割合が 57.8％と他の生産形態の企業に比べて

低くなっている。また、基幹的人材が技能職である企業は 30 人未満企業の割合が 62.2％で

あるのに対し、技術職である企業は 77.3％と後者でより小規模となる傾向にある。 

  

図表２－１－５ 従業員数 

（単位：％）

 n 4人以下 5～9人
10～19

人
20～29

人
30～49

人
50～99

人
100～
299人

300人
以上

無回答

合計 842 7.1 17.7 27.1 13.8 13.5 11.0 8.7 0.6 0.5

【業種】

プラスチック製品製造業 94 5.3 19.1 23.4 18.1 8.5 14.9 8.5 1.1 1.1

鉄鋼業 57 7.0 17.5 35.1 15.8 17.5 7.0 0.0 0.0 0.0

非鉄金属製造業 36 8.3 25.0 33.3 13.9 5.6 8.3 5.6 0.0 0.0

金属製品製造業 274 8.0 18.6 26.6 12.4 15.3 10.6 8.0 0.4 0.0

はん用機械器具製造業 20 5.0 15.0 30.0 10.0 0.0 25.0 10.0 5.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 6.8 20.5 31.5 16.4 16.4 5.5 2.7 0.0 0.0

業務用機械器具製造業 37 10.8 10.8 24.3 13.5 18.9 8.1 10.8 2.7 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 2.9 22.9 14.3 25.7 2.9 5.7 22.9 0.0 2.9

電気機械器具製造業 105 3.8 18.1 30.5 9.5 11.4 16.2 7.6 1.0 1.9

情報通信機械器具製造業 16 0.0 6.3 37.5 12.5 18.8 18.8 6.3 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 76 11.8 10.5 21.1 11.8 15.8 9.2 19.7 0.0 0.0

【所在地域】

福島 72 9.7 19.4 27.8 9.7 11.1 6.9 12.5 0.0 2.8

東京 155 9.7 20.6 25.8 10.3 11.0 11.0 11.6 0.0 0.0

長野 161 6.8 15.5 28.6 19.3 12.4 8.7 7.5 0.6 0.6

愛知 77 3.9 14.3 22.1 14.3 20.8 15.6 9.1 0.0 0.0

大阪 76 2.6 25.0 23.7 18.4 13.2 10.5 6.6 0.0 0.0

広島 153 7.8 13.7 27.5 13.1 16.3 13.1 7.2 0.7 0.7

福岡 148 6.8 18.2 30.4 11.5 12.2 11.5 7.4 2.0 0.0

【生産形態】

量産中心 225 7.6 12.4 23.1 14.7 12.9 16.0 12.9 0.4 0.0

多品種少量生産中心 478 5.9 19.5 28.5 14.6 13.6 9.4 6.9 0.8 0.8

試作開発中心 34 8.8 26.5 26.5 8.8 14.7 11.8 2.9 0.0 0.0

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 6.1 16.6 26.0 13.5 15.4 12.3 9.3 0.5 0.3

技術職 154 10.4 20.8 31.8 14.3 8.4 6.5 6.5 1.3 0.0  
 

２．非正社員比率 

 非正社員（図表２－１－６）については、いないという企業が 27.2％、いるという企業が

67.2％である。ただ、いると言う企業の半数近く（全体の 32.4％）は、非正社員の比率が 20

％未満にとどまる。 

いないという企業の割合は従業員規模による差が顕著で、規模が大きくなるほど割合は低

下する。生産形態の違いによる差も大きく、とりわけ試作開発中心の企業では非正社員がい

ない企業が半数を超え、格段に割合が高い。業種別では、非鉄金属製造業ではいないという
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業が約 4 割、鉄鋼業では約半数を占め、他の業種に比べていない企業の割合が高い。所在地

域別に集計してみたところ、愛知地域の企業で非正社員がいないという企業の割合がやや低

くなっている。 

 

図表２－１－６ 非正社員比率 

（単位：％）

 n 全くいない 10％未満
10％以上
20％未満

20％以上
30％未満

30％以上
50％未満

50％以上 無回答

合計 842 27.2 17.1 15.3 12.0 12.4 10.5 5.6

【業種】

プラスチック製品製造業 94 21.3 8.5 10.6 12.8 22.3 17.0 7.4

鉄鋼業 57 49.1 22.8 10.5 8.8 3.5 1.8 3.5

非鉄金属製造業 36 38.9 13.9 8.3 19.4 11.1 0.0 8.3

金属製品製造業 274 28.1 17.2 16.1 13.9 13.1 8.4 3.3

はん用機械器具製造業 20 0.0 30.0 35.0 15.0 10.0 10.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 28.8 19.2 21.9 17.8 2.7 6.8 2.7

業務用機械器具製造業 37 29.7 16.2 10.8 16.2 8.1 16.2 2.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 28.6 14.3 14.3 5.7 17.1 8.6 11.4

電気機械器具製造業 105 23.8 20.0 17.1 7.6 10.5 12.4 8.6

情報通信機械器具製造業 16 12.5 6.3 12.5 6.3 18.8 31.3 12.5

輸送用機械器具製造業 76 21.1 18.4 14.5 7.9 15.8 15.8 6.6

【従業員数】

4人以下 60 53.3 0.0 0.0 8.3 8.3 30.0 0.0

5～9人 149 43.6 0.0 19.5 13.4 9.4 10.7 3.4

10～19人 228 31.1 11.0 16.2 12.3 12.7 11.4 5.3

20～29人 116 20.7 21.6 19.0 10.3 15.5 8.6 4.3

30～49人 114 17.5 30.7 14.0 11.4 13.2 7.0 6.1

50～99人 93 10.8 39.8 11.8 12.9 14.0 5.4 5.4

100～299人 73 9.6 28.8 16.4 13.7 12.3 6.8 12.3

【所在地域】

福島 72 26.4 15.3 18.1 5.6 11.1 13.9 9.7

東京 155 31.0 12.3 16.1 14.2 14.8 9.0 2.6

長野 161 21.1 16.1 17.4 11.2 13.7 16.1 4.3

愛知 77 18.2 18.2 11.7 15.6 19.5 10.4 6.5

大阪 76 26.3 18.4 13.2 15.8 10.5 10.5 5.3

広島 153 27.5 22.2 11.1 11.1 10.5 11.1 6.5

福岡 148 35.1 17.6 18.2 10.8 8.1 3.4 6.8

【生産形態】

量産中心 225 19.1 15.6 10.2 13.3 16.9 16.4 8.4

多品種少量生産中心 478 28.5 18.4 17.2 13.0 11.7 7.5 3.8

試作開発中心 34 52.9 5.9 11.8 8.8 8.8 5.9 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 26.3 18.7 15.7 13.1 13.8 9.3 3.1

技術職 154 29.9 14.9 14.3 9.1 8.4 14.9 8.4  

 

３．女性比率 

 回答企業全体では、女性従業員がいないという企業は 5.0％、20％未満と言う企業が 32.1

％、20％以上 50％未満と言う企業が 40.5％、半数以上女性であるという企業が 12.8％となっ

ている（図表２－１－７）。従業員数が 20 人以上の企業には、女性がいないという企業は見

当たらない。業種別に集計してみると、回答企業全体で 31.3％である、女性比率 30％以上の
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企業の割合が、プラスチック製品製造業では 6 割に達しているのが目立つ。所在地域別の集

計では、長野地域の企業で女性比率 30％以上の企業の割合が高い。生産形態による異同を見

ていくと、量産中心の企業は女性比率 30％以上の企業が 44.0％と、他の形態の企業が 25％

程度になのに比べて高くなっている。 

 

図表２－１－７ 女性比率 

（単位：％）

n 全くいない 10％未満
10％以上
20％未満

20％以上
30％未満

30％以上
50％未満

50％以上 無回答

合計 842 5.0 11.2 20.9 22.0 18.5 12.8 9.6

【業種】

プラスチック製品製造業 94 2.1 2.1 7.4 12.8 35.1 25.5 14.9

鉄鋼業 57 8.8 17.5 42.1 12.3 7.0 3.5 8.8

非鉄金属製造業 36 2.8 2.8 25.0 22.2 13.9 11.1 22.2

金属製品製造業 274 4.7 11.3 23.0 27.7 17.9 9.1 6.2

はん用機械器具製造業 20 5.0 30.0 5.0 45.0 15.0 0.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 8.2 20.5 24.7 28.8 11.0 2.7 4.1

業務用機械器具製造業 37 2.7 10.8 13.5 21.6 27.0 16.2 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 0.0 5.7 8.6 22.9 22.9 25.7 14.3

電気機械器具製造業 105 3.8 8.6 21.9 18.1 20.0 15.2 12.4

情報通信機械器具製造業 16 6.3 0.0 12.5 12.5 18.8 37.5 12.5

輸送用機械器具製造業 76 10.5 17.1 23.7 14.5 11.8 14.5 7.9

【従業員数】

4人以下 60 26.7 0.0 0.0 11.7 21.7 35.0 5.0

5～9人 149 12.8 0.0 20.8 21.5 22.8 12.8 9.4

10～19人 228 3.1 15.4 18.9 25.4 18.4 9.6 9.2

20～29人 116 0.0 15.5 20.7 22.4 20.7 13.8 6.9

30～49人 114 0.0 17.5 29.8 21.9 11.4 10.5 8.8

50～99人 93 0.0 14.0 25.8 18.3 20.4 11.8 9.7

100～299人 73 0.0 11.0 26.0 24.7 13.7 9.6 15.1

【所在地域】

福島 72 1.4 6.9 25.0 15.3 18.1 19.4 13.9

東京 155 4.5 11.0 17.4 27.7 19.4 13.5 6.5

長野 161 3.7 6.2 13.7 24.8 24.8 19.3 7.5

愛知 77 1.3 10.4 24.7 23.4 16.9 13.0 10.4

大阪 76 5.3 7.9 30.3 17.1 19.7 7.9 11.8

広島 153 6.5 18.3 26.1 15.7 10.5 13.7 9.2

福岡 148 8.8 13.5 18.2 24.3 19.6 3.4 12.2

【生産形態】

量産中心 225 4.4 6.7 16.0 16.9 23.6 20.4 12.0

多品種少量生産中心 478 4.4 11.9 22.8 25.1 17.4 9.8 8.6

試作開発中心 34 2.9 14.7 20.6 23.5 11.8 14.7 11.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 4.5 12.0 22.7 23.0 18.4 13.2 6.2

技術職 154 8.4 9.7 18.2 16.9 20.1 11.7 14.9  

  

４．従業員の増減 

（１）正社員の増減 

 調査時点までの過去 3 年間の正社員の増減については、「増えた」と言う企業が約 4 分の 1、

「減った」企業と「変わらない」企業がともに 3 分の 1 強となっている（図表２－１－８）。 
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「増えた」の割合は電子部品・デバイス・電子回路製造業で他業種よりもやや高く、一方

「減った」の割合は、業務用機械器具製造業で高くなっている。また、「増えた」従業員規模

が大きくなるほど「増えた」の割合は高まる傾向にある。生産形態別に集計してみたところ、

試作開発中心の企業では「減った」の割合が 23.5％と、4 割近くに達する他形態の企業に比

べて低いのが目につく。 

 

図表２－１－８ 過去３年間の正社員の増減 

（単位：％）

n 増えた 変わらない 減った 無回答

合計 842 25.4 35.6 36.2 2.7

【業種】

プラスチック製品製造業 94 23.4 39.4 33.0 4.3

鉄鋼業 57 28.1 36.8 35.1 0.0

非鉄金属製造業 36 22.2 36.1 41.7 0.0

金属製品製造業 274 25.5 36.9 35.4 2.2

はん用機械器具製造業 20 35.0 30.0 30.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 21.9 30.1 43.8 4.1

業務用機械器具製造業 37 21.6 29.7 48.6 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 34.3 28.6 31.4 5.7

電気機械器具製造業 105 24.8 36.2 35.2 3.8

情報通信機械器具製造業 16 25.0 56.3 18.8 0.0

輸送用機械器具製造業 76 25.0 32.9 42.1 0.0

【従業員数】

4人以下 60 10.0 50.0 33.3 6.7

5～9人 149 19.5 45.6 30.9 4.0

10～19人 228 21.9 40.4 35.1 2.6

20～29人 116 31.0 37.9 29.3 1.7

30～49人 114 25.4 23.7 49.1 1.8

50～99人 93 33.3 25.8 40.9 0.0

100～299人 73 43.8 17.8 35.6 2.7

【所在地域】

福島 72 26.4 38.9 29.2 5.6

東京 155 20.6 38.1 36.8 4.5

長野 161 23.0 33.5 41.6 1.9

愛知 77 29.9 31.2 35.1 3.9

大阪 76 22.4 46.1 28.9 2.6

広島 153 32.7 29.4 36.6 1.3

福岡 148 24.3 37.2 37.2 1.4

【生産形態】

量産中心 225 26.7 32.9 38.2 2.2

多品種少量生産中心 478 22.8 36.0 38.9 2.3

試作開発中心 34 32.4 35.3 23.5 8.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 25.7 34.2 38.3 1.9

技術職 154 27.3 37.0 31.8 3.9  
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（２）非正社員の増減 

 同じく調査時点までの 3 年間の非正社員の増減をたずねたところ（図表２－１－９）、全体

では「変わらない」（34.1%）の割合が最も高く、「減った」（27.7%）が続いている。 

「減った」の割合は、プラスチック製品製造業で他業種に比べやや高い。一方、鉄鋼業で

は「3 年前も現在もいない」という企業の割合が高くなっている。従業員規模別に集計して

みると、規模が大きくなるほど「3 年前も現在もいない」という回答の割合は低下し、「増え

た」の割合が増加する。所在地域による集計では、福島地域の企業で「増えた」が 25％を超 

 

図表２－１－９ 過去３年間の非正社員の増減 

（単位：％）

n 増えた 変わらない 減った
3年前も現
在もいない

無回答

合計 842 15.6 34.1 27.7 12.9 9.7

【業種】

プラスチック製品製造業 94 12.8 34.0 36.2 7.4 9.6

鉄鋼業 57 7.0 29.8 21.1 22.8 19.3

非鉄金属製造業 36 8.3 33.3 25.0 16.7 16.7

金属製品製造業 274 18.6 33.9 24.8 13.5 9.1

はん用機械器具製造業 20 15.0 40.0 35.0 0.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 17.8 31.5 24.7 13.7 12.3

業務用機械器具製造業 37 18.9 32.4 29.7 13.5 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 20.0 31.4 25.7 11.4 11.4

電気機械器具製造業 105 16.2 34.3 33.3 10.5 5.7

情報通信機械器具製造業 16 6.3 56.3 31.3 6.3 0.0

輸送用機械器具製造業 76 15.8 32.9 28.9 17.1 5.3

【従業員数】

4人以下 60 8.3 31.7 23.3 25.0 11.7

5～9人 149 8.1 38.9 18.1 18.8 16.1

10～19人 228 10.5 32.9 26.3 16.2 14.0

20～29人 116 19.8 40.5 23.3 7.8 8.6

30～49人 114 21.1 31.6 35.1 7.9 4.4

50～99人 93 19.4 35.5 36.6 6.5 2.2

100～299人 73 31.5 21.9 37.0 6.8 2.7

【所在地域】

福島 72 26.4 20.8 33.3 9.7 9.7

東京 155 11.0 36.8 25.2 12.9 14.2

長野 161 16.8 32.3 35.4 10.6 5.0

愛知 77 10.4 37.7 33.8 10.4 7.8

大阪 76 15.8 40.8 23.7 13.2 6.6

広島 153 20.3 32.0 24.2 14.4 9.2

福岡 148 11.5 36.5 21.6 16.9 13.5

【生産形態】

量産中心 225 20.9 26.2 37.8 9.8 5.3

多品種少量生産中心 478 13.8 36.4 25.9 14.0 9.8

試作開発中心 34 8.8 29.4 11.8 20.6 29.4

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 16.8 32.7 29.7 13.1 7.8

技術職 154 13.6 35.7 23.4 12.3 14.9  

－37－



え、他地域より高くなっている。 

非正社員の増減状況は生産形態による違いが大きい。量産中心の企業では「減った」と言

う割合が 4 割近くであるのに対し、試作開発中心では 1 割程度にとどまる。また、「3 年前も

現在もいない」と言う回答の割合が、試作開発中心の企業では量産中心の 2 倍以上に達して

いる。 

 

５．技能職の有無 

約 9 割の企業は、ものの製造（切削、加工、組立、検査など）を担当している「技能職」

がいる。電子部品・デバイス・電子回路製造業、業種別の集計では「いる」という回答が比

較的低い。また、試作開発中心の企業では「いない」が約 15％と、他形態の企業に比べて格

段に高くなっている（図表２－１－１０）。 

 

図表２－１－１０ 技能職の有無 

（単位：％）

ｎ いる いない 無回答

合計 842 89.7 3.6 6.8

【業種】

プラスチック製品製造業 94 89.4 4.3 6.4

鉄鋼業 57 100.0 0.0 0.0

非鉄金属製造業 36 91.7 2.8 5.6

金属製品製造業 274 92.0 2.6 5.5

はん用機械器具製造業 20 100.0 0.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 91.8 2.7 5.5

業務用機械器具製造業 37 86.5 0.0 13.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 74.3 5.7 20.0

電気機械器具製造業 105 87.6 4.8 7.6

情報通信機械器具製造業 16 81.3 12.5 6.3

輸送用機械器具製造業 76 86.8 6.6 6.6

【従業員数】

4人以下 60 80.0 10.0 10.0

5～9人 149 87.2 2.7 10.1

10～19人 228 87.7 5.7 6.6

20～29人 116 92.2 1.7 6.0

30～49人 114 94.7 2.6 2.6

50～99人 93 93.5 2.2 4.3

100～299人 73 94.5 0.0 5.5

【所在地域】

福島 72 83.3 4.2 12.5

東京 155 91.6 1.9 6.5

長野 161 89.4 4.3 6.2

愛知 77 88.3 1.3 10.4

大阪 76 89.5 6.6 3.9

広島 153 94.1 2.6 3.3

福岡 148 87.2 4.7 8.1

【生産形態】

量産中心 225 91.6 2.7 5.8

多品種少量生産中心 478 92.5 2.3 5.2

試作開発中心 34 76.5 14.7 8.8  
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管理職（課長相当以上）の技能職がいると言う企業は、全体の約 3 分の 2 である。業種別、

生産形態別の集計をみると、技能職がいるとする企業の割合が低かった企業（電子部品・デ

バイス・電子回路製造業、試作開発中心の企業）で、相対的に割合が低い。また、従業員規

模が大きくなるほど、いると言う企業の割合が高まる傾向にある（図表２－１－１１）。 

 

 

図表２－１－１１ 管理職技能職の有無 

（単位：％）

ｎ いる いない 無回答

合計 842 63.5 20.9 15.6

【業種】

プラスチック製品製造業 94 61.7 18.1 20.2

鉄鋼業 57 66.7 21.1 12.3

非鉄金属製造業 36 50.0 27.8 22.2

金属製品製造業 274 67.9 20.4 11.7

はん用機械器具製造業 20 90.0 10.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 69.9 13.7 16.4

業務用機械器具製造業 37 64.9 18.9 16.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 51.4 25.7 22.9

電気機械器具製造業 105 57.1 24.8 18.1

情報通信機械器具製造業 16 68.8 25.0 6.3

輸送用機械器具製造業 76 55.3 26.3 18.4

【従業員数】

4人以下 60 51.7 28.3 20.0

5～9人 149 54.4 26.2 19.5

10～19人 228 62.7 22.4 14.9

20～29人 116 67.2 19.8 12.9

30～49人 114 70.2 15.8 14.0

50～99人 93 69.9 17.2 12.9

100～299人 73 71.2 15.1 13.7

【所在地域】

福島 72 56.9 25.0 18.1

東京 155 69.0 12.9 18.1

長野 161 65.2 22.4 12.4

愛知 77 61.0 14.3 24.7

大阪 76 60.5 30.3 9.2

広島 153 66.7 22.9 10.5

福岡 148 58.8 22.3 18.9

【生産形態】

量産中心 225 67.6 15.6 16.9

多品種少量生産中心 478 65.5 21.5 13.0

試作開発中心 34 41.2 38.2 20.6  
 

６．技術職の有無 

研究、設計・開発、品質・生産管理などを担当する技術職については、64.4％の企業がい

ると回答している。電気機械器具製造業ではいると言う企業の割合が 74.3％と他業種に比べ

て高いのに対し、鉄鋼業では 45.6％と半数以下にとどまっている。また、従業員規模が大き

くなるほどいるという企業の割合は増す傾向にある。所在地域別に集計してみると、大阪地
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域の企業でいるという企業が 8 割近くに達して、他地域の企業よりもその割合が高く、また

生産形態別の比較では、試作開発中心の企業ではいるという企業が 8 割を超え、6 割前後に

とどまる他の生産形態の企業に比べて高くなっているのが目立つ（図表２－１－１２）。 

 

図表２－１－１２ 技術職の有無 

（単位：％）

ｎ いる いない 無回答

合計 842 64.4 26.6 9.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 59.6 27.7 12.8

鉄鋼業 57 45.6 50.9 3.5

非鉄金属製造業 36 63.9 27.8 8.3

金属製品製造業 274 61.3 32.8 5.8

はん用機械器具製造業 20 85.0 15.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 69.9 20.5 9.6

業務用機械器具製造業 37 67.6 16.2 16.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 62.9 20.0 17.1

電気機械器具製造業 105 74.3 13.3 12.4

情報通信機械器具製造業 16 68.8 25.0 6.3

輸送用機械器具製造業 76 68.4 22.4 9.2

【従業員数】

4人以下 60 51.7 43.3 5.0

5～9人 149 53.7 34.2 12.1

10～19人 228 58.8 32.0 9.2

20～29人 116 73.3 17.2 9.5

30～49人 114 68.4 26.3 5.3

50～99人 93 75.3 18.3 6.5

100～299人 73 82.2 6.8 11.0

【所在地域】

福島 72 69.4 20.8 9.7

東京 155 66.5 27.1 6.5

長野 161 67.1 24.2 8.7

愛知 77 63.6 20.8 15.6

大阪 76 78.9 15.8 5.3

広島 153 58.2 37.3 4.6

福岡 148 56.1 29.1 14.9

【生産形態】

量産中心 225 59.6 30.2 10.2

多品種少量生産中心 478 64.6 28.2 7.1

試作開発中心 34 82.4 8.8 8.8  
  

 

管理職（課長相当以上）の技術職については、55.1％の企業がいると答えている。技術職

の有無についてと同様、鉄鋼業ではいるという企業の割合が他業種に比べて低く、従業員規

模に比例して、いる企業の割合が高まる傾向にある。また、大阪地域、試作開発中心の企業

でいるという割合が相対的に高いのも技術職の有無についての集計結果と同様であるが、他

地域、他形態の企業との差は、技術職の有無についての集計結果で見られたものほど大きく

はない（図表２－１－１３） 
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図表２－１－１３ 管理職技術職の有無 

（単位：％）

ｎ いる いない 無回答

合計 842 55.1 32.1 12.8

【業種】

プラスチック製品製造業 94 52.1 30.9 17.0

鉄鋼業 57 42.1 52.6 5.3

非鉄金属製造業 36 50.0 33.3 16.7

金属製品製造業 274 53.3 39.1 7.7

はん用機械器具製造業 20 75.0 25.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 60.3 26.0 13.7

業務用機械器具製造業 37 56.8 24.3 18.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 51.4 20.0 28.6

電気機械器具製造業 105 61.9 21.0 17.1

情報通信機械器具製造業 16 68.8 25.0 6.3

輸送用機械器具製造業 76 55.3 30.3 14.5

【従業員数】

4人以下 60 46.7 45.0 8.3

5～9人 149 40.3 42.3 17.4

10～19人 228 46.9 38.2 14.9

20～29人 116 66.4 22.4 11.2

30～49人 114 57.0 33.3 9.6

50～99人 93 69.9 21.5 8.6

100～299人 73 79.5 9.6 11.0

【所在地域】

福島 72 54.2 25.0 20.8

東京 155 60.6 30.3 9.0

長野 161 59.0 29.8 11.2

愛知 77 46.8 28.6 24.7

大阪 76 64.5 23.7 11.8

広島 153 51.0 43.8 5.2

福岡 148 49.3 33.8 16.9

【生産形態】

量産中心 225 53.8 32.9 13.3

多品種少量生産中心 478 55.0 35.1 9.8

試作開発中心 34 61.8 17.6 20.6  
 

７．外部人材の有無 

自社で働いている技能職の中に外部人材（派遣社員、請負社員など他社で雇用されている

人材）がいるかどうかをたずねたところ、「いる」と言う企業は 11.6％であった。他業種に

比べて「いる」の割合が突出して高いのは、輸送用機械器具製造業で 28.9％が「いる」と答

えている。また、電子部品・デバイス・電子回路製造業も「いる」割合が他業種より高い。

従業員規模別に集計してみると、規模が大きくなるほど「いる」割合が高まり、特に 100 人

以上の企業では 34.2％と、100 人未満の企業に比べて目立って割合が高くなる（図表２－１

－１４①）。 
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図表２－１－１４① 技能職における外部人材の有無 

 （単位：％）

n いる いない 無回答

合計 842 11.6 76.5 11.9

【業種】

プラスチック製品製造業 94 7.4 84.0 8.5

鉄鋼業 57 8.8 80.7 10.5

非鉄金属製造業 36 2.8 83.3 13.9

金属製品製造業 274 10.2 78.1 11.7

はん用機械器具製造業 20 10.0 85.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 16.4 69.9 13.7

業務用機械器具製造業 37 2.7 83.8 13.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 20.0 68.6 11.4

電気機械器具製造業 105 10.5 80.0 9.5

情報通信機械器具製造業 16 12.5 75.0 12.5

輸送用機械器具製造業 76 28.9 52.6 18.4

【従業員数】

4人以下 60 5.0 71.7 23.3

5～9人 149 6.7 82.6 10.7

10～19人 228 7.9 79.8 12.3

20～29人 116 7.8 81.9 10.3

30～49人 114 14.0 72.8 13.2

50～99人 93 17.2 75.3 7.5

100～299人 73 34.2 56.2 9.6

【所在地域】

福島 72 12.5 72.2 15.3

東京 155 8.4 79.4 12.3

長野 161 10.6 78.9 10.6

愛知 77 18.2 66.2 15.6

大阪 76 5.3 80.3 14.5

広島 153 15.7 76.5 7.8

福岡 148 11.5 76.4 12.2

【生産形態】

量産中心 225 15.6 72.0 12.4

多品種少量生産中心 478 9.0 80.1 10.9

試作開発中心 34 14.7 73.5 11.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 12.1 77.6 10.3

技術職 154 11.7 76.6 11.7  
 

 技術職において外部人材が「いる」と答えた企業は 5.3％で、輸送用機械器具製造業や、

従業員 100 人以上の企業、基幹的人材が技術職の企業で「いる」と言う企業の割合がやや高

くなっている（図表２－１－１４②）。 
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図表２－１－１４② 技術職における外部人材の有無 

 （単位：％）

n いる いない 無回答

合計 842 5.3 81.5 13.2

【業種】

プラスチック製品製造業 94 4.3 85.1 10.6

鉄鋼業 57 3.5 80.7 15.8

非鉄金属製造業 36 0.0 86.1 13.9

金属製品製造業 274 2.9 83.9 13.1

はん用機械器具製造業 20 5.0 90.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 9.6 74.0 16.4

業務用機械器具製造業 37 5.4 83.8 10.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 5.7 80.0 14.3

電気機械器具製造業 105 6.7 82.9 10.5

情報通信機械器具製造業 16 12.5 75.0 12.5

輸送用機械器具製造業 76 11.8 72.4 15.8

【従業員数】

4人以下 60 8.3 73.3 18.3

5～9人 149 2.7 85.2 12.1

10～19人 228 6.1 79.8 14.0

20～29人 116 3.4 82.8 13.8

30～49人 114 5.3 81.6 13.2

50～99人 93 2.2 89.2 8.6

100～299人 73 13.7 72.6 13.7

【所在地域】

福島 72 4.2 79.2 16.7

東京 155 4.5 81.9 13.5

長野 161 4.3 83.9 11.8

愛知 77 6.5 75.3 18.2

大阪 76 3.9 80.3 15.8

広島 153 8.5 84.3 7.2

福岡 148 4.7 80.4 14.9

【生産形態】

量産中心 225 4.4 80.4 15.1

多品種少量生産中心 478 4.6 83.7 11.7

試作開発中心 34 0.0 85.3 14.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 3.6 84.1 12.3

技術職 154 11.7 77.3 11.0  
 

８．正社員の比重の変化 

調査時点までの 3 年間における、自社で就業する人材に占める正社員の比重の変化につい

て技能職と技術職に分けてたずねてみた。技能職については、「増加」が 13.4％、「減少」が

16.0％、「変わらない」が 57.5％となっている。輸送用機械器具製造業や広島地域の企業では

「増加」の割合がやや高く、非鉄金属製造業では「変わらない」の割合が高くなっている。

従業員規模別に集計してみたところ、50 人以上の企業と 50 人未満の企業で「増加」の割合

に差が見られ、後者でより高くなっている（図表２－１－１５①）。 
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図表２－１－１５① 正社員の比重の変化：技能職 

 （単位：％）

n 増加 変わらない 減少
3年前も現
在も正社

員はいない
無回答

合計 842 13.4 57.5 16.0 2.1 10.9

【業種】

プラスチック製品製造業 94 11.7 59.6 20.2 1.1 7.4

鉄鋼業 57 15.8 57.9 12.3 0.0 14.0

非鉄金属製造業 36 11.1 69.4 8.3 0.0 11.1

金属製品製造業 274 13.5 61.7 13.9 2.2 8.8

はん用機械器具製造業 20 30.0 40.0 25.0 0.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 9.6 56.2 21.9 1.4 11.0

業務用機械器具製造業 37 13.5 59.5 13.5 0.0 13.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 11.4 54.3 20.0 0.0 14.3

電気機械器具製造業 105 9.5 51.4 21.0 4.8 13.3

情報通信機械器具製造業 16 18.8 43.8 12.5 6.3 18.8

輸送用機械器具製造業 76 21.1 50.0 14.5 1.3 13.2

【従業員数】

4人以下 60 0.0 61.7 18.3 8.3 11.7

5～9人 149 6.7 65.8 14.1 2.0 11.4

10～19人 228 9.6 57.9 16.2 3.1 13.2

20～29人 116 17.2 58.6 12.1 0.0 12.1

30～49人 114 10.5 60.5 16.7 0.9 11.4

50～99人 93 31.2 45.2 16.1 1.1 6.5

100～299人 73 27.4 45.2 21.9 0.0 5.5

【所在地域】

福島 72 11.1 68.1 8.3 1.4 11.1

東京 155 7.1 61.3 20.6 1.3 9.7

長野 161 15.5 51.6 19.9 1.9 11.2

愛知 77 14.3 62.3 11.7 1.3 10.4

大阪 76 10.5 57.9 10.5 6.6 14.5

広島 153 20.9 58.2 11.8 0.7 8.5

福岡 148 12.2 51.4 20.3 3.4 12.8

【生産形態】

量産中心 225 16.9 54.2 17.8 0.9 10.2

多品種少量生産中心 478 12.3 60.0 15.7 1.7 10.3

試作開発中心 34 8.8 50.0 20.6 5.9 14.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 15.6 57.9 16.3 0.6 9.6

技術職 154 7.8 57.8 16.2 7.8 10.4  
 

技術職については、「増加」が 10.9％、「減少」が 8.9％、「変わらない」が 58.3％で、「3

年前も現在も正社員はいない」や無回答が増えた分、「増加」、「減少」の割合がやや減ってい

るものの、技能職の増減における回答構成比とほぼ同様である。従業員 50 人以上の企業では

「増えた」という割合が高くなり、300～299 人の企業では 3 割近くに達する。また、技術職

を基幹的人材とする企業で「増えた」の割合が他企業よりもやや高くなっている（図表２－

１－１５②）。 
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図表２－１－１５② 正社員の比重の変化：技術職 

 （単位：％）

n 増加 変わらない 減少
3年前も現
在も正社

員はいない
無回答

合計 842 10.9 58.3 8.9 7.8 14.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 13.8 53.2 13.8 6.4 12.8

鉄鋼業 57 7.0 56.1 7.0 10.5 19.3

非鉄金属製造業 36 5.6 63.9 5.6 13.9 11.1

金属製品製造業 274 10.2 60.2 7.3 7.7 14.6

はん用機械器具製造業 20 10.0 70.0 10.0 5.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 13.7 53.4 12.3 6.8 13.7

業務用機械器具製造業 37 16.2 62.2 8.1 0.0 13.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 8.6 54.3 14.3 8.6 14.3

電気機械器具製造業 105 14.3 57.1 7.6 9.5 11.4

情報通信機械器具製造業 16 6.3 62.5 6.3 6.3 18.8

輸送用機械器具製造業 76 6.6 60.5 10.5 7.9 14.5

【従業員数】

4人以下 60 1.7 53.3 15.0 13.3 16.7

5～9人 149 6.0 59.1 9.4 11.4 14.1

10～19人 228 6.1 60.1 9.2 7.5 17.1

20～29人 116 16.4 56.0 6.9 4.3 16.4

30～49人 114 10.5 66.7 5.3 5.3 12.3

50～99人 93 18.3 51.6 9.7 9.7 10.8

100～299人 73 27.4 54.8 8.2 4.1 5.5

【所在地域】

福島 72 13.9 65.3 2.8 5.6 12.5

東京 155 11.6 56.1 13.5 5.2 13.5

長野 161 9.9 57.1 9.3 9.3 14.3

愛知 77 10.4 59.7 9.1 3.9 16.9

大阪 76 10.5 59.2 3.9 11.8 14.5

広島 153 11.8 58.8 8.5 9.8 11.1

福岡 148 9.5 56.8 9.5 8.1 16.2

【生産形態】

量産中心 225 11.1 56.9 8.4 7.1 16.4

多品種少量生産中心 478 10.0 59.8 9.6 8.2 12.3

試作開発中心 34 14.7 50.0 11.8 11.8 11.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 9.5 60.2 7.8 9.0 13.5

技術職 154 18.8 53.2 13.0 3.9 11.0  

 

第６節 独立開業の状況 

 

過去 3 年間に独立開業した従業員について（図表２－１－１６）、約 9 割の企業は「いな

い」と回答しており、「いる」と回答した企業は 5％に満たない。「いる」という回答の割合

が比較的高いのは、生産用機械器具製造業の企業（8.2％）、従業員数 4 人以下の企業（11.7

％）、生産形態が試作開発中心である企業（8.8％）、生産活動に携わる基幹的人材が技術職の

企業（11.0％）である。 
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図表２－１－１６ 過去３年間に独立開業した従業員の有無 

（単位：％）

ｎ いる いない 無回答

合計 842 4.6 88.4 7.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 6.4 88.3 5.3

鉄鋼業 57 0.0 91.2 8.8

非鉄金属製造業 36 0.0 94.4 5.6

金属製品製造業 274 4.0 90.9 5.1

はん用機械器具製造業 20 5.0 90.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 8.2 80.8 11.0

業務用機械器具製造業 37 5.4 83.8 10.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 2.9 91.4 5.7

電気機械器具製造業 105 6.7 87.6 5.7

情報通信機械器具製造業 16 6.3 81.3 12.5

輸送用機械器具製造業 76 5.3 85.5 9.2

【従業員数】

4人以下 60 11.7 80.0 8.3

5～9人 149 5.4 89.3 5.4

10～19人 228 3.1 88.2 8.8

20～29人 116 5.2 87.1 7.8

30～49人 114 4.4 86.0 9.6

50～99人 93 4.3 91.4 4.3

100～299人 73 2.7 94.5 2.7

【所在地域】

福島 72 4.2 88.9 6.9

東京 155 2.6 91.0 6.5

長野 161 4.3 88.2 7.5

愛知 77 6.5 85.7 7.8

大阪 76 5.3 85.5 9.2

広島 153 7.2 86.9 5.9

福岡 148 3.4 89.9 6.8

【生産形態】

量産中心 225 3.6 88.9 7.6

多品種少量生産中心 478 4.4 88.9 6.7

試作開発中心 34 8.8 85.3 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 3.1 90.2 6.7

技術職 154 11.0 83.8 5.2  

 

第７節 ＩＳＯ９００１の取得状況 

  

品質管理に関する国際的規格である ISO9001 の取得状況についてたずねたところ（図表２

－１－１７）、「すでに取得している」と回答した企業の割合は 23.9％、「これから取得する

ことを検討している」という企業が 14.4％であった。 

 電子部品・デバイス・電子回路製造業では、「すでに取得している」企業が 37.1％と、他

業種に比べて多く、逆に鉄鋼業では、「取得も取得の検討もしていない」という企業が多く、

約 8 割に上っている。従業員規模が大きくなるに従って「すでに取得している」という企業
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の割合は高まり、企業の所在地別では、長野や愛知で「すでに取得している」という割合が

やや高く、東京や福岡ではやや低い。 

生産形態別に集計してみると、量産中心の企業では 3 分の 1 以上の企業が「すでに取得し

ている」のに対し、多品種少量生産の企業では約 2 割であり、試作開発中心の企業では約 1

割にとどまっている。また、生産活動に携わる基幹的人材が技能職である企業のほうが、基

幹的人材が技術職である企業に比べて取得する傾向が強い。 

 

図表２－１－１７ ＩＳＯ９００１の取得状況 

（単位：％）

ｎ
すでに取得し

ている

これから取得
することを検
討している

取得も取得の
検討もしてい

ない
無回答

合計 842 23.9 14.4 53.6 8.2

【業種】

プラスチック製品製造業 94 25.5 17.0 50.0 7.4

鉄鋼業 57 7.0 8.8 77.2 7.0

非鉄金属製造業 36 22.2 8.3 61.1 8.3

金属製品製造業 274 25.2 15.0 53.3 6.6

はん用機械器具製造業 20 10.0 20.0 60.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 16.4 16.4 53.4 13.7

業務用機械器具製造業 37 27.0 16.2 45.9 10.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 37.1 8.6 48.6 5.7

電気機械器具製造業 105 25.7 17.1 48.6 8.6

情報通信機械器具製造業 16 37.5 12.5 37.5 12.5

輸送用機械器具製造業 76 28.9 11.8 50.0 9.2

【従業員数】

4人以下 60 6.7 16.7 68.3 8.3

5～9人 149 3.4 12.8 77.9 6.0

10～19人 228 10.1 14.0 65.4 10.5

20～29人 116 20.7 24.1 45.7 9.5

30～49人 114 34.2 13.2 43.0 9.6

50～99人 93 52.7 15.1 25.8 6.5

100～299人 73 69.9 4.1 21.9 4.1

【所在地域】

福島 72 27.8 9.7 55.6 6.9

東京 155 16.8 23.2 52.3 7.7

長野 161 32.3 16.1 40.4 11.2

愛知 77 31.2 14.3 48.1 6.5

大阪 76 21.1 14.5 52.6 11.8

広島 153 26.1 11.1 58.8 3.9

福岡 148 15.5 8.8 66.2 9.5

【生産形態】

量産中心 225 35.6 13.8 40.9 9.8

多品種少量生産中心 478 20.7 15.5 56.7 7.1

試作開発中心 34 11.8 20.6 64.7 2.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 26.7 13.5 51.8 7.9

技術職 154 17.5 17.5 57.8 7.1  
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第８節 事業所の立地地域及び地域における取組み 

 

１．主力生産事業所の立地地域 

 主力生産事業所の立地地域（図表２－１－１８）については、「中核となる大規模メーカー

はないが、様々な業種の製造企業が集まっている地域」、「周りに製造業企業が立地している

地域」と回答した企業が比較的多く、それぞれ約 3 割を占める。「特定の業種に属する製造業

企業が集まっている地域」（産地）、「大規模なメーカーを中心に、そのメーカーの下請企業が

集まっている地域」（企業城下町）に立地しているという企業はともに 1 割弱である。 

 

図表２－１－１８ 主力生産事業所の立地地域 

（単位：％）

ｎ

大規模なメー
カーを中心に
そのメーカー
の下請け企

業が集まって
いる地域

中核となる大
規模メーカー
はないが、
様々な業種
の製造業企
業が集まって

いる地域

特定の業種
に属する製
造業企業が
集まってい

る地域

周りに製造
業企業が立
地していな

い地域

その他 無回答

合計 842 7.4 31.9 8.8 29.0 14.1 8.8

【業種】

プラスチック製品製造業 94 7.4 29.8 6.4 35.1 14.9 6.4

鉄鋼業 57 7.0 21.1 17.5 26.3 14.0 14.0

非鉄金属製造業 36 8.3 30.6 5.6 25.0 22.2 8.3

金属製品製造業 274 8.4 34.3 9.9 27.7 13.1 6.6

はん用機械器具製造業 20 0.0 50.0 15.0 10.0 15.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 8.2 38.4 6.8 23.3 12.3 11.0

業務用機械器具製造業 37 2.7 32.4 5.4 40.5 8.1 10.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 2.9 31.4 0.0 40.0 17.1 8.6

電気機械器具製造業 105 5.7 33.3 7.6 31.4 13.3 8.6

情報通信機械器具製造業 16 0.0 37.5 0.0 31.3 12.5 18.8

輸送用機械器具製造業 76 14.5 21.1 14.5 27.6 11.8 10.5

【従業員数】

4人以下 60 3.3 26.7 15.0 31.7 16.7 6.7

5～9人 149 8.7 26.8 6.0 34.2 15.4 8.7

10～19人 228 7.0 29.4 7.9 30.3 14.5 11.0

20～29人 116 6.0 35.3 11.2 27.6 11.2 8.6

30～49人 114 10.5 34.2 10.5 17.5 15.8 11.4

50～99人 93 7.5 35.5 8.6 30.1 14.0 4.3

100～299人 73 5.5 39.7 6.8 30.1 11.0 6.8

【所在地域】

福島 72 2.8 29.2 6.9 33.3 18.1 9.7

東京 155 0.6 35.5 7.7 32.9 15.5 7.7

長野 161 4.3 42.9 3.1 28.6 12.4 8.7

愛知 77 28.6 23.4 9.1 16.9 13.0 9.1

大阪 76 5.3 36.8 7.9 28.9 11.8 9.2

広島 153 11.1 25.5 14.4 30.7 11.1 7.2

福岡 148 6.1 26.4 11.5 27.7 17.6 10.8

【生産形態】

量産中心 225 6.2 34.2 7.6 27.6 14.7 9.8

多品種少量生産中心 478 6.1 31.6 9.0 31.6 13.0 8.8

試作開発中心 34 20.6 35.3 8.8 23.5 8.8 2.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 7.0 32.7 9.5 28.5 14.2 8.2

技術職 154 9.1 35.7 5.2 28.6 13.6 7.8  
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業務用機械器具製造業や電子部品・デバイス・電子回路製造業では「周りに製造業企業が

立地していない地域」という回答が約 4 割と、他業種に比べて多い。また、鉄鋼業では「特

定の業種に属する製造業企業が集まっている地域」の回答率が、輸送用機械器具製造業では

「大規模なメーカーを中心に、そのメーカーの下請企業が集まっている地域」の回答率が、

やや高くなっている。企業の所在地別に見ると、長野地域では「中核となる大規模メーカー

はないが、様々な業種の製造企業が集まっている地域」（42.9％）に立地している企業が、愛

知地域では「大規模なメーカーを中心に、そのメーカーの下請企業が集まっている地域」

（28.6％）に立地している企業が、他地域に比べて多い。また、生産形態別の集計では、試

作開発中心で、「大規模なメーカーを中心に、そのメーカーの下請企業が集まっている地域」

が 2 割を超えているのが目立つ。 

 

２．地域における人材育成・能力開発に関わる取組み 

 主力生産事業所のある地域で、どのような人材育成・能力開発に関する取組みが行われて

いるか（図表２－１－１９）をたずねたところ、行われている（「積極的に行われている」＋

「ある程度積極的に行われている」の数値）という最も回答が多かったのは、「セミナー・研

修会の開催」（19.6％）で、以下、「高専・大学などと企業との産学連携」（12.6％）、「インタ

ーンの実施」（9.4％）、「技能職・技術職の派遣・受入れなど企業間における技能・技術の相

互指導」（8.7％）と続く。 

 業種別に見ると、プラスチック製品製造業で「セミナー・研修会の開催」を回答する割合

が、他業種に比べてやや高い。また、「インターンの実施」、「セミナー・研修会の実施」、「高

専・大学などと企業との連携」は、従業員規模の大きい企業ほど回答率が高くなる傾向があ

る。 

所在地域別に集計では、長野地域の企業が「セミナー・研修会の開催」（32.3％）や「高専

・大学などと企業との産学連携」（24.8％）の回答する割合が、他地域の企業に比べて高いの

が目につく。生産形態別に集計してみたところ、「インターンの実施」の回答割合に差がみら

れ、試作開発中心の企業における回答割合は、量産中心の企業における回答割合の 2 倍以上

となっている。 
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図表２－１－１９ 主力生産事業所の立地地域における取組み 

（単位：％）

ｎ
インターンの

実施
セミナー・研修

会の開催

技能者・技術者
の派遣･受入れ
など、企業間に
おける技能･技
術の相互指導

高専、大学など
と企業との産学

連携

合計 842 9.4 19.6 8.7 12.6

【業種】

プラスチック製品製造業 94 6.4 27.7 9.5 16.0

鉄鋼業 57 7.1 19.3 12.3 8.8

非鉄金属製造業 36 11.1 22.3 8.4 8.4

金属製品製造業 274 10.9 19.8 11.0 13.1

はん用機械器具製造業 20 5.0 15.0 5.0 15.0

生産用機械器具製造業 73 6.8 23.3 5.5 13.7

業務用機械器具製造業 37 8.1 16.2 8.1 16.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 14.3 14.3 5.7 17.1

電気機械器具製造業 105 9.6 19.1 9.6 11.5

情報通信機械器具製造業 16 0.0 6.3 12.5 12.5

輸送用機械器具製造業 76 10.5 13.2 0.0 7.9

【従業員数】

4人以下 60 8.4 10.0 5.0 6.6

5～9人 149 6.1 11.4 8.8 9.4

10～19人 228 3.5 14.9 8.4 9.2

20～29人 116 6.0 19.0 6.9 8.7

30～49人 114 15.8 25.4 9.7 19.3

50～99人 93 16.2 35.5 8.7 20.5

100～299人 73 23.3 31.5 15.1 20.5

【所在地域】

福島 72 13.9 19.4 11.1 15.3

東京 155 6.5 12.2 7.7 10.4

長野 161 13.7 32.3 14.3 24.8

愛知 77 6.5 13.0 3.9 5.2

大阪 76 6.6 15.7 3.9 9.2

広島 153 9.8 19.6 7.2 7.2

福岡 148 8.1 18.9 8.8 11.5

【生産形態】

量産中心 225 6.2 20.9 8.0 12.5

多品種少量生産中心 478 10.7 19.2 8.5 13.0

試作開発中心 34 14.7 20.6 5.9 14.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 9.8 20.5 8.8 13.9

技術職 154 7.7 16.8 8.4 11.0  
注：各項目の数値は、「積極的に行われている」と「ある程度積極的に行われている」の回答割合の

合計。 

 

第９節 加盟している団体 

  

加盟している団体（図表２－１－２０）として最も多く挙がったのは「商工会・商工会議

所」で、回答企業の約 7 割が加盟している。次いで回答が多かったのは、「同業者団体、事業

協同組合」（35.4％）、「親会社の協力会」（25.5％）等であった。「いずれにも加盟していな
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い」とする企業は 7.8％にとどまる。 

 

図表２－１－２０ 加盟している団体 

（単位：％）

ｎ
商工会・
商工会議

所

経営者協
会

同業者団
体・事業
協同組合

親会社の
協力会

その他
いずれに
も加盟し
ていない

無回答

合計 842 71.1 9.4 35.4 25.5 3.4 7.8 7.8
【業種】

プラスチック製品製造業 94 66.0 10.6 36.2 24.5 5.3 10.6 6.4
鉄鋼業 57 59.6 5.3 35.1 26.3 5.3 14.0 10.5
非鉄金属製造業 36 72.2 8.3 30.6 33.3 5.6 5.6 8.3
金属製品製造業 274 74.8 9.9 38.0 31.0 2.9 6.2 6.9
はん用機械器具製造業 20 60.0 5.0 45.0 15.0 5.0 10.0 5.0
生産用機械器具製造業 73 61.6 12.3 30.1 24.7 4.1 11.0 11.0
業務用機械器具製造業 37 73.0 5.4 43.2 5.4 5.4 10.8 10.8
電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 80.0 11.4 22.9 22.9 0.0 0.0 8.6
電気機械器具製造業 105 77.1 15.2 25.7 15.2 1.9 8.6 7.6
情報通信機械器具製造業 16 68.8 6.3 25.0 18.8 6.3 6.3 12.5
輸送用機械器具製造業 76 73.7 3.9 42.1 36.8 2.6 3.9 6.6
【従業員数】

4人以下 60 61.7 6.7 21.7 26.7 5.0 11.7 8.3
5～9人 149 69.1 4.7 18.8 20.1 2.0 11.4 8.1
10～19人 228 68.9 3.9 27.2 20.2 3.9 8.8 8.8
20～29人 116 75.0 9.5 39.7 28.4 1.7 8.6 6.9
30～49人 114 71.1 11.4 49.1 27.2 5.3 4.4 10.5
50～99人 93 77.4 14.0 48.4 36.6 3.2 3.2 7.5
100～299人 73 75.3 23.3 58.9 27.4 4.1 5.5 2.7
【所在地域】

福島 72 69.4 13.9 18.1 22.2 4.2 6.9 8.3
東京 155 58.7 1.9 39.4 18.1 4.5 12.3 9.0
長野 161 83.2 15.5 30.4 30.4 3.1 3.1 8.1
愛知 77 66.2 11.7 36.4 42.9 1.3 3.9 9.1
大阪 76 59.2 10.5 36.8 19.7 3.9 15.8 9.2
広島 153 79.7 7.8 40.5 31.4 3.3 7.2 3.9
福岡 148 71.6 8.1 38.5 17.6 3.4 7.4 8.8
【生産形態】

量産中心 225 69.3 9.3 33.8 32.0 1.8 8.0 8.4
多品種少量生産中心 478 73.6 10.7 35.1 24.3 3.8 7.3 7.7
試作開発中心 34 70.6 8.8 29.4 23.5 5.9 5.9 8.8
【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 72.0 9.6 37.8 28.8 3.9 7.0 7.0
技術職 154 71.4 9.1 29.2 14.9 2.6 11.7 7.1  

 

輸送用機械器具製造業では、「親会社の協力会」に加盟する企業の割合が 36.8％と、他業

種に比べて高い。従業員規模別にみると、「経営者協会」や「同業者団体・事業協同組合」に

加盟する企業の割合は、規模が大きくなるほど高くなる傾向にある。所在地別の集計では、

東京地域、大阪地域の企業で「商工会・商工会議所」に加盟している割合が 6 割を切ってい

る点や、福島地域の企業で「同業者団体、事業協同組合」の加盟割合が低くなっている点、

愛知地域の企業で「親会社の協力会」に加盟する割合が高くなっている点が目につく。また、

「同業者団体・事業協同組合」、「親会社の協力会」の加盟割合は、生産活動に携わる基幹的

－51－



人材の違いによる差が見られ、いずれも技能職を基幹的人材とする企業で、より高くなって

いる。 

 

第１０節 企業業績 

  

3 年前から 3 年先にかけての売上高・出荷額の推移の状況（見通し）については（図表２

－１－２１）、「下降後緩やかに回復」と回答した企業が 34.7％と最も多い。続いて回答が多

いのが「低下傾向」（15.6％）で、以下「底ばい傾向」（13.1％）、「中位で推移」（8.2％）と続

く。 

 

図表２－１－２１ ３年前から３年先にかけての売上高・出荷額の状況（見通し） 

（単位：％）

ｎ
上昇傾

向

下降後
順調に
回復

下降後
緩やか
に回復

好調維
持

中位で
推移

停滞気
味

底ばい
傾向

上昇後
下降

低下傾
向

無回答

合計 842 2.5 5.3 34.7 1.1 8.2 5.2 13.1 7.6 15.6 6.8

【業種】

プラスチック製品製造業 94 3.2 7.4 37.2 0.0 6.4 5.3 16.0 3.2 16.0 5.3

鉄鋼業 57 0.0 0.0 31.6 0.0 8.8 10.5 12.3 8.8 21.1 7.0

非鉄金属製造業 36 0.0 2.8 33.3 0.0 8.3 2.8 16.7 8.3 19.4 8.3

金属製品製造業 274 2.9 4.4 39.8 0.7 6.6 6.2 12.0 6.6 15.3 5.5

はん用機械器具製造業 20 5.0 10.0 20.0 0.0 10.0 5.0 0.0 20.0 20.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 2.7 11.0 30.1 0.0 8.2 1.4 17.8 6.8 12.3 9.6

業務用機械器具製造業 37 2.7 2.7 24.3 2.7 24.3 2.7 5.4 2.7 27.0 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 5.7 14.3 37.1 0.0 8.6 11.4 2.9 5.7 8.6 5.7

電気機械器具製造業 105 1.0 2.9 34.3 0.0 8.6 5.7 17.1 9.5 13.3 7.6

情報通信機械器具製造業 16 0.0 0.0 31.3 0.0 6.3 0.0 25.0 6.3 18.8 12.5

輸送用機械器具製造業 76 0.0 7.9 31.6 5.3 5.3 2.6 13.2 13.2 13.2 7.9

【従業員数】

4人以下 60 1.7 1.7 35.0 1.7 3.3 5.0 16.7 3.3 25.0 6.7

5～9人 149 3.4 6.7 26.2 0.0 6.7 9.4 17.4 5.4 19.5 5.4

10～19人 228 2.2 3.1 27.6 0.9 10.5 5.7 14.0 9.2 17.5 9.2

20～29人 116 2.6 8.6 37.9 1.7 9.5 2.6 7.8 9.5 13.8 6.0

30～49人 114 2.6 5.3 43.9 1.8 6.1 4.4 9.6 7.0 12.3 7.0

50～99人 93 3.2 6.5 41.9 1.1 7.5 4.3 10.8 8.6 11.8 4.3

100～299人 73 1.4 6.8 45.2 1.4 8.2 1.4 15.1 8.2 6.8 5.5

【所在地域】

福島 72 5.6 5.6 31.9 0.0 9.7 6.9 16.7 5.6 11.1 6.9

東京 155 3.2 4.5 33.5 0.6 9.0 8.4 14.8 5.8 15.5 4.5

長野 161 1.9 10.6 42.9 0.6 5.6 2.5 13.7 3.7 11.8 6.8

愛知 77 0.0 7.8 41.6 0.0 6.5 2.6 11.7 7.8 14.3 7.8

大阪 76 1.3 7.9 34.2 1.3 11.8 5.3 9.2 3.9 14.5 10.5

広島 153 2.0 2.0 33.3 3.3 10.5 3.3 11.8 14.4 15.0 4.6

福岡 148 3.4 1.4 26.4 0.7 6.1 7.4 12.8 9.5 23.6 8.8

【生産形態】

量産中心 225 4.9 5.8 32.9 0.4 9.3 3.6 15.1 4.0 14.7 9.3

多品種少量生産中心 478 1.0 5.2 36.8 0.2 7.3 5.6 13.0 10.0 14.9 5.9

試作開発中心 34 5.9 8.8 41.2 0.0 5.9 2.9 14.7 5.9 11.8 2.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 2.2 4.8 36.5 1.1 7.8 5.3 13.2 7.8 14.9 6.4

技術職 154 3.9 7.1 30.5 1.3 8.4 4.5 14.3 6.5 18.2 5.2  
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業務用機械器具製造業の企業では「中位で推移」という割合が、電子部品・デバイス・電

子回路製造業では「下降後順調に回復」という割合が他の業種に比べて高い。また従業員 5

人以上の企業についてみると、従業員規模が大きくなるほど、「下降後緩やかに回復」と答え

る割合が高くなっている。 

企業の所在地別に比べると、長野地域及び愛知地域の企業では、「下降後緩やかに回復」

または「下降後順調に回復」といった回答が合わせて 5 割前後と、他の地域の企業に比べて

高い。反面、福岡地域の企業では、「下降後緩やかに回復」と「下降後順調に回復」の合計が

3 割弱にとどまり、他地域よりも低い。生産形態別では、「下降後緩やかに回復」とした企業

の割合が、量産中心で 32.9％、多品種少量生産中心で 36.8％、試作開発中心で 41.2％と、一

製品あたりのロット数がより小さくなるにつれて、増える傾向にある。 
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第２章 事業主のプロフィール 

 

第１節 事業主の性別・現在の年齢・最終学歴 

 

回答企業のうち、91.9％は事業主が男性であり、女性事業主の企業は 3.1％にとどまる（図

表２－２－１）。業種や従業員規模、所在地の別などで集計してみても男性事業主の企業がほ

とんどであるという点は変わりないが、プラスチック製品製造業及び情報通信機械器具製造

業では、女性事業主の割合が回答企業全体でみたときの 2 倍以上となっており、幾分割合が

高くなっている。 

 

図表２－２－１ 事業主の性別 

（単位：％）

ｎ 男性 女性 無回答

合計 842 91.9 3.1 5.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 90.4 7.4 2.1

鉄鋼業 57 91.2 3.5 5.3

非鉄金属製造業 36 86.1 2.8 11.1

金属製品製造業 274 94.9 2.6 2.6

はん用機械器具製造業 20 90.0 0.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 90.4 1.4 8.2

業務用機械器具製造業 37 89.2 2.7 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 94.3 0.0 5.7

電気機械器具製造業 105 88.6 3.8 7.6

情報通信機械器具製造業 16 81.3 6.3 12.5

輸送用機械器具製造業 76 97.4 2.6 0.0

【従業員数】

4人以下 60 91.7 3.3 5.0

5～9人 149 92.6 2.7 4.7

10～19人 228 90.4 3.5 6.1

20～29人 116 94.0 3.4 2.6

30～49人 114 88.6 5.3 6.1

50～99人 93 96.8 1.1 2.2

100～299人 73 90.4 1.4 8.2

【所在地域】

福島 72 88.9 1.4 9.7

東京 155 91.6 3.2 5.2

長野 161 90.1 5.6 4.3

愛知 77 89.6 5.2 5.2

大阪 76 96.1 0.0 3.9

広島 153 93.5 2.6 3.9

福岡 148 93.2 2.0 4.7

【生産形態】

量産中心 225 90.2 3.6 6.2

多品種少量生産中心 478 91.8 3.1 5.0

試作開発中心 34 91.2 2.9 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 93.0 2.8 4.2

技術職 154 90.3 3.9 5.8  
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事業主の調査時点での年齢（図表２－２－２）は、「60 歳代」が 38.6％で最も多く、次い

で「50 歳代」が 22.9％で、この 2 つの年齢層で全体の 6 割強を占めている。プラスチック製

品製造業や電子部品・デバイス・電子回路製造業では、「40 歳代」という企業の割合が他の

業種に比べて幾分高く、一方、輸送用機械器具製造業では、「60 歳代」や「70 歳以上」の割

合がやや高くなっている。所在地別にみると、大阪地域の企業で「50 歳代」の事業主の割合

が他の地域と比べて高い。 

 

図表２－２－２ 事業主の調査時点での年齢 

（単位：％）

ｎ 40歳未満 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 不明

合計 842 5.5 14.8 22.9 38.6 11.3 6.9

【業種】

プラスチック製品製造業 94 6.4 20.2 23.4 33.0 12.8 4.3

鉄鋼業 57 7.0 17.5 17.5 40.4 12.3 5.3

非鉄金属製造業 36 2.8 8.3 30.6 33.3 13.9 11.1

金属製品製造業 274 7.7 16.8 22.3 41.2 7.7 4.4

はん用機械器具製造業 20 0.0 10.0 25.0 50.0 5.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 6.8 16.4 21.9 32.9 11.0 11.0

業務用機械器具製造業 37 2.7 13.5 29.7 40.5 5.4 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 5.7 20.0 25.7 31.4 5.7 11.4

電気機械器具製造業 105 2.9 5.7 28.6 40.0 13.3 9.5

情報通信機械器具製造業 16 0.0 18.8 25.0 31.3 12.5 12.5

輸送用機械器具製造業 76 2.6 14.5 14.5 44.7 19.7 3.9

【従業員数】

4人以下 60 5.0 16.7 15.0 48.3 6.7 8.3

5～9人 149 3.4 18.1 20.1 40.3 11.4 6.7

10～19人 228 5.3 9.2 21.5 41.2 15.4 7.5

20～29人 116 5.2 20.7 28.4 30.2 11.2 4.3

30～49人 114 7.9 16.7 26.3 37.7 5.3 6.1

50～99人 93 9.7 15.1 24.7 34.4 11.8 4.3

100～299人 73 1.4 12.3 24.7 37.0 11.0 13.7

【所在地域】

福島 72 5.6 9.7 25.0 34.7 11.1 13.9

東京 155 3.9 18.7 14.2 38.7 16.8 7.7

長野 161 6.8 13.7 28.6 38.5 8.7 3.7

愛知 77 5.2 15.6 27.3 35.1 5.2 11.7

大阪 76 3.9 11.8 31.6 36.8 10.5 5.3

広島 153 4.6 18.3 21.6 40.5 9.8 5.2

福岡 148 7.4 12.2 19.6 41.2 13.5 6.1  
 

図表２－２－３に回答企業の事業主の最終学歴構成を示す。企業全体で見ると、「大卒・

理系」（21.7％）と回答した企業が最も多く、以下、「工業高校卒」（14.8％）、「工業高校以外

の高校卒」（14.1％）、「大学院卒」（8.8％）と続く。業種別に見ると、プラスチック製品製造

業で「工業高校以外の高校卒」の割合が、情報通信機械器具製造業では「大学院卒」の割合

が、そして、電子部品・デバイス・電子回路製造業では「大卒・理系」の割合が、それぞれ

他業種におけるよりも高くなっている。また、従業員 100～299 人の企業では、事業主の最終
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学歴は「大卒・理系」であるという割合が約 4 割と、100 人未満の各従業員規模に比べて目

立って高い。 

 

図表２－２－３ 事業主の最終学歴 

（単位：％）

ｎ 中学卒
工業高校

卒

工業高校
以外の高
校卒

高等専門
学校卒

職業訓練
校卒

短大・専
門学校卒

大卒・理
系

大卒・文
系

大学院卒 その他

合計 842 6.9 14.8 14.1 3.9 1.0 5.8 21.7 22.0 8.8 1.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 6.4 8.5 24.5 4.3 0.0 8.5 21.3 20.2 6.4 0.0

鉄鋼業 57 10.5 15.8 12.3 1.8 0.0 7.0 19.3 24.6 7.0 1.8

非鉄金属製造業 36 5.6 22.2 8.3 8.3 2.8 2.8 13.9 25.0 11.1 0.0

金属製品製造業 274 8.4 14.6 12.8 4.7 1.1 6.2 19.7 24.1 7.3 1.1

はん用機械器具製造業 20 5.0 25.0 5.0 0.0 0.0 5.0 20.0 30.0 10.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 2.7 19.2 16.4 4.1 0.0 2.7 19.2 19.2 16.4 0.0

業務用機械器具製造業 37 2.7 2.7 16.2 5.4 2.7 8.1 29.7 18.9 10.8 2.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 5.7 17.1 8.6 8.6 0.0 11.4 34.3 8.6 5.7 0.0

電気機械器具製造業 105 4.8 21.0 14.3 2.9 1.9 3.8 21.9 17.1 11.4 1.0

情報通信機械器具製造業 16 0.0 6.3 12.5 0.0 0.0 12.5 18.8 25.0 18.8 6.3

輸送用機械器具製造業 76 10.5 13.2 10.5 1.3 1.3 1.3 30.3 28.9 1.3 1.3

【従業員数】

4人以下 60 8.3 15.0 20.0 8.3 3.3 0.0 15.0 20.0 10.0 0.0

5～9人 149 13.4 16.1 15.4 4.0 0.7 6.7 17.4 18.1 6.0 2.0

10～19人 228 8.3 17.5 16.7 3.9 0.9 5.7 19.3 17.1 9.2 1.3

20～29人 116 1.7 17.2 10.3 6.0 0.0 10.3 28.4 20.7 4.3 0.9

30～49人 114 6.1 14.0 14.0 2.6 2.6 6.1 14.9 27.2 11.4 0.9

50～99人 93 3.2 14.0 9.7 1.1 0.0 5.4 25.8 32.3 8.6 0.0

100～299人 73 1.4 4.1 9.6 2.7 0.0 0.0 38.4 27.4 16.4 0.0

【所在地域】

福島 72 13.9 12.5 15.3 2.8 1.4 8.3 22.2 8.3 13.9 1.4

東京 155 6.5 12.3 10.3 3.9 0.6 5.2 26.5 22.6 11.0 1.3

長野 161 2.5 16.1 18.6 6.2 1.2 10.6 19.3 16.8 6.2 2.5

愛知 77 6.5 22.1 11.7 3.9 3.9 1.3 18.2 19.5 13.0 0.0

大阪 76 7.9 22.4 11.8 2.6 0.0 3.9 15.8 28.9 6.6 0.0

広島 153 6.5 11.8 14.4 3.9 0.7 2.6 28.1 24.2 7.2 0.7

福岡 148 8.8 12.8 14.9 2.7 0.0 6.8 17.6 29.1 7.4 0.0

【生産形態】

量産中心 225 6.7 12.4 10.2 5.3 0.9 4.9 21.8 25.8 11.1 0.9

多品種少量生産中心 478 5.0 15.1 15.1 3.8 1.0 7.1 21.5 21.3 8.8 1.3

試作開発中心 34 11.8 14.7 17.6 5.9 0.0 8.8 23.5 11.8 5.9 0.0

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 5.9 14.8 13.8 4.0 0.9 5.8 22.9 23.0 7.8 1.1

技術職 154 10.4 14.9 14.9 2.6 0.6 7.1 20.8 18.2 9.7 0.6  
 

第２節 事業主になった時の年齢及び事業主になった経緯 

 

現在の事業主が事業主になった年齢（図表２－２－４）は、「40 歳代」（28.5％）および「30

歳代」（26.5％）と言う回答が多くなっている。鉄鋼業では「40 歳代」、電子部品・デバイス

・電子回路製造業では「30 歳代」の割合が他の業種に比べてやや高い。また従業員規模が大

きくなるほど、「50 歳代」の回答割合が増加する傾向にある。所在地別に集計してみたとこ

ろ、大阪地域の企業で「30 歳代」の回答割合がやや高くなっている。 
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図表２－２－４ 事業主になった時の年齢 

（単位：％）

ｎ 30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 不明

合計 842 12.0 26.5 28.5 16.2 4.8 12.1

【業種】

プラスチック製品製造業 94 16.0 21.3 33.0 14.9 3.2 11.7

鉄鋼業 57 3.5 24.6 35.1 22.8 1.8 12.3

非鉄金属製造業 36 16.7 22.2 30.6 8.3 2.8 19.4

金属製品製造業 274 10.2 31.4 31.8 15.0 3.6 8.0

はん用機械器具製造業 20 10.0 30.0 20.0 20.0 10.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 12.3 30.1 26.0 8.2 6.8 16.4

業務用機械器具製造業 37 13.5 18.9 27.0 21.6 5.4 13.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 14.3 34.3 22.9 8.6 5.7 14.3

電気機械器具製造業 105 14.3 19.0 25.7 21.9 2.9 16.2

情報通信機械器具製造業 16 12.5 25.0 25.0 18.8 0.0 18.8

輸送用機械器具製造業 76 11.8 26.3 21.1 22.4 9.2 9.2

【従業員数】

4人以下 60 18.3 33.3 31.7 5.0 0.0 11.7

5～9人 149 12.1 27.5 31.5 12.8 4.7 11.4

10～19人 228 15.4 25.0 29.4 15.8 5.3 9.2

20～29人 116 6.9 29.3 29.3 14.7 5.2 14.7

30～49人 114 11.4 30.7 27.2 18.4 0.9 11.4

50～99人 93 12.9 23.7 22.6 21.5 7.5 11.8

100～299人 73 4.1 16.4 24.7 27.4 8.2 19.2

【所在地域】

福島 72 16.7 23.6 29.2 13.9 1.4 15.3

東京 155 11.6 23.9 29.0 17.4 3.9 14.2

長野 161 11.8 25.5 29.2 18.0 8.7 6.8

愛知 77 10.4 31.2 23.4 14.3 2.6 18.2

大阪 76 7.9 34.2 31.6 14.5 2.6 9.2

広島 153 15.0 25.5 27.5 13.7 5.9 12.4

福岡 148 10.1 26.4 29.1 18.2 4.1 12.2  
 

事業主になった経緯については（図表２－２－５）。「家業を引き継いだ」という回答が最

も多く、約 5 割を占めている。これに続くのは、「サラリーマンから新規に独立開業した」

（19.1％）で、以下「金融機関・親会社等から派遣された」（10.8％）、「家業とは別に新たに

開業した」（3.3％）などとなっている。非鉄金属製造業、金属製品製造業、鉄鋼業では「家

業を引き継いだ」と言う回答が 6 割近くと、他業種におけるよりもやや回答割合が高い。逆

に、電子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器具製造業は「家業を引き継いだ」と

言う回答の割合が、20～30％台と他業種に比べて低く、電子部品・デバイス・電子回路製造

業では、「サラリーマンから新規に独立開業した」という回答が約 3 分の１に上っている。従

業員規模との関連をみると、規模が大きくなるほど「サラリーマンから新規に独立開業した」

の回答割合が低下し、「金融機関・親会社等から派遣された」の回答割合が上昇する傾向にあ

る。 

企業の所在地別に集計してみたところ、福島地域の企業では「家業を引き継いだ」と言う
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回答割合が他地域の企業に比べるとかなり低く、「サラリーマンから新規に独立開業した」が

30.6％と高くなっている。一方、東京地域の企業では「家業を引き継いだ」という事業主の

割合がやや高い。生産形態別の集計では、試作開発中心で「家業を引き継いだ」という回答

が 2 割台にとどまり、反面、他の生産形態の企業では 2 割弱程度の「サラリーマンから新規

に独立開業した」と言う回答が 4 割を超えているのが目立つ。生産活動に携わる基幹的人材

が技術職の企業は、基幹的人材が技能職の企業に比べて、「家業を引き継いだ」の回答が低く、

「サラリーマンから新規に独立開業した」が高くなっている。 

 

図表２－２－５ 事業主になった経緯 

（単位：％）

ｎ

サラリー
マンから
新規に独
立開業し

た

主婦・学
生から新
規に独立
開業した

家業とは
別に新た
に開業し

た

親会社の
関連会社
や子会社
として開
業した

家業を引
き継いだ

金融機
関・親会
社等から
派遣され

た

会社（法
人）内で
昇進した

その他 無回答

合計 842 19.1 0.2 3.3 2.1 48.2 10.8 2.6 3.8 9.7

【業種】

プラスチック製品製造業 94 20.2 0.0 10.6 1.1 41.5 10.6 3.2 3.2 9.6

鉄鋼業 57 14.0 0.0 3.5 1.8 59.6 5.3 5.3 0 10.5

非鉄金属製造業 36 13.9 0.0 0.0 0.0 61.1 8.3 0 2.8 13.9

金属製品製造業 274 17.9 0.0 1.8 0.4 59.9 8.4 1.8 2.9 6.9

はん用機械器具製造業 20 20.0 0.0 5.0 0.0 20.0 35.0 0 5 15

生産用機械器具製造業 73 23.3 0.0 1.4 1.4 39.7 11.0 2.7 9.6 11

業務用機械器具製造業 37 10.8 0.0 8.1 5.4 51.4 5.4 2.7 5.4 10.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 34.3 0.0 0.0 2.9 28.6 14.3 5.7 5.7 8.6

電気機械器具製造業 105 22.9 1.9 1.0 3.8 36.2 15.2 1.9 3.8 13.3

情報通信機械器具製造業 16 18.8 0.0 12.5 12.5 31.3 6.3 0 0 18.8

輸送用機械器具製造業 76 14.5 0.0 3.9 5.3 47.4 13.2 5.3 3.9 6.6

【従業員数】

4人以下 60 36.7 0.0 1.7 5.0 45.0 1.7 0 0 10

5～9人 149 26.8 0.7 2.7 1.3 46.3 8.7 0.7 5.4 7.4

10～19人 228 22.8 0.0 3.5 1.8 47.8 9.2 0.9 4.4 9.6

20～29人 116 16.4 0.9 3.4 4.3 50.9 8.6 1.7 6 7.8

30～49人 114 17.5 0.0 2.6 1.8 50.0 10.5 4.4 1.8 11.4

50～99人 93 7.5 0.0 4.3 2.2 50.5 19.4 4.3 2.2 9.7

100～299人 73 1.4 0.0 4.1 0.0 43.8 19.2 11 4.1 16.4

【所在地域】

福島 72 30.6 0.0 6.9 4.2 25.0 12.5 4.2 6.9 9.7

東京 155 11.0 0.6 2.6 2.6 59.4 9.7 0.6 2.6 11

長野 161 21.7 0.0 1.2 1.9 47.2 11.8 3.1 5.6 7.5

愛知 77 24.7 0.0 3.9 0.0 45.5 10.4 3.9 3.9 7.8

大阪 76 25.0 0.0 2.6 3.9 44.7 13.2 1.3 2.6 6.6

広島 153 19.6 0.0 2.6 1.3 51.0 7.2 3.9 2.6 11.8

福岡 148 12.8 0.7 5.4 2.0 49.3 12.8 2 3.4 11.5

【生産形態】

量産中心 225 18.7 0.4 4.0 2.2 47.6 8.9 4.9 2.2 11.1

多品種少量生産中心 478 17.4 0.2 2.5 1.9 52.3 10.9 1.5 3.8 9.6

試作開発中心 34 44.1 0.0 2.9 0.0 23.5 14.7 2.9 5.9 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 16.6 0.0 2.8 2.0 51.3 10.9 3.1 3.9 9.3

技術職 154 28.6 1.3 2.6 1.9 40.9 11.7 1.3 3.9 7.8  
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第３節  これまでの職業経歴 

 

１．これまで最も長く従事してきた仕事と仕事の通算経験年数 

事業主がこれまで最も長い間従事してきた仕事（図表２－２－６）については、約 4 割が

「技術職」、約 3 割が「技能職」と答えている。「技能職」という回答は、非鉄金属製造業で

他業種に比べてやや多く、従業員規模が小さいほど多くなる傾向にある。一方、「技術職」と

いう回答は大阪地域の企業で他地域におけるよりもやや回答が多く、試作開発中心の企業で

は 52.9％と他の生産形態の企業との差が顕著である。また、生産活動に携わる基幹的人材が

技術職の企業では、事業主が「技術職」であったというところが半数を超えている。 

 

図表２－２－６ 事業主がこれまで最も長く従事してきた仕事 

（単位：％）

ｎ 技能職 技術職 その他 無回答

合計 842 28.0 38.0 24.9 9.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 29.8 28.7 36.2 5.3

鉄鋼業 57 28.1 38.6 21.1 12.3

非鉄金属製造業 36 38.9 36.1 11.1 13.9

金属製品製造業 274 34.7 35.4 24.8 5.1

はん用機械器具製造業 20 25.0 45.0 20.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 35.6 32.9 17.8 13.7

業務用機械器具製造業 37 18.9 43.2 27.0 10.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 25.7 42.9 17.1 14.3

電気機械器具製造業 105 17.1 46.7 25.7 10.5

情報通信機械器具製造業 16 18.8 37.5 25.0 18.8

輸送用機械器具製造業 76 17.1 50.0 27.6 5.3

【従業員数】

4人以下 60 31.7 40.0 18.3 10.0

5～9人 149 34.9 39.6 19.5 6.0

10～19人 228 35.1 34.6 21.5 8.8

20～29人 116 25.0 50.0 17.2 7.8

30～49人 114 24.6 36.8 30.7 7.9

50～99人 93 21.5 29.0 43.0 6.5

100～299人 73 8.2 35.6 34.2 21.9

【所在地域】

福島 72 26.4 41.7 18.1 13.9

東京 155 32.3 31.0 25.2 11.6

長野 161 31.1 41.0 23.6 4.3

愛知 77 36.4 33.8 15.6 14.3

大阪 76 18.4 46.1 28.9 6.6

広島 153 24.8 43.1 25.5 6.5

福岡 148 25.0 33.1 31.8 10.1

【生産形態】

量産中心 225 28.0 34.7 27.1 10.2

多品種少量生産中心 478 29.5 37.7 24.1 8.8

試作開発中心 34 17.6 52.9 23.5 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 30.9 34.4 26.7 7.9

技術職 154 20.1 53.2 18.8 7.8  
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事業主がこれまで最も長い間従事してきた仕事の通算経験年数（図表２－２－７）につい

て集計したところ、「20 年以上 30 年未満」（22.8％）が最も多く、以下「10 年以上 20 年未満」

（19.1％）、「40 年以上」（16.9％）、「30 年以上 40 年未満」（16.6％）と続く。業種別の集計を

見ると、非鉄金属製造業で「40 年以上」の割合が他業種におけるよりもやや高く、従業員規

模別の集計では、従業員規模 20 人未満の企業と 20 人以上の企業の間で「40 年以上」の割合

に差があるのが目につく。所在地や従事してきた仕事内容による違いはさほど見受けられな

い。 

 

図表２－２－７ 事業主がこれまで最も長く従事してきた仕事の通算経験年数 

（単位：％）

ｎ 10年未満
10年以上
20年未満

20年以上
30年未満

30年以上
40年未満

40年以上 不明

合計 842 7.0 19.1 22.8 16.6 16.9 17.6

【業種】

プラスチック製品製造業 94 4.3 18.1 25.5 20.2 18.1 13.8

鉄鋼業 57 5.3 15.8 21.1 14.0 22.8 21.1

非鉄金属製造業 36 0.0 8.3 19.4 22.2 25.0 25.0

金属製品製造業 274 7.7 20.4 23.7 15.3 16.1 16.8

はん用機械器具製造業 20 15.0 20.0 20.0 15.0 20.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 12.3 23.3 20.5 12.3 13.7 17.8

業務用機械器具製造業 37 2.7 16.2 21.6 24.3 18.9 16.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 8.6 22.9 17.1 20.0 8.6 22.9

電気機械器具製造業 105 5.7 15.2 27.6 17.1 14.3 20.0

情報通信機械器具製造業 16 6.3 43.8 6.3 18.8 6.3 18.8

輸送用機械器具製造業 76 7.9 15.8 25.0 15.8 21.1 14.5

【従業員数】

4人以下 60 3.3 18.3 23.3 16.7 20.0 18.3

5～9人 149 6.0 17.4 23.5 15.4 20.1 17.4

10～19人 228 7.5 14.0 23.2 16.7 22.8 15.8

20～29人 116 8.6 20.7 26.7 18.1 12.9 12.9

30～49人 114 6.1 25.4 20.2 21.1 9.6 17.5

50～99人 93 6.5 26.9 22.6 11.8 12.9 19.4

100～299人 73 9.6 17.8 16.4 16.4 11.0 28.8

【所在地域】

福島 72 5.6 16.7 19.4 19.4 16.7 22.2

東京 155 7.1 18.1 21.3 11.6 22.6 19.4

長野 161 6.2 21.7 25.5 18.6 15.5 12.4

愛知 77 11.7 19.5 23.4 13.0 6.5 26.0

大阪 76 6.6 22.4 25.0 17.1 14.5 14.5

広島 153 8.5 18.3 24.2 15.0 16.3 17.6

福岡 148 4.7 17.6 20.3 21.6 19.6 16.2

【最も長く従事していた仕事】

技能職 236 6.4 21.6 25.8 16.5 17.8 11.9

技術職 320 9.1 19.7 23.1 20.6 18.4 9.1

技能職・技術職以外 210 6.7 21.9 26.2 15.7 18.6 11.0  
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２．学校卒業後の転職経験 

（１）転職経験の有無 

図表２－２－８は、事業主の学校卒業後の転職経験についての回答を示したものである。

学校を卒業してから「他社で働いたことがある」と回答しているのは 55.8％、一方、「今の

会社でしか働いたことがない」と言う回答は 24.1％であった。 

 

図表２－２－８ 事業主の転職経験の有無 

（単位：％）

ｎ
今の会社・法人で
しか働いたことが

ない

他社・他法人で働
いたことがある

無回答

合計 842 24.1 55.8 20.1

【業種】

プラスチック製品製造業 94 22.3 60.6 17.0

鉄鋼業 57 33.3 47.4 19.3

非鉄金属製造業 36 36.1 30.6 33.3

金属製品製造業 274 25.9 53.6 20.4

はん用機械器具製造業 20 25.0 60.0 15.0

生産用機械器具製造業 73 17.8 64.4 17.8

業務用機械器具製造業 37 37.8 43.2 18.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 20.0 60.0 20.0

電気機械器具製造業 105 18.1 62.9 19.0

情報通信機械器具製造業 16 6.3 62.5 31.3

輸送用機械器具製造業 76 22.4 60.5 17.1

【従業員数】

4人以下 60 18.3 65.0 16.7

5～9人 149 20.8 59.1 20.1

10～19人 228 24.6 54.4 21.1

20～29人 116 19.0 62.9 18.1

30～49人 114 18.4 61.4 20.2

50～99人 93 35.5 45.2 19.4

100～299人 73 37.0 38.4 24.7

【所在地域】

福島 72 13.9 59.7 26.4

東京 155 29.7 49.0 21.3

長野 161 19.9 66.5 13.7

愛知 77 19.5 59.7 20.8

大阪 76 25.0 53.9 21.1

広島 153 27.5 51.0 21.6

福岡 148 26.4 53.4 20.3

【生産形態】

量産中心 225 26.7 52.9 20.4

多品種少量生産中心 478 25.1 54.0 20.9

試作開発中心 34 8.8 79.4 11.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 26.0 55.7 18.4

技術職 154 17.5 59.7 22.7  
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生産用機械器具製造業の企業では、「他社で働いたことがある」という回答の割合が、鉄

鋼業、非鉄金属製造業、業務用機械器具製造業の企業では、「今の会社でしか働いたことがな

い」という割合が、他業種におけるよりも高い。従業員規模別にみると、従業員 50 人未満と

50 人以上の企業の間で「今の会社でしか働いたことがない」の回答割合にかなりの差がある。

また、長野地域では「他社で働いたことがある」の割合がやや高い。生産形態別に集計して

みたところ、試作開発中心の企業では、「今の会社でしか働いたことがない」が 1 割を切り、

「他社で働いたことがある」が 8 割近くを占めている。 

 

（２）現在の会社以外で勤務した年数 

「他社で働いたことがある」と回答した事業主が、「今の会社」で働くようになるまで、

他社で通算何年働いていたかを集計したところ（図表２－２－９）、最も多かったのは、「5

年未満」（22.1％）で、以下「5 年以上 10 年未満」（20.0％）で、以下、「10 年以上 20 年未満」

（18.9％）、「20 年以上」（14.0％）と続く。 

従業員規模が 50～99 人の企業では、「10 年以上 20 年未満」が 3 割を超え、100～299 人の

企業では「20 年以上」が 3 割近くに達している。また、愛知地域や福島地域の企業では「10

年以上 20 年未満」の回答が、他地域の企業よりもやや多くなっている。一番長く経験してき

た仕事の内容別に集計してみたところ、事業主が技能職・技術職以外を経験してきたという

企業において、「5 年以上 10 年未満」の割合がやや高くなっている。 

他社で正社員として勤めていた期間（図表２－２－１０）を合わせてたずねたところ、「5

年未満」が 23.2％、「5 年以上 10 年未満」が 20.2％、「10 年以上 20 年未満」が 18.3％、「20

年以上」が 12.1％という分布となった。他社での勤続年数について集計した際と同様に、従

業員 50～99 人の企業は他の規模で 10％台にとどまる「10 年以上 20 年未満」の割合が 3 割を

超え、100～299 人の企業では他の規模で 10％台にとどまっている「20 年以上」の割合が約 3

割を占めている。相対的に規模の大きな企業が他社で働いていた人材を事業主としている場

合、他社での正社員としての勤務経験がより長くなる傾向にあると見ることができる。また、

これも他社での勤続年数についての集計に見られたのと同様、福島地域や愛知地域の企業で

「10 年以上 20 年未満」の回答が、他地域の企業よりもやや多くなっている。 
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図表２－２－９ 現在の会社以外で勤務した年数 

（単位：％）

ｎ 5年未満
5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上 不明

合計 470 22.1 20.0 18.9 14.0 24.9

【業種】

プラスチック製品製造業 57 29.8 21.1 14.0 10.5 24.6

鉄鋼業 27 22.2 18.5 7.4 25.9 25.9

非鉄金属製造業 11 36.4 9.1 27.3 0.0 27.3

金属製品製造業 147 24.5 19.0 20.4 14.3 21.8

はん用機械器具製造業 12 8.3 25.0 33.3 16.7 16.7

生産用機械器具製造業 47 17.0 21.3 23.4 12.8 25.5

業務用機械器具製造業 16 31.3 12.5 25.0 12.5 18.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 21 19.0 14.3 9.5 23.8 33.3

電気機械器具製造業 66 16.7 24.2 21.2 12.1 25.8

情報通信機械器具製造業 10 0.0 40.0 40.0 20.0 0.0

輸送用機械器具製造業 46 23.9 15.2 10.9 13.0 37.0

【従業員数】

4人以下 39 25.6 12.8 15.4 12.8 33.3

5～9人 88 17.0 22.7 19.3 13.6 27.3

10～19人 124 21.0 20.2 19.4 12.9 26.6

20～29人 73 26.0 19.2 16.4 9.6 28.8

30～49人 70 25.7 17.1 18.6 15.7 22.9

50～99人 42 19.0 21.4 31.0 11.9 16.7

100～299人 28 25.0 25.0 10.7 28.6 10.7

【所在地域】

福島 43 14.0 9.3 25.6 18.6 32.6

東京 76 28.9 21.1 18.4 10.5 21.1

長野 107 19.6 23.4 16.8 19.6 20.6

愛知 46 19.6 17.4 28.3 4.3 30.4

大阪 41 22.0 24.4 17.1 14.6 22.0

広島 78 26.9 16.7 15.4 11.5 29.5

福岡 79 20.3 22.8 17.7 15.2 24.1

【最も長く従事していた仕事】

技能職 137 24.8 16.8 24.1 10.9 23.4

技術職 202 20.3 17.8 18.3 18.8 24.8

技能職・技術職以外 121 24.0 27.3 15.7 9.9 23.1  
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図表２－２－１０ 現在の会社以外で正社員として勤務した年数 

（単位：％）

ｎ 5年未満
5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上 不明

合計 470 23.2 20.2 18.3 12.1 26.2

【業種】

プラスチック製品製造業 57 29.8 19.3 14.0 7.0 29.8

鉄鋼業 27 29.6 18.5 7.4 18.5 25.9

非鉄金属製造業 11 36.4 9.1 27.3 0.0 27.3

金属製品製造業 147 24.5 19.7 21.1 11.6 23.1

はん用機械器具製造業 12 8.3 33.3 33.3 8.3 16.7

生産用機械器具製造業 47 21.3 17.0 23.4 12.8 25.5

業務用機械器具製造業 16 37.5 12.5 18.8 12.5 18.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 21 19.0 19.0 4.8 23.8 33.3

電気機械器具製造業 66 16.7 25.8 19.7 12.1 25.8

情報通信機械器具製造業 10 0.0 40.0 40.0 20.0 0.0

輸送用機械器具製造業 46 23.9 13.0 10.9 13.0 39.1

【従業員数】

4人以下 39 30.8 7.7 15.4 10.3 35.9

5～9人 88 18.2 22.7 19.3 11.4 28.4

10～19人 124 21.0 21.8 18.5 10.5 28.2

20～29人 73 28.8 16.4 15.1 8.2 31.5

30～49人 70 25.7 20.0 18.6 12.9 22.9

50～99人 42 19.0 21.4 31.0 11.9 16.7

100～299人 28 25.0 25.0 10.7 28.6 10.7

【所在地域】

福島 43 14.0 11.6 23.3 16.3 34.9

東京 76 28.9 22.4 17.1 9.2 22.4

長野 107 21.5 25.2 15.0 16.8 21.5

愛知 46 19.6 15.2 28.3 2.2 34.8

大阪 41 22.0 22.0 19.5 12.2 24.4

広島 78 28.2 16.7 15.4 10.3 29.5

福岡 79 22.8 21.5 17.7 13.9 24.1

【最も長く従事していた仕事】

技能職 137 27.7 16.8 23.4 7.3 24.8

技術職 202 20.3 19.3 16.8 17.3 26.2

技能職・技術職以外 121 24.8 25.6 16.5 9.1 24.0  
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第３章 事業活動・経営環境・組織体制 

 

第１節 現在の生産形態 

 

現在の生産形態についてたずねたところ（図表２－３－１）、「多品種少量生産中心」が約

6 割と最も多く、「量産中心」が 3 割弱で続く。「試作開発中心」は 4.0％であった。 

 

図表２－３－１ 現在の生産形態 

(単位：％)

ｎ 量産中心
多品種少
量生産中

心

試作開発
中心

その他 無回答

合計 842 26.7 56.8 4.0 9.0 3.4

【業種】

プラスチック製品製造業 94 43.6 44.7 4.3 4.3 3.2

鉄鋼業 57 19.3 66.7 0.0 5.3 8.8

非鉄金属製造業 36 36.1 58.3 0.0 2.8 2.8

金属製品製造業 274 30.7 59.1 2.6 5.5 2.2

はん用機械器具製造業 20 15.0 50.0 5.0 30.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 12.3 61.6 11.0 13.7 1.4

業務用機械器具製造業 37 27.0 51.4 2.7 13.5 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 25.7 54.3 14.3 0.0 5.7

電気機械器具製造業 105 16.2 68.6 4.8 7.6 2.9

情報通信機械器具製造業 16 31.3 62.5 0.0 6.3 0.0

輸送用機械器具製造業 76 30.3 43.4 3.9 18.4 3.9

【従業員数】

4人以下 60 28.3 46.7 5.0 18.3 1.7

5～9人 149 18.8 62.4 6.0 8.7 4.0

10～19人 228 22.8 59.6 3.9 8.3 5.3

20～29人 116 28.4 60.3 2.6 6.9 1.7

30～49人 114 25.4 57.0 4.4 11.4 1.8

50～99人 93 38.7 48.4 4.3 5.4 3.2

100～299人 73 39.7 45.2 1.4 9.6 4.1

【所在地域】

福島 72 33.3 51.4 4.2 8.3 2.8

東京 155 24.5 61.3 3.9 7.1 3.2

長野 161 32.3 55.3 6.8 4.3 1.2

愛知 77 32.5 46.8 6.5 13.0 1.3

大阪 76 23.7 53.9 6.6 11.8 3.9

広島 153 28.1 56.9 1.3 10.5 3.3

福岡 148 16.9 62.8 1.4 11.5 7.4

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 28.1 60.0 2.3 7.0 2.5

技術職 154 21.4 46.8 10.4 16.2 5.2  
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業種や従業員規模などによる異同を見てみると、プラスチック製品製造業や非鉄金属製造

業では、他業種よりも「量産中心」の事業所の割合が高い。一方、「多品種少量生産中心」の

回答率は、電気機械器具製造業で高くなっている。「試作開発中心」の割合が相対的に高いの

は、電子部品・デバイス・電子回路製造業、生産用機械器具製造業と言った業種である。 

 企業の従業員規模による異同をみると、5 人以上の企業では、「量産中心」という回答は、

従業員規模が大きくなるほど高い割合を占め、「多品種少量生産中心」はその逆となる傾向が

みられる。企業の所在地域別に集計してみたところ、福岡地域の企業では他地域に比べて「量

産中心」の回答率が低い。生産活動に携わる基幹的人材が技術職の企業は、技能職が基幹的

人材である企業に比べて「多品種少量生産中心」の割合が低くなり、「試作開発中心」の割合

が高い。 

 

第２節 生産・販売の活動分野 

 

 現在実施している生産・販売活動としては（図表２－３－２）、「受注先の図面に基づいて

部品または材料を加工・生産する」という企業が 62.8％で最も多く、以下「受注先の仕様に

基づき、自社で図面等を作成し部品または材料を加工・生産する」（34.6％）、「最終製品を生

産して自社ブランドで販売する」（19.0％）と続く。 

業務用機械器具製造業では「最終製品を生産して自社ブランドで販売する」という企業の

割合が 5 割以上と群を抜いている。電気機械器具製造業も「最終製品を生産して自社ブラン

ドで販売する」が約 3 割で他業種に比べて割合が高くなっているが、同時に「受注先の仕様

に基づき、自社で図面等を作成し部品または材料を加工・生産する」の割合も 57.1％と、目

立って高い。鉄鋼業（93.0％）、非鉄金属製造業（77.8％）では、「受注先の図面に基づいて

部品または材料を加工・生産する」の割合がとりわけ高くなっている。 

従業員規模との関連をみると、「受注先の図面に基づいて部品または材料を加工・生産す

る」企業の割合は、従業員 50 人以上になるとやや低くなる。しかし、それ以外の活動分野の

回答については、従業員規模との間に明確な相関が認められない。所在地別に集計してみた

ところ、東京で「最終製品を生産して自社ブランドで販売する」の割合が、福島で「受注先

の図面に基づいて部品または材料を加工・生産する」の割合が、いずれも他地域に比べてや

や高くなっている。 

生産形態別の回答状況を比べてみると、「受注先の図面に基づいて部品または材料を加

工・生産する」は試作中心企業での回答率が他の生産形態の企業に比べて低くなっているの

が目立つ。他方、量産中心の企業では「受注先の仕様に基づき、自社で図面等を作成し部品

または材料を加工・生産する」の回答率が低くなっている。また生産活動に携わる基幹的人

材の違いによる差は、「受注先の図面に基づいて部品または材料を加工・生産する」、「受注先

の仕様に基づき、自社で図面等を作成し部品または材料を加工・生産する」、「最終製品を生
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産して自社ブランドで販売する」の回答においてはっきりと見られる。技術職を基幹的人材

とする企業で技能職を基幹的人材とする企業よりも、「受注先の図面に基づいて部品または材

料を加工・生産する」の割合が低く、「受注先の仕様に基づき、自社で図面等を作成し部品ま

たは材料を加工・生産する」、「最終製品を生産して自社ブランドで販売する」の割合が高い。 

 

図表２－３－２ 生産・販売の活動分野（複数回答） 

(単位：％)

ｎ

最終製品を
生産して自
社ブランドで
販売する

最終製品を
生産して問
屋や大手

メーカーのブ
ランドで販売

する

自社の仕様
で部品また
は材料を加
工・生産して
不特定の
ユーザーに
販売する

受注先の仕
様に基づき、
自社で図面
等を作成し部
品または材
料を加工・生

産する

受注先の図
面に基づい
て部品また
は材料を加
工・生産する

無回答

合計 842 19.0 11.5 10.3 34.6 62.8 6.4

【業種】

プラスチック製品製造業 94 14.9 13.8 13.8 35.1 64.9 5.3

鉄鋼業 57 5.3 1.8 5.3 36.8 93.0 0.0

非鉄金属製造業 36 8.3 11.1 8.3 22.2 77.8 5.6

金属製品製造業 274 11.7 8.4 7.7 27.7 73.0 6.9

はん用機械器具製造業 20 30.0 25.0 10.0 50.0 35.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 24.7 12.3 8.2 45.2 52.1 5.5

業務用機械器具製造業 37 51.4 18.9 10.8 29.7 32.4 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 14.3 5.7 20.0 28.6 68.6 2.9

電気機械器具製造業 105 32.4 16.2 14.3 57.1 52.4 1.9

情報通信機械器具製造業 16 12.5 25.0 12.5 25.0 50.0 6.3

輸送用機械器具製造業 76 18.4 9.2 11.8 28.9 52.6 15.8

【従業員数】

4人以下 60 18.3 5.0 18.3 25.0 71.7 5.0

5～9人 149 18.1 9.4 8.1 36.2 59.1 8.1

10～19人 228 17.1 9.6 9.2 35.5 65.4 6.1

20～29人 116 17.2 16.4 12.1 35.3 73.3 4.3

30～49人 114 21.9 8.8 7.9 34.2 62.3 6.1

50～99人 93 18.3 19.4 14.0 33.3 51.6 9.7

100～299人 73 26.0 13.7 9.6 37.0 52.1 5.5

【所在地域】

福島 72 12.5 12.5 4.2 22.2 73.6 8.3

東京 155 29.0 18.1 14.2 32.3 54.2 6.5

長野 161 17.4 13.0 10.6 28.0 64.6 8.1

愛知 77 13.0 11.7 7.8 39.0 63.6 6.5

大阪 76 21.1 10.5 19.7 48.7 51.3 5.3

広島 153 13.7 5.9 5.2 34.0 69.3 7.2

福岡 148 20.9 8.8 10.8 41.2 63.5 3.4

【生産形態】

量産中心 225 14.2 13.3 7.1 23.1 70.7 5.3

多品種少量生産中心 478 20.1 10.9 11.3 37.2 65.5 3.6

試作開発中心 34 23.5 14.7 11.8 44.1 41.2 2.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 16.5 11.4 8.9 33.1 67.8 5.9

技術職 154 26.6 13.6 14.3 44.8 45.5 5.8  
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生産・販売の活動分野のなかから最も売上高の多いものを挙げてもらったところ、「受注

先の図面に基づいて部品または材料を加工・生産する」分野の売上が最も多いという企業が

53.1％を占める(図表２－３－３)。「受注先の仕様に基づき、自社で図面等を作成し部品また

は材料を加工・生産する」分野の売上が最多と言う企業は約 2 割であり、両者を合わせると、

他社の仕様に基づいて生産・販売を行う「下請け」が主たる業態であるという企業が回答企

業の 4 分の 3 近くに達している。 

 「受注先の図面に基づいて部品または材料を加工・生産する」分野の売上が最多と答える

企業の割合がとりわけ高いのは、鉄鋼業（73.7％）、非鉄金属製造業（69.4％）、金属製品製

造業（69.0％）で、逆に、業務用機械器具製造業（21.6％）、電気機械器具製造業（30.5％）、

生産用機械器具製造業（34.2％）では少数にとどまる。業務用機械器具製造業は、「最終製品

を生産して自社ブランドで販売する」分野の売上が最も多いという企業が約 4 割と、回答企

業全体における割合の 4 倍近くに達し、電気機械器具製造業、生産用機械器具製造業は「受

注先の仕様に基づき、自社で図面等を作成し部品または材料を加工・生産する」が主要な生

産・販売の分野であるという回答がいずれも 3 割を超え、他業種に比べて高くなっている。 

 従業員規模別に集計してみると、「受注先の図面に基づいて部品または材料を加工・生産す

る」の売上が最多と言う企業の割合は、規模が大きくなるほど低下する傾向にある。その他

の生産・販売分野に対する回答の割合は従業員規模により相違があるが、規模との間の一貫

した関係は認められない。所在地別集計では、大阪、東京で「受注先の図面に基づいて部品

または材料を加工・生産する」の割合が低くなっており、大阪では「受注先の仕様に基づき、

自社で図面等を作成し部品または材料を加工・生産する」、東京では「最終製品を生産して自

社ブランドで販売する」の回答率が、他業種に比べて高い。 

「受注先の図面に基づいて部品または材料を加工・生産する」が最も主要な生産・販売分

野であるという回答の割合は、生産形態による差がはっきりとしており、量産中心＞多品種

少量中心＞試作開発中心となっている。1 ロット当たりの生産数がより大きいと思われる生

産形態の企業ほど、より回答率が高いと言える。これと逆の関係が、「受注先の仕様に基づき、

自社で図面等を作成し部品または材料を加工・生産する」の回答率においてみられる。生産

活動に携わる基幹的人材が技能職であるという企業では「受注先の図面に基づいて部品また

は材料を加工・生産する」の回答率が約 6 割であるのに対し、基幹的人材が技術職の企業で

は約 3 割にとどまっている。他方、「受注先の仕様に基づき、自社で図面等を作成し部品また

は材料を加工・生産する」は基幹的人材が技能職である企業では 2 割を切り、技術職である

企業では約 3 割となっている。 
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図表２－３－３ 最も売上高の多い活動分野 

(単位：％)

ｎ

最終製品を
生産して自
社ブランドで
販売する

最終製品を
生産して問
屋や大手

メーカーのブ
ランドで販売

する

自社の仕様
で部品また
は材料を加
工・生産して
不特定の
ユーザーに
販売する

受注先の仕
様に基づき、
自社で図面
等を作成し部
品または材
料を加工・生

産する

受注先の図
面に基づい
て部品また
は材料を加
工・生産する

無回答

合計 842 11.4 5.1 3.1 19.7 53.1 7.6

【業種】

プラスチック製品製造業 94 9.6 5.3 8.5 17.0 53.2 6.4

鉄鋼業 57 1.8 0.0 1.8 14.0 73.7 8.8

非鉄金属製造業 36 2.8 2.8 0.0 16.7 69.4 8.3

金属製品製造業 274 5.1 4.0 1.8 15.0 69.0 5.1

はん用機械器具製造業 20 20.0 10.0 0.0 30.0 20.0 20.0

生産用機械器具製造業 73 16.4 9.6 2.7 31.5 34.2 5.5

業務用機械器具製造業 37 40.5 2.7 5.4 16.2 21.6 13.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 8.6 0.0 5.7 14.3 62.9 8.6

電気機械器具製造業 105 21.0 6.7 2.9 32.4 30.5 6.7

情報通信機械器具製造業 16 12.5 12.5 0.0 18.8 50.0 6.3

輸送用機械器具製造業 76 10.5 2.6 3.9 22.4 51.3 9.2

【従業員数】

4人以下 60 8.3 0.0 6.7 10.0 65.0 10.0

5～9人 149 14.1 4.0 3.4 21.5 46.3 10.7

10～19人 228 11.0 3.1 3.1 19.7 56.6 6.6

20～29人 116 6.0 11.2 3.4 17.2 57.8 4.3

30～49人 114 13.2 2.6 2.6 18.4 55.3 7.9

50～99人 93 8.6 11.8 2.2 22.6 47.3 7.5

100～299人 73 17.8 4.1 1.4 26.0 42.5 8.2

【所在地域】

福島 72 11.1 8.3 2.8 11.1 56.9 9.7

東京 155 19.4 7.7 3.2 16.1 44.5 9.0

長野 161 8.7 5.6 4.3 16.1 59.0 6.2

愛知 77 3.9 3.9 0.0 24.7 62.3 5.2

大阪 76 14.5 6.6 6.6 30.3 36.8 5.3

広島 153 4.6 2.6 2.0 20.9 62.1 7.8

福岡 148 15.5 2.7 2.7 22.3 48.0 8.8

【生産形態】

量産中心 225 8.4 6.2 3.6 12.4 63.1 6.2

多品種少量生産中心 478 12.3 4.6 2.7 20.1 55.0 5.2

試作開発中心 34 11.8 8.8 5.9 29.4 41.2 2.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 9.5 5.1 3.0 17.6 58.5 6.4

技術職 154 16.9 5.2 3.2 31.2 34.4 9.1  
 

第３節 市場と事業環境 

 

１．最も売上高が多い取引先の状況 

最も売上高が多い取引先からの売り上げが占める割合をたずねたところ、最も多かったの

は「25％未満」（31.4％）と言う回答で、ほぼ同程度の回答率で「25～30％未満」が続いてい
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る(図表２－３－４)。業務用機械器具製造業では「25％未満」の割合が 6 割近くと他業種よ

りも目立って高い。また「75％以上」を占めると言う回答は、電子部品・デバイス・電子回

路製造業でやや多くなっている。従業員規模別にみると、規模がより大きくなるほど「25％

未満」の割合が高くなっていく。所在地域別では愛知の企業で、生産形態別では量産中心の

企業で「25％未満」が少なくなっているのが目につく。 

 

図表２－３－４ 最も売上高が多い取引先からの売り上げが占める割合 

(単位：％)

ｎ 25%未満
25～50%
未満

50～75%
未満

75%以上 無回答

合計 842 31.4 30.5 17.2 19.0 1.9

【業種】

プラスチック製品製造業 94 31.9 25.5 17.0 21.3 4.3

鉄鋼業 57 24.6 33.3 26.3 14.0 1.8

非鉄金属製造業 36 25.0 36.1 11.1 22.2 5.6

金属製品製造業 274 29.2 33.6 19.0 17.9 0.4

はん用機械器具製造業 20 35.0 45.0 10.0 10.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 38.4 28.8 9.6 23.3 0.0

業務用機械器具製造業 37 56.8 13.5 8.1 21.6 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 31.4 14.3 22.9 31.4 0.0

電気機械器具製造業 105 30.5 36.2 17.1 15.2 1.0

情報通信機械器具製造業 16 12.5 31.3 25.0 31.3 0.0

輸送用機械器具製造業 76 27.6 30.3 17.1 19.7 5.3

【従業員数】

4人以下 60 20.0 26.7 25.0 26.7 1.7

5～9人 149 28.9 33.6 18.8 16.1 2.7

10～19人 228 28.9 31.1 15.8 21.5 2.6

20～29人 116 30.2 28.4 20.7 19.8 0.9

30～49人 114 33.3 36.0 12.3 16.7 1.8

50～99人 93 36.6 31.2 16.1 15.1 1.1

100～299人 73 43.8 21.9 16.4 16.4 1.4

【所在地域】

福島 72 22.2 22.2 15.3 38.9 1.4

東京 155 37.4 33.5 16.1 12.3 0.6

長野 161 29.8 28.6 19.3 20.5 1.9

愛知 77 19.5 32.5 23.4 22.1 2.6

大阪 76 39.5 34.2 10.5 11.8 3.9

広島 153 26.8 30.7 17.0 24.2 1.3

福岡 148 37.8 30.4 17.6 11.5 2.7

【生産形態】

量産中心 225 18.2 32.9 20.0 28.9 0.0

多品種少量生産中心 478 36.8 31.8 15.7 14.4 1.3

試作開発中心 34 26.5 17.6 29.4 26.5 0.0

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 31.1 31.4 18.4 17.7 1.4

技術職 154 31.2 28.6 14.3 24.0 1.9  
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売上高が最も多い取引先（「売上高 1 位企業」）への依存度は過去 3 年間でどのように変化

してきたかを図表２－３－５に示した。「不変」であるという企業と、低下した（「やや低下」

＋「低下」）という企業が共に 4 割弱を占め、高まった（「やや高まる」＋「高まる」）は 2

割程度にとどまる。低下したという回答は、電子部品・デバイス・電子回路製造業の企業で、

他業種に比べて高くなる。従業員規模による違いはさほどなく、所在地域別にみると、福島

の企業で高まったとする回答が 3 割を超え、他地域の企業よりもやや高くなっている。 

 

図表２－３－５ 売上高１位企業への依存度－過去３年間の推移－ 

(単位：％)

ｎ 高まる やや高まる 不変 やや低下 低下 無回答

合計 842 8.2 14.1 36.2 23.6 15.9 1.9

【業種】

プラスチック製品製造業 94 3.2 10.6 37.2 23.4 21.3 4.3

鉄鋼業 57 12.3 21.1 31.6 21.1 14.0 0.0

非鉄金属製造業 36 13.9 11.1 36.1 22.2 11.1 5.6

金属製品製造業 274 6.9 13.9 40.9 21.5 16.1 0.7

はん用機械器具製造業 20 0.0 15.0 35.0 35.0 15.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 15.1 17.8 24.7 23.3 16.4 2.7

業務用機械器具製造業 37 5.4 18.9 37.8 18.9 18.9 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 14.3 11.4 25.7 40.0 8.6 0.0

電気機械器具製造業 105 8.6 12.4 32.4 29.5 15.2 1.9

情報通信機械器具製造業 16 12.5 18.8 31.3 18.8 18.8 0.0

輸送用機械器具製造業 76 5.3 11.8 43.4 21.1 13.2 5.3

【従業員数】

4人以下 60 3.3 10.0 38.3 30.0 18.3 0.0

5～9人 149 8.1 13.4 36.2 24.2 14.8 3.4

10～19人 228 8.8 15.8 32.5 24.6 17.5 0.9

20～29人 116 11.2 12.1 35.3 22.4 17.2 1.7

30～49人 114 8.8 15.8 36.8 18.4 17.5 2.6

50～99人 93 4.3 11.8 46.2 23.7 10.8 3.2

100～299人 73 9.6 16.4 34.2 23.3 15.1 1.4

【所在地域】

福島 72 12.5 19.4 23.6 26.4 16.7 1.4

東京 155 5.8 13.5 36.1 27.1 16.8 0.6

長野 161 6.8 14.9 35.4 23.6 16.8 2.5

愛知 77 10.4 14.3 29.9 20.8 19.5 5.2

大阪 76 5.3 17.1 40.8 26.3 10.5 0.0

広島 153 9.2 13.1 43.1 21.6 11.1 2.0

福岡 148 9.5 10.8 37.2 20.9 19.6 2.0

【生産形態】

量産中心 225 11.1 16.4 38.7 21.8 11.6 0.4

多品種少量生産中心 478 7.1 13.6 36.6 24.3 17.6 0.8

試作開発中心 34 11.8 11.8 26.5 29.4 14.7 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 7.6 15.2 37.8 22.7 15.1 1.6

技術職 154 10.4 12.3 30.5 27.3 18.2 1.3  
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生産形態別に集計してみると、試作開発中心では「不変」という回答の割合が、量産中心

企業では低下したという回答の割合が、それぞれ他の形態の企業に比べてやや低い。生産活

動に携わる基幹的人材が技術職の企業では、基幹的人材が技能職の企業に比べて「不変」の

割合がやや低くなり、低下したとする回答の割合が高くなっている。 

 

２．製品市場における国内外の比重 

 自社の現在の製品市場については、8 割以上が「国内マーケット中心」と答えており、「海 

外マーケット中心」と答えた企業は 3.6％にとどまる（図表２－３－６）。一方で今後 3 年間

の製品市場の見通しにたずねたところ、「国内マーケット中心」という回答は 73.0％と、現

在の製品市場についての回答に比べて減少し、「国内マーケットと海外マーケットがほぼ同様

の比重」（15.2％、現在の製品市場についての回答より 5.7％増）、「海外マーケット中心」（5.5％、

同 1.9％増）は、現在の製品市場についてよりも回答する企業が増加する（図表２－３－７）。 

 現在の製品市場における国内外の比重を業種別に見ていくとプラスチック製品製造業で

「国内マーケット中心」の回答率が他業種に比べて高い。所在地別に集計すると、大阪や福

岡の企業で「国内マーケット中心」の割合がやや高くなっている。（図表２－３－６）。 

 今後 3 年間の製品市場の見通しについては、電子部品・デバイス・電子回路製造業の企業

で、国内外の比重がほぼ同様になる、あるいは海外に軸足が移ると見る企業の比率が相対的

に高い。また福島地域や長野地域の企業では、国内外の比重がほぼ同様になる、あるいは海

外に軸足が移ると見る企業が 3 割を超えるのに対し、福岡地域の企業では 1 割弱にとどまっ

ている。生産形態別に集計してみると、量産中心＞多品種少量中心＞試作開発中心の順に、

国内外の比重がほぼ同様になる、あるいは海外に軸足が移ると見る企業の割合が推移してい

るのが目につく（図表２－３－７）。 
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図表２－３－６ 製品市場における国内外の比重－現在－ 

(単位：％)

ｎ
国内マーケット

中心

国内マーケット
と海外マーケッ
トがほぼ同様

の比重

海外マーケット
中心

無回答

合計 842 84.2 9.5 3.6 2.7

【業種】

プラスチック製品製造業 94 91.5 6.4 1.1 1.1

鉄鋼業 57 89.5 5.3 3.5 1.8

非鉄金属製造業 36 77.8 16.7 0.0 5.6

金属製品製造業 274 85.0 8.8 4.7 1.5

はん用機械器具製造業 20 80.0 15.0 0.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 83.6 8.2 5.5 2.7

業務用機械器具製造業 37 81.1 8.1 8.1 2.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 74.3 14.3 2.9 8.6

電気機械器具製造業 105 87.6 9.5 2.9 0.0

情報通信機械器具製造業 16 56.3 31.3 6.3 6.3

輸送用機械器具製造業 76 77.6 10.5 2.6 9.2

【従業員数】

4人以下 60 81.7 15.0 0.0 3.3

5～9人 149 86.6 8.1 2.0 3.4

10～19人 228 82.0 11.4 3.5 3.1

20～29人 116 82.8 10.3 4.3 2.6

30～49人 114 84.2 6.1 6.1 3.5

50～99人 93 86.0 9.7 3.2 1.1

100～299人 73 87.7 5.5 5.5 1.4

【所在地域】

福島 72 72.2 16.7 8.3 2.8

東京 155 87.1 8.4 2.6 1.9

長野 161 77.0 14.3 6.2 2.5

愛知 77 76.6 14.3 2.6 6.5

大阪 76 93.4 5.3 1.3 0.0

広島 153 85.6 7.8 3.3 3.3

福岡 148 92.6 3.4 1.4 2.7

【生産形態】

量産中心 225 80.0 12.4 5.8 1.8

多品種少量生産中心 478 85.8 8.8 3.6 1.9

試作開発中心 34 88.2 8.8 0.0 2.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 84.4 9.0 4.4 2.2

技術職 154 83.8 11.7 1.3 3.2  
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図表２－３－７ 製品市場における国内外の比重－今後３年間－ 

(単位：％)

ｎ
国内マーケット

中心

国内マーケット
と海外マーケッ
トがほぼ同様

の比重

海外マーケット
中心

無回答

合計 842 73.0 15.2 5.5 6.3

【業種】

プラスチック製品製造業 94 76.6 13.8 2.1 7.4

鉄鋼業 57 84.2 8.8 3.5 3.5

非鉄金属製造業 36 66.7 13.9 5.6 13.9

金属製品製造業 274 74.5 14.2 6.2 5.1

はん用機械器具製造業 20 70.0 30.0 0.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 74.0 12.3 8.2 5.5

業務用機械器具製造業 37 75.7 13.5 8.1 2.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 54.3 22.9 11.4 11.4

電気機械器具製造業 105 72.4 19.0 5.7 2.9

情報通信機械器具製造業 16 62.5 25.0 6.3 6.3

輸送用機械器具製造業 76 68.4 17.1 3.9 10.5

【従業員数】

4人以下 60 73.3 18.3 1.7 6.7

5～9人 149 72.5 13.4 6.7 7.4

10～19人 228 74.6 14.0 5.3 6.1

20～29人 116 70.7 17.2 6.0 6.0

30～49人 114 73.7 10.5 6.1 9.6

50～99人 93 68.8 20.4 5.4 5.4

100～299人 73 74.0 19.2 5.5 1.4

【所在地域】

福島 72 55.6 23.6 13.9 6.9

東京 155 72.3 19.4 1.9 6.5

長野 161 65.2 21.1 9.9 3.7

愛知 77 67.5 16.9 6.5 9.1

大阪 76 78.9 11.8 5.3 3.9

広島 153 79.1 9.2 3.3 8.5

福岡 148 84.5 7.4 2.0 6.1

【生産形態】

量産中心 225 68.4 18.7 8.9 4.0

多品種少量生産中心 478 74.3 14.6 5.0 6.1

試作開発中心 34 76.5 8.8 5.9 8.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 74.3 15.4 5.1 5.1

技術職 154 70.8 14.3 8.4 6.5  
 

３．事業環境の変化 

 回答企業は、自社を取り巻く事業環境の変化をどのように認識しているか。3 年前からの

変化についてたずねた結果を図表２－３－８にまとめた。「当てはまる」と「ある程度当ては

まる」の合計が最も大きいのは「製品の価格が下がっている」で、合計は約 8 割に達してい

る。また、「製品の品質をめぐる競争が激しくなっている」、「顧客のニーズが多様化している」
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は、「当てはまる」と「ある程度当てはまる」の合計が 60％台である一方、「製品のライフサ

イクルが短くなっている」は「当てはまる」、「ある程度当てはまる」と考えている企業が 4

割を切っている。 

 

図表２－３－８ ３年前からの事業環境の変化（単位：％） 

(単位：％)

ｎ

製品の品質
をめぐる競
争が激しく
なっている

製品の価格
が下がって

いる

顧客のニー
ズが多様化
している

製品のライ
フサイクル
が短くなっ
ている

技術革新の
スピードが
速まってい

る

合計 842 69.6 81.1 62.5 38.2 53.3

【業種】

プラスチック製品製造業 94 79.8 81.9 69.1 59.6 61.7

鉄鋼業 57 66.7 84.2 52.6 31.6 42.1

非鉄金属製造業 36 72.2 69.4 66.7 44.4 44.4

金属製品製造業 274 72.3 86.1 60.6 42.0 52.6

はん用機械器具製造業 20 50.0 80.0 45.0 20.0 45.0

生産用機械器具製造業 73 63.0 75.3 72.6 31.5 53.4

業務用機械器具製造業 37 64.9 75.7 75.7 27.0 54.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 68.6 80.0 65.7 45.7 54.3

電気機械器具製造業 105 69.5 85.7 67.6 37.1 62.9

情報通信機械器具製造業 16 75.0 87.5 81.3 50.0 56.3

輸送用機械器具製造業 76 68.4 72.4 44.7 15.8 51.3

【従業員数】

4人以下 60 55.0 70.0 50.0 48.3 45.0

5～9人 149 64.4 83.2 51.0 35.6 42.3

10～19人 228 66.7 77.2 59.6 36.4 50.9

20～29人 116 77.6 87.1 67.2 47.4 68.1

30～49人 114 75.4 84.2 73.7 36.8 50.0

50～99人 93 69.9 79.6 67.7 33.3 57.0

100～299人 73 79.5 83.6 71.2 31.5 64.4

【所在地域】

福島 72 68.1 79.2 61.1 44.4 52.8

東京 155 61.3 80.6 67.7 38.1 60.0

長野 161 78.3 81.4 71.4 52.8 64.6

愛知 77 74.0 85.7 53.2 37.7 40.3

大阪 76 78.9 81.6 64.5 36.8 57.9

広島 153 68.0 81.0 60.8 32.0 49.0

福岡 148 64.2 79.7 53.4 27.0 43.2

【生産形態】

量産中心 225 73.8 80.0 63.1 38.7 54.2

多品種少量生産中心 478 73.4 85.4 64.9 41.4 56.3

試作開発中心 34 47.1 64.7 67.6 32.4 50.0

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 72.5 64.4 38.1 53.7 53.7

技術職 154 64.3 57.1 37.7 57.8 57.8  
注：それぞれの項目について「当てはまる」、「ある程度当てはまる」と回答した企業の割合の合

計を示している。 
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 「製品の品質をめぐる競争が激しくなっている」、「製品のライフサイクルが短くなってい

る」を当てはまると考える企業の割合は、プラスチック製品製造業で他業種よりも高くなっ

ており、特に「製品のライフサイクルが短くなっている」と考える企業の割合は他業種に比

べて顕著に高い。反対に、輸送用機械器具製造業では「製品のライフサイクルが短くなって

いる」と考える企業が 2 割を切っている。また、電気機械器具製造業では「技術革新のスピ

ードが速まっている」の割合がやや高くなっている。従業員規模別に集計したところ、従業

員 20 人以上の企業では 20 人未満の企業に比べて、「製品の品質をめぐる競争が激しくなって

いる」、「顧客のニーズが多様化している」、「技術革新のスピードが速まっている」と考える

傾向がやや強いと言える。 

 所在地別の集計では、長野地域の企業で「製品のライフサイクルが短くなっている」とい

う割合が他地域に比べ高くなっているのが目につく。長野地域の企業は「製品の品質をめぐ

る競争が激しくなっている」、「顧客のニーズが多様化している」、「技術革新のスピードが速

まっている」と考える割合も他地域の企業よりも高い。生産形態別に集計してみると、試作

開発中心の企業では、「製品の品質をめぐる競争が激しくなっている」、「製品の価格が下がっ

ている」の割合が、他業態の企業よりも目立って低くなっている。 

 

第４節 競争をめぐる状況 

 

１．最も脅威と感じる競争相手の立地地域 

 最も脅威を感じる競争相手の立地地域については、「日本国内」と回答する企業が約半数を

占めて最も多く、以下「中国」（29.8％）、「中国、韓国以外のアジア地域」（11.6％）と続く

（図表２－３－９）。 

電子部品・デバイス・電子回路製造業では「中国」の回答率が 51.4％と特に高い。また、

鉄鋼業、業務用機械器具製造業、生産用機械器具製造業では他業種に比べて「中国」の回答

率が低く、「日本国内」の回答率が高くなっている。従業員規模による回答の違いは見られる

ものの、従業員数との間の一貫した相関は認められない。所在地域別に集計してみたところ、

福岡地域の企業では「日本国内」という回答が約 3 分の 2 を占め、「中国」の回答率は 20％

切っている。福岡とは逆に「中国」の回答率が高くなっているのは長野地域の企業である。 

 生産形態別の集計に目を移すと、「中国」という回答の比率が高い順に、量産中心→多品種

少量生産中心→試作開発中心となっており、製品あたりのロット数がより多いとみられる企

業ほど、中国メーカーが強力な競争相手となる傾向が強いと言える。 
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図表２－３－９ 最も脅威と感じる競争相手の立地地域 

(単位：％)

ｎ 日本国内 欧米 中国 韓国
中国・韓国
以外のアジ
ア地域

その他 無回答

合計 842 50.4 1.0 29.8 2.0 11.6 1.8 3.4

【業種】

プラスチック製品製造業 94 48.9 1.1 38.3 0.0 8.5 1.1 2.1

鉄鋼業 57 63.2 0.0 21.1 3.5 5.3 1.8 5.3

非鉄金属製造業 36 41.7 0.0 33.3 2.8 16.7 0.0 5.6

金属製品製造業 274 47.4 0.0 32.8 1.8 14.2 1.1 2.6

はん用機械器具製造業 20 50.0 5.0 30.0 5.0 5.0 5.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 60.3 1.4 17.8 4.1 13.7 1.4 1.4

業務用機械器具製造業 37 64.9 2.7 18.9 2.7 8.1 2.7 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 20.0 5.7 51.4 0.0 8.6 2.9 11.4

電気機械器具製造業 105 58.1 0.0 26.7 0.0 12.4 1.9 1.0

情報通信機械器具製造業 16 31.3 0.0 56.3 6.3 0.0 0.0 6.3

輸送用機械器具製造業 76 44.7 2.6 25.0 3.9 14.5 3.9 5.3

【従業員数】

4人以下 60 48.3 0.0 25.0 0.0 15.0 5.0 6.7

5～9人 149 52.3 0.7 26.2 0.7 14.1 1.3 4.7

10～19人 228 52.6 0.9 31.1 2.6 7.9 0.9 3.9

20～29人 116 36.2 0.0 37.9 4.3 17.2 1.7 2.6

30～49人 114 53.5 0.0 25.4 0.9 14.9 2.6 2.6

50～99人 93 59.1 1.1 28.0 4.3 5.4 2.2 0.0

100～299人 73 47.9 5.5 31.5 0.0 9.6 1.4 4.1

【所在地域】

福島 72 38.9 2.8 37.5 0.0 13.9 4.2 2.8

東京 155 48.4 1.9 29.7 1.3 11.6 0.6 6.5

長野 161 42.2 0.0 39.1 1.9 13.0 0.6 3.1

愛知 77 51.9 1.3 24.7 1.3 14.3 2.6 3.9

大阪 76 60.5 0.0 26.3 0.0 10.5 2.6 0.0

広島 153 45.1 1.3 33.3 3.3 14.4 1.3 1.3

福岡 148 66.2 0.0 16.9 4.1 5.4 2.7 4.7

【生産形態】

量産中心 225 44.0 0.9 37.3 0.4 13.3 1.8 2.2

多品種少量生産中心 478 52.9 0.4 29.5 2.7 11.5 0.4 2.5

試作開発中心 34 52.9 2.9 20.6 5.9 8.8 5.9 2.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 49.9 0.8 31.6 2.0 11.0 1.6 3.1

技術職 154 55.2 1.3 23.4 2.6 14.3 1.9 1.3  

 

２．自社の競争力に関する評価 

（１）同規模・同業種の企業との比較 

 同規模・同業種の事業所と比べて自事業所のほうが優れていると企業が比較的多いのは、

「納期の短さ」（「優れている」＋「やや優れている」の割合・54.6％）、「製品・サービスの

質」（同・54.3％）、「技能職の質」（同・47.7％）、「技術職の質」（同・45.8％）といった事項

に関してである。反面、「組織のマネジメント」（同・13.5％）、「取引先を開発する営業力」

（同・18.1％）といった事項については、他企業よりも優れていると評価する企業が 10％台
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と、強みを感じている企業がごく少数にとどまっている（図表２－３－１０）。 

 

図表２－３－１０ 同規模・同業種の企業と比べた場合の自社の競争力 

(単位：％)

ｎ
事業所の
立地条件

機械や生
産設備

製品・
サービス
の質

製品の開
発力

取引先を
開拓する
営業力

外部との
ネットワー

ク
財務体質

合計 842 34.6 31.6 54.3 28.0 18.1 20.1 25.3

【業種】

プラスチック製品製造業 94 36.2 35.1 53.2 34.0 24.5 27.7 22.3

鉄鋼業 57 50.9 31.6 50.9 24.6 12.3 12.3 24.6

非鉄金属製造業 36 27.8 41.7 55.6 33.3 13.9 22.2 30.6

金属製品製造業 274 34.7 38.0 54.7 25.2 20.1 24.8 28.8

はん用機械器具製造業 20 40.0 30.0 60.0 30.0 10.0 15.0 30.0

生産用機械器具製造業 73 31.5 34.2 61.6 32.9 16.4 12.3 19.2

業務用機械器具製造業 37 32.4 21.6 54.1 37.8 10.8 16.2 37.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 28.6 28.6 54.3 31.4 11.4 17.1 14.3

電気機械器具製造業 105 26.7 17.1 57.1 30.5 17.1 15.2 22.9

情報通信機械器具製造業 16 37.5 31.3 62.5 12.5 18.8 18.8 12.5

輸送用機械器具製造業 76 39.5 25.0 46.1 18.4 19.7 17.1 21.1

【従業員数】

4人以下 60 40.0 30.0 48.3 23.3 15.0 15.0 18.3

5～9人 149 30.2 25.5 45.6 32.2 14.8 18.1 14.1

10～19人 228 35.5 24.1 53.5 24.1 14.0 13.6 18.4

20～29人 116 44.8 38.8 56.0 31.9 19.0 29.3 30.2

30～49人 114 31.6 36.0 58.8 24.6 23.7 22.8 33.3

50～99人 93 30.1 34.4 62.4 25.8 21.5 25.8 38.7

100～299人 73 30.1 45.2 60.3 39.7 27.4 23.3 38.4

【所在地域】

福島 72 29.2 41.7 54.2 20.8 16.7 15.3 11.1

東京 155 38.1 27.1 56.8 37.4 18.1 21.3 25.2

長野 161 29.8 38.5 57.8 27.3 20.5 26.1 22.4

愛知 77 37.7 27.3 48.1 20.8 18.2 20.8 28.6

大阪 76 31.6 27.6 60.5 51.3 17.1 17.1 34.2

広島 153 34.0 32.0 49.7 24.2 19.0 20.3 34.0

福岡 148 39.2 27.7 52.7 18.2 15.5 15.5 20.3

【生産形態】

量産中心 225 34.2 33.3 50.7 24.0 20.9 23.6 26.2

多品種少量生産中心 478 33.9 32.6 56.7 27.8 16.9 19.0 25.5

試作開発中心 34 41.2 29.4 58.8 52.9 8.8 23.5 20.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 33.6 33.4 56.0 26.1 18.0 19.6 25.5

技術職 154 40.3 26.6 51.9 38.3 20.1 22.7 27.9  
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(単位：％)

ｎ
情報収集

力
組織のマ
ネジメント

コストの低
さ

納期の短さ
技能者の

質
技術者の

質

合計 842 20.8 13.5 21.4 54.6 47.7 45.8

【業種】

プラスチック製品製造業 94 26.6 14.9 22.3 55.3 50.0 50.0

鉄鋼業 57 22.8 10.5 10.5 64.9 47.4 38.6

非鉄金属製造業 36 22.2 22.2 52.8 86.1 61.1 55.6

金属製品製造業 274 22.6 12.8 18.6 59.1 50.7 46.7

はん用機械器具製造業 20 10.0 5.0 15.0 40.0 55.0 50.0

生産用機械器具製造業 73 15.1 11.0 12.3 47.9 53.4 52.1

業務用機械器具製造業 37 16.2 10.8 24.3 35.1 35.1 45.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 25.7 17.1 22.9 45.7 37.1 45.7

電気機械器具製造業 105 15.2 13.3 20.0 54.3 42.9 43.8

情報通信機械器具製造業 16 18.8 6.3 37.5 50.0 43.8 37.5

輸送用機械器具製造業 76 19.7 15.8 30.3 43.4 43.4 39.5

【従業員数】

4人以下 60 15.0 8.3 33.3 60.0 48.3 41.7

5～9人 149 18.1 8.7 17.4 55.0 52.3 50.3

10～19人 228 16.2 8.8 23.2 57.9 47.8 43.0

20～29人 116 26.7 18.1 26.7 65.5 54.3 56.0

30～49人 114 22.8 18.4 14.9 50.9 43.0 43.9

50～99人 93 28.0 15.1 16.1 49.5 43.0 45.2

100～299人 73 24.7 27.4 23.3 35.6 45.2 41.1

【所在地域】

福島 72 25.0 16.7 29.2 51.4 43.1 43.1

東京 155 19.4 12.9 20.6 52.9 55.5 53.5

長野 161 19.9 14.9 23.6 59.0 55.3 52.2

愛知 77 26.0 15.6 19.5 57.1 54.5 48.1

大阪 76 19.7 13.2 21.1 47.4 39.5 42.1

広島 153 24.2 14.4 22.2 53.6 45.8 42.5

福岡 148 15.5 9.5 16.2 56.8 36.5 36.5

【生産形態】

量産中心 225 24.4 15.6 32.4 55.6 48.9 45.3

多品種少量生産中心 478 19.2 13.2 17.4 56.5 48.3 46.2

試作開発中心 34 23.5 5.9 23.5 52.9 55.9 58.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 21.3 13.4 20.5 57.1 48.4 46.3

技術職 154 21.4 15.6 25.3 44.2 46.8 46.8  
注：それぞれの項目について「優れている」、「やや優れている」と回答した企業の割合の合計を示し

ている。 

 

 非鉄金属製造業では、自社の競争優位な点として「納期の短さ」を挙げる企業が 86.1％に

達する。さらに、回答企業全体では 21.4％であった「コストの低さ」を挙げる企業の割合も

50％を超えており、他の業種との違いが目立つ。「納期の短さ」を挙げる企業の割合は鉄鋼業

でも高くなっている。また、業務用機械器具製造業で「財務体質」を挙げる割合が高くなっ

ている。従業員規模別の集計をみると、「製品・サービスの質」、「取引先を開拓する営業力」、

「財務体質」、「組織のマネジメント」は、より規模の大きい企業ほど競争優位を感じる傾向
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が強い。所在地別に集計してみたところでは、大阪地域の企業で「製品の開発力」を自社の

競争優位として挙げる割合が突出している。 

 試作開発中心の企業では「製品の開発力」を挙げるところが半数を超え、他の生産形態の

企業の 2 倍前後に達している。基幹的人材による違いとしては、「納期の短さ」を挙げる企業

の割合が、技能職を基幹的人材とする企業で技術職を基幹的人材とする企業よりも 10 ポイン

ト以上高い点を指摘できる。 

 

（２）今後改善していきたい点 

 では、自社の競争力を評価してもらった項目のうち、回答企業が今後とりわけ強化してい

きたいと考えているのはどのような項目か。3 つまで挙げてもらった。最も多くの企業が挙

げたのは「取引先を開拓する営業力」（33.3％）で、以下「技術職の質」（29.3％）、「財務体

質」（28.3％）、「技能職の質」（24.9％）と続く（図表２－３－１１）。 

鉄鋼業や業務用機械器具製造業の企業では「機械や生産設備」を挙げる割合が他業種より

も高い。業務用機械器具製造業では「製品の開発力」の改善に力を入れたいという企業の割

合が 37.8％と、回答企業全体における割合の 2 倍近くに達している。また、生産用機械器具

製造業では「技術職の質」を挙げる割合が高くなっている。 

「製品・サービスの質」、「製品の開発力」、「コストの低さ」は、より従業員規模の大きい

企業で指摘される傾向が強まる。所在地域別に集計してみたところ、広島地域の企業で「技

能職の質」を挙げる企業の割合が他地域の企業より高くなっている。生産形態別に集計して

みると、試作開発中心で他の形態の企業に比べて「製品の開発力」を挙げる割合が高くなる

点や、「機械や生産設備」を挙げる割合が、量産中心＞多品種少量中心＞試作開発中心の順に

推移している点が目につく。基幹的人材が技能職の企業と技術職の企業を比べると、「機械や

生産設備」（前者でより高い）、「技術職の質」（後者でより高い）の回答率に開きがある。 
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図表２－３－１１ 今後とりわけ強化したい項目（３つまで） 

(単位：％)

ｎ
事業所の
立地条件

機械や生
産設備

製品・サー
ビスの質

製品の開
発力

取引先を
開拓する
営業力

外部との
ネットワー

ク
財務体質

合計 842 1.4 21.1 19.7 19.7 33.3 6.3 28.3

【業種】

プラスチック製品製造業 94 1.1 23.4 19.1 27.7 30.9 10.6 35.1

鉄鋼業 57 1.8 35.1 17.5 5.3 42.1 7.0 26.3

非鉄金属製造業 36 8.3 16.7 22.2 11.1 36.1 2.8 38.9

金属製品製造業 274 1.8 26.3 20.4 14.6 35.4 2.6 25.2

はん用機械器具製造業 20 0.0 10.0 30.0 30.0 30.0 10.0 40.0

生産用機械器具製造業 73 0.0 13.7 19.2 24.7 23.3 9.6 27.4

業務用機械器具製造業 37 0.0 32.4 24.3 37.8 27.0 0.0 32.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 0.0 17.1 22.9 17.1 40.0 5.7 20.0

電気機械器具製造業 105 0.0 4.8 16.2 28.6 36.2 7.6 21.9

情報通信機械器具製造業 16 0.0 12.5 6.3 25.0 43.8 18.8 31.3

輸送用機械器具製造業 76 1.3 27.6 18.4 13.2 22.4 10.5 36.8

【従業員数】

4人以下 60 3.3 30.0 16.7 10.0 35.0 1.7 23.3

5～9人 149 1.3 24.2 19.5 12.8 42.3 7.4 27.5

10～19人 228 2.2 21.5 18.0 20.2 23.7 7.9 29.8

20～29人 116 2.6 24.1 15.5 19.0 37.1 8.6 26.7

30～49人 114 0.0 14.9 19.3 23.7 38.6 1.8 29.8

50～99人 93 0.0 16.1 24.7 24.7 31.2 4.3 30.1

100～299人 73 0.0 20.5 26.0 28.8 31.5 8.2 28.8

【所在地域】

福島 72 1.4 20.8 16.7 19.4 34.7 11.1 29.2

東京 155 1.3 14.8 19.4 24.5 40.0 5.2 31.0

長野 161 1.9 25.5 15.5 23.6 35.4 6.8 32.9

愛知 77 2.6 20.8 14.3 18.2 31.2 5.2 26.0

大阪 76 3.9 17.1 18.4 25.0 31.6 10.5 31.6

広島 153 0.7 24.2 28.8 12.4 20.3 5.9 20.3

福岡 148 0.0 22.3 20.3 16.2 38.5 3.4 27.7

【生産形態】

量産中心 225 2.2 28.9 21.8 18.2 32.0 4.4 29.3

多品種少量生産中心 478 1.0 19.2 19.5 20.9 34.1 6.9 28.0

試作開発中心 34 0.0 8.8 17.6 35.3 26.5 8.8 26.5

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 1.7 23.3 21.0 21.0 34.1 6.2 28.1

技術職 154 0.6 13.6 19.5 17.5 32.5 8.4 31.2  
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(単位：％)

ｎ
情報収集

力
組織のマ
ネジメント

コストの低
さ

納期の短
さ

技能者の
質

技術者の
質

無回答

合計 842 10.0 14.3 20.9 10.0 24.9 29.3 16.5

【業種】

プラスチック製品製造業 94 10.6 16.0 18.1 10.6 20.2 25.5 16.0

鉄鋼業 57 14.0 8.8 24.6 3.5 31.6 24.6 15.8

非鉄金属製造業 36 5.6 13.9 8.3 5.6 22.2 19.4 25.0

金属製品製造業 274 11.3 16.4 24.8 12.4 27.4 30.3 12.0

はん用機械器具製造業 20 5.0 15.0 30.0 0.0 20.0 25.0 15.0

生産用機械器具製造業 73 5.5 13.7 27.4 11.0 34.2 41.1 12.3

業務用機械器具製造業 37 13.5 18.9 24.3 10.8 16.2 24.3 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 11.4 11.4 17.1 5.7 5.7 14.3 31.4

電気機械器具製造業 105 9.5 15.2 16.2 10.5 23.8 35.2 22.9

情報通信機械器具製造業 16 25.0 0.0 12.5 0.0 37.5 37.5 12.5

輸送用機械器具製造業 76 5.3 11.8 17.1 10.5 23.7 31.6 19.7

【従業員数】

4人以下 60 10.0 11.7 18.3 5.0 23.3 23.3 26.7

5～9人 149 10.1 9.4 16.1 10.1 18.8 29.5 19.5

10～19人 228 11.4 11.4 19.3 7.9 26.3 29.4 19.7

20～29人 116 6.0 16.4 21.6 11.2 26.7 31.0 13.8

30～49人 114 7.9 20.2 23.7 6.1 34.2 35.1 10.5

50～99人 93 11.8 19.4 25.8 20.4 32.3 25.8 9.7

100～299人 73 11.0 17.8 24.7 12.3 9.6 27.4 13.7

【所在地域】

福島 72 6.9 6.9 13.9 6.9 23.6 33.3 20.8

東京 155 11.0 11.6 22.6 9.7 21.3 26.5 16.8

長野 161 10.6 18.0 21.1 11.8 14.3 24.2 16.1

愛知 77 11.7 20.8 20.8 9.1 33.8 28.6 14.3

大阪 76 10.5 15.8 22.4 14.5 23.7 34.2 10.5

広島 153 7.8 11.8 24.8 9.8 36.6 35.9 15.7

福岡 148 10.8 14.9 17.6 8.1 25.0 27.0 19.6

【生産形態】

量産中心 225 9.8 13.8 24.4 12.0 22.7 26.7 14.7

多品種少量生産中心 478 10.3 14.6 20.1 9.2 27.4 30.5 15.5

試作開発中心 34 5.9 17.6 17.6 11.8 11.8 23.5 26.5

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 10.0 15.2 22.4 9.8 26.1 27.4 14.0

技術職 154 9.7 13.0 16.2 11.0 20.1 40.9 18.2  
 

第５節 企業における取組み 

 

１．経営上の取組み 

 回答企業の間で積極的に進めているという回答が最も多かった経営上の取組みは、「既存の

主力製品・サービスの充実、専業性の強化」（「積極的に進めている」＋「ある程度積極的に

進めている」の割合・68.2％）で、以下「人件費の削減や要員管理の見直し」（同・57.2％）、

「財務体質の強化」（同・56.2％）、「取り扱う製品・サービスの拡大」（同・55.0％）、「生産

管理・販売管理・プロジェクト管理などの改善」（同・54.8％）と続く（図表２－３－１２）。

顧客拡大と要員の見直し、財務の改善が、近年の機械・金属関連分野の中小企業における中
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心的な取り組みであることがわかる。 

 

図表２－３－１２ 現在進めている経営上の取組み
(単位：％)

ｎ

既存の主力
製品・サー
ビスの充
実、専業性
の強化

取り扱う製
品・サービ
スの拡大

研究開発部
門の充実

販売網の充
実・営業力
の強化

インターネッ
トを活用し
た受発注

自動化・省
力化投資の

強化

合計 842 68.2 55.0 32.7 50.6 24.7 32.8

【業種】

プラスチック製品製造業 94 70.2 58.5 35.1 53.2 27.7 45.7

鉄鋼業 57 59.6 61.4 26.3 54.4 19.3 17.5

非鉄金属製造業 36 58.3 50.0 25.0 52.8 30.6 52.8

金属製品製造業 274 67.5 53.6 27.7 49.3 26.3 35.8

はん用機械器具製造業 20 65.0 50.0 40.0 45.0 25.0 35.0

生産用機械器具製造業 73 72.6 53.4 47.9 54.8 24.7 26.0

業務用機械器具製造業 37 75.7 62.2 48.6 48.6 27.0 27.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 74.3 51.4 31.4 51.4 28.6 31.4

電気機械器具製造業 105 74.3 63.8 37.1 55.2 23.8 23.8

情報通信機械器具製造業 16 75.0 50.0 25.0 43.8 18.8 31.3

輸送用機械器具製造業 76 61.8 47.4 26.3 43.4 15.8 31.6

【従業員数】

4人以下 60 58.3 46.7 20.0 48.3 20.0 28.3

5～9人 149 63.8 49.0 30.9 40.3 27.5 26.2

10～19人 228 58.8 52.6 27.2 43.9 20.6 23.7

20～29人 116 74.1 60.3 37.1 53.4 28.4 38.8

30～49人 114 78.9 57.0 30.7 54.4 26.3 34.2

50～99人 93 69.9 60.2 35.5 63.4 30.1 38.7

100～299人 73 83.6 64.4 57.5 65.8 23.3 56.2

【所在地域】

福島 72 75.0 52.8 37.5 48.6 23.6 37.5

東京 155 71.6 54.8 38.7 52.3 25.2 31.6

長野 161 68.9 59.6 37.3 52.2 26.7 34.2

愛知 77 64.9 55.8 41.6 53.2 24.7 35.1

大阪 76 73.7 60.5 38.2 59.2 32.9 40.8

広島 153 67.3 51.0 26.8 43.1 22.2 34.0

福岡 148 60.1 52.0 17.6 50.0 20.9 23.6

【生産形態】

量産中心 225 70.2 56.0 33.3 45.3 23.1 45.3

多品種少量生産中心 478 69.0 55.6 31.8 54.4 27.8 31.0

試作開発中心 34 55.9 58.8 47.1 41.2 17.6 8.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 68.6 55.2 31.3 50.7 24.0 34.5

技術職 154 71.4 59.1 40.3 53.2 22.1 27.3  
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(単位：％)

ｎ

高精度・高
品質化のた
めの設備投

資

財務体質の
強化

生産管理・
販売管理・
プロジェクト
管理などの

改善

人件費の削
減や要員管
理の見直し

アウトソー
シング

海外進出

合計 842 36.2 56.2 54.8 57.2 14.8 7.2

【業種】

プラスチック製品製造業 94 42.6 62.8 64.9 62.8 22.3 6.4

鉄鋼業 57 40.4 59.6 49.1 57.9 14.0 1.8

非鉄金属製造業 36 52.8 50.0 63.9 69.4 13.9 2.8

金属製品製造業 274 43.8 58.0 52.6 58.8 14.2 4.7

はん用機械器具製造業 20 35.0 50.0 50.0 30.0 10.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 34.2 49.3 58.9 50.7 5.5 8.2

業務用機械器具製造業 37 27.0 62.2 59.5 67.6 21.6 10.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 37.1 62.9 54.3 48.6 20.0 8.6

電気機械器具製造業 105 14.3 53.3 55.2 56.2 14.3 16.2

情報通信機械器具製造業 16 12.5 43.8 56.3 75.0 25.0 12.5

輸送用機械器具製造業 76 35.5 51.3 48.7 50.0 13.2 6.6

【従業員数】

4人以下 60 28.3 43.3 41.7 56.7 10.0 8.3

5～9人 149 26.8 41.6 35.6 43.6 10.7 4.0

10～19人 228 29.8 44.7 45.2 53.1 13.6 3.1

20～29人 116 50.0 76.7 70.7 58.6 16.4 10.3

30～49人 114 36.8 68.4 64.9 64.9 18.4 7.9

50～99人 93 38.7 60.2 72.0 69.9 21.5 6.5

100～299人 73 54.8 76.7 71.2 68.5 16.4 21.9

【所在地域】

福島 72 40.3 56.9 54.2 62.5 15.3 9.7

東京 155 32.9 56.1 51.0 53.5 14.8 12.3

長野 161 39.8 61.5 62.7 58.4 15.5 8.1

愛知 77 29.9 48.1 51.9 58.4 15.6 9.1

大阪 76 43.4 57.9 61.8 52.6 17.1 6.6

広島 153 41.8 56.2 58.8 54.9 15.0 2.6

福岡 148 27.7 53.4 43.9 61.5 12.2 4.1

【生産形態】

量産中心 225 44.0 58.2 64.9 72.0 14.7 11.1

多品種少量生産中心 478 36.4 59.4 54.6 54.0 13.6 6.7

試作開発中心 34 17.6 35.3 41.2 32.4 26.5 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 39.0 58.0 56.0 57.1 14.9 5.8

技術職 154 26.6 53.2 51.9 57.1 13.6 13.0  
注：それぞれの項目について「積極的に進めている」、「ある程度積極的に進めている」と回答した企

業の割合の合計を示している。 

 

 いくつかの取組みについて他業種よりも積極的に進める傾向が見られるのは非鉄金属製造

業の企業である。回答企業全体では 30％台の「自動化・省力化投資の強化」や「高精度・高

品質化のための設備投資」がいずれも半数を超え、「人件費の削減や要員管理の見直し」につ

いても積極的に進める企業の割合が他業種に比べて高い。個別の項目を見ると、「研究開発部

門の充実」は生産用機械器具製造業や業務用機械器具製造業で、「生産管理・販売管理・プロ

－84－



ジェクト管理などの改善」はプラスチック製品製造業で、それぞれ他業種よりも積極的に進

めている割合が高くなっている。 

 従業員 5 人以上の企業について見ると、「販売網の充実・営業力の強化」、「自動化・省力化

投資の強化」、「人件費の削減や要員管理の見直し」は、従業員規模がより大きい企業ほど、

積極的に進める割合が高くなる傾向にある。また、「財務体質の強化」と「生産管理・販売管

理・プロジェクト管理などの改善」は、従業員 20 人未満の企業と 20 人以上の企業との間で

の割合の差が目立ち、後者でより多くの企業が取組んでいる。さらに、「研究開発部門の充実」

は 100～299 人企業において積極的に進めているという企業の割合が、100 人未満の企業にお

ける割合と比べて突出して高い。 

 生産形態別に集計してみると、量産中心の企業は他形態の企業に比べて「人件費の削減や

要員管理の見直し」、「生産管理・販売管理・プロジェクト管理などの改善」、「自動化・省力

化投資の強化」を進める傾向が強く、多品種少量生産中心の企業は「販売網の充実・営業力

の強化」、試作開発中心の企業は「研究開発部門の充実」を積極的に進める傾向が相対的に強

い。基幹的人材別の集計では、「高精度・高品質化のための設備投資」を積極的に進めている

割合で差が見られ、技能職を基幹的人材とする企業で割合がより高くなっている。 

 

２．様々な生産方式の導入 

 各企業における様々な生産方式の導入状況についてたずねたところ、積極的に導入してい

るという回答が最も多かったのは「小ロット生産方式」（「積極的に導入している」＋「あり

程度積極的に導入している」の割合・43.0％）で、2 番目に多かったのが、一人が全工程あ

るいは多工程を担当する「セル生産方式」（同・34.9％）であった（図表２－３－１３）。 

 「小ロット生産方式」を積極的に導入しているという回答は、プラスチック製品製造業や

電子部品・デバイス・電子回路製造業で、「セル生産方式」を積極的に導入しているという回

答は電気機械器具製造業で、それぞれ他業種よりも割合が高くなっている。また、非鉄金属

製造業では「モジュール生産方式」を積極的に進めているという割合が他業種に比べて高い。 

その他のクロス集計では、100～299 人企業で「一個流し生産方式」を、福島地域の企業で

「小ロット生産方式」を積極的に導入しているという割合が相対的に高く、また、試作開発

中心の企業で「小ロット生産方式」を積極的に導入している割合が、他の生産形態に比べて

落ち込む点が目につく。 
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図表２－３－１３ 様々な生産方式の導入 

(単位：％)

ｎ
セル生産方

式
小ロット生産

方式
一個流し生
産方式

モジュール
生産方式

合計 842 34.9 43.0 21.1 16.9

【業種】

プラスチック製品製造業 94 37.2 54.3 22.3 17.0

鉄鋼業 57 35.1 22.8 22.8 12.3

非鉄金属製造業 36 25.0 50.0 22.2 33.3

金属製品製造業 274 28.8 43.4 23.4 14.6

はん用機械器具製造業 20 40.0 30.0 15.0 15.0

生産用機械器具製造業 73 35.6 41.1 26.0 20.5

業務用機械器具製造業 37 43.2 40.5 16.2 21.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 34.3 54.3 2.9 5.7

電気機械器具製造業 105 49.5 43.8 22.9 23.8

情報通信機械器具製造業 16 50.0 68.8 18.8 31.3

輸送用機械器具製造業 76 32.9 40.8 19.7 10.5

【従業員数】

4人以下 60 35.0 41.7 18.3 18.3

5～9人 149 38.9 35.6 18.1 13.4

10～19人 228 35.5 38.2 21.9 14.9

20～29人 116 35.3 51.7 18.1 21.6

30～49人 114 32.5 50.0 19.3 19.3

50～99人 93 25.8 46.2 22.6 15.1

100～299人 73 34.2 43.8 32.9 19.2

【所在地域】

福島 72 43.1 55.6 19.4 18.1

東京 155 36.1 41.3 18.1 21.9

長野 161 32.9 50.9 19.9 17.4

愛知 77 39.0 33.8 20.8 18.2

大阪 76 28.9 52.6 27.6 13.2

広島 153 36.6 47.7 25.5 17.6

福岡 148 31.1 25.0 18.9 10.8

【生産形態】

量産中心 225 33.8 40.4 19.1 18.7

多品種少量生産中心 478 36.8 49.6 23.0 17.2

試作開発中心 34 35.3 29.4 17.6 17.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 33.7 45.1 22.7 16.8

技術職 154 41.6 38.3 14.9 16.2  
注：1）各生産方式の内容は以下の通り。 

「セル生産方式」：1 人～数人の作業員が部品の取り付けから組み立て、加工、検査までの全工
程（1 人が多工程）を担当する生産方式。 

「小ロット生産方式」：段取り時間を短縮し、より小さいロットサイズで生産を進めていく方式。 
「一個流し生産方式」：工程間に仕掛かり（＝製造過程中の製品）を作らず１個ずつ流す生産方

式。 
「モジュール生産方式」：部品またはユニットの組み合わせによって、多様な注文に対応する生

産方式。 
2）それぞれの項目について「積極的に導入している」、「ある程度積極的に導入している」と回答

した企業の割合の合計を示している。 
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３．海外での事業活動 

 現在、海外で実施している事業活動（図表２－３－１４）としては、「営業・販売」を挙げ

る企業が 10.5％、「購買」を挙げる企業が 8.7％、「組立・仕上げ」を挙げる企業が 6.8％、「機

械加工」を挙げる企業が 5.6％などとなっている。「営業・販売」を実施する企業の割合は、

業務用機械器具製造業では 3 割近くに達している。また、「営業・販売」、「購買」、「組立・仕

上げ」はいずれも従業員規模のより大きい企業で実施率がより高くなる傾向にあり、「営業・

販売」と「購買」は、従業員 100 人以上の企業と 100 人未満の企業との実施率の差が大きい。 

 

図表２－３－１４ 現在実施している海外での事業活動（複数回答） 

(単位：％)

ｎ
営業・
販売

研究開
発・試作

製品設計 購買 機械加工
組立・
仕上げ

アフター
サービス

海外で実施し
ている活動は
ない／海外で
の活動の予
定はない

無回答

合計 842 10.3 5.0 3.1 8.7 5.6 6.8 4.5 45.8 36.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 9.6 7.4 4.3 13.8 7.4 10.6 1.1 34.0 43.6

鉄鋼業 57 3.5 3.5 1.8 1.8 5.3 5.3 3.5 49.1 42.1

非鉄金属製造業 36 8.3 2.8 0.0 0.0 5.6 2.8 0.0 52.8 36.1

金属製品製造業 274 6.2 4.0 3.3 5.5 3.3 3.3 2.6 51.1 37.2

はん用機械器具製造業 20 15.0 10.0 0.0 10.0 10.0 20.0 5.0 35.0 30.0

生産用機械器具製造業 73 13.7 8.2 4.1 12.3 11.0 8.2 9.6 49.3 23.3

業務用機械器具製造業 37 27.0 8.1 2.7 13.5 5.4 5.4 8.1 35.1 37.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 14.3 5.7 0.0 17.1 5.7 5.7 11.4 31.4 45.7

電気機械器具製造業 105 14.3 3.8 3.8 12.4 6.7 8.6 4.8 48.6 30.5

情報通信機械器具製造業 16 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 0.0 50.0 31.3

輸送用機械器具製造業 76 11.8 2.6 2.6 10.5 5.3 10.5 9.2 40.8 36.8

【従業員数】

4人以下 60 3.3 6.7 3.3 8.3 10.0 8.3 5.0 31.7 48.3

5～9人 149 8.1 4.0 4.0 5.4 2.7 4.7 4.7 45.0 41.6

10～19人 228 5.7 4.4 2.6 4.8 3.5 3.5 2.6 48.7 40.8

20～29人 116 5.2 5.2 2.6 8.6 6.9 6.0 1.7 50.0 31.9

30～49人 114 12.3 4.4 3.5 8.8 4.4 5.3 6.1 52.6 31.6

50～99人 93 17.2 6.5 5.4 10.8 8.6 12.9 7.5 41.9 31.2

100～299人 73 30.1 6.8 0.0 24.7 11.0 16.4 8.2 38.4 20.5

【所在地域】

福島 72 13.9 11.1 4.2 11.1 8.3 13.9 8.3 34.7 41.7

東京 155 16.8 7.1 3.9 10.3 4.5 10.3 6.5 41.3 34.2

長野 161 9.9 5.6 3.7 8.1 7.5 5.6 4.3 53.4 30.4

愛知 77 10.4 1.3 2.6 5.2 6.5 5.2 3.9 36.4 48.1

大阪 76 10.5 3.9 1.3 11.8 5.3 5.3 2.6 44.7 35.5

広島 153 5.2 3.3 1.3 8.5 4.6 4.6 2.0 51.0 34.6

福岡 148 7.4 3.4 4.1 6.8 4.1 4.7 4.7 48.0 36.5

【生産形態】

量産中心 225 12.4 6.2 4.4 12.9 9.3 11.6 3.1 42.7 35.1

多品種少量生産中心 478 9.0 4.2 2.3 7.1 3.8 5.2 4.4 50.2 33.7

試作開発中心 34 17.6 8.8 5.9 11.8 8.8 5.9 2.9 35.3 35.3

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 8.7 4.5 2.8 7.8 5.0 5.8 3.6 50.9 33.3

技術職 154 15.6 5.8 3.9 11.0 6.5 9.1 7.1 33.8 40.9  
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 今後取組みの強化を考えている海外での事業活動（図表２－３－１５）としては、現在実

施している活動と同様、「営業・販売」（13.8％）を挙げる企業が最も多く、以下「購買」（11.2％）、

「組立・仕上げ」（9.4％）、「機械加工」（9.0％）と続く。業種別に集計してみると、業務用

機械器具製造業で「購買」、生産用機械器具製造業で「機械加工」について、それぞれ海外で

の活動を強化していこうと言う割合が他業種より高い。また、現在海外で実施している取組

みと同様、「営業・販売」と「購買」は、100 人以上の企業での回答率が、100 人未満の企業

における回答率を大きく上回っている。 

 

図表２－３－１５ 今後取組みの強化を考えている海外での事業活動（複数回答） 

(単位：％)

ｎ
営業・
販売

研究開
発・試作

製品設計 購買 機械加工
組立・
仕上げ

アフター
サービス

海外で実施し
ている活動は
ない／海外で
の活動の予
定はない

無回答

合計 842 13.8 7.5 6.4 11.2 9.0 9.4 5.8 37.1 41.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 21.3 11.7 11.7 18.1 11.7 14.9 10.6 26.6 46.8

鉄鋼業 57 7.0 7.0 5.3 3.5 7.0 3.5 3.5 36.8 52.6

非鉄金属製造業 36 8.3 5.6 2.8 5.6 5.6 2.8 2.8 52.8 33.3

金属製品製造業 274 10.9 5.8 4.4 8.8 6.9 5.8 3.6 41.6 42.0

はん用機械器具製造業 20 25.0 5.0 5.0 25.0 10.0 20.0 10.0 20.0 30.0

生産用機械器具製造業 73 15.1 12.3 13.7 12.3 20.5 16.4 8.2 30.1 34.2

業務用機械器具製造業 37 18.9 5.4 5.4 21.6 10.8 13.5 8.1 35.1 29.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 17.1 11.4 5.7 11.4 11.4 11.4 5.7 22.9 51.4

電気機械器具製造業 105 16.2 6.7 6.7 15.2 7.6 11.4 6.7 42.9 36.2

情報通信機械器具製造業 16 12.5 6.3 6.3 6.3 12.5 25.0 6.3 43.8 25.0

輸送用機械器具製造業 76 13.2 7.9 5.3 7.9 6.6 6.6 6.6 35.5 40.8

【従業員数】

4人以下 60 13.3 8.3 5.0 6.7 3.3 8.3 6.7 30.0 51.7

5～9人 149 10.1 6.7 6.0 6.7 6.7 7.4 4.0 37.6 49.0

10～19人 228 8.3 6.6 4.4 8.3 7.5 4.8 3.1 39.5 43.9

20～29人 116 15.5 9.5 8.6 13.8 14.7 12.9 6.0 38.8 38.8

30～49人 114 10.5 3.5 2.6 8.8 6.1 7.9 1.8 38.6 42.1

50～99人 93 18.3 7.5 10.8 14.0 9.7 14.0 11.8 35.5 30.1

100～299人 73 34.2 13.7 11.0 27.4 17.8 19.2 15.1 31.5 24.7

【所在地域】

福島 72 15.3 11.1 8.3 8.3 9.7 11.1 5.6 30.6 45.8

東京 155 18.7 7.1 8.4 17.4 11.0 15.5 9.7 36.8 34.2

長野 161 14.3 6.2 6.8 13.7 11.8 10.6 5.6 41.6 35.4

愛知 77 18.2 7.8 6.5 13.0 10.4 9.1 7.8 26.0 46.8

大阪 76 18.4 14.5 11.8 15.8 13.2 7.9 6.6 30.3 43.4

広島 153 6.5 6.5 3.3 5.9 3.9 5.9 2.6 40.5 43.8

福岡 148 10.1 4.7 3.4 5.4 6.1 5.4 4.1 41.2 44.6

【生産形態】

量産中心 225 16.4 8.0 7.6 13.8 10.7 10.7 6.7 34.2 41.3

多品種少量生産中心 478 12.6 7.3 6.1 10.3 9.0 9.6 5.2 41.0 37.9

試作開発中心 34 11.8 5.9 0.0 5.9 5.9 5.9 5.9 20.6 58.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 12.8 5.9 4.8 10.6 8.6 8.6 4.7 41.2 38.1

技術職 154 18.8 11.7 11.0 13.6 11.7 13.6 10.4 26.6 45.5  
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第６節 組織体制 

 

１．組織階層の現状と今後の意向 

現在の自社の組織階層（図表２－３－１６）については「社長－管理職以上－一般という

ような３つの階層に分かれている組織」と答える企業が約半数、「社長と社長以外の 2 つの階

層にわかれている組織」、「多数の階層にわかれている組織」と答える企業がそれぞれ約 4 分

の 1 を占めている。「社長－管理職以上－一般というような３つの階層に分かれている組織」

と答える企業の割合は生産用機械器具製造業では 3 分の 2 近くに達する一方、電子部品・デ 

 

図表２－３－１６ 組織階層の現状 

(単位：％)

ｎ
多数の階層
にわかれて
いる組織

社長－管理職以
上－一般というよ
うな３つの階層に
分かれている組織

社長と社長以
外の2つの階
層にわかれて

いる組織

無回答

合計 842 24.2 50.2 24.5 1.1

【業種】

プラスチック製品製造業 94 26.6 45.7 26.6 1.1

鉄鋼業 57 19.3 50.9 28.1 1.8

非鉄金属製造業 36 25.0 50.0 25.0 0.0

金属製品製造業 274 19.7 52.2 27.0 1.1

はん用機械器具製造業 20 35.0 35.0 30.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 16.4 63.0 20.5 0.0

業務用機械器具製造業 37 32.4 40.5 27.0 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 31.4 34.3 28.6 5.7

電気機械器具製造業 105 30.5 49.5 20.0 0.0

情報通信機械器具製造業 16 18.8 56.3 25.0 0.0

輸送用機械器具製造業 76 27.6 53.9 15.8 2.6

【従業員数】

4人以下 60 1.7 40.0 58.3 0.0

5～9人 149 4.0 43.0 51.7 1.3

10～19人 228 11.8 57.9 28.5 1.8

20～29人 116 19.8 62.9 16.4 0.9

30～49人 114 27.2 69.3 2.6 0.9

50～99人 93 59.1 37.6 3.2 0.0

100～299人 73 76.7 20.5 1.4 1.4

【所在地域】

福島 72 23.6 50.0 25.0 1.4

東京 155 21.3 47.7 31.0 0.0

長野 161 28.6 49.1 21.1 1.2

愛知 77 20.8 54.5 22.1 2.6

大阪 76 26.3 48.7 25.0 0.0

広島 153 24.2 52.9 21.6 1.3

福岡 148 23.6 50.0 25.0 1.4

【生産形態】

量産中心 225 30.2 46.7 22.7 0.4

多品種少量生産中心 478 20.5 55.2 23.4 0.8

試作開発中心 34 26.5 44.1 29.4 0.0

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 24.3 54.0 21.3 0.5

技術職 154 27.3 39.6 32.5 0.6  
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バイス・電子回路製造業の企業では 3 分の 1 程度にとどまっている。また、従業員規模が大

きいほど「多数の階層にわかれている組織」の割合が顕著に増加し、逆に「社長と社長以外

の 2 つの階層にわかれている組織」の割合は顕著に減少する。基幹的人材が技能職の企業と

技術職の企業との間でも回答状況に差が見られ、前者で「社長－管理職以上－一般というよ

うな３つの階層に分かれている組織」の割合がより高く、「社長と社長以外の 2 つの階層にわ

かれている組織」の割合はより低い。 

組織階層の今後についての回答は、「現状のままでよい」が 85.3％、「社内の階層の数をこ

れまでより増やしたい」が 7.6％、「社内の階層の数をこれまでより減らしたい」が 5.9％と

いう構成となっている。この構成は回答企業の業種や従業員規模などによってさほど変わら

ない（図表２－３－１７）。 

 

図表２－３－１７ 今後の組織階層について 

(単位：％)

ｎ
社内の階層の
数をこれまでよ
り増やしたい

現状のま
までよい

社内の階層の
数をこれまでよ
り減らしたい

無回答

合計 842 7.6 85.3 5.9 1.2

【業種】

プラスチック製品製造業 94 10.6 77.7 10.6 1.1

鉄鋼業 57 3.5 91.2 3.5 1.8

非鉄金属製造業 36 11.1 83.3 5.6 0.0

金属製品製造業 274 9.1 85.4 4.0 1.5

はん用機械器具製造業 20 10.0 80.0 10.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 8.2 87.7 4.1 0.0

業務用機械器具製造業 37 5.4 91.9 2.7 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 2.9 91.4 0.0 5.7

電気機械器具製造業 105 6.7 84.8 8.6 0.0

情報通信機械器具製造業 16 6.3 81.3 12.5 0.0

輸送用機械器具製造業 76 5.3 84.2 7.9 2.6

【従業員数】

4人以下 60 5.0 93.3 1.7 0.0

5～9人 149 6.7 88.6 3.4 1.3

10～19人 228 9.2 83.8 5.3 1.8

20～29人 116 12.1 82.8 4.3 0.9

30～49人 114 8.8 84.2 6.1 0.9

50～99人 93 5.4 81.7 11.8 1.1

100～299人 73 1.4 84.9 12.3 1.4

【所在地域】

福島 72 5.6 84.7 8.3 1.4

東京 155 7.7 86.5 5.8 0.0

長野 161 7.5 84.5 6.8 1.2

愛知 77 10.4 79.2 6.5 3.9

大阪 76 7.9 86.8 5.3 0.0

広島 153 7.8 87.6 3.3 1.3

福岡 148 6.8 85.1 6.8 1.4

【生産形態】

量産中心 225 6.2 86.7 6.2 0.9

多品種少量生産中心 478 7.7 85.4 6.1 0.8

試作開発中心 34 8.8 88.2 2.9 0.0

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 7.6 86.5 5.3 0.6

技術職 154 7.1 83.8 8.4 0.6  
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２．今後の自社事業所数に関する意向 

 自社に属する事業所の数については、今後も「現状維持」の予定であるところが約 9 割を

占める。「増やす予定」と回答する企業の割合が、電子部品・デバイス・電子回路製造業でや

や高くなっているほかは、企業の特性による回答状況の大きな違いは見られない（図表２－

３－１８）。 

 

図表２－３－１８ 今後の自社事業所数に関する意向 

(単位：％)

ｎ 増やす予定 現状維持 減らす予定 無回答

合計 842 4.5 89.9 4.3 1.3

【業種】

プラスチック製品製造業 94 6.4 83.0 9.6 1.1

鉄鋼業 57 5.3 89.5 3.5 1.8

非鉄金属製造業 36 0.0 97.2 2.8 0.0

金属製品製造業 274 4.0 91.6 3.3 1.1

はん用機械器具製造業 20 0.0 100.0 0.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 6.8 87.7 5.5 0.0

業務用機械器具製造業 37 5.4 91.9 2.7 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 14.3 77.1 0.0 8.6

電気機械器具製造業 105 1.9 94.3 3.8 0.0

情報通信機械器具製造業 16 0.0 93.8 6.3 0.0

輸送用機械器具製造業 76 5.3 86.8 3.9 3.9

【従業員数】

4人以下 60 1.7 91.7 6.7 0.0

5～9人 149 4.0 92.6 2.0 1.3

10～19人 228 4.4 93.4 0.9 1.3

20～29人 116 9.5 82.8 5.2 2.6

30～49人 114 3.5 90.4 5.3 0.9

50～99人 93 1.1 90.3 7.5 1.1

100～299人 73 6.8 82.2 9.6 1.4

【所在地域】

福島 72 6.9 90.3 1.4 1.4

東京 155 5.2 88.4 6.5 0.0

長野 161 5.0 90.1 3.1 1.9

愛知 77 9.1 80.5 6.5 3.9

大阪 76 3.9 89.5 6.6 0.0

広島 153 2.6 92.2 3.9 1.3

福岡 148 2.0 93.9 2.7 1.4

【生産形態】

量産中心 225 5.8 88.4 4.9 0.9

多品種少量生産中心 478 4.4 91.4 3.1 1.0

試作開発中心 34 5.9 82.4 11.8 0.0
【生産活動に携わる基幹的人材】
技能職 643 4.4 91.3 3.6 0.8
技術職 154 5.2 89.0 5.2 0.6  
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第４章 採用・定着・人事管理 

 

第１節 正社員の新規学卒採用 

 

最近 3 年間の正社員の新規学卒採用については（図表２－４－１）、25.5％の企業・法人が

「予定していた人数を全て採用できた」、4.5％の企業・法人が「採用したが予定数に満たな

かった」と答えている。一方、「募集をしたが採用できなかった」企業・法人の割合は 3.4％

で、54.0％の企業・法人は募集を実施していなかった。 

 

図表２－４－１ 最近３年間の正社員の新卒採用状況 

 （単位：％）

ｎ
予定した人
数を全て採
用できた

採用したが
予定数に満
たなかった

募集したが
採用できな

かった

募集をしな
かった

無回答

合計 842 25.5 4.5 3.4 54.0 12.5

【業種】

プラスチック製品製造業 94 25.5 4.3 3.2 55.3 11.7

鉄鋼業 57 22.8 3.5 0.0 52.6 21.1

非鉄金属製造業 36 27.8 2.8 0.0 58.3 11.1

金属製品製造業 274 26.6 4.0 3.6 54.7 10.9

はん用機械器具製造業 20 25.0 15.0 5.0 40.0 15.0

生産用機械器具製造業 73 19.2 2.7 5.5 58.9 13.7

業務用機械器具製造業 37 35.1 5.4 2.7 43.2 13.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 25.7 2.9 0.0 57.1 14.3

電気機械器具製造業 105 27.6 3.8 5.7 53.3 9.5

情報通信機械器具製造業 16 31.3 0.0 6.3 62.5 0.0

輸送用機械器具製造業 76 19.7 10.5 1.3 52.6 15.8

【従業員数】

4人以下 60 8.3 0.0 0.0 70.0 21.7

5～9人 149 12.8 2.0 2.7 71.8 10.7

10～19人 228 13.6 1.8 5.3 66.2 13.2

20～29人 116 25.9 6.0 6.0 51.7 10.3

30～49人 114 36.0 5.3 1.8 44.7 12.3

50～99人 93 47.3 7.5 3.2 28.0 14.0

100～299人 73 54.8 15.1 1.4 19.2 9.6

【所在地域】

福島 72 31.9 5.6 2.8 54.2 5.6

東京 155 21.9 0.0 3.2 60.6 14.2

長野 161 24.8 5.0 6.2 52.2 11.8

愛知 77 26.0 5.2 2.6 46.8 19.5

大阪 76 25.0 5.3 3.9 56.6 9.2

広島 153 25.5 9.8 1.3 49.7 13.7

福岡 148 27.0 2.0 3.4 56.1 11.5

【生産形態】

量産中心 225 29.8 4.4 2.7 52.9 10.2

多品種少量生産中心 478 25.5 4.2 4.0 53.3 13.0

試作開発中心 34 11.8 8.8 5.9 55.9 17.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 26.7 4.8 3.6 54.1 10.7

技術職 154 23.4 4.5 2.6 51.9 17.5  
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業種別に集計してみると、業務用機械器具製造業で「予定した人数を全て採用できた」の

回答率がやや高い。また、「募集をしなかった」という企業・法人の割合は従業員規模がより

大きくなるほど低下していく傾向にあり、逆に「採用したが予定数に満たなかった」という

回答の割合は従業員規模が大きくなるほど高まる傾向にある。さらに生産形態別の集計で、

試作開発中心の企業の「予定した人数を全て採用できた」の回答率の低さが目につく。 

図表２－４－２は、最近 3 年間に正社員として新規学卒者を採用したという企業が、どの

くらいの人数を採用したのかを集計した結果である。新規学卒者を採用した企業のうち約 4

割は、採用人数が 3 人以下となっている。 

 

図表２－４－２ この３年間で採用した新卒正社員の人数（単位：％） 

11.1 

7.5 

12.6 

24.5 

13.8 

17.0 

13.4 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 

不明

20人以上

10～19人

4～9人

3人

2人

1人

 
注：最近 3 年間に新規学卒者を正社員として採用した 253 社の回答を集計。 

 

同じく最近 3 年間に正社員として新規学卒者を採用したという企業に、採用した新規学卒

者の最終学歴を複数回答の形で挙げてもらった（図表２－４－３）。集計企業全体では、「工

業高校卒」、「工業高校以外の高校卒」を挙げるところがともに半数程度、「大卒・理系」、「大

卒・文系」を挙げるところがそれぞれ 3 割程度となっている。「大卒・理系」の回答率は従業

員規模のより大きい企業で高まる傾向にあり、「短大・専門学校卒」、「大卒・文系」、「大学院

卒」の回答率は、100 人以上の企業と 100 人未満の企業との間の差が大きい。また、集計企

業数が少ないため、傾向の解釈にあたっては留意が必要であるが、輸送用機械器具製造業で

は、「工業高校卒」の割合が集計企業全体の数字に比べて低く、反面「工業高校以外の高校卒」

や「大卒理系」の割合は高い。地域別の集計では福島地域の企業の回答が他の地域の企業の

回答と大きく異なっており、「工業高校卒」、「工業高校以外の高校卒」の回答率がとりわけ高

く、「大卒理系」、「大卒文系」の回答率が低くなっている。 
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図表２－４－３ 最近３年間に採用した新卒正社員の最終学歴（複数回答） 
 （単位：％）

ｎ 中学卒 工業高校卒
工業高校以
外の高校卒

高等専門学
校卒

職業訓練校
卒

短大・専門
学校卒

合計 253 3.2 47.0 46.2 6.3 7.1 19.8
【業種】
プラスチック製品製造業 28 3.6 42.9 53.6 3.6 7.1 10.7
鉄鋼業 15 6.7 46.7 53.3 6.7 13.3 20.0
非鉄金属製造業 11 27.3 45.5 63.6 9.1 9.1 9.1
金属製品製造業 84 2.4 47.6 44.0 8.3 4.8 23.8
はん用機械器具製造業 8 0.0 75.0 50.0 12.5 12.5 12.5
生産用機械器具製造業 16 6.3 75.0 18.8 0.0 18.8 25.0
業務用機械器具製造業 15 0.0 40.0 46.7 0.0 6.7 33.3
電子部品・デバイス・電子回路製造業 10 0.0 70.0 80.0 10.0 0.0 10.0
電気機械器具製造業 33 0.0 45.5 36.4 6.1 12.1 18.2
情報通信機械器具製造業 5 0.0 20.0 40.0 0.0 0.0 0.0
輸送用機械器具製造業 23 0.0 30.4 56.5 8.7 0.0 21.7
【従業員数】
4人以下 5 0.0 40.0 0.0 0.0 20.0 20.0
5～9人 22 9.1 36.4 54.5 0.0 13.6 4.5
10～19人 35 8.6 48.6 31.4 5.7 5.7 17.1
20～29人 37 2.7 29.7 40.5 5.4 10.8 13.5
30～49人 47 2.1 31.9 42.6 6.4 0.0 17.0
50～99人 51 2.0 54.9 47.1 5.9 7.8 17.6
100～299人 51 0.0 66.7 62.7 9.8 5.9 31.4
【所在地域】
福島 27 0.0 70.4 66.7 3.7 7.4 11.1
東京 34 5.9 41.2 35.3 11.8 0.0 17.6
長野 48 2.1 50.0 45.8 6.3 18.8 29.2
愛知 24 4.2 29.2 41.7 8.3 0.0 16.7
大阪 23 4.3 39.1 39.1 0.0 0.0 13.0
広島 54 3.7 40.7 42.6 3.7 5.6 18.5
福岡 43 2.3 55.8 53.5 9.3 9.3 23.3
【生産形態】
量産中心 77 2.6 48.1 64.9 6.5 6.5 19.5
多品種少量生産中心 142 2.8 46.5 38.0 7.0 7.7 19.0
試作開発中心 7 14.3 42.9 42.9 0.0 0.0 14.3
【生産活動に携わる基幹的人材】
技能職 203 3.4 47.3 48.3 6.4 7.4 19.7
技術職 43 0.0 46.5 39.5 7.0 7.0 18.6

（単位：％）

ｎ 大卒・理系 大卒・文系 大学院卒 その他 無回答

合計 253 28.9 26.9 6.3 4.0 7.1
【業種】
プラスチック製品製造業 28 21.4 28.6 0.0 3.6 14.3
鉄鋼業 15 6.7 20.0 6.7 0.0 0.0
非鉄金属製造業 11 18.2 27.3 0.0 0.0 9.1
金属製品製造業 84 34.5 28.6 7.1 6.0 7.1
はん用機械器具製造業 8 50.0 62.5 12.5 0.0 0.0
生産用機械器具製造業 16 12.5 25.0 0.0 0.0 6.3
業務用機械器具製造業 15 33.3 33.3 6.7 6.7 0.0
電子部品・デバイス・電子回路製造業 10 30.0 20.0 20.0 0.0 0.0
電気機械器具製造業 33 27.3 18.2 3.0 6.1 3.0
情報通信機械器具製造業 5 20.0 0.0 0.0 20.0 20.0
輸送用機械器具製造業 23 43.5 26.1 13.0 0.0 17.4
【従業員数】
4人以下 5 20.0 0.0 0.0 20.0 20.0
5～9人 22 18.2 13.6 0.0 4.5 0.0
10～19人 35 8.6 14.3 0.0 8.6 5.7
20～29人 37 13.5 27.0 2.7 5.4 10.8
30～49人 47 14.9 21.3 2.1 4.3 10.6
50～99人 51 29.4 23.5 3.9 2.0 7.8
100～299人 51 66.7 47.1 21.6 0.0 3.9
【所在地域】
福島 27 14.8 0.0 3.7 0.0 0.0
東京 34 38.2 29.4 8.8 2.9 11.8
長野 48 27.1 35.4 2.1 8.3 4.2
愛知 24 29.2 29.2 8.3 0.0 12.5
大阪 23 26.1 39.1 17.4 4.3 8.7
広島 54 27.8 27.8 5.6 5.6 9.3
福岡 43 34.9 23.3 4.7 2.3 4.7
【生産形態】
量産中心 77 28.6 29.9 9.1 3.9 5.2
多品種少量生産中心 142 28.9 25.4 2.1 4.2 8.5
試作開発中心 7 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0
【生産活動に携わる基幹的人材】
技能職 203 28.1 27.1 5.9 3.9 7.4
技術職 43 32.6 27.9 9.3 4.7 4.7  
注：最近 3 年間に新規学卒者を正社員として採用した 253 社の回答を集計。 
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第２節 正社員の中途採用 

 

新規学卒者の正社員採用と同様に、最近 3 年間における正社員の中途採用についてたずね

てみたところ（図表２－４－４）、「予定した人数を全て採用できた」と回答した企業が 38.4％、

「採用したが予定数に満たなかった」という企業が 5.9％であった。また、「募集したが採用

できなかった」という企業の割合は 3.3％、「募集をしなかった」という企業は 36.3％となっ

ている。 

 

図表２－４－４ 最近３年間の正社員の中途採用状況 

 （単位：％）

ｎ
予定した人
数を全て採
用できた

採用したが
予定数に満
たなかった

募集したが
採用できな

かった

募集をしな
かった

無回答

合計 842 38.4 5.9 3.3 36.3 16.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 41.5 2.1 4.3 40.4 11.7

鉄鋼業 57 40.4 7.0 1.8 33.3 17.5

非鉄金属製造業 36 41.7 2.8 2.8 38.9 13.9

金属製品製造業 274 37.2 6.6 4.0 34.3 17.9

はん用機械器具製造業 20 30.0 0.0 5.0 35.0 30.0

生産用機械器具製造業 73 41.1 8.2 5.5 35.6 9.6

業務用機械器具製造業 37 37.8 5.4 5.4 35.1 16.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 28.6 0.0 0.0 48.6 22.9

電気機械器具製造業 105 39.0 8.6 1.9 38.1 12.4

情報通信機械器具製造業 16 37.5 0.0 0.0 43.8 18.8

輸送用機械器具製造業 76 42.1 9.2 0.0 32.9 15.8

【従業員数】

4人以下 60 16.7 3.3 0.0 60.0 20.0

5～9人 149 26.8 1.3 3.4 54.4 14.1

10～19人 228 31.1 5.3 4.4 44.3 14.9

20～29人 116 42.2 12.1 6.0 25.9 13.8

30～49人 114 49.1 7.0 2.6 22.8 18.4

50～99人 93 58.1 6.5 3.2 14.0 18.3

100～299人 73 54.8 8.2 0.0 19.2 17.8

【所在地域】

福島 72 33.3 6.9 4.2 45.8 9.7

東京 155 34.8 3.9 3.2 39.4 18.7

長野 161 37.9 7.5 3.1 35.4 16.1

愛知 77 32.5 7.8 1.3 35.1 23.4

大阪 76 42.1 3.9 2.6 38.2 13.2

広島 153 43.8 7.8 4.6 28.8 15.0

福岡 148 40.5 4.1 3.4 37.2 14.9

【生産形態】

量産中心 225 41.8 4.9 1.8 37.8 13.8

多品種少量生産中心 478 37.7 6.5 4.8 34.9 16.1

試作開発中心 34 35.3 8.8 0.0 35.3 20.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 41.8 5.8 3.7 35.3 13.4

技術職 154 29.2 7.8 1.9 38.3 22.7  
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新卒正社員の採用と同様、従業員規模がより大きくなるほど、「募集しなかった」の回答

率が低下し、「予定した人数を全て採用できた」の回答率は増していく傾向にある。業種別の

状況を見ていくと、電子部品・デバイス・電子回路製造業で「募集をしなかった」の回答率

が他業種よりもやや高く、「予定した人数を全て採用できた」の回答率が低い。地域別の集計

や生産形態別の集計ではさほど相違は見られない。生産活動に携わる基幹的人材による異同

をみると、「予定した人数を全て採用できた」の回答率にやや開きがあり、技術職で低くなっ

ている。 

最近 3年間に正社員の中途採用を行った企業の中途採用者の人数をまとめたところ、「2人」、

「3 人」がともに 2 割程度、「4～9 人」が約 3 割を占めている（図表２－４－５）。 

 

図表２－４－５ 最近３年間で中途採用した正社員の人数（単位：％） 
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注：最近 3 年間に正社員の中途採用を行った 373 社の回答を集計。 

 

最近 3 年間で正社員を中途採用した企業にどのような人材を採用したのかをたずねると

（図表２－４－６）、「同業他社で働いていた経験のある人」（46.4％）と、「色々な業界で働

いていた経験のある人」（44.2％）の 2 つに回答が多く寄せられ、「中高年の熟練労働者」

（21.4％）がこれらに次ぐ。「同業他社で働いていた経験のある人」は、生産用機械器具製造

業で他業種に比べて回答率が高い。また 100 人以上の企業では「大企業の管理職経験者」や

「情報機器・ソフトなどに詳しい人」の回答率が 2 割前後と、100 人未満の企業に比べれば

かなり高くなっている。地域別の集計では、愛知地域の企業で「同業他社で働いていた経験

のある人」の回答率が他地域の企業よりも低くなっている。生産活動に携わる基幹的人材が

技能職の企業と技術職の企業を比べると、後者で「同業他社で働いていた経験のある人」、

「色々な業界で働いていた経験のある人」の回答率が低くなっている。 
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図表２－４－６ どのような人材を正社員として中途採用したか（複数回答） 
（単位：％）

ｎ
大企業の
管理職経

験者

色々な業
界で働いて
いた経験
のある人

同業他社
で働いてい
た経験の
ある人

若年の高
学歴者

情報機器・
ソフトなど

に詳しい人

社長の右
腕になれる

人材

斬新で大
胆な発想

ができる人

合計 373 6.4 44.2 46.4 9.7 12.1 5.9 2.7
【業種】
プラスチック製品製造業 41 9.8 48.8 51.2 2.4 7.3 7.3 2.4
鉄鋼業 27 3.7 37.0 44.4 18.5 14.8 7.4 0.0
非鉄金属製造業 16 6.3 56.3 37.5 6.3 0.0 0.0 0.0
金属製品製造業 120 7.5 45.8 48.3 7.5 15.0 5.0 4.2
はん用機械器具製造業 6 16.7 33.3 50.0 16.7 16.7 16.7 0.0
生産用機械器具製造業 36 5.6 38.9 61.1 8.3 0.0 8.3 2.8
業務用機械器具製造業 16 0.0 37.5 43.8 12.5 12.5 6.3 0.0
電子部品・デバイス・電子回路製造業 10 30.0 50.0 50.0 10.0 20.0 10.0 0.0
電気機械器具製造業 50 0.0 46.0 42.0 10.0 16.0 4.0 4.0
情報通信機械器具製造業 6 0.0 16.7 33.3 16.7 16.7 0.0 16.7
輸送用機械器具製造業 39 7.7 46.2 41.0 12.8 10.3 5.1 0.0
【従業員数】
4人以下 12 0.0 16.7 50.0 16.7 0.0 0.0 0.0
5～9人 42 4.8 33.3 40.5 9.5 14.3 11.9 2.4
10～19人 83 0.0 44.6 39.8 6.0 8.4 7.2 2.4
20～29人 63 7.9 42.9 46.0 7.9 3.2 1.6 4.8
30～49人 64 4.7 53.1 50.0 3.1 14.1 6.3 0.0
50～99人 60 8.3 48.3 46.7 15.0 15.0 6.7 6.7
100～299人 46 19.6 45.7 56.5 17.4 23.9 4.3 0.0
【所在地域】
福島 29 3.4 31.0 51.7 3.4 13.8 6.9 0.0
東京 60 3.3 48.3 40.0 10.0 10.0 6.7 3.3
長野 73 9.6 39.7 54.8 6.8 12.3 8.2 4.1
愛知 31 12.9 54.8 32.3 19.4 9.7 3.2 6.5
大阪 35 5.7 37.1 42.9 14.3 8.6 2.9 0.0
広島 79 2.5 51.9 46.8 10.1 16.5 2.5 1.3
福岡 66 9.1 40.9 48.5 7.6 10.6 9.1 3.0
【生産形態】
量産中心 105 5.7 45.7 43.8 6.7 9.5 4.8 1.9
多品種少量生産中心 211 5.2 46.0 49.3 10.0 13.3 6.6 2.8
試作開発中心 15 13.3 46.7 53.3 6.7 6.7 6.7 0.0
【生産活動に携わる基幹的人材】
技能職 306 7.2 46.1 49.0 9.5 11.8 6.9 2.9
技術職 57 3.5 33.3 36.8 10.5 12.3 1.8 1.8

（単位：％）

ｎ
中高年の
熟練労働

者

語学が堪
能な人

仕事をする
上で義務

付けられた
職業資格
の保有者

職場・現場
のリーダー

的存在

新人のメン
ター的存在

その他 無回答

合計 373 21.4 3.5 11.5 10.7 1.3 15.3 2.4
【業種】
プラスチック製品製造業 41 19.5 7.3 7.3 14.6 4.9 19.5 4.9
鉄鋼業 27 22.2 0.0 11.1 3.7 0.0 18.5 0.0
非鉄金属製造業 16 37.5 0.0 0.0 18.8 0.0 12.5 0.0
金属製品製造業 120 21.7 0.0 11.7 15.0 2.5 11.7 2.5
はん用機械器具製造業 6 33.3 0.0 33.3 16.7 0.0 33.3 0.0
生産用機械器具製造業 36 25.0 5.6 8.3 11.1 0.0 13.9 0.0
業務用機械器具製造業 16 12.5 6.3 25.0 6.3 0.0 18.8 6.3
電子部品・デバイス・電子回路製造業 10 20.0 0.0 10.0 10.0 0.0 20.0 0.0
電気機械器具製造業 50 18.0 10.0 8.0 6.0 0.0 16.0 2.0
情報通信機械器具製造業 6 16.7 0.0 16.7 0.0 0.0 33.3 0.0
輸送用機械器具製造業 39 23.1 5.1 17.9 5.1 0.0 12.8 5.1
【従業員数】
4人以下 12 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 8.3
5～9人 42 19.0 0.0 2.4 9.5 2.4 16.7 2.4
10～19人 83 13.3 2.4 10.8 4.8 1.2 15.7 1.2
20～29人 63 38.1 3.2 7.9 17.5 1.6 15.9 4.8
30～49人 64 17.2 4.7 21.9 9.4 3.1 12.5 1.6
50～99人 60 16.7 1.7 10.0 11.7 0.0 15.0 1.7
100～299人 46 19.6 10.9 17.4 17.4 0.0 15.2 2.2
【所在地域】
福島 29 17.2 3.4 10.3 6.9 0.0 17.2 0.0
東京 60 20.0 8.3 11.7 11.7 5.0 15.0 1.7
長野 73 24.7 4.1 13.7 8.2 1.4 19.2 1.4
愛知 31 16.1 3.2 9.7 16.1 0.0 3.2 9.7
大阪 35 22.9 2.9 11.4 8.6 2.9 11.4 2.9
広島 79 26.6 1.3 11.4 11.4 0.0 20.3 1.3
福岡 66 16.7 1.5 10.6 12.1 0.0 12.1 3.0
【生産形態】
量産中心 105 20.0 4.8 15.2 13.3 1.0 14.3 3.8
多品種少量生産中心 211 22.3 2.4 7.6 11.4 1.9 14.7 1.4
試作開発中心 15 26.7 6.7 6.7 0.0 0.0 6.7 0.0
【生産活動に携わる基幹的人材】
技能職 306 22.2 2.9 11.4 11.4 1.3 15.4 1.3
技術職 57 19.3 7.0 10.5 7.0 0.0 15.8 8.8  
注：最近 3 年間に正社員の中途採用を行った 373 社の回答を集計。 
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 また、中途採用した正社員の賃金を決める際に重視した点（図表２－４－７）としては、

「年齢」（53.6％）、「専門知識・技能の水準」（47.2％）、「これまでの職歴」（39.7％）、「前の

勤務先の賃金」（29.8％）を挙げる企業が比較的多い。業種間で比較してみたところ、輸送用

機械器具製造では「年齢」の回答率が 7 割近く、「仕事の通算経験年数」が集計企業全体にお

ける回答率の約 2 倍に達している。一方で、「学歴」を重視するという回答も他の業種よりも

多くなっている。いま一つある程度の集計企業数がある業種で他業種と回答状況とやや異な

るのは鉄鋼業で、「専門知識・技能の水準」、「前の勤務先の賃金」、「年齢」と言った項目の回

答率が他業種に比べて低い。従業員規模別に集計してみると、「学歴」や「年齢」を重視する

という回答の割合が、より規模が大きい企業ほど高くなっている。所在地域別に集計してみ

たところ、愛知地域の企業は「仕事の通算経験年数」の回答率は他地域の企業に比べて低い

が、「学歴」、「年齢」は高く、長野地域の企業では「専門知識・技能の水準」の回答率が相対

的に高い。生産活動に携わる基幹的人材による異同をみていくと、「年齢」、「これまでの職歴」

の回答率に差があり、いずれも技能職を基幹的人材とする企業で高くなっている。  

 

図表２－４－７ 中途採用した正社員の賃金を決める際に重視した点（複数回答） 

 （単位：％）

ｎ
専門知識・
技能の水準

前の勤務先
の賃金

仕事の通算
経験年数

取得してい
る公的資格
や技能検定

民間資格や
民間の検定

の有無

業界の地域
相場

合計 373 47.2 29.8 19.8 9.1 1.1 11.3
【業種】
プラスチック製品製造業 41 48.8 29.3 7.3 2.4 0.0 19.5
鉄鋼業 27 37.0 11.1 22.2 3.7 3.7 18.5
非鉄金属製造業 16 43.8 18.8 6.3 6.3 0.0 18.8
金属製品製造業 120 45.0 34.2 20.8 12.5 0.0 13.3
はん用機械器具製造業 6 66.7 16.7 33.3 33.3 16.7 0.0
生産用機械器具製造業 36 50.0 41.7 19.4 2.8 0.0 5.6
業務用機械器具製造業 16 50.0 12.5 25.0 12.5 0.0 0.0
電子部品・デバイス・電子回路製造業 10 40.0 40.0 30.0 0.0 0.0 0.0
電気機械器具製造業 50 52.0 34.0 14.0 8.0 2.0 6.0
情報通信機械器具製造業 6 33.3 0.0 0.0 16.7 0.0 16.7
輸送用機械器具製造業 39 53.8 30.8 38.5 12.8 2.6 10.3
【従業員数】
4人以下 12 41.7 16.7 0.0 0.0 0.0 16.7
5～9人 42 52.4 31.0 7.1 9.5 0.0 19.0
10～19人 83 37.3 24.1 20.5 3.6 2.4 16.9
20～29人 63 44.4 39.7 30.2 9.5 1.6 7.9
30～49人 64 46.9 34.4 21.9 14.1 0.0 10.9
50～99人 60 55.0 26.7 10.0 13.3 1.7 10.0
100～299人 46 56.5 28.3 32.6 8.7 0.0 0.0
【所在地域】
福島 29 51.7 31.0 13.8 3.4 0.0 20.7
東京 60 45.0 25.0 11.7 8.3 1.7 10.0
長野 73 57.5 38.4 24.7 6.8 1.4 9.6
愛知 31 38.7 29.0 9.7 3.2 0.0 6.5
大阪 35 40.0 17.1 14.3 11.4 0.0 11.4
広島 79 44.3 26.6 25.3 12.7 2.5 12.7
福岡 66 47.0 34.8 25.8 12.1 0.0 10.6
【生産形態】
量産中心 105 38.1 31.4 17.1 11.4 0.0 12.4
多品種少量生産中心 211 49.8 29.9 19.4 7.1 1.4 11.8
試作開発中心 15 73.3 33.3 26.7 0.0 0.0 0.0
【生産活動に携わる基幹的人材】
技能職 306 47.4 30.7 21.6 9.8 1.3 12.4
技術職 57 49.1 22.8 14.0 7.0 0.0 5.3  
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（単位：％）

ｎ 学歴 年齢
これまでの

職歴
家族の状況 その他 無回答

合計 373 15.8 53.6 39.7 16.4 5.1 1.1
【業種】
プラスチック製品製造業 41 4.9 43.9 31.7 19.5 12.2 2.4
鉄鋼業 27 11.1 40.7 40.7 3.7 0.0 0.0
非鉄金属製造業 16 0.0 37.5 18.8 12.5 6.3 0.0
金属製品製造業 120 14.2 54.2 44.2 19.2 3.3 1.7
はん用機械器具製造業 6 16.7 83.3 50.0 33.3 16.7 0.0
生産用機械器具製造業 36 16.7 63.9 44.4 16.7 2.8 0.0
業務用機械器具製造業 16 12.5 43.8 31.3 18.8 12.5 0.0
電子部品・デバイス・電子回路製造業 10 20.0 50.0 30.0 10.0 0.0 0.0
電気機械器具製造業 50 22.0 50.0 40.0 8.0 4.0 0.0
情報通信機械器具製造業 6 33.3 83.3 33.3 33.3 0.0 0.0
輸送用機械器具製造業 39 28.2 69.2 41.0 20.5 2.6 2.6
【従業員数】
4人以下 12 0.0 25.0 33.3 8.3 0.0 8.3
5～9人 42 7.1 42.9 35.7 21.4 4.8 0.0
10～19人 83 12.0 39.8 37.3 14.5 6.0 1.2
20～29人 63 6.3 57.1 36.5 15.9 3.2 0.0
30～49人 64 12.5 53.1 50.0 21.9 3.1 1.6
50～99人 60 23.3 65.0 33.3 15.0 8.3 1.7
100～299人 46 41.3 76.1 45.7 13.0 6.5 0.0
【所在地域】
福島 29 10.3 51.7 24.1 20.7 6.9 0.0
東京 60 13.3 46.7 40.0 15.0 6.7 0.0
長野 73 20.5 53.4 37.0 17.8 2.7 0.0
愛知 31 25.8 67.7 38.7 12.9 3.2 6.5
大阪 35 8.6 48.6 40.0 14.3 5.7 2.9
広島 79 16.5 55.7 48.1 16.5 2.5 1.3
福岡 66 13.6 54.5 39.4 16.7 9.1 0.0
【生産形態】
量産中心 105 18.1 58.1 31.4 16.2 2.9 1.0
多品種少量生産中心 211 16.6 52.1 41.7 14.2 3.3 0.5
試作開発中心 15 6.7 60.0 33.3 13.3 6.7 0.0
【生産活動に携わる基幹的人材】
技能職 306 17.0 55.6 41.5 17.3 4.6 0.3
技術職 57 10.5 40.4 29.8 12.3 5.3 5.3  
注：最近 3 年間に正社員の中途採用を行った 373 社の回答を集計。 

 

 中途採用した正社員の賃金を決めるにあたって「業界の地域相場」を重視しているという

企業に、業界団体が賃金に関するデータを公表しているかどうかをたずねたところ、約 2 割

の企業が「公表している」と回答した（図表２－４－８）。 

 

図表２－４－８ 業界団体が賃金に関するデータを公表しているか（単位：％） 

19.0 78.6 2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

している していない 無回答
 

注：最近 3 年間に正社員の中途採用を行い、かつ中途採用した正社員の賃金決定にあたって「業界
の地域相場」を重視していると答えた 42 社の回答を集計。 
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第３節 正社員の採用活動 

 

１．正社員の採用にあたって重視している点 

回答企業が正社員の採用に当たって重視しているのはどのような点か（図表２－４－９）。

回答が多かったのは、「一般常識」（62.8％）、「職場になじめるかどうか」（62.2％）、「専門的

知識・技能」（58.4％）、でいずれも 6 割前後の企業・法人が挙げている。「資格の有無」を挙

げた企業は約 2 割であった。 

「専門的知識・技能」の回答率は業務用機械器具製造業で他業種よりも高い一方、プラス

チック製品製造業では低い。プラスチック製品製造業では「企画力のあること」の回答率が

他業種に比べてやや高くなっている。また、生産用機械器具製品製造業では「これまでの職

歴」が相対的に高いが、鉄鋼業では低くなっている。従業員規模別に集計してみると、「学歴」

の回答率がより従業員規模の大きい企業において高まる傾向がみられる。所在地域別の集計

では福岡地域の企業で「これまでの職歴」の回答率が 6 割近くに達しているのが目につく。

生産形態別の異同に目を向けると、「資格の有無」の回答率が、量産中心＞多品種少量＞試作 

 

図表２－４－９ 正社員の採用にあたって重視している点 

（単位：％）

ｎ
専門的知
識・技能

一般常識 学歴 年齢
これまで
の職歴

企画力の
あること

資格の有
無

職場にな
じめるか
どうか

転職回数

合計 842 58.4 62.8 6.7 36.1 44.4 15.2 19.6 62.2 43.1
【業種】
プラスチック製品製造業 94 46.8 64.9 6.4 39.4 37.2 25.5 13.8 68.1 43.6
鉄鋼業 57 54.4 66.7 1.8 31.6 33.3 5.3 24.6 56.1 49.1
非鉄金属製造業 36 58.3 58.3 5.6 27.8 52.8 11.1 19.4 63.9 47.2
金属製品製造業 274 54.7 62.8 9.1 37.2 41.6 13.1 23.0 65.0 46.7
はん用機械器具製造業 20 60.0 45.0 0.0 45.0 55.0 5.0 25.0 50.0 25.0
生産用機械器具製造業 73 74.0 67.1 5.5 28.8 57.5 17.8 13.7 64.4 57.5
業務用機械器具製造業 37 78.4 67.6 5.4 35.1 51.4 24.3 24.3 62.2 29.7
電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 42.9 62.9 5.7 25.7 48.6 14.3 14.3 48.6 42.9
電気機械器具製造業 105 65.7 61.0 3.8 38.1 45.7 16.2 13.3 61.9 36.2
情報通信機械器具製造業 16 37.5 56.3 12.5 50.0 31.3 12.5 0.0 62.5 31.3
輸送用機械器具製造業 76 63.2 60.5 6.6 39.5 48.7 13.2 25.0 59.2 30.3
【従業員数】
4人以下 60 46.7 63.3 3.3 26.7 43.3 18.3 25.0 55.0 36.7
5～9人 149 59.7 53.0 2.7 28.9 36.9 17.4 16.1 58.4 45.0
10～19人 228 57.5 65.4 3.5 30.3 36.4 12.3 20.2 64.0 38.6
20～29人 116 56.9 59.5 6.9 38.8 50.9 15.5 14.7 60.3 47.4
30～49人 114 60.5 68.4 5.3 42.1 53.5 16.7 17.5 68.4 49.1
50～99人 93 59.1 63.4 10.8 51.6 49.5 10.8 29.0 60.2 41.9
100～299人 73 65.8 69.9 20.5 42.5 56.2 19.2 17.8 64.4 41.1
【所在地域】
福島 72 47.2 68.1 2.8 33.3 38.9 16.7 19.4 62.5 34.7
東京 155 53.5 58.1 6.5 29.7 36.1 9.7 14.2 58.1 38.7
長野 161 67.7 67.7 6.8 37.9 45.3 21.1 15.5 65.8 49.7
愛知 77 57.1 66.2 10.4 41.6 37.7 14.3 19.5 61.0 35.1
大阪 76 56.6 67.1 6.6 44.7 47.4 17.1 11.8 64.5 51.3
広島 153 56.2 58.2 6.5 35.9 44.4 12.4 26.8 62.1 37.3
福岡 148 62.8 60.8 6.8 35.1 56.8 16.2 26.4 62.2 50.7
【生産形態】
量産中心 225 52.9 68.9 8.4 38.7 43.1 15.6 22.2 66.7 40.4
多品種少量生産中心 478 60.5 61.9 5.4 33.9 45.4 15.9 16.9 64.2 45.8
試作開発中心 34 52.9 52.9 11.8 44.1 44.1 5.9 8.8 47.1 38.2
【生産活動に携わる基幹的人材】
技能職 643 58.5 63.8 6.7 37.2 44.9 13.8 20.2 64.5 44.2
技術職 154 63.6 63.0 7.8 35.1 44.2 17.5 18.2 58.4 40.9  
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開発中心の順に推移しており、1 製品あたりのロット数がより大きいと考えられる生産形態

の企業において、必要性が高まる傾向にある。 

 

２．正社員の求人ルート 

正社員の求人ルート（図表２－４－１０）としては、「ハローワークなどの公的職業紹介

機関から」（77.8％）を挙げる企業が大半を占め、「経営者や従業員の親類縁者・知人の紹介

で」（24.9％）が続く。 

電子部品・デバイス・電子回路製造業では「ホームページ等インターネットで」の回答率

が他業種よりも高い。また、「民間の職業紹介機関から」、「就職合同説明会に参加して」、「学

校訪問等の求人活動で」、「ホームページ等インターネットで」といったルートは、従業員数

が大きくなるほど回答率が高くなっている。 

 

図表２－４－１０ 正社員の求人ルート（複数回答） 
（単位：％）

ｎ
業界団体か
らの斡旋

職能団体か
らの斡旋

民間の職業
紹介機関か

ら

ハローワー
クなどの公
的職業紹介
機関から

職業情報
誌、新聞広
告などの紙

媒体で

経営者や従
業員の親類
縁者・知人
の紹介で

就職合同説
明会に参加

して

学校訪問等
の求人活動

で

合計 842 1.2 2.9 15.0 77.8 14.5 24.9 8.1 14.1

【業種】

プラスチック製品製造業 94 1.1 3.2 14.9 77.7 16.0 23.4 6.4 10.6

鉄鋼業 57 0.0 7.0 15.8 70.2 10.5 26.3 7.0 12.3

非鉄金属製造業 36 0.0 2.8 5.6 77.8 16.7 19.4 0.0 5.6

金属製品製造業 274 2.2 3.6 16.1 80.3 15.0 28.1 9.1 14.2

はん用機械器具製造業 20 0.0 0.0 10.0 90.0 5.0 35.0 15.0 30.0

生産用機械器具製造業 73 1.4 0.0 11.0 79.5 15.1 24.7 15.1 12.3

業務用機械器具製造業 37 2.7 2.7 10.8 83.8 13.5 21.6 8.1 10.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 0.0 2.9 17.1 71.4 17.1 14.3 5.7 22.9

電気機械器具製造業 105 1.0 0.0 17.1 78.1 18.1 24.8 7.6 15.2

情報通信機械器具製造業 16 0.0 12.5 31.3 87.5 18.8 12.5 0.0 12.5

輸送用機械器具製造業 76 0.0 2.6 14.5 71.1 5.3 25.0 7.9 14.5

【従業員数】

4人以下 60 0.0 0.0 3.3 61.7 13.3 30.0 0.0 3.3

5～9人 149 1.3 1.3 6.7 61.1 13.4 22.1 1.3 4.0

10～19人 228 1.8 3.5 11.0 82.5 11.0 25.9 1.8 7.5

20～29人 116 0.0 4.3 10.3 85.3 13.8 24.1 6.0 7.8

30～49人 114 1.8 1.8 20.2 87.7 16.7 30.7 14.9 19.3

50～99人 93 2.2 6.5 26.9 84.9 18.3 20.4 12.9 26.9

100～299人 73 0.0 1.4 38.4 75.3 19.2 21.9 31.5 47.9

【所在地域】

福島 72 0.0 4.2 5.6 77.8 12.5 26.4 5.6 20.8

東京 155 1.9 2.6 14.2 70.3 22.6 18.1 4.5 9.7

長野 161 1.9 4.3 18.0 86.3 9.9 23.6 12.4 11.2

愛知 77 2.6 2.6 19.5 74.0 14.3 31.2 6.5 14.3

大阪 76 0.0 1.3 15.8 76.3 15.8 21.1 5.3 13.2

広島 153 0.7 2.6 8.5 85.0 5.9 30.7 13.1 19.6

福岡 148 0.7 2.0 20.9 71.6 20.3 25.7 5.4 13.5

【生産形態】

量産中心 225 1.3 2.7 14.2 80.0 12.4 20.4 7.6 14.7

多品種少量生産中心 478 0.8 3.3 15.5 78.7 15.1 25.3 8.4 14.0

試作開発中心 34 2.9 5.9 17.6 76.5 17.6 23.5 11.8 11.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 1.2 3.3 15.9 80.1 13.8 26.1 8.7 15.4

技術職 154 0.6 1.3 11.7 72.1 20.1 24.7 6.5 12.3  
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（単位：％）

ｎ
ホームペー

ジ等イン
ターネットで

取引先の紹
介で

同業他社の
紹介で

出向者に転
籍しても
らって

親会社や関
連会社の紹

介で
その他 無回答

合計 842 7.8 9.0 7.7 2.4 5.0 2.5 2.7

【業種】

プラスチック製品製造業 94 3.2 12.8 10.6 2.1 7.4 1.1 2.1

鉄鋼業 57 5.3 7.0 12.3 0.0 5.3 3.5 5.3

非鉄金属製造業 36 0.0 2.8 5.6 0.0 5.6 8.3 2.8

金属製品製造業 274 7.3 10.9 9.1 3.3 4.4 1.8 2.2

はん用機械器具製造業 20 15.0 20.0 5.0 0.0 5.0 0.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 6.8 9.6 6.8 4.1 4.1 2.7 2.7

業務用機械器具製造業 37 13.5 2.7 0.0 0.0 2.7 0.0 2.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 20.0 8.6 11.4 0.0 5.7 2.9 8.6

電気機械器具製造業 105 8.6 9.5 5.7 0.0 2.9 2.9 1.9

情報通信機械器具製造業 16 18.8 0.0 0.0 0.0 6.3 0.0 6.3

輸送用機械器具製造業 76 9.2 5.3 5.3 7.9 9.2 5.3 2.6

【従業員数】

4人以下 60 1.7 6.7 11.7 0.0 0.0 5.0 8.3

5～9人 149 1.3 16.8 11.4 2.7 6.0 2.7 4.7

10～19人 228 1.8 10.1 6.1 0.9 4.4 3.1 2.6

20～29人 116 7.8 6.9 9.5 0.9 5.2 1.7 1.7

30～49人 114 7.9 2.6 8.8 2.6 8.8 1.8 0.0

50～99人 93 19.4 5.4 1.1 4.3 4.3 2.2 2.2

100～299人 73 28.8 8.2 5.5 6.8 4.1 1.4 1.4

【所在地域】

福島 72 6.9 6.9 5.6 5.6 6.9 5.6 1.4

東京 155 6.5 5.2 8.4 0.6 2.6 3.2 5.2

長野 161 10.6 9.3 5.0 2.5 6.2 1.2 1.9

愛知 77 7.8 11.7 7.8 2.6 7.8 2.6 1.3

大阪 76 7.9 6.6 5.3 0.0 5.3 7.9 3.9

広島 153 7.8 10.5 6.5 2.6 5.9 0.0 2.0

福岡 148 6.8 12.2 13.5 3.4 2.7 1.4 2.7

【生産形態】

量産中心 225 8.0 8.4 8.0 3.6 6.2 2.7 2.7

多品種少量生産中心 478 7.5 9.8 7.7 1.9 4.6 2.1 2.1

試作開発中心 34 8.8 5.9 8.8 0.0 8.8 2.9 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 7.9 9.0 7.0 2.8 4.2 2.3 2.0

技術職 154 9.1 9.1 11.7 1.3 7.8 2.6 2.6  

 

第４節 正社員の定着状況と定着を高めるための取組み 

 

１．正社員の定着状況 

 最近 3 年間に採用した正社員の定着状況について、新規学卒の採用の場合と中途採用の場

合に分けてたずねてみた。新規学卒の正社員の場合は、従業員規模が小さい企業ほど「いな

い」という回答の割合が増加し、「良い」、「やや良い」という回答の割合が低下する（図表２

－４－１１）。また、「いない」と回答した企業あるいは無回答の企業を除いた企業の中で、

「良い」と答えた比率を算出してみたところ回答企業全体では 48.0％（＝ 14.4÷

（100.0-59.7-10.3）×100、以下同様）、生産用機械製造業（68.7％）では他の業種に比べて

高い一方、鉄鋼業（36.4％）では低くなっている。また、5～9 人では 33.3％にとどまるのに

対し、100～299 人の企業では 60.0％に達する。所在地域別に集計してみたところ、愛知地域

の企業は 59.3％と比較的高く、反面福岡地域（40.4％）、東京地域（40.6％）の企業では「良

い」の占める比率が低い。生産形態別に集計すると、量産中心、多品種少量生産中心ではい
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ずれも 50％前後であるのに対し、試作開発中心では 75.0％に上る。 

   

図表２－４－１１ 新卒で採用した正社員の定着状況 

（単位：％）

ｎ 良い やや良い
どちらとも
言えない

やや悪い 悪い いない 無回答

合計 842 14.4 8.3 4.0 1.2 2.0 59.7 10.3

【業種】

プラスチック製品製造業 94 12.8 9.6 1.1 0.0 3.2 60.6 12.8

鉄鋼業 57 15.8 7.0 10.5 1.8 1.8 54.4 8.8

非鉄金属製造業 36 11.1 13.9 2.8 0.0 2.8 61.1 8.3

金属製品製造業 274 13.9 8.0 2.6 2.6 1.5 60.2 11.3

はん用機械器具製造業 20 20.0 15.0 5.0 0.0 5.0 45.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 15.1 1.4 2.7 1.4 1.4 67.1 11.0

業務用機械器具製造業 37 21.6 10.8 5.4 0.0 2.7 48.6 10.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 14.3 8.6 8.6 0.0 2.9 62.9 2.9

電気機械器具製造業 105 13.3 8.6 6.7 1.0 1.0 61.0 8.6

情報通信機械器具製造業 16 12.5 0.0 6.3 0.0 6.3 68.8 6.3

輸送用機械器具製造業 76 15.8 7.9 2.6 0.0 2.6 57.9 13.2

【従業員数】

4人以下 60 6.7 3.3 3.3 0.0 1.7 80.0 5.0

5～9人 149 3.4 2.0 4.7 0.0 0.0 78.5 11.4

10～19人 228 8.3 3.9 0.9 0.4 1.8 73.2 11.4

20～29人 116 11.2 5.2 4.3 0.0 5.2 58.6 15.5

30～49人 114 19.3 11.4 5.3 2.6 1.8 48.2 11.4

50～99人 93 25.8 18.3 8.6 5.4 3.2 31.2 7.5

100～299人 73 45.2 23.3 4.1 1.4 1.4 20.5 4.1

【所在地域】

福島 72 20.8 9.7 4.2 0.0 1.4 56.9 6.9

東京 155 8.4 6.5 3.9 0.6 1.3 65.8 13.5

長野 161 17.4 7.5 3.1 1.9 1.2 59.6 9.3

愛知 77 20.8 7.8 2.6 2.6 1.3 51.9 13.0

大阪 76 9.2 9.2 2.6 2.6 61.8 14.5

広島 153 15.0 9.2 6.5 0.7 2.6 55.6 10.5

福岡 148 12.8 9.5 5.4 0.7 3.4 62.2 6.1

【生産形態】

量産中心 225 15.6 8.4 4.0 1.3 1.8 57.3 11.6

多品種少量生産中心 478 14.0 8.6 3.8 1.0 2.3 59.8 10.5

試作開発中心 34 17.6 2.9 0.0 2.9 0.0 61.8 14.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 14.3 9.0 4.0 1.6 1.9 59.7 9.5

技術職 154 15.6 6.5 4.5 0.0 3.2 57.8 12.3  
 

最近 3 年間に中途採用した正社員についても同様に定着状況をたずねてみたところ（図表

２－４－１２）、従業員規模のより大きい企業・法人ほど、「いない」の回答率が低下し、「良

い」の回答率が高まる。これも新規学卒採用の正社員と同じく、「いない」と回答した企業と

無回答の企業を除く企業の中で「良い」と回答した企業の比率がどの程度かを算出してみた

ところ、回答企業全体では 40.9％（＝23.4÷（100.0-40.0-2.3）×100、以下同様）である。

この回答企業全体の数字と比べて高かったのは、輸送用機械具製造業（54.0％）、長野地域

（52.1％）の企業における集計結果であった。 
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図表２－４－１２ 中途採用した正社員の定着状況 

（単位：％）

ｎ 良い やや良い
どちらとも
言えない

やや悪い 悪い いない 無回答

合計 842 23.4 17.2 9.5 4.3 2.9 40.5 2.3

【業種】

プラスチック製品製造業 94 23.4 12.8 7.4 2.1 6.4 45.7 2.1

鉄鋼業 57 26.3 19.3 10.5 5.3 0.0 36.8 1.8

非鉄金属製造業 36 19.4 13.9 8.3 13.9 0.0 41.7 2.8

金属製品製造業 274 23.0 18.6 9.9 5.5 2.6 38.0 2.6

はん用機械器具製造業 20 30.0 15.0 10.0 0.0 0.0 40.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 19.2 16.4 12.3 2.7 5.5 41.1 2.7

業務用機械器具製造業 37 21.6 18.9 16.2 0.0 2.7 40.5 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 14.3 8.6 14.3 0.0 5.7 54.3 2.9

電気機械器具製造業 105 20.0 20.0 10.5 3.8 1.9 41.9 1.9

情報通信機械器具製造業 16 25.0 18.8 0.0 0.0 0.0 50.0 6.3

輸送用機械器具製造業 76 35.5 18.4 5.3 5.3 1.3 34.2 0.0

【従業員数】

4人以下 60 10.0 8.3 10.0 5.0 1.7 63.3 1.7

5～9人 149 16.1 10.7 4.0 2.0 4.7 59.7 2.7

10～19人 228 22.8 11.8 9.2 3.5 2.2 48.7 1.8

20～29人 116 22.4 22.4 12.9 3.4 2.6 32.8 3.4

30～49人 114 28.9 21.1 11.4 7.0 5.3 26.3 0.0

50～99人 93 30.1 24.7 15.1 7.5 2.2 17.2 3.2

100～299人 73 35.6 30.1 6.8 4.1 0.0 19.2 4.1

【所在地域】

福島 72 18.1 12.5 9.7 4.2 1.4 50.0 4.2

東京 155 19.4 14.8 13.5 1.3 2.6 45.2 3.2

長野 161 31.1 14.9 5.6 4.3 3.7 39.1 1.2

愛知 77 23.4 15.6 13.0 5.2 2.6 36.4 3.9

大阪 76 19.7 22.4 9.2 3.9 2.6 42.1 0.0

広島 153 26.1 20.3 11.1 6.5 1.3 33.3 1.3

福岡 148 20.9 19.6 6.1 4.7 4.7 41.2 2.7

【生産形態】

量産中心 225 20.4 19.1 10.7 4.4 1.8 40.0 3.6

多品種少量生産中心 478 23.4 17.4 8.4 4.6 3.8 40.8 1.7

試作開発中心 34 29.4 11.8 14.7 2.9 2.9 38.2 0.0

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 24.3 17.7 9.3 4.8 2.3 39.7 1.9

技術職 154 21.4 17.5 9.7 2.6 5.2 41.6 1.9  
 

２．正社員の定着を高めるための取組み 

 正社員の定着を高めるために重視している取組み（図表２－４－１３）として比較的多く

の企業が挙げたのは、「職場の人間関係を良くする」（46.9％）、「会社の経営方針や経営戦略

を従業員に明確に示す」（35.6％）、「個人の能力を処遇に反映」（35.5％）、「快適な職場環境

の提供」（34.4％）といった取り組みであった。「特に重視している取組みはない」という企

業・法人は 10.6％にとどまる。 

業種別にみてみると、鉄鋼業で「賃金水準を高める」の、電子部品・デバイス・電子回路

製造業で「仕事の裁量性を高める」の回答率が、他業種に比べて高くなっている。従業員規

模との関連をみてみると、「会社の経営方針や経営戦略を従業員に明確に示す」「能力開発・

教育訓練」は、従業員数が増えるに従って回答率が高まる傾向にある。所在地域別の集計で

は、愛知地域の企業で「賃金水準を高める」の、福島地域の企業で「福利厚生の充実」の回
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答率が相対的に高い。生産形態別に集計してみたところ、「会社の経営方針や経営戦略を従業

員に明確に示す」の回答率が、量産中心の企業と試作開発中心の企業の間でやや差があるの

が目につく。 

 

図表２－４－１３ 正社員の定着を高めるための取組み（複数回答） 
（単位：％）

ｎ
賃金水準を

高める

仕事の裁
量性を高め

る

個人の成
果を処遇に

反映

個人の能
力を処遇に

反映

会社の経
営方針や

経営戦略を
従業員に

明確に示す

職場の人
間関係を良

くする

能力開発・
教育訓練

快適な職場
環境の提

供

合計 842 24.6 15.0 27.6 35.5 35.6 46.9 28.1 34.4

【業種】

プラスチック製品製造業 94 21.3 17.0 29.8 41.5 42.6 53.2 33.0 31.9

鉄鋼業 57 33.3 7.0 24.6 28.1 33.3 52.6 31.6 33.3

非鉄金属製造業 36 19.4 8.3 22.2 30.6 27.8 38.9 30.6 30.6

金属製品製造業 274 24.8 14.6 25.2 34.3 37.6 46.4 31.4 35.8

はん用機械器具製造業 20 20.0 15.0 15.0 30.0 25.0 60.0 25.0 50.0

生産用機械器具製造業 73 24.7 16.4 28.8 43.8 37.0 53.4 30.1 32.9

業務用機械器具製造業 37 29.7 10.8 35.1 48.6 35.1 37.8 27.0 27.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 11.4 28.6 28.6 25.7 40.0 40.0 22.9 34.3

電気機械器具製造業 105 19.0 21.9 33.3 38.1 35.2 40.0 21.9 31.4

情報通信機械器具製造業 16 18.8 6.3 31.3 18.8 18.8 43.8 18.8 43.8

輸送用機械器具製造業 76 31.6 9.2 23.7 35.5 27.6 50.0 22.4 35.5

【従業員数】

4人以下 60 35.0 8.3 18.3 31.7 18.3 38.3 21.7 26.7

5～9人 149 22.8 18.1 23.5 30.9 25.5 47.0 18.1 30.2

10～19人 228 23.2 15.4 26.3 33.8 27.6 43.9 19.7 32.5

20～29人 116 19.8 16.4 33.6 43.1 41.4 52.6 35.3 31.0

30～49人 114 28.1 10.5 23.7 38.6 43.9 50.0 34.2 42.1

50～99人 93 22.6 10.8 28.0 32.3 54.8 46.2 36.6 34.4

100～299人 73 28.8 21.9 38.4 38.4 50.7 50.7 45.2 47.9

【所在地域】

福島 72 19.4 20.8 34.7 40.3 43.1 52.8 29.2 36.1

東京 155 21.9 19.4 22.6 29.7 31.6 40.6 19.4 29.0

長野 161 19.3 20.5 34.2 37.3 39.1 47.8 34.2 35.4

愛知 77 36.4 11.7 29.9 32.5 32.5 50.6 24.7 40.3

大阪 76 21.1 11.8 27.6 28.9 38.2 44.7 28.9 32.9

広島 153 30.7 11.8 28.8 39.9 33.3 49.0 34.0 38.6

福岡 148 25.0 8.1 19.6 37.8 35.1 46.6 25.7 31.8

【生産形態】

量産中心 225 21.8 13.3 28.0 35.6 42.2 52.0 28.0 36.9

多品種少量生産中心 478 25.3 17.2 28.0 36.4 34.3 45.4 28.2 33.7

試作開発中心 34 26.5 20.6 20.6 32.4 29.4 35.3 32.4 35.3

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 24.3 16.0 28.1 37.0 37.0 47.0 29.9 36.1

技術職 154 24.7 12.3 26.6 31.8 34.4 48.1 25.3 30.5  
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（単位：％）

ｎ

社員の家
庭生活（育
児・介護な
ど）への配

慮

福利厚生
の充実

労働時間
の短縮

苦情処理
機関の設
置・充実

その他
特に重視し
ている取組
みはない

無回答

合計 842 14.1 17.7 14.3 2.0 1.2 10.6 2.7

【業種】

プラスチック製品製造業 94 13.8 14.9 16.0 3.2 1.1 7.4 4.3

鉄鋼業 57 10.5 28.1 22.8 0.0 0.0 8.8 0.0

非鉄金属製造業 36 11.1 13.9 25.0 0.0 0.0 16.7 5.6

金属製品製造業 274 14.2 19.3 10.2 2.6 1.1 10.6 1.5

はん用機械器具製造業 20 10.0 30.0 20.0 0.0 0.0 5.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 12.3 11.0 11.0 0.0 1.4 11.0 1.4

業務用機械器具製造業 37 21.6 27.0 18.9 2.7 0.0 21.6 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 17.1 11.4 14.3 2.9 2.9 14.3 8.6

電気機械器具製造業 105 16.2 15.2 10.5 3.8 2.9 11.4 3.8

情報通信機械器具製造業 16 6.3 12.5 18.8 0.0 0.0 12.5 6.3

輸送用機械器具製造業 76 15.8 15.8 14.5 1.3 1.3 5.3 3.9

【従業員数】

4人以下 60 13.3 13.3 25.0 1.7 1.7 11.7 8.3

5～9人 149 15.4 20.1 14.1 0.7 0.7 13.4 3.4

10～19人 228 13.2 14.5 14.9 1.8 1.3 14.9 2.6

20～29人 116 16.4 19.8 13.8 0.9 0.9 6.9 1.7

30～49人 114 9.6 15.8 14.0 1.8 1.8 3.5 1.8

50～99人 93 10.8 20.4 8.6 3.2 1.1 9.7 1.1

100～299人 73 21.9 20.5 11.0 5.5 1.4 8.2 2.7

【所在地域】

福島 72 12.5 27.8 16.7 2.8 0.0 11.1 0.0

東京 155 11.0 16.1 12.9 1.3 3.2 14.8 6.5

長野 161 15.5 9.9 7.5 2.5 1.2 9.3 1.9

愛知 77 18.2 18.2 20.8 3.9 1.3 7.8 1.3

大阪 76 17.1 14.5 22.4 0.0 0.0 9.2 1.3

広島 153 15.0 24.8 13.1 2.0 0.0 6.5 3.9

福岡 148 12.2 16.9 15.5 2.0 1.4 13.5 1.4

【生産形態】

量産中心 225 13.8 18.7 10.7 4.4 0.4 11.6 4.0

多品種少量生産中心 478 12.8 17.8 16.7 1.5 1.7 8.8 1.7

試作開発中心 34 8.8 20.6 8.8 0.0 0.0 11.8 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 14.8 18.5 14.0 2.3 1.2 10.1 1.6

技術職 154 10.4 14.9 15.6 1.3 1.3 11.7 3.9  

 

第５節 人事管理上の取組み 

 

現在実施している人事管理上の取組み（図表２－４－１４）をたずねたところ、実施して

いる企業・法人が最も多かったのは「定年到達者のうち希望した者全員の再雇用」（45.5％）、

次いで多いのが「61 歳以上への定年延長」（36.6％）で、以下、「定期昇給制度」（34.9％）、

「賃金表の作成」（26.7％）と続く。中小製造業においては、高齢従業員の確保に向けた取組

みが比較的盛んであることがわかる。 

「賃金表の作成」、「定期昇給制度」、「目標管理制度」、「従業員持ち株制度」、「1 年を超え

る育児休業」、「定年到達者のうち希望した者全員の再雇用」を行う割合は、従業員規模のよ

り大きい企業ほど高まる。業種別に集計してみると、業務用機械器具製造業で「定期昇給制

度」の実施率が 5 割を超え、他業種の企業よりも高くなっている。生産形態別にみたところ、
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試作開発中心の企業では「定年到達者のうち希望した者全員の再雇用」、「61 歳以上への定年

延長」の実施率が他の生産形態の企業に比べて目立って低く、基幹的人材の別で比べてみる

と、「定年到達者のうち希望した者全員の再雇用」の実施率に差がみられる。 

 

図表２－４－１４ 現在実施している人事管理上の取組み（複数回答） 

（単位：％）

ｎ
賃金表の

作成
定期昇給

制度
目標管理

制度
従業員持
ち株制度

年俸制

フレックス
タイム制や
裁量労働

制などの柔
軟な労働
時間制度

短時間勤
務制度

合計 833 26.7 34.9 11.8 6.1 3.6 5.9 6.2

【業種】

プラスチック製品製造業 94 30.9 28.7 16.0 8.5 6.4 10.6 6.4

鉄鋼業 57 35.1 31.6 5.3 1.8 0.0 0.0 3.5

非鉄金属製造業 36 30.6 47.2 11.1 0.0 5.6 0.0 5.6

金属製品製造業 274 23.4 33.9 9.9 5.1 2.6 5.8 6.6

はん用機械器具製造業 20 15.0 55.0 10.0 20.0 5.0 0.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 30.1 35.6 8.2 8.2 2.7 2.7 4.1

業務用機械器具製造業 37 27.0 51.4 5.4 2.7 8.1 16.2 2.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 25.7 25.7 14.3 8.6 8.6 5.7 14.3

電気機械器具製造業 105 24.8 29.5 20.0 6.7 3.8 8.6 5.7

情報通信機械器具製造業 16 25.0 31.3 6.3 6.3 0.0 18.8 0.0

輸送用機械器具製造業 76 26.3 43.4 14.5 6.6 2.6 1.3 7.9

【従業員数】

4人以下 60 20.0 28.3 3.3 1.7 1.7 3.3 5.0

5～9人 149 18.8 24.8 7.4 0.7 0.7 5.4 4.7

10～19人 228 22.8 26.3 3.9 3.1 1.8 6.1 2.2

20～29人 116 25.0 38.8 9.5 4.3 5.2 7.8 8.6

30～49人 114 24.6 40.4 9.6 3.5 4.4 5.3 5.3

50～99人 93 36.6 45.2 21.5 10.8 4.3 2.2 6.5

100～299人 73 54.8 58.9 42.5 28.8 12.3 11.0 17.8

【所在地域】

福島 72 31.9 27.8 19.4 4.2 1.4 12.5 6.9

東京 155 30.3 38.1 10.3 6.5 6.5 4.5 4.5

長野 161 26.7 31.7 13.7 8.1 3.1 8.7 7.5

愛知 77 18.2 37.7 11.7 3.9 7.8 5.2 6.5

大阪 76 23.7 39.5 10.5 9.2 1.3 5.3 5.3

広島 153 25.5 33.3 5.9 5.2 2.0 5.2 5.2

福岡 148 27.7 36.5 14.2 4.7 2.7 2.7 7.4

【生産形態】

量産中心 225 30.2 36.0 16.9 6.2 3.1 5.8 6.7

多品種少量生産中心 478 25.1 34.3 9.2 6.1 2.7 6.1 6.9

試作開発中心 34 29.4 41.2 11.8 2.9 11.8 2.9 0.0

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 27.4 36.2 11.5 6.4 3.3 5.6 5.6

技術職 154 26.0 30.5 13.6 6.5 5.2 6.5 7.1  
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（単位：％）

ｎ
在宅勤務

制度

1年を超え
る育児休

業

3か月を超
える介護休

業

定年到達
者のうち希
望した者全
員の再雇

用

61歳以上
への定年

延長

1～12のよ
うな取組み
は実施して

いない

無回答

合計 833 0.6 11.2 6.3 45.5 36.6 11.9 3.2

【業種】

プラスチック製品製造業 94 1.1 13.8 4.3 40.4 28.7 14.9 3.2

鉄鋼業 57 0.0 12.3 5.3 54.4 47.4 7.0 1.8

非鉄金属製造業 36 0.0 2.8 2.8 30.6 52.8 19.4 2.8

金属製品製造業 274 1.1 10.6 6.2 46.7 43.8 10.2 2.9

はん用機械器具製造業 20 0.0 5.0 5.0 60.0 40.0 10.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 0.0 15.1 6.8 52.1 35.6 9.6 1.4

業務用機械器具製造業 37 0.0 10.8 5.4 51.4 37.8 8.1 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 0.0 14.3 8.6 28.6 11.4 14.3 20.0

電気機械器具製造業 105 0.0 7.6 3.8 38.1 30.5 17.1 2.9

情報通信機械器具製造業 16 0.0 12.5 25.0 62.5 31.3 6.3 0.0

輸送用機械器具製造業 76 1.3 15.8 10.5 51.3 34.2 9.2 1.3

【従業員数】

4人以下 60 0.0 1.7 0.0 23.3 35.0 25.0 8.3

5～9人 149 0.7 5.4 2.7 30.9 37.6 18.8 6.0

10～19人 228 0.0 5.7 2.2 41.2 46.5 11.0 3.5

20～29人 116 0.9 10.3 7.8 53.4 37.1 12.1 0.9

30～49人 114 1.8 13.2 7.0 57.9 41.2 7.0 0.0

50～99人 93 0.0 18.3 7.5 58.1 24.7 5.4 1.1

100～299人 73 1.4 37.0 26.0 58.9 13.7 2.7 2.7

【所在地域】

福島 72 1.4 13.9 4.2 38.9 29.2 16.7 6.9

東京 155 0.6 6.5 2.6 43.9 36.1 12.3 5.8

長野 161 0.6 17.4 13.0 46.6 34.8 14.3 1.9

愛知 77 1.3 11.7 7.8 46.8 41.6 9.1 2.6

大阪 76 0.0 7.9 7.9 48.7 28.9 11.8 2.6

広島 153 0.7 10.5 4.6 47.1 47.1 9.2 2.6

福岡 148 0.0 10.1 4.1 45.3 33.1 10.8 1.4

【生産形態】

量産中心 225 0.4 13.3 7.1 41.3 40.4 10.2 3.1

多品種少量生産中心 478 0.6 10.0 6.1 50.6 37.0 11.1 2.5

試作開発中心 34 2.9 8.8 2.9 26.5 23.5 20.6 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 0.8 12.1 7.0 49.1 36.7 10.6 2.3

技術職 154 0.0 8.4 4.5 35.1 36.4 15.6 4.5  

 

第６節 従業員に対する見方 

 

回答企業は自社の従業員をどのように見ているか。「会社とは単に雇われている関係であ

ると考える従業員が多い」、「会社を、腕を磨き自分を鍛える場であると考える従業員が多い」、

「自分の私生活を多少犠牲にすることもやむを得ないと考える従業員が多い」、「従業員の間

での能力のバラツキが大きい」の 4 項目について、「そう思う」「どちらかというとそう思う」、

「どちらとも言えない」、「どちらかというとそう思わない」、「そう思わない」という 5 つの

選択肢でたずねた。図表２－４－１５は、各項目について「そう思う」と「どちらかという
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とそう思う」と答えた企業の比率を整理したものである。 

 回答企業全体でみると、「従業員の間での能力のバラツキが大きい」と考える企業が 55.6％

と最も多く、「自分の私生活を多少犠牲にすることもやむを得ないと考える従業員が多い」、

「会社を、腕を磨き自分を鍛える場であると考える従業員が多い」、「会社とは単に雇われて

いる関係であると考える従業員が多い」はいずれも 3 割前後の回答率となっている。100 人

未満の企業をみると、「従業員の間での能力のバラツキが大きい」と考える比率は従業員規模

がより大きい企業ほど高まる。また福島地域の企業では「従業員の間での能力のバラツキが

大きい」の比率が、福岡地域の企業では「自分の私生活を多少犠牲にすることもやむを得な

いと考える従業員が多い」の比率が他地域の企業に比べて低くなっている。 

 

図表２－４－１５ 従業員に対する見方 

（単位：％）

ｎ

会社とは単に雇
われているだけ
の関係であると
考える従業員が

多い

会社を、腕を磨
き、自分を鍛え
る場であると考
える従業員が多

い

自分の私生活を
多少犠牲にする
こともやむを得
ないと考える従

業員が多い

従業員の間で能
力のバラツキが

大きい

合計 842 29.8 28.3 31.7 55.6

【業種】

プラスチック製品製造業 94 28.7 24.5 34.0 55.3

鉄鋼業 57 33.3 33.3 29.8 43.9

非鉄金属製造業 36 33.3 36.1 30.6 52.8

金属製品製造業 274 30.7 30.7 29.2 61.3

はん用機械器具製造業 20 20.0 15.0 50.0 55.0

生産用機械器具製造業 73 35.6 35.6 41.1 58.9

業務用機械器具製造業 37 29.7 29.7 35.1 37.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 25.7 22.9 31.4 40.0

電気機械器具製造業 105 33.3 25.7 31.4 60.0

情報通信機械器具製造業 16 25.0 12.5 31.3 62.5

輸送用機械器具製造業 76 21.1 21.1 25.0 56.6

【従業員数】

4人以下 60 31.7 18.3 26.7 36.7

5～9人 149 20.1 32.9 33.6 38.3

10～19人 228 36.8 28.1 32.5 55.3

20～29人 116 34.5 31.0 37.1 61.2

30～49人 114 28.9 29.8 32.5 71.1

50～99人 93 31.2 23.7 30.1 68.8

100～299人 73 21.9 30.1 23.3 57.5

【所在地域】

福島 72 33.3 20.8 31.9 44.4

東京 155 27.7 27.1 32.3 52.3

長野 161 26.1 30.4 42.2 57.1

愛知 77 26.0 28.6 24.7 59.7

大阪 76 28.9 36.8 34.2 48.7

広島 153 35.9 26.1 32.0 63.4

福岡 148 30.4 28.4 21.6 56.1

【生産形態】

量産中心 225 26.7 27.6 28.4 55.1

多品種少量生産中心 478 30.5 28.7 33.1 60.0

試作開発中心 34 26.5 26.5 29.4 50.0

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 31.1 27.1 30.6 57.9

技術職 154 27.9 36.4 37.0 51.9  
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第５章 基幹的職種に従事する人材に関わるマネジメント 

 

第１節 基幹的職種 

 

今回のアンケート調査では、回答企業の基幹的職種を、生産工程に関わる「技能職（＝加

工、組立などものの製造に直接担当している人材）」と「技術職（＝設計、生産・品質管理、

研究開発などの業務に従事している人材）」のいずれかに該当するものと捉えた。アンケート

調査では各企業にそれぞれの職種の人数をたずね、より人数の多い職種（人数が同数の場合

は、今後人数が多くなる見込みがあると企業が回答した職種）をその企業の基幹的職種とし

ている。回答企業のうち、「技能職」が基幹的職種である企業は 76.4％、「技術職」が基幹的

職種である企業は 18.3％であった（図表２－５－１）。 

 

図表２－５－１ 基幹的職種 

（単位：％）

ｎ 技能職 技術職 不明

合計 842 76.4 18.3 5.3

【業種】

プラスチック製品製造業 94 76.6 17.0 6.4

鉄鋼業 57 89.5 10.5 0.0

非鉄金属製造業 36 72.2 19.4 8.3

金属製品製造業 274 83.2 13.1 3.6

はん用機械器具製造業 20 75.0 25.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 71.2 21.9 6.8

業務用機械器具製造業 37 78.4 13.5 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 65.7 22.9 11.4

電気機械器具製造業 105 64.8 30.5 4.8

情報通信機械器具製造業 16 68.8 25.0 6.3

輸送用機械器具製造業 76 78.9 15.8 5.3

【従業員数】

4人以下 60 65.0 26.7 8.3

5～9人 149 71.8 21.5 6.7

10～19人 228 73.2 21.5 5.3

20～29人 116 75.0 19.0 6.0

30～49人 114 86.8 11.4 1.8

50～99人 93 84.9 10.8 4.3

100～299人 73 82.2 13.7 4.1

【所在地域】

福島 72 73.6 20.8 5.6

東京 155 78.7 14.8 6.5

長野 161 74.5 21.1 4.3

愛知 77 75.3 16.9 7.8

大阪 76 64.5 31.6 3.9

広島 153 88.9 7.8 3.3

福岡 148 70.9 22.3 6.8

【生産形態】

量産中心 225 80.4 14.7 4.9

多品種少量生産中心 478 80.8 15.1 4.2

試作開発中心 34 44.1 47.1 8.8  
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基幹的職種が「技能職」という企業の割合が相対的に高いのは鉄鋼業で、一方、電気機械

器具製造業は「技術職」が基幹的職種である企業の割合が 3 割を超える。また従業員規模が

より大きいほど、「技能職」を基幹的職種としている企業の割合が高まる。 

所在地域別の集計では広島地域の企業で「技能職」、大阪地域の企業で「技術職」を基幹

的職種とする割合がそれぞれ他地域に比べて高い。生産形態別にみると、試作開発中心の企

業では「技術職」を基幹的職種とする企業が半数弱あり、他の形態の 3 倍以上の割合となっ

ている。 

基幹的職種が技能職である企業がその技能職に求める知識・技能をみると（図表２－５－

２）、「生産工程を合理化する知識・技能」を求めるところが最も多く、以下、「高度に卓越し

た熟練技能」、「品質管理や検査・試験の知識・技能」と続く。高品質につながるための熟練

技能や品質管理などの知識・技能とともに、より効率的な生産体制を実現するための知識・

技能に対するニーズが高い。 

 一方、基幹的職種が技術職の企業が技術職に求めている知識・能力（図表２－５－２）と

して比較的回答が多いのは、「特定の技術に関する高度な専門知識」、「複数の技術に関する幅

広い知識」、「ニーズ調査・分析などを通じてユーザーニーズを的確に把握し、それを製品設

計化する能力」などである。技術的知識に加え、顧客の獲得・維持につながる能力が重要視

されていることがうかがえる。 

 

図表２－５－２ 基幹的職種に従事している人材に求める知識・技能 

（単位：％）

① 生産工程を合理化する知識・技能 37.3 特定の技術に関する高度な専門知識 32.5

② 高度に卓越した熟練技能 35.3 複数の技術に関する幅広い知識 31.8

③ 品質管理や検査・試験の知識・技能 28.0
ニーズ調査・分析などを通じてユーザーニーズを
的確に把握し、それを製品設計化する能力

29.2

④ 組立て・調整の技能 26.6 加工・組立に関する知識 20.8

⑤ 設備の保全や改善の知識・技能 23.0
製品の企画・構想段階から問題点を提案し、改
善提案を行うコンサルティング能力

18.8

技能職に必要な知識・技能 技術職に必要な知識

 

 

第２節 基幹的人材に求められる仕事上の能力の「見える」化 

 

基幹的人材（基礎的職種に従事している人材）に求められる仕事上の能力を、明確にして

いるかどうかを見ると、「非常に明確にしている」という回答が 15.8％、「やや明確にしてい

る」という回答が 35.3％であり、約半数の企業が、基幹的人材の仕事上の能力を明確にして

いると認識している。業種別に見ると、業務用機械器具製造業（「明確にしている」＋「やや
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明確にしている」の割合・62.1％）鉄鋼業（同・61.4％）で、他の業種よりも高く、逆に電

子部品・デバイス・電子回路製造業（同・34.3％）ではかなり低くなっている。その他のク

ロス集計では、企業の特性による目立った相違は見られない。 

 

図表２－５－３ 基幹的人材に求められる能力の「見える」化 

（単位：％）

ｎ
非常に明確
にしている

やや明確に
している

どちらとも
言えない

あまり明確
にしていな

い

明確にして
いない

無回答

合計 842 15.8 35.3 27.3 10.0 9.1 2.5

【業種】

プラスチック製品製造業 94 22.3 30.9 21.3 9.6 11.7 4.3

鉄鋼業 57 14.0 47.4 21.1 7.0 8.8 1.8

非鉄金属製造業 36 27.8 30.6 19.4 2.8 13.9 5.6

金属製品製造業 274 13.9 35.4 31.8 9.5 8.0 1.5

はん用機械器具製造業 20 20.0 35.0 20.0 10.0 15.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 21.9 26.0 30.1 11.0 8.2 2.7

業務用機械器具製造業 37 16.2 45.9 21.6 8.1 8.1 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 11.4 22.9 42.9 11.4 8.6 2.9

電気機械器具製造業 105 9.5 38.1 26.7 10.5 12.4 2.9

情報通信機械器具製造業 16 25.0 37.5 25.0 6.3 6.3 0.0

輸送用機械器具製造業 76 14.5 35.5 27.6 13.2 6.6 2.6

【従業員数】

4人以下 60 20.0 31.7 25.0 5.0 15.0 3.3

5～9人 149 17.4 33.6 24.8 7.4 12.8 4.0

10～19人 228 14.9 32.0 31.1 10.5 9.6 1.8

20～29人 116 21.6 36.2 24.1 7.8 8.6 1.7

30～49人 114 14.0 40.4 30.7 8.8 5.3 0.9

50～99人 93 10.8 32.3 26.9 17.2 8.6 4.3

100～299人 73 12.3 45.2 23.3 12.3 4.1 2.7

【所在地域】

福島 72 20.8 31.9 23.6 9.7 12.5 1.4

東京 155 16.1 27.7 29.0 12.3 12.3 2.6

長野 161 14.9 39.8 26.1 8.7 8.1 2.5

愛知 77 22.1 35.1 22.1 11.7 6.5 2.6

大阪 76 18.4 38.2 25.0 5.3 9.2 3.9

広島 153 13.1 33.3 32.0 11.8 7.2 2.6

福岡 148 12.2 40.5 27.7 8.8 8.8 2.0

【生産形態】

量産中心 225 16.9 34.7 28.4 10.7 7.6 1.8

多品種少量生産中心 478 14.2 36.6 28.2 10.0 8.8 2.1

試作開発中心 34 14.7 29.4 26.5 5.9 17.6 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 15.1 37.9 25.8 11.2 8.7 1.2

技術職 154 18.8 31.8 35.1 4.5 9.1 0.6  
  

こうした基幹的人材に必要な仕事上の能力が、どの程度の従業員に認識されているかとい

う点（図表２－５－４）については、「ほぼ全員に認識されている」という回答が 38.0％、「半

数以上の従業員に認識されている」という回答が 25.4％となっており、6 割以上の企業が多

くの従業員に認識されていると考えていることがわかる。半数以上の従業員に認識されてい

るという回答の割合（「ほぼ全員に認識されている」＋「半数以上の従業員に認識されている」）
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は、鉄鋼業（73.7％）で他業種よりも高い。従業員規模、所在地、生産形態、基幹的人材に

よる違いはさほど大きくない。 

 

図表２－５－４ 基幹的人材に求められる能力はどの程度の従業員が認識しているか 

（単位：％）

ｎ
ほぼ全員
に認識され
ている

半数以上
の従業員
に認識され

ている

一部の従
業員しか認
識していな

い

ほとんどの
従業員が
認識してい

ない

どの程度の
従業員が認
識している
かはわから

ない

無回答

合計 842 38.0 25.4 14.4 10.0 9.4 2.9

【業種】

プラスチック製品製造業 94 41.5 21.3 18.1 9.6 5.3 4.3

鉄鋼業 57 47.4 26.3 7.0 7.0 8.8 3.5

非鉄金属製造業 36 47.2 22.2 16.7 5.6 5.6 2.8

金属製品製造業 274 31.0 32.5 15.3 8.8 10.9 1.5

はん用機械器具製造業 20 45.0 10.0 15.0 10.0 20.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 38.4 30.1 11.0 12.3 6.8 1.4

業務用機械器具製造業 37 45.9 18.9 8.1 8.1 18.9 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 48.6 14.3 22.9 5.7 2.9 5.7

電気機械器具製造業 105 40.0 23.8 12.4 12.4 8.6 2.9

情報通信機械器具製造業 16 37.5 6.3 12.5 12.5 31.3 0.0

輸送用機械器具製造業 76 36.8 22.4 15.8 15.8 6.6 2.6

【従業員数】

4人以下 60 45.0 13.3 15.0 11.7 10.0 5.0

5～9人 149 48.3 17.4 14.1 11.4 4.7 4.0

10～19人 228 38.6 24.6 12.7 10.1 11.4 2.6

20～29人 116 34.5 25.9 19.0 11.2 7.8 1.7

30～49人 114 35.1 32.5 16.7 7.0 7.0 1.8

50～99人 93 31.2 30.1 12.9 9.7 12.9 3.2

100～299人 73 27.4 34.2 12.3 8.2 15.1 2.7

【所在地域】

福島 72 38.9 26.4 12.5 6.9 13.9 1.4

東京 155 44.5 18.7 15.5 9.0 9.7 2.6

長野 161 37.9 29.2 18.0 5.0 7.5 2.5

愛知 77 31.2 29.9 11.7 18.2 6.5 2.6

大阪 76 43.4 19.7 7.9 15.8 10.5 2.6

広島 153 33.3 26.8 16.3 12.4 8.5 2.6

福岡 148 36.5 27.0 12.8 8.1 10.8 4.7

【生産形態】

量産中心 225 36.4 29.8 16.4 7.6 8.0 1.8

多品種少量生産中心 478 37.2 25.3 14.2 10.9 10.3 2.1

試作開発中心 34 41.2 23.5 5.9 8.8 14.7 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 39.5 26.0 14.2 9.3 9.6 1.4

技術職 154 36.4 24.7 14.9 11.7 9.7 2.6  
 

基幹的人材に必要な仕事上の能力を、どのような方法で従業員へ伝達しているかについて、

複数回答で挙げてもらった。全体では「日常の業務の中で」（58.8％）、「会議・小集団で」

（45.8％）、「朝礼で」（45.4％）、「職場での OJT を通じて」（22.8％）といった方法を挙げる

企業が比較的高い（図表２－５－５）。 
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業務用機械器具製造業は「会議・小集団で」、電子部品・デバイス・電子回路製造業は「朝

礼で」、輸送用機械器具製造業では「職場での OJT を通じて」の回答率が他業種に比べてや

や高い。「職場での OJT を通じて」は従業員規模が大きくなるほど、回答率が顕著に高くな

る。また同様に従業員規模が大きくなるほど回答率が高まる傾向にあるのは、「職務記述書の

明示」と「人事制度・賃金制度を社員に公開する中で」である。「会議・小集団で」は従業員

20 人以上の企業と 20 人未満の企業の回答率の間に差が認められ、前者での回答率がより高

い。基幹的人材が技能職の企業と技術職の企業を比べると、「朝礼で」、「職場での OJT を通

じて」の回答率の差が目につき、いずれも技能職を基幹的人材とする企業で高い。 

 

図表２－５－５ 基幹的人材に求められる能力を従業員に伝達する方法（複数回答） 

（単位：％）

ｎ
会議・小集

団で
朝礼で 社内LANで

冊子や回
覧紙で配
布する

日常の業
務の中で

職場での
OJTを通じ

て

合計 842 45.8 45.4 2.6 5.1 58.8 22.8

【業種】

プラスチック製品製造業 94 52.1 43.6 2.1 2.1 61.7 22.3

鉄鋼業 57 38.6 43.9 0.0 5.3 59.6 14.0

非鉄金属製造業 36 44.4 44.4 2.8 5.6 44.4 19.4

金属製品製造業 274 42.7 49.3 3.6 5.5 62.0 21.5

はん用機械器具製造業 20 40.0 25.0 0.0 5.0 65.0 30.0

生産用機械器具製造業 73 47.9 42.5 0.0 6.8 50.7 20.5

業務用機械器具製造業 37 54.1 37.8 2.7 5.4 67.6 27.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 48.6 54.3 5.7 2.9 62.9 31.4

電気機械器具製造業 105 46.7 38.1 2.9 5.7 48.6 24.8

情報通信機械器具製造業 16 62.5 43.8 6.3 0.0 62.5 12.5

輸送用機械器具製造業 76 43.4 51.3 1.3 1.3 64.5 31.6

【従業員数】

4人以下 60 26.7 38.3 0.0 1.7 50.0 5.0

5～9人 149 31.5 36.9 2.0 2.0 60.4 9.4

10～19人 228 39.5 47.4 0.9 3.9 59.2 9.6

20～29人 116 60.3 49.1 2.6 6.9 61.2 19.0

30～49人 114 58.8 52.6 2.6 7.9 58.8 30.7

50～99人 93 58.1 45.2 4.3 4.3 52.7 46.2

100～299人 73 50.7 42.5 8.2 9.6 67.1 68.5

【所在地域】

福島 72 41.7 54.2 4.2 4.2 54.2 20.8

東京 155 46.5 34.8 3.9 3.9 58.7 24.5

長野 161 51.6 55.9 2.5 8.7 60.2 29.8

愛知 77 39.0 37.7 2.6 2.6 54.5 28.6

大阪 76 47.4 34.2 1.3 5.3 57.9 17.1

広島 153 45.1 47.1 0.7 2.0 56.9 18.3

福岡 148 44.6 48.6 3.4 7.4 64.2 18.9

【生産形態】

量産中心 225 51.6 48.4 4.4 3.1 61.3 23.1

多品種少量生産中心 478 44.8 45.6 1.9 5.9 57.9 24.3

試作開発中心 34 52.9 50.0 0.0 2.9 52.9 14.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 46.5 48.2 2.6 5.3 61.0 25.8

技術職 154 47.4 35.7 2.6 5.8 53.9 14.9  
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（単位：％）

ｎ
職務記述
書の明示

人事制度・
賃金制度
を社員に公
開する中で

インフォー
マルなコ
ミュニケー
ションの中

で

その他

改めて伝
達すること
はしていな

い

無回答

合計 842 8.2 5.2 4.9 1.5 6.2 2.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 10.6 6.4 8.5 1.1 2.1 4.3

鉄鋼業 57 7.0 1.8 5.3 7.0 7.0 3.5

非鉄金属製造業 36 11.1 0.0 2.8 2.8 13.9 2.8

金属製品製造業 274 10.6 5.1 2.2 1.5 5.8 1.1

はん用機械器具製造業 20 5.0 15.0 5.0 5.0 5.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 4.1 2.7 11.0 0.0 8.2 1.4

業務用機械器具製造業 37 0.0 2.7 2.7 0.0 8.1 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 5.7 5.7 5.7 0.0 5.7 2.9

電気機械器具製造業 105 7.6 4.8 6.7 0.0 7.6 2.9

情報通信機械器具製造業 16 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0

輸送用機械器具製造業 76 10.5 13.2 5.3 2.6 2.6 1.3

【従業員数】

4人以下 60 5.0 1.7 8.3 1.7 10.0 3.3

5～9人 149 5.4 0.0 2.7 1.3 9.4 1.3

10～19人 228 6.1 2.6 4.8 0.4 6.6 2.6

20～29人 116 6.0 6.0 6.9 0.9 6.0 0.9

30～49人 114 7.9 5.3 3.5 1.8 6.1 0.9

50～99人 93 9.7 9.7 5.4 3.2 2.2 3.2

100～299人 73 24.7 17.8 4.1 4.1 1.4 2.7

【所在地域】

福島 72 12.5 5.6 1.4 0.0 5.6 1.4

東京 155 9.0 3.9 5.8 1.3 8.4 1.3

長野 161 10.6 8.1 8.7 0.6 5.0 1.9

愛知 77 6.5 3.9 1.3 2.6 9.1 3.9

大阪 76 5.3 2.6 3.9 6.6 9.2 0.0

広島 153 5.2 5.2 6.5 0.7 6.5 2.6

福岡 148 8.1 5.4 2.0 1.4 2.0 2.7

【生産形態】

量産中心 225 11.1 5.8 4.4 1.3 3.1 2.2

多品種少量生産中心 478 7.5 4.6 5.2 1.9 7.3 1.5

試作開発中心 34 5.9 2.9 5.9 0.0 8.8 2.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 8.6 5.6 5.1 1.7 6.8 0.8

技術職 154 7.8 5.2 5.2 1.3 3.9 0.6  

 

第３節 基幹的人材の処遇 

 

１．賃金の決定要素 

基幹的人材の賃金を決定する要素として最も多く挙がったのは「仕事の遂行能力に合わせ

て支払う（職能給）」（62.5％）で、以下「年齢、勤続年数、学歴などの個人属性（年齢給、

勤続給）」（50％）で、「仕事の業績（成果給・業績給）」（32.7％）、「仕事の経験年数」（29.8％）、

「仕事の種類や性格そのもの（職種給、職務給）」（20.5％）と続く。 

業務用機械器具製造業、電気機械器具製造業では、「職能給」より「年齢給・勤続給」の
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割合が高くなっている。また、非鉄金属製造業、業務用機械器具製造業、輸送用機械器具製

造業は、「仕事の経験年数」の割合が「成果給・業績給」よりも高い。「職能給」と「年齢給・

勤続給」を挙げる企業の割合は、従業員規模が大きくなるほど高まる傾向にある。 

所在地域別に集計してみると東京、愛知、大阪、福岡地域の企業では「仕事の経験年数」

の割合が「成果給・業績給」よりも高くなっている。基幹的人材が技能職の企業と技術職の

企業を比べたところ、「職能給」の回答率で差が見られる。 

 

図表２－５－６ 基幹的人材の賃金を決定する要素（複数回答） 

（単位：％）

ｎ

年齢、勤続
年数、学歴
などの個人
属性（年齢
給、勤続

給）

仕事の遂
行能力

（職能給）

仕事の種
類や性格
そのもの
（職種給、
職務給）

仕事の業
績（成果
給・業績

給）

仕事の経
験年数

同業他社
の賃金

その他 無回答

合計 842 50.0 62.5 20.5 32.7 29.8 9.0 1.0 2.4

【業種】

プラスチック製品製造業 94 40.4 67.0 22.3 36.2 25.5 12.8 0.0 4.3

鉄鋼業 57 49.1 71.9 14.0 38.6 28.1 3.5 0.0 1.8

非鉄金属製造業 36 38.9 69.4 27.8 19.4 41.7 8.3 0.0 2.8

金属製品製造業 274 51.5 62.0 23.4 31.8 28.8 7.7 1.1 1.8

はん用機械器具製造業 20 65.0 60.0 15.0 35.0 35.0 15.0 5.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 53.4 71.2 13.7 34.2 34.2 4.1 0.0 0.0

業務用機械器具製造業 37 64.9 59.5 13.5 21.6 27.0 2.7 2.7 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 45.7 68.6 20.0 40.0 34.3 11.4 0.0 0.0

電気機械器具製造業 105 50.5 49.5 24.8 32.4 26.7 10.5 1.9 4.8

情報通信機械器具製造業 16 56.3 50.0 31.3 37.5 12.5 18.8 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 76 47.4 60.5 15.8 34.2 35.5 14.5 1.3 3.9

【従業員数】

4人以下 60 35.0 58.3 6.7 28.3 18.3 8.3 1.7 3.3

5～9人 149 39.6 57.0 12.8 29.5 32.9 12.8 0.7 2.0

10～19人 228 47.8 60.1 23.2 28.5 32.0 11.0 0.4 3.5

20～29人 116 48.3 57.8 20.7 34.5 37.1 7.8 1.7 0.9

30～49人 114 51.8 69.3 26.3 45.6 28.1 6.1 1.8 0.9

50～99人 93 62.4 65.6 22.6 25.8 26.9 9.7 1.1 3.2

100～299人 73 72.6 79.5 24.7 41.1 21.9 1.4 0.0 2.7

【所在地域】

福島 72 55.6 65.3 20.8 30.6 22.2 12.5 1.4 0.0

東京 155 47.1 56.1 20.0 31.0 38.7 4.5 2.6 1.3

長野 161 51.6 62.1 23.6 43.5 28.6 10.6 0.0 1.9

愛知 77 53.2 59.7 14.3 26.0 27.3 13.0 0.0 5.2

大阪 76 50.0 68.4 21.1 25.0 26.3 10.5 0.0 2.6

広島 153 46.4 63.4 22.2 37.9 26.8 10.5 0.0 3.3

福岡 148 50.7 65.5 18.9 25.7 31.8 6.1 2.0 2.7

【生産形態】

量産中心 225 51.6 58.7 20.0 35.1 29.3 12.4 0.9 2.7

多品種少量生産中心 478 50.6 65.5 22.4 33.3 28.9 7.7 0.4 1.7

試作開発中心 34 52.9 55.9 11.8 26.5 20.6 5.9 2.9 2.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 52.4 66.6 21.3 33.3 30.3 9.0 1.1 0.9

技術職 154 43.5 54.5 18.8 35.1 26.0 11.0 0.6 2.6  
 

２．賃金カーブの状況 

基幹的人材の賃金カーブ（図表２－５－７）については、「年齢・勤続とともにやや上昇」
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と答える企業が約 3 分の 2 を占める。「年齢・勤続とともに上昇」と言う回答の割合は、非鉄

金属製造業や業務用機械器具製造業で他業種よりも高くなっている。そのほか、企業の特性

による回答状況の大きな違いは認められない。 

 

図表２－５－７ 基幹的人材の賃金カーブ 

（単位：％）

ｎ
年齢・勤続と
ともにかなり
上昇する

年齢・勤続と
ともにやや
上昇する

年齢・勤続
による変化
はしない

無回答

合計 842 5.9 66.3 24.0 3.8

【業種】

プラスチック製品製造業 94 6.4 58.5 28.7 6.4

鉄鋼業 57 5.3 68.4 22.8 3.5

非鉄金属製造業 36 2.8 80.6 13.9 2.8

金属製品製造業 274 5.5 66.8 24.1 3.6

はん用機械器具製造業 20 10.0 50.0 40.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 12.3 64.4 21.9 1.4

業務用機械器具製造業 37 10.8 78.4 5.4 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 2.9 62.9 28.6 5.7

電気機械器具製造業 105 4.8 62.9 26.7 5.7

情報通信機械器具製造業 16 0.0 50.0 50.0 0.0

輸送用機械器具製造業 76 1.3 73.7 23.7 1.3

【従業員数】

4人以下 60 5.0 60.0 30.0 5.0

5～9人 149 8.1 58.4 30.2 3.4

10～19人 228 4.4 64.5 25.9 5.3

20～29人 116 10.3 70.7 17.2 1.7

30～49人 114 4.4 71.1 21.9 2.6

50～99人 93 4.3 71.0 20.4 4.3

100～299人 73 4.1 76.7 16.4 2.7

【所在地域】

福島 72 6.9 61.1 29.2 2.8

東京 155 6.5 63.2 25.2 5.2

長野 161 5.0 65.2 27.3 2.5

愛知 77 7.8 68.8 19.5 3.9

大阪 76 11.8 65.8 22.4

広島 153 3.3 68.6 24.2 3.9

福岡 148 4.7 69.6 19.6 6.1

【生産形態】

量産中心 225 4.4 65.3 25.8 4.4

多品種少量生産中心 478 5.4 68.6 23.0 2.9

試作開発中心 34 5.9 61.8 29.4 2.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 5.0 69.1 24.0 2.0

技術職 154 10.4 61.7 24.0 3.9  
 

３．働きぶりを評価し、処遇に反映させる仕組み 

 基幹的人材の働きぶりを評価し、処遇に反映させる仕組みが「ある」という企業は、回答

企業全体の 45.4％であった。業務用機械器具製造業で他業種よりも「ある」の割合が高く、
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従業員規模が大きくなるほど「ある」の割合が高くなる傾向がある。「はい」という回答が最

も多い地域は長野（51.6％）である。「いいえ」という回答は東京（35.5％）と広島（35.3％）

で多い。基幹的人材別に集計してみると、技能職を基幹的人材とする企業で技術職を基幹的

人材とする企業に比べて、「ある」の割合が 10 ポイント高い。 

 

図表２－５－８ 働きぶりを評価し処遇に反映させる仕組みの有無 

（単位：％）

ｎ ある ない 無回答

合計 842 45.4 27.4 27.2

【業種】

プラスチック製品製造業 94 44.7 24.5 30.9

鉄鋼業 57 42.1 26.3 31.6

非鉄金属製造業 36 47.2 25.0 27.8

金属製品製造業 274 44.2 31.0 24.8

はん用機械器具製造業 20 55.0 40.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 52.1 21.9 26.0

業務用機械器具製造業 37 59.5 24.3 16.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 45.7 31.4 22.9

電気機械器具製造業 105 42.9 27.6 29.5

情報通信機械器具製造業 16 37.5 37.5 25.0

輸送用機械器具製造業 76 44.7 21.1 34.2

【従業員数】

4人以下 60 33.3 36.7 30.0

5～9人 149 33.6 37.6 28.9

10～19人 228 36.4 36.8 26.8

20～29人 116 52.6 18.1 29.3

30～49人 114 54.4 17.5 28.1

50～99人 93 53.8 17.2 29.0

100～299人 73 69.9 15.1 15.1

【所在地域】

福島 72 48.6 22.2 29.2

東京 155 38.7 35.5 25.8

長野 161 51.6 19.9 28.6

愛知 77 45.5 26.0 28.6

大阪 76 42.1 30.3 27.6

広島 153 43.1 35.3 21.6

福岡 148 48.0 20.9 31.1

【生産形態】

量産中心 225 47.6 27.6 24.9

多品種少量生産中心 478 44.1 27.8 28.0

試作開発中心 34 44.1 38.2 17.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 48.2 27.2 24.6

技術職 154 38.3 31.8 29.9  
 

 基幹的人材の働きぶりを評価し、処遇に反映させる仕組みが「ある」と回答した企業に対

して、働きぶりを評価する際に重視する点をたずねた。「仕事の遂行能力（正確さ、速さ、質）」

を挙げる企業が 9 割近くを占め、以下、「部下や後輩を指導する能力」（53.7％）、「達成意欲、
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チャレンジ精神」（50.3％）、「専門的な知識・技能」（47.6％）、「勤怠状況」（43.2％）と続く。     

集計企業数の少ない業種もあり、業種毎の傾向をつかむのは難しいが、輸送用機械器具製

造業では他業種に比べて「勤怠状況」や「部下や後輩を指導する能力」、「仕事の遂行能力」

を評価項目として挙げる割合が高く、鉄鋼業や生産用機械器具製造業では「専門的な知識・

技能」の回答率が高くなっている。従業員数別に集計してみると、「達成意欲、チャレンジ精

神」、「職場のチームワークへの貢献」、「部下や後輩を指導する能力」は規模が大きいほど、

「取引先や顧客からの信頼」は規模が小さいほど回答率が高くなる傾向にある。また、「専門

的な知識・技能」を重視するという回答が、とくに 100～299 人の企業で高い。 

 

図表２－５－９ 基幹的人材の働きぶりを評価する際に重視する点（複数回答） 

（単位：％）

ｎ

仕事の遂
行能力（正
確さ、速
さ、質）

専門的な
知識・技能

関連業務
や全社業
務に関する
知識・技能

達成意欲、
チャレンジ

精神

短期的な
仕事の業

績

長期的な
会社への

貢献

職場の
チームワー
クへの貢

献

合計 382 89.3 47.6 17.5 50.3 8.6 23.6 33.2

【業種】

プラスチック製品製造業 42 81.0 33.3 7.1 40.5 7.1 14.3 38.1

鉄鋼業 24 91.7 70.8 20.8 50.0 8.3 33.3 41.7

非鉄金属製造業 17 100.0 29.4 23.5 58.8 5.9 41.2 29.4

金属製品製造業 121 89.3 43.8 15.7 52.1 6.6 24.0 31.4

はん用機械器具製造業 11 81.8 54.5 18.2 36.4 18.2 9.1 36.4

生産用機械器具製造業 38 89.5 57.9 13.2 39.5 13.2 21.1 23.7

業務用機械器具製造業 22 81.8 45.5 27.3 54.5 13.6 31.8 27.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 16 87.5 56.3 43.8 62.5 12.5 25.0 50.0

電気機械器具製造業 45 88.9 48.9 17.8 51.1 8.9 20.0 37.8

情報通信機械器具製造業 6 100.0 33.3 0.0 66.7 0.0 16.7 33.3

輸送用機械器具製造業 34 97.1 55.9 17.6 58.8 8.8 29.4 29.4

【従業員数】

4人以下 20 75.0 30.0 15.0 50.0 0.0 30.0 15.0

5～9人 50 92.0 42.0 10.0 36.0 2.0 20.0 16.0

10～19人 83 91.6 47.0 15.7 37.3 12.0 24.1 27.7

20～29人 61 80.3 52.5 14.8 49.2 8.2 26.2 36.1

30～49人 62 91.9 41.9 17.7 50.0 6.5 29.0 40.3

50～99人 50 94.0 40.0 16.0 66.0 8.0 18.0 36.0

100～299人 51 90.2 70.6 31.4 68.6 15.7 19.6 52.9

【所在地域】

福島 35 88.6 40.0 14.3 48.6 11.4 22.9 40.0

東京 60 90.0 58.3 13.3 51.7 8.3 15.0 30.0

長野 83 84.3 50.6 22.9 53.0 9.6 22.9 37.3

愛知 35 85.7 48.6 17.1 42.9 5.7 20.0 34.3

大阪 32 81.3 40.6 12.5 46.9 0.0 18.8 25.0

広島 66 90.9 45.5 16.7 56.1 10.6 36.4 33.3

福岡 71 98.6 43.7 19.7 46.5 9.9 23.9 31.0

【生産形態】

量産中心 107 89.7 46.7 18.7 54.2 7.5 24.3 31.8

多品種少量生産中心 211 92.4 46.0 15.6 51.7 9.0 23.2 35.1

試作開発中心 15 73.3 60.0 13.3 40.0 0.0 26.7 26.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 310 91.6 50.3 18.1 52.9 9.4 22.9 37.4

技術職 59 81.4 39.0 15.3 37.3 6.8 20.3 15.3  
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（単位：％）

ｎ
部下や後
輩を指導す
る能力

勤怠状況
トラブルに
対処する
能力

取引先や
顧客から
の信頼

取得してい
る職業資

格
その他 無回答

合計 382 53.7 43.2 24.9 25.9 13.9 0.3 0.3

【業種】

プラスチック製品製造業 42 61.9 38.1 16.7 35.7 9.5 0.0 0.0

鉄鋼業 24 50.0 33.3 25.0 16.7 16.7 0.0 0.0

非鉄金属製造業 17 35.3 35.3 23.5 11.8 11.8 0.0 0.0

金属製品製造業 121 51.2 45.5 26.4 24.0 15.7 0.8 0.0

はん用機械器具製造業 11 36.4 54.5 18.2 0.0 9.1 0.0 0.0

生産用機械器具製造業 38 42.1 36.8 26.3 21.1 15.8 0.0 0.0

業務用機械器具製造業 22 40.9 50.0 31.8 45.5 13.6 0.0 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 16 75.0 56.3 37.5 37.5 18.8 0.0 0.0

電気機械器具製造業 45 62.2 42.2 22.2 28.9 4.4 0.0 2.2

情報通信機械器具製造業 6 50.0 0.0 16.7 33.3 16.7 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 34 67.6 61.8 20.6 20.6 17.6 0.0 0.0

【従業員数】

4人以下 20 50.0 30.0 30.0 45.0 15.0 0.0 0.0

5～9人 50 22.0 32.0 16.0 30.0 4.0 0.0 0.0

10～19人 83 42.2 33.7 27.7 24.1 18.1 0.0 0.0

20～29人 61 55.7 52.5 26.2 26.2 11.5 0.0 0.0

30～49人 62 71.0 35.5 27.4 27.4 12.9 0.0 0.0

50～99人 50 66.0 44.0 18.0 20.0 14.0 0.0 0.0

100～299人 51 64.7 70.6 27.5 17.6 19.6 2.0 2.0

【所在地域】

福島 35 51.4 45.7 25.7 28.6 14.3 0.0 2.9

東京 60 43.3 31.7 20.0 25.0 20.0 0.0 0.0

長野 83 54.2 42.2 27.7 32.5 8.4 0.0 0.0

愛知 35 62.9 54.3 25.7 31.4 11.4 0.0 0.0

大阪 32 59.4 31.3 18.8 18.8 15.6 3.1 0.0

広島 66 50.0 54.5 34.8 21.2 18.2 0.0 0.0

福岡 71 59.2 42.3 18.3 22.5 11.3 0.0 0.0

【生産形態】

量産中心 107 58.9 43.0 23.4 22.4 15.9 0.0 0.0

多品種少量生産中心 211 53.1 45.0 26.1 27.0 10.4 0.5 0.5

試作開発中心 15 40.0 40.0 13.3 46.7 6.7 0.0 0.0

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 310 57.4 45.5 25.8 24.2 15.2 0.3 0.0

技術職 59 39.0 32.2 23.7 32.2 8.5 0.0 1.7  
 

所在地域ごとの相違に目を向けると、東京の企業で「専門的な知識・技能」、愛知の企業

で「勤怠状況」、広島の企業で「長期的な会社の貢献」や「トラブルに対処する能力」の回答

率が、他地域におけるよりも高くなっている。基幹的人材による回答率の差が見られるのは、

「仕事の遂行能力」、「専門的な知識・技能」、「達成意欲、チャレンジ精神」、「部下や後輩を

指導する能力」、「勤怠状況」でいずれも技能職を基幹的人材とする企業のほうが高い。 

 

第４節 基幹的人材の過不足・能力レベル・確保の状況 

 

１．過不足の状況 

基幹的人材のうち「先輩・上司の細かな指示で仕事をこなせる人材」の過不足状況は、「過

剰」が 7.2％、「適正」が 70.2％、「不足」が 12.0％である。業種別に見ると、「不足」という
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回答の割合が業務用機械器具製造業でやや高く、従業員が 30 人以上の企業では 30 人未満の

企業に比べて「過剰」の割合がやや高くなる（図表２－５－１０①）。 

 

図表２－５－１０① 先輩・上司の細かな指示で仕事をこなせる人材の過不足状況 

（単位：％）

ｎ 過剰 適正 不足 無回答

合計 842 7.2 70.2 12.0 10.6

【業種】

プラスチック製品製造業 94 5.3 60.6 18.1 16.0

鉄鋼業 57 5.3 70.2 12.3 12.3

非鉄金属製造業 36 2.8 75.0 11.1 11.1

金属製品製造業 274 8.4 71.2 11.7 8.8

はん用機械器具製造業 20 15.0 75.0 10.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 12.3 68.5 5.5 13.7

業務用機械器具製造業 37 5.4 67.6 21.6 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 2.9 77.1 2.9 17.1

電気機械器具製造業 105 2.9 71.4 16.2 9.5

情報通信機械器具製造業 16 12.5 81.3 0.0 6.3

輸送用機械器具製造業 76 10.5 69.7 11.8 7.9

【従業員数】

4人以下 60 3.3 70.0 11.7 15.0

5～9人 149 2.0 69.1 9.4 19.5

10～19人 228 7.0 71.9 11.4 9.6

20～29人 116 5.2 71.6 13.8 9.5

30～49人 114 13.2 65.8 14.9 6.1

50～99人 93 11.8 68.8 12.9 6.5

100～299人 73 11.0 72.6 11.0 5.5

【所在地域】

福島 72 5.6 72.2 9.7 12.5

東京 155 5.8 73.5 12.3 8.4

長野 161 7.5 68.9 10.6 13.0

愛知 77 11.7 64.9 13.0 10.4

大阪 76 1.3 73.7 11.8 13.2

広島 153 11.8 66.7 13.7 7.8

福岡 148 5.4 71.6 12.2 10.8

【生産形態】

量産中心 225 5.3 70.2 14.7 9.8

多品種少量生産中心 478 8.8 70.5 10.9 9.8

試作開発中心 34 0.0 64.7 17.6 17.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 8.1 70.6 11.7 9.6

技術職 154 5.2 72.1 13.6 9.1  
 

基幹的人材のうち「先輩・上司の大まかな指示で仕事をこなせる人材」の過不足状況は、

「過剰」が 2.5％、「適正」が 73.4％、「不足」が 14.1％である。「先輩・上司の細かな指示で

仕事をこなせる人材」と同じく、業務用機械器具製造業で「不足」の割合が他業種に比べて
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やや高く、逆に電子部品・デバイス・電子回路製造業では非常に低くなっている（図表２－

５－１０①）。 

 

図表２－５－１０② 先輩・上司の大まかな指示で仕事をこなせる人材の過不足状況 

（単位：％）

ｎ 過剰 適正 不足 無回答

合計 842 2.5 73.4 14.1 10.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 2.1 66.0 16.0 16.0

鉄鋼業 57 1.8 75.4 14.0 8.8

非鉄金属製造業 36 0.0 72.2 13.9 13.9

金属製品製造業 274 2.6 72.3 17.5 7.7

はん用機械器具製造業 20 5.0 85.0 10.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 4.1 71.2 11.0 13.7

業務用機械器具製造業 37 2.7 73.0 21.6 2.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 0.0 77.1 2.9 20.0

電気機械器具製造業 105 0.0 77.1 13.3 9.5

情報通信機械器具製造業 16 12.5 75.0 6.3 6.3

輸送用機械器具製造業 76 5.3 77.6 11.8 5.3

【従業員数】

4人以下 60 3.3 70.0 13.3 13.3

5～9人 149 0.0 69.8 14.1 16.1

10～19人 228 0.9 74.6 14.5 10.1

20～29人 116 0.9 73.3 17.2 8.6

30～49人 114 6.1 76.3 11.4 6.1

50～99人 93 4.3 74.2 14.0 7.5

100～299人 73 6.8 74.0 13.7 5.5

【所在地域】

福島 72 1.4 70.8 12.5 15.3

東京 155 1.3 77.4 14.8 6.5

長野 161 1.2 74.5 11.8 12.4

愛知 77 2.6 71.4 15.6 10.4

大阪 76 2.6 68.4 19.7 9.2

広島 153 5.9 71.2 15.0 7.8

福岡 148 2.0 75.0 12.2 10.8

【生産形態】

量産中心 225 1.8 73.8 14.7 9.8

多品種少量生産中心 478 2.9 72.8 15.1 9.2

試作開発中心 34 0.0 73.5 14.7 11.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 2.8 74.5 14.3 8.4

技術職 154 1.9 72.7 14.9 10.4  
 

基幹的人材のうち「単独で仕事をこなせる人材」の過不足状況は、「適正」が 59.1％、「不

足」が 31.6％で、「過剰」はわずか 0.7％である。業務用機械器具製造業や生産用機械器具製

造業では「適正」の割合が他業種よりも低く、「不足」の割合が高くなっている（図表２－５

－１０③）。 
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図表２－５－１０③ 単独で仕事をこなせる人材の過不足状況 

（単位：％）

ｎ 過剰 適正 不足 無回答

合計 842 0.7 59.1 31.6 8.6

【業種】

プラスチック製品製造業 94 1.1 52.1 35.1 11.7

鉄鋼業 57 0.0 68.4 24.6 7.0

非鉄金属製造業 36 0.0 58.3 30.6 11.1

金属製品製造業 274 0.4 60.9 31.4 7.3

はん用機械器具製造業 20 0.0 55.0 45.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 1.4 47.9 38.4 12.3

業務用機械器具製造業 37 0.0 48.6 45.9 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 0.0 54.3 31.4 14.3

電気機械器具製造業 105 1.0 63.8 25.7 9.5

情報通信機械器具製造業 16 0.0 56.3 37.5 6.3

輸送用機械器具製造業 76 2.6 65.8 26.3 5.3

【従業員数】

4人以下 60 1.7 73.3 11.7 13.3

5～9人 149 0.0 60.4 26.2 13.4

10～19人 228 0.9 59.2 32.9 7.0

20～29人 116 0.0 52.6 37.9 9.5

30～49人 114 0.9 57.0 36.0 6.1

50～99人 93 2.2 57.0 35.5 5.4

100～299人 73 0.0 58.9 35.6 5.5

【所在地域】

福島 72 0.0 61.1 26.4 12.5

東京 155 0.6 65.8 27.1 6.5

長野 161 0.6 52.8 33.5 13.0

愛知 77 0.0 58.4 36.4 5.2

大阪 76 1.3 59.2 32.9 6.6

広島 153 0.0 54.9 38.6 6.5

福岡 148 2.0 62.8 26.4 8.8

【生産形態】

量産中心 225 0.0 60.0 30.7 9.3

多品種少量生産中心 478 1.0 58.4 32.6 7.9

試作開発中心 34 0.0 52.9 38.2 8.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 0.5 59.9 31.9 7.8

技術職 154 1.9 57.1 33.1 7.8  
 

 基幹的人材のうち「部下や後輩に指示や助言をしながら仕事をさせられる人材」の過不足

状況は、「適正」が 44.7％、「不足」が 45.6％である。非鉄金属製造業では「不足」の割合が

33.3％と他業種よりも低い。従業員規模別に集計してみると、20 人以上の企業で 20 人未満

の企業に比べて「不足」の割合が高まる。基幹的人材が技能職の企業と技術職の企業では、

回答状況に違いが見られ、基幹的人材が技能職である企業のほうが「適正」が 10 ポイントほ

ど低く、その分「不足」は技術職である企業の割合を 10 ポイントほど上回っている（図表２

－５－１０④）。 
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図表２－５－１０④ 部下や後輩に指示や助言をしながら仕事をさせられる人材の過不足状況 

（単位：％）

ｎ 過剰 適正 不足 無回答

合計 842 0.6 44.7 45.6 9.1

【業種】

プラスチック製品製造業 94 0.0 39.4 44.7 16.0

鉄鋼業 57 0.0 49.1 43.9 7.0

非鉄金属製造業 36 0.0 55.6 33.3 11.1

金属製品製造業 274 1.1 40.9 50.7 7.3

はん用機械器具製造業 20 0.0 60.0 40.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 0.0 38.4 46.6 15.1

業務用機械器具製造業 37 0.0 48.6 45.9 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 0.0 42.9 37.1 20.0

電気機械器具製造業 105 0.0 47.6 43.8 8.6

情報通信機械器具製造業 16 0.0 50.0 50.0 0.0

輸送用機械器具製造業 76 2.6 52.6 40.8 3.9

【従業員数】

4人以下 60 1.7 63.3 21.7 13.3

5～9人 149 0.7 47.0 36.9 15.4

10～19人 228 0.0 50.9 39.9 9.2

20～29人 116 0.9 39.7 51.7 7.8

30～49人 114 0.9 30.7 63.2 5.3

50～99人 93 1.1 36.6 57.0 5.4

100～299人 73 0.0 43.8 50.7 5.5

【所在地域】

福島 72 0.0 38.9 48.6 12.5

東京 155 1.3 53.5 38.1 7.1

長野 161 0.0 41.6 46.0 12.4

愛知 77 0.0 46.8 45.5 7.8

大阪 76 0.0 43.4 47.4 9.2

広島 153 0.7 38.6 53.6 7.2

福岡 148 1.4 47.3 42.6 8.8

【生産形態】

量産中心 225 0.4 45.8 44.4 9.3

多品種少量生産中心 478 0.6 42.7 48.7 7.9

試作開発中心 34 0.0 47.1 35.3 17.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 0.5 42.1 49.1 8.2

技術職 154 0.6 51.3 39.6 8.4  
 

基幹的人材のうち「職場で最も難しい仕事をこなせる人材」の過不足状況は、「適正」が

41.0％、「不足」が 49.9％で、「部下や後輩に指示や助言をしながら仕事をさせられる人材」

と同様、回答企業全体で見ると「不足」が「適正」を上回っている。従業員 30～49 人、50

～99 人の企業では「不足」の割合が 6 割台ととりわけ高く、所在地域別に集計したところ、

長野地域の企業で「不足」の割合がやや高くなっている。また、基幹的人材が技術職の企業

では、「不足」が約 4 割で「適正」の割合を下回っているのに対し、技能職の企業では「不足」

が 54.0％と半数を超えている（図表２－５－１０⑤）。 
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図表２－５－１０⑤ 職場で最も難しい仕事をこなせる人材の過不足状況 

（単位：％）

ｎ 過剰 適正 不足 無回答

合計 842 0.4 41.0 49.9 8.8

【業種】

プラスチック製品製造業 94 1.1 37.2 46.8 14.9

鉄鋼業 57 0.0 36.8 54.4 8.8

非鉄金属製造業 36 0.0 55.6 33.3 11.1

金属製品製造業 274 0.0 40.1 53.3 6.6

はん用機械器具製造業 20 0.0 45.0 55.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 1.4 39.7 45.2 13.7

業務用機械器具製造業 37 0.0 40.5 54.1 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 0.0 37.1 48.6 14.3

電気機械器具製造業 105 1.0 38.1 52.4 8.6

情報通信機械器具製造業 16 0.0 50.0 43.8 6.3

輸送用機械器具製造業 76 0.0 47.4 48.7 3.9

【従業員数】

4人以下 60 0.0 63.3 23.3 13.3

5～9人 149 0.0 47.0 38.3 14.8

10～19人 228 1.3 43.9 47.4 7.5

20～29人 116 0.0 32.8 58.6 8.6

30～49人 114 0.0 28.9 64.9 6.1

50～99人 93 0.0 32.3 62.4 5.4

100～299人 73 0.0 43.8 50.7 5.5

【所在地域】

福島 72 0.0 45.8 41.7 12.5

東京 155 0.0 50.3 42.6 7.1

長野 161 0.0 32.9 55.3 11.8

愛知 77 1.3 45.5 46.8 6.5

大阪 76 1.3 36.8 52.6 9.2

広島 153 0.0 38.6 54.9 6.5

福岡 148 0.7 39.9 50.7 8.8

【生産形態】

量産中心 225 0.4 41.8 48.9 8.9

多品種少量生産中心 478 0.4 38.9 52.9 7.7

試作開発中心 34 0.0 41.2 44.1 14.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 0.3 37.9 54.0 7.8

技術職 154 0.6 49.4 41.6 8.4  
 

２．一人前といえるレベル 

「Ⅰ．先輩・上司の細かな指示で仕事をこなせる人材」、「Ⅱ．先輩・上司の大まかな指示

で仕事をこなせる人材」、「Ⅲ．単独で仕事をこなせる人材」、「Ⅳ．部下や後輩に指示や助言

をしながら仕事をさせられる人材」、「Ⅴ．職場で最も難しい仕事をこなせる人材」という 5

つのレベルの中で、どのレベルが一人前といえるレベルであるかをたずねたところ、回答企

業全体では、Ⅰが 1.7％、Ⅱが 8.0％、Ⅲが 47.7％、Ⅳが 26.0％、Ⅴが 5.5％となった。電気

機械器具製造業や大阪地域の企業ではⅣを一人前と見なす企業の割合が他業種に比べ高い。
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また、従業員規模がより大きいほど、Ⅳの回答率が高まる傾向にある（図表２－５－１１）。 

 

図表２－５－１１ 基幹的人材で一人前といえるレベル 

（単位：％）

ｎ

先輩・上司
の細かな
指示で仕
事をこなせ
るレベル

先輩・上司
の大まかな
指示で仕
事をこなせ
るレベル

単独で仕
事をこなせ
るレベル

部下や後
輩に指示
や助言をし
ながら仕事
をさせられ
るレベル

職場で最も
難しい仕事
をこなせる
レベル

無回答

合計 842 1.7 8.0 47.7 26.0 5.5 11.2

【業種】

プラスチック製品製造業 94 1.1 7.4 43.6 26.6 6.4 14.9

鉄鋼業 57 3.5 7.0 43.9 29.8 7.0 8.8

非鉄金属製造業 36 0.0 19.4 36.1 22.2 8.3 13.9

金属製品製造業 274 1.8 8.0 51.1 21.9 6.6 10.6

はん用機械器具製造業 20 5.0 10.0 45.0 35.0 5.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 1.4 6.8 56.2 21.9 1.4 12.3

業務用機械器具製造業 37 0.0 8.1 51.4 24.3 13.5 2.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 2.9 2.9 45.7 31.4 2.9 14.3

電気機械器具製造業 105 1.0 7.6 41.9 36.2 2.9 10.5

情報通信機械器具製造業 16 0.0 18.8 50.0 12.5 6.3 12.5

輸送用機械器具製造業 76 2.6 5.3 52.6 23.7 3.9 11.8

【従業員数】

4人以下 60 8.3 3.3 38.3 16.7 15.0 18.3

5～9人 149 2.0 9.4 44.3 24.8 4.7 14.8

10～19人 228 1.3 9.2 51.8 19.7 7.9 10.1

20～29人 116 1.7 8.6 45.7 26.7 6.0 11.2

30～49人 114 0.9 4.4 50.9 29.8 3.5 10.5

50～99人 93 0.0 5.4 54.8 32.3 0.0 7.5

100～299人 73 0.0 13.7 41.1 38.4 1.4 5.5

【所在地域】

福島 72 0.0 1.4 51.4 27.8 2.8 16.7

東京 155 3.2 11.6 49.7 20.0 7.7 7.7

長野 161 1.2 6.8 46.0 25.5 8.1 12.4

愛知 77 2.6 7.8 51.9 23.4 3.9 10.4

大阪 76 1.3 10.5 39.5 36.8 5.3 6.6

広島 153 2.0 6.5 46.4 28.8 5.2 11.1

福岡 148 0.7 8.8 49.3 25.0 2.7 13.5

【生産形態】

量産中心 225 2.2 8.0 47.6 29.8 4.0 8.4

多品種少量生産中心 478 1.5 6.7 50.2 24.1 6.3 11.3

試作開発中心 34 0.0 17.6 41.2 20.6 2.9 17.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 1.6 6.8 49.6 27.4 5.0 9.6

技術職 154 1.9 11.7 45.5 23.4 7.8 9.7  

 

「一人前」のレベルに達するまでに必要な経験年数（図表２－５－１２）をたずねたとこ

ろ、「3～4 年」・21.5％、「5～9 年」・32.7％、「10 年以上」・28.5％と言った分布であった。電

子部品・デバイス・電子回路製造業は「2 年以下」が 20.0％と他業種に比べて高く、逆に「10
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年以上」と長くかかると答えた企業の割合が相対的に高いのは、輸送用機械器具製造業や鉄

鋼業である。無回答企業を除いて算出した回答の平均年数をみても、電子部品・デバイス・

電子回路製造業は 5.27 年と回答の少ない情報通信機械器具製造業を除くと最も低い。一方、

鉄鋼業は 7.31 年と 2 番目に長く、分布では他業種とあまり大きく変わらない生産用機械器具

製造業が 7.39 年と鉄鋼業よりも平均年数は長くなっている。従業員規模と必要経験年数につ

いての回答との間には、とりたてて相関は見られない。生産形態別に比べてみると、試作開

発中心では「5～9 年」の分布が他の形態に比べてとりわけ大きくなっているのと、量産中心

の平均年数が他の形態に比べて短いのが目立つ。 

 

図表２－５－１２ 一人前といえるレベルに達するのに必要な経験年数 

（単位：％）

ｎ 2年以下 3～4年 5～9年 10年以上 無回答 平均（年）

合計 842 7.4 21.5 32.7 28.5 10.0 6.44
【業種】

プラスチック製品製造業 94 9.6 24.5 34.0 16.0 16.0 5.43
鉄鋼業 57 10.5 15.8 29.8 35.1 8.8 7.31
非鉄金属製造業 36 13.9 5.6 36.1 30.6 13.9 6.68
金属製品製造業 274 4.4 23.7 32.8 30.7 8.4 6.64
はん用機械器具製造業 20 0.0 10.0 45.0 40.0 5.0 7.16
生産用機械器具製造業 73 0.0 21.9 34.2 31.5 12.3 7.39
業務用機械器具製造業 37 8.1 18.9 37.8 29.7 5.4 6.20
電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 20.0 17.1 31.4 17.1 14.3 5.27
電気機械器具製造業 105 8.6 25.7 33.3 22.9 9.5 5.83
情報通信機械器具製造業 16 18.8 31.3 31.3 12.5 6.3 4.93
輸送用機械器具製造業 76 10.5 22.4 19.7 38.2 9.2 6.41
【従業員数】

4人以下 60 5.0 21.7 21.7 35.0 16.7 7.34
5～9人 149 8.1 16.1 30.2 31.5 14.1 6.43
10～19人 228 6.1 25.0 32.5 28.5 7.9 6.43
20～29人 116 8.6 25.0 39.7 18.1 8.6 5.71
30～49人 114 8.8 21.1 30.7 31.6 7.9 6.82
50～99人 93 8.6 21.5 37.6 21.5 10.8 5.92
100～299人 73 5.5 16.4 34.2 37.0 6.8 7.04
【生産形態】

量産中心 225 11.1 23.6 32.9 22.7 9.8 5.57
多品種少量生産中心 478 6.3 21.3 33.7 29.7 9.0 6.69
試作開発中心 34 2.9 8.8 50.0 20.6 17.6 6.32
【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 6.5 23.2 32.8 28.8 8.7 6.44
技術職 154 8.4 16.9 32.5 31.2 11.0 6.65  
注：平均値は無回答企業を除いて算出。 

 

「一人前のレベルに達している貴社の基幹的人材は、同規模同業種の他社で同じような仕

事をした場合、通用するとお考えですか」という質問に対しては、「通用する」が 42.6％、「あ

る程度通用する」が 28.4%、「どちらとも言えない」が 19.4%、「あまり通用しない」が 2.9%、

「全く通用しない」が 0.2%となっている。「通用する」と「ある程度通用する」を合わせる

と、回答した企業の 7 割が、自社の一人前の人材は同規模同業種の他社で通用する、と考え
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ていることが分かる。業種別に見ても回答の傾向は回答企業全体とほぼ同じであるが、「あま

り通用しない」と「全く通用しない」を合計した割合が、プラスチック製品製造業、（7.4％）

や鉄鋼業（5.3％）ではやや高い。従業員規模との明確な関連は見られず、生産形態別に比較

すると、試作開発中心において他の形態よりも通用する（「通用する」＋「ある程度通用する」）

と答えた割合がやや高い。 

 

図表２－５－１３  

一人前といえるレベルの基幹的人材は同規模同業種の他社で通用するか 

（単位：％）

ｎ 通用する
ある程度
通用する

どちらとも
言えない

あまり通用
しない

全く通用し
ない

無回答

合計 842 42.6 28.4 19.4 2.9 0.2 6.5

【業種】

プラスチック製品製造業 94 38.3 24.5 20.2 6.4 1.1 9.6

鉄鋼業 57 40.4 31.6 19.3 5.3 0.0 3.5

非鉄金属製造業 36 41.7 38.9 11.1 0.0 0.0 8.3

金属製品製造業 274 49.6 23.4 19.3 2.6 0.0 5.1

はん用機械器具製造業 20 50.0 30.0 15.0 5.0 0.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 52.1 26.0 11.0 1.4 0.0 9.6

業務用機械器具製造業 37 32.4 45.9 18.9 0.0 0.0 2.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 34.3 31.4 22.9 0.0 0.0 11.4

電気機械器具製造業 105 32.4 30.5 25.7 2.9 1.0 7.6

情報通信機械器具製造業 16 43.8 31.3 12.5 6.3 0.0 6.3

輸送用機械器具製造業 76 38.2 28.9 23.7 2.6 0.0 6.6

【従業員数】

4人以下 60 43.3 16.7 26.7 0.0 0.0 13.3

5～9人 149 49.0 20.8 17.4 3.4 0.0 9.4

10～19人 228 44.7 26.8 22.8 1.3 0.0 4.4

20～29人 116 43.1 30.2 17.2 3.4 0.0 6.0

30～49人 114 41.2 33.3 14.0 4.4 0.9 6.1

50～99人 93 30.1 38.7 23.7 2.2 1.1 4.3

100～299人 73 37.0 37.0 13.7 6.8 0.0 5.5

【所在地域】

福島 72 43.1 29.2 12.5 5.6 0.0 9.7

東京 155 40.6 24.5 25.8 3.9 0.6 4.5

長野 161 44.1 32.3 13.0 0.6 0.0 9.9

愛知 77 46.8 27.3 18.2 2.6 1.3 3.9

大阪 76 46.1 28.9 18.4 2.6 0.0 3.9

広島 153 41.8 26.8 22.2 3.3 0.0 5.9

福岡 148 39.9 29.7 20.9 2.7 0.0 6.8

【生産形態】

量産中心 225 34.2 34.2 23.6 2.7 0.4 4.9

多品種少量生産中心 478 43.9 27.6 18.4 2.9 0.2 6.9

試作開発中心 34 47.1 32.4 14.7 0.0 0.0 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 40.4 31.3 19.9 2.8 0.3 5.3

技術職 154 53.2 22.1 14.9 3.2 0.0 6.5  

－128－



 

３．基幹的人材を充足する方法 

「先輩・上司の細かな指示で仕事をこなせる人材」に不足が生じた場合の充足方法につい

てたずねたところ（図表２－５－１４①）、「社内にすでにいる人材を育成して埋める」が

41.1％、「外部から即戦力となる人材を採用して埋める」が 23.5％、「社内の他の部署にいる

者を異動して埋める」が 9.5％であった。「社内にすでにいる人材を育成して埋める」と「社

内の他の部署にいる者を異動して埋める」を合わせた社内から人材を確保すると言う回答の

割合は、従業員数が増えるに従って高くなる傾向がある。所在地域別に集計したところ、長

野地域の企業で「外部から即戦力となる人材を採用して埋める」が 30％を超えている一方、

福島、福岡地域の企業では 15％程度にとどまっている。基幹的人材別の集計を見ると、「社

内にすでにいる人材を育成して埋める」で違いが目立ち、技能職における割合がより高くな

っている。 

 

図表２－５－１４① 先輩・上司の細かな指示で仕事をこなせる人材の確保方法 

（単位：％）

ｎ
社内にすでにい
る人材を育成し

て埋める

社内の他の部
署にいる者を異
動して埋める

外部から即戦力
となる人材を採
用して埋める

無回答

合計 842 41.1 9.5 23.5 25.9

【業種】

プラスチック製品製造業 94 35.1 6.4 25.5 33.0

鉄鋼業 57 42.1 7.0 26.3 24.6

非鉄金属製造業 36 33.3 2.8 19.4 44.4

金属製品製造業 274 43.4 9.9 24.1 22.6

はん用機械器具製造業 20 45.0 0.0 45.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 30.1 6.8 31.5 31.5

業務用機械器具製造業 37 43.2 10.8 24.3 21.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 34.3 17.1 8.6 40.0

電気機械器具製造業 105 48.6 13.3 17.1 21.0

情報通信機械器具製造業 16 43.8 0.0 37.5 18.8

輸送用機械器具製造業 76 47.4 14.5 17.1 21.1

【従業員数】

4人以下 60 38.3 5.0 10.0 46.7

5～9人 149 33.6 5.4 21.5 39.6

10～19人 228 41.7 6.6 26.3 25.4

20～29人 116 39.7 12.1 24.1 24.1

30～49人 114 47.4 9.6 23.7 19.3

50～99人 93 45.2 12.9 29.0 12.9

100～299人 73 45.2 21.9 21.9 11.0

【所在地域】

福島 72 43.1 8.3 15.3 33.3

東京 155 40.6 10.3 21.9 27.1

長野 161 35.4 9.3 32.9 22.4

愛知 77 37.7 11.7 26.0 24.7

大阪 76 34.2 10.5 23.7 31.6

広島 153 45.8 7.8 26.1 20.3

福岡 148 47.3 9.5 14.9 28.4

【生産形態】

量産中心 225 41.3 10.7 23.6 24.4

多品種少量生産中心 478 40.6 8.8 25.7 24.9

試作開発中心 34 38.2 2.9 17.6 41.2

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 44.3 9.2 26.1 20.4

技術職 154 30.5 13.0 18.8 37.7  

－129－



 

「先輩・上司の大まかな指示で仕事をこなせる人材」に不足が生じた場合の充足方法につ

いては（図表２－５－１４②）、「社内にすでにいる人材を育成して埋める」が 42.9％、「外

部から即戦力となる人材を採用して埋める」が 18.2％、「社内の他の部署にいる者を異動し

て埋める」が 12.1％であった。電気機械器具製造業や輸送用機械器具製造業は、「社内にす

でにいる人材を育成して埋める」と「社内の他の部署にいる者を異動して埋める」を合わせ

た社内からの確保を挙げる企業の割合が他企業に比べて高く、逆に非鉄金属製造業、生産用

機械器具製造業では低い。また、「先輩・上司の細かな指示で仕事をこなせる人材」と同様、

社内からの確保を挙げる割合は、従業員数が増えるに従って高くなり、技術職を基幹的人材

とする企業と技術職を基幹的人材とする企業の差が「社内にすでにいる人材を育成して埋め

る」の回答率で大きくなっている。 

 

図表２－５－１４② 先輩・上司の大まかな指示で仕事をこなせる人材の確保方法 

（単位：％）

ｎ
社内にすでにいる
人材を育成して埋

める

社内の他の部署に
いる者を異動して

埋める

外部から即戦力と
なる人材を採用し

て埋める
無回答

合計 842 42.9 12.1 18.2 26.8

【業種】

プラスチック製品製造業 94 38.3 10.6 18.1 33.0

鉄鋼業 57 49.1 7.0 17.5 26.3

非鉄金属製造業 36 36.1 5.6 16.7 41.7

金属製品製造業 274 45.6 12.8 17.5 24.1

はん用機械器具製造業 20 45.0 0.0 40.0 15.0

生産用機械器具製造業 73 34.2 5.5 28.8 31.5

業務用機械器具製造業 37 35.1 16.2 24.3 24.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 34.3 20.0 5.7 40.0

電気機械器具製造業 105 52.4 15.2 9.5 22.9

情報通信機械器具製造業 16 37.5 6.3 37.5 18.8

輸送用機械器具製造業 76 44.7 19.7 14.5 21.1

【従業員数】

4人以下 60 33.3 8.3 10.0 48.3

5～9人 149 32.9 8.1 18.1 40.9

10～19人 228 43.4 7.9 22.4 26.3

20～29人 116 43.1 13.8 19.0 24.1

30～49人 114 46.5 15.8 16.7 21.1

50～99人 93 57.0 12.9 16.1 14.0

100～299人 73 46.6 26.0 16.4 11.0

【所在地域】

福島 72 43.1 11.1 9.7 36.1

東京 155 42.6 12.3 14.8 30.3

長野 161 37.3 13.0 26.7 23.0

愛知 77 37.7 14.3 22.1 26.0

大阪 76 40.8 9.2 18.4 31.6

広島 153 48.4 10.5 20.3 20.9

福岡 148 47.3 13.5 12.2 27.0

【生産形態】

量産中心 225 46.2 9.8 18.7 25.3

多品種少量生産中心 478 42.1 13.2 18.6 26.2

試作開発中心 34 38.2 5.9 14.7 41.2

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 47.7 12.0 19.4 20.8

技術職 154 28.6 13.6 17.5 40.3  
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「単独で仕事をこなせる人材」に不足が生じた場合の充足方法（図表２－５－１４③）に

ついて見ると、回答企業全体では「社内にすでにいる人材を育成して埋める」が 47.6％、「外

部から即戦力となる人材を採用して埋める」が 16.5％、「社内の他の部署にいる者を異動し

て埋める」が 12.4％となっている。社内からの確保を挙げる割合は従業員数が増えるに従っ

て高くなる点、「社内にすでにいる人材を育成して埋める」の回答率で技術職を基幹的人材と

する企業と技術職を基幹的人材とする企業の差が大きくなる点はこれまで見てきた 2 つのレ

ベルと同様である。また、試作開発中心の企業で他の生産形態の企業より、「社内にすでにい

る人材を育成して埋める」が低くなり、「外部から即戦力となる人材を採用して埋める」がよ

り高くなっているのが目につく。 

 

図表２－５－１４③ 単独で仕事ができる人材の確保方法 

（単位：％）

ｎ
社内にすでにい
る人材を育成し

て埋める

社内の他の部
署にいる者を異
動して埋める

外部から即戦力
となる人材を採
用して埋める

無回答

合計 842 47.6 12.4 16.5 23.5

【業種】

プラスチック製品製造業 94 36.2 12.8 20.2 30.9

鉄鋼業 57 52.6 8.8 14.0 24.6

非鉄金属製造業 36 38.9 11.1 13.9 36.1

金属製品製造業 274 49.3 12.8 15.7 22.3

はん用機械器具製造業 20 45.0 5.0 30.0 20.0

生産用機械器具製造業 73 50.7 5.5 20.5 23.3

業務用機械器具製造業 37 54.1 13.5 16.2 16.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 40.0 17.1 11.4 31.4

電気機械器具製造業 105 56.2 12.4 11.4 20.0

情報通信機械器具製造業 16 31.3 12.5 31.3 25.0

輸送用機械器具製造業 76 50.0 15.8 19.7 14.5

【従業員数】

4人以下 60 38.3 5.0 15.0 41.7

5～9人 149 36.2 10.1 18.8 34.9

10～19人 228 48.2 8.3 21.5 21.9

20～29人 116 44.0 13.8 17.2 25.0

30～49人 114 58.8 11.4 11.4 18.4

50～99人 93 55.9 20.4 11.8 11.8

100～299人 73 54.8 24.7 11.0 9.6

【所在地域】

福島 72 51.4 11.1 5.6 31.9

東京 155 42.6 14.8 17.4 25.2

長野 161 50.9 12.4 17.4 19.3

愛知 77 44.2 13.0 18.2 24.7

大阪 76 36.8 15.8 17.1 30.3

広島 153 56.2 10.5 16.3 17.0

福岡 148 45.9 10.1 18.9 25.0

【生産形態】

量産中心 225 48.4 12.0 17.3 22.2

多品種少量生産中心 478 49.2 12.8 15.7 22.4

試作開発中心 34 29.4 11.8 26.5 32.4

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 52.6 13.4 16.3 17.7

技術職 154 34.4 9.1 20.1 36.4  
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「部下や後輩に指示や助言をしながら仕事をさせられる人材」に不足が生じた場合の充足

方法（図表２－５－１４④）についてたずねたところ、「社内にすでにいる人材を育成して埋

める」が 43.7％、「社内の他の部署にいる者を異動して埋める」が 16.5％、「外部から即戦力

となる人材を採用して埋める」が 14.7％であった。業種別に見ると、プラスチック製品製造

業、非鉄金属製造業、電子部品・電子デバイス製造業で「社内にすでにいる人材を育成して

埋める」の割合が他業種よりも低くなっている。また、これまで見てきたレベルの人材同様、

社内からの確保を挙げる割合は従業員数が増えるに従って高くなるが、30 人以上の企業にな

ると割合の差がさほど大きなものではなくなる。試作開発中心の企業で他の生産形態の企業 

 

図表２－５－１４④ 部下や後輩に指示や助言をしながら仕事をさせられる人材の確保方法 

（単位：％）

ｎ
社内にすでにい
る人材を育成し

て埋める

社内の他の部
署にいる者を異
動して埋める

外部から即戦力
となる人材を採
用して埋める

無回答

合計 842 43.7 16.5 14.7 25.1

【業種】

プラスチック製品製造業 94 29.8 19.1 18.1 33.0

鉄鋼業 57 49.1 12.3 15.8 22.8

非鉄金属製造業 36 30.6 19.4 11.1 38.9

金属製品製造業 274 46.7 17.2 13.1 23.0

はん用機械器具製造業 20 50.0 10.0 25.0 15.0

生産用機械器具製造業 73 56.2 9.6 6.8 27.4

業務用機械器具製造業 37 45.9 21.6 13.5 18.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 31.4 20.0 8.6 40.0

電気機械器具製造業 105 47.6 11.4 21.0 20.0

情報通信機械器具製造業 16 37.5 12.5 25.0 25.0

輸送用機械器具製造業 76 42.1 23.7 14.5 19.7

【従業員数】

4人以下 60 28.3 8.3 13.3 50.0

5～9人 149 36.9 8.7 14.8 39.6

10～19人 228 46.9 10.5 18.4 24.1

20～29人 116 44.8 18.1 13.8 23.3

30～49人 114 48.2 21.9 13.2 16.7

50～99人 93 53.8 22.6 11.8 11.8

100～299人 73 37.0 39.7 12.3 11.0

【所在地域】

福島 72 40.3 12.5 15.3 31.9

東京 155 40.6 16.1 13.5 29.7

長野 161 50.9 9.9 19.3 19.9

愛知 77 36.4 26.0 13.0 24.7

大阪 76 40.8 22.4 10.5 26.3

広島 153 49.0 17.0 14.4 19.6

福岡 148 40.5 17.6 14.2 27.7

【生産形態】

量産中心 225 42.2 19.6 14.7 23.6

多品種少量生産中心 478 45.4 15.5 15.1 24.1

試作開発中心 34 26.5 14.7 17.6 41.2

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 47.7 18.0 15.1 19.1

技術職 154 33.8 11.7 16.2 38.3  

－132－



 

より、「社内にすでにいる人材を育成して埋める」が低くなる点、「社内にすでにいる人材を

育成して埋める」の回答率で技術職を基幹的人材とする企業と技術職を基幹的人材とする企

業の差が大きくなる点は、「単独で仕事をこなせる人材」に不足が生じた場合の充足方法と同

様である。 

「職場で最も難しい仕事をこなせる人材」に不足が生じた場合の回答企業の充足方法（図

表２－５－１４⑤）は、「社内にすでにいる人材を育成して埋める」が 39.9％、「外部から即

戦力となる人材を採用して埋める」が 21.0％、「社内の他の部署にいる者を異動して埋める」

が 12.2％である。「社内にすでにいる人材を育成して埋める」は業務用機械器具製造業では 

 

図表２－５－１４⑤ 職場で最も難しい仕事をこなせる人材の確保方法 

（単位：％）

ｎ
社内にすでにい
る人材を育成し

て埋める

社内の他の部
署にいる者を異
動して埋める

外部から即戦力
となる人材を採
用して埋める

無回答

合計 842 39.9 12.2 21.0 26.8

【業種】

プラスチック製品製造業 94 29.8 20.2 17.0 33.0

鉄鋼業 57 45.6 10.5 17.5 26.3

非鉄金属製造業 36 27.8 16.7 11.1 44.4

金属製品製造業 274 42.3 10.9 23.0 23.7

はん用機械器具製造業 20 50.0 10.0 20.0 20.0

生産用機械器具製造業 73 49.3 4.1 16.4 30.1

業務用機械器具製造業 37 51.4 10.8 18.9 18.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 28.6 17.1 14.3 40.0

電気機械器具製造業 105 40.0 12.4 23.8 23.8

情報通信機械器具製造業 16 37.5 6.3 31.3 25.0

輸送用機械器具製造業 76 36.8 13.2 28.9 21.1

【従業員数】

4人以下 60 26.7 10.0 13.3 50.0

5～9人 149 33.6 6.7 19.5 40.3

10～19人 228 39.9 9.6 24.1 26.3

20～29人 116 44.0 8.6 21.6 25.9

30～49人 114 46.5 11.4 21.1 21.1

50～99人 93 44.1 20.4 22.6 12.9

100～299人 73 41.1 28.8 20.5 9.6

【所在地域】

福島 72 36.1 12.5 15.3 36.1

東京 155 40.6 11.6 19.4 28.4

長野 161 46.0 5.0 27.3 21.7

愛知 77 39.0 16.9 18.2 26.0

大阪 76 38.2 14.5 14.5 32.9

広島 153 41.2 15.0 21.6 22.2

福岡 148 34.5 14.2 23.0 28.4

【生産形態】

量産中心 225 39.6 13.8 21.8 24.9

多品種少量生産中心 478 41.6 11.9 20.1 26.4

試作開発中心 34 26.5 5.9 23.5 44.1

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 43.9 12.6 22.6 21.0

技術職 154 29.9 11.0 19.5 39.6  
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50％を超えている反面、プラスチック製品製造業、非鉄金属製造業、電子部品・デバイス・

電子回路製造業では 30％を切っている。また、これまで見てきたレベルの人材と同様、従業

員規模が大きくなるほど社内確保を挙げる割合が高まる。さらに、試作開発中心、基幹的人

材が技能職の企業で「社内にすでにいる人材を育成して埋める」の割合が、他の生産形態、

基幹的人材の企業に比べて目に見えて低下する点は、「単独で仕事をこなせる人材」や「部下

や後輩に指示や助言をしながら仕事をさせられる人材」の充足方法における回答で見られた

のと同様の傾向である。 

 

４．育成のためのマニュアルの作成が可能なレベル 

「基幹的人材の育成についてマニュアル化（＝仕事の経験のさせ方や必要となる研修など、

人材の育成に求められる内容を整理すること）が可能なのはどのレベルまでですか」（図表２

－５－１５）という質問について、回答企業全体では回答の多い順に、「単独で仕事をこなせ

るレベルまで」（26.2％）、「すべてのレベルでマニュアル化は不可能」（22.6％）、「先輩・上

司の大まかな指示で仕事をこなせるレベルまで」（20.9％）、「先輩・上司の細かな指示で仕事

をこなせるレベルまで」（5.3％）、「すべてのレベルでマニュアル化が可能」（5.0％）、「部下

や後輩に指示や助言をしながら仕事をさせられるレベルまで」（4.9％）となっている 

輸送用機械器具製造業では「単独で仕事をこなせるレベルまで」マニュアル化可能とする

回答の割合が他業種よりもやや高い。また、従業員 100～299 人の企業は、「単独で仕事をこ

なせるレベルまで」と答えた企業が半数近くに達し、100 人未満の企業に比べて回答率が目

立って高い。地域別に集計してみると、東京地域の企業では「すべてのレベルでマニュアル

化は不可能」の割合が高くなっている。 

生産形態間で比較したところ、試作開発中心の企業では、「先輩・上司の大まかな指示で

仕事をこなせるレベルまで」が約 4 割と、他の生産形態の約 2 倍に達している。また、「単独

で仕事をこなせるレベルまで」の回答率が、量産中心＞多品種少量生産中心＞試作開発中心

と、1 ロットあたりの生産数が多いと見られる生産形態でより高くなる傾向にある。基幹的

人材別の集計をみると、技能職を基幹的人材とする企業で技術職を基幹的人材とする企業よ

りも「単独で仕事をこなせるレベルまで」の回答率が高くなっている。 

「すべてのレベルでマニュアル化が可能」と回答した企業と無回答の企業以外に、なぜあ

る程度のレベル以上ではマニュアル化が不可能なのかをたずねたところ、最も多くの企業か

ら挙がった理由は「仕事が複雑あるいは高度だから」（49.0％）で、次いで「マニュアル化を

行う余裕がないから」（32.2％）が多かった（図表２－５－１６）。 
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図表２－５－１５ 育成のためのマニュアルの作成が可能なレベル 

（単位：％）

ｎ

すべてのレ
ベルでマ
ニュアル化
は不可能

先輩・上司
の細かな
指示で仕
事をこなせ
るレベルま

で

先輩・上司
の大まかな
指示で仕
事をこなせ
るレベルま

で

単独で仕
事をこなせ
るレベルま

で

部下や後
輩に指示
や助言をし
ながら仕事
をさせられ
るレベルま

で

すべてのレ
ベルでマ
ニュアル化
が可能

無回答

合計 842 22.6 5.3 20.9 26.2 4.9 5.0 15.1

【業種】

プラスチック製品製造業 94 18.1 4.3 25.5 28.7 3.2 7.4 12.8

鉄鋼業 57 21.1 7.0 15.8 29.8 3.5 7.0 15.8

非鉄金属製造業 36 16.7 2.8 22.2 25.0 8.3 2.8 22.2

金属製品製造業 274 23.7 6.6 19.7 28.8 3.6 5.1 12.4

はん用機械器具製造業 20 35.0 10.0 25.0 15.0 5.0 0.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 26.0 6.8 26.0 17.8 2.7 1.4 19.2

業務用機械器具製造業 37 21.6 5.4 27.0 21.6 8.1 5.4 10.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 14.3 0.0 14.3 22.9 11.4 5.7 31.4

電気機械器具製造業 105 23.8 1.0 21.0 21.0 7.6 8.6 17.1

情報通信機械器具製造業 16 25.0 6.3 25.0 31.3 0.0 6.3 6.3

輸送用機械器具製造業 76 25.0 6.6 14.5 35.5 5.3 1.3 11.8

【従業員数】

4人以下 60 25.0 0.0 15.0 26.7 3.3 8.3 21.7

5～9人 149 31.5 6.0 16.8 12.1 2.0 6.7 24.8

10～19人 228 28.1 6.6 21.1 21.9 6.1 4.4 11.8

20～29人 116 17.2 6.9 22.4 26.7 5.2 4.3 17.2

30～49人 114 17.5 7.0 32.5 29.8 1.8 0.9 10.5

50～99人 93 15.1 4.3 19.4 33.3 9.7 9.7 8.6

100～299人 73 12.3 1.4 17.8 49.3 6.8 2.7 9.6

【所在地域】

福島 72 16.7 2.8 19.4 30.6 9.7 1.4 19.4

東京 155 32.9 3.2 20.6 21.3 5.2 7.1 9.7

長野 161 13.7 3.1 26.7 33.5 3.1 5.0 14.9

愛知 77 19.5 10.4 24.7 27.3 0.0 3.9 14.3

大阪 76 22.4 9.2 23.7 14.5 6.6 5.3 18.4

広島 153 30.1 6.5 15.0 24.8 5.2 5.2 13.1

福岡 148 18.2 5.4 18.2 28.4 5.4 4.7 19.6

【生産形態】

量産中心 225 20.4 2.2 17.8 33.8 4.0 7.6 14.2

多品種少量生産中心 478 21.3 6.7 21.5 25.3 5.0 4.8 15.3

試作開発中心 34 29.4 2.9 41.2 14.7 0.0 0.0 11.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 21.3 5.4 21.3 29.1 5.1 5.1 12.6

技術職 154 27.9 5.8 20.1 18.8 3.9 5.2 18.2  
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図表２－５－１６ 

あるレベル以上の人材の育成についてマニュアルの作成が不可能な理由（複数回答） 

（単位：％）

ｎ
仕事の変
化が激しい

から

仕事が複
雑あるいは
高度だから

マニュアル
化を行う余
裕がない

から

その他 無回答

合計 673 29.0 49.0 32.2 5.2 6.2

【業種】

プラスチック製品製造業 75 33.3 42.7 30.7 8.0 6.7

鉄鋼業 44 43.2 50.0 20.5 4.5 4.5

非鉄金属製造業 27 11.1 55.6 25.9 3.7 14.8

金属製品製造業 226 27.0 54.0 33.2 5.3 2.7

はん用機械器具製造業 18 22.2 61.1 38.9 5.6 0.0

生産用機械器具製造業 58 24.1 56.9 25.9 3.4 8.6

業務用機械器具製造業 31 25.8 41.9 51.6 0.0 9.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 22 27.3 45.5 13.6 4.5 22.7

電気機械器具製造業 78 38.5 44.9 35.9 5.1 5.1

情報通信機械器具製造業 14 57.1 28.6 35.7 0.0 7.1

輸送用機械器具製造業 66 21.2 43.9 36.4 7.6 7.6

【従業員数】

4人以下 42 35.7 52.4 38.1 0.0 4.8

5～9人 102 35.3 50.0 29.4 2.0 9.8

10～19人 191 29.8 41.4 36.6 4.2 6.8

20～29人 91 33.0 50.5 28.6 7.7 3.3

30～49人 101 30.7 53.5 28.7 3.0 4.0

50～99人 76 21.1 46.1 36.8 9.2 9.2

100～299人 64 14.1 57.8 28.1 12.5 4.7

【所在地域】

福島 57 28.1 45.6 26.3 7.0 8.8

東京 129 27.1 49.6 34.1 5.4 7.8

長野 129 28.7 48.1 34.9 3.9 4.7

愛知 63 25.4 42.9 30.2 4.8 14.3

大阪 58 44.8 51.7 29.3 1.7 3.4

広島 125 26.4 53.6 36.0 7.2 3.2

福岡 112 28.6 48.2 28.6 5.4 5.4

【生産形態】

量産中心 176 26.7 43.2 33.0 4.5 7.4

多品種少量生産中心 382 31.4 50.8 32.7 6.0 5.5

試作開発中心 30 30.0 60.0 20.0 0.0 13.3

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 529 28.9 50.9 33.1 5.5 5.1

技術職 118 28.8 44.9 31.4 5.1 7.6  
 

「仕事が複雑あるいは高度だから」を挙げる割合は、生産用機械器具製造業や従業員 100

～299 人の企業で、他の企業に比べて高い。他方、「仕事の変化が激しいから」は、大阪地域

の企業で他の地域の企業よりも回答率が高くなっている。生産形態別に集計してみると、「仕

事が複雑あるいは高度だから」の回答率が、量産中心＜多品種少量中心＜試作開発中心とな

っているのが目につく。 

－136－



 

第５節 基幹的人材のキャリア 

 

１．一人前になるために効果的なキャリア 

基幹的人材が「一人前」といえるレベルに到達するには、「一つの勤め先で長期にわたっ

て働き続ける」（一社長期勤続）というキャリアが効果的であると考える企業が約 7 割を占め

ている（図表２－５－１７）。 

 

図表２－５－１７ 一人前になるために効果的なキャリア 

（単位：％）

ｎ

一つの勤
め先で長
期にわたっ
て働き続け

る

会社・法人
は変わって
も同じ仕事
を続ける

一人前になるま
では同じ勤務先
で働き続け、そ
のあとは会社・
法人を変わって
経験を積む

その他 無回答

合計 842 72.1 10.2 5.1 1.9 10.7

【業種】

プラスチック製品製造業 94 67.0 9.6 4.3 4.3 14.9

鉄鋼業 57 78.9 8.8 1.8 0.0 10.5

非鉄金属製造業 36 63.9 11.1 13.9 0.0 11.1

金属製品製造業 274 75.2 9.1 3.6 2.2 9.9

はん用機械器具製造業 20 65.0 20.0 10.0 0.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 75.3 8.2 1.4 4.1 11.0

業務用機械器具製造業 37 73.0 10.8 5.4 0.0 10.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 62.9 11.4 11.4 0.0 14.3

電気機械器具製造業 105 62.9 13.3 9.5 1.9 12.4

情報通信機械器具製造業 16 75.0 12.5 6.3 0.0 6.3

輸送用機械器具製造業 76 81.6 9.2 2.6 0.0 6.6

【従業員数】

4人以下 60 60.0 15.0 11.7 5.0 8.3

5～9人 149 71.8 9.4 6.0 2.0 10.7

10～19人 228 69.3 13.2 4.8 0.9 11.8

20～29人 116 67.2 11.2 3.4 4.3 13.8

30～49人 114 77.2 7.9 6.1 0.9 7.9

50～99人 93 81.7 4.3 1.1 2.2 10.8

100～299人 73 80.8 8.2 2.7 0.0 8.2

【所在地域】

福島 72 68.1 12.5 5.6 4.2 9.7

東京 155 72.3 9.7 7.1 3.2 7.7

長野 161 69.6 10.6 6.8 2.5 10.6

愛知 77 71.4 13.0 2.6 1.3 11.7

大阪 76 72.4 14.5 5.3 1.3 6.6

広島 153 75.8 8.5 4.6 0.7 10.5

福岡 148 73.0 7.4 2.7 0.7 16.2

【生産形態】

量産中心 225 73.3 8.9 5.3 2.2 10.2

多品種少量生産中心 478 72.6 10.5 4.4 1.9 10.7

試作開発中心 34 61.8 8.8 14.7 0.0 14.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 75.6 10.6 4.2 1.4 8.2

技術職 154 64.9 9.7 8.4 3.2 13.6  
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 輸送用機械器具製造業では一社長期勤続を効果的と考える企業の割合が他業種に比べて高

い。また、一社長期勤続を効果的と考える企業の割合は、従業員 30 人以上の企業と 30 人未

満の企業との間で差が見られ、前者でより高くなっている。生産形態別に集計してみたとこ

ろ、試作開発中心の企業では、一社長期勤続を効果的と考える企業が 6 割程度である一方、

他の生産形態では回答率が 5％程度にとどまる、「一人前になるまでは同じ勤務先で働き続け、

そのあとは会社・法人を変わって経験を積む」の回答率が 15％程度に達している。基幹的人

材が技能職の企業と技術職の企業を比べると、前者で一社長期勤続を効果的と考える傾向が

より強い。 

 会社・法人を移るキャリアが効果的と答えた企業（「会社・法人は変わっても同じ仕事を続

ける」または「一人前になるまでは同じ勤務先で働き続け、そのあとは会社・法人を変わっ

て経験を積む」キャリアが効果的と答えた企業・129 社）に、その理由をたずねた。最も回

答が多かったのは「本人のスキルの伸びやスキルの幅の拡大が期待できる」で、4 分の 3 以

上の企業が挙げている（図表２－５－１８）。 

 

図表２－５－１８ 会社を変わることが効果的である理由（複数回答、ｎ＝129） 

7.0 

3.1 

3.9 

6.2 

6.2 

24.8 

76.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

無回答

その他

今の勤務先では、他の従業員と競合が生じる

労働条件が向上する

昔からそういう慣行になっている

人脈が広がる

本人のスキルの伸びやスキルの幅の拡大が期待できる

 
 

２．一人前になったあとのキャリア 

基幹的人材が一人前といえるレベルに達して以降、さらに職業経験を積むことによって、

より高度な仕事に挑戦できる職業的なキャリアは、どのような形で回答企業に用意されてい

るだろうか（図表２－５－１９）。最も回答が多かったのは「基本的な仕事の内容は変わらな

いが、昇進して管理・監督的な仕事が用意されている」で約 4 割を占める。「より専門性を高

められるような職業的キャリアが確立している」という企業は 8.7％、「のれん分けなど独立・

開業の機会が多い」という企業は 3.3％で、約 3 分の 1 の企業は「一人前になった人は、そ

の先の仕事も質的にはあまり変わらない」と答えている。 

一人前になった後の基幹的人材の従業員に対して、会社で用意しているキャリアについて

は従業員規模による相違が顕著である。従業員規模がより大きくなるほど「基本的な仕事の
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内容は変わらないが、昇進して管理・監督的な仕事が用意されている」の割合が高くなり、

その分「一人前になった人は、その先の仕事も質的にはあまり変わらない」の割合は低下す

る。また、試作開発中心の企業は他の生産形態の企業に比べ、「基本的な仕事の内容は変わら

ないが、昇進して管理・監督的な仕事が用意されている」の割合が目立って低くなっている。 

 

図表２－５－１９ 一人前になった基幹的人材に用意している職業的キャリア 

（単位：％）

ｎ

より専門性
を高められ
るような職
業的キャリ
アが確立し

ている

基本的な仕事
の内容は変わ
らないが、昇進
して管理・監督
的な仕事が用
意されている

基本的な仕事
の内容は変わ
らないが、のれ
ん分けなど独
立・開業の機
会が多い

一人前に
なった人は、
その先の仕
事も質的に
はあまり変
わらない

無回答

合計 842 8.7 43.6 3.3 34.3 10.1

【業種】

プラスチック製品製造業 94 10.6 42.6 4.3 28.7 13.8

鉄鋼業 57 14.0 45.6 1.8 33.3 5.3

非鉄金属製造業 36 5.6 47.2 2.8 33.3 11.1

金属製品製造業 274 10.2 40.1 4.0 37.2 8.4

はん用機械器具製造業 20 0.0 45.0 0.0 40.0 15.0

生産用機械器具製造業 73 11.0 46.6 1.4 28.8 12.3

業務用機械器具製造業 37 0.0 43.2 0.0 43.2 13.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 14.3 40.0 0.0 31.4 14.3

電気機械器具製造業 105 5.7 42.9 4.8 34.3 12.4

情報通信機械器具製造業 16 6.3 43.8 0.0 37.5 12.5

輸送用機械器具製造業 76 3.9 48.7 6.6 36.8 3.9

【従業員数】

4人以下 60 11.7 26.7 10.0 41.7 10.0

5～9人 149 14.1 26.2 8.1 38.3 13.4

10～19人 228 7.9 32.5 2.6 45.6 11.4

20～29人 116 2.6 51.7 0.9 31.0 13.8

30～49人 114 10.5 55.3 2.6 25.4 6.1

50～99人 93 6.5 58.1 0.0 29.0 6.5

100～299人 73 8.2 76.7 0.0 11.0 4.1

【所在地域】

福島 72 15.3 48.6 5.6 23.6 6.9

東京 155 11.0 41.3 5.2 36.1 6.5

長野 161 7.5 44.1 1.9 36.6 9.9

愛知 77 11.7 46.8 7.8 22.1 11.7

大阪 76 6.6 50.0 2.6 28.9 11.8

広島 153 5.2 42.5 2.0 43.8 6.5

福岡 148 7.4 39.2 1.4 34.5 17.6

【生産形態】

量産中心 225 7.6 47.1 1.8 34.7 8.9

多品種少量生産中心 478 9.0 43.1 3.1 35.1 9.6

試作開発中心 34 5.9 29.4 8.8 38.2 17.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 8.2 45.4 2.3 36.2 7.8

技術職 154 9.7 42.2 5.8 27.3 14.9  
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第６章 従業員の育成・能力開発 

 

第１節 基幹的人材の育成・能力開発に関する勤務先の方針 

 

生産活動に携わる基幹的人材を対象とした育成・能力開発に関する方針（図表２－６－１）

は、「今の人材を前提に、その能力をもう一段アップできるよう、能力開発を行っている」

（32.1％）という企業が 3 割強で最も多い。次いで、「個々の従業員が当面の仕事をこなすた

め必要な能力を身につけることを目的に能力開発を行っている」（26.5％）が 2 割台で続いて

いる。「数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しながら能力開発を行っ

ている」（8.4％）という企業は少なく 1 割に満たない。また、「人材育成・能力開発について

特に方針を定めていない」（24.5％）という企業が 2 割強を占めている。 

 

図表２－６－１ 基幹的人材の育成・能力開発に関する方針 

（単位：％）

ｎ

数年先の事業展
開を考慮して、そ
の時必要となる人
材を想定しながら
能力開発を行って

いる

今の人材を前提
に、その能力をもう
一段アップできるよ
う、能力開発を
行っている

個々の従業員が
当面の仕事をこな
すため必要な能力
を身につけることを
目的に能力開発を

行っている

人材育成・
能力開発に
ついて特に
方針を定め
ていない

無回答

合計 842 8.4 32.1 26.5 24.5 8.6

【業種】

プラスチック製品製造業 94 8.5 35.1 24.5 25.5 6.4

鉄鋼業 57 12.3 29.8 28.1 24.6 5.3

非鉄金属製造業 36 11.1 27.8 16.7 36.1 8.3

金属製品製造業 274 5.8 32.5 29.2 25.2 7.3

はん用機械器具製造業 20 10.0 20.0 50.0 15.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 6.8 41.1 24.7 19.2 8.2

業務用機械器具製造業 37 13.5 21.6 29.7 32.4 2.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 8.6 31.4 14.3 28.6 17.1

電気機械器具製造業 105 6.7 32.4 25.7 23.8 11.4

情報通信機械器具製造業 16 0.0 31.3 18.8 37.5 12.5

輸送用機械器具製造業 76 13.2 28.9 27.6 17.1 13.2

【従業員数】

4人以下 60 8.3 16.7 30.0 35.0 10.0

5～9人 149 4.7 26.8 23.5 33.6 11.4

10～19人 228 6.6 27.2 27.6 30.7 7.9

20～29人 116 12.1 33.6 29.3 19.8 5.2

30～49人 114 9.6 39.5 26.3 15.8 8.8

50～99人 93 11.8 38.7 22.6 19.4 7.5

100～299人 73 11.0 47.9 26.0 5.5 9.6

【所在地域】

福島 72 5.6 41.7 26.4 20.8 5.6

東京 155 7.7 23.2 25.8 34.8 8.4

長野 161 9.3 40.4 23.0 20.5 6.8

愛知 77 7.8 27.3 27.3 23.4 14.3

大阪 76 13.2 23.7 32.9 22.4 7.9

広島 153 7.2 34.6 29.4 22.9 5.9

福岡 148 8.8 31.8 24.3 23.0 12.2

【生産形態】

量産中心 225 11.6 29.3 29.3 22.7 7.1

多品種少量生産中心 478 6.9 33.3 27.0 25.3 7.5

試作開発中心 34 0.0 32.4 14.7 35.3 17.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 8.4 33.9 27.5 24.4 5.8

技術職 154 9.1 27.3 24.0 24.7 14.9  
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業種別に見てみると、「今の人材を前提に、その能力をもう一段アップできるよう、能力

開発を行っている」という企業の割合は、生産用機械器具製造業で他業種に比べて高く、業

務用機械器具製造業では低い。一方、「人材育成・能力開発について特に方針を定めていない」

という企業の割合は、非鉄金属製造業で高く 4 割近くを占める。また「今の人材を前提に、

その能力をもう一段アップできるよう、能力開発を行っている」という企業の割合は、従業

員規模が大きくなるに従って増える傾向にあり、従業員 100～299 人の企業では約 5 割を占め

ている。逆に「人材育成・能力開発について特に方針を定めていない」という企業の割合は

減る傾向にある。生産形態別に集計してみたところ、「人材育成・能力開発について特に方針

を定めていない」が、試作開発中心で他の生産形態の企業よりも高くなっている。 

 

第２節 基幹的人材を対象とした育成・能力開発に関する職場での取組み 

 

基幹的人材を対象とした育成・能力開発に関する取組み（図表２－６－２）の中で、積極

的に進めている（「積極的に進めている」または「ある程度積極的に進めている」）と回答し

た企業の割合が最も高かったのは、「仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から難しい仕事へ

と経験させるようにしている」で 6 割を超えている。以下、「指導者を決め、計画にそって育

成・能力開発を行っている」、「主要な担当業務のほかに、関連する業務もローテーションで

経験させている」、「作業標準書やマニュアルを使って、育成・能力開発を行っている」が 4

割弱で続く。 

非鉄金属製造業では「仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から難しい仕事へと経験させ

るようにしている」という企業の割合が他業種よりも高く、8 割を超えている。また、積極

的に「主要な担当業務のほかに、関連する業務もローテーションで経験させている」という

企業の割合は非鉄金属製造業及び鉄鋼業で、積極的に「作業標準書やマニュアルを使って、

育成・能力開発を行っている」企業の割合は、電子部品・デバイス・電子回路製造業で相対

的に高い。 

いずれの取組みも、より従業員規模の大きい企業で積極的に進めるとする回答がより高ま

る傾向にあり、特に「作業標準書やマニュアルを使って、育成・能力開発を行っている」や

「社員による勉強会や提案発表会」と言った取り組みでその傾向が顕著である。生産形態別

に集計してみると、試作開発中心の企業で「指導者を決め、計画にそって育成・能力開発を

行っている」、「作業標準書やマニュアルを使って、育成・能力開発を行っている」、「主要な

担当業務のほかに、関連する業務もローテーションで経験させている」と言った取組みを積

極的に進める企業の割合が、他の生産形態に比べて低いのが目につく。また、基幹的人材別

の異同を見たところ、積極的に「主要な担当業務のほかに、関連する業務もローテーション

で経験させている」という割合に差が見られ、基幹的人材が技能職の企業で、より割合が高

い。 
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図表２－６－２ 基幹的人材を対象とした育成・能力開発に関する職場での取組み 

（単位：％）

ｎ

指導者を決
め、計画にそっ
て、育成・能力
開発を行って

いる

作業標準書や
マニュアルを
使って、育成・
能力開発を
行っている

仕事の内容を
吟味して、やさ
しい仕事から
難しい仕事へ
と経験させるよ
うにしている

主要な担当業
務のほかに、
関連する業務
もローテーショ
ンで経験させ

ている

社員による勉
強会や提案発

表会

合計 842 38.6 35.2 64.5 38.2 24.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 39.4 35.1 61.7 36.2 31.9

鉄鋼業 57 38.6 29.8 64.9 50.9 22.8

非鉄金属製造業 36 33.3 33.3 80.6 52.8 19.4

金属製品製造業 274 38.0 37.6 67.2 40.5 24.1

はん用機械器具製造業 20 25.0 30.0 55.0 35.0 20.0

生産用機械器具製造業 73 38.4 27.4 64.4 32.9 17.8

業務用機械器具製造業 37 37.8 37.8 64.9 27.0 29.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 37.1 45.7 60.0 28.6 17.1

電気機械器具製造業 105 41.0 40.0 62.9 35.2 25.7

情報通信機械器具製造業 16 68.8 37.5 62.5 56.3 37.5

輸送用機械器具製造業 76 38.2 30.3 59.2 34.2 19.7

【従業員数】

4人以下 60 28.3 25.0 46.7 31.7 11.7

5～9人 149 23.5 19.5 60.4 27.5 10.7

10～19人 228 35.1 26.8 68.0 40.4 18.0

20～29人 116 48.3 35.3 64.7 37.9 31.0

30～49人 114 40.4 46.5 69.3 41.2 29.8

50～99人 93 48.4 52.7 67.7 41.9 36.6

100～299人 73 56.2 57.5 63.0 46.6 43.8

【所在地域】

福島 72 40.3 45.8 63.9 43.1 29.2

東京 155 33.5 31.0 57.4 37.4 20.0

長野 161 44.1 47.8 67.7 40.4 28.6

愛知 77 33.8 40.3 67.5 36.4 24.7

大阪 76 40.8 34.2 68.4 36.8 31.6

広島 153 43.8 28.8 74.5 41.8 21.6

福岡 148 33.1 25.0 54.7 32.4 18.9

【生産形態】

量産中心 225 42.7 38.7 63.1 39.6 28.9

多品種少量生産中心 478 37.0 35.4 68.4 39.7 22.4

試作開発中心 34 29.4 29.4 38.2 17.6 29.4

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 39.7 37.8 67.2 40.7 24.9

技術職 154 37.0 28.6 58.4 30.5 24.0  
注：各項目の数字は「積極的に進めている」および「ある程度積極的に進めている」と回答した企業

の割合の合計。 

 

第３節 基幹的人材を対象としたＯｆｆ－ＪＴ 

 

１．Ｏｆｆ－ＪＴの進め方 

 基幹的人材を対象とした Off-JT の進め方（図表２－６－３）に関しては、「選択肢に挙げ

られた取組みは行っていない」という企業の割合が最も多く 5 割強を占めている。挙げられ

ている取組みの中では、「社外の機関が行う研修に従業員を派遣している」（24.1％）と回答

した企業の割合が一番多く、これに「教材・研修などに関する情報を収集している」（16.2
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％）が続く。また、「教材や設備を用意している」（4.2％）、「予算を毎年確保している」（4.4

％）、「企画・立案をする担当者を決めている」（7.5％）という企業の割合は極めて低く、1

割に満たない。 

 

図表２－６－３ 基幹的人材を対象としたＯｆｆ－ＪＴの進め方（複数回答） 

（単位：％）

ｎ
予算を毎
年確保し
ている

企画・立
案をする
担当者を
決めてい

る

教材や設
備を用意
している

教材・研
修などに
関する情
報を収集
している

社外の機
関が行う
研修に従
業員を派
遣してい

る

選択肢と
して挙げ
られてい
る取り組
みは行っ
ていない

無回答

合計 842 4.4 7.5 4.2 16.2 24.1 52.7 7.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 4.3 9.6 5.3 16.0 27.7 46.8 6.4

鉄鋼業 57 0.0 1.8 3.5 8.8 21.1 66.7 3.5

非鉄金属製造業 36 2.8 2.8 2.8 2.8 19.4 61.1 8.3

金属製品製造業 274 5.5 5.8 4.4 15.7 25.5 51.1 7.3

はん用機械器具製造業 20 10.0 5.0 0.0 20.0 25.0 50.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 1.4 8.2 4.1 17.8 27.4 46.6 8.2

業務用機械器具製造業 37 5.4 13.5 0.0 29.7 35.1 45.9 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 0.0 14.3 8.6 5.7 28.6 45.7 11.4

電気機械器具製造業 105 5.7 8.6 5.7 20.0 15.2 58.1 6.7

情報通信機械器具製造業 16 6.3 6.3 6.3 12.5 12.5 68.8 6.3

輸送用機械器具製造業 76 3.9 9.2 2.6 22.4 22.4 52.6 7.9

【従業員数】

4人以下 60 0.0 1.7 1.7 13.3 6.7 71.7 10.0

5～9人 149 0.0 0.0 1.3 8.1 14.8 69.8 10.1

10～19人 228 2.2 3.1 3.5 11.4 14.0 66.2 6.6

20～29人 116 3.4 7.8 3.4 19.0 32.8 45.7 6.0

30～49人 114 5.3 6.1 6.1 20.2 32.5 39.5 6.1

50～99人 93 7.5 12.9 4.3 20.4 38.7 35.5 4.3

100～299人 73 16.4 35.6 12.3 35.6 42.5 15.1 5.5

【所在地域】

福島 72 5.6 11.1 6.9 22.2 23.6 43.1 8.3

東京 155 2.6 6.5 2.6 14.8 20.0 59.4 6.5

長野 161 4.3 7.5 6.8 21.1 36.0 42.9 5.6

愛知 77 5.2 10.4 3.9 14.3 24.7 46.8 10.4

大阪 76 5.3 7.9 2.6 14.5 17.1 56.6 5.3

広島 153 4.6 3.9 2.0 15.0 22.2 58.8 5.2

福岡 148 4.7 8.8 4.7 12.2 20.9 56.1 9.5

【生産形態】

量産中心 225 6.7 9.8 4.0 15.1 26.7 48.9 7.1

多品種少量生産中心 478 3.8 6.7 4.2 17.2 23.6 54.4 6.1

試作開発中心 34 0.0 5.9 2.9 11.8 23.5 50.0 11.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 4.8 7.9 3.9 17.3 26.7 51.9 4.7

技術職 154 3.9 5.8 5.2 11.7 17.5 56.5 11.7  

 

 業務用機械器具製造業では、「社外の機関が行う研修に従業員を派遣している」、「教材・研

修などに関する情報を収集している」という企業の割合が他業種に比べて高くなっている。

また、「選択肢に挙げられた取組みは行っていない」という割合が相対的に高いのは、鉄鋼業、

非鉄金属製造業と言った業種である。 
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従業員規模別に見ると、「選択肢に挙げられた取組みは行っていない」という企業の割合

は、従業員規模が大きくなるに従って低下する。逆に、従業員規模が大きくなるにつれて回

答率が顕著に高まるのは、「教材・研修などに関する情報を収集している」、「社外の機関が行

う研修に従業員を派遣している」の 2 つの取組みである。基幹的職種が技能職の企業と技術

職の企業を比べると、「社外の機関が行う研修に従業員を派遣している」の回答率にやや開き

があり、前者でより高くなっている。 

「教材・研修などに関する情報を収集している」と回答した 136 社の情報収集ルートを図

表２－６－４にまとめた。比較的多くの企業から挙げられたのは、「商工会議所など地域の経

営者団体から」（41.2％）、「能力開発協会、労働基準協会、公益法人から」（40.4％）、「民間

教育訓練機関から」（36.8％）、「公共職業訓練機関から」（33.1％）、「加盟している業界団体

から」（33.1％）、「親会社・グループ会社などから」（32.4％）といった情報収集ルートであ

る。 

 

図表２－６－４ 教材・研修などに関する情報の収集ルート（複数回答、ｎ＝136） 

5.1 

0.7 

5.1 

8.8 

25.7 

32.4 

33.1 

33.1 

36.8 

40.4 

41.2 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 

その他

専修学校・各種学校

高専・大学・大学院等

業界紙（誌）から

事業所で使用する機器等のメーカーから

親会社・グループ会社などから

加盟している業界団体から

公共職業訓練機関から

民間教育訓練機関から

能力開発協会、労働基準協会、公益法人から

商工会議所など地域の経営者団体から

 
  

「社外の機関が行う研修に、基幹的職種に従事する従業員を派遣している」と回答した 203

社に、その目的を挙げてもらったところ、「仕事をする上で必要な能力を従業員に意識させる

ことができるから」を挙げる企業が約 8 割を占めた。次いで、「従業員が自分の職業能力のレ

ベルを知ることができるから」（41.9％）、「資格取得のために効果的だから」（36.9％）、「同

じ職種の人と接することでモチベーションが上がるから」（36.5％）となっている。 
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図表２－６－５ 社外の機関に基幹的職種の従業員を派遣する目的（複数回答、ｎ＝203） 

1.5 

12.3 

17.2 

36.5 

36.9 

41.9 

79.8 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

その他

従業員の人脈形成につながるから

従業員を通じて教育訓練に関する新しい情報を入手できるから

同じ職種の人と接することでモチベーションが上がるから

資格取得のために効果的だから

従業員が自分の職業能力のレベルを知ることができるから

仕事をする上で必要な能力を従業員に意識させることができるから

 
 

同じく、社外の機関が行う研修に、基幹的職種に従事する従業員を派遣していると回答し

た企業に、どのような機関を利用しているのかをたずねた（図表２－６－６）。「民間教育訓

練機関」（42.4％）、「能力開発協会、労働基準協会、公益法人」（41.4％）、「商工会議所など

地域の経営者団体」（37.9％）、「事業所で使用する機器等のメーカー」（29.1％）、「業界団

体」（28.6％）、「公共職業訓練機関」（28.1％）などに従業員を派遣している企業が比較的多

い。 

 

図表２－６－６ 基幹的職種に従事する従業員の派遣先（複数回答、ｎ＝203） 

2.0 

3.4 

22.7 

28.1 

28.6 

29.1 

37.9 

41.4 

42.4 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 

その他

高専、大学、大学院等

親会社・グループ会社など

公共職業訓練機関

業界団体

事業所で使用する機器等のメーカー

商工会議所など地域の経営者団体

能力開発協会、労働基準協会、公益法人

民間教育訓練機関

 
 

２．Ｏｆｆ－ＪＴを実施する目的 

基幹的人材を対象とした Off-JT を実施する目的（図表２－６－７）として比較的多くの企

業から挙がったのは、「仕事や作業をスムーズに進める上で必要な専門知識・技能を習得させ

るため」（25.4％）、「仕事の際の基本的な心構えを身につけさせるため」（22.2％）、「新しい
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技術・技能・知識を習得させるため」（17.9％）、「OJT では習得が難しい体系的な知識・技能

を学習させるため」（16.9％）といった点である。また、36.9％の企業・法人は「基幹的職種

の従業員を対象とした Off-JT は実施していない」と答えた。 

 

図表２－６－７ 基幹的人材を対象としたＯｆｆ－ＪＴの目的（複数回答） 

（単位：％）

ｎ

仕事の際の
基本的な心
構えを身に
つけさせる

ため

OJTでは習
得が難しい
体系的な知
識・技能を
学習させる

ため

仕事や作業
をスムーズ
に進める上
で必要な専
門知識・技
能を習得さ
せるため

OJTで身に
つけた作業
のやり方の
裏づけとな
る知識や理
論を学習さ
せるため

新たに導入
された設備
機器等の操
作方法に関
する知識・
技能を習得
させるため

新しい技術・
技能・知識
を習得させ
るため

合計 842 22.2 16.9 25.4 10.3 9.7 17.9

【業種】

プラスチック製品製造業 94 24.5 14.9 20.2 14.9 8.5 13.8

鉄鋼業 57 22.8 15.8 24.6 5.3 3.5 10.5

非鉄金属製造業 36 19.4 16.7 16.7 8.3 2.8 11.1

金属製品製造業 274 24.1 16.8 26.6 8.4 10.2 19.0

はん用機械器具製造業 20 25.0 20.0 35.0 10.0 15.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 21.9 20.5 26.0 8.2 17.8 24.7

業務用機械器具製造業 37 18.9 18.9 27.0 18.9 5.4 21.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 14.3 22.9 25.7 14.3 11.4 20.0

電気機械器具製造業 105 18.1 14.3 25.7 10.5 7.6 20.0

情報通信機械器具製造業 16 18.8 12.5 25.0 18.8 12.5 6.3

輸送用機械器具製造業 76 19.7 14.5 23.7 11.8 14.5 22.4

【従業員数】

4人以下 60 23.3 3.3 11.7 1.7 8.3 11.7

5～9人 149 14.1 5.4 14.8 4.0 5.4 13.4

10～19人 228 15.4 11.4 20.2 5.7 5.3 13.2

20～29人 116 20.7 18.1 35.3 11.2 12.1 18.1

30～49人 114 32.5 21.9 26.3 14.9 9.6 19.3

50～99人 93 31.2 30.1 30.1 21.5 14.0 22.6

100～299人 73 35.6 41.1 50.7 20.5 24.7 38.4

【所在地域】

福島 72 22.2 19.4 26.4 12.5 8.3 18.1

東京 155 16.1 14.2 17.4 10.3 6.5 17.4

長野 161 32.3 19.3 31.7 14.3 19.3 27.3

愛知 77 18.2 24.7 26.0 11.7 10.4 18.2

大阪 76 21.1 17.1 27.6 7.9 5.3 9.2

広島 153 23.5 12.4 26.8 8.5 9.8 16.3

福岡 148 18.9 16.2 23.6 7.4 5.4 14.2

【生産形態】

量産中心 225 25.3 14.2 26.2 11.6 12.9 17.3

多品種少量生産中心 478 21.8 18.8 24.7 10.7 8.8 18.8

試作開発中心 34 14.7 8.8 23.5 8.8 8.8 11.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 24.4 18.5 26.0 11.2 10.6 18.7

技術職 154 16.2 14.3 26.6 7.8 6.5 16.9  
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（単位：％）

ｎ

キャリアの
節目ごとに
必要になる
知識・技能
を体系的に
習得させる

ため

仕事に関連
した資格を
取得させる

ため

その他

基幹的職種
の従業員を
対象とした
Off-JTは実
施していな

い

無回答

合計 842 8.6 11.5 0.7 36.9 15.1

【業種】

プラスチック製品製造業 94 11.7 12.8 3.2 34.0 14.9

鉄鋼業 57 1.8 14.0 0.0 47.4 8.8

非鉄金属製造業 36 8.3 5.6 0.0 41.7 19.4

金属製品製造業 274 8.0 12.8 0.0 36.1 14.6

はん用機械器具製造業 20 10.0 10.0 5.0 30.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 12.3 8.2 1.4 30.1 11.0

業務用機械器具製造業 37 8.1 16.2 0.0 37.8 13.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 14.3 17.1 0.0 31.4 17.1

電気機械器具製造業 105 5.7 8.6 0.0 40.0 20.0

情報通信機械器具製造業 16 12.5 6.3 0.0 43.8 25.0

輸送用機械器具製造業 76 10.5 10.5 1.3 40.8 17.1

【従業員数】

4人以下 60 6.7 5.0 1.7 51.7 11.7

5～9人 149 4.0 5.4 0.7 45.6 24.2

10～19人 228 3.1 11.4 0.0 49.1 15.4

20～29人 116 6.9 12.9 2.6 32.8 11.2

30～49人 114 10.5 7.0 0.0 24.6 14.9

50～99人 93 19.4 15.1 1.1 25.8 11.8

100～299人 73 20.5 28.8 0.0 11.0 6.8

【所在地域】

福島 72 6.9 12.5 1.4 30.6 18.1

東京 155 6.5 7.1 1.3 43.9 14.2

長野 161 14.3 13.7 0.0 29.8 11.8

愛知 77 13.0 10.4 0.0 27.3 18.2

大阪 76 7.9 10.5 1.3 38.2 13.2

広島 153 6.5 14.4 1.3 42.5 11.8

福岡 148 5.4 11.5 0.0 39.2 20.9

【生産形態】

量産中心 225 10.7 12.4 1.8 35.6 14.2

多品種少量生産中心 478 9.2 10.7 0.4 37.2 14.4

試作開発中心 34 0.0 8.8 0.0 35.3 23.5

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 10.3 13.2 0.8 37.0 12.6

技術職 154 1.9 5.2 0.0 37.7 18.8  
 

いずれの目的の回答率も従業員規模が大きくなるほど高まる傾向があり、逆に「基幹的職

種の従業員を対象とした Off-JT は実施していない」の回答率は従業員規模が大きくなるほど

低くなる。所在地域別の集計をみると、「基幹的職種の従業員を対象とした Off-JT は実施し

ていない」の回答率が東京や広島地域の企業では 4 割を超えてやや高く、長野、愛知地域の

企業では 3 割を切りやや低い。また、試作開発中心の企業では「仕事の際の基本的な心構え

を身につけさせるため」、「OJT では習得が難しい体系的な知識・技能を学習させるため」、

「キャリアの節目ごとに必要になる知識・技能を体系的に習得させるため」といった目的の

回答率が他の生産形態の企業に比べて低くなっている。 
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３．今後のＯｆｆ－ＪＴの取組み 

今後の Off-JT の取組みについては「現状維持」とする企業が約 6 割、増やしたい（「増や

したい」＋「やや増やしたい」）とする企業が約 4 分の１である。増やしたいという企業の割

合は、より従業員規模の大きな企業でより高くなる。また、福島地域、愛知地域の企業で、

他地域に比べて増やしたいと考える企業の割合がやや高い。 

 

図表２－６－８ 今後のＯｆｆ－ＪＴの取組み 

（単位：％）

ｎ
増やした

い
やや増や
したい

現状維持
やや減ら
したい

減らした
い

無回答

合計 842 4.9 19.8 59.6 0.1 1.4 14.1

【業種】

プラスチック製品製造業 94 8.5 19.1 58.5 0.0 2.1 11.7

鉄鋼業 57 1.8 17.5 66.7 0.0 1.8 12.3

非鉄金属製造業 36 0.0 19.4 72.2 0.0 2.8 5.6

金属製品製造業 274 4.7 19.7 59.1 0.4 1.8 14.2

はん用機械器具製造業 20 5.0 10.0 75.0 0.0 0.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 5.5 24.7 58.9 0.0 0.0 11.0

業務用機械器具製造業 37 2.7 16.2 70.3 0.0 0.0 10.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 11.4 14.3 60.0 0.0 0.0 14.3

電気機械器具製造業 105 5.7 21.0 49.5 0.0 1.0 22.9

情報通信機械器具製造業 16 0.0 12.5 68.8 0.0 0.0 18.8

輸送用機械器具製造業 76 3.9 21.1 56.6 0.0 2.6 15.8

【従業員数】

4人以下 60 1.7 6.7 73.3 0.0 3.3 15.0

5～9人 149 2.7 13.4 65.1 0.0 1.3 17.4

10～19人 228 4.4 16.2 62.3 0.4 1.8 14.9

20～29人 116 6.9 22.4 51.7 0.0 1.7 17.2

30～49人 114 4.4 25.4 59.6 0.0 0.0 10.5

50～99人 93 8.6 24.7 53.8 0.0 1.1 11.8

100～299人 73 6.8 37.0 47.9 0.0 1.4 6.8

【所在地域】

福島 72 8.3 25.0 54.2 0.0 0.0 12.5

東京 155 1.9 15.5 66.5 0.6 1.9 13.5

長野 161 6.2 23.0 56.5 0.0 1.2 13.0

愛知 77 7.8 23.4 57.1 0.0 1.3 10.4

大阪 76 2.6 19.7 59.2 0.0 1.3 17.1

広島 153 7.2 19.6 59.5 0.0 2.0 11.8

福岡 148 2.0 16.9 60.1 0.0 1.4 19.6

【生産形態】

量産中心 225 6.2 20.0 58.2 0.4 0.4 14.7

多品種少量生産中心 478 4.2 21.8 59.2 0.0 1.9 13.0

試作開発中心 34 11.8 2.9 67.6 0.0 0.0 17.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 4.7 21.3 59.7 0.2 1.1 13.1

技術職 154 6.5 16.2 57.8 0.0 3.2 16.2  
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第４節 基幹的人材を対象とした自己啓発支援 

 

 生産活動に携わる基幹的人材の自己啓発に対する支援の有無について聞いたところ、「支

援している」と回答した企業の割合は 24.0％で、5 割弱の企業では「支援は予定していない」

（46.6％）と回答している（図表２－６－９）。 

 「支援している」企業の割合は、業務用機械器具製造業や生産用機械器具製造業では 3 割

を超え、比較的高い。また、従業員規模が大きくなるにつれ高まる傾向が見られ、従業員 100

～299 人の企業では 5 割を超えている。所在地域別にみると、福島地域、長野地域の企業で

比較的高くなっている。 

 

図表２－６－９ 基幹的人材を対象とした自己啓発支援 

（単位：％）

ｎ
支援してい

る
支援を検討
している

支援は予定
していない

無回答

合計 842 24.0 20.7 46.6 8.8

【業種】

プラスチック製品製造業 94 26.6 18.1 46.8 8.5

鉄鋼業 57 19.3 14.0 57.9 8.8

非鉄金属製造業 36 25.0 27.8 44.4 2.8

金属製品製造業 274 22.6 23.4 46.0 8.0

はん用機械器具製造業 20 20.0 15.0 60.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 32.9 11.0 49.3 6.8

業務用機械器具製造業 37 32.4 18.9 43.2 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 20.0 22.9 45.7 11.4

電気機械器具製造業 105 21.9 20.0 42.9 15.2

情報通信機械器具製造業 16 18.8 18.8 50.0 12.5

輸送用機械器具製造業 76 21.1 23.7 46.1 9.2

【従業員数】

4人以下 60 10.0 11.7 75.0 3.3

5～9人 149 14.1 24.2 47.7 14.1

10～19人 228 18.4 14.5 57.0 10.1

20～29人 116 32.8 25.9 33.6 7.8

30～49人 114 28.1 28.1 37.7 6.1

50～99人 93 25.8 23.7 44.1 6.5

100～299人 73 50.7 19.2 24.7 5.5

【所在地域】

福島 72 31.9 23.6 34.7 9.7

東京 155 16.8 23.9 51.0 8.4

長野 161 36.0 16.1 39.1 8.7

愛知 77 24.7 29.9 36.4 9.1

大阪 76 26.3 21.1 44.7 7.9

広島 153 18.3 23.5 50.3 7.8

福岡 148 18.9 12.8 58.1 10.1

【生産形態】

量産中心 225 23.6 23.1 44.9 8.4

多品種少量生産中心 478 23.4 20.7 47.7 8.2

試作開発中心 34 20.6 14.7 55.9 8.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 24.6 21.5 46.8 7.2

技術職 154 23.4 18.2 45.5 13.0  
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第５節 基幹的人材の育成・能力開発における経営者団体・業界団体の活用 

 

１．経営者団体・業界団体の活用経験 

（１）育成・能力開発に関する相談 

 商工会議所などの地域の経営者団体や業界団体に、基幹的人材の育成・能力開発に関して

相談（活用）したことが「ある」と言う企業の割合は 15.1％であった（図表２－６－１０）。

従業員 5～9 人の企業で 8.1％、10～19 人の企業で 14.5％、20 人以上の企業で 20％前後と、

規模が大きくなるにつれ活用の割合は高まる傾向にあるが、20 人以 

 

図表２－６－１０ 

経営者団体や業界団体に、基幹的人材の育成・能力開発に関して相談した経験の有無 

（単位：％）

ｎ ある ない 無回答

合計 842 15.1 76.5 8.4

【業種】

プラスチック製品製造業 94 13.8 77.7 8.5

鉄鋼業 57 15.8 80.7 3.5

非鉄金属製造業 36 16.7 80.6 2.8

金属製品製造業 274 16.1 76.3 7.7

はん用機械器具製造業 20 10.0 80.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 13.7 79.5 6.8

業務用機械器具製造業 37 13.5 81.1 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 20.0 62.9 17.1

電気機械器具製造業 105 14.3 73.3 12.4

情報通信機械器具製造業 16 12.5 81.3 6.3

輸送用機械器具製造業 76 11.8 78.9 9.2

【従業員数】

4人以下 60 5.0 88.3 6.7

5～9人 149 8.1 79.2 12.8

10～19人 228 14.5 76.3 9.2

20～29人 116 21.6 70.7 7.8

30～49人 114 18.4 75.4 6.1

50～99人 93 18.3 75.3 6.5

100～299人 73 21.9 72.6 5.5

【所在地域】

福島 72 9.7 79.2 11.1

東京 155 13.5 79.4 7.1

長野 161 23.6 67.7 8.7

愛知 77 14.3 75.3 10.4

大阪 76 11.8 77.6 10.5

広島 153 15.0 79.7 5.2

福岡 148 12.2 78.4 9.5

【生産形態】

量産中心 225 12.9 79.1 8.0

多品種少量生産中心 478 16.1 76.6 7.3

試作開発中心 34 8.8 76.5 14.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 15.9 77.6 6.5

技術職 154 13.6 72.7 13.6  
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上になるとさほど変わらなくなる。所在地域別に集計してみたところ、長野地域の企業で活

用した割合がやや高く、福島地域の企業でやや低くなる。また、試作開発中心の企業も活動

したという割合が他の生産形態の企業に比べてやや低い。 

 

（２）予算の確保・担当者の配置 

 基幹的人材の育成、能力開発を目的として、経営者団体や業界団体を活用するための予算

を確保したことがあるかどうかをたずねたところ（図表２－６－１１）、「ある」と回答した

のは 13.1％であった。従業員規模がより大きい企業ほど、「ある」の割 

 

図表２－６－１１  

基幹的人材の育成・能力開発を目的とした 

経営者団体・業界団体の活用：予算確保をした経験の有無 

（単位：％）

ｎ ある ない 無回答

合計 842 13.1 77.3 9.6

【業種】

プラスチック製品製造業 94 17.0 75.5 7.4

鉄鋼業 57 5.3 89.5 5.3

非鉄金属製造業 36 16.7 77.8 5.6

金属製品製造業 274 14.6 75.2 10.2

はん用機械器具製造業 20 0.0 90.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 16.4 75.3 8.2

業務用機械器具製造業 37 13.5 81.1 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 14.3 71.4 14.3

電気機械器具製造業 105 9.5 75.2 15.2

情報通信機械器具製造業 16 12.5 81.3 6.3

輸送用機械器具製造業 76 10.5 80.3 9.2

【従業員数】

4人以下 60 3.3 93.3 3.3

5～9人 149 3.4 82.6 14.1

10～19人 228 11.8 77.2 11.0

20～29人 116 19.0 72.4 8.6

30～49人 114 11.4 80.7 7.9

50～99人 93 20.4 73.1 6.5

100～299人 73 30.1 60.3 9.6

【所在地域】

福島 72 13.9 79.2 6.9

東京 155 10.3 81.3 8.4

長野 161 18.6 71.4 9.9

愛知 77 18.2 70.1 11.7

大阪 76 10.5 78.9 10.5

広島 153 12.4 81.0 6.5

福岡 148 8.8 77.7 13.5

【生産形態】

量産中心 225 13.3 77.3 9.3

多品種少量生産中心 478 14.4 76.4 9.2

試作開発中心 34 2.9 85.3 11.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 14.0 78.4 7.6

技術職 154 11.0 73.4 15.6  
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合が高まる傾向にあり、100～299 人の企業では 3 割に達している。また、試作開発中心の企

業で「ある」の回答が 2.9％とごくわずかにとどまるのが目立つ。 

 また、基幹的人材の育成・能力開発を目的として経営者団体や業界団体を活用するにあた

って、情報収集や手続きなどを行う担当者を配置したことが「ある」と言う企業は 11.2％で、

予算確保とほぼ同程度の実施率であった。予算確保と同様、従業員規模がより大きい企業ほ

ど、「ある」の割合が高まる傾向にある。また、試作開発中心の企業や基幹的人材が技術職の

企業では他企業に比べて実施率がやや低くなっている（図表２－６－１２）。 

 

図表２－６－１２ 

基幹的人材の育成・能力開発を目的とした 

経営者団体・業界団体の活用：担当者を配置した経験の有無 

（単位：％）

ｎ ある ない 無回答

合計 842 11.2 78.9 10.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 8.5 83.0 8.5

鉄鋼業 57 3.5 91.2 5.3

非鉄金属製造業 36 16.7 77.8 5.6

金属製品製造業 274 13.5 76.6 9.9

はん用機械器具製造業 20 10.0 80.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 8.2 80.8 11.0

業務用機械器具製造業 37 16.2 78.4 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 11.4 74.3 14.3

電気機械器具製造業 105 8.6 76.2 15.2

情報通信機械器具製造業 16 6.3 87.5 6.3

輸送用機械器具製造業 76 14.5 76.3 9.2

【従業員数】

4人以下 60 5.0 91.7 3.3

5～9人 149 4.7 80.5 14.8

10～19人 228 7.5 80.3 12.3

20～29人 116 12.9 78.4 8.6

30～49人 114 10.5 81.6 7.9

50～99人 93 19.4 74.2 6.5

100～299人 73 28.8 63.0 8.2

【所在地域】

福島 72 13.9 79.2 6.9

東京 155 9.7 81.9 8.4

長野 161 14.3 75.2 10.6

愛知 77 14.3 71.4 14.3

大阪 76 7.9 80.3 11.8

広島 153 11.1 82.4 6.5

福岡 148 8.1 79.1 12.8

【生産形態】

量産中心 225 12.4 77.8 9.8

多品種少量生産中心 478 11.3 79.3 9.4

試作開発中心 34 5.9 82.4 11.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 12.6 79.8 7.6

技術職 154 7.1 76.6 16.2  
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２．経営者団体・業界団体を活用する機会 

 基幹的人材の育成・能力開発のために、経営者団体や業界団体を活用する機会は、3 年前

と比べて「変わっていない」という企業が約 6 割、増えている（「増えている」＋「やや増え

ている」）という企業が 12.4％、減っている（「減っている」＋「やや減っている」）という

企業が 14.1％である。増えているという企業の割合は 100～299 人企業（「増えている」＋「や

や増えている」・21.9％）で 100 人未満の企業に比べてやや高くなっている。逆に減っている

という割合が他企業に比べてやや高いのは、福島地域（「減っている」＋「やや減っている」

・20.8％）の企業である。 

 

図表２－６－１３ 

基幹的人材の育成・能力開発を目的とした 

経営者団体・業界団体の活用機会：３年前との比較 

（単位：％）

ｎ 増えている
やや増えて

いる
現状維持

やや減らし
たい

減っている 無回答

合計 842 2.4 10.0 58.8 5.2 8.9 14.7

【業種】

プラスチック製品製造業 94 4.3 7.4 64.9 4.3 8.5 10.6

鉄鋼業 57 3.5 5.3 71.9 1.8 8.8 8.8

非鉄金属製造業 36 0.0 8.3 66.7 2.8 8.3 13.9

金属製品製造業 274 2.9 10.6 54.4 7.3 9.5 15.3

はん用機械器具製造業 20 5.0 10.0 70.0 0.0 5.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 2.7 9.6 58.9 6.8 11.0 11.0

業務用機械器具製造業 37 0.0 16.2 70.3 0.0 5.4 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 2.9 5.7 57.1 0.0 14.3 20.0

電気機械器具製造業 105 1.0 11.4 51.4 5.7 8.6 21.9

情報通信機械器具製造業 16 6.3 0.0 62.5 12.5 0.0 18.8

輸送用機械器具製造業 76 0.0 11.8 56.6 6.6 9.2 15.8

【従業員数】

4人以下 60 0.0 8.3 65.0 5.0 8.3 13.3

5～9人 149 2.0 5.4 59.7 3.4 10.1 19.5

10～19人 228 1.8 8.8 56.6 5.3 11.0 16.7

20～29人 116 2.6 13.8 54.3 6.0 6.9 16.4

30～49人 114 1.8 7.9 63.2 7.9 8.8 10.5

50～99人 93 5.4 11.8 63.4 3.2 5.4 10.8

100～299人 73 2.7 19.2 56.2 6.8 5.5 9.6

【所在地域】

福島 72 0.0 9.7 54.2 12.5 8.3 15.3

東京 155 2.6 9.7 58.1 3.9 11.0 14.8

長野 161 4.3 11.2 60.9 5.0 6.8 11.8

愛知 77 2.6 7.8 55.8 5.2 7.8 20.8

大阪 76 1.3 10.5 55.3 6.6 10.5 15.8

広島 153 2.6 11.8 66.0 4.6 6.5 8.5

福岡 148 1.4 8.1 55.4 3.4 11.5 20.3

【生産形態】

量産中心 225 2.2 9.3 61.8 4.0 8.4 14.2

多品種少量生産中心 478 2.3 9.8 58.2 6.7 9.2 13.8

試作開発中心 34 0.0 5.9 64.7 2.9 8.8 17.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 2.8 10.6 61.1 5.4 7.9 12.1

技術職 154 1.3 8.4 54.5 3.9 9.7 22.1  

－153－



 次に、基幹的人材の育成・能力開発における経営者団体や業界団体の活用機会に関する今

後の意向（現在と比較して）をたずねたところ（図表２－６－１４）、「現状維持」が約 6 割

で最も多く、増やしたい（「増やしたい」＋「やや増やしたい」）という企業が 2 割弱、減ら

したい（「減らしたい」＋「やや減らしたい」）という企業は 6.0％であった。非鉄金属製造

業では増やしたいと言う企業が 8.3％と他業種に比べてやや割合が低い。また、従業員規模

別に集計してみると、より規模が大きくなるにつれて増やしたいと言う企業の割合が上昇す

る傾向がある。 

 

図表２－６－１４ 

基幹的人材の育成・能力開発を目的とした 

経営者団体・業界団体の活用機会：今後の意向（現在との比較） 

（単位：％）

ｎ 増やしたい
やや増やし

たい
現状維持

やや減らし
たい

減らしたい 無回答

合計 842 2.4 16.5 60.6 1.2 4.8 14.6

【業種】

プラスチック製品製造業 94 3.2 19.1 62.8 2.1 3.2 9.6

鉄鋼業 57 5.3 7.0 75.4 0.0 3.5 8.8

非鉄金属製造業 36 0.0 8.3 72.2 5.6 0.0 13.9

金属製品製造業 274 2.6 18.6 56.2 1.8 5.8 15.0

はん用機械器具製造業 20 5.0 10.0 70.0 0.0 5.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 1.4 21.9 58.9 0.0 5.5 12.3

業務用機械器具製造業 37 0.0 16.2 73.0 0.0 2.7 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 5.7 14.3 51.4 0.0 8.6 20.0

電気機械器具製造業 105 2.9 16.2 54.3 0.0 4.8 21.9

情報通信機械器具製造業 16 0.0 6.3 75.0 0.0 0.0 18.8

輸送用機械器具製造業 76 0.0 14.5 61.8 1.3 6.6 15.8

【従業員数】

4人以下 60 0.0 5.0 73.3 1.7 6.7 13.3

5～9人 149 2.0 12.1 59.7 1.3 6.0 18.8

10～19人 228 1.3 15.4 60.1 0.0 6.6 16.7

20～29人 116 2.6 19.0 56.0 1.7 4.3 16.4

30～49人 114 2.6 22.8 60.5 2.6 0.9 10.5

50～99人 93 6.5 16.1 61.3 1.1 4.3 10.8

100～299人 73 1.4 27.4 58.9 1.4 1.4 9.6

【所在地域】

福島 72 0.0 23.6 58.3 0.0 1.4 16.7

東京 155 3.2 15.5 58.7 1.3 7.1 14.2

長野 161 2.5 20.5 60.9 0.0 5.0 11.2

愛知 77 5.2 15.6 50.6 3.9 2.6 22.1

大阪 76 0.0 17.1 56.6 3.9 6.6 15.8

広島 153 2.6 18.3 68.0 0.0 2.6 8.5

福岡 148 2.0 8.1 62.8 1.4 6.1 19.6

【生産形態】

量産中心 225 1.3 17.8 61.8 0.0 4.4 14.7

多品種少量生産中心 478 2.9 16.1 60.7 1.9 5.2 13.2

試作開発中心 34 2.9 5.9 67.6 0.0 5.9 17.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 2.6 17.7 62.5 1.1 3.9 12.1

技術職 154 1.9 14.9 54.5 0.6 6.5 21.4  

－154－



第６節 基幹的人材を対象とした能力開発の取組みに関する評価 

 

 基幹的人材を対象とした OJT については、うまくいっている（「非常にうまくいっている」

＋「ある程度うまくいっている」）とみている企業が 26.3％、「どちらとも言えない」と評価

している企業が 27.3％である。一方、うまくいっていない（「まったくうまくいっていない」

＋「あまりうまくいっていない」）という企業は非常に少なく 4.5％にとどまる（図表２－６

－１５①）。うまくいっていると評価する企業は、電子・デバイス・電子回路製造業（37.2

％）で多い。また、従業員規模が大きくなるほどうまくいっているという企業の割合が高ま

り、100～299 人の企業では約 6 割を占めている。 

 

図表２－５－１５①  

基幹的人材を対象とした能力開発の取組みに関する評価：ＯＪＴ 

（単位：％）

ｎ
非常にうま
くいってい

る

ある程度う
まくいって

いる

どちらとも
言えない

あまりうま
くいってい

ない

まったくう
まくいって
いない

実施して
いない

無回答

合計 842 1.4 24.9 27.3 3.9 0.6 9.1 32.7

【業種】

プラスチック製品製造業 94 0.0 19.1 34.0 4.3 0.0 9.6 33.0

鉄鋼業 57 0.0 21.1 28.1 7.0 0.0 12.3 31.6

非鉄金属製造業 36 2.8 22.2 33.3 0.0 0.0 8.3 33.3

金属製品製造業 274 1.5 24.8 22.6 5.5 0.7 8.8 36.1

はん用機械器具製造業 20 0.0 30.0 30.0 0.0 0.0 5.0 35.0

生産用機械器具製造業 73 0.0 28.8 32.9 5.5 0.0 6.8 26.0

業務用機械器具製造業 37 0.0 32.4 18.9 5.4 2.7 16.2 24.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 2.9 34.3 25.7 2.9 0.0 11.4 22.9

電気機械器具製造業 105 1.9 26.7 22.9 1.9 1.0 9.5 36.2

情報通信機械器具製造業 16 0.0 31.3 31.3 0.0 0.0 12.5 25.0

輸送用機械器具製造業 76 3.9 17.1 35.5 1.3 1.3 6.6 34.2

【従業員数】

4人以下 60 0.0 8.3 35.0 0.0 0.0 21.7 35.0

5～9人 149 0.0 12.8 27.5 2.0 0.0 12.8 45.0

10～19人 228 0.9 14.5 25.4 4.8 0.4 9.6 44.3

20～29人 116 0.9 28.4 29.3 4.3 0.0 9.5 27.6

30～49人 114 2.6 32.5 26.3 5.3 0.9 6.1 26.3

50～99人 93 4.3 43.0 24.7 5.4 3.2 4.3 15.1

100～299人 73 2.7 54.8 28.8 4.1 0.0 1.4 8.2

【所在地域】

福島 72 0.0 27.8 22.2 2.8 0.0 8.3 38.9

東京 155 1.3 21.9 28.4 3.2 1.3 17.4 26.5

長野 161 1.2 37.3 24.2 3.1 0.6 7.5 26.1

愛知 77 1.3 26.0 29.9 5.2 0.0 3.9 33.8

大阪 76 2.6 22.4 28.9 3.9 1.3 6.6 34.2

広島 153 1.3 18.3 34.6 3.3 0.7 5.9 35.9

福岡 148 2.0 20.9 22.3 6.1 0.0 10.1 38.5

【生産形態】

量産中心 225 1.8 23.6 31.1 1.8 0.4 8.9 32.4

多品種少量生産中心 478 1.0 26.4 26.8 5.0 0.4 8.4 32.0

試作開発中心 34 2.9 17.6 20.6 2.9 0.0 14.7 41.2

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 1.7 26.6 27.2 4.8 0.6 8.7 30.3

技術職 154 0.6 21.4 28.6 1.3 0.6 11.0 36.4  

－155－



 Off-JT の取組みについては、うまくいっている（「非常にうまくいっている」＋「ある程

度うまくいっている」とする企業が 13.4％、逆にうまくいっていない（「まったくうまくい

っていない」＋「あまりうまくいっていない」）という企業は 4.1％で、「どちらとも言えな

い」（28.0％）という企業が約 3 割を占める。また、4 割弱の企業は「実施していない」と回

答している（図表２－６－１５②）。実施していない企業を除いた評価別の構成は、うまくい

っているが約 2 割、どちらとも言えないが 5 割弱、うまくいっていないが 1 割にも満たず、

不明、無回答が約 2 割となる。 

 

図表２－５－１５②  

基幹的人材を対象とした能力開発の取組みに関する評価：Ｏｆｆ－ＪＴ 

（単位：％）

ｎ
非常にうま
くいってい

る

ある程度う
まくいって

いる

どちらとも
言えない

あまりうま
くいってい

ない

まったくう
まくいって
いない

実施して
いない

無回答

合計 842 1.0 12.4 28.0 3.6 0.5 36.9 17.7

【業種】

プラスチック製品製造業 94 0.0 12.8 35.1 2.1 0.0 34.0 16.0

鉄鋼業 57 0.0 10.5 21.1 5.3 0.0 47.4 15.8

非鉄金属製造業 36 0.0 13.9 27.8 2.8 0.0 41.7 13.9

金属製品製造業 274 0.7 12.8 26.6 4.7 0.4 36.1 18.6

はん用機械器具製造業 20 0.0 15.0 35.0 0.0 0.0 30.0 20.0

生産用機械器具製造業 73 0.0 16.4 32.9 5.5 0.0 30.1 15.1

業務用機械器具製造業 37 0.0 8.1 24.3 8.1 5.4 37.8 16.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 2.9 14.3 28.6 2.9 2.9 31.4 17.1

電気機械器具製造業 105 1.0 11.4 21.0 1.0 0.0 40.0 25.7

情報通信機械器具製造業 16 0.0 12.5 31.3 0.0 0.0 43.8 12.5

輸送用機械器具製造業 76 5.3 6.6 30.3 2.6 0.0 40.8 14.5

【従業員数】

4人以下 60 0.0 6.7 21.7 0.0 0.0 51.7 20.0

5～9人 149 0.0 5.4 21.5 2.0 0.0 45.6 25.5

10～19人 228 0.9 6.6 21.1 2.6 0.9 49.1 18.9

20～29人 116 0.0 14.7 31.0 2.6 0.0 32.8 19.0

30～49人 114 1.8 16.7 29.8 7.9 0.0 24.6 19.3

50～99人 93 1.1 22.6 36.6 5.4 2.2 25.8 6.5

100～299人 73 4.1 24.7 49.3 5.5 0.0 11.0 5.5

【所在地域】

福島 72 0.0 13.9 27.8 0.0 0.0 30.6 27.8

東京 155 0.0 8.4 27.1 4.5 0.6 43.9 15.5

長野 161 1.9 19.3 32.3 2.5 0.6 29.8 13.7

愛知 77 1.3 15.6 27.3 9.1 0.0 27.3 19.5

大阪 76 0.0 14.5 27.6 1.3 1.3 38.2 17.1

広島 153 2.0 10.5 28.8 2.0 0.0 42.5 14.4

福岡 148 0.7 7.4 24.3 5.4 0.7 39.2 22.3

【生産形態】

量産中心 225 1.3 12.4 29.8 3.1 0.0 35.6 17.8

多品種少量生産中心 478 0.6 12.3 28.0 4.0 0.6 37.2 17.2

試作開発中心 34 2.9 14.7 17.6 2.9 0.0 35.3 26.5

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 1.1 13.2 28.8 3.9 0.5 37.0 15.6

技術職 154 0.6 9.7 27.3 3.2 0.6 37.7 20.8  

－156－



鉄鋼業では「実施していない」という企業の割合が 47.4％と他業種に比べて高くなってい

る。また、OJT の取組み同様、「うまくいっている」という企業の割合が、規模が大きくな

るに従って増加する傾向にある。 

 自己啓発への支援は、うまくいっている（「非常にうまくいっている」＋「ある程度うまく

いっている」）と考える企業が 6.6％、「どちらとも言えない」という企業が 11.4％、うまく

いっていない（「まったくうまくいっていない」＋「あまりうまくいっていない」）と評価す

る企業が 3.2％である（図表２－６－１５③）。実施していない企業（69.5％）を除いてそれ

ぞれの比重を見ると、うまくいっているが約 2 割、うまくいっていないが約 1 割、どちらと

も言えないが約 3 割で、残りが不明、無回答と言った構成になる。従業員 100～299 人企業で

は、100 人未満の企業に比べてうまくいっている企業の割合が突出して高くなる。 

 

図表２－５－１５③ 

基幹的人材を対象とした能力開発の取組みに関する評価：自己啓発支援 

（単位：％）

ｎ
非常にうま
くいってい

る

ある程度う
まくいって

いる

どちらとも
言えない

あまりうまく
いっていな

い

まったくう
まくいって
いない

実施してい
ない

無回答

合計 842 0.4 6.2 11.4 2.7 0.5 69.5 9.4

【業種】

プラスチック製品製造業 94 1.1 6.4 14.9 3.2 0.0 64.9 9.6

鉄鋼業 57 0.0 5.3 12.3 0.0 1.8 73.7 7.0

非鉄金属製造業 36 0.0 2.8 16.7 2.8 0.0 75.0 2.8

金属製品製造業 274 0.4 7.3 9.1 2.6 0.4 71.9 8.4

はん用機械器具製造業 20 0.0 5.0 15.0 0.0 0.0 75.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 0.0 6.8 13.7 2.7 1.4 67.1 8.2

業務用機械器具製造業 37 0.0 13.5 8.1 8.1 2.7 62.2 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 0.0 2.9 11.4 2.9 0.0 68.6 14.3

電気機械器具製造業 105 1.0 3.8 12.4 1.9 0.0 65.7 15.2

情報通信機械器具製造業 16 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 75.0 12.5

輸送用機械器具製造業 76 0.0 1.3 11.8 5.3 0.0 71.1 10.5

【従業員数】

4人以下 60 0.0 3.3 6.7 0.0 0.0 86.7 3.3

5～9人 149 0.0 4.7 4.7 1.3 0.7 72.5 16.1

10～19人 228 0.4 4.4 9.2 0.9 0.9 75.4 8.8

20～29人 116 0.0 6.0 15.5 4.3 0.0 62.1 12.1

30～49人 114 0.0 6.1 13.2 2.6 0.9 69.3 7.9

50～99人 93 1.1 5.4 14.0 5.4 0.0 68.8 5.4

100～299人 73 1.4 17.8 23.3 8.2 0.0 43.8 5.5

【所在地域】

福島 72 1.4 9.7 15.3 1.4 0.0 63.9 8.3

東京 155 0.0 1.9 12.3 1.3 0.0 76.8 7.7

長野 161 0.6 13.0 13.0 6.2 0.6 57.1 9.3

愛知 77 0.0 3.9 13.0 2.6 1.3 68.8 10.4

大阪 76 0.0 10.5 10.5 2.6 0.0 68.4 7.9

広島 153 0.7 3.3 9.8 2.0 0.7 76.5 7.2

福岡 148 0.0 3.4 8.1 2.0 0.7 71.6 14.2

【生産形態】

量産中心 225 0.4 5.3 13.3 2.7 0.0 68.4 9.8

多品種少量生産中心 478 0.4 5.2 10.5 3.3 0.8 71.5 8.2

試作開発中心 34 0.0 5.9 8.8 0.0 0.0 76.5 8.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 0.3 5.9 12.1 3.3 0.5 70.3 7.6

技術職 154 0.6 7.1 9.7 1.3 0.6 66.9 13.6  

－157－



第７節 基幹的人材の教育訓練を実施する上での課題 

 

基幹的人材の教育訓練を実施する上での課題として最も多くの企業が挙げたのは、「従業

員が忙しすぎて、教育訓練を受ける時間がない」（30.4％）で、以下、「社外の教育訓練機関

を使うのにコストがかかりすぎる」（21.6％）、「従業員のやる気が乏しい」（20.5％）と続く。

また約 2 割は「特に問題はない」と答えている（図表２－６－１６）。 

 

図表２－６－１６ 基幹的人材の教育訓練を進める上での課題（複数回答） 

（単位：％）

ｎ

従業員に必
要な能力を
明らかにす
ることが難し

い

従業員に必
要な能力を
明らかにで
きても、うま
く伝えること
ができない

従業員のや
る気が乏し

い

従業員が忙
しすぎて、教
育訓練を受
ける時間が

ない

上司と部
下、先輩と
後輩との間
のコミュニ

ケーションが
うまく取れて

いない

どこにどのよ
うな教育訓
練機関があ
るかがわか

らない

合計 842 11.0 6.8 20.5 30.4 10.5 5.9

【業種】

プラスチック製品製造業 94 10.6 4.3 23.4 26.6 9.6 2.1

鉄鋼業 57 0.0 7.0 24.6 21.1 5.3 8.8

非鉄金属製造業 36 8.3 0.0 19.4 22.2 13.9 2.8

金属製品製造業 274 10.2 10.2 23.4 33.6 9.9 6.2

はん用機械器具製造業 20 10.0 5.0 5.0 15.0 5.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 23.3 6.8 21.9 24.7 21.9 9.6

業務用機械器具製造業 37 13.5 8.1 16.2 27.0 13.5 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 2.9 2.9 14.3 25.7 11.4 2.9

電気機械器具製造業 105 8.6 4.8 17.1 31.4 10.5 5.7

情報通信機械器具製造業 16 6.3 0.0 0.0 50.0 6.3 6.3

輸送用機械器具製造業 76 19.7 7.9 23.7 39.5 3.9 7.9

【従業員数】

4人以下 60 15.0 10.0 20.0 18.3 3.3 8.3

5～9人 149 6.0 2.7 12.1 19.5 6.0 6.0

10～19人 228 10.5 3.9 20.2 27.6 8.3 7.5

20～29人 116 12.9 7.8 25.9 36.2 13.8 3.4

30～49人 114 12.3 13.2 22.8 36.8 16.7 9.6

50～99人 93 16.1 8.6 20.4 41.9 14.0 2.2

100～299人 73 8.2 8.2 28.8 39.7 13.7 2.7

【所在地域】

福島 72 5.6 4.2 16.7 29.2 6.9 4.2

東京 155 17.4 4.5 20.0 29.7 12.3 7.7

長野 161 12.4 8.1 14.9 37.9 11.8 5.0

愛知 77 10.4 9.1 20.8 27.3 11.7 9.1

大阪 76 9.2 9.2 19.7 34.2 6.6 6.6

広島 153 11.1 6.5 26.8 30.7 11.8 5.9

福岡 148 6.8 6.8 23.0 23.0 8.8 4.1

【生産形態】

量産中心 225 12.9 4.9 20.4 35.1 7.1 5.8

多品種少量生産中心 478 10.5 7.3 21.5 28.5 13.2 6.3

試作開発中心 34 14.7 0.0 17.6 20.6 2.9 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 11.0 6.8 21.8 31.1 11.8 6.4

技術職 154 12.3 7.1 14.9 29.2 6.5 4.5  
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（単位：％）

ｎ

適切な内容
やレベルの
研修コース
を設けてい
る教育訓練
機関がない

社外の教育
訓練機関を
使うのにコ
ストがかかり

すぎる

教育訓練に
関わる国の
助成金の申
請手続きが
わからない

その他
特に問題は

ない
無回答

合計 842 8.8 21.6 7.0 1.5 22.9 12.4

【業種】

プラスチック製品製造業 94 6.4 29.8 11.7 4.3 25.5 10.6

鉄鋼業 57 7.0 12.3 8.8 0.0 28.1 15.8

非鉄金属製造業 36 5.6 19.4 0.0 0.0 33.3 5.6

金属製品製造業 274 7.7 21.9 6.6 0.7 21.5 11.3

はん用機械器具製造業 20 0.0 15.0 15.0 10.0 25.0 15.0

生産用機械器具製造業 73 13.7 17.8 9.6 2.7 11.0 16.4

業務用機械器具製造業 37 5.4 35.1 5.4 0.0 24.3 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 17.1 17.1 5.7 0.0 28.6 20.0

電気機械器具製造業 105 12.4 19.0 4.8 1.0 26.7 13.3

情報通信機械器具製造業 16 25.0 18.8 12.5 0.0 25.0 6.3

輸送用機械器具製造業 76 3.9 22.4 5.3 1.3 18.4 11.8

【従業員数】

4人以下 60 5.0 18.3 0.0 5.0 25.0 11.7

5～9人 149 9.4 15.4 10.1 1.3 30.9 17.4

10～19人 228 8.3 19.7 7.9 1.8 21.5 12.7

20～29人 116 11.2 23.3 10.3 0.0 18.1 8.6

30～49人 114 9.6 28.1 5.3 0.0 15.8 13.2

50～99人 93 7.5 22.6 6.5 3.2 23.7 10.8

100～299人 73 8.2 30.1 2.7 1.4 21.9 8.2

【所在地域】

福島 72 2.8 19.4 8.3 2.8 25.0 12.5

東京 155 10.3 19.4 7.1 0.6 25.2 11.6

長野 161 11.8 24.2 6.2 0.6 21.7 9.3

愛知 77 7.8 19.5 6.5 2.6 20.8 15.6

大阪 76 9.2 26.3 10.5 2.6 23.7 10.5

広島 153 7.2 22.9 6.5 2.6 22.2 9.8

福岡 148 8.8 19.6 6.1 0.7 22.3 18.2

【生産形態】

量産中心 225 7.6 21.8 6.7 1.3 23.6 12.0

多品種少量生産中心 478 9.2 22.4 7.7 1.0 23.4 10.9

試作開発中心 34 11.8 20.6 2.9 2.9 20.6 20.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 9.2 23.5 7.2 1.7 22.9 10.4

技術職 154 8.4 16.2 6.5 0.6 23.4 16.2  
 

「特に問題はない」という企業の割合は、非鉄金属製造業で他業種に比べて高く、逆に生

生産用機械器具製造業では低い。生産用機械器具製造業では「従業員に必要な能力を明らか

にすることが難しい」、「上司と部下、先輩と後輩との間のコミュニケーションがうまく取れ

ていない」を、業務用機械器具製造業では「社外の教育訓練機関を使うのにコストがかかり

すぎる」を課題として挙げている企業の割合が他業種よりも高い。従業員規模別の集計では、

「従業員が忙しすぎて、教育訓練を受ける時間がない」を挙げる企業の割合が、規模が大き

くなるほど高まる傾向が認められ、生産形態別の集計でもこの課題を挙げる企業の割合が、

量産中心＞多品種少量中心＞試作開発中心と推移しているのが目につく。 
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第８節 育成・能力開発に力を入れている人材 

 

育成・能力開発に力を入れている人材としては、「職場のリーダーや監督の役割を担える

人材」（48.6％）を挙げた企業が最も多く、以下「経営者自身」や「会社全体の経営や管理を

担える人材」が約 3 割、「営業拡大や顧客開拓を進められる人材」や「事務関連の仕事を担当

する人材」を挙げている企業が 1 割強となっている。一方、「人材の育成や能力開発には特に

力を入れていない」と回答した企業は 14.3％であった（図表２－６－１７）。 

 

図表２－６－１７ 育成・能力開発に力を入れている人材（複数回答） 

（単位：％）

ｎ
経営者自

身

会社全体
の経営や
管理を担
える人材

職場の
リーダー
や監督の
役割を担
える存在

営業拡大
や顧客開
拓を進め
られる存

在

事務関連
の仕事を
担当する
人材

人材の育
成や能力
開発には
特に力を
入れてい
ない

無回答

合計 842 32.2 28.3 48.6 14.1 10.2 14.3 13.4

【業種】

プラスチック製品製造業 94 39.4 40.4 54.3 20.2 14.9 8.5 12.8

鉄鋼業 57 21.1 19.3 40.4 12.3 7.0 19.3 21.1

非鉄金属製造業 36 38.9 22.2 36.1 5.6 13.9 13.9 22.2

金属製品製造業 274 38.0 29.9 49.6 12.0 8.4 13.9 10.9

はん用機械器具製造業 20 40.0 15.0 40.0 15.0 10.0 20.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 34.2 26.0 49.3 13.7 9.6 12.3 15.1

業務用機械器具製造業 37 24.3 29.7 48.6 16.2 10.8 21.6 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 22.9 17.1 51.4 20.0 11.4 14.3 22.9

電気機械器具製造業 105 28.6 27.6 40.0 14.3 8.6 14.3 14.3

情報通信機械器具製造業 16 25.0 43.8 50.0 6.3 0.0 25.0 12.5

輸送用機械器具製造業 76 19.7 25.0 59.2 14.5 17.1 11.8 11.8

【従業員数】

4人以下 60 35.0 3.3 21.7 10.0 3.3 28.3 15.0

5～9人 149 34.2 22.8 28.9 13.4 9.4 17.4 18.8

10～19人 228 33.3 28.1 38.2 9.6 6.6 18.0 16.2

20～29人 116 39.7 33.6 57.8 12.9 11.2 8.6 13.8

30～49人 114 34.2 28.1 62.3 19.3 9.6 9.6 8.8

50～99人 93 26.9 38.7 71.0 17.2 14.0 8.6 8.6

100～299人 73 16.4 41.1 79.5 24.7 23.3 6.8 5.5

【所在地域】

福島 72 25.0 25.0 47.2 12.5 15.3 15.3 16.7

東京 155 29.7 27.1 43.2 14.2 9.0 19.4 12.9

長野 161 41.6 36.0 56.5 16.8 13.7 13.0 7.5

愛知 77 24.7 27.3 50.6 13.0 7.8 11.7 16.9

大阪 76 34.2 34.2 46.1 19.7 10.5 10.5 14.5

広島 153 34.0 21.6 52.9 7.2 7.2 13.7 13.1

福岡 148 29.1 27.0 41.9 16.9 9.5 13.5 16.9

【生産形態】

量産中心 225 31.6 30.2 54.2 11.6 12.4 14.7 10.7

多品種少量生産中心 478 33.5 28.9 48.5 13.6 9.4 13.8 14.2

試作開発中心 34 23.5 14.7 35.3 20.6 5.9 11.8 23.5

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 32.7 29.4 53.8 14.6 10.9 14.2 10.7

技術職 154 34.4 27.3 34.4 13.6 9.1 15.6 14.9  
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プラスチック製品製造業では「会社全体の経営や管理を担える人材」を、輸送用機械器具

製造業では「職場のリーダーや監督の役割を担える人材」を挙げる企業の割合が他の業種に

比べて高い。また、「職場のリーダーや監督の役割を担える人材」を挙げる企業の割合は、従

業員規模が大きくなるに従って増える傾向にあり、「人材の育成や能力開発には特に力を入

れていない」は、従業員 20 人未満と 20 人以上で回答率に差が見られる。所在地域別に集計

してみたところ、長野地域の企業で「職場のリーダーや監督の役割を担える人材」、「経営者

自身」を挙げている企業の割合が他の地域に比べると高い。 

生産形態別に比較すると、「会社全体の経営や管理を担える人材」や「職場のリーダーや

監督の役割を担える人材」を挙げる企業の割合が試作開発中心の企業で低くなっている。基

幹的職種が技能職の企業は、基幹的職種が技術職の企業よりも「職場のリーダーや監督の役

割を担える人材」の育成・能力開発に力を入れているという割合が 20 ポイントも高くなって

いる。 

 育成・能力開発に力を入れているそれぞれの人材を対象とした能力開発の取組みについて、

企業はどのように評価しているのか（図表２－６－１８）。能力開発の取組みが実施できてい

る（「十分に実施できている」＋「ある程度実施できている」）という割合が最も多いのは、

「事務関連の仕事を担当する人材」で約 7 割を占めている。「経営者自身」の能力開発につい

ても実施できているという割合は高く 6 割を超えている。一方、「営業拡大や顧客開拓を進め

られる人材」の能力開発の取組みが実施できている企業の割合は少なく、3 割台である。そ

の他の人材の能力開発については、5 割程度の企業が実施できているとしている。 

 

図表２－６－１８ 育成・能力開発に力を入れている人材の能力開発の取組み 

（単位：％）

ｎ
十分に実
施できてい

る

ある程度
実施できて

いる

どちらとも
言えない

あまり実施
できていな

い

全く実施で
きていない

無回答

経営者自身 271 8.5 52.4 24.7 8.5 4.8 1.1

会社全体の経営や管理を担える人材 238 3.4 44.1 31.5 11.3 1.7 8.0

職場のリーダーや監督の役割を担える存在 409 2.7 46.7 32.0 8.6 2.4 7.6

営業拡大や顧客開拓を進められる存在 119 1.7 34.5 26.9 19.3 3.4 14.3

事務関連の仕事を担当する人材 86 9.3 59.3 20.9 7.0 2.3 1.2  
 

第９節 従業員の能力開発やキャリアに関する情報の管理 

 

 従業員個々人の能力開発やキャリアに関して把握・整理しているという回答が最も多かっ

たのは、「入社前の履歴」（66.2％）で、以下、「各種資格の取得状況」（54.9％）、「これまで

に経験した部署・職場」（39.8％）等が続く。一方、「自己啓発の状況」（5.2％）について把

握・整理している企業の割合は少なく 1 割に満たない（図表２－６－１９）。 
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図表２－６－１９  

従業員個々人の能力開発・キャリアに関する情報のうち把握・整理している項目（複数回答） 

（単位：％）

ｎ
入社前の
履歴

これまで
に経験し
た部署・
職場

研修歴
自己啓発
の状況

各種資格
の取得状

況
その他

個々人の教育
訓練やキャリ
アに関する情
報は把握・整
理していない

無回答

合計 842 66.2 39.8 14.3 5.2 54.9 1.1 11.0 7.5

【業種】

プラスチック製品製造業 94 61.7 47.9 14.9 6.4 48.9 1.1 12.8 8.5

鉄鋼業 57 57.9 33.3 12.3 7.0 63.2 1.8 10.5 7.0

非鉄金属製造業 36 69.4 27.8 5.6 5.6 50.0 0.0 5.6 11.1

金属製品製造業 274 71.2 38.0 12.0 2.6 58.4 0.4 12.0 4.4

はん用機械器具製造業 20 65.0 45.0 25.0 5.0 70.0 0.0 10.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 60.3 42.5 13.7 4.1 50.7 2.7 9.6 8.2

業務用機械器具製造業 37 78.4 32.4 18.9 0.0 48.6 0.0 5.4 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 51.4 48.6 17.1 20.0 37.1 0.0 14.3 14.3

電気機械器具製造業 105 68.6 41.0 15.2 8.6 54.3 1.0 10.5 9.5

情報通信機械器具製造業 16 62.5 37.5 6.3 0.0 43.8 0.0 12.5 12.5

輸送用機械器具製造業 76 65.8 44.7 22.4 5.3 64.5 1.3 9.2 9.2

【従業員数】

4人以下 60 63.3 25.0 6.7 3.3 35.0 1.7 11.7 11.7

5～9人 149 61.7 36.9 9.4 3.4 35.6 0.7 16.1 12.1

10～19人 228 64.5 26.8 4.4 5.7 50.4 1.3 12.3 7.5

20～29人 116 62.9 40.5 10.3 5.2 62.1 1.7 11.2 7.8

30～49人 114 71.1 40.4 16.7 3.5 63.2 1.8 7.9 1.8

50～99人 93 72.0 53.8 31.2 5.4 74.2 0.0 6.5 5.4

100～299人 73 75.3 75.3 42.5 12.3 78.1 0.0 5.5 5.5

【所在地域】

福島 72 63.9 48.6 16.7 12.5 59.7 2.8 6.9 9.7

東京 155 60.0 35.5 11.6 2.6 47.7 1.9 17.4 9.0

長野 161 66.5 48.4 19.9 5.0 50.3 0.6 11.2 5.0

愛知 77 57.1 39.0 16.9 5.2 49.4 0.0 9.1 11.7

大阪 76 68.4 42.1 10.5 3.9 48.7 0.0 10.5 7.9

広島 153 75.8 32.7 14.4 7.8 66.7 0.7 5.9 4.6

福岡 148 66.9 37.2 10.1 2.7 58.8 1.4 12.8 8.1

【生産形態】

量産中心 225 66.2 41.3 13.3 4.4 55.6 0.4 9.8 8.0

多品種少量生産中心 478 66.7 39.7 15.3 5.6 55.9 1.0 11.5 6.7

試作開発中心 34 64.7 41.2 5.9 8.8 50.0 0.0 8.8 14.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 70.5 41.2 15.1 5.0 60.2 0.6 10.0 5.8

技術職 154 55.8 38.3 11.0 5.2 39.6 2.6 13.0 10.4  
  

業務用機械器具製造業では「入社前の履歴」を、輸送用機械器具製造業では「各種資格の

取得状況」を把握・整理しているという企業の割合が他業種に比べて高い。一方、電子部品

・デバイス・電子回路製造業では「入社前の履歴」や「各種資格の取得状況」を把握・整理

する企業の割合が低くなっている。「各種資格の取得状況」、「これまでに経験した部署・職

場」、「研修歴」は従業員規模が大きくなるほど把握・整理している企業の割合が高まる傾向

にある。 

 所在地別にみると、福島地域の企業は「これまでに経験した部署・職場」を把握・整理し

ている企業の割合が、広島地域の企業では「入社前の履歴」、「各種資格の取得状況」を把握

・整理している企業の割合が、それぞれ他地域の企業よりも高い。基幹的人材別の比較では、

－162－



「入社前の履歴」、「各種資格の取得状況」の回答の割合で、技能職を基幹的人材とする企業

と技術職を基幹的人材とする企業の差が目立つ。 

 

第１０節 従業員の能力開発による効果 

 

 図表２－６－２０は、従業員の育成・能力開発によってどのような効果がどの程度得られ

ているのかを整理したものである。効果がある（「非常に効果がある」＋「ある程度効果があ

る」）という回答が最も多いのは「職場の生産性の向上」（45.7％）である。以下、「顧客満足

度の向上」、「モチベーションの向上」において効果があるという企業が 3 割強、「職場の人間

関係が良くなること」（25.4％）、「定着率の向上」（25.3％）という企業が 2 割強となってい

る。 

 「職場の生産性の向上」、「モチベーションの向上」及び「職場の人間関係が良くなること」、

「顧客満足度の向上」において効果があるとする企業の割合は、規模 5 人以上の企業では規

模が大きくなるに従って高まっていく。所在地域別の集計では愛知地域の企業で「採用活動

がやりやすくなった」効果があるとみる割合が他地域よりも高い反面、福岡地域の企業では

「職場の生産性の向上」に効果があるとする企業の割合が他地域よりも低い。 

生産形態別に比較すると、試作開発中心の企業で「職場の生産性の向上」に効果があった

とする企業の割合が、他の生産形態よりも目立って低くなる。また、基幹的人材が技能職の

企業と技術職の企業との間でも、「職場の生産性の向上」への効果に関する見解に差が見ら

れ、前者のほうが効果があると言う企業の割合が 12 ポイント高くなっている。 
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図表２－６－２０ 従業員の能力開発による効果 

（単位：％）

ｎ
職場の生
産性の向

上

採用活動
がやりやす
くなった

定着率の
向上

モチベー
ションの向

上

職場の人
間関係が
良くなるこ

と

顧客満足
度の向上

合計 842 45.7 10.9 25.3 34.8 25.4 35.3

【業種】

プラスチック製品製造業 94 44.7 12.8 24.5 30.9 29.8 38.3

鉄鋼業 57 50.9 12.3 29.8 28.1 26.3 35.1

非鉄金属製造業 36 36.1 13.9 22.2 33.3 30.6 36.1

金属製品製造業 274 48.2 12.4 27.4 37.6 24.8 38.3

はん用機械器具製造業 20 50.0 0.0 25.0 15.0 25.0 15.0

生産用機械器具製造業 73 53.4 6.8 23.3 37.0 21.9 38.4

業務用機械器具製造業 37 37.8 8.1 21.6 24.3 21.6 29.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 42.9 11.4 28.6 40.0 17.1 28.6

電気機械器具製造業 105 41.9 12.4 19.0 34.3 21.9 32.4

情報通信機械器具製造業 16 50.0 0.0 37.5 37.5 43.8 37.5

輸送用機械器具製造業 76 43.4 10.5 27.6 42.1 32.9 34.2

【従業員数】

4人以下 60 38.3 5.0 25.0 26.7 26.7 35.0

5～9人 149 33.6 11.4 21.5 22.8 14.8 25.5

10～19人 228 36.8 7.9 21.1 28.5 20.6 28.1

20～29人 116 52.6 11.2 27.6 35.3 28.4 42.2

30～49人 114 57.0 14.0 28.1 44.7 30.7 47.4

50～99人 93 57.0 8.6 30.1 46.2 32.3 40.9

100～299人 73 63.0 21.9 34.2 56.2 39.7 41.1

【所在地域】

福島 72 50.0 15.3 34.7 29.2 16.7 36.1

東京 155 40.6 9.7 20.0 33.5 25.2 38.1

長野 161 52.8 11.2 31.1 41.0 33.5 36.0

愛知 77 50.6 20.8 27.3 36.4 26.0 39.0

大阪 76 47.4 5.3 30.3 39.5 22.4 35.5

広島 153 49.0 9.2 19.0 34.0 24.8 33.3

福岡 148 34.5 9.5 23.0 29.7 23.0 31.1

【生産形態】

量産中心 225 52.9 12.9 26.7 36.4 28.0 37.8

多品種少量生産中心 478 44.6 9.8 24.9 34.7 24.5 34.7

試作開発中心 34 35.3 11.8 17.6 29.4 17.6 29.4

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 49.0 11.5 26.3 37.2 26.4 37.3

技術職 154 37.0 8.4 22.7 28.6 23.4 32.5  
注：各項目の数字は「非常に効果がある」と「ある程度効果がある」と回答した企業の割合の合計。 
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第７章 職業資格の状況と企業横断的な能力評価制度についての見方 

 

第１節 業務独占資格の必要性の有無 

 

基幹的人材に業務独占資格（取得していないと仕事ができない資格）が必要かどうかをた

ずねた。全体では「必要である」という回答は 22.3％、「必要でない」という回答は 72.1％

である。業種別にみると、「必要である」という回答の割合が高いのは、輸送用機械器具製造

業と鉄鋼業で、いずれも 4 割近くに達している（図表２－７－１）。 

 

図表２－７－１ 基幹的人材に業務独占資格が必要であるか 

（単位：％）

ｎ 必要である 必要でない 無回答

合計 842 22.3 72.1 5.6

【業種】

プラスチック製品製造業 94 11.7 84.0 4.3

鉄鋼業 57 36.8 56.1 7.0

非鉄金属製造業 36 16.7 77.8 5.6

金属製品製造業 274 23.0 71.2 5.8

はん用機械器具製造業 20 20.0 80.0 0.0

生産用機械器具製造業 73 19.2 72.6 8.2

業務用機械器具製造業 37 29.7 62.2 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 17.1 77.1 5.7

電気機械器具製造業 105 13.3 81.9 4.8

情報通信機械器具製造業 16 6.3 93.8 0.0

輸送用機械器具製造業 76 38.2 57.9 3.9

【従業員数】

4人以下 60 18.3 70.0 11.7

5～9人 149 18.8 75.8 5.4

10～19人 228 23.7 71.5 4.8

20～29人 116 19.0 75.0 6.0

30～49人 114 25.4 67.5 7.0

50～99人 93 22.6 74.2 3.2

100～299人 73 28.8 67.1 4.1

【所在地域】

福島 72 19.4 76.4 4.2

東京 155 16.8 79.4 3.9

長野 161 20.5 74.5 5.0

愛知 77 24.7 71.4 3.9

大阪 76 17.1 81.6 1.3

広島 153 30.7 61.4 7.8

福岡 148 24.3 66.2 9.5

【生産形態】

量産中心 225 22.2 73.3 4.4

多品種少量生産中心 478 20.1 74.5 5.4

試作開発中心 34 8.8 85.3 5.9

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 24.0 71.4 4.7

技術職 154 18.2 78.6 3.2  
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「必要である」という回答の割合は従業員規模が大きくなるほどより高くなる傾向がある。

所在地域別に集計してみたところ、「必要である」の割合が最も高いのは広島（30.7％）であ

り、最も割合が低い東京（16.8％）と約 14 ポイントの差がある。生産形態別に比較すると、

試作開発中心において「必要である」の割合が 8.8％と、他の生産形態と比べて目立って低

くなっている。 

 

第２節 基幹的人材に取得を義務付け・奨励している資格 

 

１．取得を義務付け・奨励している資格の有無 

基幹的人材に取得を義務付け、または奨励している資格の有無をたずねたところ、全体で

は「ある」という回答が 29.3％であり、「ない」という回答が 62.4％であった（図表２－７

－２）。 

「ある」という回答の割合が比較的高いのは、輸送用機械器具製造業や鉄鋼業の企業であ

り、逆に低いのは業務用機械器具製造業や電子部品・デバイス・電子回路製造業においてで

ある。またおおむね企業規模が大きくなるほど、「ある」という回答の割合が高くなる傾向に

ある。所在地域別に集計してみたところ、「ある」の割合が最も高いのは広島（36.6％）、最

も低いのは東京（21.3％）と業務独占資格の必要性に関する回答と同様の傾向を示しており、

生産形態別の集計で試作開発中心において「ある」の割合が 17.6％と最も低く、他の生産形

態の企業と差が見られる点も、業務独占資格に関する質問の結果と同様である。 

取得を義務付けたり、奨励したりする資格として数多くの企業から挙がっているのはどの

ような資格か。企業の基幹的人材別に集計してみた。技能職を基幹的人材とする企業が数多

く挙げているのは、加工・組立作業に関わる各種の技能検定のほか、溶接作業に関連した職

業資格や、フォークリフトの運転や玉掛け作業（クレーンなどに重量物を掛ける作業）など

加工・組立とは直接関係はないものの製造現場で必要となる作業に関連した職業資格である。

技術職を基幹的人材とする企業でも比較的多く挙げられているのは、その企業の製造現場で

求められる職業資格であり、設計や品質・生産管理、研究開発など、技術職が主に従事する

業務に関連した職業資格は挙がってこない。また、技能職を基幹的人材とする企業では、取

得を義務付けたり、奨励したりする資格が 1 社当たり平均 0.70 資格挙げられているが、技術

職を基幹的人材とする企業ではその半数程度の 0.37 にとどまる。（図表２－７－３）。 
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図表２－７－２ 基幹的人材に取得を義務付け・奨励している資格の有無 

（単位：％）

ｎ ある ない 無回答

合計 842 29.3 62.4 8.3

【業種】

プラスチック製品製造業 94 28.7 62.8 8.5

鉄鋼業 57 38.6 52.6 8.8

非鉄金属製造業 36 27.8 61.1 11.1

金属製品製造業 274 32.1 62.0 5.8

はん用機械器具製造業 20 50.0 45.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 24.7 65.8 9.6

業務用機械器具製造業 37 16.2 75.7 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 17.1 54.3 28.6

電気機械器具製造業 105 19.0 71.4 9.5

情報通信機械器具製造業 16 18.8 81.3 0.0

輸送用機械器具製造業 76 39.5 55.3 5.3

【従業員数】

4人以下 60 21.7 65.0 13.3

5～9人 149 17.4 70.5 12.1

10～19人 228 26.3 66.2 7.5

20～29人 116 36.2 56.0 7.8

30～49人 114 36.0 57.0 7.0

50～99人 93 36.6 55.9 7.5

100～299人 73 38.4 57.5 4.1

【所在地域】

福島 72 26.4 61.1 12.5

東京 155 21.3 69.7 9.0

長野 161 26.7 65.8 7.5

愛知 77 32.5 62.3 5.2

大阪 76 28.9 67.1 3.9

広島 153 36.6 55.6 7.8

福岡 148 33.1 56.1 10.8

【生産形態】

量産中心 225 27.6 66.2 6.2

多品種少量生産中心 478 28.9 62.1 9.0

試作開発中心 34 17.6 67.6 14.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 31.6 61.3 7.2

技術職 154 22.7 68.2 9.1  
 

図表２－７－３ 取得を義務付けたり、奨励したりしている職業資格：基幹的人材別 

基幹的人材
１社当たりが
挙げる平均・
延べ資格数

挙げる企業が比較的多かった資格

技能職 0.70
溶接（65）　玉掛け技能講習（57）　各種技能検定[射出成型、熱処理、
工場板金など]（57）　フォークリフト運転技能講習（54）

技術職 0.37 溶接（11）　フォークリフト運転技能講習（3）  
注：資格名の後ろのカッコ内の数字は、その資格を取得を義務付けたり、奨励したりしているも

のとして挙げた、延べ企業数。 
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２．取得を義務付け・奨励している資格の状況 

（１）資格の分類 

 基幹的人材に取得を義務付け、または奨励している資格はどのようなものであり、企業内

ではどのように位置づけられているか。各企業で取得を義務付け、奨励している主要な資格

5 つまでを取り上げ、概観していくこととしよう。以下、本節の記述における集計の単位は、

企業数ではなく企業によって挙げられた延べ資格となる。まず、そうした資格が「公的資格・

検定」、「民間や業界の資格・検定」、「社内検定（親会社のものも含む）」のいずれにあたるか

をたずねたところ、全体では「公的資格・検定」が 63.0％で最も多く、「業界の資格・検定」

が 3 割弱で、「社内検定（親会社のものも含む）」はごくわずかにとどまる（図表２－７－４）。 

  

図表２－７－４ 基幹的人材に取得を義務付け・奨励している資格の分類 

（単位：％）

ｎ
公的資格・

検定

民間や業界
の資格・検

定

社内検定
（親会社の
ものも含む）

無回答

合計 519 63.0 26.6 3.9 6.6

【業種】

プラスチック製品製造業 58 75.9 13.8 3.4 6.9

鉄鋼業 39 71.8 15.4 0.0 12.8

非鉄金属製造業 26 69.2 30.8 0.0 0.0

金属製品製造業 203 60.6 34.5 2.5 2.5

はん用機械器具製造業 21 81.0 14.3 4.8 0.0

生産用機械器具製造業 38 71.1 23.7 2.6 2.6

業務用機械器具製造業 7 57.1 14.3 14.3 14.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 16 50.0 25.0 25.0 0.0

電気機械器具製造業 39 56.4 17.9 10.3 15.4

情報通信機械器具製造業 3 33.3 33.3 33.3 0.0

輸送用機械器具製造業 56 53.6 25.0 1.8 19.6

【従業員数】

4人以下 23 73.9 21.7 0.0 4.3

5～9人 43 58.1 32.6 2.3 7.0

10～19人 112 57.1 30.4 3.6 8.9

20～29人 94 59.6 22.3 8.5 9.6

30～49人 84 56.0 32.1 3.6 8.3

50～99人 77 70.1 26.0 2.6 1.3

100～299人 75 72.0 22.7 2.7 2.7

【所在地域】

福島 39 59.0 30.8 10.3 0.0

東京 61 60.7 26.2 8.2 4.9

長野 86 59.3 29.1 5.8 5.8

愛知 46 69.6 23.9 0.0 6.5

大阪 50 72.0 22.0 0.0 6.0

広島 122 59.8 28.7 3.3 8.2

福岡 115 65.2 24.3 1.7 8.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 447 63.8 27.3 4.3 4.7

技術職 59 57.6 25.4 0.0 16.9  
注：基幹的人材に取得を義務付け、または奨励している資格として挙げられた延べ 519 の資格に

関する回答を集計。 
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「公的資格・検定」の割合がとりわけ高いのははん用機械器具製造業の企業、プラスチッ

ク製品製造業の企業で挙げられた資格であるが、はん用機械器具製造業で挙げられた集計対

象となる資格の数はやや少ないので、解釈には注意が必要である。「民間や業界の資格・検定」

は、金属製品製造業での割合が 3 分の 1 を超える一方、プラスチック製品製造業や、はん用

機械器具製造業などでは 10％弱と低くなっている。従業員規模別に集計してみると、50 人以

上の企業で 5～49 人の企業に比べて「公的資格・検定」の割合がやや高くなっている 

 

（２）社内での資格の位置づけ 

 基幹的人材に取得を義務付け、または奨励している資格の社内での資格の位置づけは、「業

務命令で取得させる」ものが 50.5％、「自己啓発のために取得を奨励」するものが 25.4％、「一

定の職位までに取得を奨励」するものが 21.0％、「有資格者を採用」するものが 8.1％となっ

ている（図表２－７－５）。 

集計対象の資格数がやや少ないため解釈には留意が必要だが、非鉄金属製造業では「一定

の職位までに取得を奨励」、「自己啓発のために取得を奨励」する資格の割合が他産業に比べ

て高く、また、生産用機械器具製造業においても「自己啓発のために取得を奨励」する資格

の割合が目立って高くなっている。「有資格者を採用」の割合はどの業種でもあまり高くない

が、それでも 1 割前後の資格については、有資格者を採用する形となっている。所在地域別

に集計してみたところ、東京や大阪の企業では「業務命令で取得させる」資格の割合が他地

域の企業に比べて低く、反面「自己啓発のために取得を奨励」する資格の割合は高い。特に

大阪の企業では半数の資格をそうした資格として位置づけている。また、大阪の企業では「一

定の職位までに取得を奨励」する資格の割合も他地域企業よりも高くなっている。「有資格者

を採用」する資格の割合は愛知で 20％近くに達する。 

 企業の基幹的人材による異同をみてみると、技能職を基幹的人材とする企業では「業務命

令で取得させる」資格の割合が半数を超えるのに対し、技術職を基幹的人材とする企業では

3 分の 1 程度にとどまる。他方で、「自己啓発のために取得を奨励」している資格の割合は、

技術職を基幹的人材とする企業でやや高くなっている。 
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 図表２－７－５  

基幹的人材に取得を義務付け・奨励している資格の社内での位置づけ（複数回答） 

（単位：％）

ｎ
業務命令で
取得させる

一定の職位
までに取得
を奨励

自己啓発の
ために取得
を奨励

有資格者を
採用

その他 無回答

合計 519 50.5 21.0 25.4 8.1 1.5 8.1

【業種】

プラスチック製品製造業 58 55.2 24.1 25.9 1.7 1.7 6.9

鉄鋼業 39 46.2 10.3 23.1 7.7 0.0 15.4

非鉄金属製造業 26 11.5 42.3 42.3 11.5 0.0 7.7

金属製品製造業 203 57.6 21.7 26.1 7.9 1.5 3.9

はん用機械器具製造業 21 66.7 23.8 19.0 4.8 4.8 0.0

生産用機械器具製造業 38 36.8 21.1 44.7 10.5 2.6 5.3

業務用機械器具製造業 7 57.1 0.0 0.0 14.3 14.3 28.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 16 43.8 31.3 25.0 12.5 0.0 0.0

電気機械器具製造業 39 43.6 15.4 28.2 0.0 0.0 12.8

情報通信機械器具製造業 3 66.7 33.3 0.0 33.3 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 56 50.0 17.9 5.4 16.1 1.8 21.4

【従業員数】

4人以下 23 56.5 21.7 4.3 34.8 8.7 4.3

5～9人 43 32.6 25.6 27.9 11.6 2.3 11.6

10～19人 112 38.4 26.8 23.2 6.3 2.7 10.7

20～29人 94 54.3 11.7 28.7 12.8 1.1 9.6

30～49人 84 58.3 14.3 17.9 6.0 1.2 11.9

50～99人 77 51.9 26.0 31.2 3.9 0.0 1.3

100～299人 75 62.7 26.7 29.3 2.7 0.0 4.0

【所在地域】

福島 39 53.8 20.5 28.2 15.4 0.0 0.0

東京 61 37.7 24.6 36.1 3.3 3.3 6.6

長野 86 48.8 18.6 34.9 5.8 1.2 9.3

愛知 46 43.5 30.4 13.0 19.6 0.0 8.7

大阪 50 38.0 36.0 50.0 0.0 0.0 8.0

広島 122 59.8 15.6 17.2 3.3 2.5 9.0

福岡 115 55.7 16.5 14.8 13.9 1.7 9.6

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 447 53.5 21.9 24.6 8.5 1.6 6.0

技術職 59 33.9 16.9 33.9 3.4 0.0 18.6  
注：基幹的人材に取得を義務付け、または奨励している資格として挙げられた延べ 519 の資格に関す

る回答を集計。 

 

（３）取得までの支援 

 基幹的人材に取得を義務付け、または奨励している資格を、従業員が実際に取得する場合

には、企業からどのような支援がなされているのだろうか。全体では、「受講料、講習会など

の費用を援助」の対象となる資格の割合が 83.6％で最も高く、「受験や講習会の受講に時間

的に配慮」の対象資格が 34.3％、「勉強会・講習会を独自に開催」の対象資格が 8.5％となっ

ている（図表２－７－６）。 

 「受講料、講習会などの費用を援助」の対象となる資格の割合は、非鉄金属製造業、電気

機械器具製造業、輸送用機械器具製造業では 6 割台と、他の企業の挙げる資格におけるより

も低くなっている。また、集計資格数がやや少ないため解釈に留意を要するが、非鉄金属製

造業の挙げる資格では「受験や講習会の受講に時間的に配慮」の割合が 6 割近くに達する。

－170－



従業員 5 人以上の企業についてみると規模の大きい企業ほど、「受講料、講習会などの費用を

援助」の対象となる資格の割合がより高くなる。従業員規模別の集計ではその他に「受験や

講習会の受講に時間的に配慮」の対象となる資格の割合が、100～299 人の企業が挙げる資格

において格段に高くなっているのが目立つ。 

 

図表２－７－６  

基幹的人材に取得を義務付け・奨励している資格の取得までの支援（複数回答） 

（単位：％）

ｎ
受講料、講
習会などの
費用を援助

受験や講習
会の受講に
時間的に配

慮

勉強会・講
習会を独自
に開催

特に支援し
ていない

無回答

合計 519 83.6 34.3 8.5 1.7 7.7

【業種】

プラスチック製品製造業 58 87.9 29.3 10.3 0.0 8.6

鉄鋼業 39 89.7 25.6 2.6 0.0 7.7

非鉄金属製造業 26 65.4 57.7 7.7 0.0 3.8

金属製品製造業 203 90.6 31.5 8.9 0.5 3.9

はん用機械器具製造業 21 95.2 38.1 4.8 4.8 0.0

生産用機械器具製造業 38 84.2 28.9 7.9 2.6 5.3

業務用機械器具製造業 7 57.1 42.9 28.6 14.3 28.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 16 87.5 68.8 25.0 0.0 0.0

電気機械器具製造業 39 66.7 33.3 10.3 5.1 10.3

情報通信機械器具製造業 3 33.3 100.0 33.3 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 56 69.6 30.4 3.6 3.6 25.0

【従業員数】

4人以下 23 95.7 34.8 0.0 4.3 0.0

5～9人 43 79.1 18.6 4.7 2.3 9.3

10～19人 112 75.0 32.1 3.6 2.7 11.6

20～29人 94 84.0 36.2 14.9 0.0 10.6

30～49人 84 82.1 26.2 11.9 2.4 10.7

50～99人 77 87.0 27.3 11.7 0.0 1.3

100～299人 75 94.7 62.7 6.7 0.0 2.7

【所在地域】

福島 39 100.0 41.0 25.6 0.0 0.0

東京 61 72.1 49.2 6.6 3.3 4.9

長野 86 81.4 36.0 15.1 2.3 7.0

愛知 46 87.0 41.3 6.5 2.2 8.7

大阪 50 90.0 26.0 2.0 0.0 8.0

広島 122 82.8 26.2 6.6 2.5 10.7

福岡 115 82.6 32.2 4.3 0.9 8.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 447 85.7 35.6 9.2 1.1 5.8

技術職 59 72.9 22.0 1.7 5.1 16.9  
注：基幹的人材に取得を義務付け、または奨励している資格として挙げられた延べ 519 の資格に関す

る回答を集計。 

 

 所在地域別に集計してみたところ、「受講料、講習会などの費用を援助」されている割合が

福島地域の企業が挙げる資格では 100％である一方、東京地域の企業が挙げる資格では約 7
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割と他地域に比べて低くなっている。反面、東京地域の企業が挙げる資格では、「受験や講習

会の受講に時間的に配慮」の割合が他地域の企業が挙げる資格より高い。また、福島地域の

企業の回答では、「勉強会・講習会を独自に開催」の割合の割合が 25.6％と全体の約 3 倍に

達している。 

 企業の基幹的人材別に比較すると、技能職を基幹的人材とする企業のほうが、「受講料、講

習会などの費用を援助」、「受験や講習会の受講に時間的に配慮」、「勉強会・講習会を独自に

開催」のいずれについてもより実施する傾向にある。資格の位置づけにおいて、技術職を基

幹的人材とする企業が挙げる資格では「自己啓発のために取得を奨励」されている資格の割

合が技能職よりも多かったことを考え合わせると、技術職の資格取得は個人の自発性に委ね

られている傾向がより強いことがうかがえる。 

 

（４）資格取得の処遇への反映 

 基幹的人材に取得を義務付け、または奨励している資格が、昇給・昇進など処遇へ反映さ

れているかどうかをまとめた。全体では「反映している」（38.9％）と「反映せず」（39.3％）

がほぼ同じ割合となっている（図表２－７－７）。 

 他業種に比べて「反映している」とする資格の割合が高いのは生産用機械器具製造業、逆

に低いのは輸送用機械器具製造業、鉄鋼業である。また、従業員規模が大きくなるほど、「反

映している」資格の割合が高くなる傾向にある。所在地域別に集計してみたところ、福島や

愛知の企業が挙げる資格において、他地域の企業が挙げる資格におけるよりも「反映してい

る」割合が高い。基幹的人材別に比較すると、「反映せず」という回答に差が見られ、技能職

を基幹的人材とする企業でより高くなっている。 

 資格取得を処遇に反映しない企業（114 社）にその理由をたずねたところ、101 社は無回答

で 12 社（10.6％）が「資格は作業をする上での最低必要条件で、実際の評価は仕事ぶりで判

断」するため、1 社が「保有者と保有してない者との間に明確な能力差が見られない」ため

と回答している。 
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図表２－７－７  

基幹的人材に取得を義務付け・奨励している資格を取得した場合の 

処遇への反映状況 

（単位：％）

ｎ 反映している 反映せず 無回答

合計 519 38.9 39.3 21.8

【業種】

プラスチック製品製造業 58 44.8 39.7 15.5

鉄鋼業 39 23.1 64.1 12.8

非鉄金属製造業 26 34.6 19.2 46.2

金属製品製造業 203 41.9 41.9 16.3

はん用機械器具製造業 21 23.8 66.7 9.5

生産用機械器具製造業 38 63.2 21.1 15.8

業務用機械器具製造業 7 28.6 28.6 42.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 16 62.5 25.0 12.5

電気機械器具製造業 39 30.8 38.5 30.8

情報通信機械器具製造業 3 66.7 33.3 0.0

輸送用機械器具製造業 56 21.4 39.3 39.3

【従業員数】

4人以下 23 30.4 34.8 34.8

5～9人 43 23.3 44.2 32.6

10～19人 112 31.3 43.8 25.0

20～29人 94 37.2 44.7 18.1

30～49人 84 40.5 44.0 15.5

50～99人 77 41.6 36.4 22.1

100～299人 75 52.0 28.0 20.0

【所在地域】

福島 39 56.4 33.3 10.3

東京 61 45.9 27.9 26.2

長野 86 34.9 51.2 14.0

愛知 46 52.2 17.4 30.4

大阪 50 48.0 22.0 30.0

広島 122 31.1 50.8 18.0

福岡 115 31.3 42.6 26.1

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 447 39.6 42.3 18.1

技術職 59 33.9 25.4 40.7  
注：基幹的人材に取得を義務付け、または奨励している資格として挙げられた延べ 519 の資格に

関する回答を集計。 

 

第３節 基幹的職種に関連する資格・検定についての評価 

 

 基幹的職種に関連する既存の資格・検定は企業にどのように評価されているだろうか。全

体でみると、「従業員が専門性に対する意欲を高めるのに有効である」（40.3％）、「従業員が

自分の能力を冷静に見直すのに有効である」（27.1％）、「対外的に自社の従業員の職業能力を

アピールできる」（24.6％）といった肯定的な評価の割合が比較的高くなっている。他方で、

「資格は職業能力のごく一部を証明するにすぎない」（24.6％）という否定的な評価も一定程

度存在する（図表２－７－８）。 

輸送用機械器具製造業では「従業員が自分の能力を冷静に見直すのに有効である」の割合
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が他業種に比べてやや高く、他方、生産用機械器具製造業では「資格は職業能力のごく一部

を証明するにすぎない」、業務用機械器具製造業では「業務内容にあった適切な資格がない」

の割合がそれぞれ相対的に高くなっている。「従業員が専門性に対する意欲を高めるのに有効

である」の割合はおおむね従業員規模が大きくなるほど、逆に「資格は職業能力のごく一部

を証明するにすぎない」や「業務が資格になじまない」の割合はおおむね従業員規模が小さ

くなるほど、高まる傾向にある。所在地域別に集計してみると、福島地域の企業で「従業員

が自分の能力を冷静に見直すのに有効である」、「対外的に自社の従業員の職業能力をアピー

ルできる」といった積極的な評価の割合が他地域の企業に比べて高くなっている。 

図表２－７－８ 基幹的職種に関連する既存の資格・検定に対する評価（複数回答） 

（単位：％）

ｎ

専門性に
対する意
欲を高める
のに有効

自分の能
力を冷静に
見直すの
に有効

社内の職
業能力評
価を補完

対外的に自
社の従業員
の職業能力
をアピール

できる

職業能力
のごく一部
を証明する
にすぎない

各種の資格
が乱立して
いて内容や
レベルがわ
かりにくい

合計 842 40.7 27.1 14.3 24.6 24.6 4.3

【業種】

プラスチック製品製造業 94 40.4 27.7 16.0 24.5 19.1 2.1

鉄鋼業 57 31.6 33.3 12.3 19.3 28.1 3.5

非鉄金属製造業 36 33.3 16.7 13.9 13.9 16.7 0.0

金属製品製造業 274 40.1 26.6 14.2 24.8 29.6 3.6

はん用機械器具製造業 20 30.0 20.0 10.0 30.0 45.0 5.0

生産用機械器具製造業 73 32.9 26.0 15.1 26.0 35.6 4.1

業務用機械器具製造業 37 45.9 29.7 13.5 24.3 21.6 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 42.9 34.3 8.6 31.4 8.6 0.0

電気機械器具製造業 105 47.6 21.9 11.4 29.5 17.1 8.6

情報通信機械器具製造業 16 18.8 18.8 6.3 18.8 12.5 6.3

輸送用機械器具製造業 76 48.7 36.8 21.1 23.7 25.0 5.3

【従業員数】

4人以下 60 36.7 26.7 10.0 18.3 23.3 3.3

5～9人 149 32.2 26.2 10.1 20.8 30.2 4.0

10～19人 228 34.6 28.9 11.0 23.7 24.1 4.8

20～29人 116 41.4 25.9 16.4 27.6 25.0 5.2

30～49人 114 43.0 23.7 17.5 25.4 22.8 7.9

50～99人 93 50.5 30.1 21.5 34.4 22.6 1.1

100～299人 73 63.0 28.8 19.2 23.3 21.9 1.4

【所在地域】

福島 72 50.0 30.6 16.7 36.1 13.9 4.2

東京 155 39.4 20.0 7.1 26.5 31.0 5.8

長野 161 42.9 24.2 16.8 24.2 24.8 1.9

愛知 77 39.0 39.0 16.9 24.7 23.4 1.3

大阪 76 38.2 34.2 17.1 23.7 15.8 3.9

広島 153 45.8 26.1 15.0 21.6 30.7 6.5

福岡 148 32.4 27.0 14.2 20.9 21.6 4.7

【生産形態】

量産中心 225 38.2 24.9 14.7 19.6 25.8 4.4

多品種少量生産中心 478 41.8 28.5 13.4 27.0 25.1 4.2

試作開発中心 34 44.1 23.5 8.8 17.6 23.5 8.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 42.8 27.2 14.3 25.3 26.6 4.4

技術職 154 35.7 27.9 14.9 24.0 19.5 3.2  
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（単位：％）

ｎ

業務内容
にあった適
切な資格
がない

業務にあっ
た資格のレ
ベルが低
すぎる

業務が資
格になじま

ない
その他 無回答

合計 842 12.7 1.9 15.9 1.8 6.3

【業種】

プラスチック製品製造業 94 18.1 3.2 23.4 2.1 4.3

鉄鋼業 57 12.3 3.5 14.0 3.5 5.3

非鉄金属製造業 36 5.6 0.0 27.8 0.0 5.6

金属製品製造業 274 9.9 1.8 13.5 1.1 5.5

はん用機械器具製造業 20 20.0 0.0 0.0 5.0 10.0

生産用機械器具製造業 73 12.3 0.0 16.4 0.0 8.2

業務用機械器具製造業 37 24.3 2.7 16.2 2.7 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 11.4 2.9 17.1 2.9 11.4

電気機械器具製造業 105 11.4 1.0 17.1 0.0 9.5

情報通信機械器具製造業 16 43.8 6.3 25.0 0.0 12.5

輸送用機械器具製造業 76 10.5 2.6 11.8 3.9 2.6

【従業員数】

4人以下 60 15.0 3.3 18.3 5.0 6.7

5～9人 149 8.7 3.4 20.1 2.0 8.7

10～19人 228 9.2 1.8 21.5 1.3 7.5

20～29人 116 18.1 0.9 14.7 3.4 2.6

30～49人 114 13.2 0.0 11.4 0.9 3.5

50～99人 93 17.2 3.2 5.4 0.0 6.5

100～299人 73 16.4 1.4 9.6 1.4 5.5

【所在地域】

福島 72 9.7 0.0 16.7 2.8 6.9

東京 155 16.1 2.6 20.6 3.2 5.8

長野 161 14.3 1.2 21.1 1.9 5.0

愛知 77 9.1 1.3 10.4 3.9 5.2

大阪 76 14.5 5.3 22.4 1.3 2.6

広島 153 12.4 1.3 9.2 0.7 6.5

福岡 148 10.1 2.0 11.5 0.0 10.1

【生産形態】

量産中心 225 12.9 1.8 19.6 1.3 5.8

多品種少量生産中心 478 14.0 1.7 15.1 1.7 5.6

試作開発中心 34 5.9 2.9 23.5 0.0 11.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 12.9 1.7 15.4 1.6 5.1

技術職 154 11.0 3.2 17.5 1.9 6.5  

 

第４節 企業横断的な能力評価制度 

 

１．企業横断的な能力評価制度についての見方 

 企業を超えて通用する能力評価制度を作るとすれば、どのような機関が主導すればよいか

たずねたところ、最も回答が多かったのは「特に制度を作る必要がない」で 33.8％であった。

続いて「どのような機関が主導してもよい」（19.1％）、「業界団体が主導する」（17.3％）、「国

が主導する」（14.6％）となっている（図表２－７－９）。 
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図表２－７－９ 企業横断的な能力評価制度の作成を主導するべき主体 

（単位：％）

ｎ
国が主導

する

業界団体
が主導す

る

人事コンサ
ルタント会
社など民間
の機関が
主導する

どのような
機関が主
導してもよ

い

特に制度を
作る必要
はない

無回答

合計 842 14.6 17.3 3.0 19.1 33.8 12.1

【業種】

プラスチック製品製造業 94 7.4 20.2 3.2 22.3 30.9 16.0

鉄鋼業 57 14.0 21.1 1.8 17.5 35.1 10.5

非鉄金属製造業 36 25.0 19.4 2.8 22.2 22.2 8.3

金属製品製造業 274 14.6 18.6 2.9 18.2 35.8 9.9

はん用機械器具製造業 20 15.0 15.0 5.0 20.0 30.0 15.0

生産用機械器具製造業 73 17.8 13.7 5.5 19.2 30.1 13.7

業務用機械器具製造業 37 16.2 29.7 2.7 16.2 27.0 8.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 17.1 14.3 2.9 17.1 31.4 17.1

電気機械器具製造業 105 15.2 15.2 1.0 18.1 38.1 12.4

情報通信機械器具製造業 16 12.5 6.3 12.5 31.3 25.0 12.5

輸送用機械器具製造業 76 15.8 11.8 2.6 21.1 35.5 13.2

【従業員数】

4人以下 60 16.7 15.0 0.0 13.3 33.3 21.7

5～9人 149 15.4 16.8 2.7 12.1 37.6 15.4

10～19人 228 13.2 17.1 2.2 18.0 34.2 15.4

20～29人 116 6.9 19.8 3.4 19.0 40.5 10.3

30～49人 114 18.4 18.4 5.3 25.4 26.3 6.1

50～99人 93 17.2 18.3 4.3 25.8 29.0 5.4

100～299人 73 17.8 15.1 2.7 23.3 32.9 8.2

【所在地域】

福島 72 15.3 16.7 1.4 19.4 36.1 11.1

東京 155 14.8 17.4 0.6 18.1 37.4 11.6

長野 161 16.1 16.8 2.5 22.4 31.7 10.6

愛知 77 9.1 26.0 1.3 23.4 23.4 16.9

大阪 76 13.2 21.1 5.3 18.4 28.9 13.2

広島 153 16.3 13.7 5.2 20.9 35.9 7.8

福岡 148 14.2 15.5 4.1 12.8 37.2 16.2

【生産形態】

量産中心 225 14.2 16.9 2.2 22.2 33.3 11.1

多品種少量生産中心 478 15.3 16.1 3.6 19.7 33.5 11.9

試作開発中心 34 14.7 20.6 2.9 8.8 41.2 11.8

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 14.8 16.6 3.4 21.2 34.4 9.6

技術職 154 15.6 21.4 1.3 14.3 32.5 14.9  
 

「業界団体が主導する」という回答の割合は業務用機械器具製造業で、「国が主導する」

という回答の割合は非鉄金属製造業で他の業種よりも高く、非鉄金属製造業では「特に制度

を作る必要はない」の割合が低くなっているのが目につく。また、従業員規模が大きいほど、

「どのような機関が主導してもよい」という回答の割合が高くなる傾向にある。所在地域別

に集計してみたところ、愛知地域の企業で「特に制度を作る必要はない」の割合が相対的に

低い。 

 企業を超えて通用する能力評価制度を作るとすれば、どのような機関が主導すればよいか

という問いに、何らかの機関が主導するのがよいと回答した企業に対して、職業能力評価制
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度の利用価値についてたずねた。回答の多かった上位 3 項目は「従業員の意識が高まる」

（58.7％）、「評価に向けた従業員の能力向上が期待できる」（41.1％）、「中途採用の際に能力

を判断する指標になる」（40.4％）である。「従業員の能力水準がわかる」（37.4％）という回

答は多いものの「企業が行う職業能力評価の客観化に役立つ」（14.7％）の割合は高くない。

また「従業員が再就職を行う際、そうした評価を受けていることが有利に働く」の割合も

21.1％にとどまっている（図表２－７－１０）。 

 

図表２－７－１０ 企業横断的な職業能力評価制度の利用価値（複数回答） 

（単位：％）

ｎ

評価に向け
た従業員の
能力向上が
期待できる

従業員の意
識が高まる

従業員の社
会的ステー
タスが高ま

る

顧客・発注
者に従業員
の職業能力
をアピール
できる

従業員の能
力水準がわ

かる

企業が行う
職業能力の
客観化に役

立つ

合計 455 41.1 58.7 24.0 26.6 37.4 14.7

【業種】

プラスチック製品製造業 50 36.0 62.0 22.0 24.0 48.0 20.0

鉄鋼業 31 35.5 64.5 22.6 25.8 22.6 3.2

非鉄金属製造業 25 28.0 60.0 24.0 16.0 24.0 8.0

金属製品製造業 149 39.6 57.0 26.2 24.2 34.9 14.8

はん用機械器具製造業 11 18.2 45.5 9.1 45.5 36.4 36.4

生産用機械器具製造業 41 51.2 53.7 26.8 29.3 39.0 14.6

業務用機械器具製造業 24 33.3 54.2 16.7 37.5 37.5 12.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 18 38.9 66.7 44.4 33.3 38.9 33.3

電気機械器具製造業 52 51.9 59.6 19.2 30.8 51.9 13.5

情報通信機械器具製造業 10 80.0 80.0 10.0 30.0 30.0 10.0

輸送用機械器具製造業 39 41.0 56.4 25.6 23.1 35.9 12.8

【従業員数】

4人以下 27 22.2 48.1 18.5 7.4 22.2 7.4

5～9人 70 32.9 58.6 22.9 30.0 27.1 7.1

10～19人 115 40.0 56.5 14.8 24.3 33.0 7.0

20～29人 57 49.1 68.4 45.6 35.1 40.4 14.0

30～49人 77 33.8 55.8 22.1 23.4 45.5 14.3

50～99人 61 44.3 50.8 21.3 31.1 32.8 23.0

100～299人 43 65.1 72.1 32.6 27.9 62.8 41.9

【所在地域】

福島 38 34.2 65.8 36.8 39.5 44.7 15.8

東京 79 38.0 67.1 20.3 30.4 35.4 7.6

長野 93 40.9 58.1 29.0 29.0 41.9 21.5

愛知 46 47.8 54.3 15.2 23.9 39.1 17.4

大阪 44 40.9 56.8 25.0 20.5 22.7 13.6

広島 86 47.7 57.0 17.4 22.1 32.6 11.6

福岡 69 36.2 52.2 27.5 23.2 43.5 15.9

【生産形態】

量産中心 125 38.4 60.8 20.8 24.8 40.0 15.2

多品種少量生産中心 261 42.5 57.5 26.4 26.1 36.8 15.7

試作開発中心 16 37.5 62.5 6.3 25.0 31.3 6.3

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 360 41.1 60.3 26.9 27.2 38.3 15.6

技術職 81 42.0 55.6 11.1 24.7 34.6 11.1  
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（単位：％）

ｎ

中途採用の
際に能力を
判断する指
標になる

従業員が再
就職を行う
際に有利に

働く

その他
特に利用価
値はない

無回答

合計 455 40.4 21.1 1.1 3.3 5.5

【業種】

プラスチック製品製造業 50 38.0 26.0 4.0 2.0 8.0

鉄鋼業 31 35.5 22.6 0.0 6.5 12.9

非鉄金属製造業 25 44.0 28.0 0.0 0.0 12.0

金属製品製造業 149 42.3 19.5 0.7 4.7 3.4

はん用機械器具製造業 11 54.5 36.4 9.1 9.1 0.0

生産用機械器具製造業 41 41.5 22.0 2.4 2.4 4.9

業務用機械器具製造業 24 50.0 37.5 0.0 4.2 8.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 18 33.3 22.2 0.0 0.0 5.6

電気機械器具製造業 52 32.7 15.4 0.0 1.9 3.8

情報通信機械器具製造業 10 30.0 10.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 39 48.7 10.3 0.0 0.0 5.1

【従業員数】

4人以下 27 33.3 22.2 3.7 11.1 7.4

5～9人 70 30.0 22.9 1.4 2.9 10.0

10～19人 115 40.9 21.7 0.9 3.5 4.3

20～29人 57 40.4 26.3 0.0 3.5 3.5

30～49人 77 41.6 15.6 1.3 1.3 5.2

50～99人 61 42.6 18.0 1.6 4.9 6.6

100～299人 43 53.5 20.9 0.0 0.0 2.3

【所在地域】

福島 38 34.2 23.7 0.0 0.0 2.6

東京 79 32.9 21.5 3.8 3.8 6.3

長野 93 43.0 23.7 0.0 2.2 3.2

愛知 46 47.8 21.7 0.0 4.3 6.5

大阪 44 34.1 25.0 0.0 6.8 11.4

広島 86 48.8 17.4 2.3 2.3 4.7

福岡 69 37.7 17.4 0.0 4.3 5.8

【生産形態】

量産中心 125 44.8 17.6 0.8 3.2 4.8

多品種少量生産中心 261 40.2 22.2 1.1 3.4 6.1

試作開発中心 16 37.5 12.5 0.0 6.3 6.3

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 360 42.5 21.7 1.4 3.6 4.2

技術職 81 33.3 18.5 0.0 2.5 7.4  
注：企業を超えて通用する職業能力評価制度を何らかの機関が主導するのが望ましいと答えた 455 社

の回答を集計。 

 

生産用機械器具製造業では「評価に向けた従業員の能力向上が期待できる」、プラスチッ

ク製品製造業では「従業員の能力水準がわかる」、電気機械器具製造業ではこの 2 項目のいず

れについても他業種に比べて回答の割合が高くなっている。また、「企業が行う職業能力評価

の客観化に役立つ」、「中途採用の際に能力を判断する指標になる」の回答の割合は従業員規

模が大きくなるほど高まる傾向にあるが、その他の項目については規模によって回答の割合

に相違はあるものの規模との一貫した関連は見られない。 

所在地域別の集計をみると、福島地域の企業で「従業員の社会的ステータスが高まる」、「顧

客・発注者に従業員の職業能力をアピールできる」と評価する傾向が他地域の企業に比べ強
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い。また、東京地域の企業で「従業員の意識が高まる」の割合がやや高くなっている。生産

形態別、基幹的人材別の集計では、試作開発中心の企業、技術職が基幹的人材の企業で、「従

業員の社会的ステータスが高まる」の割合が低くなっているのが目立つ。 

 

２．業界団体による能力評価のためのガイドラインの作成 

 回答企業の所属する業界において、業界団体が、業界での仕事を難易度別に整理するなど

して、個人の仕事上の能力を評価するガイドラインのようなものを作成しているかをたずね

たところ、「作成している」という回答は 3.3％であり、「作成していない」の 51.1％、「わか

らない」の 33.6％を大きく下回った。この回答をみる限り、企業横断的な職業能力評価制度

の確立に向けた業界団体の取り組みは、まだ低調であるものと見られる（図表２－７－１１）。 

 「作成している」という回答の割合が他業種に比べて高いのは、電気機械器具製造業、電

子部品・デバイス・電子回路製造業、業務用機械器具製造業といった業種である。所在地域

別に集計してみたところ、福島地域の企業で「作成している」の割合が 9.7％と、回答企業

全体における割合の 3 倍近くに達していた。基幹的人材別の集計においては「作成している」

の割合が技術職を基幹的人材とする企業において高いことが確認できる。 

 業界がガイドラインを「作成している」と回答した 28 社にそのガイドラインについて評価

してもらったところ、役に立っている（「大いに役に立っている」＋「ある役に立っている」）

と答えたのが 17 社（60.7％）、役に立っていない（「あまり役に立っていない」＋「全く役に

立っていない」）と答えたのが 5 社（17.9％）、「どちらとも言えない」という会社が 6 社（21.4％）

であった。 
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図表２－７－１１ 業界団体による能力評価のためのガイドラインの作成 

（単位：％）

ｎ 作成している 作成していない わからない 無回答

合計 842 3.3 51.1 33.6 12.0

【業種】

プラスチック製品製造業 94 2.1 52.1 33.0 12.8

鉄鋼業 57 3.5 45.6 31.6 19.3

非鉄金属製造業 36 2.8 58.3 30.6 8.3

金属製品製造業 274 2.2 54.7 33.2 9.9

はん用機械器具製造業 20 0.0 40.0 45.0 15.0

生産用機械器具製造業 73 2.7 46.6 34.2 16.4

業務用機械器具製造業 37 5.4 59.5 21.6 13.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 5.7 45.7 28.6 20.0

電気機械器具製造業 105 6.7 43.8 40.0 9.5

情報通信機械器具製造業 16 0.0 56.3 37.5 6.3

輸送用機械器具製造業 76 5.3 47.4 36.8 10.5

【従業員数】

4人以下 60 0.0 46.7 35.0 18.3

5～9人 149 4.7 51.7 30.2 13.4

10～19人 228 2.6 54.4 29.4 13.6

20～29人 116 5.2 44.0 36.2 14.7

30～49人 114 0.9 57.9 34.2 7.0

50～99人 93 5.4 46.2 41.9 6.5

100～299人 73 4.1 49.3 38.4 8.2

【所在地域】

福島 72 9.7 38.9 40.3 11.1

東京 155 3.2 51.6 32.9 12.3

長野 161 3.7 50.3 36.6 9.3

愛知 77 2.6 42.9 37.7 16.9

大阪 76 3.9 52.6 28.9 14.5

広島 153 0.7 56.9 32.7 9.8

福岡 148 2.7 54.7 29.1 13.5

【生産形態】

量産中心 225 3.1 51.1 34.2 11.6

多品種少量生産中心 478 3.8 50.0 34.1 12.1

試作開発中心 34 2.9 52.9 29.4 14.7

【生産活動に携わる基幹的人材】

技能職 643 2.6 51.3 36.1 10.0

技術職 154 7.1 50.0 27.3 15.6  
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従業員アンケート調査結果 

 

 



第１章 回答従業員のプロフィール 

 

第１節 性別・年齢 

 

性別については（図表３－１－１）、全回答従業員では男性が 80.2％、女性が 19.0％とな

っている。勤務先従業員規模別にみると、従業員規模が大きくなるにつれて、男性の割合が

増えていくという傾向がみられる。勤務先業種別では、鉄鋼業とはん用機械器具製造業で、

男性の割合がやや高くなっている。 

 

図表３－１－１ 回答従業員の性別 

(単位：％)

ｎ 男性 女性 無回答

合計 903 80.2 19.0 0.8

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 74.1 25.9 0.0

5～9人 148 73.6 25.7 0.7

10～29人 385 80.3 19.5 0.3

30～49人 116 83.6 16.4 0.0

50～99人 111 82.0 16.2 1.8

100人以上 110 87.3 12.7 0.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 75.5 24.5 0.0

鉄鋼業 55 90.9 7.3 1.8

非鉄金属製造業 28 78.6 21.4 0.0

金属製品製造業 281 83.6 15.7 0.7

はん用機械器具製造業 28 92.9 3.6 3.6

生産用機械器具製造業 79 89.9 10.1 0.0

業務用機械器具製造業 46 69.6 30.4 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 69.8 30.2 0.0

電気機械器具製造業 116 71.6 28.4 0.0

情報通信機械器具製造業 15 60.0 40.0 0.0

輸送用機械器具製造業 91 80.2 17.6 2.2

【職種】

技能職 558 87.3 12.2 0.5

技術職 168 92.9 6.0 1.2  
 

回答従業員の年齢（図表３－１－２）は、「30 歳代」が 36.1％で最も多く、以下、「40 歳

代」（23.3％）、「50 歳代」（22.5％）と続く。無回答者を除いて算出した平均年齢は 40.2 歳で

ある。 

従業員規模 5 人以上の企業に勤める回答者についてみると、より規模の大きな企業に勤め

る回答者で「50 歳代」の割合が低くなり、平均年齢も下がっていく。業種別に集計してみた

ところ、電子部品・デバイス・電子回路製造業の企業に勤める回答者では、他業種の企業に

勤務する回答者におけるよりも「29 歳以下」や「30 歳代」の割合が高く、平均年齢も 36.5

歳とやや若くなっている。 
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図表３－１－２ 回答従業員の年齢 

(単位：％)

ｎ 29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代 無回答 平均（歳）

合計 903 16.4 36.1 23.3 22.5 1.8 40.2

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 14.8 40.7 18.5 25.9 0.0 41.7

5～9人 148 7.4 27.0 27.0 37.8 0.7 45.2

10～29人 385 15.8 33.8 22.6 26.0 1.8 41.1

30～49人 116 12.9 45.7 23.3 16.4 1.7 38.7

50～99人 111 22.5 40.5 23.4 12.6 0.9 36.9

100人以上 110 28.2 42.7 21.8 6.4 0.9 35.1

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 12.7 36.3 23.5 26.5 1.0 41.2

鉄鋼業 55 14.5 41.8 12.7 25.5 5.5 40.8

非鉄金属製造業 28 25.0 25.0 7.1 39.3 3.6 41.7

金属製品製造業 281 13.9 39.9 20.6 23.5 2.1 40.6

はん用機械器具製造業 28 14.3 35.7 42.9 7.1 0.0 38.3

生産用機械器具製造業 79 24.1 29.1 21.5 25.3 0.0 39.6

業務用機械器具製造業 46 17.4 32.6 28.3 21.7 0.0 40.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 23.3 44.2 27.9 4.7 0.0 36.5

電気機械器具製造業 116 16.4 31.9 29.3 21.6 0.9 40.0

情報通信機械器具製造業 15 13.3 13.3 40.0 26.7 6.7 43.4

輸送用機械器具製造業 91 17.6 33.0 25.3 22.0 2.2 40.3

【職種】

技能職 558 18.3 36.6 22.0 22.0 1.1 39.7

技術職 168 19.0 41.7 19.0 17.9 2.4 38.7  
注：平均年齢は無回答を除いて算出している。 

 

第２節 最終学歴・最後に通った学校における成績 

 

回答者の最終学歴（図表３－１－３）で最も多いのは「工業高校以外の高校卒」（24.6％）、

二番目が「工業高校卒」（19.4％）である。従業員 5 人以上の企業に勤める回答者をみると、

「大卒・理系」、「大卒・文系」の割合が、より従業員規模の大きい企業に勤める回答者ほど

高くなっている。また、非鉄金属製造業の企業に勤める回答者では、「工業高校以外の高校卒」

の割合が他業種の回答者におけるよりも顕著に高い。職種別に集計してみたところ、技能職

では「工業高校以外の高校卒」が 28.1％で最も多く、技術職では「大卒・理系」が 33.9％を

占め（技能職では 9.5％）、最も多くなっている。 
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図表３－１－３ 回答従業員の最終学歴 

(単位：％)

ｎ 中学卒
工業高校

卒

工業高校
以外の高
校卒

高等専門
学校卒

職業訓練
校卒

短大・専
門学校卒

合計 903 4.7 19.4 24.6 4.1 3.3 15.6

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 3.7 0.0 37.0 0.0 3.7 7.4

5～9人 148 14.9 17.6 29.7 4.1 4.7 14.2

10～29人 385 4.2 21.3 23.9 3.9 4.4 16.9

30～49人 116 1.7 15.5 24.1 7.8 3.4 18.1

50～99人 111 0.0 23.4 26.1 2.7 0.9 13.5

100人以上 110 0.0 20.0 16.4 2.7 0.0 15.5

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 1.0 14.7 31.4 2.9 3.9 20.6

鉄鋼業 55 16.4 20.0 14.5 1.8 10.9 14.5

非鉄金属製造業 28 0.0 17.9 42.9 3.6 7.1 17.9

金属製品製造業 281 6.4 20.6 27.0 3.6 2.1 12.8

はん用機械器具製造業 28 0.0 25.0 21.4 14.3 3.6 3.6

生産用機械器具製造業 79 6.3 25.3 20.3 6.3 3.8 11.4

業務用機械器具製造業 46 2.2 15.2 21.7 6.5 4.3 15.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 0.0 20.9 30.2 7.0 0.0 16.3

電気機械器具製造業 116 2.6 19.0 19.8 5.2 2.6 21.6

情報通信機械器具製造業 15 0.0 20.0 20.0 6.7 0.0 26.7

輸送用機械器具製造業 91 4.4 17.6 19.8 0.0 3.3 13.2

【職種】

技能職 558 5.9 22.4 28.1 3.6 3.6 14.7

技術職 168 3.0 20.8 10.7 3.0 2.4 11.9

(単位：％)

ｎ
大卒・理

系
大卒・文

系
大学院卒 その他 無回答

合計 903 13.0 11.0 1.0 2.2 1.2

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 11.1 25.9 0.0 7.4 3.7

5～9人 148 5.4 4.7 0.0 2.0 2.7

10～29人 385 11.7 10.4 0.8 2.3 0.3

30～49人 116 12.9 12.1 0.0 3.4 0.9

50～99人 111 15.3 12.6 1.8 1.8 1.8

100人以上 110 26.4 15.5 3.6 0.0 0.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 7.8 14.7 1.0 2.0 0.0

鉄鋼業 55 10.9 7.3 0.0 1.8 1.8

非鉄金属製造業 28 7.1 0.0 0.0 3.6 0.0

金属製品製造業 281 12.1 12.1 0.4 1.4 1.4

はん用機械器具製造業 28 14.3 17.9 0.0 0.0 0.0

生産用機械器具製造業 79 15.2 8.9 0.0 2.5 0.0

業務用機械器具製造業 46 21.7 6.5 2.2 2.2 2.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 11.6 4.7 2.3 4.7 2.3

電気機械器具製造業 116 12.9 12.1 1.7 2.6 0.0

情報通信機械器具製造業 15 6.7 6.7 0.0 13.3 0.0

輸送用機械器具製造業 91 18.7 14.3 2.2 2.2 4.4

【職種】

技能職 558 9.5 8.4 0.4 2.2 1.3

技術職 168 33.9 8.3 3.6 1.2 1.2  
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最後に通った学校における成績については、「普通」と答えた回答者が約 6 割を占める。

従業員 4 人以下の企業に勤める回答者では、「普通」と答える割合がやや低く、「悪かった」

の回答割合がその分他企業よりも高い。職種別では、技術職で「やや良かった」と答える回

答者が 18.5％となっており、技能職の 10.0％と比べてやや割合が高くなっている。 

 

図表３－１－４ 最後に通った学校における成績 

(単位：％)

ｎ 良かった
やや良
かった

普通
やや悪
かった

悪かった 無回答

合計 903 8.2 13 58.8 10.7 8.2 1.1

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 7.4 11.1 48.1 11.1 18.5 3.7

5～9人 148 7.4 9.5 64.9 9.5 8.1 0.7

10～29人 385 9.1 13.8 56.4 10.6 9.1 1.0

30～49人 116 7.8 14.7 58.6 11.2 7.8 0.0

50～99人 111 9.9 13.5 55.0 11.7 9.0 0.9

100人以上 110 5.5 12.7 66.4 11.8 2.7 0.9

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 8.8 9.8 62.7 7.8 9.8 1.0

鉄鋼業 55 3.6 16.4 58.2 12.7 7.3 1.8

非鉄金属製造業 28 14.3 14.3 60.7 0.0 10.7 0.0

金属製品製造業 281 7.5 8.9 59.4 14.2 8.9 1.1

はん用機械器具製造業 28 7.1 7.1 64.3 14.3 7.1 0.0

生産用機械器具製造業 79 6.3 13.9 57.0 13.9 7.6 1.3

業務用機械器具製造業 46 8.7 10.9 69.6 10.9 0.0 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 4.7 16.3 55.8 16.3 7.0 0.0

電気機械器具製造業 116 8.6 19.0 57.8 6.0 7.8 0.9

情報通信機械器具製造業 15 20.0 26.7 46.7 6.7 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 91 8.8 17.6 52.7 5.5 12.1 3.3

【職種】

技能職 558 7.0 10.0 60.2 11.5 10.0 1.3

技術職 168 7.1 18.5 57.1 12.5 4.2 0.6  

 

第３節 勤務先の従業員規模 

 

勤務先の従業員規模（図表３－１－５）については、「10～29 人」と答える回答者が約 4

割で最も多く、その他の規模は「4 人以下」を除けばいずれも 15％前後の回答割合となって

いる。勤務先の業種別に集計してみると、はん用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電

子回路製造業、輸送用機械器具製造業の 3 業種では、従業員規模「100 人以上」と回答する

割合が 20％を超えており、規模の大きい企業に勤務する回答者が比較的多いことが分かる。

職種別に見てみると、技術職は 21.4％が従業員規模「100 人以上」と答えており、技能職の

回答割合の 2 倍以上となっている 
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図表３－１－５ 勤務先の従業員規模 

(単位：％)

ｎ 4人以下 5～9人 10～29人 30～49人 50～99人 100人以上 無回答

合計 903 3.0 16.4 42.6 12.8 12.3 12.2 0.7

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 0.0 22.5 37.3 12.7 16.7 10.8 0.0

鉄鋼業 55 0.0 12.7 69.1 10.9 1.8 1.8 3.6

非鉄金属製造業 28 7.1 14.3 60.7 10.7 7.1 0.0 0.0

金属製品製造業 281 4.6 18.1 39.1 14.9 12.8 10.0 0.4

はん用機械器具製造業 28 0.0 10.7 32.1 0.0 32.1 25.0 0.0

生産用機械器具製造業 79 2.5 15.2 55.7 15.2 5.1 6.3 0.0

業務用機械器具製造業 46 2.2 8.7 52.2 15.2 2.2 19.6 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 7.0 16.3 34.9 7.0 11.6 23.3 0.0

電気機械器具製造業 116 0.0 19.8 41.4 11.2 16.4 10.3 0.9

情報通信機械器具製造業 15 0.0 13.3 26.7 33.3 13.3 13.3 0.0

輸送用機械器具製造業 91 6.6 8.8 31.9 11.0 15.4 25.3 1.1

【職種】

技能職 558 3.6 19.2 45.9 12.5 10.4 8.1 0.4

技術職 168 1.8 7.7 39.9 13.7 14.3 21.4 1.2  
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第２章 これまでの職業経歴 

 

第１節 現在の勤務先に就職した時の年齢と勤続年数 

 

１．現在の勤務先に就職した時の年齢 

 回答者が現在の勤務先に就職した年齢（図表３－２－１）をたずねたところ、最も多かっ

たのが「20～24 歳」（28.3％）、次いで「30～39 歳」（22.9％）、「25～29 歳」（19.2％）であっ

た。無回答者を除いた平均就職年齢は 28.4 歳である。 

 5～9 人規模の企業に勤める回答者は「20～24 歳」が 17.6％にとどまる一方、「30～39 歳」

が 3 割を超えており、平均就職年齢も 30 歳を超えている。平均就職年齢は、従業員規模がよ

り小さい企業に勤める回答者ほど高い。勤務先の業種別に集計してみると、非鉄金属製造業

の企業に勤める回答者では「20～24 歳」の割合が、他業種の企業に勤める回答者におけるよ

りも顕著に高く、はん用機械製造業や電子部品・デバイス・電子回路製造業の企業に勤める

回答者では「30～39 歳」の割合がやや高くなっている。また、はん用機械製造業で働く回答

者は「19 歳以下」の割合も、生産用機械器具製造業で働く回答者と並び、他業種の回答者に

比べてやや高い。技能職と技術職を比べると、「20～24 歳」に就職したという回答の割合に

相違がみられ、後者における回答割合が前者における回答割合の約 1.5 倍となっている。 

 

図表３－２－１ 現在の勤務先に就職した時の年齢 

(単位：％)

ｎ 19歳以下 20～24歳 25～29歳 30～39歳 40～49歳 50歳以上 無回答

現在の勤務先
に就職した時
の平均年齢

（歳）

合計 903 13.7 28.3 19.2 22.9 10.3 3.1 2.4 28.4

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 25.9 14.8 44.4 7.4 3.7 3.7 31.4

5～9人 148 5.4 17.6 19.6 31.8 16.9 6.8 2.0 32.8

10～29人 385 11.2 26.2 22.9 20.5 13.0 3.6 2.6 29.1

30～49人 116 17.2 28.4 19.0 22.4 8.6 1.7 2.6 27.7

50～99人 111 26.1 32.4 13.5 22.5 4.5 0.9 0.0 25.4

100人以上 110 21.8 48.2 12.7 16.4 0.9 0.0 0.0 23.8

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 12.7 28.4 16.7 22.5 14.7 2.0 2.9 28.7

鉄鋼業 55 9.1 30.9 27.3 10.9 14.5 1.8 5.5 28.3

非鉄金属製造業 28 10.7 46.4 7.1 10.7 21.4 3.6 0.0 28.8

金属製品製造業 281 13.5 27.8 19.6 23.5 8.9 5.7 1.1 29.0

はん用機械器具製造業 28 28.6 17.9 10.7 35.7 7.1 0.0 0.0 26.3

生産用機械器具製造業 79 24.1 27.8 13.9 19.0 8.9 3.8 2.5 27.3

業務用機械器具製造業 46 6.5 26.1 17.4 28.3 17.4 0.0 4.3 30.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 11.6 32.6 16.3 34.9 4.7 0.0 0.0 27.8

電気機械器具製造業 116 14.7 26.7 23.3 24.1 8.6 0.9 1.7 27.7

情報通信機械器具製造業 15 6.7 33.3 13.3 20.0 13.3 0.0 13.3 28.7

輸送用機械器具製造業 91 11.0 27.5 23.1 23.1 7.7 4.4 3.3 28.6

【職種】

技能職 558 16.1 26.3 21.1 20.8 10.2 2.7 2.7 28.1

技術職 168 10.7 39.9 17.9 21.4 5.4 3.0 1.8 27.0  
注：「現在の就職先に就職した時の平均年齢」は無回答者を除いて算出。 
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２．現在の勤務先での勤続年数 

回答者の現在の勤務先における勤続年数を集計してみると（図表３－２－２）、「5 年未満」

が 25.6％、「5 年以上 10 年未満」が 24.2％、「10 年以上 20 年未満」が 29.0％、20 年以上が

21.2％といった分布になっている。無回答者を除き算出した平均勤続年数は、11.6 年である。 

4 人以下の企業に勤める回答者では、勤続 10 年未満の回答者の割合が 65.4％と、より規模の

大きい企業の回答者に比べてやや高く、平均勤続年数も幾分短い。勤務先の業種別集計でこ

れと同様の状況を示すのが、電子部品・デバイス・電子回路製造業で働く回答者で、勤続 10

年未満の回答者が 7 割、平均勤続年数は 8.7 年となっている。 

 

図表３－２－２ 現在の勤務先における勤続年数 

(単位：％)

ｎ 5年未満
5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上
30年未満

30年以上
平均勤続
年数（年）

合計 903 25.6 24.2 29.0 15.7 5.5 11.6

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 30.8 34.6 15.4 15.4 3.8 10.2

5～9人 148 23.4 22.7 31.9 14.2 7.8 12.5

10～29人 385 27.9 22.2 27.1 16.5 6.3 11.8

30～49人 116 26.2 24.3 30.8 15.9 2.8 10.9

50～99人 111 19.8 27.4 35.8 13.2 3.8 11.5

100人以上 110 24.0 27.0 26.0 18.0 5.0 11.3

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 27.7 17.0 35.1 16.0 4.3 12.1

鉄鋼業 55 25.0 20.8 29.2 18.8 6.3 12.2

非鉄金属製造業 28 19.2 34.6 23.1 11.5 11.5 12.5

金属製品製造業 281 24.1 25.7 29.1 15.7 5.4 11.6

はん用機械器具製造業 28 28.6 21.4 21.4 25.0 3.6 12.0

生産用機械器具製造業 79 24.7 23.3 28.8 13.7 9.6 12.2

業務用機械器具製造業 46 31.6 26.3 34.2 2.6 5.3 9.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 32.5 37.5 17.5 12.5 0.0 8.7

電気機械器具製造業 116 22.2 25.0 25.9 24.1 2.8 12.1

情報通信機械器具製造業 15 15.4 15.4 30.8 38.5 0.0 14.0

輸送用機械器具製造業 91 29.1 20.9 31.4 10.5 8.1 11.6

【職種】

技能職 558 23.9 27.4 29.3 13.9 5.4 11.5

技術職 168 27.3 19.5 32.5 14.3 6.5 11.6  
 注：平均勤続年数は無回答者を除いて算出。 

 

第２節 現在の勤務先で働こうと思った理由 

 

今の会社で働こうと思った理由（図表３－２－３）で比較的回答が多かったのは、「こう

いう仕事が好きだったから」（28.9％）、「すぐにつける仕事だったから」（25.2％）、「地元で

就職する必要があったから」（21.8％）、「社長や従業員が知人・友人だった」（18.8％）など

である。 
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より従業員規模が大きい企業に勤める回答者ほど、「こういう仕事が好きだったから」「通

学していた学校に勧められたから」の割合が増え、逆に、「社員や従業員が知人、友人だった」

の割合は減っていく。また、50 人以上の企業に勤める回答者では、50 人未満の企業に勤める

回答者におけるより「すぐにつける仕事だったから」の割合が低下する一方、「地元で就職す

る必要があったから」の割合が目立って高くなる。勤務先の業種別に集計してみると、非鉄

金属産業で働く回答者では「すぐにつける仕事だったから」や「社員や従業員が知人、友人

だった」の割合が、業務用機械器具製造業で働く回答者では「こういう仕事が好きだったか

ら」の割合が他業種の回答者に比べ高い。職種別で回答状況に差がみられたのは、「地元で就

職する必要があったから」という理由であり、技能職における回答率が 19.7％なのに対して、

技術職の回答率が 28.0％となっている。 

 

図表３－２－３ 現在の勤務先で働こうと思った理由 

(単位：％)

ｎ
自分の腕を
磨きたかっ
たから

こういう仕
事が好き
だったから

将来性のあ
る仕事だと
思ったから

経営者の
理念に共鳴
したから

労働条件
がよかった

から

すぐにつけ
る仕事だっ
たから

通学してい
た学校に勧
められたか

ら

合計 903 12.6 28.9 11.3 5.1 15.9 25.2 6.6

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 7.4 7.4 3.7 0.0 14.8 37.0 0.0

5～9人 148 16.2 25.7 9.5 2.0 14.9 29.1 1.4

10～29人 385 10.1 27.5 11.9 6.8 15.6 25.5 4.9

30～49人 116 15.5 31.9 9.5 6.9 16.4 30.2 5.2

50～99人 111 17.1 34.2 9.9 4.5 18.0 21.6 14.4

100人以上 110 10.9 34.5 17.3 3.6 17.3 16.4 15.5

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 14.7 26.5 14.7 5.9 23.5 32.4 5.9

鉄鋼業 55 7.3 14.5 5.5 1.8 16.4 27.3 3.6

非鉄金属製造業 28 7.1 21.4 7.1 0.0 10.7 42.9 7.1

金属製品製造業 281 14.6 29.9 8.2 4.3 14.9 24.2 5.0

はん用機械器具製造業 28 17.9 25.0 14.3 7.1 10.7 10.7 25.0

生産用機械器具製造業 79 13.9 29.1 16.5 3.8 13.9 19.0 11.4

業務用機械器具製造業 46 15.2 41.3 13.0 6.5 26.1 26.1 8.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 9.3 25.6 11.6 14.0 20.9 20.9 9.3

電気機械器具製造業 116 5.2 34.5 13.8 3.4 12.9 25.9 6.9

情報通信機械器具製造業 15 20.0 53.3 13.3 13.3 6.7 33.3 0.0

輸送用機械器具製造業 91 14.3 27.5 11.0 6.6 13.2 24.2 4.4

【職種】

技能職 558 14.2 30.3 12.0 4.5 16.8 27.4 7.7

技術職 168 14.3 33.9 11.9 7.1 11.3 19.6 6.5  
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(単位：％)

ｎ
地元で就職
する必要が
あったから

親、知人な
どに勧めら
れたから

社長や従
業員が知
人・友人
だった

その他
特にこれと
いった動機
はなかった

無回答

合計 903 21.8 16.2 18.8 5.5 4.3 1.4

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 22.2 29.6 7.4 3.7 11.1 7.4

5～9人 148 16.9 22.3 25.0 4.7 2.7 1.4

10～29人 385 18.2 18.2 24.2 6.2 3.1 0.8

30～49人 116 19.0 10.3 15.5 6.9 8.6 0.9

50～99人 111 31.5 6.3 10.8 6.3 6.3 0.9

100人以上 110 35.5 14.5 7.3 2.7 2.7 0.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 22.5 14.7 19.6 5.9 2.0 1.0

鉄鋼業 55 12.7 21.8 18.2 10.9 3.6 5.5

非鉄金属製造業 28 14.3 17.9 32.1 3.6 7.1 0.0

金属製品製造業 281 21.7 18.5 18.9 5.3 5.7 0.0

はん用機械器具製造業 28 28.6 21.4 14.3 3.6 0.0 3.6

生産用機械器具製造業 79 22.8 16.5 21.5 7.6 2.5 2.5

業務用機械器具製造業 46 17.4 4.3 17.4 10.9 0.0 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 30.2 11.6 16.3 2.3 7.0 0.0

電気機械器具製造業 116 26.7 12.1 19.0 3.4 6.0 0.9

情報通信機械器具製造業 15 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 91 19.8 15.4 17.6 5.5 4.4 3.3

【職種】

技能職 558 19.7 18.3 16.7 4.7 4.7 1.1

技術職 168 28.0 11.3 19.6 5.4 1.8 1.8  

 

第３節 現在の勤務先をどのように探したか 

 

今の会社をどのように探したか（図表３－２－４）については、回答の多い順に「ハロー

ワークなど公共職業紹介機関を通じて」（28.9％）、「家族や親戚などの紹介で」（20.3％）、「学

校からの紹介で」（13.6％）と続いている。勤務先の従業員規模が大きい回答者ほど、「学校

からの紹介で」と答える割合が増える傾向にあり、逆に「家族や親戚などの紹介で」と答え

る割合は少なくなっている。また、50 人以上の企業に勤務する回答者では、「ハローワーク

などの公共職業紹介機関を通じて」という回答の割合が、50 人未満の企業に勤務する回答者

に比べて低くなる。 

勤務先の業種別に集計してみると、業務用機械器具製造業で働く回答者では「ハローワー

クなど公共職業紹介機関を通じて」の割合が、はん用機械器具製造業で働く回答者では「学

校からの紹介で」の割合が、他業種の回答者におけるよりも高い。技能職と技術職では、「ハ

ローワークなど公共職業紹介機関を通じて」の回答割合にやや差が見られるものの、回答の

傾向に大きな違いは見られない。 
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図表３－２－４ 現在の勤務先をどのように探したか 
(単位：％)

ｎ
業界団体を

通じて

民間の職業
紹介機関を

通じて

ハローワー
クなど公共
職業紹介機
関を通じて

職業情報
誌、新聞広
告などの紙
媒体で

家族や親戚
などの紹介

で

前職や今の
職場の同僚
の紹介で

同じ業界で
働いていた
人の紹介で

就職合同説
明会に参加

して

合計 903 0.9 2.9 28.9 4.8 20.3 8.4 5.1 2.3

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 3.7 33.3 0.0 33.3 7.4 0.0 3.7

5～9人 148 0.0 0.7 29.7 6.8 27.0 8.8 6.8 0.0

10～29人 385 0.5 2.9 30.9 3.1 23.4 11.7 6.2 0.8

30～49人 116 1.7 3.4 36.2 8.6 15.5 6.9 6.0 1.7

50～99人 111 1.8 4.5 22.5 3.6 11.7 3.6 3.6 5.4

100人以上 110 1.8 3.6 19.1 5.5 11.8 3.6 0.9 8.2

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 1.0 2.0 28.4 5.9 16.7 5.9 8.8 3.9

鉄鋼業 55 0.0 0.0 29.1 5.5 20.0 10.9 9.1 0.0

非鉄金属製造業 28 3.6 3.6 32.1 0.0 25.0 14.3 3.6 0.0

金属製品製造業 281 0.7 2.8 32.0 4.6 23.8 6.8 6.4 2.1

はん用機械器具製造業 28 0.0 0.0 32.1 0.0 25.0 3.6 3.6 0.0

生産用機械器具製造業 79 1.3 3.8 21.5 1.3 16.5 10.1 2.5 2.5

業務用機械器具製造業 46 0.0 4.3 39.1 8.7 8.7 13.0 2.2 2.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 4.7 4.7 20.9 2.3 14.0 4.7 4.7 4.7

電気機械器具製造業 116 0.0 2.6 29.3 5.2 18.1 12.1 1.7 0.0

情報通信機械器具製造業 15 0.0 13.3 26.7 6.7 26.7 6.7 6.7 0.0

輸送用機械器具製造業 91 1.1 3.3 23.1 6.6 23.1 7.7 4.4 6.6

【職種】

技能職 558 0.7 2.9 30.3 5.0 21.3 8.2 5.6 1.4

技術職 168 1.8 0.6 22.6 3.0 16.1 10.7 4.2 5.4  
(単位：％)

ｎ
学校からの

紹介で

ホームペー
ジ等イン

ターネットで

納入先など
取引先を通
じての紹介

で

出向を通じ
て

親会社や関
連会社の紹

介で
その他 無回答

合計 903 13.6 1.3 1.3 0.3 1.4 6.4 2.0

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 3.7 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 3.7

5～9人 148 2.0 0.0 2.7 0.7 2.7 9.5 2.7

10～29人 385 9.1 1.0 1.3 0.0 1.0 6.5 1.6

30～49人 116 12.1 1.7 1.7 0.0 0.9 2.6 0.9

50～99人 111 32.4 2.7 0.0 0.9 0.9 4.5 1.8

100人以上 110 30.9 2.7 0.9 0.9 2.7 7.3 0.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 10.8 0.0 2.0 0.0 1.0 9.8 3.9

鉄鋼業 55 5.5 1.8 0.0 0.0 5.5 5.5 7.3

非鉄金属製造業 28 7.1 0.0 0.0 0.0 0.0 10.7 0.0

金属製品製造業 281 12.1 1.8 1.1 0.7 0.4 4.6 0.0

はん用機械器具製造業 28 25.0 0.0 0.0 0.0 3.6 3.6 3.6

生産用機械器具製造業 79 21.5 1.3 2.5 0.0 2.5 8.9 3.8

業務用機械器具製造業 46 15.2 2.2 2.2 0.0 0.0 2.2 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 14.0 2.3 2.3 2.3 4.7 11.6 2.3

電気機械器具製造業 116 20.7 0.9 0.9 0.0 1.7 6.0 0.9

情報通信機械器具製造業 15 0.0 13.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 91 13.2 0.0 2.2 0.0 1.1 5.5 2.2

【職種】

技能職 558 13.8 1.1 1.4 0.4 1.1 5.6 1.3

技術職 168 17.9 3.0 1.8 0.6 2.4 6.5 3.6  

 

第４節 転職経験 

 

１．転職経験の有無 

転職経験（図表３－２－５）については、「ある」と答えた人が 62.2％、「ない」と答えた

人が 30.5％である。従業員規模 50 人以上の企業に勤める回答者では、「ない」という回答が
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約半数を占め、50 人未満の企業に勤める回答者と比べると、転職経験が無い回答者の割合が

高くなっている。勤務先の業種による異同を見ていくと、非鉄勤続製造業に勤めている回答

者では 7 割以上が「ある」と答えており、他の業種で働く回答者におけるよりもやや高くな

っている。職種別にみてみると、技能職では転職経験が「ある」の割合が 64.2％であるのに

対し、技術職は 51.2％であり両者で回答の割合にやや開きがある。 

 

図表３－２－５ 転職経験の有無 

(単位：％)

ｎ ある ない 無回答

合計 903 62.2 30.5 7.3

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 63.0 25.9 11.1

5～9人 148 70.9 18.2 10.8

10～29人 385 70.9 23.4 5.7

30～49人 116 62.9 30.2 6.9

50～99人 111 42.3 49.5 8.1

100人以上 110 41.8 55.5 2.7

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 60.8 28.4 10.8

鉄鋼業 55 69.1 20.0 10.9

非鉄金属製造業 28 71.4 21.4 7.1

金属製品製造業 281 64.8 28.1 7.1

はん用機械器具製造業 28 64.3 32.1 3.6

生産用機械器具製造業 79 54.4 39.2 6.3

業務用機械器具製造業 46 63.0 28.3 8.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 58.1 32.6 9.3

電気機械器具製造業 116 58.6 37.1 4.3

情報通信機械器具製造業 15 73.3 20.0 6.7

輸送用機械器具製造業 91 58.2 35.2 6.6

【職種】

技能職 558 64.2 29.2 6.6

技術職 168 51.2 38.7 10.1  
 

２．転職者の状況 

 

（１）転職直前の勤務先の業種 

転職経験者について転職直前の勤務先の業種（図表３－２－６）をたずねたところ、「現

在の会社と同じ業種の会社」が 30.4％、「現在の会社とは異なる業種の会社」が 66.7％であ

った。100 人以上の企業に勤める回答者では「現在の会社と同じ業種の会社」の割合が 15.2％

とより規模の小さい企業に勤める回答者に比べて低く、勤務先の業種別にみると、生産用機

械器具製造業の会社で働く回答者で「現在の会社と同じ業種の会社」が半数近くに達してい

るのが目立つ。また、技能職と技術職を比べると、技能職で「現在の会社とは異なる業種の

会社」の割合がやや高くなっている。 
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図表３－２－６ 転職直前の勤務先の業種 

(単位：％)

ｎ
現在の会社
と同じ業種
の会社

現在の会社
とは異なる
業種の会社

官公庁 無回答

合計 562 30.4 66.7 0.7 2.1

【勤務先従業員規模】

4人以下 17 23.5 64.7 5.9 5.9

5～9人 105 37.1 61.9 1.0 0.0

10～29人 273 29.7 67.4 0.4 2.6

30～49人 73 34.2 64.4 1.4 0.0

50～99人 47 29.8 66.0 0.0 4.3

100人以上 46 15.2 80.4 0.0 4.3

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 62 24.2 71.0 3.2 1.6

鉄鋼業 38 31.6 68.4 0.0 0.0

非鉄金属製造業 20 15.0 85.0 0.0 0.0

金属製品製造業 182 31.3 65.4 0.5 2.7

はん用機械器具製造業 18 16.7 77.8 0.0 5.6

生産用機械器具製造業 43 46.5 53.5 0.0 0.0

業務用機械器具製造業 29 34.5 65.5 0.0 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 25 36.0 64.0 0.0 0.0

電気機械器具製造業 68 23.5 73.5 0.0 2.9

情報通信機械器具製造業 11 54.5 45.5 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 53 28.3 64.2 1.9 5.7

【職種】

技能職 358 33.0 64.5 0.8 1.7

技術職 86 39.5 54.7 0.0 5.8  
 

（２）転職直前の勤務先の従業員数 

同じく転職経験者に転職直前の勤務先の従業員数（図表３－２－７）をたずねると、「10

～29 人」（21.7％）、「100～299 人」（14.7％）、「30～49 人」（13.4％）と言った回答が比較的

多く、300 人未満の企業から転職してきたという割合が全体の約 4 分の 3 を占めている。 

現在の勤務先の従業員規模別に集計してみると、転職直前の従業員規模が「5～9 人」、「10

～29 人」だったという回答の割合は、より従業員規模が大きい企業に勤務する回答者ほど小

さくなる傾向にある一方、「100～299 人」の割合は、現在 100 人以上の企業に勤めている回

答者において突出して高くなることから、転勤直前の勤務先の従業員規模と、現在の勤務先

の従業員規模の間には、ゆるやかな正の相関関係があると考えられる。勤務先業種別の集計

に目を向けると、業務用機械器具製造業で働く転職経験者で、他業種で働く転職経験者にお

けるよりも「100～299 人」の割合がやや高くなっている。また、技能職は 300 人以上の企業

から転職してきた割合が 12.4％であるのに対し、技術職は 25.6％と、技術職の転職経験者の

ほうが相対的に大きな企業から転職してきていると言える。 
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図表３－２－７ 転職直前の勤務先の従業員数 

(単位：％)

ｎ 4人以下 5～9人 10～29人 30～49人 ５0～99人

合計 558 7.5 9.5 21.7 13.4 9.5

【勤務先従業員規模】

4人以下 16 12.5 12.5 18.8 12.5 6.3

5～9人 104 11.5 11.5 23.1 16.3 11.5

10～29人 272 6.3 11.8 25.4 12.9 7.0

30～49人 72 9.7 5.6 20.8 11.1 18.1

50～99人 47 2.1 4.3 14.9 17.0 8.5

100人以上 46 6.5 0.0 6.5 10.9 8.7

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 60 6.7 6.7 23.3 18.3 11.7

鉄鋼業 38 7.9 13.2 26.3 21.1 2.6

非鉄金属製造業 20 10.0 15.0 25.0 5.0 15.0

金属製品製造業 181 6.1 10.5 22.7 11.6 8.3

はん用機械器具製造業 18 0.0 16.7 16.7 22.2 11.1

生産用機械器具製造業 43 7.0 11.6 32.6 16.3 4.7

業務用機械器具製造業 29 10.3 3.4 31.0 10.3 3.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 25 4.0 8.0 16.0 20.0 12.0

電気機械器具製造業 68 16.2 10.3 16.2 7.4 17.6

情報通信機械器具製造業 11 9.1 0.0 27.3 9.1 0.0

輸送用機械器具製造業 52 5.8 5.8 11.5 11.5 11.5

【職種】

技能職 355 7.3 10.1 23.9 13.8 10.4

技術職 86 4.7 4.7 18.6 12.8 10.5  

(単位：％)

ｎ
100～
２99人

300～
499人

５00～
999人

1000人以上 無回答

合計 558 14.7 4.5 4.7 7.7 6.8

【勤務先従業員規模】

4人以下 16 18.8 6.3 0.0 6.3 6.3

5～9人 104 12.5 2.9 1.0 4.8 4.8

10～29人 272 14.7 4.4 4.8 4.4 8.5

30～49人 72 11.1 2.8 4.2 13.9 2.8

50～99人 47 10.6 8.5 10.6 14.9 8.5

100人以上 46 28.3 6.5 8.7 17.4 6.5

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 60 15.0 6.7 0.0 6.7 5.0

鉄鋼業 38 10.5 2.6 5.3 5.3 5.3

非鉄金属製造業 20 5.0 10.0 0.0 15.0 0.0

金属製品製造業 181 16.0 2.2 6.1 7.7 8.8

はん用機械器具製造業 18 11.1 0.0 0.0 5.6 16.7

生産用機械器具製造業 43 11.6 2.3 2.3 7.0 4.7

業務用機械器具製造業 29 27.6 6.9 3.4 3.4 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 25 8.0 16.0 12.0 0.0 4.0

電気機械器具製造業 68 10.3 4.4 5.9 7.4 4.4

情報通信機械器具製造業 11 27.3 9.1 0.0 9.1 9.1

輸送用機械器具製造業 52 13.5 3.8 7.7 17.3 11.5

【職種】

技能職 355 14.4 2.8 4.5 5.1 7.6

技術職 86 16.3 7.0 5.8 12.8 7.0  
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（３）転職直前の勤務先での主な仕事 

転職直前の勤務先での主な仕事（図表３－２－８）については、「今の仕事と違った仕事」

が 54.8％、「今の仕事と類似した仕事」が 32.2％、「今の仕事と同じ仕事」が 12.5％といった

回答の分布となっている。勤務先の従業員規模により回答の状況に相違は見られるが、従業

員規模との間の一貫した関連は認められない。勤務先業種別に集計してみると生産用機械器

具製造業および電子部品・デバイス・電子回路製造業で働く回答者において、「今の仕事と同

じ仕事」と答える割合が 20％以上と、他業種で働く回答者におけるよりもやや高くなってい

る。 

 

図表３－２－８ 転職直前の勤務先での主な仕事 

(単位：％)

ｎ
今の仕事と同

じ仕事
今の仕事と類
似した仕事

今の仕事と
違った仕事

無回答

合計 562 12.5 32.2 54.8 0.5

【勤務先従業員規模】

4人以下 17 5.9 23.5 70.6 0.0

5～9人 105 16.2 34.3 48.6 1.0

10～29人 273 12.8 28.9 57.9 0.4

30～49人 73 12.3 35.6 52.1 0.0

50～99人 47 4.3 44.7 51.1 0.0

100人以上 46 10.9 32.6 54.3 2.2

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 62 12.9 32.3 54.8 0.0

鉄鋼業 38 18.4 23.7 57.9 0.0

非鉄金属製造業 20 0.0 40.0 60.0 0.0

金属製品製造業 182 11.5 33.0 54.9 0.5

はん用機械器具製造業 18 5.6 11.1 83.3 0.0

生産用機械器具製造業 43 23.3 27.9 48.8 0.0

業務用機械器具製造業 29 13.8 44.8 41.4 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 25 24.0 32.0 36.0 8.0

電気機械器具製造業 68 8.8 30.9 60.3 0.0

情報通信機械器具製造業 11 18.2 36.4 45.5 0.0

輸送用機械器具製造業 53 5.7 41.5 52.8 0.0

【職種】

技能職 358 12.3 32.4 54.7 0.6

技術職 86 14.0 36.0 50.0 0.0  

 

（４）転職による賃金の変化 

転職による賃金の変化（図表３－２－９）については、「ほぼ同じ」と答えた転職経験者

が 35.1％と最も多くなっているが、「上がった」と答えた転職経験者も 31.7％と、両者の割

合はさほど変わらない。100 人未満の企業に勤める転職経験者についてみると、「上がった」

という回答の割合は規模が大きな企業に勤める転職経験者ほど低くなる。勤務先業種別に集

計してみたところ、非鉄金属製造業で働く転職経験者で「上がった」と言う割合が、逆に業

務用機械器具製造業で働く転職経験者では「下がった」という割合が、他業種で働く回答者
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に比べて高くなっている。 

図表３－２－９ 転職による賃金の変化 

(単位：％)

ｎ 上がった ほぼ同じ 下がった 無回答

合計 562 31.7 35.1 24.6 8.7

【勤務先従業員規模】

4人以下 17 41.2 23.5 23.5 11.8

5～9人 105 34.3 34.3 23.8 7.6

10～29人 273 31.9 34.4 23.4 10.3

30～49人 73 27.4 37.0 30.1 5.5

50～99人 47 21.3 40.4 29.8 8.5

100人以上 46 39.1 34.8 19.6 6.5

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 62 30.6 33.9 27.4 8.1

鉄鋼業 38 26.3 47.4 21.1 5.3

非鉄金属製造業 20 45.0 30.0 15.0 10.0

金属製品製造業 182 29.7 34.1 25.3 11.0

はん用機械器具製造業 18 27.8 33.3 22.2 16.7

生産用機械器具製造業 43 30.2 41.9 18.6 9.3

業務用機械器具製造業 29 37.9 24.1 37.9 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 25 32.0 48.0 16.0 4.0

電気機械器具製造業 68 36.8 32.4 23.5 7.4

情報通信機械器具製造業 11 9.1 36.4 45.5 9.1

輸送用機械器具製造業 53 32.1 35.8 22.6 9.4

【職種】

技能職 358 32.7 35.8 21.5 10.1

技術職 86 29.1 33.7 29.1 8.1  
 

（５）転職の際に役立った資格の有無 

転職経験者のうち、転職の際に役立った資格が「ある」と答えたのは 17.1％であった。勤

務先の従業員規模別集計では、規模毎の相違はあるものの、回答状況と従業員規模との一貫

した関連は見られない。また、輸送用機械器具製造業で働く転職経験者では、「ある」の回答

割合が 26.4％と、他業種で働く転職経験者に比べて高くなっている。その一方で、非鉄金属

製造業や電子部品・デバイス・電子回路製造業では、9 割以上の転職経験者が役立った資格

はないと答えている。 
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図表３－２－１０ 転職の際に役に立った資格の有無 

(単位：％)

ｎ ある ない 無回答

合計 562 17.1 75.1 7.8

【勤務先従業員規模】

4人以下 17 0.0 94.1 5.9

5～9人 105 11.4 79.0 9.5

10～29人 273 17.6 73.6 8.8

30～49人 73 30.1 67.1 2.7

50～99人 47 8.5 83.0 8.5

100人以上 46 21.7 71.7 6.5

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 62 21.0 74.2 4.8

鉄鋼業 38 23.7 73.7 2.6

非鉄金属製造業 20 5.0 95.0 0.0

金属製品製造業 182 16.5 75.8 7.7

はん用機械器具製造業 18 16.7 66.7 16.7

生産用機械器具製造業 43 14.0 74.4 11.6

業務用機械器具製造業 29 20.7 75.9 3.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 25 4.0 92.0 4.0

電気機械器具製造業 68 16.2 76.5 7.4

情報通信機械器具製造業 11 9.1 72.7 18.2

輸送用機械器具製造業 53 26.4 62.3 11.3

【職種】

技能職 358 16.2 75.7 8.1

技術職 86 15.1 76.7 8.1  
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第３章 現在の仕事と職場 

 

第１節 現在従事している仕事 

 

１．現在の仕事の種類 

現在ついている仕事をたずねたところ、技能職としての仕事に従事している回答者が

61.8％、技術職としての仕事に従事している回答者が 18.6％、技能職・技術職以外の仕事に

従事する回答者が 16.9％であった（図表３－３－１）。従業員規模が大きいほど、技能職の

割合が小さくなり、技能職以外の割合が大きくなる。勤務先業種別に見てみると、非鉄金属

製造業においては、技能職の割合が 82.1％と非常に高く、一方で業務用機械器具製造業と電

子部品・デバイス・電子回路製造業においては、技術職の割合が 30％を超え、他業種に比べ

て高くなっている。 

 

図表３－３－１ 現在の仕事の種類 

(単位：％)

ｎ 技能職 技術職
技能職・技
術職以外

無回答

合計 903 61.8 18.6 16.9 2.7

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 74.1 11.1 11.1 3.7

5～9人 148 72.3 8.8 14.9 4.1

10～29人 385 66.5 17.4 14.3 1.8

30～49人 116 60.3 19.8 17.2 2.6

50～99人 111 52.3 21.6 24.3 1.8

100人以上 110 40.9 32.7 23.6 2.7

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 51.0 19.6 25.5 3.9

鉄鋼業 55 72.7 9.1 16.4 1.8

非鉄金属製造業 28 82.1 0.0 17.9 0.0

金属製品製造業 281 70.5 13.5 13.5 2.5

はん用機械器具製造業 28 60.7 17.9 17.9 3.6

生産用機械器具製造業 79 70.9 19.0 7.6 2.5

業務用機械器具製造業 46 47.8 30.4 19.6 2.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 48.8 30.2 14.0 7.0

電気機械器具製造業 116 50.0 27.6 19.8 2.6

情報通信機械器具製造業 15 60.0 13.3 26.7 0.0

輸送用機械器具製造業 91 54.9 20.9 22.0 2.2  
 

２．現在の仕事の通算経験年数 

現在の仕事の通算経験年数別分布を図表３－３－２にまとめた。回答者全体（無回答社を

除く）における通算経験年数の平均は 13.7 年である。4 人以下および 100 人以上の企業に勤

務する回答者で、「5 年以上 10 年未満」の割合が高くなっているが、勤務先従業員規模との

一貫した関連は見られない。 
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図表３－３－２ 現在の仕事の通算経験年数 

(単位：％)

ｎ 5年未満
5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上
30年未満

30年以上
無回答・
不明

平均（年）

合計 903 17.1 23.0 28.0 18.3 9.4 4.2 13.7

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 22.2 33.3 18.5 18.5 3.7 3.7 11.1

5～9人 148 16.2 15.5 27.0 20.9 15.5 4.7 15.6

10～29人 385 15.6 21.8 26.8 19.0 11.7 5.2 14.9

30～49人 116 18.1 20.7 34.5 19.0 4.3 3.4 12.7

50～99人 111 18.9 27.0 29.7 13.5 6.3 4.5 11.7

100人以上 110 19.1 33.6 27.3 16.4 3.6 0.0 11.2

【職種】

技能職 558 16.7 24.6 29.0 18.6 9.3 1.8 13.8

技術職 168 14.9 25.0 28.0 16.1 10.1 6.0 13.5  
 注：平均は無回答者を除いて算出している。 

 

３．現在の仕事はこれまで最も長く従事してきた仕事か 

 現在の仕事が、これまで最も長く従事してきた仕事かをたずねたところ、全体では「はい」

と答えた人が 81.1％と多数を占めた（図表３－３－３）。勤務先の従業員規模が大きいほど、

「はい」と答える割合が増える傾向が見て取れる。 

 

図表３－３－３ 現在の仕事はこれまで最も長く従事してきた仕事か 

(単位：％)

ｎ はい いいえ 無回答

合計 903 81.1 15.5 3.4

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 70.4 22.2 7.4

5～9人 148 79.7 16.2 4.1

10～29人 385 80.3 16.6 3.1

30～49人 116 79.3 16.4 4.3

50～99人 111 82.9 13.5 3.6

100人以上 110 88.2 10.0 1.8

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 82.4 14.7 2.9

鉄鋼業 55 83.6 12.7 3.6

非鉄金属製造業 28 82.1 14.3 3.6

金属製品製造業 281 80.1 16.4 3.6

はん用機械器具製造業 28 78.6 21.4

生産用機械器具製造業 79 88.6 8.9 2.5

業務用機械器具製造業 46 78.3 19.6 2.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 79.1 11.6 9.3

電気機械器具製造業 116 79.3 18.1 2.6

情報通信機械器具製造業 15 86.7 13.3

輸送用機械器具製造業 91 81.3 15.4 3.3

【職種】

技能職 558 83.7 14.7 1.6

技術職 168 83.9 11.9 4.2  
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４．管理的な業務への関与 

管理的な業務に関わっているかどうかについて回答者全体では「管理的な業務にはかかわ

っていない」（46.4％）との回答が最も多かった（図表３－３－４）。回答者の勤務先の従業

員規模がより大きくなるほど、「特定の職場の管理にかかわっている」の割合が高まる傾向に

ある。 

勤務先業種別にみると、プラスチック製品製造業においては、「会社全体の経営管理にか

かわっている」という回答の割合が 18.6％と、他業種と比較してやや高くなっている。また、

業務用機械器具製造業では「管理的な業務にはかかわっていない」という回答の割合が 6 割

を超え、他業種勤務の回答者より高くなっている。 

技能職と技術職を比べると、「会社全体の経営管理にかかわっている」と答える割合は、

技能職よりも技術職の方が高く、一方「管理的な業務にはかかわっていない」と答える割合

は、技能職の方が高くなっている。 

 

図表３－３－４ 管理的な業務への関与 

(単位：％)

ｎ
会社全体
の経営管

理

複数の店
舗・事業所
の管理

１つの店
舗・事業所
の管理

特定の職
場の管理

その他

管理的な
業務には
かかわっ
ていない

無回答

合計 903 9.1 1.7 4.3 35.7 2.2 46.4 5.5

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 22.2 0.0 7.4 7.4 0.0 55.6 11.1

5～9人 148 9.5 1.4 4.1 29.1 0.7 52.0 7.4

10～29人 385 8.3 2.3 4.4 35.6 3.1 46.0 6.5

30～49人 116 11.2 1.7 4.3 43.1 0.9 40.5 4.3

50～99人 111 9.0 0.9 6.3 36.9 1.8 45.0 1.8

100人以上 110 5.5 0.9 1.8 42.7 3.6 46.4 2.7

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 18.6 3.9 5.9 36.3 4.9 35.3 6.9

鉄鋼業 55 5.5 0.0 5.5 21.8 1.8 52.7 16.4

非鉄金属製造業 28 7.1 3.6 10.7 25.0 3.6 50.0 3.6

金属製品製造業 281 8.2 1.1 3.9 38.1 1.8 45.2 4.6

はん用機械器具製造業 28 7.1 7.1 3.6 28.6 0.0 53.6 7.1

生産用機械器具製造業 79 5.1 1.3 1.3 40.5 1.3 49.4 6.3

業務用機械器具製造業 46 0.0 0.0 4.3 30.4 0.0 65.2 2.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 11.6 2.3 14.0 39.5 2.3 34.9 2.3

電気機械器具製造業 116 9.5 0.9 2.6 32.8 4.3 49.1 6.9

情報通信機械器具製造業 15 13.3 0.0 6.7 53.3 0.0 26.7 6.7

輸送用機械器具製造業 91 11.0 1.1 1.1 41.8 1.1 44.0 2.2

【職種】

技能職 558 4.1 0.9 3.6 37.8 1.6 50.9 4.5

技術職 168 13.1 2.4 3.6 38.7 3.6 38.7 7.1  
 

第２節 雇用形態・労働時間 

 

１．現在の雇用形態 

現在の雇用形態については、「正社員」と答えた人が 94.7％と圧倒的多数を占めている（図
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表３－３－５）。勤務先従業員規模との関係をみると、従業員規模が大きいほど「正社員」と

答える人の割合が高くなる傾向にあり、逆に勤務先の従業員規模が小さいほど「パート・ア

ルバイト」と答える人の割合が高くなっている。 

 

図表３－３－５ 現在の雇用形態 

(単位：％)

ｎ 正社員
契約・

嘱託社員
パート・ア
ルバイト

その他 無回答

合計 903 94.7 1.1 3.8 0.3 0.1

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 81.5 0.0 14.8 3.7 0.0

5～9人 148 89.2 2.0 8.1 0.7 0.0

10～29人 385 95.8 1.0 3.1 0.0 0.0

30～49人 116 94.0 0.9 5.2 0.0 0.0

50～99人 111 99.1 0.0 0.0 0.0 0.9

100人以上 110 97.3 1.8 0.0 0.9 0.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 90.2 1.0 6.9 2.0 0.0

鉄鋼業 55 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

非鉄金属製造業 28 96.4 0.0 3.6 0.0 0.0

金属製品製造業 281 96.8 1.1 1.8 0.4 0.0

はん用機械器具製造業 28 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

生産用機械器具製造業 79 94.9 1.3 3.8 0.0 0.0

業務用機械器具製造業 46 89.1 2.2 8.7 0.0 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 90.7 2.3 7.0 0.0 0.0

電気機械器具製造業 116 94.0 0.9 5.2 0.0 0.0

情報通信機械器具製造業 15 86.7 6.7 6.7 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 91 94.5 1.1 3.3 0.0 1.1

【職種】

技能職 558 95.7 0.7 3.2 0.2 0.2

技術職 168 97.6 0.6 1.2 0.6 0.0  
 

２．週平均労働時間 

週平均労働時間についてたずねたところ、全回答者のうち最も多かったのは、「40 時間以

上 50 時間未満」（56.7％）であった（図表３－３－６）。また、回答者全体（無回答者を除く）

の平均週労働時間は 44.5 時間である。 

100 人以上の企業に勤める回答者は「60 時間以上」の割合が他の回答者群よりもやや高く、

平均週労働時間も 47 時間と比較的長くなっている。また、技能職と技術職を比べると、平均

労働時間が技術職のほうで 3 時間ほど長くなっている。 
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図表３－３－６ 週平均労働時間 

(単位：％)

ｎ 30時間未満
30時間以上
40時間未満

40時間以上
50時間未満

50時間以上
60時間未満

60時間以上 無回答
平均週労働
時間（時間）

合計 903 5.5 6.8 56.7 20.5 7.6 2.9 44.5

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 7.4 14.8 59.3 11.1 7.4 0.0 43.5

5～9人 148 11.5 9.5 58.8 11.5 4.7 4.1 41.0

10～29人 385 5.7 7.5 55.8 21.6 7.0 2.3 44.3

30～49人 116 2.6 4.3 65.5 18.1 7.8 1.7 45.3

50～99人 111 2.7 3.6 53.2 29.7 8.1 2.7 46.3

100人以上 110 2.7 4.5 50.0 24.5 13.6 4.5 47.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 6.9 10.8 52.9 18.6 7.8 2.9 44.1

鉄鋼業 55 3.6 3.6 63.6 23.6 1.8 3.6 43.7

非鉄金属製造業 28 7.1 7.1 71.4 7.1 7.1 0.0 42.6

金属製品製造業 281 4.3 5.0 58.7 19.9 9.6 2.5 45.5

はん用機械器具製造業 28 3.6 3.6 60.7 25.0 7.1 0.0 45.0

生産用機械器具製造業 79 6.3 11.4 38.0 31.6 11.4 1.3 45.1

業務用機械器具製造業 46 6.5 8.7 60.9 17.4 6.5 0.0 43.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 4.7 9.3 65.1 16.3 2.3 2.3 43.0

電気機械器具製造業 116 5.2 6.0 49.1 26.7 9.5 3.4 45.8

情報通信機械器具製造業 15 0.0 13.3 60.0 13.3 13.3 0.0 44.8

輸送用機械器具製造業 91 5.5 5.5 64.8 15.4 2.2 6.6 42.8

【職種】

技能職 558 5.6 5.4 58.8 21.0 6.5 2.9 44.0

技術職 168 3.0 5.4 50.0 25.6 14.3 1.8 47.4  
注：平均週労働時間は無回答者を除いて集計。 

 

第３節 現在の勤務先における処遇 

 

１．２００９年１１月の給与 

2009 年 11 月の給与（税込み、残業代込み）は、「20 万以上 30 万未満」という回答者が 35.5％

で最も多く、以下「30 万以上 40 万未満」（22.8％）、「20 万未満」（16.4％）と続く。また、

無回答者を除く平均月収は、27.9 万円であった（図表３－３－７）。 

勤務先従業員規模との関連を見てみると、規模が大きくなるほど、「20 万未満」と答える

回答者の割合が少なくなる傾向が見られるが、従業員規模と平均月収との間に明確な相関関

係は認めらない。勤務先業種別に集計してみたところ、生産用機械器具製造業や鉄鋼業、汎

用機械器具製造業では平均が 30 万円を超えて、他業種よりもやや高くなっている。職種別の

比較では、30 万円未満の割合が技能職で 52.5％、技術職で 41.1％とやや差がみられ、平均月

収においても、技術職の方が約 3 万円高くなっている。 
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図表３－３－７ ２００９年１１月の給与 

(単位：％)

ｎ 20万未満
20万以上
30万未満

30万以上
40万未満

40万以上
50万未満

50万以上 無回答
ひと月当た
り平均賃金
（万円）

合計 903 16.4 35.5 22.8 8.0 3.3 14.0 27.9

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 18.5 40.7 18.5 3.7 7.4 11.1 27.7

5～9人 148 21.6 35.8 19.6 5.4 6.1 11.5 27.3

10～29人 385 17.4 29.1 23.6 9.9 2.9 17.1 28.3

30～49人 116 18.1 37.9 19.0 8.6 3.4 12.9 27.5

50～99人 111 9.0 45.9 23.4 8.1 1.8 11.7 28.0

100人以上 110 10.9 40.9 30.0 5.5 1.8 10.9 27.8

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 18.6 31.4 21.6 7.8 2.0 18.6 25.9

鉄鋼業 55 12.7 29.1 18.2 16.4 5.5 18.2 31.2

非鉄金属製造業 28 21.4 21.4 32.1 3.6 10.7 10.7 29.2

金属製品製造業 281 14.6 38.4 23.1 7.8 3.2 12.8 28.1

はん用機械器具製造業 28 3.6 32.1 32.1 7.1 3.6 21.4 30.7

生産用機械器具製造業 79 10.1 32.9 27.8 10.1 7.6 11.4 31.9

業務用機械器具製造業 46 21.7 30.4 26.1 2.2 2.2 17.4 26.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 25.6 39.5 16.3 7.0 2.3 9.3 26.1

電気機械器具製造業 116 19.0 39.7 21.6 7.8 1.7 10.3 26.6

情報通信機械器具製造業 15 40.0 20.0 20.0 13.3 0.0 6.7 24.6

輸送用機械器具製造業 91 13.2 41.8 20.9 6.6 2.2 15.4 26.9

【職種】

技能職 558 14.9 37.6 22.6 6.8 3.4 14.7 27.6

技術職 168 11.3 29.8 33.3 11.3 4.2 10.1 30.6  
注：平均賃金は無回答者を除いて算出している。 

 

２．現在の仕事の賃金カーブ 

勤務先における賃金については、「年齢・勤続とともにやや上昇する」（54.0％）と「年齢・

勤続による変化はしない」（41.6％）という回答でほぼ二分しており、「年齢・勤続とともに

かなり上昇する」という回答はわずか 1.8％にとどまる（図表３－３－８）。 

勤務先の従業員規模がより大きい回答者ほど「年齢・勤続とともにやや上昇する」という

回答の割合が高まり、逆に勤務先の従業員規模がより小さい回答者ほど、「年齢・勤続による

変化はしない」という回答の割合が高まる。業種別の集計では、業務用機械器具製造業やは

ん用機械器具製造業に勤務する回答者で「年齢・勤続とともにやや上昇する」の割合が他業

種の勤務者に比べて高かった。 
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図表３－３－８ 現在の仕事の賃金カーブ 

(単位：％)

ｎ
年齢・勤続と
ともにかなり
上昇する

年齢・勤続と
ともにやや
上昇する

年齢・勤続
による変化
はしない

無回答

合計 903 1.8 54.0 41.6 2.5

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 44.4 55.6 0.0

5～9人 148 2.0 40.5 54.7 2.7

10～29人 385 3.1 53.2 40.5 3.1

30～49人 116 0.0 56.9 40.5 2.6

50～99人 111 0.9 56.8 40.5 1.8

100人以上 110 0.0 72.7 26.4 0.9

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 2.0 45.1 52.0 1.0

鉄鋼業 55 1.8 63.6 25.5 9.1

非鉄金属製造業 28 0.0 57.1 42.9 0.0

金属製品製造業 281 1.4 53.4 42.3 2.8

はん用機械器具製造業 28 0.0 67.9 32.1 0.0

生産用機械器具製造業 79 2.5 55.7 39.2 2.5

業務用機械器具製造業 46 0.0 76.1 21.7 2.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 2.3 53.5 41.9 2.3

電気機械器具製造業 116 1.7 47.4 47.4 3.4

情報通信機械器具製造業 15 0.0 33.3 66.7 0.0

輸送用機械器具製造業 91 3.3 54.9 40.7 1.1

【職種】

技能職 558 1.6 55.9 39.2 3.2

技術職 168 3.0 51.8 43.5 1.8  
 

３．現在の勤務先が働きぶりの評価にあたって重視していると思われる点 

現在の会社が自分の働きぶりの評価にあたってどのような点を重視していると思うかを

たずねたところ、「仕事の遂行能力（正確さ、速さ、質）」を挙げた回答者が 74.0％で最も多

く、次いで「専門的な知識・技能」（37.2％）となっている（図表３－３－９）。「達成意欲・

チャレンジ精神」、「職場のチームワークへの貢献」、「部下や後輩を指導する能力」、「勤怠状

況」といった項目は、勤務先の従業員規模がより大きい回答者ほど、回答率が高くなる傾向

がみられる。 

また、業務用機械器具製造業では「仕事の遂行能力（正確さ、速さ、質）」、非鉄金属製造

業では「長期的な会社への貢献」、はん用機械器具製造業では「職場のチームワークへの貢献」

や「部下や後輩を指導する能力」を挙げる回答者の割合が他業種に比べて高い。技能職と技

術職で回答率に差がみられるのは、「仕事の遂行能力（正確さ、速さ、質）」、「専門的な知識・

技能」、「取引先や顧客からの信頼」といった項目で、「仕事の遂行能力（正確さ、速さ、質）」

は技能職における回答率が、残る 2 つの項目は技術職における回答率がより高くなっている。 

 

 

－205－



図表３－３－９ 現在の勤務先が働きぶりの評価にあたって重視していると思われる点 

(単位：％)

ｎ

仕事の遂
行能力（正
確さ、速
さ、質）

専門的な
知識・技能

関連業務
や全社業
務に関する
広い知識・

技能

達成意欲・
チャレンジ

精神

短期的な
仕事の業

績

長期的な
会社への
貢献

職場の
チームワー
クへの貢

献

合計 903 74.0 37.2 13.0 29.9 7.1 22.4 26.1

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 81.5 40.7 11.1 25.9 3.7 14.8 7.4

5～9人 148 73.0 33.1 8.1 20.9 8.8 21.6 27.0

10～29人 385 72.5 35.3 10.9 26.0 6.5 24.4 23.1

30～49人 116 79.3 42.2 12.1 33.6 10.3 27.6 28.4

50～99人 111 72.1 36.0 20.7 35.1 3.6 20.7 29.7

100人以上 110 76.4 45.5 20.9 47.3 8.2 15.5 33.6

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 63.7 37.3 19.6 34.3 8.8 28.4 27.5

鉄鋼業 55 63.6 38.2 9.1 30.9 0.0 14.5 29.1

非鉄金属製造業 28 71.4 39.3 3.6 10.7 0.0 39.3 25.0

金属製品製造業 281 77.9 38.1 12.1 30.6 4.6 19.9 22.8

はん用機械器具製造業 28 75.0 42.9 21.4 35.7 10.7 14.3 42.9

生産用機械器具製造業 79 68.4 41.8 7.6 25.3 12.7 27.8 27.8

業務用機械器具製造業 46 89.1 37.0 6.5 17.4 6.5 19.6 23.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 72.1 41.9 14.0 37.2 11.6 23.3 20.9

電気機械器具製造業 116 74.1 30.2 15.5 32.8 13.8 19.0 30.2

情報通信機械器具製造業 15 86.7 33.3 6.7 33.3 0.0 20.0 0.0

輸送用機械器具製造業 91 75.8 34.1 16.5 26.4 2.2 24.2 28.6

【職種】

技能職 558 75.3 35.8 10.2 31.5 6.5 21.3 27.1

技術職 168 66.1 44.6 19.0 32.7 7.7 20.2 23.2

(単位：％)

ｎ
部下や後
輩を指導す
る能力

勤怠状況
トラブルに
対処する
能力

取引先や
顧客から
の信頼

取得してい
る職業資

格
その他 無回答

合計 903 25.1 31.1 17.8 18.6 5.1 1.0 2.5

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 3.7 29.6 11.1 14.8 0.0 0.0 3.7

5～9人 148 15.5 26.4 14.2 22.3 3.4 0.0 3.4

10～29人 385 22.9 29.6 16.1 16.9 5.5 1.3 3.1

30～49人 116 30.2 29.3 29.3 23.3 7.8 0.9 2.6

50～99人 111 30.6 36.9 18.0 18.0 2.7 1.8 0.0

100人以上 110 39.1 40.0 18.2 16.4 7.3 0.9 0.9

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 24.5 27.5 20.6 22.5 5.9 2.0 6.9

鉄鋼業 55 18.2 30.9 5.5 12.7 7.3 0.0 9.1

非鉄金属製造業 28 17.9 25.0 14.3 17.9 0.0 0.0 3.6

金属製品製造業 281 23.8 32.7 17.1 15.7 5.3 1.1 1.4

はん用機械器具製造業 28 39.3 39.3 17.9 14.3 7.1 0.0 0.0

生産用機械器具製造業 79 29.1 35.4 19.0 21.5 7.6 2.5 2.5

業務用機械器具製造業 46 15.2 26.1 21.7 17.4 6.5 0.0 2.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 27.9 32.6 20.9 25.6 0.0 0.0 0.0

電気機械器具製造業 116 24.1 25.9 19.0 23.3 3.4 0.0 1.7

情報通信機械器具製造業 15 46.7 13.3 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 91 27.5 37.4 18.7 14.3 6.6 2.2 1.1

【職種】

技能職 558 25.8 33.7 16.1 14.2 5.6 0.9 2.5

技術職 168 27.4 25.0 23.2 27.4 3.6 1.8 2.4  
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第４節 現在の仕事や職場に対する見方 

 

１．現在の仕事や職場の雰囲気 

 現在の仕事や職場の雰囲気について、「かなりあてはまる」、「ある程度あてはまる」と答え

た割合を足し合わせたものをまとめた（図表３－３－１０）。最も多くの回答者が「かなりあ

てはまる」または「ある程度あてはまる」と答えたのは、「突発的に発生した仕事への対応を

求められる」で 77.6％であった。以下「仕事上の目標が明確である」（「かなりあてはまる」

＋「ある程度あてはまる」・65.8％）、「チームワークを必要とする仕事である」（同・62.1％）

と続いている。反面、あてはまると言う回答の割合がごくわずかにとどまっているのが「社

員同士が成績を競い合う雰囲気がある」で 1 割にも満たない。 

「チームワークを必要とする仕事である」、「突発的に発生した仕事への対応を求められ

る」は、勤務先の従業員規模がより大きい回答者ほど、あてはまると答える割合が高まる傾

向にある。また、電子部品・デバイス・電子回路製造業では「仕事の進め方の裁量が大きい」、

はん用機械器具製造業では「突発的に発生した仕事への対応を求められる」、「部下や後輩を

育てようと言う雰囲気がある」、非鉄金属製造業では「人間関係がギスギスしたところがある」

と答える回答者の割合がそれぞれ他の業種の回答者に比べて高い。 

 

図表３－３－１０ 仕事や職場の雰囲気 

(単位：％)

ｎ
仕事上の
目標が明
確である

仕事の進
め方の裁
量が大き

い

チーム
ワークを
必要とす
る仕事で

ある

短期的な
成果を求
められる

進捗管理
が厳しい

突発的に
発生した
仕事への
対応を求
められる

部下や後
輩を育て
ようとい
う雰囲気
がある

仕事上で
助け合う
雰囲気が

ある

社員同士
が成績を
競い合う
雰囲気が

ある

人間関係
がギスギ
スしたと
ころがあ

る

合計 903 65.8 53.6 62.1 50.9 39.8 77.6 43.9 57.0 8.4 21.5

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 66.6 63.0 40.7 51.8 40.7 63.0 63.0 63.0 7.4 14.8

5～9人 148 65.5 46.7 54.0 43.2 25.0 64.2 37.9 61.5 6.8 14.2

10～29人 385 65.7 54.5 62.1 54.8 41.5 80.5 41.6 59.0 7.8 22.1

30～49人 116 61.2 56.1 65.5 54.3 41.4 76.7 44.9 47.4 13.8 28.4

50～99人 111 71.2 55.8 65.7 52.2 49.5 84.6 46.8 55.9 9.0 21.6

100人以上 110 67.3 54.5 71.9 43.7 42.8 85.4 51.8 54.5 7.3 23.6

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 60.8 51.9 67.7 47.0 28.4 78.4 37.2 53.9 9.8 23.5

鉄鋼業 56 53.6 46.4 53.6 41.1 26.8 66.1 42.8 58.2 5.5 16.4

非鉄金属製造業 28 57.2 46.5 71.4 25.0 35.7 71.4 53.6 53.6 7.1 32.1

金属製品製造業 283 65.0 52.7 60.8 55.9 44.5 76.7 41.4 52.3 8.5 22.4

はん用機械器具製造業 28 75.0 60.8 71.4 35.7 46.4 92.9 57.2 75.0 3.6 14.3

生産用機械器具製造業 79 67.0 49.3 69.6 57.0 50.6 84.8 46.9 49.4 11.4 17.7

業務用機械器具製造業 46 73.9 52.1 58.7 52.2 30.5 82.6 37.0 65.2 6.5 21.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 45 73.3 64.4 57.7 51.1 53.3 71.2 48.9 65.1 14.0 20.9

電気機械器具製造業 116 65.6 58.6 58.6 50.0 34.4 78.5 40.5 63.8 8.6 19.0

情報通信機械器具製造業 15 60.0 53.4 73.3 60.0 46.6 100.0 40.0 60.0 13.3 33.3

輸送用機械器具製造業 91 68.2 50.6 56.1 47.3 38.5 69.3 52.8 57.1 6.6 23.1

【職種】

技能職 562 65.7 51.0 64.1 55.5 41.5 77.6 44.5 56.6 8.8 22.6

技術職 168 72.0 57.7 61.3 47.7 37.5 82.8 47.0 58.3 6.0 21.4  
注：数字は「かなりあてはまる」と「ある程度あてはまる」の割合の合計。 
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２．現在の勤務先との関係 

 現在の勤務先との関係について、「そう思う」、「どちらかというとそう思う」の割合を足し

合わせたものをまとめた（図表３－３－１１）。全体では、「腕を磨き、自分を鍛える場であ

る」に「そう思う」、「どちらかというとそう思う」と答えた従業員が 6 割近くに達し、他の

項目に比べて回答が多くなっている。勤務先の従業員規模がより大きい回答者ほど「腕を磨

き、自分を鍛える場である」と感じる傾向が強く、業種別に見てみると、はん用機械器具製

造業に勤務する回答者では「腕を磨き、自分を鍛える場である」と思う割合が、非鉄金属製

造業に勤務する回答者では「自分の私生活を多少犠牲にすることもやむを得ない」や「社長

も社会的には自分と変わらない立場にいる人だ」と思う割合が、電子部品・デバイス・電子

回路製造業に勤務する回答者では非鉄金属製造業に勤務する回答者と同じく「自分の私生活

を多少犠牲にすることもやむを得ない」と思う割合が相対的に高い。また、技能職と技術職

を比べると、「単に雇われているだけの関係である」の回答状況における差が目立ち、技能職

の方が技術職にくらべてそう思うと回答する割合が 14 ポイント近く高くなっている。 

 

図表３－３－１１ 現在の勤務先との関係についての見方 

(単位：％)

ｎ
単に雇われて
いるだけの関

係である

腕を磨き、自
分を鍛える場

である

自分の私生活
を多少犠牲に
することもや
むを得ない

社長も社会的
には自分と変
わらない立場
にいる人だ

合計 903 29.1 58.1 45.6 24.8

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 29.6 37.0 48.1 22.2

5～9人 148 29.7 56.1 36.5 32.4

10～29人 385 27.3 56.6 49.6 26.2

30～49人 116 26.7 64.7 39.7 22.4

50～99人 111 36.0 59.5 48.6 18.9

100人以上 110 30.9 65.5 49.1 19.1

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 29.4 56.9 46.1 29.4

鉄鋼業 55 27.3 34.5 32.7 25.5

非鉄金属製造業 28 21.4 57.1 57.1 35.7

金属製品製造業 281 29.2 60.5 48.4 23.5

はん用機械器具製造業 28 21.4 75.0 46.4 28.6

生産用機械器具製造業 79 34.2 65.8 40.5 24.1

業務用機械器具製造業 46 26.1 60.9 45.7 30.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 23.3 51.2 55.8 23.3

電気機械器具製造業 116 29.3 56.0 47.4 25.0

情報通信機械器具製造業 15 40.0 60.0 66.7 6.7

輸送用機械器具製造業 91 29.7 59.3 37.4 19.8

【職種】

技能職 558 31.5 59.1 46.4 24.6

技術職 168 17.9 66.7 48.2 29.2  
 注：数字は「そう思う」と「どちらかと言えばそう思う」の割合の合計。 
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３．現在の仕事は勤め始めたときに希望していたとおりの仕事か 

 現在の仕事は勤め始めた時に希望していた通りの仕事かどうかをたずねたところ、「ほぼ希

望どおりの仕事である」が 6 割弱で最も多かった。また、「希望どおりの仕事である」(18.9％)

と「希望どおりの仕事ではない」(19.4％)はほぼ同じ割合になっている（図３－３－１２）。

業種との関係をみてみると、「希望通りの仕事である」と言う回答は非鉄金属製造業に勤務す

る回答者で、逆に「希望どおりの仕事ではない」の割合は、電子部品・デバイス・電子回路

製造業の回答者で、他業種の回答者よりも高くなっている。 

 

図表３－３－１２ 現在の仕事は勤め始めたときに希望していたとおりの仕事か 

(単位：％)

ｎ
希望どおりの
仕事である

ほぼ希望どうり
の仕事である

希望どうりの仕
事ではない

無回答

合計 903 18.9 57.3 19.4 4.4

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 18.5 40.7 33.3 7.4

5～9人 148 20.3 58.1 17.6 4.1

10～29人 385 19.2 60.5 16.1 4.2

30～49人 116 23.3 50.9 24.1 1.7

50～99人 111 15.3 61.3 21.6 1.8

100人以上 110 16.4 57.3 25.5 0.9

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 29.4 52.0 16.7 2.0

鉄鋼業 56 25.0 55.4 10.7 8.9

非鉄金属製造業 28 32.1 53.6 14.3 0.0

金属製品製造業 283 14.8 62.9 19.4 2.8

はん用機械器具製造業 28 10.7 57.1 25.0 7.1

生産用機械器具製造業 79 16.5 55.7 24.1 3.8

業務用機械器具製造業 46 26.1 60.9 6.5 6.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 45 20.0 46.7 28.9 4.4

電気機械器具製造業 116 13.8 56.0 26.7 3.4

情報通信機械器具製造業 15 33.3 60.0 0.0 6.7

輸送用機械器具製造業 91 17.6 54.9 19.8 7.7

【職種】

技能職 562 16.7 57.8 20.8 4.6

技術職 168 19.6 61.3 18.5 0.6  
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第４章 仕事に関わる資格の状況と企業横断的な能力評価制度についての見方 

 

第１節 業務独占資格の必要性 

 

 現在の仕事に業務独占資格（取得していないと仕事ができない資格）が「必要である」と

答えた回答者は 15.8％である。勤務先の業種別にみると、「必要である」の割合がとりわけ

高いのが鉄鋼業、逆にとりわけ低いのは電子部品・デバイス・電子回路製造業に勤務する回

答者である。技能職と技術職を比べると前者で「必要である」の割合がやや高くなっている。 

 

図表３－４－１ 業務独占的資格の必要性の有無 

（単位：％）

ｎ 必要である 必要ない 無回答

合計 903 15.8 82.1 2.1
【勤務先従業員規模】
4人以下 27 29.6 70.4 0.0
5～9人 148 14.9 80.4 4.7
10～29人 385 16.4 82.3 1.3
30～49人 116 15.5 83.6 0.9
50～99人 111 14.4 83.8 1.8
100人以上 110 12.7 84.5 2.7
【勤務先業種】
プラスチック製品製造業 102 7.8 90.2 2.0
鉄鋼業 55 34.5 61.8 3.6
非鉄金属製造業 28 14.3 82.1 3.6
金属製品製造業 281 17.4 81.1 1.4
はん用機械器具製造業 28 17.9 78.6 3.6
生産用機械器具製造業 79 11.4 88.6 0.0
業務用機械器具製造業 46 23.9 71.7 4.3
電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 2.3 97.7 0.0
電気機械器具製造業 116 14.7 83.6 1.7
情報通信機械器具製造業 15 13.3 86.7 0.0
輸送用機械器具製造業 91 17.6 78.0 4.4
【職種】
技能職 558 19.7 78.0 2.3
技術職 168 10.1 88.7 1.2  

 

第２節 勤務先から取得を義務付けられたり、奨励されたりしている資格 

 

１．取得を義務付けられたり、奨励されたりしている資格の有無 

 次に、業務独占資格以外に、勤務先から取得を義務付けられたり、奨励されたりしている

資格があるかをたずねたところ（図表３－４－２）、「ある」と答えた回答者が 18.1％であっ

た。勤務先従業員規模の大きい回答者ほど「ある」の割合が高くなる傾向にあり、勤務先業

種別にみるとはん用機械器具製造業や鉄鋼業の勤務者で他業種勤務者よりも「ある」の割合

が高くなっている。 
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図表３－４－２  

勤務先から取得を義務付けられたり、奨励されたりしている資格の有無 

（単位：％）

ｎ ある ない 無回答

合計 903 18.1 81.7 0.2
【勤務先従業員規模】
4人以下 27 11.1 88.9 0.0
5～9人 148 9.5 89.9 0.7
10～29人 385 16.1 83.6 0.3
30～49人 116 25.9 74.1 0.0
50～99人 111 20.7 79.3 0.0
100人以上 110 27.3 72.7 0.0
【勤務先業種】
プラスチック製品製造業 102 20.6 79.4 0.0
鉄鋼業 55 30.9 69.1 0.0
非鉄金属製造業 28 17.9 82.1 0.0
金属製品製造業 281 20.3 79.4 0.4
はん用機械器具製造業 28 35.7 64.3 0.0
生産用機械器具製造業 79 11.4 88.6 0.0
業務用機械器具製造業 46 17.4 82.6 0.0
電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 9.3 90.7 0.0
電気機械器具製造業 116 13.8 86.2 0.0
情報通信機械器具製造業 15 0.0 100.0 0.0
輸送用機械器具製造業 91 15.4 84.6 0.0
【職種】
技能職 558 20.6 79.0 0.4
技術職 168 16.7 83.3 0.0  

 

取得を義務付けられたり、奨励されたりしている資格について、技能職・技術職の別に回

答を整理してみた（図表３－４－３）。比較的多くの技能職が挙げたのは、「玉掛け技能講習」、

「クレーン免許」、板金、はんだ、熱処理と言った機械加工関連や、射出成型の技能検定、溶

接の資格などである。技能職の回答を集計してみても、「フォークリフト運転技能講習」やク

レーン免許、玉掛け技能講習など、技術職が挙げたのと同様の資格が多く挙がり、設計や品

質・生産管理、研究開発など、技術職が主に従事する業務に関連した職業資格は挙がってこ

ない。技術職独自の資格が中小製造業においてあまり広がっていないこととともに、中小企

業においては技術職としての仕事に従事している人材が、技能職としての仕事も往々にして

求められている事をうかがわせる結果である。 

 

図表３－４－３ 

勤務先で取得を義務付けられたり、奨励されたりしている職業資格：職種別 

従事している職種 取得を義務付けられたり奨励されたりしている主な資格

技能職
玉掛け技能講習（41）　クレーン免許（37）　技能検定［機械加工関連・射出成型な
ど］（27）　溶接（26）　フォークリフト運転技能講習（17）

技術職
フォークリフト運転技能講習（9）　技能検定［電気関連］（9）　クレーン免許（7）　玉
掛け技能講習（５）　電気関連資格［電気工事士・電気主任技術者等］（5）

 
注：資格名の後ろのカッコ内の数字は、勤務先で取得を義務付けられたり、奨励されたりして

いる資格として当該資格を挙げた延べ人数。 
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２．取得を義務付けられたり、奨励されたりしている資格の状況 

（１）資格の分類 

 調査に回答した従業員が、業務独占資格以外に取得を義務付けられたり、奨励されたりし

ている資格はどのようなものか。そうした資格として挙げられた延べ 309 の資格についてま

とめた（図表３－４－４）。挙がった資格全体では、約 7 割が「公的資格・検定」、2 割弱が

「民間や業界の資格・検定」と回答されているが、電気機械器具製造業、はん用機会器具製

造業、鉄鋼業の勤務者から挙がった資格では 85％近くを「公的資格・検定」が占める。もっ

とも回答者の業種毎に集計対象となっている資格の数はさほど多くないので傾向の解釈には

留意が必要である。職種別では、技術職から挙がった資格で「公的資格・検定」と回答され

たものが 9 割近くに達し、技能職の 67.5％よりもかなり割合が高くなっている。 

 

図表３－４－４ 資格の分類 

（単位：％）

n
公的資格・検

定
民間や業界
の資格・検定

社内検定（親
会社のもの
も含む）

無回答

延べ資格数・合計 309 71.8 16.5 3.9 7.8

【勤務先従業員規模】

5～9人 26 76.9 19.2 0.0 3.8

10～29人 117 69.2 20.5 2.6 7.7

30～49人 51 82.4 11.8 2.0 3.9

50～99人 37 67.6 18.9 0.0 13.5

100人以上 70 74.3 7.1 11.4 7.1

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 29 82.8 10.3 0.0 6.9

鉄鋼業 32 84.4 9.4 0.0 6.3

非鉄金属製造業 15 60.0 26.7 0.0 13.3

金属製品製造業 115 66.1 22.6 3.5 7.8

はん用機械器具製造業 21 85.7 9.5 0.0 4.8

生産用機械器具製造業 18 83.3 11.1 5.6 0.0

業務用機械器具製造業 21 76.2 0.0 9.5 14.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 13 38.5 23.1 38.5 0.0

電気機械器具製造業 24 87.5 12.5 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 19 57.9 21.1 0.0 21.1

【職種】

技能職 212 67.5 18.9 4.7 9.0

技術職 61 88.5 8.2 0.0 3.3  

 

（２）勤務先での資格の位置づけ 

業務独占資格以外に取得を義務付けられたり、奨励されたりしている資格の、勤務先での

資格の位置づけについてたずねたところ、挙がった資格全体では「業務命令で取得させる」

が約 4 割、「自己啓発のために取得を奨励」が約 2 割、「一定の職位までに取得を奨励」が約

1 割となっている（図表３－４－５）。「自己啓発のために取得を奨励」、「一定の職位までに

取得を奨励」は勤務先従業員規模のより大きい回答者が挙げる資格においてほど、より割合
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が高くなる。また鉄鋼業に勤務する回答者の挙げる資格では「業務命令で取得させる」の割

合が 54.8％と比較的高い。技能職の挙げる資格と技術職の挙げる資格を比べると、前者にお

いて「業務命令で取得させる」の割合がより高く、後者では「一定の職位までに取得を奨励」

される資格の割合が高くなっている。 

 

図表３－４－５ 勤務先での資格の位置づけ（複数回答） 

（単位：％）

n
業務命令
で取得さ
せる

一定の職
位までに
取得を奨

励

自己啓発の
ために取得
を奨励

有資格者
を採用

その他 無回答

延べ資格数・合計 309 37.4 10.2 18.4 2.6 2.0 34.4

【勤務先従業員規模】

5～9人 26 30.8 7.7 11.5 3.8 7.7 38.5

10～29人 117 43.9 7.0 14.0 3.5 0.9 36.8

30～49人 51 21.6 7.8 19.6 2.0 2.0 51.0

50～99人 37 35.1 16.2 24.3 0.0 0.0 24.3

100人以上 70 40.6 15.9 26.1 2.9 2.9 20.3

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 29 34.5 13.8 20.7 0.0 3.4 27.6

鉄鋼業 32 54.8 0.0 9.7 22.6 0.0 16.1

非鉄金属製造業 15 21.4 7.1 35.7 0.0 7.1 42.9

金属製品製造業 115 36.5 7.8 16.5 0.0 1.7 40.0

はん用機械器具製造業 21 50.0 5.0 10.0 0.0 0.0 35.0

生産用機械器具製造業 18 50.0 33.3 11.1 5.6 0.0 5.6

業務用機械器具製造業 21 0.0 0.0 35.0 0.0 0.0 65.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 13 76.9 30.8 30.8 0.0 15.4 0.0

電気機械器具製造業 24 12.5 8.3 29.2 0.0 0.0 50.0

輸送用機械器具製造業 19 52.6 21.1 0.0 0.0 0.0 31.6

【職種】

技能職 212 40.5 8.1 16.7 2.4 2.4 34.8

技術職 61 28.3 18.3 20.0 0.0 1.7 36.7  

 

（３）取得までの支援 

資格の取得に関する勤務先の支援については、「受講料、講演会などの費用を援助」と言

う資格が約 6 割、「受験や講習会の受講に時間的に配慮」と言う資格が 3 割弱である（図表３

－４－６）。いずれも勤務先従業員規模がより大きい回答者の挙げる資格での割合がより高く

なる傾向にある。また、回答者の勤務先業種別の集計について、ある程度の集計数がある業

種をみていくと、プラスチック製品製造業や鉄鋼業の勤務者が挙げる資格では、「受講料、講

演会などの費用を援助」の割合が比較的高い。また鉄鋼業勤務者の挙げる資格は、「受験や講

習会の受講に時間的に配慮」の割合も高くなっている。 

 

 

 

 

－213－



 

図表３－４－６ 取得までの支援（複数回答） 

（単位：％）

n

受講料、
講習会な
どの費用
を援助

受験や講
習会の受
講に時間
的に配慮

勉強会・講
習会を独
自に開催

その他
特に支援
していない

無回答

延べ資格数・合計 309 58.8 27.9 4.9 0.6 1.6 36.4

【勤務先従業員規模】

5～9人 26 46.2 19.2 7.7 7.7 3.8 38.5

10～29人 117 53.8 23.9 1.7 0.0 2.6 42.7

30～49人 51 46.0 30.0 10.0 0.0 0.0 50.0

50～99人 37 70.3 29.7 5.4 0.0 0.0 21.6

100人以上 70 75.7 32.9 5.7 0.0 1.4 21.4

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 29 72.4 13.8 3.4 0.0 0.0 24.1

鉄鋼業 32 71.9 40.6 3.1 0.0 0.0 28.1

非鉄金属製造業 15 46.7 0.0 0.0 0.0 6.7 46.7

金属製品製造業 115 52.2 28.7 5.2 1.7 0.9 42.6

はん用機械器具製造業 21 61.9 38.1 0.0 0.0 0.0 38.1

生産用機械器具製造業 18 83.3 44.4 16.7 0.0 0.0 5.6

業務用機械器具製造業 21 35.0 0.0 0.0 0.0 0.0 65.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 13 92.3 92.3 23.1 0.0 0.0 0.0

電気機械器具製造業 24 37.5 0.0 4.2 0.0 12.5 45.8

輸送用機械器具製造業 19 68.4 42.1 0.0 0.0 0.0 31.6

【職種】

技能職 212 58.3 28.9 5.2 0.9 0.9 37.0

技術職 61 57.4 21.3 3.3 0.0 3.3 37.7  

 

（４）資格取得の処遇への反映 

取得したことが処遇に反映される資格の割合は、集計した資格全体では 27.8％である。回

答者の勤務先従業員規模別に集計してみたところ、反映の度合いは勤務先従業員規模によっ

て異なってくるものの、規模との間の一貫した関連は見られない。また、技能職・技術職の

挙げる資格の間で反映の度合いにさほどの違いは認められない（図表３－４－７）。 
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図表３－４－７ 資格取得の処遇への反映状況 

（単位：％）

n 反映している 反映せず 無回答

延べ資格数・合計 309 27.8 24.6 47.6

【勤務先従業員規模】

5～9人 26 11.5 34.6 53.8

10～29人 117 28.2 20.5 51.3

30～49人 51 23.5 15.7 60.8

50～99人 37 43.2 29.7 27.0

100人以上 70 25.7 34.3 40.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 29 20.7 31.0 48.3

鉄鋼業 32 18.8 46.9 34.4

非鉄金属製造業 15 40.0 20.0 40.0

金属製品製造業 115 29.6 20.0 50.4

はん用機械器具製造業 21 42.9 19.0 38.1

生産用機械器具製造業 18 22.2 27.8 50.0

業務用機械器具製造業 21 0.0 33.3 66.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 13 69.2 0.0 30.8

電気機械器具製造業 24 12.5 33.3 54.2

輸送用機械器具製造業 19 47.4 5.3 47.4

【職種】

技能職 212 28.8 23.6 47.6

技術職 61 23.0 26.2 50.8  

 

第３節 仕事に関連する資格・検定の取得状況 

  

仕事に関連する資格・検定の取得状況については、「取得している」が 33.1％、「取得して

いない」が 58.3％となっている。回答者の勤務先従業員規模別に集計してみると、おおむね

規模が大きくなるほど、「取得している」の割合が高くなる傾向がみられる。勤務先業種別に

みてみたところ、輸送用機械器具製造業や鉄鋼業の勤務者で他業種勤務者に比べて「取得し

ている」の割合が高く、電子部品・デバイス・電子回路製造業や業務用機械器具製造業の勤

務者では 2 割前後と低くなっている（図表３－４－８）。 
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図表３－４－８ 仕事に関連する資格・検定の取得状況 

（単位：％）

ｎ 取得している 取得していない 無回答

合計 903 33.1 58.3 8.6
【勤務先従業員規模】
4人以下 27 14.8 77.8 7.4
5～9人 148 21.6 68.9 9.5
10～29人 385 30.1 59.0 10.9
30～49人 116 43.1 53.4 3.4
50～99人 111 36.9 55.0 8.1
100人以上 110 48.2 47.3 4.5
【勤務先業種】
プラスチック製品製造業 102 30.4 64.7 4.9
鉄鋼業 55 40.0 45.5 14.5
非鉄金属製造業 28 25.0 64.3 10.7
金属製品製造業 281 35.2 55.2 9.6
はん用機械器具製造業 28 39.3 46.4 14.3
生産用機械器具製造業 79 32.9 62.0 5.1
業務用機械器具製造業 46 21.7 60.9 17.4
電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 18.6 76.7 4.7
電気機械器具製造業 116 31.9 62.1 6.0
情報通信機械器具製造業 15 26.7 60.0 13.3
輸送用機械器具製造業 91 44.0 49.5 6.6
【職種】
技能職 558 34.9 55.2 9.9
技術職 168 31.5 63.1 5.4  

 

 仕事に関連した資格・検定を取得しているという回答者に、取得している資格・検定の名

前を 1 人 7 つまで挙げてもらったところ、延べ 696 資格が挙がった。技能職は 196 人の資格・

検定取得者から延べ 462 資格（1 人当たり平均 2.36 資格）が挙がり、とりわけ取得者が多か

ったのは、「クレーン免許（延べ 89 人）」、「溶接（同 87 人）」、「玉掛け技能講習（同 76 人）」

「フォークリフト運転技能講習（同 54 人）」といった職務型の業務独占資格であった。技能

検定は機械加工関連や射出成型などを中心に延べ 42 人が取得していた。一方、技術職は 53

人の取得者が延べ 129 資格（1 人当たり平均 2.43 資格）を挙げ、配電盤システム検査のよう

な電気関連や CAD 操作などを中心とした技能検定の取得が最も多かったほか、フォークリ

フト運転技能講習、玉掛け技能講習、クレーン免許など、技能職で取得者が多く見られたの

と同様の職務型・業務独占資格の延べ取得者数が比較的多かった。（図表３－４－９） 
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図表３－４－９ 回答者が取得している、仕事に関連する主な資格・検定：職種別 

従事している職種 取得している仕事に関連する資格・検定

技能職

クレーン免許（89）　溶接（87）　玉掛け技能講習（76）　フォークリフト運転技能講習
（54）　技能検定［機械加工関連・射出成型など］（42）　研削砥石交換講習修了者
（13）　危険物取扱者（12）　電気工事士（11）　有機溶剤作業主任者（9）　高所作
業車運転特別教育（8）　プレス機械作業主任者（7）

技術職
技能検定［電気関連・ＣＡＤ製図など］（18）　フォークリフト運転技能講習（18）　玉
掛け技能講習（11）　クレーン免許（9）　危険物取扱者（5）

 

 

第４節 仕事に関連する資格・検定についての評価 

 

 仕事に関連する既存の資格・検定にたいする評価をたずねたところ、「専門性に対する意欲

を高めるのに有効である」（41.7％）や「自分の能力を冷静に見直すのに有効である」（28.9％）

といった肯定的な評価の割合が高いが、他方で「資格は職業能力のごく一部を証明するに過

ぎない」（25.0％）という否定的な評価も一定程度存在する。ただし、「各種の資格が乱立し

ていて、内容やレベルがわかりにくい」（7.0％）、「業務内容にあった適切な資格がない」

（11.3％）、「業務にあった資格のレベルが低すぎる」（1.3％）、「担当業務が資格になじまな

い」（7.8％）といった項目の割合はそれほど高くない（図表３－４－１０）。 

「専門性に対する意欲を高めるのに有効である」と言う回答の割合は、回答者の勤務先従

業員規模が大きいほど高くなる。回答者の勤務先業種別に集計してみたところ、「専門性に対

する意欲を高めるのに有効である」の割合は、はん用機械器具製造業の勤務者で 64.3％とと

りわけ高く、「自分の能力を冷静に見直すのに有効である」の割合は非鉄金属製造業の勤務者

で、「業務内容にあった適切な資格がない」の割合は非鉄金属製造業の勤務者において、他業

種勤務者に比べ高い。 
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図表３－４－１０ 仕事に関連する既存の資格・検定に対する評価（複数回答） 

（単位：％）

ｎ

専門性に
対する意
欲を高める
のに有効

自分の能
力を冷静に
見直すの
に有効

社内の能
力評価を
補完

対外的に
能力をア
ピールでき

る

職業能力
のごく一部
を証明する
に過ぎない

各種の資
格が乱立
し、内容や
レベルがわ
かりにくい

合計 903 41.7 28.9 12.7 18.5 25.0 7.0
【勤務先従業員規模】
4人以下 27 37.0 25.9 3.7 11.1 25.9 7.4
5～9人 148 31.1 22.3 12.2 12.2 20.9 6.1
10～29人 385 37.4 29.6 9.9 19.7 27.8 7.5
30～49人 116 45.7 30.2 19.0 23.3 21.6 9.5
50～99人 111 53.2 36.9 14.4 15.3 23.4 7.2
100人以上 110 58.2 28.2 18.2 21.8 26.4 3.6
【勤務先業種】
プラスチック製品製造業 102 40.2 26.5 12.7 17.6 24.5 5.9
鉄鋼業 55 27.3 21.8 9.1 12.7 30.9 5.5
非鉄金属製造業 28 42.9 39.3 7.1 14.3 17.9 0.0
金属製品製造業 281 47.0 32.7 11.7 20.6 24.9 9.3
はん用機械器具製造業 28 64.3 32.1 14.3 21.4 21.4 0.0
生産用機械器具製造業 79 35.4 30.4 12.7 25.3 30.4 8.9
業務用機械器具製造業 46 34.8 32.6 8.7 8.7 28.3 4.3
電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 44.2 25.6 25.6 9.3 16.3 9.3
電気機械器具製造業 116 44.0 29.3 12.1 21.6 21.6 9.5
情報通信機械器具製造業 15 33.3 6.7 13.3 0.0 33.3 0.0
輸送用機械器具製造業 91 38.5 25.3 18.7 15.4 23.1 3.3
【職種】
技能職 558 41.6 28.1 13.1 18.3 25.3 6.3
技術職 168 45.8 31.5 10.7 22.6 27.4 7.7  

（単位：％）

ｎ

業務内容
にあった適
切な資格
がない

業務にあっ
た資格のレ
ベルが低
すぎる

担当業務
が資格に
なじまない

その他 無回答

合計 903 11.3 1.3 7.8 0.8 9.0
【勤務先従業員規模】
4人以下 27 11.1 0.0 11.1 0.0 11.1
5～9人 148 15.5 1.4 8.8 0.0 12.8
10～29人 385 11.4 0.8 8.8 1.0 8.8
30～49人 116 9.5 4.3 7.8 0.0 6.0
50～99人 111 6.3 0.0 3.6 0.9 6.3
100人以上 110 12.7 1.8 6.4 1.8 6.4
【勤務先業種】
プラスチック製品製造業 102 14.7 1.0 8.8 0.0 11.8
鉄鋼業 55 7.3 5.5 10.9 1.8 12.7
非鉄金属製造業 28 21.4 0.0 3.6 0.0 7.1
金属製品製造業 281 9.6 1.4 6.4 1.1 5.7
はん用機械器具製造業 28 0.0 0.0 3.6 0.0 14.3
生産用機械器具製造業 79 12.7 0.0 6.3 1.3 5.1
業務用機械器具製造業 46 8.7 4.3 13.0 0.0 8.7
電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 9.3 0.0 9.3 2.3 11.6
電気機械器具製造業 116 11.2 0.0 7.8 0.9 9.5
情報通信機械器具製造業 15 26.7 0.0 6.7 0.0 6.7
輸送用機械器具製造業 91 14.3 2.2 7.7 0.0 13.2
【職種】
技能職 558 10.8 1.3 7.5 0.5 9.1
技術職 168 13.1 1.8 8.3 0.0 7.7  
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第５節 企業横断的な能力評価制度についての見解  

 

自分の仕事に関して、既存の資格・検定が整理され、企業横断的な職業能力評価制度が作

られた場合に、どのような利用価値があると回答者は評価しているか。上位の 3 項目は「自

分の能力水準がわかる」（46.5％）、「能力向上のモチベーションとなる」（46.3％）、「仕事に

従事する人のプロフェッショナル意識が高まる」（42.7％）となっている。「特に利用価値は

ない」と言う回答者は 11.7％であった（図表３－４－１１）。 

 

図表３－４－１１ 企業・法人横断的な能力評価制度の利用価値（複数回答） 

ｎ

能力向上
のモチ

ベーション
となる

仕事に従
事する人
のプロ

フェッショ
ナル意識
が高まる

仕事に従
事する人
の社会的
ステータ
スが上が

る

顧客・発
注者に対
して、職
業能力を
アピール
できる

自分の能
力水準が
わかる

企業が行
う能力評
価の客観
化に役立

つ

中途採用
の際に有
利に働く

その他
特に利用
価値はな

い
無回答

合計 903 46.3 42.7 20.8 23.0 46.5 16.2 26.8 0.2 11.7 5.3

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 37.0 29.6 22.2 11.1 37.0 14.8 7.4 0.0 22.2 11.1

5～9人 148 30.4 33.8 13.5 22.3 35.8 7.4 23.6 0.7 20.3 10.1

10～29人 385 45.7 41.8 19.2 24.7 46.0 15.1 26.8 0.0 12.7 3.9

30～49人 116 53.4 47.4 22.4 25.9 52.6 21.6 29.3 0.0 8.6 3.4

50～99人 111 57.7 51.4 19.8 21.6 58.6 22.5 23.4 0.0 1.8 2.7

100人以上 110 55.5 49.1 35.5 20.9 49.1 20.9 37.3 0.9 8.2 2.7

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 49.0 39.2 19.6 26.5 50.0 15.7 23.5 1.0 4.9 5.9

鉄鋼業 55 30.9 36.4 12.7 12.7 32.7 10.9 12.7 0.0 20.0 14.5

非鉄金属製造業 28 46.4 53.6 14.3 17.9 42.9 21.4 25.0 0.0 7.1 10.7

金属製品製造業 281 49.5 44.8 25.6 27.4 50.2 18.1 27.0 0.4 9.6 2.5

はん用機械器具製造業 28 50.0 50.0 7.1 25.0 42.9 7.1 25.0 0.0 14.3 7.1

生産用機械器具製造業 79 43.0 45.6 15.2 20.3 43.0 12.7 40.5 0.0 15.2 3.8

業務用機械器具製造業 46 56.5 37.0 21.7 26.1 47.8 28.3 32.6 0.0 17.4 4.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 46.5 41.9 30.2 23.3 39.5 23.3 25.6 0.0 16.3 2.3

電気機械器具製造業 116 50.0 45.7 19.0 18.1 47.4 12.9 19.8 0.0 11.2 5.2

情報通信機械器具製造業 15 26.7 20.0 0.0 6.7 33.3 20.0 20.0 0.0 26.7 6.7

輸送用機械器具製造業 91 38.5 40.7 24.2 20.9 49.5 13.2 30.8 0.0 11.0 8.8

【職種】

技能職 558 48.7 42.3 21.0 24.4 47.1 14.9 27.4 0.2 12.2 4.5

技術職 168 45.2 50.0 20.2 23.2 46.4 21.4 23.8 0.6 9.5 6.5  

 

 「能力向上のモチベーションとなる」と「仕事に従事する人のプロフェッショナル意識が

高まる」の指摘率は、回答者の勤務先従業員規模が大きくなるほど高まる傾向が見られ、反

面、「特に利用価値はない」の割合は規模が小さいほど高くなる傾向にある。 

回答者の勤務先業種別に集計してみると、「能力向上のモチベーションとなる」という見

方は業務用機械器具製造業の勤務者で、「仕事に従事する人のプロフェッショナル意識が高ま

る」という見方は非鉄金属製造業の勤務者で、「中途採用の際に有利に働く」という見方は生

産用機械器具製造業の勤務者で、それぞれ他業種の勤務者に比べて強い。技能職・技術職の

別による見方の違いはさほど認められない。 
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第５章 現在の仕事におけるキャリア形成や今後の職業生活に対する見方 

 

第１節 現在の仕事におけるキャリア形成 

 

１．仕事のレベルに関する回答者自身の自己評価 

現在の自分の仕事が、どの程度のレベルにあるのかを回答者に自己評価してもらったとこ

ろ、「部下や後輩に指示や助言をしながら仕事をさせられるレベル」と「単独で仕事をこなせ

るレベル」の回答がそれぞれ 3 割弱と多くなっている（図表３－５－１）。 

 

図表３－５－１ 仕事のレベルに関する自己評価 

(単位：％)

ｎ

先輩・上司
の細かな
指示で仕
事をこなせ
るレベル

先輩・上司
の大まかな
指示で仕
事をこなせ
るレベル

単独で仕
事をこなせ
るレベル

部下や後
輩に指示
や助言をし
ながら仕事
をさせられ
るレベル

職場で最も
難しい仕事
をこなせる
レベル

無回答

合計 903 6.9 19.6 28.5 29.4 7.6 7.9

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 11.1 25.9 40.7 14.8 0.0 7.4

5～9人 148 9.5 23.6 26.4 17.6 10.8 12.2

10～29人 385 7.3 16.1 29.9 31.4 7.8 7.5

30～49人 116 5.2 17.2 29.3 34.5 12.1 1.7

50～99人 111 7.2 19.8 30.6 34.2 5.4 2.7

100人以上 110 3.6 28.2 24.5 35.5 2.7 5.5

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 3.9 15.7 32.4 25.5 10.8 11.8

鉄鋼業 56 1.8 14.3 32.1 33.9 7.1 10.7

非鉄金属製造業 28 0.0 14.3 25.0 35.7 17.9 7.1

金属製品製造業 283 4.6 22.3 29.3 27.9 7.4 8.5

はん用機械器具製造業 28 14.3 28.6 25.0 21.4 3.6 7.1

生産用機械器具製造業 79 8.9 17.7 29.1 31.6 8.9 3.8

業務用機械器具製造業 46 17.4 15.2 37.0 26.1 0.0 4.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 45 6.7 20.0 20.0 35.6 6.7 11.1

電気機械器具製造業 116 10.3 25.9 25.0 31.9 3.4 3.4

情報通信機械器具製造業 15 0.0 6.7 13.3 53.3 26.7 0.0

輸送用機械器具製造業 91 11.0 16.5 30.8 27.5 7.7 6.6

【職種】

技能者 562 7.3 20.1 29.4 29.0 7.5 6.8

技術者 168 5.4 21.4 23.8 32.7 10.1 6.5  
 

回答者の勤務先の従業員規模別に集計すると、10 人未満の企業に勤務する回答者では「部

下や後輩に指示や助言をしながら仕事をさせられるレベル」の回答割合が 2 割を下回ってい

る。一方、100 人以上の企業に勤務する回答者で「先輩・上司の大まかな指示で仕事をこな

せるレベル」の割合がやや高くなっている。業種別にみると、業務用機械器具製造業の勤務

者では「先輩・上司の細かな指示で仕事をこなせるレベル」の割合が、非鉄金属製造業の勤

務者では「職場で最も難しい仕事をこなせるレベル」の割合が他業種の勤務者に比べ高い。 
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２．「一人前」と呼ぶことのできる仕事のレベル 

現在の仕事について、「一人前」と呼ぶことのできるようになるレベルについての回答を

みると、回答者全体では「単独で仕事をこなせるレベル」、「部下や後輩に指示や助言をしな

がら仕事をさせられるレベル」、「現場でもっとも難しい仕事をこなせるレベル」を挙げる回

答者の割合がいずれも 3 割弱で、ほぼ横並びであった（図表３－５－２）。 

回答者の勤務先従業員規模が大きくなるほど、「部下や後輩に指示や助言をしながら仕事

をさせられるレベル」の割合が高まる傾向にある。また業種別の集計で、はん用機械器具製

造業の勤務者で「部下や後輩に指示や助言をしながら仕事をさせられるレベル」の割合が他

業種よりもひときわ高くなっているのが目立つ。 

 

図表３－５－２ 「一人前」と呼ぶことができる仕事のレベル 

(単位：％)

ｎ

先輩・上司
の細かな
指示で仕
事をこなせ
るレベル

先輩・上司
の大まかな
指示で仕
事をこなせ
るレベル

単独で仕
事をこなせ
るレベル

部下や後
輩に指示
や助言をし
ながら仕事
をさせられ
るレベル

職場で最も
難しい仕事
をこなせる
レベル

無回答

合計 903 4.0 4.0 27.7 27.8 27.1 9.5

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 3.7 11.1 44.4 25.9 3.7 11.1

5～9人 148 8.1 5.4 25.0 22.3 26.4 12.8

10～29人 385 2.6 4.2 29.1 27.0 26.5 10.6

30～49人 116 4.3 4.3 25.0 29.3 32.8 4.3

50～99人 111 2.7 2.7 28.8 28.8 33.3 3.6

100人以上 110 4.5 0.9 27.3 38.2 27.3 1.8

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 3.9 3.9 29.4 19.6 31.4 11.8

鉄鋼業 56 3.6 7.1 19.6 30.4 25.0 14.3

非鉄金属製造業 28 0.0 0.0 32.1 28.6 32.1 7.1

金属製品製造業 283 3.9 3.5 28.6 28.3 26.5 9.2

はん用機械器具製造業 28 0.0 3.6 17.9 42.9 25.0 10.7

生産用機械器具製造業 79 6.3 1.3 34.2 19.0 36.7 2.5

業務用機械器具製造業 46 0.0 10.9 23.9 30.4 28.3 6.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 45 6.7 2.2 31.1 28.9 13.3 17.8

電気機械器具製造業 116 2.6 6.0 31.0 26.7 27.6 6.0

情報通信機械器具製造業 15 26.7 0.0 26.7 20.0 20.0 6.7

輸送用機械器具製造業 91 4.4 2.2 24.2 35.2 25.3 8.8

【職種】

技能職 562 4.1 3.4 29.4 27.0 27.6 8.5

技術職 168 2.4 4.8 25.6 30.4 29.2 7.7  

 

３．現在の仕事で「一人前」になるのに有効なキャリア 

（１）現在の仕事で「一人前」になるのに有効なキャリア 

 現在の仕事で一人前になる効果的な方法について、最も多くの従業員が選んだのは「一つ

の勤め先で長期にわたって働き続ける」で約 7 割に達している。「会社・法人は変わっても同
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じ仕事を続ける」のが有効と考える回答者は 13.0％、「一人前になるまでは同じ勤務先で働

き続け、そのあとは会社・法人を変わって経験を積む」のが有効とみる回答者は 9.3％であ

った（図表３－５－３）。回答者の勤務先従業員規模による回答状況の違いはあるものの、規

模との一貫した関連は見られず、業務用機械器具製造業や非鉄金属製造業の勤務者で他業種

勤務者に比べて、「一つの勤め先で長期に渡って働き続ける」の有効と見る割合が高かった。

技能職と技術職を比べると、前者で「一つの勤め先で長期に渡って働き続ける」のが有効と

考える割合がやや高くなっている。 

 

図表３－５－３ 現在の仕事で一人前になる効果的な方法 

(単位：％)

ｎ

一つの勤め
先で長期にわ
たって働き続

ける

会社・法人は
変わっても同
じ仕事を続け

る

一人前になる
までは同じ勤
務先で働き続
け、そのあと
は会社・法人
を変わって経
験を積む

その他 無回答

合計 903 69.5 13.0 9.3 2.4 5.8

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 81.5 14.8 0.0 0.0 3.7

5～9人 148 67.6 14.2 8.1 0.7 9.5

10～29人 385 67.8 15.3 8.6 3.1 5.2

30～49人 116 69.8 12.1 10.3 2.6 5.2

50～99人 111 75.7 7.2 9.9 4.5 2.7

100人以上 110 70.9 10.0 14.5 0.9 3.6

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 66.7 11.8 14.7 2.0 4.9

鉄鋼業 56 76.4 5.5 3.6 3.6 10.9

非鉄金属製造業 28 78.6 3.6 14.3 0.0 3.6

金属製品製造業 283 69.4 14.6 10.0 2.1 3.9

はん用機械器具製造業 28 71.4 10.7 7.1 7.1 3.6

生産用機械器具製造業 79 65.8 16.5 10.1 3.8 3.8

業務用機械器具製造業 46 80.4 13.0 2.2 0.0 4.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 45 69.8 14.0 7.0 2.3 7.0

電気機械器具製造業 116 68.1 9.5 11.2 0.0 11.2

情報通信機械器具製造業 15 86.7 6.7 0.0 6.7 0.0

輸送用機械器具製造業 91 64.8 16.5 6.6 4.4 7.7

【職種】

技能職 562 72.0 11.6 9.7 2.2 4.5

技術職 168 64.9 16.7 10.1 2.4 6.0  
 

（２）会社を移ることが有効である理由 

続いて、現在の仕事で「一人前」になるのに有効なキャリアとして、「一人前になるまで

同じ勤務先で働き続け、その後会社を変わって経験を積む」または「会社・法人は変わって

も同じ仕事を続ける」を選択した人に対して、なぜ会社を変わることが効果的なのかをたず

ねた（図表３－５－４）。 

集計した 201 人全体で見ると、「スキルの伸びやスキルの幅の拡大が期待できる」と回答
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した者が最も多く、約 4 分の 3 に達し、「人脈が広がる」ために効果的という回答が約 4 分の

1、「労働条件が向上する」ため友好的と言う回答が約 2 割となっている。回答者の勤務先従

業員規模による回答状況の違いはあるものの、規模との一貫した関連は見られない。職種別

の集計では、技術職における「人脈が広がる」と言う回答の割合が技能職における割合の 2

倍近く、また、技能職における「労働条件が向上する」という回答の割合は、技術職におけ

る割合よりも 10 ポイント近く高くなっている。 

 

図表３－５－４ 会社を移ることが有効である理由（複数回答） 

(単位：％)

ｎ

スキルの
伸びやスキ
ルの幅の
拡大が期
待できる

人脈が広
がる

労働条件
が向上す

る

現在の会
社ではほ
かの従業
員と競合
が生じる

昔からそ
ういう慣
行になっ
ている

その他 無回答

合計 201 75.6 26.4 21.4 2.0 1.0 9.0 4.0

【勤務先従業員規模】

4人以下 4 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 25.0 0.0

5～9人 33 66.7 12.1 18.2 3.0 3.0 9.1 9.1

10～29人 92 78.3 30.4 25.0 3.3 1.1 8.7 3.3

30～49人 26 80.8 46.2 15.4 0.0 0.0 7.7 0.0

50～99人 19 78.9 5.3 15.8 0.0 0.0 5.3 10.5

100人以上 27 74.1 29.6 18.5 0.0 0.0 11.1 0.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 27 77.8 25.9 29.6 3.7 3.7 7.4 0.0

鉄鋼業 5 60.0 40.0 20.0 0.0 0.0 20.0 0.0

非鉄金属製造業 5 100.0 60.0 20.0 0.0 0.0 20.0 0.0

金属製品製造業 69 75.4 20.3 26.1 4.3 0.0 7.2 5.8

はん用機械器具製造業 5 40.0 0.0 20.0 0.0 0.0 20.0 20.0

生産用機械器具製造業 21 71.4 42.9 23.8 0.0 0.0 4.8 0.0

業務用機械器具製造業 7 57.1 57.1 28.6 0.0 0.0 0.0 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 9 77.8 44.4 22.2 0.0 0.0 0.0 11.1

電気機械器具製造業 24 70.8 25.0 8.3 0.0 0.0 12.5 4.2

情報通信機械器具製造業 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 21 90.5 19.0 14.3 0.0 4.8 9.5 4.8

【職種】

技能職 119 76.5 21.8 21.8 1.7 1.7 9.2 3.4

技術職 45 77.8 37.8 11.1 0.0 0.0 13.3 4.4  
注：現在の仕事で「一人前」になるのに有効なキャリアとして、「一人前になるまで同じ勤務先で働

き続け、その後会社を変わって経験を積む」または「会社・法人は変わっても同じ仕事を続ける」
を選択した 201 人の回答を集計。 

 

４．「一人前」になるのに必要な経験年数 

 現在の仕事で一人前になるのにどのくらいの経験年数が必要かをたずねたところ、回答者

全体での平均は 7.9 年であった（図表３－５－５）。業種別の集計結果では、はん用機械器具

製造業において、「15 年以上」という回答割合が 28.6％、平均年数も 13.5 年と、一人前にな

るために必要な経験年数が特に長くなっている。逆に、必要年数が最も短いのは電子部品・

デバイス・電子回路製造業で、48.8％の回答者が「5 年以上 10 年未満」と回答しており、平

均年数も 5.9 年となっている。 
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技能職・技術職の別でみると、技能職の回答で「5 年未満」という回答がやや多くなって

いるため、一人前になるのに必要な経験年数の平均値では、技術職の方が 8.9 年と、技能職

に比べて若干長い。 

 

図表３－５－５ 「一人前」になるのに必要な経験年数 

（単位：％）

ｎ 5年未満
5年以上
10年未満

10年以上
15年未満

15年以上 無回答 平均（年）

合計 903 22.9 30.1 30.3 11.3 5.3 7.9

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 44.4 25.9 29.6 0.0 0.0 5.5

5～9人 148 24.3 18.9 35.8 10.8 10.1 8.4

10～29人 385 21.0 32.2 30.9 10.6 5.2 7.8

30～49人 116 25.9 31.9 29.3 10.3 2.6 7.3

50～99人 111 24.3 30.6 23.4 17.1 4.5 8.5

100人以上 110 17.3 38.2 30.0 12.7 1.8 8.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 28.4 36.3 26.5 5.9 2.9 6.6

鉄鋼業 55 18.2 34.5 25.5 7.3 14.5 7.3

非鉄金属製造業 28 35.7 17.9 39.3 3.6 3.6 6.7

金属製品製造業 281 21.7 30.6 32.4 11.7 3.6 8.0

はん用機械器具製造業 28 3.6 28.6 28.6 28.6 10.7 13.5

生産用機械器具製造業 79 10.1 31.6 40.5 12.7 5.1 9.0

業務用機械器具製造業 46 21.7 21.7 32.6 21.7 2.2 8.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 25.6 48.8 23.3 2.3 0.0 5.9

電気機械器具製造業 116 27.6 27.6 31.9 11.2 1.7 7.5

情報通信機械器具製造業 15 40.0 6.7 20.0 13.3 20.0 6.7

輸送用機械器具製造業 91 24.2 26.4 23.1 15.4 11.0 8.5

【職種】

技能職 558 22.6 29.0 31.0 12.2 5.2 8.0

技術職 168 12.5 36.3 32.7 14.3 4.2 8.9  
注：平均は無回答者を除いて算出している。 

 

５．「一人前」になった後の現在の勤務先におけるキャリアの見通し 

 現在の仕事で一人前になった後の、現在の勤務先における職業的キャリアの見通しについ

ては、「一人前になった人は、その先の仕事も質的にあまり変わらない」と考えている回答者

が約半数で最も多い（図表３－５－６）。 

「一人前になった人は、その先の仕事も質的にあまり変わらない」と回答する傾向は、回

答者の勤務先規模がより小さいほど強い。逆に、勤務先の企業の従業員規模が大きくなるに

つれて、「一人前になった人は、その先の仕事も質的にあまり変わらない」と回答する者の割

合が減少していき、代わって「基本的な仕事の内容は変わらないが、昇進して管理・監督的

な仕事が用意されている」の回答割合が高くなっていく。 

勤務先の業種別に集計してみると、鉄鋼業の勤務者で「一人前になった人は、その先の仕

事も質的にあまり変わらない」の回答割合が他業種の勤務者よりも高い。他方、はん用機械
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器具製造業と電子部品・デバイス・電子回路製造業で働く回答者においては、「基本的な仕事

の内容は変わらないが、昇進して管理・監督的な仕事が用意されている」の回答割合が高く

なっている。 

技能職と技術職を比較してみたところ、「一人前になった人は、その先の仕事も質的にあ

まり変わらない」と考える回答者の割合は技術職におけるよりも技能職において高く、技術

職は技能職よりも「基本的な仕事の内容は変わらないが、昇進して管理・監督的な仕事が用

意されている」や「より専門性を高められるような職業的キャリアが用意されている」と考

える回答者の割合が高くなっている。 

 

図表３－５－６ 「一人前」になった後の現在の勤務先におけるキャリアの見通し 

(単位：％)

ｎ

より専門性を
高められるよ
うな職業的
キャリアが確
立されている

基本的な仕
事の内容は
変わらない
が、昇進して
管理・監督的
な仕事が用
意されている

基本的な仕
事の内容は
変わらない
が、のれん分
けなど独立・
開業の機会

が多い

一人前になっ
た人は、その
先の仕事も質
的にはあまり
変わらない

無回答

合計 903 7.5 31.2 2.4 52.1 6.8

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 7.4 14.8 7.4 66.7 3.7

5～9人 148 4.1 16.2 7.4 62.2 10.1

10～29人 385 8.3 28.1 1.6 56.1 6.0

30～49人 116 7.8 39.7 0.9 49.1 2.6

50～99人 111 7.2 41.4 0.9 46.8 3.6

100人以上 110 9.1 50.9 0.9 35.5 3.6

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 7.8 32.4 4.9 48 6.9

鉄鋼業 56 5.4 16.1 3.6 62.5 12.5

非鉄金属製造業 28 0.0 42.9 0.0 53.6 3.6

金属製品製造業 283 6.4 30.7 2.1 55.1 5.7

はん用機械器具製造業 28 17.9 42.9 0.0 28.6 10.7

生産用機械器具製造業 79 8.9 35.4 0.0 50.6 5.1

業務用機械器具製造業 46 4.3 28.3 4.3 58.7 4.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 45 8.9 42.2 4.4 33.3 11.1

電気機械器具製造業 116 7.8 28.4 0.0 57.8 6.0

情報通信機械器具製造業 15 0.0 33.3 0.0 53.3 13.3

輸送用機械器具製造業 91 9.9 27.5 3.3 53.8 5.5

【職種】

技能職 562 6.2 29.9 2.5 55.5 5.9

技術職 168 10.1 38.7 3.6 42.3 5.4  
 

 

第２節 今後の職業生活についての希望 

 

１．今後の職業生活についての希望 

今後の職業生活の希望について、回答者全体では「これからも今の会社・法人でがんばり
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たい」が約 6 割を占め最も多い。次いで「成り行きにまかせる」が 15.9％、「他に良いとこ

ろがあれば移りたい」が 10.9％となっている（図表３－５－７）。 

勤務先従業員規模がより大きい回答者ほど「他に良いところがあれば移りたい」の割合が

高くなる。勤務先業種別に集計すると、他業種の勤務者に比べ転職志向がやや強いのは生産

用機械器具製造業の勤務者で、逆に「これからも今の会社でがんばりたい」という回答割合

が他業種の勤務者よりも高かったのは非鉄金属製造業の勤務者であった。 

 

図表３－５－７ 今後の職業生活についての希望 

(単位：％)

ｎ

これから
も今の会
社でがん
ばりたい

他に良い
ところが
あれば移
りたい

成り行き
にまかせ

る

適当な時
期に退職
して家庭
に戻りた

い

将来独立
開業した

い

将来のこ
とは今は
考えてい
ない

無回答

合計 903 60.9 10.7 15.9 2.5 1.8 6.0 2.1

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 48.1 3.7 37.0 7.4 0.0 0.0 3.7

5～9人 148 58.1 5.4 17.6 6.8 0.0 9.5 2.7

10～29人 385 62.6 9.6 14.8 2.1 3.1 5.7 2.1

30～49人 116 68.1 12.1 12.1 0.9 0.9 4.3 1.7

50～99人 111 57.7 16.2 15.3 1.8 1.8 6.3 0.9

100人以上 110 59.1 17.3 18.2 0.0 0.9 4.5 0.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 58.8 9.8 18.6 7.8 1.0 2.9 1.0

鉄鋼業 55 63.6 7.3 16.4 0.0 0.0 7.3 5.5

非鉄金属製造業 28 75.0 3.6 3.6 0.0 3.6 14.3 0.0

金属製品製造業 281 58.0 11.0 18.1 2.8 1.8 6.4 1.8

はん用機械器具製造業 28 57.1 10.7 17.9 0.0 3.6 10.7 0.0

生産用機械器具製造業 79 55.7 19.0 10.1 1.3 2.5 7.6 3.8

業務用機械器具製造業 46 69.6 6.5 19.6 0.0 2.2 2.2 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 53.5 11.6 14.0 2.3 2.3 14.0 2.3

電気機械器具製造業 116 66.4 10.3 15.5 1.7 1.7 3.4 0.9

情報通信機械器具製造業 15 60.0 0.0 26.7 0.0 6.7 6.7 0.0

輸送用機械器具製造業 91 61.5 13.2 13.2 2.2 0.0 4.4 5.5

【職種】

技能職 558 60.2 11.6 15.8 1.8 1.6 6.5 2.5

技術職 168 64.3 9.5 16.7 2.4 2.4 3.6 1.2  
 

２．転職希望者の意向 

（１）転職を希望する理由 

今後の職業生活についての希望で「他に良いところがあれば移りたい」と回答した 97 人

に対して、転職を希望する理由をたずねてみた。最も多かった回答は「現在の職場の賃金な

どの労働条件が悪いから」（51.5％）、次いで「より高い所得が得られるため」（50.5％）であ

り、賃金や所得の上昇を転職動機とする回答者が多いことがわかった（図表３－５－８）。 

賃金や所得に関する回答の他には、「自分の技能や知識を磨くため」（33.0％）や「自分な

りのライフスタイルを実現したいから」（25.8％）など、自己研鑽や自己実現に関わる転職動
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機を挙げる回答者が比較的多い。 

図表３－５－８ 転職を希望する理由（複数回答） 

2.1%

1.0%

8.2%

8.2%

16.5%

17.5%

22.7%

25.8%

33.0%

50.5%

51.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

無回答

現在の仕事にあきたから

自分のペースで仕事ができるようになるから

その他

現在の職場の人間関係がよくないから

自分の技能や知識を生かせるから

自由に自分の能力を発揮したいから

自分なりのライフスタイルを実現したいから

自分の技能や知識を磨くため

より高い所得が得られるため

現在の職場の賃金などの労働条件が悪いから

 
注：今後の職業生活についての希望で「他に良いところがあれば移りたい」と回答した 97 人の回答

を集計 

 

（２）希望する転職先 

転職希望者にどのような仕事に転職したいかたずねたところ、最も多かった回答は「今の

仕事と類似する仕事」で転職希望者の約 4 割を占める。以下、回答の多い順に「仕事の内容

までは考えていない」（26.8％）、「今の仕事と違う仕事」（18.6％）と続く（図表３－５－９）。 

 

図表３－５－９ どのような仕事に転職したいか 

今の仕事と同じ仕事

4.1%

今の仕事と類似する

仕事

39.2%

今の仕事と違う仕事

18.6%

仕事の内容まで考え

ていない

26.8%

無回答

11.3%

 
注：今後の職業生活についての希望で「他に良いところがあれば移りたい」と回答した 97 人の

回答を集計 
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３．独立開業希望者の意向 

今後の職業生活についての希望で「将来独立開業したい」と回答した 16 人に対して、独

立開業を希望する理由をたずねてみた。最も多い回答は「自分なりのライフスタイルを実現

したいから」（7 人）で、以下「事業の面白さを味わいたいから」、「自由に自分の能力を発揮

したいから」（ともに 6 人）、「自分のペースで仕事ができるようになるから」、「自分の技能や

知識を生かせるから」（ともに 5 人）と続く。 

また、どのような仕事で独立開業を希望するかたずねたところ、最も多い回答は「今の業

種と同じ業種」（5 人）であった。「今の業種と類似する業種」（3 人）と回答した人を合わせ

て、半数の独立開業希望者が、現在の仕事と関連のある仕事で独立開業を希望していた。 

 

４．出世や昇進に対する考え方 

自身の出世や昇進に対する考え方については、回答者全体では「人並みに出世や昇進がで

きたら満足である」が 37.4％で最も多く、次いで「出世や昇進には全く興味がない」（32.9％）

という回答が多くなっている（図表３－５－１２）。 

回答者の勤務先の従業員規模別に集計してみると、「出世や昇進には全く興味がない」の割

合は規模が大きくなるほど低下し、「人並み以上に出世や昇進をしたい」、「人並みに出世や昇

進ができたら満足である」の割合は高まる。勤務先業種別の回答傾向を比較したところ、は

ん用機械器具製造業の勤務者は、他業種の勤務者に比べて「出世や昇進には全く興味がない」

の割合が半分程度にとどまり、「人並みに出世や昇進ができたら満足である」の割合が高くな

っている。技能職・技術職の別に見ていくと、技術職のほうが技能職よりも出世に対して積

極的な考えを持つ傾向がやや強く、「ゆくゆくは経営者になりたい」や「人並み以上に出世や

昇進をしたい」の回答割合が技能職を上回っている。 

 

－228－



図表３－５－１２ 出世や昇進に対する考え 

(単位：％)

ｎ
ゆくゆくは
経営者に
なりたい

人並み以
上に出世
や昇進を
したい

人並みに
出世や昇
進ができ
たら満足
である

仕事が増
えるので
出世や昇
進はしたく

ない

出世や昇
進には全く
興味がな

い

その他 無回答

合計 903 5.5 14.8 37.4 3.4 32.9 3.0 2.9

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 7.4 11.1 25.9 3.7 40.7 7.4 3.7

5～9人 148 4.1 4.1 34.5 3.4 48.0 2.0 4.1

10～29人 385 6.8 14.3 36.1 1.6 35.3 2.9 3.1

30～49人 116 6.0 15.5 35.3 8.6 29.3 4.3 0.9

50～99人 111 3.6 19.8 42.3 2.7 27.9 2.7 0.9

100人以上 110 3.6 27.3 47.3 5.5 12.7 2.7 0.9

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 4.9 20.6 38.2 2.0 29.4 2.0 2.9

鉄鋼業 55 5.5 10.9 27.3 3.6 36.4 7.3 9.1

非鉄金属製造業 28 10.7 17.9 28.6 0.0 35.7 3.6 3.6

金属製品製造業 281 3.6 15.7 42.3 1.8 30.6 3.9 2.1

はん用機械器具製造業 28 10.7 7.1 46.4 7.1 17.9 7.1 3.6

生産用機械器具製造業 79 6.3 12.7 40.5 2.5 34.2 1.3 2.5

業務用機械器具製造業 46 4.3 19.6 34.8 4.3 30.4 4.3 2.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 7.0 14.0 34.9 7.0 37.2 0.0 0.0

電気機械器具製造業 116 5.2 15.5 31.9 4.3 37.9 2.6 2.6

情報通信機械器具製造業 15 13.3 6.7 33.3 0.0 40.0 0.0 6.7

輸送用機械器具製造業 91 3.3 9.9 39.6 7.7 35.2 1.1 3.3

【職種】

技能職 558 4.3 14.5 40.9 2.7 33.2 2.2 2.3

技術職 168 10.1 22.0 32.1 3.6 26.8 3.6 1.8  
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第６章 仕事上の能力を高めるための取組み 

 

第１節 仕事をしていく上で必要な知識・能力 

 

 技能職として働く回答者と技術職として働く回答者にそれぞれ現在仕事をしていく上で必

要な知識・能力を 3 つまで挙げてもらった（図表３－６－１） 

 技能職として働く回答者で最も回答が多かったのは「生産工程を合理化する知識・技能」

（36.8％）、次いでほぼ同程度の技能職が挙げている「高度に卓越した熟練技能」（35.2％）

で、以下「設備の保全や改善の知識・技能」（31.6％）、「組立て・調整の技能」（29.4％）な

どが比較的多くの技能職が必要としている知識・技能である。 

 技術職として働く回答者では、「複数の技術に関する幅広い知識」を挙げる割合が他の知

識・技術より群を抜いて高く、半数以上に達する。これに次いで指摘が多かったのは、「特定

の技術に関する高度な専門知識」、「製品の企画・構想段階から問題点を提案し、改善提案を

行うコンサルティング能力」、「ユーザーの業務やニーズを理解し、コミュニケーション、プ

レゼンテーションできる能力」などで、いずれも技術職として働く回答者の 3 割弱が挙げて

いる。他方、「ISO9000 シリーズに関する知識」、「知的財産情報（特許）への対応能力」、

「ISO14000 シリーズに関する知識」は回答率が 5％未満にとどまっており、必要としている

技術職がごく少ない。 

 

図表３－６－１ 仕事をしていく上で必要な知識・能力・技術（３つまで） 

 （単位：％）

生産工程を合理化する知識・技能 36.8 複数の技術に関する幅広い知識 51.8

高度に卓越した熟練技能 35.2 特定の技術に関する高度な専門知識 29.8

設備の保全や改善の知識・技能 31.6
製品の企画・構想段階から問題点を提案し、改
善提案を行うコンサルティング能力

25.0

組立て・調整の技能 29.4
ユーザーの業務やニーズを理解し、コミュニケー
ション、プレゼンテーションできる能力

25.0

品質管理や検査・試験の知識・技能 22.8
ニーズ調査・分析などを通じてユーザーニーズを
的確に把握し、それを製品設計化する能力

23.8

ＮＣ機やＭＣのプログラミング 20.5 加工・組立に関する知識 23.2

単独で多工程を処理する技能 19.6 工程管理に関する知識 21.4

自動機の段取り替えをする技能 14.5 生産の最適化のための生産技術 18.5

計測システムのオペレーション 8.3 進捗管理・予算管理などのプロジェクト管理能力 14.9

その他 7.5 革新的技術を創造していく能力 14.3

生産設備の保守・管理技術 7.7

ISO9000シリーズに関する知識 4.8

知的財産情報（特許）への対応能力 3.6

ISO14000シリーズに関する知識 2.4

技能職（ｎ＝557） 技術職（ｎ＝168）
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第２節 仕事上必要なスキルや能力の明確化 

 

１．企業による明確化の状況 

会社が現在の仕事に必要な能力・スキルを明確にしているかどうかをたずねたところ、全

体では「やや明確にしている」と答えた回答者が 33.8％で最も多く、この回答も含め明確に

している（「非常に明確にしている」または「やや明確にしている」）と言う回答は全体の約

半数であった。「非常に明確にしている」と答えた回答者の割合は、回答者の勤務先従業員規

模が大きくなるほど低くなっていく傾向にある（図表３－６－２）。 

 

図表３－６－２ 仕事上求められる能力・スキルの明確化の状況 

（単位：％）

ｎ
非常に明
確にして

いる

やや明確
にしてい

る

どちらとも
言えない

あまり明
確にして
いない

明確にし
ていない

わからな
い

無回答

合計 903 19.6 33.8 20.3 9.2 9.1 6.6 1.4

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 29.6 22.2 22.2 7.4 7.4 7.4 3.7

5～9人 148 20.3 33.8 19.6 3.4 10.8 9.5 2.7

10～29人 385 22.3 33.0 17.7 8.3 9.1 8.1 1.6

30～49人 116 19.8 28.4 23.3 13.8 7.8 6.0 0.9

50～99人 111 11.7 40.5 22.5 10.8 9.9 3.6 0.9

100人以上 110 13.6 38.2 23.6 14.5 8.2 1.8 0.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 22.5 24.5 18.6 12.7 10.8 9.8 1.0

鉄鋼業 55 16.4 32.7 18.2 3.6 12.7 16.4 0.0

非鉄金属製造業 28 10.7 57.1 3.6 10.7 10.7 3.6 3.6

金属製品製造業 281 16.7 35.6 23.5 8.9 8.9 5.0 1.4

はん用機械器具製造業 28 32.1 21.4 17.9 7.1 14.3 7.1 0.0

生産用機械器具製造業 79 24.1 27.8 16.5 10.1 8.9 8.9 3.8

業務用機械器具製造業 46 21.7 30.4 15.2 13.0 6.5 10.9 2.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 30.2 41.9 16.3 0.0 9.3 2.3 0.0

電気機械器具製造業 116 14.7 36.2 26.7 7.8 7.8 5.2 1.7

情報通信機械器具製造業 15 20.0 53.3 6.7 6.7 6.7 0.0 6.7

輸送用機械器具製造業 91 18.7 33.0 22.0 14.3 7.7 4.4 0.0

【職種】

技能職 558 19.7 34.4 20.1 8.6 8.6 7.5 1.1

技術職 168 24.4 34.5 19.0 10.7 8.9 2.4 0.0  

 

２．従業員による認識の状況 

現在の仕事に必要な能力・スキルは、自社のどの程度の従業員に認識されているかについ

ては、「ほぼ全員に認識されている」が 26.5％と最も多く、次いで「一部の従業員しか認識

していない」と「どの程度の従業員が認識しているかはわからない」がともに 21.0％で並ん

でいる。回答者の勤務先の従業員規模が大きくなるほど、「ほぼ全員に認識されている」と答

える割合は減り、逆に「一部の従業員しか認識していない」の割合が増える。業種別に見て

みると、電子部品・デバイス・電子回路製造業に勤務する回答者においては「ほぼ全員に認
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識されている」と答えた回答者の割合が 39.5％と比較的高く、また、はん用機械器具製造業

の回答者では「ほとんどの従業員が認識していない」が 25.0％と高くなっている（図表３－

６－３）。 

 

図表３－６－３ 仕事上必要な能力・スキルは勤務先の従業員にどの程度認識されているか 

（単位：％）

ｎ
ほぼ全員
に認識さ
れている

半数以上
の従業員
に認識さ
れている

一部の従
業員しか
認識して
いない

ほとんど
の従業員
が認識し
ていない

どの程度
の従業員

が認識して
いるかは

わからない

無回答

合計 903 26.5 18.3 21.0 10.7 21.0 2.4

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 48.1 18.5 11.1 3.7 11.1 7.4

5～9人 148 38.5 12.8 12.8 6.8 23.6 5.4

10～29人 385 29.1 19.2 20.3 9.4 19.7 2.3

30～49人 116 19.8 19.0 24.1 15.5 21.6 0.0

50～99人 111 14.4 18.9 25.2 15.3 24.3 1.8

100人以上 110 11.8 21.8 30.9 13.6 20.9 0.9

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 27.5 16.7 21.6 8.8 25.5 0.0

鉄鋼業 55 38.2 14.5 9.1 3.6 30.9 3.6

非鉄金属製造業 28 28.6 17.9 21.4 14.3 14.3 3.6

金属製品製造業 281 23.8 21.0 22.4 12.1 18.5 2.1

はん用機械器具製造業 28 17.9 17.9 21.4 25.0 14.3 3.6

生産用機械器具製造業 79 29.1 16.5 24.1 10.1 16.5 3.8

業務用機械器具製造業 46 17.4 15.2 23.9 8.7 30.4 4.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 39.5 20.9 9.3 9.3 20.9 0.0

電気機械器具製造業 116 22.4 14.7 28.4 11.2 19.8 3.4

情報通信機械器具製造業 15 33.3 26.7 13.3 13.3 6.7 6.7

輸送用機械器具製造業 91 24.2 20.9 17.6 11.0 24.2 2.2

【職種】

技能職 558 27.6 17.6 21.1 11.3 20.6 1.8

技術職 168 26.2 22.6 25.0 7.7 15.5 3.0  

 

第３節 従業員の育成・能力開発に関する勤務先の方針 

 

勤務する会社が従業員の育成・能力開発についてどのような方針をもっていると思うかに

ついてたずねたところ（図表３－６－４）、回答者全体では「個々の従業員が当面の仕事をこ

なすため必要な能力を身につけることを目的に能力開発を行っている」が 36.3％で最も多か

った。 

回答者の勤務先従業員規模がより大きいほど、「スキルマップなどで、事業所における現

在の人材の数や能力レベルを把握し、能力開発を行っている」の割合が高まる。勤務先業種

別に集計してみたところ、勤務先がはん用機械器具製造業、非鉄金属製造業の回答者は、「個々

の従業員が当面の仕事をこなすため必要な能力を身につけることを目的に能力開発を行って
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いる」と答える割合が、他業種の回答者に比べて高くなっている。 

 

図表３－６－４ 従業員の育成・能力開発に関する勤務先の方針 

（単位：％）

ｎ

数年先の事
業展開を考慮
して必要な人
材の数、能力
レベルを描い
て能力開発を
行っている

スキルマップ
などで、事業
所における現
在の人材の

数や能力レベ
ルを把握し、
能力開発を
行っている

個々の従業
員が当面の
仕事をこなす
ため必要な能
力を身につけ
ることを目的
に能力開発を

行っている

能力開発
について
特に方針
を定めて
いない

わからな
い

無回答

合計 903 7.6 8.6 36.3 29.6 15.6 2.2

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 14.8 3.7 25.9 37.0 14.8 3.7

5～9人 148 4.7 4.7 28.4 27.0 30.4 4.7

10～29人 385 5.7 6.5 37.9 34.3 13.5 2.1

30～49人 116 8.6 8.6 41.4 26.7 14.7 0.0

50～99人 111 11.7 13.5 38.7 24.3 11.7 0.0

100人以上 110 11.8 17.3 37.3 24.5 9.1 0.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 8.8 5.9 29.4 37.3 16.7 2.0

鉄鋼業 55 1.8 9.1 29.1 16.4 30.9 12.7

非鉄金属製造業 28 7.1 10.7 46.4 32.1 3.6 0.0

金属製品製造業 281 5.3 9.3 37.0 34.5 13.2 0.7

はん用機械器具製造業 28 7.1 14.3 53.6 10.7 14.3 0.0

生産用機械器具製造業 79 8.9 6.3 36.7 27.8 16.5 3.8

業務用機械器具製造業 46 6.5 6.5 43.5 23.9 19.6 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 9.3 14.0 39.5 25.6 11.6 0.0

電気機械器具製造業 116 12.1 8.6 34.5 27.6 14.7 2.6

情報通信機械器具製造業 15 0.0 0.0 53.3 33.3 13.3 0.0

輸送用機械器具製造業 91 12.1 11.0 27.5 29.7 16.5 3.3

【職種】

技能職 558 6.8 7.3 38.5 27.8 17.4 2.2

技術職 168 8.3 9.5 38.1 30.4 11.9 1.8  

 

第４節 従業員の育成・能力開発に向けた職場での取組み 

 

従業員の育成・能力開発に関連したいくつかの取組みについて、勤務している会社が積極

的に進めている（「積極的に進めている」または「ある程度積極的に進めている」）と感じる

回答者の割合をまとめた（図表３－６－５）。積極的に進めているという回答の割合が最も高

かったのは、「仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から難しい仕事へと経験させるようにし

ている」（57.9％）で、「作業標準書やマニュアルを使って、育成・能力開発を行っている」

と「指導者を決め、計画にそって、育成・能力開発を行っている」がいずれも 3 分の 1 強の

割合でこれに続く。「主要な担当業務のほかに、関連する業務をローテーションで経験させて

いる」と「社員の間での勉強会や提案発表会の実施」を勤務している会社が積極的に行って

いると答えたのはいずれも 4 分の 1 弱であった。 
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図表３－６－５ 従業員の育成・能力開発に向けた職場での取組み 

（単位：％）

ｎ

指導者を決
め、計画に
そって、育
成・能力開
発を行って

いる

作業標準書
やマニュア
ルを使っ

て、育成・
能力開発を
行っている

仕事の内容
を吟味し

て、やさし
い仕事から
難しい仕事
へと経験さ
せるように
している

主要な担当
業務のほか
に、関連す
る業務を
ローテー

ションで経
験させてい

る

社員の間で
の勉強会や
提案発表会

の実施

合計 903 34.6 35.4 57.9 24.9 22.3

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 18.5 29.6 33.3 37.0 25.9

5～9人 148 27.7 19.6 52.7 26.4 10.8

10～29人 385 32.5 29.4 58.4 21.8 20.0

30～49人 116 41.4 50.0 62.1 25.0 22.4

50～99人 111 44.1 50.5 61.3 27.9 31.5

100人以上 110 39.1 49.1 62.7 27.3 34.5

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 29.4 33.3 52.0 18.6 24.5

鉄鋼業 55 23.6 23.6 54.5 21.8 14.5

非鉄金属製造業 28 39.3 39.3 60.7 25.0 28.6

金属製品製造業 281 34.2 35.6 56.9 28.8 23.5

はん用機械器具製造業 28 32.1 53.6 50.0 14.3 21.4

生産用機械器具製造業 79 35.4 24.1 60.8 22.8 24.1

業務用機械器具製造業 46 30.4 30.4 56.5 23.9 19.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 51.2 39.5 58.1 27.9 25.6

電気機械器具製造業 116 31.0 33.6 59.5 25.0 18.1

情報通信機械器具製造業 15 53.3 53.3 93.3 40.0 26.7

輸送用機械器具製造業 91 39.6 47.3 59.3 20.9 22.0

【職種】

技能職 558 34.4 34.6 59.9 25.4 22.2

技術職 168 32.7 37.5 56.0 19.0 22.6  
注：数字は「積極的に進めている」と「ある程度積極的に進めている」の回答割合の合計。 

 

「指導者を決め、計画にそって育成・能力開発を行っている」、「仕事の内容を吟味して、

やさしい仕事から難しい仕事へと経験させるようにしている」を積極的に進めているという

割合は回答者の勤務先従業員規模が大きいほど、高くなる。また、「作業標準書やマニュアル

を使って、育成・能力開発を行っている」を積極的に進めているとする割合は、30 人未満の

企業に勤める回答者と 30 人以上の企業に勤める回答者との間で顕著な差がある。勤務先の業

種別にみてみると、電子部品・デバイス・電子回路製造業に勤務する回答者では、積極的に

「指導者を決め、計画にそって育成・能力開発を行っている」と言う割合が、輸送用機械器

具製造業に勤務する回答者では積極的に「作業標準書やマニュアルを使って、育成・能力開

発を行っている」と言う割合が他業種よりも高くなっている。 
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第５節 勤務先におけるＯｆｆ－ＪＴの状況 

 

１．社外機関への派遣 

（１）派遣の有無 

回答者が Off-JT のために会社の指示で通ったことのある機関は、回答の多かった順に「公

共職業訓練機関（ポリテクセンター、工業技術センター、試験場等含む）」（12.2％）、「能力

開発協会、労働基準協会、公益法人（財団、社団、職業訓練法人等）」（12.0％）、「親会社・

グループ会社など」（11.8％）、「民間教育訓練機関」（11.4％）となっている。また、44.5％の

回答者は「社外の機関に通ったことはない」と答えた（図表３－６－６）。 

 従業員 5 人以上の企業に勤める回答者についてみると、「社外の機関に通ったことはない」

の回答率は、勤務先従業員規模がより大きい回答者ほど低くなり、「親会社・グループ会社な

ど」、「民間教育訓練機関」、「能力開発協会、労働基準協会、公益法人（財団、社団、職業訓

練法人等）」に通ったという割合は高くなる。また、電子部品・デバイス・電子回路製造業に

勤務する回答者では「親会社・グループ会社など」に通った経験があるという割合が他業種 

 

図表３－６－６ Ｏｆｆ－ＪＴの目的で通ったことのある社外の機関（複数回答） 

（単位：％）

ｎ
親会社・グ
ループ会社

など

民間教育訓
練機関

事業所で使
用する機器
等のメー

カー

商工会議所
など地域の
経営者団体

業界団体

能力開発協
会、労働基
準協会、公
益法人（財
団、社団、

職業訓練法
人等）

合計 903 11.8 11.4 10.3 8.0 3.4 12.0

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 11.1 3.7 7.4 0.0 0.0 7.4

5～9人 148 4.7 4.1 8.1 2.7 2.7 2.7

10～29人 385 12.2 8.1 8.8 6.0 2.1 8.6

30～49人 116 11.2 13.8 19.0 12.1 0.9 18.1

50～99人 111 15.3 17.1 5.4 14.4 7.2 17.1

100人以上 110 16.4 27.3 15.5 13.6 9.1 26.4

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 10.8 12.7 8.8 5.9 3.9 13.7

鉄鋼業 55 7.3 7.3 14.5 3.6 3.6 5.5

非鉄金属製造業 28 17.9 7.1 7.1 14.3 0.0 0.0

金属製品製造業 281 10.3 10.7 12.1 7.5 1.8 13.2

はん用機械器具製造業 28 7.1 28.6 10.7 25.0 7.1 17.9

生産用機械器具製造業 79 5.1 11.4 16.5 8.9 0.0 7.6

業務用機械器具製造業 46 6.5 13.0 6.5 6.5 8.7 10.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 30.2 11.6 4.7 7.0 2.3 9.3

電気機械器具製造業 116 12.1 15.5 7.8 10.3 6.0 14.7

情報通信機械器具製造業 15 13.3 0.0 6.7 6.7 0.0 13.3

輸送用機械器具製造業 91 17.6 7.7 8.8 5.5 5.5 15.4

【職種】

技能職 558 11.6 9.7 12.0 5.9 3.2 10.9

技術職 168 16.1 14.9 10.1 8.9 1.8 18.5  
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（単位：％）

ｎ

公共職業訓
練機関（ポ
リテクセン
ター、工業
技術セン
ター、試験
場等含む）

専修学校・
各種学校

高専、大
学、大学院

等
その他

社外の機関
に通ったこ
とはない

無回答

合計 903 12.2 1.0 0.7 0.8 44.5 10.9

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 11.1 0.0 0.0 0.0 44.4 18.5

5～9人 148 7.4 1.4 0.0 0.0 62.8 10.1

10～29人 385 10.4 0.3 0.3 0.8 44.2 14.8

30～49人 116 18.1 1.7 0.9 1.7 40.5 5.2

50～99人 111 18.0 2.7 0.9 0.0 39.6 6.3

100人以上 110 13.6 0.9 1.8 1.8 32.7 4.5

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 4.9 0.0 0.0 1.0 48.0 13.7

鉄鋼業 55 12.7 1.8 0.0 0.0 38.2 21.8

非鉄金属製造業 28 7.1 0.0 0.0 0.0 46.4 14.3

金属製品製造業 281 16.4 1.1 1.4 0.4 40.9 10.3

はん用機械器具製造業 28 28.6 0.0 0.0 0.0 25.0 7.1

生産用機械器具製造業 79 12.7 1.3 0.0 1.3 46.8 7.6

業務用機械器具製造業 46 13.0 0.0 2.2 4.3 56.5 8.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 9.3 0.0 0.0 0.0 44.2 4.7

電気機械器具製造業 116 10.3 1.7 0.0 0.9 48.3 11.2

情報通信機械器具製造業 15 13.3 0.0 0.0 0.0 53.3 13.3

輸送用機械器具製造業 91 8.8 1.1 1.1 0.0 45.1 9.9

【職種】

技能職 558 12.7 0.4 0.5 0.7 46.4 9.5

技術職 168 16.7 1.8 1.8 0.6 38.1 9.5  
 

の回答者よりも目立って高く、はん用機械器具製造業に勤務する回答者では、「民間教育訓練

機関」（28.6％）、「商工会議所などの地域の経営者団体」（25.0％）、「公共職業訓練機関」（28.6％）

など、他業種に比べて回答率が高い項目がいくつか見られる。職種別に見てみると、技能職

は技術職と比較して「社外の機関に通ったことはない」という割合がやや高い。 

 

（２）派遣されたことについての評価 

Off-JT のために社外の機関に通ったことがあるという回答者 509 人に、社外の機関での研

修の評価についてたずねた。最も多かったのは「ある程度有効である」（42.3％）で、これに

「大いに有効である」を加えると、社外の機関に通った経験のある回答者の約 6 割が、そう

した経験を有効と評価していることとなる（図表３－６－７）。 

有効であると評価する割合は、従業員 5 人以上 100 人未満の企業に勤める回答者について

みると規模が大きくなるほどに高くなっていくが、100 人以上の企業に勤務する回答者では

低下する。 
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図表３－６－７ Ｏｆｆ－ＪＴの目的で社外の機関に通ったことについての評価 

（単位：％）

ｎ
大いに有
効である

ある程度
有効である

どちらとも
言えない

あまり有効
でない

全く有効で
ない

無回答

合計 509 16.4 42.3 14.8 3.8 1.4 21.4

【勤務先従業員規模】

4人以下 15 6.7 33.3 26.7 0.0 0.0 33.3

5～9人 55 12.7 45.5 18.2 1.8 0.0 21.8

10～29人 215 17.7 34.0 13.5 4.2 2.8 27.9

30～49人 69 21.7 43.5 13.0 4.3 0.0 17.4

50～99人 67 14.9 62.7 10.4 3.0 0.0 9.0

100人以上 74 14.9 48.6 18.9 5.4 1.4 10.8

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 53 18.9 35.8 9.4 7.5 1.9 26.4

鉄鋼業 34 11.8 41.2 8.8 2.9 5.9 29.4

非鉄金属製造業 15 13.3 40.0 26.7 0.0 0.0 20.0

金属製品製造業 166 16.3 43.4 18.1 3.0 0.6 18.7

はん用機械器具製造業 21 19.0 52.4 9.5 0.0 4.8 14.3

生産用機械器具製造業 42 23.8 40.5 11.9 4.8 2.4 16.7

業務用機械器具製造業 20 20.0 40.0 10.0 10.0 0.0 20.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 24 8.3 62.5 16.7 0.0 0.0 12.5

電気機械器具製造業 60 13.3 45.0 8.3 3.3 1.7 28.3

情報通信機械器具製造業 7 0.0 71.4 14.3 0.0 0.0 14.3

輸送用機械器具製造業 50 20.0 32.0 18.0 4.0 0.0 26.0

【職種】

技能職 299 17.7 44.5 14.7 2.0 1.0 20.1

技術職 104 15.4 41.3 15.4 6.7 1.9 19.2  
注：Off-JT のために会社の指示で社外の機関に通ったことがある 509 人の回答を集計。 

 

（３）派遣されたことが有効であった理由 

社外の機関に通った経験が自らの能力開発において「大いに有効である」または「ある程

度有効である」と答えた回答者 293 人に対してその理由をたずねたところ、「仕事をするうえ

で必要な能力を意識することができるから」の指摘率が 75.5％で最も高く、以下指摘率の高

い順に「自分の職業能力のレベルを知ることができるから」（31.6％）、「資格取得のために効

果的だから」（23.5％）などとなっているが、「仕事をするうえで必要な能力を意識すること

ができるから」に比べると指摘率はかなり低くなっている（図表３－６－８）。 

回答者の勤務先従業員規模別に集計してみると、従業員 5～9 人の企業に勤める回答者で、

他の従業員規模の回答者が 1～2 割弱にとどまる「人脈の形成につながるから」が 3 割を超え

ているのが目につく。また、技能職は、技術職に比べて「資格取得のために効果的だから」

の割合が高くなっている。 
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図表３－６－８ 社外の機関に通ったことが有効であった理由（複数回答） 

（単位：％）

ｎ

資格取得
のために
効果的だ

から

仕事をす
る上で必
要な能力
を意識す
ることがで
きるから

自分の職
業能力の
レベルを
知ること
ができる

から

同じ職種
の人と接
すること
で、モチ

ベーション
が上がる

から

人脈の形
成につな
がるから

教育訓練
に関する
新しい情
報を入手
できるか

ら

その他 無回答

合計 293 23.5 75.5 31.6 20.7 13.6 22.1 0.3 2.4

【勤務先従業員規模】

4人以下 6 16.7 33.3 33.3 16.7 0.0 33.3 0.0 0.0

5～9人 32 25.0 81.3 31.3 21.9 31.3 25.0 0.0 3.1

10～29人 111 29.7 73.0 29.7 18.9 10.8 21.6 0.0 1.8

30～49人 45 22.2 75.6 26.7 22.2 8.9 22.2 0.0 2.2

50～99人 52 13.5 78.8 36.5 17.3 19.2 15.4 0.0 3.8

100人以上 47 19.1 78.7 36.2 27.7 8.5 27.7 2.1 2.1

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 29 20.7 86.2 31.0 17.2 13.8 31.0 0.0 0.0

鉄鋼業 18 44.4 55.6 11.1 16.7 0.0 22.2 5.6 5.6

非鉄金属製造業 8 37.5 75.0 12.5 12.5 12.5 37.5 0.0 0.0

金属製品製造業 99 26.3 77.8 34.3 19.2 13.1 15.2 0.0 1.0

はん用機械器具製造業 15 0.0 73.3 40.0 20.0 13.3 20.0 0.0 6.7

生産用機械器具製造業 27 22.2 74.1 33.3 25.9 11.1 29.6 0.0 0.0

業務用機械器具製造業 12 8.3 83.3 25.0 33.3 16.7 25.0 0.0 8.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 17 17.6 76.5 29.4 17.6 11.8 29.4 0.0 0.0

電気機械器具製造業 35 20.0 71.4 42.9 17.1 25.7 20.0 0.0 5.7

情報通信機械器具製造業 5 0.0 100.0 40.0 40.0 20.0 40.0 0.0 0.0

輸送用機械器具製造業 26 30.8 69.2 26.9 26.9 7.7 23.1 0.0 3.8

【職種】

技能職 186 28.0 72.6 32.8 23.7 11.8 21.5 0.0 2.7

技術職 59 16.9 78.0 30.5 16.9 16.9 23.7 0.0 1.7  
注：今の勤務先からの指示により、Off-JT の目的で社外の機関に通ったことがあり、なおかつ社外の

機関に通ったことが「大いに有効だった」、「ある程度有効だった」と評価する従業員 293 人の回
答を集計。 

 

２．現在の勤務先におけるＯｆｆ－ＪＴへの要望 

勤務している会社で行われる Off-JT に関して希望することを回答の多い順に並べてみる

と、「仕事や作業をスムーズに進める上での専門知識・スキルの習得ができるようにしてほし

い」（20.6％）、「仕事に関連した資格を習得するための Off-JT を充実させてほしい」（14.7％）、

「場当たり的に実施するのではなく、計画的に実施してほしい」（14.4％）と続く。他方で

「Off-JT についての希望は特にない」と答えた回答者が約 3 分の 1 いる（図表３－６－９）。 

「Off-JT についての希望は特にない」の割合は回答者の勤務先従業員規模が大きくなるほ

ど低下し、「Off-JT の時間を今よりも増やしてほしい」、「場当たり的に実施するのではなく、

計画的に実施してほしい」、「仕事や作業をスムーズに進める上での専門知識・スキルの習得

ができるようにしてほしい」、「キャリア形成に必要な知識・技術を体系的に習得できるよう

にしてほしい」といった希望の指摘率が上昇する。業種別の集計では、鉄鋼業に勤務する回

答者で「Off-JT についての希望は特にない」の割合が半数近くに達しているのが目立つ。技

能職と技術職を比べると、前者で「Off-JT についての希望は特にない」の割合が約 11 ポイ 
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図表３－６－９ 今の勤務先におけるＯｆｆ－ＪＴについての要望 

（単位：％）

ｎ

Off-JTの時
間を今よりも
増やしてほ

しい

Off-JTの時
間を今よりも
減らしてほし
い、あるい

はなくしてほ
しい

Off-JTの内
容を今よりも
多様なもの
にしてほしい

Off-JTの内
容を今よりも
絞り込んで

ほしい

場当たり的
に実施する
のではなく、
計画的に実
施してほし

い

仕事や作業
をスムーズ
に進める上
での専門知
識・スキル
の習得がで
きるようにし

てほしい

合計 903 9.3 1.2 6.3 2.1 14.4 20.6

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 3.7 0.0 0.0 0.0 3.7

5～9人 148 3.4 1.4 1.4 0.7 9.5 12.8

10～29人 385 8.3 0.8 7.0 1.6 12.2 18.4

30～49人 116 9.5 0.9 7.8 3.4 17.2 20.7

50～99人 111 12.6 2.7 4.5 5.4 19.8 24.3

100人以上 110 20.0 0.9 12.7 1.8 24.5 40.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 11.8 2.9 5.9 1.0 23.5 21.6

鉄鋼業 55 5.5 1.8 3.6 0.0 3.6 14.5

非鉄金属製造業 28 0.0 3.6 7.1 0.0 7.1 21.4

金属製品製造業 281 9.3 0.7 6.0 2.1 14.6 20.6

はん用機械器具製造業 28 14.3 0.0 14.3 3.6 21.4 28.6

生産用機械器具製造業 79 15.2 1.3 8.9 2.5 24.1 26.6

業務用機械器具製造業 46 10.9 0.0 6.5 4.3 13.0 21.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 14.0 4.7 9.3 4.7 4.7 14.0

電気機械器具製造業 116 5.2 0.0 4.3 0.9 14.7 21.6

情報通信機械器具製造業 15 0.0 0.0 0.0 6.7 0.0 6.7

輸送用機械器具製造業 91 5.5 1.1 6.6 2.2 8.8 17.6

【職種】

技能職 558 9.0 0.9 6.6 2.3 12.4 19.0

技術職 168 13.1 1.8 6.0 1.2 18.5 28.0

（単位：％）

ｎ

日常の業務
で身につけ
た作業のや
り方の裏づ
けとなるよう
な知識や理
論を習得で
きるようにし

てほしい

キャリア形
成（キャリア
の節目ごと）
に必要な知
識・技能を
体系的に習
得できるよう
にしてほしい

仕事に関連
した資格を
習得するた
めのOff-JT
を充実させ
てほしい

その他
Off-JTにつ
いての希望
は特にない

無回答

合計 903 12.5 10.1 14.7 0.8 35.2 14.2

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 14.8 3.7 11.1 0.0 40.7 29.6

5～9人 148 8.8 2.0 10.8 0.0 40.5 23.0

10～29人 385 10.1 7.5 11.2 0.3 41.6 15.1

30～49人 116 15.5 15.5 19.0 1.7 31.9 7.8

50～99人 111 11.7 11.7 17.1 1.8 24.3 10.8

100人以上 110 22.7 24.5 26.4 1.8 20.9 2.7

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 15.7 10.8 14.7 0.0 33.3 10.8

鉄鋼業 55 9.1 3.6 9.1 0.0 49.1 23.6

非鉄金属製造業 28 7.1 3.6 7.1 3.6 39.3 10.7

金属製品製造業 281 14.6 10.3 17.4 0.7 30.6 13.5

はん用機械器具製造業 28 14.3 14.3 21.4 3.6 25.0 17.9

生産用機械器具製造業 79 11.4 10.1 13.9 0.0 35.4 8.9

業務用機械器具製造業 46 13.0 4.3 15.2 0.0 41.3 13.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 9.3 16.3 9.3 0.0 37.2 11.6

電気機械器具製造業 116 13.8 8.6 15.5 1.7 36.2 14.7

情報通信機械器具製造業 15 6.7 0.0 6.7 0.0 80.0 0.0

輸送用機械器具製造業 91 6.6 14.3 14.3 1.1 33.0 23.1

【職種】

技能職 558 12.0 7.9 13.6 0.4 38.5 13.6

技術職 168 14.9 12.5 16.7 1.2 27.4 14.9  
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ント高く、後者では「仕事や作業をスムーズに進める上での専門知識・スキルの習得ができ

るようにしてほしい」の割合がより高くなっている。 

 

第６節 勤務先における自己啓発支援の状況 

 

１．自己啓発に対する会社の支援の有無 

自己啓発に対する会社の支援については、「行っていない」と答えた回答者が約 6 割を占

める（図表３－６－１０）。従業員 5 人以上 100 人未満の企業に勤務する回答者についてみる

と、勤務先の従業員規模が大きくなるほど、「行っている」の割合が高くなる。また、はん用

機械器具製造業の勤務者では「行っている」の割合が他業種の勤務者に比べ高くなっている。

技能職と技術職の間では回答状況に差がみられ、技術職において「行っている」の割合が約

15 ポイント高い。 

 

図表３－６－１０ 現在の勤務先による自己啓発支援の有無 

（単位：％）

ｎ 行っている 行っていない 無回答

合計 903 32.7 58.9 8.4

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 29.6 55.6 14.8

5～9人 148 20.3 68.2 11.5

10～29人 385 28.8 61.8 9.4

30～49人 116 40.5 52.6 6.9

50～99人 111 51.4 45.9 2.7

100人以上 110 37.3 60.0 2.7

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 28.4 60.8 10.8

鉄鋼業 55 32.7 52.7 14.5

非鉄金属製造業 28 39.3 46.4 14.3

金属製品製造業 281 32.7 61.2 6.0

はん用機械器具製造業 28 42.9 53.6 3.6

生産用機械器具製造業 79 38.0 57.0 5.1

業務用機械器具製造業 46 30.4 63.0 6.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 34.9 62.8 2.3

電気機械器具製造業 116 31.0 62.1 6.9

情報通信機械器具製造業 15 33.3 53.3 13.3

輸送用機械器具製造業 91 31.9 52.7 15.4

【職種】

技能職 558 30.1 61.3 8.6

技術職 168 45.2 47.0 7.7  
 

２．今後の支援に対する要望 

自主的に行う仕事に関する勉強・学習への勤務先からの支援について、どのようなことを

希望するかをたずねたところ、希望する支援としては「金銭的な支援を充実してほしい」が

20.8％で最も回答が多く、以下、「支援を実施してほしい／支援の対象となる教育訓練を増や
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してほしい」（18.5％）、「教育訓練の内容や機会についての情報提供を充実してほしい」

（16.6％）と続く。他方で、4 割を超える回答者が「特に希望することはない」と答えてい

る（図表３－６－１１）。 

回答者の勤務先規模が大きくなるにつれ「特に希望することはない」の割合は低下し、「支

援を実施してほしい／支援の対象となる教育訓練を増やしてほしい」、「金銭的な支援を充実

してほしい」、「教育訓練の内容や機械についての情報提供を充実してほしい」、「自主的な教

育訓練を進めるための勤務時間制度や休暇制度を設けてほしい」、「有意義な教育訓練に関す

るガイダンスなどを行ってほしい」といった要望の指摘率が上昇する傾向にある。また、鉄

鋼業の勤務者では「特に希望することはない」の割合が 65.5％と、他業種の勤務者に比べて

格段に高くなっている。技能職と技術職を比べると、「特に希望することはない」の割合に差

がみられ、前者でより高くなっている。 

 

図表３－６－１１ 今後の自己啓発支援に対する要望（複数回答） 

（単位：％）

ｎ

支援を実施し
てほしい／支
援の対象と
なる教育訓

練を増やして
ほしい

金銭的な支
援を充実して

ほしい

教育訓練の
内容や機会
についての
情報提供を
充実してほし

い

資格取得に
関連する教

育訓練を行う
際に支援して

ほしい

自主的な教
育訓練を進
めるための
勤務時間制
度や休暇制
度を設けて

ほしい

合計 903 18.5 20.8 16.6 14.5 9.5

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 18.5 7.4 0.0 7.4 3.7

5～9人 148 6.8 13.5 14.2 12.2 6.1

10～29人 385 16.6 19.2 13.0 14.0 8.1

30～49人 116 22.4 23.3 16.4 20.7 11.2

50～99人 111 27.0 29.7 24.3 11.7 11.7

100人以上 110 29.1 29.1 30.0 18.2 17.3

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 15.7 19.6 15.7 18.6 8.8

鉄鋼業 55 7.3 9.1 3.6 7.3 5.5

非鉄金属製造業 28 14.3 10.7 14.3 17.9 10.7

金属製品製造業 281 21.4 20.3 18.1 17.4 9.3

はん用機械器具製造業 28 7.1 14.3 14.3 10.7 17.9

生産用機械器具製造業 79 17.7 25.3 13.9 8.9 12.7

業務用機械器具製造業 46 17.4 26.1 10.9 15.2 13.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 20.9 20.9 20.9 11.6 9.3

電気機械器具製造業 116 21.6 26.7 23.3 18.1 6.9

情報通信機械器具製造業 15 6.7 6.7 0.0 6.7 6.7

輸送用機械器具製造業 91 20.9 23.1 17.6 9.9 9.9

【職種】

技能職 558 17.2 18.6 16.3 16.5 9.9

技術職 168 25.0 23.8 20.2 13.1 8.3  
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（単位：％）

ｎ

自主的な教
育訓練に関
する理解を
高めるよう、
職場に働き

かけてほしい

有意義な教
育訓練に関
するガイダン
スなどを行っ

てほしい

その他
特に希望す
ることはない

無回答

合計 903 7.9 5.1 0.2 42.7 7.5

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 0.0 3.7 51.9 14.8

5～9人 148 3.4 2.0 0.0 54.1 10.8

10～29人 385 6.2 3.9 0.0 48.6 8.1

30～49人 116 12.1 6.9 0.0 37.1 3.4

50～99人 111 9.9 8.1 0.9 27.9 4.5

100人以上 110 15.5 10.0 0.0 27.3 2.7

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 6.9 5.9 0.0 35.3 7.8

鉄鋼業 55 1.8 1.8 0.0 65.5 14.5

非鉄金属製造業 28 3.6 7.1 0.0 50.0 7.1

金属製品製造業 281 9.6 5.3 0.0 42.0 5.7

はん用機械器具製造業 28 7.1 7.1 0.0 42.9 10.7

生産用機械器具製造業 79 5.1 5.1 1.3 43.0 6.3

業務用機械器具製造業 46 8.7 6.5 0.0 50.0 6.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 9.3 2.3 2.3 46.5 2.3

電気機械器具製造業 116 7.8 5.2 0.0 41.4 6.0

情報通信機械器具製造業 15 6.7 6.7 0.0 53.3 13.3

輸送用機械器具製造業 91 8.8 4.4 0.0 35.2 12.1

【職種】

技能職 558 6.6 4.5 0.2 45.7 7.3

技術職 168 9.5 7.7 0.0 34.5 8.3  

 

第７節 仕事上の能力を高めるために必要な情報の収集 

 

仕事上の能力を高めるために必要な研修や教材などに関する情報は、「今の勤務先（会社）

から」集めている回答者が約 4 割で最も多く、その他には、「今の勤務先で使用する機器等の

メーカーから」（13.6％）、「同じ業界で働く他社の人から」（10.1％）といった方法が使われ

ている。また約 2 割の回答者は「研修や教材などに関する情報を集めていない」と答えた（図

表３－６－１２）。 

従業員 100 人未満の企業に勤務する回答者についてみると、「研修や教材などに関する情

報を集めていない」割合は、規模が小さくなるにつれて高まる。また、「民間教育訓練機関か

ら」、「能力開発協会、労働基準協会、公益法人（財団、社団、職業訓練法人等）から」情報

を収集する回答者の割合は、勤務先の従業員規模がより大きい回答者ほど高い。業種別に見

てみると、生産用機械器具製造業の勤務者で「今の勤務先で使用する機器等のメーカーから」

情報を収集するという割合が他業種の勤務者に比べて高く、一方、電子部品・デバイス・電 
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図表３－６－１２ 能力を高めるために必要な情報を集める方法 

（単位：％）

ｎ
今の勤務
先（会社）

から

今の勤務
先の親会

社・グ
ループ会
社などか

ら

民間教育
訓練機関

から

今の勤務
先で使用
する機器
等のメー
カーから

商工会議
所など地
域の経営
者団体か

ら

今の勤務
先が加盟
する業界
団体から

能力開発
協会、労
働基準協
会、公益
法人（財
団、社

団、職業
訓練法人
等）から

公共職業
訓練機関
（ポリテク
センター、
工業技術
センター、
試験場等
含む）か

ら

合計 903 41.7 8.9 5.4 13.6 5.4 3.4 5.5 5.1

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 37.0 0.0 0.0 3.7 0.0 0.0 0.0 3.7

5～9人 148 34.5 11.5 2.0 9.5 3.4 0.7 0.7 2.0

10～29人 385 39.2 8.6 3.9 15.1 5.7 2.9 4.4 4.2

30～49人 116 39.7 6.9 7.8 18.1 7.8 6.0 7.8 10.3

50～99人 111 57.7 8.1 9.0 8.1 7.2 7.2 9.0 8.1

100人以上 110 49.1 11.8 10.9 17.3 4.5 3.6 11.8 4.5

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 40.2 15.7 3.9 12.7 2.9 5.9 6.9 4.9

鉄鋼業 55 34.5 3.6 1.8 10.9 1.8 0.0 0.0 3.6

非鉄金属製造業 28 42.9 3.6 0.0 14.3 10.7 3.6 0.0 3.6

金属製品製造業 281 43.1 9.3 6.0 11.4 5.3 3.6 6.0 6.4

はん用機械器具製造業 28 50.0 0.0 10.7 14.3 10.7 3.6 14.3 10.7

生産用機械器具製造業 79 51.9 10.1 3.8 25.3 8.9 2.5 3.8 0.0

業務用機械器具製造業 46 50.0 4.3 6.5 13.0 0.0 10.9 2.2 2.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 37.2 9.3 11.6 11.6 4.7 0.0 4.7 2.3

電気機械器具製造業 116 33.6 6.0 6.9 18.1 6.0 2.6 6.9 8.6

情報通信機械器具製造業 15 40.0 20.0 0.0 6.7 6.7 0.0 6.7 0.0

輸送用機械器具製造業 91 39.6 8.8 5.5 7.7 7.7 3.3 7.7 5.5

【職種】

技能職 558 46.2 8.6 3.8 12.5 3.2 2.3 2.5 2.9

技術職 168 44.6 11.9 9.5 22.6 5.4 5.4 11.9 10.7  
（単位：％）

ｎ
専修学
校・各種
学校から

高専、大
学、大学
院等から

今の勤務
先の同僚

から

同じ業界
で働く他
社の人か

ら

業界紙
(誌)から

その他

研修や教
材などに
関する情
報は集め
ていない

無回答

合計 903 0.4 0.6 6.6 10.1 7.2 7.4 23.3 7.2

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 0.0 7.4 11.1 11.1 3.7 37.0 7.4

5～9人 148 0.0 0.0 5.4 9.5 4.7 3.4 29.7 12.2

10～29人 385 0.3 0.0 6.8 12.5 7.5 7.3 24.2 7.0

30～49人 116 0.9 1.7 4.3 8.6 6.0 9.5 24.1 6.0

50～99人 111 0.9 0.0 8.1 6.3 8.1 10.8 13.5 3.6

100人以上 110 0.9 2.7 9.1 7.3 8.2 9.1 18.2 2.7

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 1.0 0.0 11.8 14.7 7.8 8.8 18.6 10.8

鉄鋼業 55 0.0 0.0 5.5 7.3 5.5 5.5 32.7 10.9

非鉄金属製造業 28 0.0 0.0 3.6 14.3 0.0 0.0 25.0 14.3

金属製品製造業 281 0.4 1.1 6.8 11.0 6.8 7.8 23.1 5.7

はん用機械器具製造業 28 0.0 0.0 10.7 10.7 3.6 7.1 17.9 3.6

生産用機械器具製造業 79 0.0 1.3 6.3 7.6 7.6 10.1 20.3 2.5

業務用機械器具製造業 46 0.0 2.2 10.9 13.0 19.6 6.5 23.9 4.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 0.0 0.0 2.3 0.0 9.3 7.0 37.2 2.3

電気機械器具製造業 116 0.9 0.0 4.3 4.3 7.8 9.5 25.0 7.8

情報通信機械器具製造業 15 0.0 0.0 0.0 0.0 13.3 6.7 26.7 6.7

輸送用機械器具製造業 91 1.1 0.0 6.6 15.4 4.4 4.4 16.5 12.1

【職種】

技能職 558 0.4 0.2 7.2 10.0 5.0 6.1 27.8 5.7

技術職 168 0.6 1.8 3.6 9.5 14.9 10.1 11.9 5.4  
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子回路製造業の勤務者では「研修や教材などに関する情報を集めてはいない」が 4 割近くに

達しているのが目につく。技能職と技術職を比較してみると、「研修や教材などに関する情報

を集めてはいない」の割合が技術職では 10％強であるのに対して、技能職では 27.8％と 3 割

近い数字になっている。収集方法で差がみられるのは「今の勤務先で使用する機器等のメー

カーから」の回答率で、技術職のほうが約 10 ポイント高くなっている。 

 

第８節 能力開発に関する取組みの程度 

 

OJT を通じた知識・技能の習得を積極的に行っている（「積極的に行っている」あるいは

「やや積極的に行っている」）という回答者は 17.9％、勤務先の従業員規模がより大きい回

答者ほど、積極的に行っているとする割合は高まり、「全く積極的ではない」の割合が低下す

る。業種別に集計してみると、はん用機械器具製造業の勤務者で積極的に行っているという

割合が 35.7％と他業種の勤務者よりも高く、技能職と技術職を比較してみると、前者では積

極的に行っているという割合が 16.1％であるのに対し、後者では 25.0％と、技術職のほうが

OJT に積極的に取り組む傾向がやや強いという結果であった（図表３－６－１３①）。 

 

図表３－６－１３① 取組みの程度：ＯＪＴを通じた知識・技能の習得 

（単位：％）

ｎ
積極的に
行っている

やや積極
的に行って

いる

どちらとも
言えない

さほど積極
的ではない

全く積極的
ではない

無回答

合計 903 4.7 13.2 30.0 18.4 26.1 7.6

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 0.0 29.6 14.8 33.3 22.2

5～9人 148 0.7 5.4 29.1 20.9 30.4 13.5

10～29人 385 3.9 9.4 31.2 18.7 28.8 8.1

30～49人 116 6.0 17.2 32.8 15.5 26.7 1.7

50～99人 111 6.3 27.0 25.2 18.9 20.7 1.8

100人以上 110 10.9 21.8 30.9 18.2 15.5 2.7

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 3.9 14.7 35.3 15.7 21.6 8.8

鉄鋼業 55 1.8 7.3 34.5 20.0 23.6 12.7

非鉄金属製造業 28 0.0 14.3 17.9 14.3 35.7 17.9

金属製品製造業 281 4.6 13.2 33.1 16.7 28.1 4.3

はん用機械器具製造業 28 7.1 28.6 25.0 17.9 14.3 7.1

生産用機械器具製造業 79 5.1 13.9 26.6 20.3 27.8 6.3

業務用機械器具製造業 46 15.2 10.9 26.1 15.2 23.9 8.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 11.6 2.3 32.6 27.9 18.6 7.0

電気機械器具製造業 116 0.9 14.7 30.2 19.0 28.4 6.9

情報通信機械器具製造業 15 0.0 26.7 13.3 20.0 33.3 6.7

輸送用機械器具製造業 91 3.3 12.1 26.4 20.9 26.4 11.0

【職種】

技能職 558 3.9 12.2 30.1 18.8 27.8 7.2

技術職 168 6.5 18.5 32.7 18.5 16.7 7.1  
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勤務先での Off-JT 機会の活用については、積極的に行っている（「積極的に行っている」

あるいは「やや積極的に行っている」）回答者は 11.0％で、積極的ではない（「さほど積極的

ではない」あるいは「全く積極的ではない」）という回答者が 52.0％を占めた（図表３－６

－１３②）。 

勤務先従業員規模との関連を見てみると、積極的に行っているという割合は、勤務先の従

業員規模がより大きい回答者ほど高くなる。また、業種別に集計してみると、はん用機械器

具製造業の勤務者では積極的でないという回答の割合が 32.1％にとどまり、他業種の勤務者

に比べて低い。職種別に比較したところ、技能職は積極的でないという回答の割合が 53.6％

で、技術職の 47.1％と比べてやや高くなっている。 

 

図表３－６－１３② 取組みの程度：勤務先でのＯｆｆ－ＪＴ機会の活用 

（単位：％）

ｎ
積極的に
行っている

やや積極
的に行って

いる

どちらとも
言えない

さほど積極
的ではない

全く積極的
ではない

無回答

合計 903 2.3 8.7 29.6 21.2 30.8 7.4

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 0.0 22.2 22.2 37.0 18.5

5～9人 148 0.7 5.4 26.4 18.9 36.5 12.2

10～29人 385 1.6 6.2 31.7 20.0 32.7 7.8

30～49人 116 3.4 11.2 25.9 21.6 35.3 2.6

50～99人 111 3.6 14.4 32.4 25.2 21.6 2.7

100人以上 110 5.5 16.4 30.0 24.5 20.9 2.7

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 2.9 5.9 32.4 20.6 28.4 9.8

鉄鋼業 55 1.8 3.6 34.5 21.8 27.3 10.9

非鉄金属製造業 28 0.0 7.1 21.4 17.9 39.3 14.3

金属製品製造業 281 2.1 13.2 29.9 20.6 30.6 3.6

はん用機械器具製造業 28 0.0 7.1 50.0 10.7 21.4 10.7

生産用機械器具製造業 79 1.3 8.9 24.1 24.1 35.4 6.3

業務用機械器具製造業 46 4.3 10.9 28.3 15.2 32.6 8.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 9.3 2.3 32.6 25.6 25.6 4.7

電気機械器具製造業 116 0.9 8.6 29.3 19.8 34.5 6.9

情報通信機械器具製造業 15 0.0 0.0 26.7 26.7 40.0 6.7

輸送用機械器具製造業 91 3.3 6.6 26.4 24.2 27.5 12.1

【職種】

技能職 558 2.5 8.2 29.2 19.9 33.7 6.5

技術職 168 0.6 12.5 32.7 28.6 18.5 7.1  
 

自己啓発の実施については、積極的に行っている（「積極的に行っている」あるいは「や

や積極的に行っている」）回答は 9.3％と 1 割に満たず、他方、積極的ではない（「さほど積

極的ではない」あるいは「全く積極的ではない」）というは 58.9％と 6 割近くに達している

（図表３－６－１３③）。 

勤務先従業員規模との関連を見てみると、「全く積極的ではない」という回答の割合が、

勤務先の従業員規模が小さくなるにつれて上昇しており、積極的に行っているという回答の
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割合は低下している。また、技能職と技術職の間で、「全く積極的ではない」という回答の割

合に差がみられ、技術職では 4 分の 1 程度であるのに対し、技能職では 4 割を超えている。 

 

図表３－６－１３③ 取組みの程度：自己啓発の実施 

（単位：％）

ｎ
積極的に
行っている

やや積極
的に行って

いる

どちらとも
言えない

さほど積極
的ではない

全く積極的
ではない

無回答

合計 903 2.4 6.9 24.7 22.7 36.1 7.2

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 0.0 18.5 18.5 44.4 18.5

5～9人 148 1.4 3.4 20.3 20.3 41.9 12.8

10～29人 385 2.3 5.5 25.7 20.0 39.2 7.3

30～49人 116 2.6 9.5 28.4 21.6 36.2 1.7

50～99人 111 3.6 9.9 26.1 27.9 29.7 2.7

100人以上 110 3.6 12.7 24.5 32.7 23.6 2.7

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 0.0 3.9 29.4 23.5 34.3 8.8

鉄鋼業 55 1.8 0.0 34.5 14.5 36.4 12.7

非鉄金属製造業 28 0.0 10.7 14.3 25.0 35.7 14.3

金属製品製造業 281 3.2 8.2 23.1 23.1 39.1 3.2

はん用機械器具製造業 28 3.6 0.0 17.9 35.7 28.6 14.3

生産用機械器具製造業 79 3.8 7.6 24.1 20.3 38.0 6.3

業務用機械器具製造業 46 4.3 8.7 23.9 17.4 39.1 6.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 2.3 9.3 30.2 23.3 30.2 4.7

電気機械器具製造業 116 0.9 11.2 27.6 21.6 31.9 6.9

情報通信機械器具製造業 15 6.7 0.0 20.0 20.0 46.7 6.7

輸送用機械器具製造業 91 2.2 5.5 20.9 27.5 33.0 11.0

【職種】

技能職 558 1.6 5.0 23.8 22.2 40.9 6.5

技術職 168 2.4 11.3 29.2 23.8 26.2 7.1  

 

第９節 能力開発に関する取組みの自己評価 

 

自身の OJT を通じた知識・技能の習得については、約 3 分の 1 の回答者が「実施していな

い」と答えている。うまくいっている（「非常にうまくいっている」あるいは「うまくいって

いる」）と評価しているのは 15.8％で、うまくいっていない（「あまりうまくいっていない」

または「うまくいっていない」）と評価しているのは 11.0％である（図表３－６－１４①）。 

勤務先の従業員規模がより大きい回答者ほど、「実施していない」の割合が顕著に低下し、

うまくいっていると答える割合が高まる。業種別に集計してみると、非鉄金属業の勤務者で

「実施していない」が半数に達する一方、はん用機械器具製造業や電子部品・デバイス・電

子回路製造業の勤務者では 4 分の 1 程度にとどまっている。はん用機械器具製造業の勤務者

ではうまくいっているという割合が 3 割を超えているのも目立つ。技能職と技術職を比べて

みたところ、技能職で「実施していない」の割合が 10 ポイントほど高くなっている。 
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図表３－６－１４① 取組みの自己評価：ＯＪＴを通じた知識・技能の習得 

（単位：％）

ｎ
非常にう
まくいって

いる

ある程度
うまくいっ

ている

どちらとも
言えない

あまりうま
くいってい

ない

うまくいっ
ていない

実施して
ない

無回答

合計 903 1.7 14.1 28.8 8.2 2.8 34.4 10.1

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 0.0 18.5 11.1 0.0 48.1 22.2

5～9人 148 0.0 2.7 26.4 8.8 3.4 41.9 16.9

10～29人 385 1.3 12.2 28.1 7.5 2.9 38.2 9.9

30～49人 116 5.2 17.2 29.3 7.8 0.9 36.2 3.4

50～99人 111 1.8 24.3 36.0 7.2 1.8 22.5 6.3

100人以上 110 1.8 25.5 30.9 10.9 5.5 20.0 5.5

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 2.9 9.8 35.3 8.8 2.9 31.4 8.8

鉄鋼業 55 3.6 9.1 32.7 10.9 3.6 27.3 12.7

非鉄金属製造業 28 0.0 10.7 17.9 7.1 0.0 50.0 14.3

金属製品製造業 281 0.7 17.4 28.1 10.7 2.5 33.1 7.5

はん用機械器具製造業 28 0.0 32.1 25.0 0.0 7.1 25.0 10.7

生産用機械器具製造業 79 2.5 15.2 25.3 6.3 2.5 39.2 8.9

業務用機械器具製造業 46 4.3 13.0 26.1 4.3 2.2 39.1 10.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 2.3 9.3 39.5 11.6 2.3 25.6 9.3

電気機械器具製造業 116 0.9 9.5 31.0 6.0 3.4 40.5 8.6

情報通信機械器具製造業 15 0.0 26.7 13.3 6.7 6.7 40.0 6.7

輸送用機械器具製造業 91 1.1 13.2 26.4 6.6 2.2 33.0 17.6

【職種】

技能職 558 1.4 14.2 29.0 6.8 2.7 36.2 9.7

技術職 168 1.8 15.5 33.9 9.5 5.4 25.0 8.9  
 

勤務先での Off-JT 機会の活用については「実施していない」と答えた回答者が約 4 割、う

まくいっている（「非常にうまくいっている」あるいは「うまくいっている」）と答えたのは

約 1 割である（図表３－６－１４②）。OJT を通じた知識・技能の習得と同じく、回答者の

勤務先従業員規模が大きくなるほど、うまくいっているという回答の割合は高くなる。また、

非鉄金属機械製造業や業務用機械器具製造業の勤務者では「実施していない」と回答する割

合が、他業種の回答者に比べて高くなっており、技能職と技術職を比較すると、これも OJT

を通じた知識・技能の習得と同様、技能職で「実施していない」とする割合が 10 ポイントほ

ど高くなっている。 
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図表３－６－１４② 取組みの自己評価：勤務先でのＯｆｆ－ＪＴ機会の活用 

（単位：％）

ｎ
非常にう
まくいって

いる

ある程度
うまくいっ

ている

どちらとも
言えない

あまりうま
くいってい

ない

うまくいっ
ていない

実施して
ない

無回答

合計 903 1.2 7.2 29.8 8.4 3.7 40.0 9.7

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 0.0 14.8 7.4 0.0 55.6 22.2

5～9人 148 0.0 3.4 22.3 8.1 5.4 45.3 15.5

10～29人 385 0.5 6.2 29.4 8.1 2.9 43.4 9.6

30～49人 116 3.4 6.9 30.2 7.8 2.6 44.8 4.3

50～99人 111 1.8 11.7 41.4 9.9 4.5 24.3 6.3

100人以上 110 2.7 12.7 34.5 10.0 5.5 30.0 4.5

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 2.0 4.9 31.4 9.8 3.9 39.2 8.8

鉄鋼業 55 0.0 0.0 40.0 10.9 3.6 32.7 12.7

非鉄金属製造業 28 0.0 10.7 21.4 3.6 0.0 50.0 14.3

金属製品製造業 281 1.8 10.7 28.8 8.9 5.0 37.7 7.1

はん用機械器具製造業 28 0.0 10.7 39.3 0.0 10.7 28.6 10.7

生産用機械器具製造業 79 0.0 2.5 27.8 10.1 3.8 48.1 7.6

業務用機械器具製造業 46 2.2 6.5 23.9 6.5 0.0 50.0 10.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 2.3 11.6 30.2 9.3 4.7 34.9 7.0

電気機械器具製造業 116 0.9 4.3 31.0 8.6 1.7 45.7 7.8

情報通信機械器具製造業 15 0.0 0.0 33.3 0.0 6.7 53.3 6.7

輸送用機械器具製造業 91 1.1 8.8 27.5 7.7 2.2 34.1 18.7

【職種】

技能職 558 1.4 6.8 29.4 6.5 4.3 42.5 9.1

技術職 168 0.6 8.9 36.3 10.1 3.6 31.5 8.9  
 

自己啓発の実施については、「実施してない」回答者が 45.8％、うまくいっている（「非常

にうまくいっている」あるいは「うまくいっている」）という回答者が 6.0％である（図表３

－６－１４③）。 

OJT や Off-JT の実施と同じく、勤務先の従業員規模がより大きい回答者ほど、「実施して

いない」の割合が低下し、うまくいっていると答える割合が高まる傾向にある。また、はん

用機械器具製造業の勤務者では、「実施していない」の割合が約 3 割と他業種の勤務者に比べ

て低くなっているが、うまくいっていないとする回答者の割合が 21.4％と他業種の勤務者よ

りも高い。技能職と技術職の比較では、OJT や Off-JT と同様、技能職が「実施していない」

と答える割合がより高く、技術職における割合との開きがはっきりしている。 
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図表３－６－１４③ 取組みの自己評価：自己啓発の実施 

（単位：％）

ｎ
非常にう
まくいって

いる

ある程度
うまくいっ

ている

どちらとも
言えない

あまりうま
くいってい

ない

うまくいっ
ていない

実施して
ない

無回答

合計 903 0.7 5.3 25.4 9.6 3.8 45.8 9.4

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 0.0 0.0 14.8 11.1 0.0 51.9 22.2

5～9人 148 0.0 2.7 19.6 7.4 6.8 47.3 16.2

10～29人 385 0.3 5.5 24.4 8.1 3.6 48.8 9.4

30～49人 116 1.7 5.2 28.4 10.3 1.7 50.0 2.6

50～99人 111 1.8 5.4 33.3 11.7 4.5 37.8 5.4

100人以上 110 0.9 10.0 28.2 15.5 2.7 38.2 4.5

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 0.0 2.9 28.4 5.9 5.9 48.0 8.8

鉄鋼業 55 1.8 1.8 27.3 9.1 5.5 41.8 12.7

非鉄金属製造業 28 0.0 10.7 17.9 7.1 0.0 50.0 14.3

金属製品製造業 281 1.1 3.9 25.6 12.5 3.6 48.0 5.3

はん用機械器具製造業 28 0.0 10.7 25.0 10.7 10.7 32.1 10.7

生産用機械器具製造業 79 1.3 7.6 20.3 7.6 3.8 51.9 7.6

業務用機械器具製造業 46 0.0 4.3 23.9 4.3 0.0 54.3 13.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 2.3 9.3 27.9 9.3 2.3 41.9 7.0

電気機械器具製造業 116 0.0 8.6 26.7 11.2 4.3 40.5 8.6

情報通信機械器具製造業 15 0.0 6.7 13.3 6.7 6.7 60.0 6.7

輸送用機械器具製造業 91 0.0 3.3 28.6 8.8 1.1 39.6 18.7

【職種】

技能職 558 0.2 3.8 25.1 8.1 3.8 50.5 8.6

技術職 168 0.6 9.5 29.2 10.1 4.8 37.5 8.3  

 

第１０節 仕事上の能力を高めていく上での問題 

 

仕事上の能率を高めるにあたって問題となっていることとして比較的多くの回答者から

指摘されたのは、「従業員の間に、切磋琢磨して能力を伸ばそうという雰囲気が乏しい」

（36.2％）、「忙しすぎて、教育訓練を受ける時間がない」（27.0％）、「指導してくれる上司・

先輩がいない」（20.8％）といった点である。他方、約 4 分の 1 は「特に問題はない」と答え

ている（図表３－６－１５）。 

従業員 5 人以上の企業に勤務する回答者についてみると、「特に問題はない」は勤務先の

従業員規模がより大きい回答者ほど割合が低下する傾向にあり、反面「忙しすぎて、教育訓

練を受ける時間がない」、「指導してくれる上司・先輩がいない」の指摘率は上昇する。また、

「従業員の間に、切磋琢磨して能力を伸ばそうという雰囲気が乏しい」は、10 人未満の企業

に勤める回答者と 10 人以上の企業に勤める回答者の間で、指摘率に顕著な差がある。勤務先

業種別に集計してみると、はん用機械器具製造業の勤務者では「従業員の間に、切磋琢磨し

て能力を伸ばそうという雰囲気が乏しい」の割合が、電子部品・デバイス・電子回路製造業

の勤務者では「忙しすぎて、教育訓練を受ける時間がない」の割合が、他業種の勤務者に比

べ高く、他方、「特に問題はない」という回答者の割合は鉄鋼業の勤務者で目立って高くなっ
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ている。技能職は技術職に比べ「特に問題はない」と指摘する割合が高いが、問題点として

は「従業員の間に、切磋琢磨して能力を伸ばそうという雰囲気が乏しい」を指摘する傾向が

技術職に比べ強い。逆に技術職で指摘される傾向がより強いのは、「忙しすぎて、教育訓練を

受ける時間がない」である。 

 

図表３－６－１５ 仕事上の能力を高めていく上での問題 
（単位：％）

ｎ

従業員に
とって必
要な能力
を、会社
がわかっ
ていない

従業員に
必要な能
力を、会
社がわか
りやすい
形で伝え
てくれな

い

従業員の
間に、切
磋琢磨し
て能力を
伸ばそう
という雰
囲気が乏

しい

忙しすぎ
て、教育
訓練を受
ける時間
がない

指導をし
てくれる
上司・先
輩がいな

い

どこにど
のような
教育訓練
機関があ
るかがわ
からない

適切な内
容やレベ
ルの研修
コースを
設けてい
る教育訓
練機関が

ない

教育訓練
機関に通
うのに費
用がかか

る

その他
特に問題
はない

無回答

合計 903 8.9 12.4 36.2 27.0 20.8 11.8 5.1 10.2 1.1 25.2 5.8

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 11.1 3.7 14.8 14.8 18.5 11.1 3.7 11.1 0.0 29.6 18.5

5～9人 148 4.7 11.5 20.3 16.9 10.8 8.1 4.1 7.4 1.4 43.9 8.8

10～29人 385 9.6 10.6 39.2 24.9 20.3 13.0 4.7 10.4 1.0 24.2 4.7

30～49人 116 8.6 14.7 40.5 28.4 24.1 11.2 6.0 8.6 0.0 24.1 1.7

50～99人 111 9.9 13.5 45.0 37.8 26.1 11.7 5.4 14.4 2.7 12.6 5.4

100人以上 110 10.9 19.1 40.9 40.0 29.1 14.5 7.3 10.9 0.9 16.4 3.6

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 17.6 10.8 42.2 35.3 22.5 6.9 6.9 12.7 1.0 17.6 4.9

鉄鋼業 55 5.5 3.6 21.8 10.9 12.7 12.7 5.5 7.3 0.0 45.5 10.9

非鉄金属製造業 28 17.9 17.9 39.3 17.9 21.4 21.4 3.6 3.6 0.0 21.4 7.1

金属製品製造業 281 6.4 13.5 38.1 25.6 24.6 11.0 3.2 9.6 0.4 24.9 3.6

はん用機械器具製造業 28 3.6 21.4 57.1 28.6 28.6 10.7 7.1 7.1 3.6 17.9 10.7

生産用機械器具製造業 79 12.7 16.5 41.8 34.2 20.3 6.3 6.3 8.9 2.5 21.5 5.1

業務用機械器具製造業 46 4.3 10.9 21.7 15.2 26.1 15.2 2.2 15.2 4.3 34.8 4.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 7.0 11.6 32.6 46.5 23.3 11.6 7.0 14.0 4.7 16.3 2.3

電気機械器具製造業 116 7.8 14.7 36.2 27.6 12.9 16.4 6.9 12.9 0.9 26.7 4.3

情報通信機械器具製造業 15 6.7 6.7 13.3 20.0 13.3 0.0 0.0 6.7 0.0 40.0 13.3

輸送用機械器具製造業 91 7.7 8.8 34.1 25.3 18.7 14.3 5.5 8.8 0.0 25.3 11.0

【職種】

技能職 558 8.8 12.7 39.4 24.2 21.3 13.8 4.7 7.5 0.7 26.3 5.4

技術職 168 10.1 12.5 31.5 35.1 16.7 8.9 6.0 13.1 1.2 19.0 6.0  

 

第１１節 仕事上の能力を高めることによる効果 

 

6 項目について仕事上の能力を高めることで効果があるかどうかをたずねた（図表３－６

－１６）。回答者全体では、「顧客満足度の向上」に効果があると答えた割合が約 6 割で最も

高く、以下「会社の事業に関する理解の進展」（「非常に効果がある」と「ある程度効果があ

る」の回答率の合計・46.4％）、「勤務先に対する愛着の向上」（同・46.0％）、「職場でのコミ

ュニケーションの改善」（同・45.6％）と続く。勤務先従業員規模がより大きい回答者ほど、

「仕事の効率の向上」に効果があるとする回答の割合が高まる傾向にあり、はん用機械器具

製造業の勤務者では、他業種の勤務者に比べて「仕事の効率の向上」、「勤務先に対する愛着

の向上」、「会社の事業に関する理解の進展」に効果があるという回答の割合が高くなってい

る。また、「仕事に対するやる気の向上」、「顧客満足度の向上」、「会社の事業に関する理解の

進展」といった項目は技能職と技術職で効果があるとする割合に差があり、いずれも後者で
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高くなっている。 

図表３－６－１６ 仕事上の能力を高める効果 

（単位：％）

ｎ
仕事の効
率の向上

仕事に対
するやる
気の向上

勤務先に
対する愛
着の向上

職場での
コミュニ
ケーショ
ンの改善

顧客満足
度の向上

会社の事
業に関す
る理解の

進展

合計 903 33.4 40.9 46.0 45.6 58.0 46.4

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 11.1 48.1 29.6 25.9 40.7 48.1

5～9人 148 27.0 31.8 43.3 41.9 45.3 37.9

10～29人 385 34.8 39.7 47.8 46.2 62.3 47.8

30～49人 116 39.7 44.0 49.2 50.0 65.5 52.6

50～99人 111 28.8 53.2 49.5 43.2 55.8 45.0

100人以上 110 41.8 41.8 40.9 52.7 60.9 50.0

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 31.4 38.2 50.0 49.1 52.9 44.1

鉄鋼業 55 21.8 43.6 41.8 43.6 50.9 41.8

非鉄金属製造業 28 17.9 53.6 50.0 46.4 50.0 46.5

金属製品製造業 281 34.2 41.6 47.0 43.8 58.4 46.6

はん用機械器具製造業 28 46.4 35.7 57.2 53.6 60.7 60.7

生産用機械器具製造業 79 34.2 46.8 38.0 41.8 62.0 44.3

業務用機械器具製造業 46 39.1 37.0 39.1 50.0 63.1 45.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 37.2 30.2 46.5 44.2 51.2 55.8

電気機械器具製造業 116 32.8 42.2 43.1 42.3 64.6 44.8

情報通信機械器具製造業 15 26.7 60.0 46.6 60.0 60.0 33.3

輸送用機械器具製造業 91 34.1 37.4 48.4 47.3 53.9 46.2

【職種】

技能職 558 36.0 37.5 45.0 43.2 57.2 43.2

技術職 168 32.1 50.6 45.2 49.4 70.8 54.2  
注：数字は「非常に効果がある」と「ある程度効果がある」の割合の合計。 

 

第１２節 能力開発のための今後の取組み 

 

今後の能力開発に関して進めたい（「そう思う」と「ある程度そう思う」の回答の合計）

という回答の割合を見たところ（図表３－６－１７）、「仕事の幅を広げるために必要な知識・

技術・技能を習得したい」という回答者が約 7 割で最も多い。これとほぼ同程度の回答者が

進めたいと考えているのは、「仕事の専門性を高めるために必要な知識・技術・技能を習得し

たい」（67.2％）で、「資格を修得したい」、「マネジメント（管理・監督能力を高める内容等）

に必要な知識を習得したい」、「研修や自己啓発を行うための時間全体を増やしたい」という

回答者はいずれも 4 割前後である。「独立開業や転職のために必要な知識を習得したい」とい

う回答は 14.1％にとどまっている。 

「仕事の幅を広げるために必要な知識・技術・技能を習得したい」、「マネジメント（管理・

監督能力を高める内容等）に必要な知識を習得したい」、「仕事の幅を広げるために必要な知
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識・技術・技能を習得したい」、「資格を習得したい」はいずれも回答者の勤務先従業員規模

が大きいほど、割合が高まる傾向にある。業種別にみると、業務用機械器具製造業の勤務者

は「仕事の専門性を高めるために必要な知識・技術・技能を習得したい」や「仕事の幅を広

げるために必要な知識・技術・技能を習得したい」という割合が、はん用機械器具製造業の

勤務者では業務用機械器具製造業の勤務者と同じく「仕事の専門性を高めるために必要な知

識・技術・技能を習得したい」の割合や、「マネジメント（管理・監督能力を高める内容等）

に必要な知識を習得したい」、「資格を習得したい」の割合が、非鉄金属製造業の勤務者では

「マネジメント（管理・監督能力を高める内容等）に必要な知識を習得したい」の割合が、

それぞれ相対的に高くなっている。 

技能職と技術職を比べるとすべての活動について、技能職の方が進めたいと思う割合が高

くなっており、なかでも「仕事の専門性を高めるために必要な知識・技術・技能を習得した

い」や「研修や自己啓発を行うための時間全体を増やしたい」では 10 ポイント以上の開きが

みられる。 

 

図表３－６－１７ 能力開発のための今後の取組み 

（単位：％）

ｎ

研修や自
己啓発を

行うための
時間全体
を増やした

い

マネジメン
ト（管理・監
督能力を
高める内

容等）に必
要な知識を
習得したい

仕事の幅
を広げるた
めに必要な

知識・技
術・技能を
習得したい

仕事の専
門性を高め
るために必
要な知識・
技術・技能
を習得した

い

資格を習
得したい

独立開業
や転職の
ために必

要な知識を
習得したい

合計 903 38.2 40.8 69.3 67.2 43.2 14.1

【勤務先従業員規模】

4人以下 27 18.5 18.5 51.8 48.1 29.6 11.1

5～9人 148 31.7 24.4 53.4 50.0 29.8 11.5

10～29人 385 36.8 40.6 68.8 66.2 39.7 16.1

30～49人 116 43.1 43.9 77.5 81.0 50.9 12.9

50～99人 111 43.2 57.6 74.8 70.2 52.2 9.0

100人以上 110 47.2 51.8 85.4 83.6 60.9 18.1

【勤務先業種】

プラスチック製品製造業 102 38.2 38.3 62.8 57.8 40.2 11.7

鉄鋼業 55 20.0 23.6 54.6 58.2 38.1 11.0

非鉄金属製造業 28 32.1 53.6 67.9 64.2 46.5 17.9

金属製品製造業 281 41.3 40.2 71.5 69.0 45.9 13.9

はん用機械器具製造業 28 42.9 57.1 75.0 82.1 60.8 10.7

生産用機械器具製造業 79 41.8 41.8 69.6 68.3 38.0 14.0

業務用機械器具製造業 46 39.1 41.3 80.4 89.2 39.1 13.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 37.2 39.6 65.1 55.8 46.6 14.0

電気機械器具製造業 116 41.3 42.2 69.0 65.5 43.1 15.5

情報通信機械器具製造業 15 20.0 26.7 73.3 66.7 6.7 6.7

輸送用機械器具製造業 91 35.2 47.3 72.6 70.4 48.4 17.6

【職種】

技能職 558 35.7 38.0 68.4 66.2 42.3 12.7

技術職 168 46.4 46.5 78.0 78.0 44.7 18.4  
注：数字は「そう思う」と「ある程度そう思う」の割合の合計。 
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第Ⅳ部 
 

機械・金属関連中小企業における 

人材育成・能力開発の取組み 

－事例調査レコード－ 
 



はじめに－事例調査レコードについて－ 

 

 

１．「中小製造業（機械・金属関連産業）における人材育成・能力開発に関するアンケート調

査」の実施に伴うインタビュー調査事例の概要 

 

本調査研究では、アンケート調査の結果得られた回答の内容や傾向を理解する上で、個別

企業の事例に即した、より具体的かつ詳細な実態の把握が不可欠であると考え、「中小製造業

（機械・金属関連産業）における人材育成・能力開発に関するアンケート調査」に回答した

企業の中から対象を選定し、インタビュー調査を実施した。 

 インタビュー調査は、アンケート調査の際にインタビュー調査に応じてもよいと回答した

27 社に依頼し、そのうち了承をえた 18 社を対象に実施した。インタビュー調査実施期間は

2010 年 11 月～2011 年 3 月である。1 社当たりのインタビュー時間は 1～2 時間で、以下の項

目について各企業の関係者にたずねた。 

 

【「中小製造業（機械・金属関連産業）における人材育成・能力開発に関するアンケート調査」

の実施に伴うインタビュー調査・調査項目】 

 

①貴社の事業・顧客層の概要 

 

②事業を進めていくうえで中核となっている人材 

・事業を進めていくうえで必要となる人材はどのような人材か 

・事業を進めていく上で必要となる人材の採用状況（新卒・中途） 

 

③貴社における教育訓練、能力開発の取組みについて 

・教育訓練・能力開発の主な対象（誰に教育訓練を行っているか） 

・教育訓練・能力開発を促進するための社内での取組み 

・教育訓練・能力開発を進める際の社外の機関（業界、地域の経営者団体、公共機関、民間

の教育訓練期間）の活用状況 

・職業資格の活用状況 

 

④会社で感じている教育訓練・能力開発の成果 

 

⑤教育訓練、能力開発をより進めるために必要なもの。あるいは会社で教育訓練、能力開発

を進めていくうえでの障害になっているもの 
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 本インタビュー調査の対象となった企業のレコードは、ＸＡ社～ＸＲ社として記載してい

る。各企業の概要は以下のとおりである。 

 

図表３－１ 

「中小製造業（機械・金属関連産業）における人材育成・能力開発に関するアンケート調査」

の実施に伴うインタビュー調査・対象企業の概要 

名前 本社所在地 主要事業
就業者数

（調査時点）
インタビュー
調査実施日

ＸＡ社 福島県
産業用小型交流電動機、交流電動機応用
機器及びプレスダイカスト製品の設計、製
造、販売

91人 2010年12月21日

ＸＢ社 福島県 自動半田付け装置の製造 22人 2010年12月22日

ＸＣ社 福島県
自動車関連部品、情報通信機器部品、AV
関連部品及び安全衛生機器部品のプラス
チック射出成型用金型の設計・製造

25人 2010年12月14日

ＸＤ社 福島県 ワイヤーハーネスの製造 7人 2010年12月15日

ＸＥ社 大阪府
エンジニアリングプラスチックの切削加工、
真空成型

27人 2010年12月8日

ＸＦ社 長野県 検査装置の製造 38人 2010年11月8日

ＸＧ社 東京都 工業用ガス漏れ検知・警報機の製造 25人 2010年12月2日

ＸＨ社 愛知県
自動車部品の金属熱処理加工（焼入れ、
焼きなまし）

60人 2010年12月1日

ＸＩ社 愛知県
自動車および航空・宇宙関連のゲージ、金
型部品、試作品の製造

38人 2010年11月30日

ＸＪ社 福岡県 LSIの一種であるFPGAの設計・開発 29人 2011年2月24日

ＸＫ社 福岡県
射出成型品（自動車関連部品、住宅設備
関連部品）の製造

60人 2011年3月1日

ＸＬ社 広島県 薄板を材料とした機械部品の製造 14人 2011年2月9日

ＸＭ社 広島県
FRP（繊維強化プラスチック）を使用した、漁
船、作業船、遊覧船、遊漁船などの製造

6人 2011年2月9日

ＸＮ社 大阪府
射出成型加工、押し出し成型加工、ブロー
成型加工 、金型の設計・製造

25人 2010年12月9日

ＸＯ社 大阪府
トラックなどのボディー に取り付ける各種
部品の製造

18人 2010年12月9日

ＸＰ社 東京都
自動車・二輪車のマフラーに関連した部
品・試作品の製造

18人 2010年11月24日

ＸＱ社 福岡県
建材、鉄道関連部品、自動車部品の金属
加工

70人 2011年3月3日

ＸＲ社 長野県
組立機、検査機、スキャナーなどの製造お
よび部品加工

25人 2010年11月9日

 
注：就業者数には従業員のほか、派遣社員・請負社員などの外部人材、外国人研修生を含む。 
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２．「中小製造業（機械・金属関連産業）における人材育成・能力開発に関するアンケート調

査」以外のアンケート調査に伴うインタビュー調査事例およびその他の事例の概要 

 

 労働政策研究・研修機構では、2010 年に実施した「中小製造業（機械・金属関連産業）に

おける人材育成・能力開発に関するアンケート調査」の前後にも、同じく機械・金属関連産

業を対象としたアンケート調査を実施している。そしてこれらの調査のいずれにおいても、

より詳細な実態把握を目的とし、アンケート調査の回答企業の中から対象を選んでインタビ

ュー調査を行っている。 

 ①それぞれの調査における調査項目の間には多少の相違があるものの、機械・金属関連企

業における人材育成・能力開発の状況を把握しようとしている点は共通していること、②「中

小製造業（機械・金属関連産業）における人材育成・能力開発に関するアンケート調査」に

伴うインタビュー調査の対象は、アンケート調査の対象となった 7 都府県の企業に限られて

おり、その他の地域において活動する中小機械・金属関連企業の人材育成・能力開発につい

てもより詳細に記したレコードを収めたいと考えたこと、③「中小製造業（機械・金属関連

産業）における人材育成・能力開発に関するアンケート調査」以外のアンケート調査につい

ても、本プロジェクトのメンバーが企画責任者や調査プロジェクトメンバーとして参加し、

それぞれのアンケート調査と並行して行われたインタビュー調査のレコード作成に関わって

いるため転載が可能であることから、本書には「中小製造業（機械・金属関連産業）におけ

る人材育成・能力開発に関するアンケート調査」以外のアンケート調査とともに行われたイ

ンタビュー調査の対象事例のうち、中小企業（従業員 300 人未満の企業）に該当する 23 社の

レコードを収めている。また、アンケート調査に伴うインタビュー調査とは別に実施した事

例 1 社（ＹＴ社）も併せて掲載した。 

 「中小製造業（機械・金属関連産業）における人材育成・能力開発に関するアンケート調

査」以外のアンケート調査に伴うインタビュー調査の概要は下記のとおりである。 

 

（１）「ものづくり産業における技能者の育成・能力開発と処遇に関するアンケート調査」に

伴うインタビュー調査 

2008 年 10～11 月にかけて実施した「ものづくり産業における技能者の育成・能力開発と

処遇に関するアンケート調査」1に伴うインタビュー調査は、アンケート調査実施の前後で行

った。 

アンケート調査の準備段階では、質問項目の検討に向けた実態把握を行う目的で 6 社のイ

ンタビュー調査を実施した。この 6 社は独立行政法人雇用・能力開発促進機構（調査当時。

                                                
1 アンケート調査の実施要領や、結果の詳細および調査結果を基とした分析については、労働政策研究・研修機

構編［2009］『ものづくり産業における技能者の育成・能力開発と処遇―機械・金属関連産業の現状―』（労働政

策研究報告書 No.112）を参照のこと。 
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現・独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構）の職業能力開発大学校の関係者から

紹介された企業である。 

アンケート調査終了後のインタビュー調査の対象は、アンケートの回答の際に訪問してヒ

アリング調査を実施することについて了承をえた 93 社の生産事業所の中から選定している。

業種や従業員規模の点で偏りが生じないように配慮して選定を行い、最終的に 8 社の製造事

業所の関係者に対しインタビュー調査を実施した。インタビュー調査実施期間は 2008 年 6～

12 月にかけてで、1 社当たりの調査時間は 1～2 時間であった。 

インタビュー調査における調査項目は下記の通りである。本書には 14 社のインタビュー

調査事例のうち、中小企業に該当する 10 社（ＹＡ社～ＹＪ社）の事例を収めている。 

 

【ものづくり産業における技能者の育成・能力開発と処遇に関するアンケート調査」に伴う

インタビュー調査・調査項目】 

 

①経営状況・主要製品について 

・過去 3～5 年間の売上高、利益の推移。売上げの中心となっている製品、分野。 

・今後売上げの伸びが期待される（あるいは伸ばそうとしている）製品、分野。 

・近年の競争相手、コスト競争の激しさ。 

・主要製品の製造において特に必要となる技能・技術の内容。 

 

②技能者・技術者の確保について 

・正社員のうち、技術者として働く正社員、技能者として働く正社員の人数と、それぞれの

平均年齢。 

・技術者として働く正社員、技能者として働く正社員の過去 3 年間（2005 年、2006 年、2007

年）の採用状況。 

・技能者、技術者の採用（新卒採用、中途採用）の経路、採用における取組み・課題。 

 

③ものの製造に直接関わる正社員（技能系正社員）の育成・能力開発について 

・仕事の習得のさせ方、習得させる際の際の工夫。 

・ベテラン技能者から若手人材への技能継承への取組みと課題 

・技能系正社員を対象とした研修などの有無。 

・技能系正社員の定着ややる気を促すような、人事管理上の取組み。 

・技能検定など各種資格の取得に対する支援の有無。 

 

④技能系正社員の育成・能力開発に関する今後の取組みの見通しや課題 

・会社がこれから必要とする技能者、中核的技能者はどのような人材か。 
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・技能者、中核的技能者を確保していくために行っている取組み。あるいは確保していく上

での課題。 

・工業高校や高専、大学等の教育機関への要望、公的な職業能力開発機関への要望。 

・ものづくり人材（技能者）の社会的地位・処遇がより引き上げられるために社会全体とし

て必要とされる環境整備・対応など（人材確保容易化の観点から）。 

 

（２）「変化する経済・経営環境の下での技能者の育成・能力開発に関するアンケート調査」

に伴うインタビュー調査 

2009 年 10～11 月にかけて実施した「ものづくり産業における技能者の育成・能力開発と

処遇に関するアンケート調査」2に伴うインタビュー調査の対象は、アンケートの回答の際に

訪問してヒアリング調査を実施することについて了承をえた 59 社の製造事業所の中から選

定した。まず、リーマン・ショック後の経済環境の変化を大きく受けたと思われる、従業員

100 人前後の中小企業に該当する事業所を中心に選び、その上で業種や地域特性などを考慮

して調査対象を絞り込んでいき、結局 10 社の製造事業所に対しインタビュー調査を実施した。

インタビュー調査実施期間は 2010 年 11 月～2011 年 1 月にかけてである。 

インタビュー調査における調査項目は下記の通りである。調査時間は 1 社当たり 1～2 時

間であった。本書には 10 社のインタビュー調査事例のうち、中小企業に該当する 9 社（ＹＫ

社～ＹＳ社）の事例を収めている。 

 

【「変化する経済・経営環境の下での技能者の育成・能力開発に関するアンケート調査」に伴

うインタビュー調査・調査項目】 

 

①製品・事業の概況：主要製品の内容、過去数年間の業況、近年の競争相手など 

 

②従業員の状況：過去数年間の従業員数の推移、正社員・非正社員の間の業務の分担状況 

 

③技能系正社員(製造現場でものの製造を担当する正社員)の新卒・中途採用の状況 

 

④技能系正社員の育成・能力開発にむけての取組み 

・技能系正社員の育成・能力開発を進めていくうえで特に留意している点 

・新しく入社した社員に仕事を覚えさせる方法 

・仕事を離れた教育訓練（Off-JT）の活用状況 

                                                
2 アンケート調査の実施要領や結果の詳細については、労働政策研究・研修機構編［2010］『変化する経済・経

営環境の下での技能者の育成・能力開発―機械・金属関連産業の現状―』（JILPT 調査シリーズ No.72）を参照の

こと。 
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・社外の教育訓練機関の活用状況 

・技能検定など各種資格の取得に対する支援の有無 

・育成・能力開発に向けた取り組み内容の過去数年間における変化 

 

⑤国・地方自治体などによる雇用・能力開発に関連した公的助成を活用した実績の有無 

 

⑥製造現場で働く非正社員の評価・処遇、教育訓練・キャリア形成に関する取組み 

 

⑦技能系正社員の育成・能力開発に関する今後の取組みの見通しや課題 

・貴社からみて今後のものづくりに必要とされる技能・技術。これから必要とする技能者像、

中核人材像 

・これから必要とする技能者、中核人材を確保していくために行っている取組み。あるいは

確保していく上での課題 

・工業高校や高専、大学等の教育機関への要望、公的な職業能力開発機関への要望 

 

（３）「若年技能系社員の育成・能力開発に関するアンケート調査」に伴うインタビュー調査 

2010 年 10 月に実施した「ものづくり産業における技能者の育成・能力開発と処遇に関す

るアンケート調査」3に伴うインタビュー調査は、中小企業 4 社（本書ではＹＵ社～ＹＸ社と

して掲載）を対象として 2011年 9月に実施した。インタビュー調査の項目は下記のとおりで、

1 社当たりのインタビュー時間は 1～2 時間であった。 

 

【「若年技能系社員の育成・能力開発に関するアンケート調査」に伴うインタビュー調査・調

査項目】 

 

①製品・事業の概況 

・製品の概要、現在生産している製品の点数（アイテム数）、各製品のロット数 

・取引先の状況・・・取引先の数、主要取引先 

・最も売上高が多い取引先の全体の売上高に占める割合 

・海外企業との取引の有無 

・海外進出（海外企業との事業提携、営業所の設置、生産活動の実施、など）の有無 

 

                                                
3 アンケート調査の実施要領や結果の詳細について記した新聞発表資料は下記のＵＲＬからダウンロードできる

（2012 年 3 月 26 日最終閲覧）。 

ダウンロードＵＲＬ： http://www.jil.go.jp/press/documents/20110726.pdf 
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②社内での業務分担、職制について 

・従業員構成（正規・非正規別、部門別） 

・正社員のうち、管理職に該当される人の数 

・生産現場で行われている作業の種類（切削、研削、組立、塗装など）と、それぞれの作業

を担当する人数 

・製品の設計、図面の作成、生産管理などを担当する人の数 

 

③人材の確保について 

・新卒者を採用する場合に重視している点 

・新卒で人材を確保しようとする場合に問題だと感じている点。 

・中途採用者の募集・採用ルート 

・中途採用者を採用する場合に重視している点 

・中途採用した技能者の技能レベル 

 

④社内における人材の育成・能力開発について 

・新しく入社した社員に仕事を覚えさせる方法 

・製造現場でどのような仕事ができるようになると「一人前」と見なされるか 

・製造現場で働く技能者の技能レベルの評価方法 

・仕事を離れた教育訓練（Off-JT）の活用状況 

・技能検定など各種資格の取得に対する支援の有無 

・育成・能力開発に向けた取り組み内容の過去数年間における変化 

 

⑤教育訓練・能力開発を進める際の社外の機関（業界団体、地域の経営者団体、使用してい

る機器のメーカー、取引先など関係のある会社、公共教育訓練機関、民間教育訓練機関）

の活用状況 

 

⑥これから必要なものづくり人材とはどういった人材か、また、そうした人材を育成するた

めにどのような社会的な仕組みや政策的な取組みが求められるか。 
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図表４－２ 

「中小製造業（機械・金属関連産業）における人材育成・能力開発に関するアンケート調査」

以外のアンケート調査に伴うインタビュー調査事例およびその他の事例の概要 

企業名 本社所在地 主要製品
従業員数
(調査時点)

訪問時期

ＹＡ社 千葉県
ボタンホックのプレス加工、精密金属加工
品の製造

127人 2008年6月16日

ＹＢ社 千葉県
CNCパイプベンダー機及び自動加工ライン
システム

30人 2008年6月13日

ＹＣ社 千葉県
自動車のエンジン、クッション、クラッチ、ブ
レーキの周辺部品および試作品

43人 2008年6月24日

ＹＤ社 大阪府 エアマイクロメータ、自動計測機、超仕上盤 58人 2008年11月7日

ＹＥ社 静岡県
小型電線押出機システム、汎用ＣＡＤシス
テム、バーコード検査システムなどのソフト
ウェア設計、システム開発

38人 2008年11月11日

ＹＦ社 東京都
自動車の塗装、精密機器の感光ドラム、レ
ンズなどの検査に用いる自動外観検査シ
ステム

43人 2008年11月13日

ＹＧ社 東京都 制御盤、配電盤、分電盤、電気融雪器 37人 2008年11月17日

ＹＨ社 新潟県
自動車、産業機械、その他各部品の精密
型打鍛造品及び金型設計・製作

74人 2008年11月28日

ＹＩ社 香川県 船舶用ディーゼルエンジン 210人 2008年12月2日

ＹＪ社 静岡県
モーターサイクル、バギー、スノーモービル
などの金属部品

85人 2008年12月16日

ＹＫ社 東京都 アルミニウムなど特殊金属の加工・販売 108人 2009年11月30日

ＹＬ社 大阪府
水道関係の機器に使用されるフレキシブル
チューブなどの製造

60人 2009年12月1日

ＹＭ社 愛知県 航空・宇宙関連の精密金属部品の製造 106人 2009年12月4日

ＹＮ社 福岡県 ポリエチレンの袋・シートの製造 88人 2009年12月14日

ＹＯ社 東京都 自動車用のアルミ合金鋳物の製造 56人 2010年1月15日

ＹＰ社 茨城県
フォークリフトや農業用機械の各種部品の
製造

91人 2010年1月19日

ＹＱ社 埼玉県 繊維強化プラスチック製品の製造 23人 2010年1月25日

ＹＲ社 北海道
自動車のウィンカーなどの部品として用い
られるリレーやコイルの製造

118人 2010年1月25日

ＹＳ社 広島県 10000トンクラスの船舶（外航船）の製造 48人 2010年2月15日

ＹＴ社 大阪府
自動車部品、防災機器部品、航空機関連
部品、住宅関連設備部品、油圧機器・家電
関連部品の切削加工

125人 2011年8月26日
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企業名 本社所在地 主要製品
従業員数
(調査時点)

訪問時期

ＹＵ社 神奈川県
ＢＴＡ方式というボーリングの技術を用いて
の、各種ロールやシャフト、シリンダー
チューブ、原子力部品などの穴あけ加工

50人 2011年9月27日

ＹＶ社 埼玉県
自動車及び輸送用機器ならびに産業用金
属製品の製造（パイプ曲げ・プレス・板金・
溶接・組立・塗装の各加工）

116人 2011年9月5日

ＹＷ社 東京都
食品関係（弁当・ゼリー容器）のプラスチッ
ク製品を作るための金型の製造

193人 2011年9月13日

ＹＸ社 茨城県
自動車関連のアルミニウム鋳造部品の製
造

200人 2011年9月6日
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金属製品製造 ＸＡ社1 

 

１．会社の概要 

 

会社設立は 1962 年で、産業用小型交流電動機（2.2kw 以下の）、交流電動機応用機器及び

プレスダイカスト製品の設計、製造、販売を事業としている。主要な取引先は大手総合電機

メーカーである。出荷額は、2009 年の上期にはかなり落ち込んだが、今はリーマンショック

前の水準に戻っている。 

産業用モーターに関しては台湾メーカーもあるが、日本製が信用されていることもあって、

国内メーカーとの競争となっている。3 年前と比較すると、製品の品質や価格面での競争が

激化してきている。 

 

２．従業員の構成と採用活動 

 

従業員構成は正社員 91 人（その内、技術職：10 人、技能職：71 人）、非正社員 2 人であ

る。なお、製造現場の人材配置は大きく分けて次のようになっている。 

 

①素材加工部門（自動プレスによるコアの打抜き・積層、切り板）：約 10 人、②切削加工部

門（エンドブラケットの切削加工、工程内検査）：約 10 人、③コイルの巻線部門（インサー

タによる固定子コイルの巻線、ワニス処理）：約 20 人、④組立て部門：約 10 人、⑤完成品検

査部門：約 10 人 

 

 高校新卒の採用に関しては、当社への就職希望者に対して、工場見学を義務づけている。

工場の現場を見て、モーターの製造現場の仕事の実態を理解してもらい、採用された場合に

自分はどんな作業を行うのかを実感してもらい、ものづくりに興味を持った者に応募しても

らうことを狙いとしている。 

地元には有名な工業高があり、この 3 年間で 5 人採用している。基本的には、機械科と電機

科から採用している。 

高校卒採用にあたっては、学校での機械、電気の専門科目の成績をまずチェックする。そ

して、面接では製造に対する考え方を必ず聞くようにしており、積極性、忍耐力、協調性を

見るようにしている。 

 中途採用に関しては、ハローワークの紹介でこの 3 年間に 6 人を採用している。6 人は、

30 歳代の専門分野の経験者で、当地に進出してきた大企業が撤退し、工場閉鎖にともなって

                            
1
本ケースレコードは、2010年 12月 21日にＸＡ社において実施したインタビュー調査に基づいて作成している。 
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失業した人の中から採用したものである。 

 

３．従業員の育成と能力開発 

 

（１）職場での取組み 

高卒新人の育成は、適性を見て一般に機械科卒は素材加工部門、切削加工部門に、電気科

卒は、コイルの巻線部門、組立て部門に配属する。1 箇所に 10 年くらい貼り付け、その後、

前工程、後工程の所に配属し、全体的な作業がわかるようにしている。最初の 1 年は先輩従

業員あるいはラインリーダーのもとで OJT を行っている。とりわけ、安全教育を重視し、徹

底的に行っている。学校で教えている安全の意味と企業の現場における安全とでは非常に違

っているので、「新入社員のための安全衛生」というマニュアルを使って安全作業を徹底的に

教え込んでいる。 

 一人前の基幹的人材になるには、5 年くらいの経験が必要であると考えている。例えば、

切削加工の場合は、図面を見て加工条件等が自分で設定でき、プログラム入力ができ、所定

の精度に加工できれば一人前と考えている。しかし、新しい図面ごとに前後の工程を考えて

対応できる多能工となるためには 20 年くらいの経験が必要と考えている。 

 

（２）Ｏｆｆ－ＪＴの取組み 

従業員の能力開発に関しては、最も取引の多い取引先メーカー（以下、「最大取引メーカ

ー」と記載）の方から従業員のレベルに合わせて受講を推奨する研修案内がくるので、社内

で計画を立てて、該当者を受講させるようにしている。授業員のレベルに合ったきめ細かい

研修内容で構成されているので、入社したら、まず初級コースを受けさせるようにしている。 

また、主要取引先が実施している溶接、ねじ締め、測定等の競技会に毎年 5～6 人参加さ

せている。自分も競技会に出ようということで、従業員の間で切磋琢磨する意識が高まって

いる。 

一方、若手の技術者・技能者を対象とした研修コースとして立地しているＩ市の「産業人

育成プログラム」を活用している。 

Ｉ市の社団法人ＩＮＷ2が主催している「Ｉ技塾（産業人育成プログラム）」には、技術者・

技能者向の多くのプログラムがあり（図表１）、開講時間も 18:30～20:30 と参加しやすい時

間帯なので、若手従業員に参加することを奨励している。 

                            
2 社団法人ＩＮＷは、Ｉ市地域内外の産学官の人材、技術、資金、情報の交流拠点として、産学官のネットワー

クを活用して、地域産業界の多様なニーズに一元的・総合的に対応することで、企業の経営革新、新産業・新事

業の創出、雇用の創出を図り、Ｉ市地域の活性化に貢献することを目的に 2006 年に設立された組織である。組

織の役員は、Ｉ市経済同友会、Ｉ市商工会議所、Ｉ市地区商工会連絡協議会、地元企業、地元の私立大学・工業

高等専門学校、Ｉ市商工観光部等の代表者で構成されている。会員は、団体会員、企業会員、個人会員で構成さ

れ、会員の年会費が協会の主要な運営財源となっている。 
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図表１ Ｉ市 産業人育成プログラム 

産業人材育成プログラムと講座名 開催日時 実施場所 

金属を中心と

する材料学 

 

①鉄鋼材料の基礎 

②非鉄金属材料学 

③先端金属材料学 

④高分子材料の基礎 

⑤腐食防食概論と設備管理技術 

8/4 18:30-20:30 

8/26 18:30-20:30 

9/1 18:30-20:30 

9/4 18:30-20:30 

9/10 18:30-20:30 

 

 

Ｉ産業創造館 

 

 

⑥金属材料試験実習 10/22 9:30-16:30 ハイテクプラザＩ

技術支援センター

金属加工 

 

①粉末冶金技術 

②鉄鋼熱処理技術 

③表面処理技術 

④塑性加工の基礎 

⑤プレス型の基礎と応用 

⑥切削加工の基礎 

⑦精密加工技術 

8/18 18:30-20:30 

8/21 18:30-20:30 

9/25 18:30-20:30 

9/30 18:30-20:30 

10/3 18:30-20:30 

10/14 18:30-20:30 

11/4 18:30-20:30 

 

 

 

Ｉ産業創造館 

 

 

 

設計学 

 

①材料力学 

②3 次元設計技術 

③破壊の力学 

9/8 18:30-20:30 

10/20 18:30-20:30 

10/28 18:30-20:30 

 

Ｉ産業創造館 

 

検査計測学 

 

①非破壊検査技術 

②精密測定技術 

10/9 18:30-20:30 

11/6 18:30-20:30 

Ｉ産業創造館 

 

③精密測定実習 11/12 9:30-16:30 ハイテクプラザＩ

技術支援センター

基礎、共通 

 

①生産管理 

②国際規格 

9/17 18:30-20:30 

11/20 18:30-20:30 

Ｉ産業創造館 

 

 

４．職業資格の活用 

 

最大取引メーカーでは、半田付け、圧着作業等多くの作業において、社内で認定している

資格を持っている作業者のみが当該作業を担当するようになっている。ＸＡ社も、この最大

取引メーカーが認定している社内資格の有資格者による当該作業の実施を厳守している。例

えば、組立て部門では、10 種類くらいの作業があり、それぞれの作業を担当するためには資

格の取得が義務づけられている。作業には１～3 級に区分されている資格と等級区分のない

資格（講習を受けると認定される資格）がある。 

半田付けの場合は１～3 級に区分されており、1 級の有資格者が担当する作業から 3 級の

有資格者担当する作業まで細かく分けられている。モーターの品質を確保するために、有資

格者よる当該作業の実施を厳守している。社内認定資格を取得させることによって、作業者

の技能レベルが高められており、かつ、もう一段高い作業が担当できるように、作業者が自

身の技能レベルの向上に取り組む意欲付けにもなっている。 
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生産用機械器具製造 ＸＢ社1 

 

 

１．会社の概要 

 

会社設立は 1991 年で、自動半田付け装置の製造を主要な事業としている。最終製品を生

産して問屋や大手メーカーのブランドで販売することが主流であるが、時には、顧客の仕様・

図面に基づいて自動半田付け装置を製造し、納めることもしている。 

現在の出荷額は、リーマンショック前の 5 割強まで回復している。今年（2010 年）の初め

は、中国向けの製品が 9 割位占めていたので価格競争にさらされた。中国製は価格が安く、

納期の面でも有利である。日本から船便で送ると、現地生産に比べて 1 週間位のタイムラグ

があり納期の面でも厳しい。また、韓国も自動半田付け装置を生産している。安かろうの範

疇の製品が多いと聞いているが、大手メーカーでは品質、価格の面で強い競争力があり、日

本製品と対抗しうるレベルにある。 

 価格競争に備えて 2 年位前に中国へ進出した。最初は、部品の製作を中国に依頼していた。

しかし、今では中国で販売するものは、現地生産・現地販売でなければならないという思い

もあって、中国向けの機能の簡素化した機械（装置）を 1 年位前から組立ても依頼した。ま

だ、試作の段階であるが、機能の簡素化した機械（一番小型の機械）を部品の製作から組立

てまでの一貫生産とすることにした。 

日本製品と同じ機能のものに関しては、価格はそんなに変わらないので、高機能機械（装置）

については、日本で生産することとしている。 

 

２．従業員の構成と採用 

 

 5～6人で創業し、創業時のベテラン従業員が 2人いる。2003年頃レーザー加工機を導入し、

事業の伸びに合わせて人員を増やしてきた。 

現在の従業員構成は、正社員 20 人（男性 17 人、女性 3 人）、非正社員 2 人（女性）で、

社員の平均年齢は 37～38 歳である。なお、製造現場の人材配置は次のようになっている。 

 

①板金加工（レーザー加工機、パンチプレス、プレスブレーキを使用しての加工）：4 人 

②溶接（TIG、MIG）：6 人 

③組立て（組立ては、旋盤、フライス盤による機械加工もできる多能工である）：4 人 

④塗装：1 人 

                            
1本ケースレコードは、2010 年 12 月 22 日にＸＢ社において実施したインタビュー調査に基づいて作成している。 

－267－



この 3 年間に 3 人を中途採用した。採用ルートは、ハローワークからの紹介と求人広告に

よる。内訳は 20 歳代（未経験者）、30 歳代（塗装の経験 20 年の者）、40 歳代（溶接の経験

20 年の者）の 1 人ずつである。なお、ここ 3 年間は新卒の採用はしていない。 

採用の際には、経験があることにこしたことはないが、それを最優先にしていない。会社

にどれ位貢献してもらえるかは、技術・技能だけでなく、上司の指示・命令が聞けてよく理

解できるかが重要と考えているので、人間性（性格面）を見ることにしている。 

 

２．従業員の育成と能力開発 

 

（１）職場での育成・能力開発の取組み 

採用した時点で担当部門に配属し、年 1 回の面接では従業員個々人に対して、今年 1 年間

で達成した技能レベルの確認と、次の 1 年で到達してほしい技能レベルを目標として示して

いる。 

経験者の場合は、既にある程度の技能があるので、上司の指示に従って作業を担当させ、

当社の仕事やそのやり方を身につけてもらうようにしている。 

素人の人に関しては、溶接の場合、溶接焼けを落とす酸洗い工程を最初にさせている。そ

の後、TIG で自分の名前を書かせること（手の動きを滑らかにし、ビードがスムーズに置け

るようにするための訓練）から始め、徐々に慣れさせてレベルを上げるように工夫している。

同じ製品・部品を集中してやれば 1～1.5 年で一人前（仕事が任せられるレベル）になるが、

当社は多品種少量生産のため、いろいろな種類のものをやらなければならないので、それよ

りは時間がかかる。 

また、当社では、特に組立ての技能を重視している。自動半田付け装置の組立ては、各部

の部品の組立て・調整からプログラムとメカ（機械装置）の同期性の調整まで、全てのこと

を知っていないとできない分野である。また、装置一式を組み立てるとなると、部品総数が

1200 点を超えるものもあり、組立て図を見ながら組み立てられるようになるには 3～5 年の

経験が必要である。 

最初は、ベテラン作業者の仕事のやり方を観察し、その手順や要領を覚えることから始ま

り、次に簡単な仕事与え、その都度ベテランが指示と指導を行う方法で作業を進めている。

このような OJT の積み重ねによって、組図の見方、部品を組み付ける順番、調整の仕方とそ

の要領等を徐々に習得していっている。 

標準仕様で流れている装置に関しては、3 年位経験したら一人で組み立てられるようにな

って欲しいと考えているおり、従業員にそのことを伝えている。 

 

（２）基幹的人材に求められる知識・能力 

ＸＢ社で製造に携わる基幹的人材に必要な知識・能力としては、高度に卓越した熟練技能、

－268－



生産工程を合理化する知識・技能及び組立て・調整の技能であるが、特に、組立・調整に関

する技能を重視している。 

溶接技術に関しては外部の教育訓練機関で、レーザー加工機やパンチプレスに関しては機

械メーカーの研修で指導してもらえるが、組立ての技術・技能に関しては教えてくれる教育

訓練機関（機械メーカーを含めて）がどこにもない。 

したがって、組立て技術・技能に関しては、日々の仕事の中で作業者がどの部分から組み立

てていくのか、どこで調整しなければならないのかといったことを考えながら作業を進め、

経験とノウハウを積み上げているのが実情である。 

 

（３）社外の教育訓練機会の活用 

外部の研修機関としては、アマダスクール（機械メーカーのアマダが運営している）から

研修情報を入手し、利用している。社長は以前アマダスクールの研修を受講した経験がある

ので、アマダスクールではどのような目的でどんなことをやっているのかといった人材育成

方針というものが良くわかる。研修というと座って聞いているというものが主であるが、ア

マダスクールの講義に関してはそういうものはなく、9 割位は参加型である。 

今年（2010 年）、主任の 3 人を「リーダー候補研修」に参加させた。当該研修コースには

全国の企業から受講者が集まってきており、彼等との交流を通していろいろな気付きがあり

刺激を受けてきており、仕事への取組みに変化がみられる。今回はリーダー候補研修であっ

たが、次年度はリーダー研修、次は実務的な５S 研修等へと少しずつであるが受講させたい

と考えている。これまで当社は、主に機械設備への投資を行ってきたが、これからは人材開

発（従業員の能力開発）へも投資をしていきたい。 

－269－



プラスチック製品製造 ＸＣ社1 

 

 

１．会社の概要 

 

会社設立は 1996 年で、自動車関連部品、情報通信機器部品、AV 関連部品及び安全衛生機

器部品のプラスチック射出成型用金型の設計・製造を主要な事業としている。 

金型の設計・製造は、短納期、低価格の厳しい競争にさらされている。以前は、注文を受

けてから納品まで 45～60 日であったが、現在は 30 日以内である。また、中国の一部のメー

カーでは、かなり品質・精度の高いものを低価格で作れるようになってきたので価格面での

競争が激しくなっている。 

新型（新しい金型）の製造は、中国製品に押され気味で、大幅に減少している。この傾向

は今後益々顕著になると予測している。一方、金型の修理・改造・メンテナンスの分野は、

超精密加工のノウハウが集約した分野で、中国メーカーには手の付けられていない分野であ

る。金型は、使い捨ての時代から修理・メンテナンスをして再度使用する時代に来ており、

とりわけ高額な高級金型の場合はなおさらで、今後需要は増えると予測し、これまで培って

きた金型製造のノウハウを生かして金型の修理、メンテナンス及び金型に関するよろず相談

の「DIE MOLD CLINIC 事業」を立ち上げている。 

 

２．従業員の採用と構成 

 

従業員の構成は、正社員 22 人（男性：19 人、女性：3 人）、非正社員 3 人（男性：2 人、

女性：1 人）で、平均年齢は 34～35 歳である。生産部門の内訳は、以下の通りである。 

 

①設計部門：2 人（3～5 年は加工部門の現場を経験させる） 

 

②加工部門：15 人（3 つの技術・技能分野に習熟した多能工を目指している） 

MC、放電加工／ワイヤー放電加工、CAD／CAM、汎用機（旋盤、フライス盤）、仕上げな

どの技術・技能分野のうち、3 つの技術・技能分野に習熟した者を３技修得者（技能検定 3

級取得者）と社内で呼称し、技術・技能の修得目標に置いている。少ない従業員で広く仕事

がカバーできるように多能工を養成している。現在 9 人の 3 技修得者がおり、その他多くの

2 技修得者（技能検定 2 級取得者）がいる。 

                            
1
 本ケースレコードは、2010年 12月 14日にＸＣ社において実施したインタビュー調査に基づいて作成している。 
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③修理部門：3 人 

レーザー溶接による微細な肉盛りをし、ミクロンあるいはサブミクロンの精度で金型を修

理・手直しする部門で、金型加工に関するかなりのノウハウ、熟練を要する。加工部門を経

験し、高度の加工技術を有している人が従事している。 

 

この 3 年間に 4 人の高卒（工業高校卒、工業高校以外の高卒）を正社員として採用してい

る。採用の際には、一般常識と人間性（性格）を重視している。これまでの経験でいうと、

スポーツをやっている人（体育会系）はよくやっている。採用ルートは、就職合同説明会に

参加及び学校訪問等の求人活動である。なお、この 3 年間、中途採用はしていない。 

 

３．従業員の育成・能力開発の取組み 

 

（１）職場での取組み 

高卒新入社員の場合、まず掃除をさせることから始める。自分の作業場の整理・整頓、清

掃、清潔は技能者にとっては、基本中の基本であり、安全、生産性、仕事の質に係わる事で

もあるので重視している。まず、3 ヶ月ほど様子をみて、どういう分野に興味をもっている

のかを観察し、その後、機械加工、設計、仕上げ部門に配属して適性を見ながら OJT で訓練

を進めている。その際、先輩がついてマンツーマンで仕事を教える。ただ、先輩従業員も担

当する仕事を持っているので、つきっきりというわけにはいかない。仕事の合間、合間に新

人社員の仕事のやり方を観察し、指示と指導を行っている。 

 

（２）Ｏｆｆ－ＪＴの取組み 

一方、Off-JT に関しては、会社で使用している機械・機器メーカーが実施する研修を受講

させている（MC、放電加工、CAD/CAM 等）。 

仕事を任せて単独でこなせるレベルである一人前になるには 3 年必要である。例えば、型

彫り放電加工の場合、オペレーションだけなら 1 年で十分であるが、電極の設計・製作、電

極や加工材に対応した加工条件の設定等を自分で考えてできるようになるまでには 3 年はか

かる。 

 能力開発セミナー等に係る情報は、金型工業会、商工会議所、福島経営者協会等から入手

しており、課長以上の従業員には、「次世代経営者セミナー」を受講させている。 

Off-JT にかかる予算を毎年計上し、企画・立案する担当者を決めて Off-JT 計画を作り、年

間、従業員の半数以上が、外部の機関が実施する研修を受講している。 
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（３）技能検定、資格の取得に関する取組み 

 従業員が専門性に対する意欲を高めること、あるいは社内の職業能力評価を補完する観点

から技能検定の受験を奨励している。現在、技能検定 2 級（機械加工、放電加工、仕上げ等）

を持っている従業員が 7 人いる。休みのときに先輩（資格取得者）が指導し、受験予定者が

実技課題の練習をしており、従業員の間では取得意欲が高いと感じている。 

その他、機械・機器メーカーが実施している資格の取得についても奨励している。 

 

４．生産活動に携わる基幹的人材に求められる知識・能力 

 

工場には、高速 MC、NC フライス盤、ＮＣ放電加工機、NC ワイヤー放電加工機、各種汎

用工作機械、レーザー溶接機、三次元 CAD/CAM、各種精密測定機等、多種多様の機器等が

整備されている。そのため、製造に携わる基幹人材には、各種加工図面に対する NC 機や MC

のプログラミング、単独で複数機を使いこなしての加工技術・技能、高度に卓越した熟練技

能を求めている。少ない人数で、顧客のいろいろな要望にこたえて金型を設計・製造してい

くには、1 人でいろいろな仕事をこなすことができる多能工化を図っていくことが重要と考

えている。 

従業員の能力開発は、現在の人材を前提に、その能力をもう一段アップさせるように目指

している。そのため、部門長（各部門は 3～4 人で構成）が各作業者の技術・技能レベルを把

握して、彼等に習得して欲しい職務内容、仕事面での到達目標、クリアしてほしい事柄につ

いて指示を出している。 

また、月末に個人及び部門の成果発表を行っている。その際、個人、部門から次にやりた

いことを発表させている。例えば、今年はこういうことをやったので、次年度はこんなこと

をしたいといった目標を発表させて、それに向けての取組みをさせている。 
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電気機械器具製造 ＸＤ社1 

 

 

１．会社概要 

 

1976 年に設立されたワイヤーハーネス2の製造を事業としている会社である。対象とする

業種は、家電、テレビ、O/A、電話、自動車等各種内部配線用電線加工で、具体的には、各

種電線カット、ストリップ、ヨジリ、半田付け、端子圧着、組込み等の加工を事業内容とし

ている。 

 1987 年に大手電機メーカーＮ社の仕事を受注し、3 年後に同社の認定工場として認定され

た。ソニーとの取引を通して、いろいろな製品の結線部品を納めることによって当社の技術

力も向上していった。その結果、当社の技術力と信用度が高まり、いろいろな企業からの引

合いが増えて銀行からの融資もスムーズ受けられるようになり、現在の事業の基礎が確立さ

れた。 

顧客の多くは、製品の品質を確保するために日本製の部材を使用することを要求するため

に、中国製品との競争よりはむしろ国内メーカーとの競争が激化している。とりわけ、納期

の面で非常に厳しくなっている。例えば昼頃、FAX や電話で話が来て、夕方には納入（500

個程）できないかといった類の注文が多くある。このような非常に厳しい納期の注文にも対

応できる体制をとっている。ハーネスは人間で言えば血管と神経に相当し、重要な部分であ

り、品質が絶対の時代になったと感じている。 

 

２．従業員の構成と採用 

 

従業員の構成は、正社員 7 人で、内訳は、男性 2 人（会長と社長）、女性 5 人（1 人は勤続

5 年、4 人は勤続 10～20 年のベテランでハーネス関連の経験が豊富で、図面の読み方が早い）

である。現在の正社員だけでは仕事量をこなすことが間に合わなくなってきたので、今年

（2010 年）、4 人のパート従業員（全員女性）をハローワークの紹介で採用した。採用の際に

は、人柄を重視している。例えば、話をして話が通じることが大切である。 

仕事への対応力、賃金、定着率の面で、高校卒の採用よりは、パート従業員の採用で対処

する方針である。仕事が常にある状態できているので、従業員の定着率は非常に良く、ハロ

ーワークに感心されている状況にある。 

                            
1
本ケースレコードは、2010 年 12 月 15 日にＸＣ社において実施したインタビュー調査に基づいて作成している。 

2 ワイヤーハーネスとは、電源供給・信号通信を目的とした複数の電線を束にして、それらを組込みやすい長さ、

形状に成形（加工）したものである。 
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３．従業員の育成・能力開発の取組み 

 

（１）職場での取組み 

社会性を身につけること及び人間性を高めることが大切と考えて、毎日朝礼時に「月間朝

礼」（株式会社コミニケ出版）の文章を当番者（全員が輪番で当番者をつとめる）が読みあげ、

全員で唱和し、文意の重要性を理解し、日常生活の中で生かせるように努めている。なお、

「月間朝礼」は全員に配布しており、この本の唱和を通して従業員の意識が少しずつ変わっ

てきたように感じている。 

一方、新人従業員は、製造現場に配置された後、先輩従業員が担当している製品の束ね作

業、スリーブ付け作業、チューブへの線通し作業、製品の箱詰め等の周辺作業や補助的な作

業を与えて、適宜、作業指示や指導しながら徐々に仕事に慣れさせて進めていけるようにし

ている。特に Off-JT で訓練する必要性は感じていない。先輩従業員が、その都度、必要に応

じて新人従業員の仕事のやり具合や進捗状況を見ながら教えるという方式で進めている。 

どういったレベルの仕事を新人従業員に割り振ったら、彼女達が担当でき、かつ先輩従業員

の作業がスムーズにできるか等を判断して仕事を割り振り、新人達の仕事のやり方、進め方

を観察し、適宜、指示と指導を行っている。これを続けて行くことによって、新人達も仕事

のやり方を覚え、力量が高まってきている。 

 

（２）仕事の流れと製造現場における中核人材 

社長が顧客からの完成図面に基づいて、組み代、ヨリ合わせ代等を勘案してリード線の長

さを算出し、展開図面と自社の品番号を付け直して加工図面を作成する。顧客の完成図面か

ら加工図面を作成する作業には、多くの経験とノウハウが必要である。この中核技術をこな

せる人材は、現在、社長 1 人である。現場には、全自動ヨジリ半田圧着機、全自動ヨジリ圧

着機、半自動圧着機、ワイヤストリッパー、キャステングストリッパー等の機械が整備され

ており、加工図面にもとづいて従業員はこれらの機械を使用して、リード線の加工、ヨジリ

及び手加工による結線、組込み作業及び通電検査等の作業を行っている。 

現場での作業者には、この作業図面を読みこなし、一連の組込み作業を進めることができ

る技能が必要となる。当社では、これらの一連の作業がこなせて、後輩従業員に指示や助言

をしながら仕事をさせられる人材を一人前のレベルの基幹的人材と考えており、10 年の経験

が必要である。現在、4 人の女子従業員がこの技能レベルにあって、製造現場での中核人材

として作業をこなしている。 

 現在、銀行等の外部への対応、顧客対応、技術面での対応等を会長と社長が行っている。

とりわけ、顧客との受注に関しては、加工図面と試作品を顧客に渡し、承認を得た後、製造

を開始するという手順を踏む。その際、顧客の完成図面から加工図面を作成する技術、ノウ

ハウが極めて重要で、社長の技術を引き継いで事業を継承していくための後継者の育成が、

今後の重要な課題であるように見受けられた。 
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プラスチック製品製造 ＸＥ社1 

 

 

１．企業・事業の概要 

 

ＸＥ社は現在の社長が 1990 年に独立開業した会社で、大阪府に本社を置く。本社を含め 3

つの事業所を設けて、エンジニアリングプラスチックの切削加工、真空注型などの業務を展

開している。 

機械メーカーを中心として非常に多くの企業と取引関係を持っており、取引先は大阪近辺

だけで 400 社ほどある。受注のほとんどは、短納期（1 週間～10 日）、小ロット生産のもので

ある。1 ロット 1 個といういわゆる「一品生産」の受注や、試作品製造の受注も多い。受注

のほとんどはまず FAX で顧客から図面が送られてきて、その図面から CAD/CAM データを

ＸＥ社で作成し、製造工程に回すというプロセスで製造されており、ごくまれに（1 割ほど）

図面データが顧客から送られてくる。 

ここ数年のＸＥ社を取り巻く環境の変化として、顧客のニーズが多様化して、製品の品質

をめぐる競争が激しくなっていると感じている。とりわけ、試作品に求められる製品の精度

は年々高くなっており、樹脂のことをよく理解していないと顧客のニーズに応じた設計・製

造が難しくなっている。 

ＸＥ社が競争相手と見なしているのは国内で同様の製品を作っているメーカーで、海外の

メーカーではない。近年、ＸＥ社で取り組んできているのは、製品開発、営業強化、インタ

ーネットを活用した受発注、自動化・省力化投資、高精度・高品質化のための設備投資、生

産管理の改善などである。海外で営業、購買などの活動はしておらず、今のところその予定

もない。 

業績はリーマンショックの際に落ち込んだが、2010 年の夏以降は受注がリーマンショック

以前の状態に戻ってきて、大変忙しい状態である。 

 

２．従業員の状況 

 

 調査時点の従業員は 27 人、うち、CAD で設計を行う人は 5 人ほどで、この 5 人を含めて

全員で製造を行う。 

製造部門は、マシニング、NC 旋盤、手作業での板加工、品質管理の 4 つの課に分かれて

いる。多くの製品は、これらの課で担当している複数の工程での作業を経て生産されている。

機械ではできない、製品の最後の仕上げなどは、部長職クラスの人が担当している。 

                                            
1本ケースレコードは、2010 年 12 月 8 日にＸＥ社において実施したインタビュー調査と、ホームページなどから

収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
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３．採用活動 

 

2008～2010 年にかけて、新規学卒者の募集は行ったが採用はなかった。一方、中途採用者

は 2008～2010 年にかけて 10 人採用している。採用しているのは同業他社で働いた経験のあ

る人のほか、そうした経験のない人も採用している。 

採用にあたっては重視しているのは、一般常識があるかどうかと言った点や職場に馴染め

るかどうかと言った点、あいさつができてやる気があるかどうかと言った点、年齢、家族構

成などである。できれば年齢が若い人を採用したいと思っているが、40 歳代半ばの人を採用

する事もある。 

また、ＸＥ社では未経験者を主に採用するようにしている。製造業での就業経験がある人

は、たいてい量産品を製造する企業での就業経験がある人で、そこで身についた感覚を持っ

ていると、ＸＥ社で生産している、一品物や試作品に求められる精度の製品の製造には向か

ない事が多い。そこで未経験の人を採用して教育するほうが良いと考えている。 

正社員の定着を高めるため、従業員の能力を反映した処遇や、会社の経営方針の伝達、職

場の人間関係を良くすること、快適な職場環境の提供、社員の家庭生活への配慮、能力開発・

教育訓練の実施と言った点に気を使っている。 

 

３．従業員の育成・能力開発の取組み 

 

（１）職場での取組み 

新しく採用した従業員には、まず材料の名前を覚えてもらい、併せて材料の切断の仕方か

ら教えていく。それから１週間ほど、作業する様子を見たうえで、本人の適性を見て配属部

署を決める。配属部署を決めた後は、およそ１ヶ月かけて、製造部門の 4 つの課での作業を

ローテーションで経験する。4 つの課のうち、一番基本となるのは作業を行っているのは、

板加工の部署である。なお、一度配属部署が決まった従業員は、そこから異動することはあ

まりない。 

品質管理部門の従業員も、採用時点から品質管理を担当する人材として採用しており、他

の部門を経験した人を異動して配属させたりすることはない。現在の品質管理部門の担当者

も、工業高校卒で、ＸＥ社に就職してから品質管理について学んだ従業員である。 

新しく入社した従業員の指導は、ＸＥ社の役員とそれぞれの課の課長（リーダー）と職長

が担当する。新しく入社した従業員が、自分の担当する仕事を一通り覚えるまでには、大体

約半年かかる。 

 ＸＥ社の製造現場で働く従業員にとって必要な技能・知識は、NC 機やＭＣのプログラミ

ングや、自動機の段取り替えをする技能、高度に卓越した熟練技能であると会社側では考え

ている。また、先輩や上司の大まかな指示で仕事ができるようになれば、製造現場で働く技
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能職としては「一人前」と捉えており、そのレベルに達するのに大体 3 年位の経験年数が必

要と見ている。各従業員がどのような作業をどの程度のレベルでできるのかといった点は、

評価表を作成してそれぞれの課の職長が把握するようにしている。 

 

（２）社外の教育訓練機会の活用、資格の取得など  

材料メーカーや取引先のメーカーが開催するセミナーや、異業種交流などのセミナーに、

職長クラスの人材を派遣している。課長クラス以上の人が研修に行くことはあまりない。 

研修・セミナーなど関する情報は普段から収集するようにしている。異業種交流などのセミ

ナーに従業員を派遣しているのは、金属加工やゴム加工の業者と交流して技術を学ぶことや、

食品管理業者の品質管理を学ぶことが、プラスチック加工にも活かすことができると考える

ためである。 

ＸＥ社が立地する地域の地方自治体もものづくり企業向けのセミナーを開催しているが、

ＸＥ社の業務内容に関連するセミナーがない。ＸＥ社が立地している地域の周辺では、セミ

ナー・研修会の実施や、高専・大学などと企業との産学連携、インターンの実施等、人材育

成・能力開発につながるような取組みは特に盛んに行われているわけではないとみている。 

 技能検定については金属加工関連のものは様々なものが用意されていると思うが、ＸＥ社

が携わっているプラスチック加工に関しては、業務内容に適した技能検定がないと感じてい

る。そのため、従業員に取得を奨励したり、義務付けたりしている資格はない。ＸＥ社の属

する業界で企業横断的な職業能力評価制度を作ることができれば、①従業員の能力向上が期

待できる、②従業員の意識が高まる、③中途採用を行う際に応募者の能力を判断する指標に

なる、といった利用価値はあると考えている。 

 

（３）育成・能力開発における課題 

ＸＥ社が育成や能力開発にとりわけ力を入れてきたのは、職場のリーダーや監督の役割を

担える人材である。また、従業員の育成・能力開発に関してＸＥ社が課題として感じている

のは、第一に従業員が忙しすぎて教育訓練を受ける時間がない事、第二に社外の教育訓練機

関を使うのにコストがかかりすぎる事である。 
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生産用機械器具製造 ＸＦ社1 

 

 

１．企業・事業の概要 

 

ＸＦ社は現在の社長が 1984 年に独立開業した会社で、本社を含め 3 つの事業所を設けて、

事業を展開している。主に携わっているのは検査装置の製造で、メーカーの最終製品完成時

およびその前段階での検査を自動で行う機械を、設計・製造している。主要取引先は、オフ

ィス機器メーカーや重電メーカーなどである。 

リーマンショックや円高以降もＸＦ社の受注は減ってはいないものの、多くのメーカーが

工場のラインを海外に移転させているため、国内での検査機器の発注は確実に減る傾向にあ

る。そこでＸＦ社では近年、開発・製造の仕事のほかに、納品した機械や他社製品のメンテ

ナンスに関しても、顧客に提案を行っている。その他、経営上の取組みとして進めているの

は、既存の主力製品の強化、製品開発、財務部門の強化、生産管理の改善などである。 

 

２．従業員の状況と採用活動 

 

現在は技術者 10 人、技能者 9 人、子会社からの女性派遣社員が 19 人働いている。派遣社

員は主に電話対応などをしている。 

 新規学卒者は 2008～2010 年にかけて募集していない。かつては、工業高校以上の学歴の人

を募集していたが、応募者の中に求めているレベルの人材が現れないので募集をやめてしま

った。仕事に対する意欲のある応募者を求めていたが、そうした人がなかなか応募してこな

かった。 

一方、中途採用者は 2008～2010 年にかけて 6 人採用している。採用しているのは同業他

社で働いた経験のある人や中高年の熟練労働者のほか、同業での就業経験がない人も採用し

ている。採用にあたっては、専門的知識・技術があるかと言った点、これまでの職歴、企画

力の有無、転職回数の少なさなどに注目しており、なかでも電機関連のメーカーに勤務して

いたかどうかを重視している。こうしたメーカーでの経験年数としては、大卒で 3～5 年くら

いが望ましいと考えている。募集のルートはハローワークと、取引先からの紹介で、ハロー

ワーク経由だと、応募してくるのは 30～40 歳代前半の人が多い。 

正社員の定着を高めるための取組みとして、社員の家庭生活に配慮するようにしている。 

 

                                                
1 本ケースレコードは、2010 年 11 月 8 日にＸＦ社において実施したインタビュー調査の内容に基づいて作成し

ている。 
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３．育成・能力開発の取組み 

 

（１）事業を進めていく上で必要となる人材 

設計と製造の両分野の知識や経験を基に、顧客のニーズに適切に対応していくことができ

るというのが自社の強みであるとＸＦ社では考えている。ＸＦ社と同様の分野で活動してい

る大手のメーカーの設計担当者は、設計に関する知識はあっても製造に関する知識や経験が

乏しく、顧客のニーズに応えるためのアイディアをどのように形にしていくかを提案するこ

とがなかなかできない。一方、製造に関しての知識や経験も持っていた技術者はリストラや

定年退職などでいなくなっている。こうした大手メーカーの状況を念頭に置いて、ＸＦ社で

は、顧客とのこれまでの付き合いによって得た、量産ラインに関する総合的な知識（設計及

び製造に関する知識）を提供できることが強みであり、今後も維持・強化していく方針であ

る。 

したがって、ＸＦ社で「一人前」と見なされるのは、製造・設計に関する知識・経験をあ

る程度身につけ、顧客から見て「この人に相談すれば着実に対応してくれて大丈夫だ」とい

った人材である。このレベルに達するまでは大体 5 年くらいかかるとＸＦ社では見ている。 

 

（２）職場での取組み 

教育訓練・能力開発については、基本的に従業員に任せている。新しく入社した従業員に

は仕事をやりたいようにやらせており、仕事のやり方や必要となる技術的知識などを会社か

ら教える事は全くやっていない。長くかかる人だと仕事でそれなりの成果を出せるようにな

るのに 2 年近くかかったりするが、ＸＦ社では人から教えられても技術は身に付かないと考

えている。また、ＸＦ社の携わる製品分野は、必要とされる技術の入れ替わりが激しく、長

く仕事で成果を上げ続けるためには、従業員各自が自分で率先して技術を習得していく姿勢

を持っていなければ難しいと考えるためでもある。 

機能しない組織やチームを作ってしまうと会社の弱みになってしまうという方針からＸ

Ｆ社の技術者は各自バラバラで仕事をしている。したがって職場で日常的に上司や先輩が後

輩を指導するといった事もさほど行われていない。技術者にチームリーダーなどをやらせて

しまうと人の面倒をみるのが仕事になり、技術者本来の仕事ができなくなるといった社長の

考えも背景にある。ただ、技術者がある程度集まって、各自が思っていることや興味を持っ

ている技術について話をするディスカッションなどは、仕事の進捗に余裕があるときなどに

随時行われている。 

 

（３）社外の教育訓練機会、職業資格の活用 

従業員が講習等を受けたいと言えば、時間のやりくりは従業員に任せた上で、受講・宿泊

などの費用を会社で負担している。こうした機会は会社全体で年に 2～3 回である。 
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また、設計担当の技術者のうち、「仕事ができる」、「これから伸びる見込みがある」と会

社の側で見定めた技術者を、設計で用いるソフトの販売店が主催する講習会などに派遣し、

ソフトの扱い方などを習得させることがある。さらに、最終組立てを行う製造ラインの担当

者については、接客やリーダーシップ養成の研修などを受けさせている。 

近辺の商工会議所の主催する研修は、リーダー研修などについては充実しているが、技術

関係の研修は質量ともに不足している。また、ソフトの販売店が主催している講習会は、専

門的なものになると期間 2～3 日で安くても受講料が 10～20 万と、非常に費用がかかる。 

ＸＦ社の技術職が仕事をする上でとりわけ必要な資格はない。ただ、会社としては公的資

格等の取得を奨励はしている。また、ＸＦ社の属する業界で通用するような企業横断的な職

業能力評価制度については、特に作る必要がないと感じている。 
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電気機械器具製造 ＸＧ社1 

 

 

１．企業・事業の概要 

 

ＸＧ社は現在の社長が 1967 年に独立開業した東京都の会社で、本社を含め 2 つの事業所

を設けて、事業を展開している。主要事業は、工業用ガス漏れ検知・警報機の製造である。

ＸＧ社の製造しているガス漏れ検知・警報機は、石油関連の会社や IC（＝トランジスタ、抵

抗、コンデンサ、ダイオードなどの素子を集めて基板の上に装着し、各種の機能を持たせた

電子回路）の製造工場などで使われるもので、小型のものでも 6 キロほどある。ＸＧ社は設

立当初から現在まで自社の近辺にある計測器メーカーとのみ取引を行っている。このメーカ

ーはＸＧ社の資本のうち約 20％を出資する株主でもある2。 

競合相手は国内の同様の製品を作っているメーカーで、海外メーカーとは競合していない。

ここ数年は、製品の品質をめぐる競争が激しくなるとともに、製品価格の低下が徐々に起こ

っていると感じている。こうした中でＸＧ社は、既存の主力製品の強化、取り扱う製品の拡

大、自動化・省力化投資、高度化・高品質化のための設備投資、生産管理の改善、要員管理

の見直しなどに取り組んでいる。 

 

２．従業員の状況 

 

近年の従業員は 25～26 人で推移している、そのうち、製造部門で直接ものの製造を担当

している技能者は 15～16 人である。 

ＸＧ社が製造している検知・警報器は 20 種類ほどで、製造にあたってある機種は手でハ

ンダ付けを行うのに対し、別の機種は機械でハンダ付けを行うと言った具合に、機種ごとで

製造工程の作業内容がかなり異なっている。ＸＧ社は技能者を 3 つのグループに分けており、

それぞれのグループに異なる製品群の製造を担当させている。各グループでは、ＸＧ社の係

長・主任がリーダーとして業務管理を行い、3 人のリーダーの上に 3 つのグループを束ねる

管理職として課長がいる。 

 

３．採用活動 

 

2008～2010 年にかけてＸＧ社では 9 人の新卒者を正社員として採用している。募集はハロ

                                                
1
 本ケースレコードは、2010 年 12 月 2 日にＸＧ社において実施したインタビュー調査の内容に基づいて作成し

ている。 
2 設立当初のこのメーカーによる出資比率は 50％で、残る 50％をＸＧ社が出資していた。 
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ーワークと高校への広報を通じて行っており、高卒者を新卒採用することが多い。以前は募

集を行っても応募者が少なかったが、ここ数年では、多くの応募者が来るようになった。 

正社員の採用にあたって重視しているのは、仕事に対する意欲、一般常識の有無、職場に

馴染めるかどうかと言った点である。できれば工業高校卒業者が多く応募してくれる事が望

ましいと会社では考えているが、ＸＧ社の製造現場での作業は、さほど難しい技能や経験を

必要としないので、求人情報は工業高校に限らず普通科高校にも出している。 

また、ＸＧ社ではかつては課長・係長クラスの人の補充を中途採用で行っていたが、現在

は欠員が出ていないので、中途採用の募集はここ数年行っていない。 

正社員の定着を高めるためＸＧ社が配慮しているのは、賃金水準や福利厚生、職場の人間

関係を良くすると言った点である。 

 

４．育成・能力開発の取組み 

 

（１）職場での取組み 

ＸＧ社の製造現場で求められる技能・知識は、組立・調整の技能、自動機の段取り替えを

する技能、品質管理や検査の知識・技能である。従業員各自の能力によるが、こうした技能・

知識は、1 年ほどＸＧ社での仕事を経験すれば一通り身につけることができる。さらに技能

レベルをあげて、先輩や上司の大まかな指示で仕事ができるようになれば技能職としては「一

人前」とＸＧ社では捉えている。一人前のレベルに達するのに必要な経験年数をＸＧ社では

大体 3 年程度であると見ている。 

従業員の技能習得を目的として、職場でとりたてて積極的に進めている取組みはない。従

業員は、基本的には職場で仕事をしながら、上司や先輩の仕事を見ながらと技能習得をして

いく。会社としては 5S（整理・整頓・清潔・清掃・躾）の遵守を事ある毎に呼び掛けている 

 

（２）社外の教育訓練機会、職業資格の活用 

取引先が行うハンダづけの技能認定講習会（1～2 日）に従業員を派遣している。この講習

会の最後に行われる試験に合格すると、取引先によるハンダづけの技能認定を取得すること

ができる。講習会の参加費は無料で、ＸＧ社の技能者はほとんど全員がこの技能認定を取得

している。なお、この技能認定を取得したことは、従業員各自の処遇には反映されない。ま

た、この技能認定以外にＸＧ社で従業員に取得を義務付けたり、奨励したりしている職業資

格はない。 

ＸＧ社の属する業界あるいは携わっている製品分野に関して、企業横断的な職業能力評価

制度ができれば、①従業員の能力向上が期待できる、②従業員の意識が高まる、③従業員の

社会的ステータスが高まる、④従業員の能力水準がわかる、⑤中途採用を行う際に応募者の

能力を判断する指標になる、⑥従業員が再就職を行う際にそうした評価を受けている事が有
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利に働く、といった利用価値はあると考えている。 

ハンダづけの技能さえ習得していれば、その他に社外の機関に行ってまで取得しなければ

ならないような技能・知識はないとＸＧ社では感じており、上記の講習会以外に社外の研修

やセミナーに従業員を派遣することは行っていない。 
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非鉄金属 ＸＨ社1 

 

 

１．企業・事業の概要 

 

ＸＨ社は 1945 年に創設された会社である。愛知県に本社を置き、本社を含め 2 つの事業

所を設けて事業を展開している。主に携わっているのは、自動車部品の金属熱処理加工（焼

入れ、焼きなまし）である。自動車部品のメーカーから受注し、自動車部品全般の加工を行

っている。自動車部品以外の加工はほとんど行っていない。製品のロット数は多く、1 ロッ

トあたり数万個の製造を行うこともある。 

ＸＨ社の同業者は東海地域だけでも 63 社あり、これら国内の同業他社が競合相手である。

海外でも同様の熱処理加工を行っている業者はあるが、海外の熱処理加工業者は海外のメー

カーとの取引が中心であり、かつ、加工した製品を輸入する際の費用が高くかかるため、競

合相手になりにくい。また、製品の精度・品質の点についても、海外の業者はまだ日本企業

と取引をする水準に達していないように思われる。 

ここ数年のＸＨ社を取り巻く環境の変化については、製品の価格が下がるとともに製品の

品質をめぐる競争が激しくなっていると感じている。そんな中で、ＸＨ社で取り組んできて

いるのは、既存の製品・サービスの充実、受注する業務の種類の拡大、研究開発の強化、営

業強化、動化・省力化投資、高精度・高品質化のための設備投資、財務体質の強化、生産管

理の改善、人件費・要員管理の見直しなどである。 

海外で営業、購買などの活動はしておらず、今のところその予定もない。 

 

２．従業員の状況 

 

調査時点の従業員は約 60 人で、2 か所ある事業所のうち、本社事業所に勤務しているのは

約 20 人である。正社員のうち、事務を担当するのが 8 人で、検査を担当するのが約 10 人、

品質管理を担当するのが 3 人で、残りの約 30 人の正社員が現場で製造に携わる。製造現場に

女性社員はいない。また派遣社員が 6 人、製造現場で働いている。派遣社員は品質管理には

関わっていない。 

熱処理作業を行う製造現場は 5 か所あり、各現場に約 5～6 人ずつの人員が配属され、作

業標準（品番、材料、工程、条件などを指定したもの）に従ってリーダーが監督して作業を

行う。このリーダーが生産管理や作業の段取りを担当している。 

ＸＨ社の熱処理作業の現場には、メッシュベルトを使って作業するラインと、バッチ型の

                                            
1
本ケースレコードは、2010 年 12 月 1 日にＸＨ社において実施したインタビュー調査と、その際に入手した資料、

およびホームページなどから収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
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作業ラインがあり、いずれも 24 時間稼動である。バッチ型のラインは、夜間は無人になるが、

ベルト側は 2 交代制の有人作業である。そのため、ベルトの生産ラインに配属される人員の

方が多い。 

 

３．採用活動 

 

2008～2010 年にかけて、7 人の新卒正社員の採用を行っている。毎年 2～3 人は新卒採用

を行っており、高卒者の採用が中心である。募集は、ハローワークや学校を通じて行ってお

り、工業高校の卒業生に限らず普通科高校などの卒業生も募集対象としている。 

もっとも本社事業所がある地域は新卒採用が難しく、ここでの採用はほとんどが中途採用

である。逆に、もう 1 つの事業所のほうは新卒採用が多い。中途採用者は 2008～2010 年にか

けて 4 人採用している。 

正社員の採用にあたって重視しているのは、一般常識があるかどうかと言った点や、年齢、

家族構成などである。中途採用の際にも、これまでに製造業の経験があるかどうかは特に問

題としない。しかし、フォークリフトの資格をすでに持っている人などが多く応募してくる

印象がある。 

リーマンショック以降、募集する人員の数は減らしているが、募集をすると多くの人が応

募してくるようになっている 

 

４．育成・能力開発の取組み 

 

（１）職場での取組み 

新しく採用した従業員には、担当予定の業務の内容に関わらず、全員最初は製造現場を経

験してもらう。 

ＸＨ社で働く技能職にとって必要な知識・技能は、設備の保全や改善に関する知識・技能、

品質管理や検査の知識・技能、単独で多工程を処理する技能、計測システムのオペレーショ

ンであると考えている。製造現場での仕事の覚え方は、やさしい仕事から難しい仕事と経験

しながら、それぞれの仕事に従事している先輩の仕事を見て覚えていくという方法である。

作業自体はほとんどが機械化されているので、マニュアルを見ながらやればそれほど難しい

ものではない。 

しかし、機械にトラブル（温度計やセンサーの故障など）が起きた時に判断・対応できる

かどうかが重要なスキルで、製造現場のリーダーになるにはこうしたスキルを覚えなければ

いけない。これらのトラブルの対処は知識と経験がなければできないので、マニュアル化が

難しい。だいたい 2～3 年ほどの勤務経験で、トラブル対処のスキルまで一通り覚えて製造現

場のリーダーになることができる。 

－285－



（２）社外の教育訓練機会の活用、資格の取得など 

ＸＥ社は中部地域の業界団体に加盟しており、その団体が人材育成事業として実施してい

る研修やセミナー、あるいは熱処理加工の技能検定、危険物取扱い資格、フォークリフトの

運転免許などといった資格を取得するための講習会に、従業員を参加させている。講習への

参加費用は会社で負担するようにしている。 

加盟する業界団体が人材育成事業として実施しているのは、「熱処理入門塾」、「技能検定

準備講習会」、「金属熱処理チャレンジャー講座」、「中堅技術者養成講座」などの講座で、Ｘ

Ｅ社では主に品質管理を担当させる従業員の育成を目的として、これらの講座を活用してき

ている。 

従業員の資格取得状況が受注にも影響するため、従業員に技能取得を奨励しており、上述

のように取得のための講習会などに派遣したりしている。技能検定 3 級はほとんどの従業員

が取得しており、工業高校出身の従業員は全員が危険物取扱資格を持っている。 

ＸＨ社が所属する業界で企業横断的な職業能力評価制度ができれば、①従業員の意識が高

まる、②中途採用を行う際に応募者の能力を判断する指標になる、といった利用価値がある

と考えている。 

 

（３）育成・能力開発における課題 

従業員の育成・能力開発に関して課題として感じているのは、従業員が忙しすぎて教育訓

練を受ける時間がない点である 
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金属製品製造 ＸＩ社1 

 

 

１．企業・事業の概要 

 

ＸＩ社は 1947 年に創業された、愛知県に本社をおく会社である。携わっているのは、自

動車および航空宇宙関連のゲージ（＝計測用の工具）、金型部品、試作品の製造で、受注の大

半はゲージ製造である。ゲージの中でも受注が多いのは、「総合検査具」と呼ばれる部品の複

数箇所を一度に測定するために用いる検査具である。 

顧客は、初代社長が大手重電メーカーの出身だったため、かつてはそこからの受注がかな

りの割合を占めていたが、現在は受注額全体の 2 割程度である。現在の顧客は、このメーカ

ーをはじめ、重電メーカー、自動車関連メーカー、工作機器メーカー、金属製品メーカーな

ど多岐にわたり、約 150 社ほどである。製品に求められる精度は、大体誤差±0.01 ミリ程度

が許容範囲であるが、とりわけ高精度が求められる製品では、誤差の許容範囲が±0.003～

0.005 ミリ程度となる。 

ここ数年、ＸＩ社の取り扱っている製品の市場では、品質をめぐる競争が激しくなってい

るとともに、価格が徐々に低下してきていると感じている。価格が低下する理由は、①加工

する機械設備の改善により生産コストが低下し、下がる、②海外メーカーとの競争により下

がる、③仕事量がないために、競合相手との「価格のたたき合い」になって下がる、の 3 つ

の理由からで、2008 年秋のリーマン・ショック以降は③の要因が強くなっているのではない

かとＸＩ社では見ている。 

現在の競合相手は国内メーカーである。ただ、近年、誤差許容範囲の要件がさほど厳しく

ない製品の受注が少なくなりつつあり、海外メーカーが進出しつつあるのではないかと感じ

ている。 

 

２．従業員の状況と生産体制 

 

 現在（2010 年 11 月）、ＸＩ社の従業員数は 38 人、うち正社員は 33 人、非正社員は 5 人で

ある。 

製品の製造にあたっては、製品の図面が顧客から CAD データとして送られてくるケース

と、顧客からは製品の仕様などが伝えられてＸＩ社のほうで図面も作成するケースがある。

ＸＩ社で図面の作成を担当しているのは 3 人で、うち 1 人は測定業務を兼務している。 

製造現場で実際にものの製造に携わっているのは約 15 人、うち 3 人は生産管理も担当し

                                                
1本ケースレコードは、2010 年 11 月 30 日にＸＩ社において実施したインタビュー調査と、ホームページなどか

ら収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
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ている。そのほかの業務の担当者数は、営業が 5～6 人、事務・運搬等が 5 人程度である。生

産管理を行っているのは、製造現場に設けている 3 つのグループのそれぞれのリーダーで、

彼らは製造工程の段取りを考えたり、進捗管理を行ったりといった生産管理にあたる仕事が

7 割、残り 3 割が現場での加工作業と言った感じで働いている。リーダーは、製造現場で働

く従業員の中から、管理能力や年齢、人望などを加味して選んでおり、いずれも 40 歳代後半

から 50 歳代のベテラン従業員である。 

製造現場では各従業員が、それぞれの工程における作業を行うための 1 台の機械を常に使

い続ける状態で作業を行っている。どの機械の担当者に作業を割り振るかは、生産管理を担

当するリーダーが決定する。 

材料からの切出しや、製造工程の前半部にあたる加工作業は外注している。ＸＩ社で行っ

ているのは、製造工程の後半にあたる細かい加工作業や仕上げ、および検査である。 

 

３．採用活動 

 

１年に１人ずつ新卒採用していくと、従業員数 40～50 人の企業が技能継承しながら事業

を続けていくのにちょうどよいと考え、10 年間ほど新卒採用を続けてきた。しかし、リーマ

ン・ショックの際に人員過剰気味となったので、近年は新卒採用を止めている。 

また、１年に１人ずつの新卒採用を始める前は、しばらく新卒採用を行っていない期間が

続いていたので、新卒者として採用しなかった年齢層を埋めるよう、新卒採用と並行して中

途採用も行ってきている。 

正社員を募集するルートは、新卒採用・中途採用ともにハローワーク経由である。新卒採

用の場合も学校に直接募集を出すことは行っていない。新卒採用は、製造現場の担当者を採

用する場合には主に工業高校の出身者を、事務担当の女性従業員を採用する場合は商業高校

の出身者を採用している。 

中途採用の募集には、ＸＩ社に 30 分程度で通勤できる圏域に住んでいる人が主に応募地

てくる。中途採用者の選考にあたっては、上述したようにＸＩ社従業員の年齢構成を考慮す

るほか、機械・金属関連の製造現場で仕事をした経験を重視する。ＸＩ社の製造現場では細

かい加工作業を行っており、こうした作業がこなせるためには数年程度の作業経験があった

ほうがいいと考えているからである。採用は、実技テストと一般常識・性格テスト、面接の

結果を踏まえて決める。中途採用者は採用後、生産管理から製造現場まで、不足している（あ

るいは、現在の従業員の退職が近いなどで、不足しそうな）部署・工程を補充する形で配属

する。一旦配属が決まったら、特段の理由がない限りその配属先から異動することはない。 

現在の従業員の定着については、新卒採用者の定着は比較的良く、中途採用者のほうがや

や定着が悪いと感じている。正社員の定着を高めるため、ＸＩ社は賃金水準の向上や従業員

の能力を反映した処遇の実施、会社の経営方針の伝達、職場の人間関係を良くすること、快
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適な職場環境の提供、社員の家庭生活への配慮と言った点に努めている。 

 

４．育成・能力開発の取組み 

（１）職場での取組み 

 製造現場での育成・能力開発は OJT が中心となる。新しくＸＩ社に入社し、製造現場に配

属された従業員に対しては、仕事の内容を吟味してやさしい仕事から難しい仕事へと経験さ

せながら、徐々に仕事を覚えてもらい、技能レベルをあげてもらうようにしている。 

ＸＩ社の製造現場で「一人前」と言える技能レベルは、製品の製造作業を先輩に質問する

ことなくこなすことができ、さらには不良品の発生や機械の不具合などを未然に防いだり、

そうしたことが生じた場合に 1 人で対応できたりするレベルである。こうしたレベルに到達

するには大体 10 年くらいの作業経験が必要であり、現在「一人前」レベルであるのは製造現

場で働く従業員の半分ほどとＸＩ社では見ている。 

現場での技能の習得にあたっては、いつまでも先輩からの補助や教えが受けられると言っ

た心持ちは妨げとなり、これから先は自分がずっとその作業を担当するという意気込みが必

要であると、ＸＩ社は考えている。そのためＸＩ社では、製造現場の担当者として非正社員

や派遣社員を活用することは一切行っていない。 

また、ＸＩ社では小集団活動など、従業員が自発的に考えて活動する仕組みを作り、積極

的に進めていこうと考えている。製造現場の従業員が年間の活動方針を自分たちで話し合っ

て決めると言った活動を繰り広げていく事で、彼らが加工技術だけでなく、コミュニケーシ

ョン能力やリーダーシップなど、集団で働くうえで必要な能力を身につけていくことがねら

いである。 

社内の能力評価基準もより具体的な項目に裏付けられた、わかりやすいものとした。ただ、

いままでのところ、この能力評価基準が単に給与や賞与を決めるための尺度として従業員に

理解されているきらいがあり、評価結果をさらなる能力開発につなげていこうという動きが

ないと、会社としては見ている。 

 

（２）社外の教育訓練機関、職業資格の活用 

ＸＩ社が社外の教育訓練機関に従業員を派遣する目的は、製造に関わる技術・技能のレベ

ル向上よりは、従業員の人間形成にある。したがって中堅社員教育やリーダー教育などに従

業員を派遣することが多い。取引銀行経由やダイレクトメールなどで研修やセミナーに関す

る情報が会社に来たら、人間形成につながるような研修・セミナーを会社側で選択した上で

従業員に回覧し、参加を希望する従業員は全員参加させるようにしている。参加費は会社側

が負担する。多いときには年間でのべ 10 数人を参加させることもあるが、そうした研修やセ

ミナーへの参加があまり役にたっているようには思えない。 

会社で使用する機械のメーカーなどが開催するセミナーは、新しい機器を導入する際には
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従業員に受講させる。しかし、メーカーでの講習は入門的な内容なので、機器をどのように

使いこなしていくかは、製造現場で磨き上げていくしかないと感じている。 

従業員が仕事をする上で必要であると感じている業務独占資格（取得していないと仕事が

できない資格）その他の職業資格は特にはない。ただ、ＸＩ社の属する業界などで企業横断

的な職業能力評価制度ができれば、①従業員の能力向上が期待できる、②従業員の意識が高

まる、③顧客や発注者に対して従業員の職業能力をアピールできる、④従業員の能力水準が

わかる、⑤企業が行う職業能力評価の客観化に役立つ、⑥中途採用を行う際に応募者の能力

を判断する指標になる、といった利用価値はあると考えている。 

 

（３）育成・能力開発に関して課題と感じている事 

ＸＩ社が従業員の育成・能力開発を進める上で課題に感じているのは、第一に従業員に必

要な能力を明らかにすることが難しい、第二に従業員のやる気が乏しい、第三に従業員が忙

しすぎて教育訓練を受ける時間がない、第四に上司や部下、先輩・後輩の間でのコミュニケ

ーションがうまく取れていない、第五に適切な内容やレベルの研修コースを設けている教育

訓練機関がない、第六に社外の教育訓練機関を使うのにコストがかかりすぎる、第七に教育

訓練に関わる国の助成金の申請手続きの方法がわからないといった点である。 

 

（４）ものづくりに関する人材の確保・育成に関する社会的・政策的取組みについて 

今の若い工業高校の卒業生は、別にものづくりが好きだというわけではない。先生に言わ

れて進学したという感じで、卒業して企業の求人に応募してくる学生は成績も下の方である。

高校で学んだものづくりに関する知識や技術も、会社で仕事をしていく上で役には立たない。

もっとも仕事に関わる知識や技術は、1 年も仕事をしていれば習得できるので、高校では常

識や社会的な礼儀など、社会に出て恥ずかしくないような人間を育てることに重点を置くべ

きではないかと考える。 

また企業での人材育成・能力開発に対する助成は、Off-JT に対するものは多いが、OJT に

対するものはほとんどない。Off-JT に対する助成はむしろ種類が多すぎて複雑で、中小企業

ではほとんど活用できていない。Off-JT に対する助成についての情報は、中小企業のほうか

ら集めようとしなくても会社のほうに寄せられてくるので、企業が知らずに利用できないと

いうのではなく、時間やコストなど様々な理由から利用したくても利用できないことが多い

だろう。OJT に対して助成を活用できるようになれば、その仕組みを賃金補填に使用する企

業が出てくる懸念はあるものの、進んで活用する企業が今よりも増えるのではないかと思っ

ている。 
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電子回路設計 ＸＪ社1 

 

 

１． 企業・事業の概要 

 

ＸＪ社は 1988 年に現社長が創業した、福岡県に本社をおく会社である。主に携わってい

るのは、LSI（＝多数のトランジスタやダイオード、抵抗、コンデンサなどの電子部品を、一

つの半導体チップに組み込んだ集積回路）の一種である FPGA（＝Field Programmable Gate 

Array）の設計・開発である。FPGA は、プログラムにより回路の書き換えが可能な LSI であ

り、ＸＪ社が開発しているのは、画像処理や光伝送システム（＝光ファイバーに光信号を閉

じ込めて伝送するシステム）で使われる FPGA の設計・開発である。創業当初は、「実装」

とよばれる、一定の機能を実現するためのプログラミング作業を主に行っていたが、次第に

事業の中心が回路開発、システム開発へと移っていった。 

主要取引先は大手 IT 関連企業のグループ会社ＴＦ社である。ＴＦ社とは創業した 1988 年

から取引がある。現社長が川崎で仕事をしていた時期に、ＴＦ社と同じグループの会社から

の仕事を請け負っていた関係で、福岡で創業した際に仕事の依頼があった。ＴＦ社以外の仕

事からの売上は、売上全体の 5％程度である。 

ＴＦ社は通信や画像関係の研究・開発をおこなっており、具体的には、携帯電話端末のフ

ァームウェア（＝ハードウェアの基本的な制御を行うために機器に固定的に搭載されたソフ

トウェア）・ソフトウェア開発や、光伝送システムの開発などをおこなっている。こうした製

品の開発は、ＴＦ社の部門や多くの取引先企業の多分業によっておこなわれており、取引先

企業も LSI、ファームウェア、電子回路などのうち、特定の分野においてＴＦ社から受注を

している。ＸＪ社についてみれば、LSI 分野にあたる FPGA の設計・開発を、ＴＦ社から仕

様を与えられて実施するという形で受注している。納期は 3 カ月から半年と言うケースが多

い。 

ＸＪ社が携わっている FPGA に関しては、ここ数年品質をめぐる競争の激化や、顧客のニ

ーズの多様化、ライフサイクルの短期化、技術革新のスピードの上昇が進んだと感じている。

また、ＴＦ社の仕事をめぐって海外の企業と競合することも出てきている。もっとも、ＴＦ

社は、基本的には海外の企業には実装やテストなど「下流」と呼ばれる工程を任せ、分析や

設定といった「上流」と呼ばれる工程を日本の企業に依頼するといった、外注企業の使い分

けをしているのではないかとＸＪ社では推測する。上流レベルは共同開発の側面もあるので

技術レベルとともに信頼関係や言語の問題も影響しているものと見ている。 

現在は受注の大部分をＴＦ社の仕事が占めており、営業活動はおこなっていない。ただ、

                                                
1
本ケースレコードは、2011 年 2 月 24 日にＸＪ社において実施したインタビュー調査と、ホームページなどから

収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
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プリント基板を制御する LSI の設計を今後予定しており、この業務を始めたらかつてのよう

に営業を行うことも考えている。かつては、ハローワークの求人情報を見て、景気の良さそ

うな企業を探り、その企業に「飛び込み」で電話するといった営業を行っていた。 

独自の製品開発にも力をいれたいと考えており、昨年（2010 年）は、大手光学機器メーカ

ーや製薬メーカーの画像処理システムの LSI 開発を請け負った。光学機器メーカー、製薬メ

ーカーともに工場のラインで用いる検査用の画像システムの開発を依頼してきて、画像処理

の精度とスピードの両立が求められたが、首尾よく開発する事ができた。自社の技術がＴＦ

社以外の仕事でも通用する事を確認できたので、こうした技術によって ASEAN やインドの

市場に進出したいという希望も持っている。 

そのほかＸＪ社では経営の改善に向けて、アウトソーシングやインターネットを活用した

受発注、生産管理・プロジェクト管理の改善などにも取り組んでいる。 

 

２．従業員の状況 

 

現在（2011 年 2 月）の従業員は 29 人、うちＸＪ社の事業所で働いている従業員が 15 人、

ＴＦ社に派遣している従業員が 14 人である。ＴＦ社の派遣は、自社の正社員を派遣する特定

派遣（常用型派遣）の形式で行われている。従業員の平均年齢も、社長や取締役をのぞけば、

30 歳くらいである。全員が裁量労働制で働いている。 

 従業員は全員回路設計やシステム開発を担当する技術者である。ＸＪ社の事務所には、チ

ーフマネジャーが 1 人、プロジェクト・リーダーが 3 人おり、それ以外の技術者がプロジェ

クト・リーダーの下につく形で開発を進めている。 

 開発に携わる人数は様々であり、1 つの設計・開発プロジェクトに 1 人が携わることもあ

れば数人で携わることもあり、最も多いケースで 6 人が携わる。ＴＦ社に派遣されている従

業員は、ＴＦ社のプロジェクトマネジャーの指揮・命令にもとづいて仕事をするのが基本で

あるが、できるだけ自社の人間をプロジェクト・リーダーとする形で仕事ができるようＴＦ

社に依頼している。自社のプロジェクト・リーダーを置く事ができると、プロジェクトの予

算や実際にかかる費用をＸＪ社のほうでコントロールしやすくなり、収益を上げやすくなる

からである。こうした形でＴＦ社から仕事を任されることは次第に増えてきている。 

 

３．採用活動 

 

採用は中途採用を中心としており、2008～2010 年にかけて中途採用で 9 人正社員を採用し

ているのに対し、新卒採用は行っていない。募集はもっぱらハローワーク経由で行っている。 

正社員の採用にあたって重視しているのは、一般常識があるかどうかと言った点や学歴、

年齢、職場に馴染めるかどうかと言った点、転職回数の少なさなどである。システムや回路
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を設計・開発した経験の有無や学校での専攻などは問わない。年齢は、経験や知識のない場

合に仕事を教える事を踏まえると 30 歳くらいが上限ではないかとＸＪ社では考えている。実

際、ほとんどの採用者は、入社時、システム開発や回路設計についての知識をほとんど持ち

合わせていない。現在の正社員の中には、金融業界で先物取引に従事していた、薬の営業に

従事していたと言った人がいる。かつて新卒で採用した従業員の中にも電気・電子関係の学

部・学科の卒業生はいない。 

専門不問で文系の人材も採用し始めたのは、理工系学部出身の人材をほとんど採用できな

かったことが大きな理由である。近辺の大学に募集を出した時も、理工系学部の学生には見

向きもされなかった。また、かつて工学部の電子工学科の人を採用した際、仕事に必要な部

分について何も知らないことがわかり、理工系学部出身の人材でなくてもよいのではないか

と思ったことも理由の 1 つである。文系の学部の出身者でもＸＪ社での業務を 3 年も経験す

ると、一通りの仕事はできるようになる。設計・開発の現場では大学で学ぶ方法とは、異な

る方法で業務を進めていくことも多く、大学で生半可に学んでいるとかえって仕事に関する

理解や仕事の進捗が遅くなる可能性がある。 

正社員の定着を高めるため、ＸＪ社では賃金水準の向上や従業員の能力を反映した処遇の

実施、会社の経営方針の伝達、職場の人間関係を良くすること、快適な職場環境の提供、福

利厚生の充実、能力開発・教育訓練の充実と言った点に配慮している。 

 

４．育成・能力開発の取組み 

 

（１）職場での取組み 

ＸＪ社が自社で働く技術職にとって必要な知識・能力と考えているのは、システム開発、

回路設計の技術に関する高度な専門知識と、それらを基に新たなシステムや回路を生み出す

ことができるような能力である。 

 ソフトウェアの言語とは違い、集積回路の動作を記述するためのプログラミング言語であ

る「ハードウェア記述言語（HDL）」を習得するのはさほど難しくなく、時間もかからない。

むしろ、その前の段階である仕様の検討ができるようになることが、ＸＪ社の業務において

はより重要である。ＴＦ社からくる仕様書は 2～3 行のみの非常に簡略な内容であることもあ

り、こうしたものも含めて仕様をどのように回路やシステムの形にしていくのかを検討し、

実際に設計していくのが難しい。 

仕様の検討は現在プロジェクト・リーダーが行っており、このレベルの仕事を 1 人ででき

るようになれば、ＸＪ社では「一人前」と見なされる。一人前になるには大体 5 年位の経験

年数が必要と考えている。 

職場では、指導者を決めての育成・能力開発や、作業標準書・マニュアルの活用、仕事の

内容を吟味してやさしい仕事から難しい仕事へと経験させると言った方法を通じて、従業員
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の技術習得をはかっている。また、ＸＪ社は現社長が 10 年以上かけて作成してきた独自の導

入教育プログラムがあり、内定後のインターン期間に新しく入社する予定の人に受けさせて

いる。この導入プログラムを経験させることで、各人がどのようなスキルや感覚を持ってお

り、この先ＸＪ社での仕事をできるようになるかと言った点を大体把握することができると

ＸＪ社では考えている。 

ＸＪ社独自の導入教育プログラムとは、入社予定者にデジタル時計を作らせるというもの

である。このプログラムでは、まず実際に入社予定者に回路を設計・構成させ、次にその回

路の設計・構成を HDL で記述させる。ＸＪ社の業務では、実際に作動している回路を取り扱

う機会はほとんどないが、回路の作動状況を念頭に置きながら設計・構成するという基本を

身につけさせるために行わせている。なおこの導入教育プログラムで必要となる HDL の知識

は、ＸＪ社の従業員が入社予定者に個別に教えている。最後に、書かれた仕様のチェックを

して仕様に関する理解度を確かめたあと、シミュレーターによって動作確認をさせる。この

導入教育の期間は、一連のプロセスを早く終えられる人で大体 2 か月程度である。 

そのほかの職場における育成・能力開発の取組みとして、2 か月に 1 回、ＴＦ社に派遣さ

れている従業員が、自分の仕事内容や経験・技術などを、他の従業員に伝える機会を設けて

いる。この場にはＴＦ社の従業員も参加している。 

 

（２）社外の教育訓練機会、職業資格の活用 

自社の従業員がＴＦ社でプロジェクトマネジャーを担当する際には、ＴＦ社の研修を受け

ることになる。その他に、福岡県が年に 4 回ほど開催している C 言語のセミナーに従業員を

派遣している。派遣の目的は、社内での仕事や作業をスムーズに進める上で必要な専門知識

の習得である。 

ＸＪ社が事業所を設けている施設の近くにある LSI 開発に関わる県のセンターでは、人材

育成支援、研究開発・事業展開支援、交流・連携による新事業促進などが積極的に行われて

いる。ただ、このセンターで開講されている回路開発やシステム開発に関連する研修・セミ

ナーはレベルが高くないと感じており、従業員に受講させたことはない。 

ＸＪ社の仕事に関わる適切な職業資格・検定はないと感じており、従業員に取得を義務付

けたり、奨励したりしている資格は特にない。また、今後、ＸＪ社の業務に関連する企業横

断的な職業能力評価制度を作る必要もないと考えている。 

 

（３）今後の育成・能力開発の方針 

現在、自社で行っている OJT や Off-JT に関しては非常にうまくいっていると評価してお

り、能力開発・育成に関することで、課題として感じている事は特にない。 

今後についてＸＪ社はファームウェアの設計・開発に力を入れていきたいと考えている。

ソフトウェア、ファームウェア関連の売上は上がっているが、ハードウェア関連の売り上げ
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はゆるやかに下がってきているためである。そのため、従業員をソフトウェア、ファームウ

ェア、ハードウェアのいずれの仕事もこなせるように育てていきたいと思っている。 
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プラスチック製品製造 ＸＫ社1 

 

 

１．企業・事業の概要 

 

ＸＫ社は 1986 年に現在の社長が開業した、福岡県に本社をおく会社である。元々は鉄工

所であったが、大手化学メーカーの協力を得て、射出成型を始めた。開業後約 5 年間は、射

出成型に関する技術やノウハウについてこの大手化学メーカーからの指導・協力を受けてき

た。   

この指導・協力を受けてきた 5 年間が終わる頃、バブルがはじけた。それまでは大手化学

メーカーに頼っていてＸＫ社独自の営業は行っていなかったが、バブルがはじけてから受注

が減ってきたため、顧客開拓をはじめ、現在（2011 年 3 月）も取引がある住宅設備機器のメ

ーカーＯ社など、次第に新しい取引先が増やしていった。その後ＸＫ社の近辺に大手自動車

メーカーの工場が進出してきてからは、自動車関連部品製造の受注が増えている。 

現在の売上高においては、自動車関連部品が約 8 割、Ｏ社から受注している住宅設備関連

の部品が約 2 割を占める。顧客は九州の企業が多く、その他には広島の企業や、遠いところ

では浜松の企業もある。自動車関連部品では、外装用の部品（ダッシュボード、ドア、シー

ト部品、ワイパーなど）の製造が多い。最近の自動車外装用部品は、一体化していて大きい

ものが多いが、あまりに大きいものはＸＫ社の設備の問題で受注していない。Ｏ社に納入し

ているのはシャワー関連の製品である。 

ここ数年は、製品の品質をめぐる競争の激化や、製品価格の低下が進み、技術革新のスピ

ードが上昇したと感じている。そうした中、Ｋ社で取り組んできているのは、自動化・省力

化投資や、財務体質の強化、生産管理の改善、人件費・要員管理の見直しなどである。主な

競争相手は国内のメーカーで、海外のメーカーではない。 

 

２．生産体制 

 

受注して顧客から図面をもらい、そこから金型を作って、プラスチックで射出成型（量産）

できるようにし、納品するまでは最低でも半年から 8 ヶ月はかかる。受注してから金型を作

るまでの過程は、顧客からもらった図面データを基に、金型の製造を依頼する業者と顧客と

ＸＫ社との間で繰り返し打ち合わせをしながら進められていく。 

現在、金型の製造を依頼しているのは、広島・大阪・東京などにある金型メーカーである。

将来的には中国や韓国の金型メーカーを利用することも考えている。現在も依頼している日

                                            
1本ケースレコードは、2011 年 3 月 1 日にＸＫ社において実施したインタビュー調査の内容に基づいて作成して

いる。 
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本の金型メーカーに依頼した場合に、そのメーカーがさらに中国や韓国のメーカーに依頼し

て金型を製造している事があるので、今後は日本メーカーを間に挟むことなく直接交渉する

ことを検討している。中国・韓国の金型メーカーに製造を依頼すると、日本で製造する場合

とはまったく金額が違う。今は日本国内で金型を製造していると採算が合わない。ただし、

中国・韓国で製造される金型はバリが出やすいなど、品質の面でまだ日本の金型に及ばない

点がある。とはいえ、そうした品質面やメンテナンスのことを考えても、中国・韓国の金型

を購入して日本で仕上げをする方が安く、手間もかからない。 

現在（2011 年 3 月）は 12 台の射出機を 3 交代制で 24 時間フル稼働している。一人当たり

2～3 台の機械を担当することがある。一度に現場にいる従業員は、管理担当の従業員も含め

て 10 人程度である。金型の交換をする人、製品を運搬する人、リーダーという役割分担で、

金型の交換を担当する従業員は、経験者を固定して配置している。また、ＸＫ社ではトヨタ

生産方式の導入し、製品は必要なものを必要なだけ作るという形にしており、在庫はできる

だけ少なくするようにしている。以前は 4～5 日分の在庫を持っていたが、現在は 2 日分であ

り、いずれは 1.5 日分ぐらいまで在庫ストックを減らしたいと考えている。 

 

３．従業員の状況 

 

ＸＫ社で働いているのは 60 人（2011 年 3 月時点）、この中にはパートタイムの従業員が

13 人、派遣社員が 3 人、および後述する外国人研修生が含まれ、工場長、製造課と検査課の

2 人の課長を除いてほぼ全員が製造現場の仕事に携わっている。従業員の平均年齢は 40 歳前

後で、周辺地域のメーカーに比べると 20 歳代の従業員が多い。 

製造部門は、工場長 1 人、課長 2 人、3 交代のそれぞれのシフトを担当するリーダーが 3

人おり、工場長、課長は製品の設計を担当している。製造現場での機械の調整、メンテナン

ス、段取りなどを行うのはリーダーであるが、ＸＫ社ではこうした作業を担当する従業員が

不足していると感じている。 

 

４．人材確保の取組み 

 

（１）採用活動 

ＸＫ社は 2010 年に 2 人、新卒採用を行っている。1 人は普通科の高校卒、1 人は大学卒で、

大卒者は中国の出身である。募集は北九州市から大分県にいたる地域で主に行っている。最

近は就職難のせいか、募集に対して応募が増えている。 

これまでの採用はほとんど中途採用で、射出成型の作業経験がある人とない人を半々程度

採用している。募集の際、「経験者優遇」として募集を行っているが、実際に経験者が入って

くることは少ない。 
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正社員の採用にあたって重視しているのは、専門的知識・技能の有無、一般常識の有無、

年齢、これまでの職歴、企画力がある事などである。 

 

（２）外国人研修生の受け入れ 

現在、ＸＫ社では中国人の研修生を 9 人受け入れている。外国人の研修生を受け入れてい

るのは、彼らが欠勤せず、戦力としてあてになるというのが大きな理由である。日本人の若

い人を採用しても休んだり、残業したがらなかったり、やめてしまったりする。 

製造した製品の良い・悪いを判断する仕事（「ドアーマン」の仕事）は研修生に任してお

り、ＸＫ社の正社員には、研修生を管理して指導する人材に育って欲しいと考えている。 

 

５．育成・能力開発の取組み 

 

（１）社内での取組み 

ＸＫ社で現場でのいろいろな作業を 1 人でこなすことができる多能工の育成を目指してい

る。また、ＸＫ社の製造現場で働く技能職には、設備の保全や改善のための知識・技能、生

産工程を合理化する知識・技能なども必要であると考えている。 

 製造現場では先輩が後輩をマンツーマンで教えるという形で育成を行っている。また、Ｘ

Ｋ社は、従業員のスキルに関して社内認定制度を設けている。認定は、各従業員についてど

んな製品の製造を任せる事ができるかというかたちで行っており、認定の結果は、昇給やボ

ーナスの判定時の材料とすることを通して従業員の処遇へと反映している。 

ＸＫ社では、部下や後輩に指示や助言をしながら仕事をさせられるようになれば、製造現

場で働く技能職としては「一人前」と捉えており、そのレベルに達するのに大体 5 年位の経

験年数が必要と考えている。 

多能工育成は上述のような現場での育成が中心となるが、若い人にはこうした現場での育

成を嫌がる人が多い。ならば、若い人が自主的に集まって勉強したり、社外で行われている

勉強会に参加してくれたりするといいが、そういうことは行われていない。 

 

（２）社外の教育訓練機関の活用 

かつてＸＫ社では新卒採用の社員を、Ｏ社など顧客企業に派遣していた。射出成型の研修

など特定の研修に派遣するというものではなく、顧客企業に依頼して、そこの現場で「修行

をさせてもらう」といった形であった。 

射出成型機のメーカーが行っている講習会にも以前は参加していたが、関東で開催される

など不便が多く、費用もかかった。また、講習を受けてもその効果がでるかどうかは、従業

員本人のやる気に大きく左右されるため、現在は参加させていない。 

現在従業員を派遣しているのは、後述する射出成型の技能検定を取得するのに必要な、実
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技に関する講習である。この講習は近辺の同業者団体（工業会）が主催している。こうした

講習会にはできれば多くの従業員を参加させたいが、１社あたりの派遣人数に制限が設けら

れている。 

 

（３）職業資格の活用 

製造現場の従業員には全員、業務命令で射出成型の技能検定 2 級を取得させている。会社

は 1 回分の受検料を負担し、不合格で再受験の場合は自己負担としている。また、クレーン・

玉掛け資格も必要になることがあり、随時従業員に取得させている。 

 

（４）外部支援制度の活用 

ＸＫ社は福岡県の中小企業センターが主催する「アドバイザー制度」を利用している。こ

の制度は、センターから派遣されるアドバイザーから、業務改善指導（トヨタ方式の導入な

ど）を受けられるというもので、無料で指導を受けられる点がＸＫ社にとって非常にメリッ

トであると感じられた。ＸＫ社に派遣されるアドバイザーの多くは、自動車関連の会社の

OB である。 

アドバイザーは月に 2～3 回、ＸＫ社を訪れ、課長クラスに対し指導を行う。1 回あたりほ

ぼ 1 日かけて指導を行っている。指導を受けた課長がＸＫ社の現場の従業員に指導をすると

いう流れで、ＸＫ社はこの制度を活用する事で、貴重な従業員の育成機会を得ていると考え

ている。こうした支援事業は往々にして期間が短いのがネックであるが、ＸＫ社が活用して

いるアドバイザー制度は定められた期限がなく、また現場で指導を行ってくれる点が良い。

ただ、アドバイザーがいなくなった時のことを考えるとやや不安はある。 
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金属製品製造 ＸＬ社1 

 

 

１．企業・事業の概要 

 

（１）事業・顧客の概要 

ＸＬ社は 1974 年に現在の社長が開業した会社で、広島県に本社をおく。薄板を材料に、

成形して機械部品を製造する薄板板金加工業に従事している。主に製造しているのは、産業

機械や工作機械の機械カバーやダクトなどである。 

取引先は、1 年に 1、2 回依頼してくる企業から定期的に発注してくる企業まで含めて 50

社ほどある。取引先の約 80％は、ＸＬ社が立地する地域の企業である。取引先は組立メーカ

ーが多く、大口の発注をしてくる顧客は年々変わっている。 

 

（２）受注の状況 

ＸＬ社の受注する仕事の特徴としては、短納期の仕事が多く、工程を組めないことが挙げ

られる。依頼を受けてから今日中、明日中に仕上げるといった仕事も数多くあり、1 ヶ月の

工程などまず組むことができない。納期の平均は 1 週間程度である。1 回あたりのロット数

は少ないものが多いが、2 ヶ月の納期で 160 個といった比較的ロット数の多い注文もある。

試作品の依頼もたまにあるが、発注元の図面をもとに作成するものが多く、ＸＬ社のほうで

図面をおこすような仕事はあまりない。 

携わる仕事は、年々多くの代金を取りにくい「便利屋」のような仕事が増えてきている。

例えば工作機械の据え付けの際、高さが足りない時にかませる板を「シム」というが、この

「シム」をすぐ切って持ってきてくれといった注文などである。こういう仕事は単価が 1000

～1500 円程度であるが、ＸＬ社側からすれば仕事の段取りなどを考えると単価 5000 円くら

いでないと割に合わない。とはいえ、通常流れ作業の中で「シム」を作れば、単価 200～500

円程度なので、10 倍以上の値段を取るわけにもいかない。一方で、溶接や表面の仕上がりな

ど、品質についての要望も年々厳しくなってきている。 

発注を受けた後は、パソコンで展開図（立体の製品を平面化して描いた図）のデータを作

成する。その後、レーザーで切断し、プレスで曲げ、溶接する、といった作業が続く。鉄を

加工した場合には加工後に酸洗いの工程がある。また塗装のような後工程をＸＬ社が担当す

ることもある。 

製品の図面はたいてい紙でかかれたものが発注元から持ちこまれるが、加工が難しい製品

の場合は、図面の CAD データをもらうようにしている。しかし、最近は、「CAD で作成して

                                            
1 本ケースレコードは、2010 年 2 月 9 日にＸＬ社において実施したインタビュー調査の内容に基づいて作成して

いる。 
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いるので原寸どおりのはずなのだが、原寸どおりになっているか保証できないのであまり信

頼しないでくれ」というコメントが図面に付いていることがある。例えば、3 メートルの板

に 5 ミリの小さな穴がある場合は肉眼では見えない。そういう部分は図面に大きめの穴を書

いておいて数字で指定を入れるので、CAD のデータと図面で大きさが合致しないことがある。

加工する鉄板の厚さが薄い場合にも同様のことがおきる。また、寸法を間違えた場合に図面

のほうを直さず数字だけ足してあったりするものもある。数年前に、フランジ（パイプなど

をつなぐ際に使われる継手）の穴が CAD データでは 15 ミリだったのでそれをもとに製品を

作ったが、実際は図面で指定された 10 ミリのほうが正しい、ということがあった。データと

図面を見比べて検証するのは難しい。10 か所の穴のうち 9 か所まで確認して、もう大丈夫だ

と思ったら最後の 1 か所だけ顧客からの指定が違うといったこともある。 

板金の技術は非常に進んでいるが、その進歩に図面が追いついていないという現状もある。

薄板を溶接するとひずみが出る。今の技術ではひずみを無くすことができるが、顧客からの

図面に、「切りなさい、溶接しなさい」という指示が書かれていることがある。また、発注元

の設計者は歩留まり率を考えてくれないので、あと 5 ミリか 10 ミリ縮めれば、小さいサイズ

の板で間に合うのにということがある。大きい板から小さい板を材料として切りだしてしま

うと、残った半端な材料の使い道に困るし、材料費も高くなる。 

受注した仕事の一部を他社に依頼することもある。カバーに機械加工品が付いている場合

は、その加工品をつけるためのねじ切りなどの作業が必要になるので他社に依頼している。

また、ＸＬ社のレーザー切断機では厚さ 9 ミリの板までしか切れないので、厚さが 12 ミリ、

あるいは 16 ミリといった鉄板を加工する場合には、これらの厚さの鉄板を切断できる機械を

持っている会社に依頼している。さらに、ＸＬ社の生産能力を超えて注文がきた場合にも他

社に依頼している。 

  

（３）設備の状況 

ＸＬ社は、自動化・省力化投資、高精度・高品質化のための設備投資に長年取り組んでき

ている。設備投資を続けていくのは大変であるが、現在使用している CAD/CAM ソフトのシ

ステムには約 5000 万円かけてきたし、レーザー切断機は 1 億 5000 万円で購入した。 

CAD/CAM ソフトは 20 年ほど前に初めて購入してから徐々にバージョンアップや買い替

えをしてきた。3 次元 CAD や曲げソフトなど色々なソフトが使えるようにしている。3 次元

CAD への対応は 10 年程前に済ませた。3 次元の CAD データをもらえれば早く製品をつくる

ことができ、早くつくることができるということはコストを抑えることにつながるからであ

る。ただ、3 次元のデータをくれる取引先は以前はあったが、現在はない。 

またレーザー切断機はやはり 20 年ほど前に 7000 万円ほどかけて導入したが、受注に対応

するのが難しくなってきたので、3 年前に上述の新しい機械を購入した。 

 レーザー切断機やプレス機はすべて自動制御である。金型は製品に合わせて入れ替える。
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板厚や曲げる長さによっても金型を変えるので、入れ替えは頻繁である。板金のプレスは一

直線に曲げるだけで、丸や四角に成形するわけではない。1 ミリの板を曲げるのはこの型と

この型、2 ミリはこの型とこの型、というようにパターンが決まっている。最も長いもので

800 ミリくらいなので、2 メートル曲げるときには 2 本の型をつなげることになる。 

   

２．従業員の状況 

 

 調査時点（2011 年 2 月）の従業員数は、製造現場を担当する従業員が 10 人、社長やパー

トタイムの事務員まで含めて 14 人である。多能工による生産システムを取っており、担当し

た製品は完成まで一人で担当するのが基本である。社員のうち 4 人はデータ作成から溶接ま

で一通りの作業ができる。それ以外の従業員には、曲げ加工のみや溶接のみをやる人もいる。 

 開業して数年位までの間は、社長を含めて 2～3 人で会社をやっていた。従業員が一番増え

たのは、現在の工場を建てる少し前の 1985 年頃である。この頃に入社した従業員は辞めない

で残っている。この人たちの多くは、近隣の大手造船メーカーの工場が閉鎖された際にその

会社を辞めた人たちである。この人たちは現在 50 歳代で CAD から溶接まで一通りの工程が

できる。一番若い社員は 35、6 歳である。 

 

３．人材の確保に向けた取組み 

 

（１）募集・採用活動 

2008～2010 年にかけては正社員の採用は行っていない。しかし、人員が不足すると、ハロ

ーワークや高校に随時募集を出している。調査時点で働いている事務員は、昨年（2010 年）

の秋に定年になり、勤務延長の形で働いてもらっているが、この春（2011 年 3 月）に高校を

卒業する女性を採用する予定である。 

新卒の募集はずっと出し続けているが、応募があったのは今回が初めてである。高校生の

募集を出しているのは近辺の工業高校である。以前、少し離れたハローワークから高校生の

紹介があったが、通勤するには交通費も大変だし、地元によい会社が見つかれば辞めてしま

うかもしれないので、ＸＬ社のほうからから断った。よほど好きな仕事でないと毎日通うの

は大変である。現在の従業員は全員、会社のすぐ近くから通勤してきている。 

正社員の採用にあたって重視しているのは、一般常識があるかどうか、職場に馴染めるか

どうかと言った点や年齢、転職回数の少なさなどである。また、正社員の定着を高めるため、

賃金水準の向上や人間関係を良くすること、快適な職場環境の提供、と言った点に配慮して

いる。研修生（後述）以外の現場の従業員は辞めずに定着している者が多い。ある程度の期

間勤務していて辞めたのはこれまで 3 人程度である。 
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（２）外国人研修生の活用 

調査時点で、タイからの研修生が 4 人、ＸＬ社で働いている。最初にタイから来た研修生

は仕事を覚えるのが速く、CAD を扱うことができた。ＸＬ社としては研修生を技術者として

入国させたいのだが、なかなか認めてもらえない。以前は CAD オペレーターを技術者とし

て認めてもらえたのだが、今は CAD のソフトがよくなったので、オペレーターを技術者と

してみなしてくれなくなった。「海外から技術者を呼ばなくても日本人で間に合うだろう」と

いうことなのだが、会社としては日本人が入社してくれないので研修生を受け入れている。

現在の制度では研修生は 3 年で帰国することになっており、戦力になってきたとおもったら

帰国して、二度と戻って来られないのが難点である。 

ＸＬ社が外国人研修制度を利用するようになってから 5 年（調査時点）になる。1 年目は

2 人の研修生を受け入れた。当初の予定では、1 年目に 2 人受け入れて、あとは常時 3 人いる

ようにしていけばいいか、と考えていたのだが、1 年目の研修生が非常に優秀だったので、2

年目も 2 人受け入れることにした。3 年目も 2 人希望していたのだが、先方の都合で 1 人し

か来なかった。それからは半年ごとに 1 人ずつ受け入れている。半年ずつにしたのは、素人

の人が一度に 2人来ても困るし、3年間育った人が一度に辞めてしまうのも困るからである。   

研修生の年齢は 20 歳から 30 歳くらいまで幅がある。学歴も大卒から中卒まで様々である。

ＸＬ社は受入機関となる協同組合に加入しており、そこに受入れのための諸手続きなどを進

めてもらっている。従業員何百人の大企業はわざわざ組合を作らなくても受け入れられるよ

うだが、小さな企業が円滑に受入れを進めるためには組合を作る必要がある。ＸＬ社の近辺

には、研修生受入れのための協同組合が、研修生の出身国（タイ、インドネシア、フィリピ

ン）別にいくつか設けられている。ＸＬ社が加入している協同組合は理事長と通訳などのス

タッフ数人で構成されており、加入している企業は組合費を支払うほか、研修生を受け入れ

た場合は毎月手数料を支払う。 

本来ならば日本人に製造現場の担当者として仕事をしてもらいたい。ＸＬ社の仕事は入社

してすぐにできるといったものではなく、少し時間をかけて覚える必要がある。30 歳過ぎ、

40 歳過ぎの人が入社してきて、仕事を覚えさせるためにいろいろと指示するのは会社として

はやりにくいし、このくらいの年齢の人には世間相場を考えて、ある程度の給料を支払わな

ければならない。20 歳前に入社して、少しずついろいろな仕事を経験して育ってもらいたい

というのが会社としての希望だが、そういう若い人は上述のように募集をしても応じてくれ

ない。 

また、たまに若い人が入社してもすぐ辞めてしまう。先日も若い人が 2 人入社したが、1

ヶ月くらいで辞めていった。もっとも 1 ヶ月くらいで辞めるのはあまり問題はない。むしろ

半年くらい経ってから辞められるほうが、戦力として計算しはじめた頃に辞められるので困

ってしまう。若い人には定年までいてもらいたいのだがなかなかうまくいかない。かといっ

て、辞めることを見越して 2 人雇っておくことは、担当させる仕事がないので難しい。日本
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人の高校出を 5、6 年ごとに雇うのが最も望ましいが、うまくいかないので外国人研修制度を

利用している。 

研修生は 3 年間会社にいることが確実で、日本人の若い人のようにいつ辞めるかわからな

いといったことがない。3 年間仕事をし続けるとかなりのことができるようになる。今いる

研修生も金型と曲げる角度をセットしてあげれば曲げ加工をする事ができ、ロット数がある

受注が来たときには曲げ加工を担当してもらっている。また 1 人はデータ作成から溶接まで

一通りの作業ができるまでに成長し、もう 1 人には溶接だけ担当してもらっているが、相当

高いレベルの作業ができるようになっている。また研修生は補充ができるので、ある程度見

通しを立てることができる。 

 

４．従業員の育成・能力開発に向けた取組み 

 

（１）職場での取組み 

 現在 CAD を担当している従業員は全員入社してから CAD を学んでいる。また、大手造船

メーカーからＸＬ社に移ってきた人は、元の勤務先での加工材料は主に厚い板（厚板）だっ

たため、薄板の加工方法も図面の見方も入社してから身につけている。 

 先にのべたようにＸＬ社では、従業員がある製品の製造を担当した場合、完成まで 1 人で

担当するのが基本だが、時に特定の人に仕事が集中する恐れがあるので、作業を分担するな

ど工夫している。しかし、分担を行うためには現場の従業員が単独でいろんなことをこなせ

る「多能工」でなければならない。したがって、製造現場に新しく従業員が入ってくると、

できるだけいろんな工程を経験させて、様々な材料の取り扱いや加工方法のノウハウやコツ

を身につけてもらい、多能工として育てようと考えている。CAD について学ぶのは、製造現

場で「多能工」としてある程度働くことができるようになってからである。 

 新しく入った従業員も研修生もグラインダーをかける作業から覚えていく。もっとも器用

な人と不器用な人がいるので、不器用な人には無理に CAD まで学ばせるのではなく、でき

る範囲で頑張ってもらうことにしている。 

 

（２）社外教育訓練機関の活用など 

研修生は 10～12 ヶ月目に溶接の資格を取らないと 2 年目も継続して働けない事になって

いる。ＸＬ社での溶接のやり方は、極端にいえば「我流」なので資格試験を合格するのには

向いていない。そもそも、資格試験で試される溶接技法は厚板を対象とした溶接技法であっ

て、ＸＬ社のように薄板を主に扱う会社で行っている溶接のやり方とは異なっている。そこ

でＸＬ社では、社長の知り合いの溶接の熟練工を、試験の前に一回会社に招き、研修生に指

導してもらっている。溶接資格の取得のために研修生を社外の教育機関に派遣することはし

ていない。 
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機械設備についての研修は、社員を派遣するよりも、その機械設備のメーカーの人に来て

もらってＸＬ社内で行うことが多い。社外機関の研修のなかに、研修費や研修中の給料を負

担してまで受けさせたほうがよい研修はさほどないとＸＬ社では考えており、時間的にも金

銭的にも余裕がないことから従業員の派遣は行っていない。 

研修生に取得させる溶接資格以外に、ＸＬ社が従業員に取得を義務付けたり、奨励したり

している資格はない。溶接の資格もそうであるが、既存の資格はＸＬ社の業務に馴染まない

と感じているためである。また、ＸＬ社が属する業界においては、企業横断的な職業能力評

価制度は特に必要ないと考えている。 
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輸送用機械器具製造 ＸＭ社1 

 

 

１．企業・事業の概要 

 

ＸＭ社は 1947 年に創業された広島県の会社で、漁船を中心に、作業船や遊覧船、遊漁船

など、20 トン未満の小型船の船体を、FRP（繊維強化プラスチック）を使用して製造してい

る。ＸＭ社に対し製品を発注するのは、漁師などの個人が多く、搭載艇などについては、造

船所が発注してくることもある。また、祭やイベントで用いる木造船の製造を受注する事も

ある。 

造船を依頼してくる人は、主に口コミでＸＭ社の評判を聞いている人が多い。船を買い換

える（2 度目の注文がある）人というのは少なく、受注のほとんどは新規の顧客からである。

ＸＭ社の製造する船は材料に工夫がしてありスピードが出やすくなっており、その評判を聞

いて注文してくる人が多い。 

以前はＸＭ社が立地する地域の周辺からの発注が多かったが、周辺地域の漁師が少なくな

ったこともあり、現在の顧客は岡山や兵庫、香川、愛媛、山口など、瀬戸内海全域に広がっ

ている。ただ瀬戸内地域以外から注文が来ることはほとんどない。 

ＸＭ社への年間の累計注文数は 5～6 隻ほどである。製造している船の数では搭載艇のほ

うが多いが、売上金額では漁船の占める比重のほうが大きい。これは漁船のほうが装備が多

く、１隻あたりの価格が高くなるためである。エンジンや計器類、その他の艤装品は外部か

ら購入して組みつけるが、船体そのもののデザインと製造はＸＭ社で行っている。漁船の場

合、漁船を注文した漁師がエンジンを自分で購入してくることも多い。 

 個人の漁師が製造を依頼する漁船は大体排水量が 10 トン未満、底引き網用の漁船だと排水

量が 5 トンまでと制限されており、このくらいのサイズの船の製造期間（工事に取り掛かっ

てから進水するまでの期間）は 1 カ月程度である。排水量 20 トン以上の船になると 1 隻製造

するのに 2～3 カ月かかる。ただ、ＸＭ社では、搭載艇など小さめの船を除いては 1 隻ずつ製

造し、同時並行で 2 隻以上を製造してはいないので、通常、受注から進水までは約半年かか

っている。納期に関しては以前と比べて短くなったなどと言った変化はない。 

リーマンショック以前は、１年半ほどの受注残があった。リーマンショック以降、漁船の

製造については注文があったものの、搭載艇の注文が途切れた。しかし、現在（2011 年 2 月）

では、搭載艇の注文も戻りつつある。また、価格もリーマンショック以降、一時的に下落し

たが現在は元に戻っており、特に低下したりはしていない。 

先に触れたように、船の性能についてはスピードを重視する顧客が以前よりも多くなった。

                                            
1本ケースレコードは、2011 年 2 月 9 日にＸＭ社において実施したインタビュー調査の内容に基づいて作成して

いる。 
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また、20 年ほど前なら、漁船などは見た目がさほどきれいでなくてもあまり気にする人はい

なかったが、現在は、漁船でも客船やボート並みに見た目がきれいであることを重視する顧

客が増えた。船の内装についても同様の傾向が見られる。こうしたニーズを反映した内装作

業を行うとコストはよりかかるが、製品単価には反映しにくい。 

新しく船を製造するだけでなく、ＸＭ社で船を購入した人を対象に、メンテナンスを行う

こともある。しかし、船体に使われている素材の FRP は壊れにくいため、漁船が事故をした

ときの修理（夏季に多い）を除くと、メンテナンス業務を行うことは少ない。 

 

２．船の製造工程 

 

FRP を材料として船体を作る場合は、鉄板を溶接して船体を作るのとは異なり、まず船体

の型（木型）を作って、ガラス繊維の膜を敷き、その型の内部に FRP 樹脂を貼り付けて（ロ

ーラーで塗りつけて）硬化させていくという手順をたどる。FRP 樹脂を型の内部に貼り付け

ていく作業を、「含浸（がんしん）」作業と言う。 

含浸作業などにより船体を作っていく作業には、１週間から 10 日ほどかかる。その後で

船体の補強や、艤装作業を行う。艤装作業のうち、船内に椅子を設置したり、カーテンを取

りつけたりすると言った内装作業は、他の会社に委託している。また、レーダーなどの機械

類を取り付ける際も、ＸＭ社のほうで専門業者を選んで、作業を頼んでいる。 

木型の作成にあたっては、図面が必要となる。顧客から製造の依頼とともに図面が持ちこ

まれると言った事はなく、図面の作成はＸＭ社が行っている。この図面作成の作業は、現在

社長の息子が担当している。ＸＭ社では木製の帆船や漁船などを製造していた時は絵図など

で間に合わせていたが、FRP による船体製造を行うようになってから、図面を用意するよう

になった。 

 

３．人材の確保・育成に向けた取組み 

 

（１）仕事の覚えさせ方 

現在（2010 年 2 月）の、社長を除いた従業員の数は、後述する外国人の研修生も含めて全

部で６人である。日本人 3 人は社長の身内で、ＸＭ社で働く前は全員、他の業界で働いてい

た。 

新しい研修生を受け入れたりした時には、FRP 樹脂を塗り込む仕事から始める。木型を作

る作業などはある程度の経験を積まないとできない。ＸＭ社では従業員全員が様々な作業を

担当しており、艤装をする人と木型を作る人が分かれていたりはしない。そのため、どの作

業も一通りできなければならない。 

2～3 年あれば、木型を作成するための図面も描けるようになる。飲みこみの早い人になら
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ば半年ほどでも図面を作ることができるようになるだろう。実際、ＸＭ社の近辺にあった造

船学校では、図面作成そのものは半年ほどで学習することができた。しかし、図面が描けて

も、その図面通りに製造していったときにきちんと乗れる船になるかと言うと、なかなかう

まくいかない。何隻も実際に船を作ってみないと、図面を書いた段階で思い描いていたよう

な船は作れない。木型の段階で思い描いているような船を製造できるようになるまでには、

大体 10 年位の経験が必要だとＸＭ社では考えている。 

 

（２）外国人研修生の活用 

ＸＭ社では外国（ベトナム）からの研修生を現在、3 人受け入れている。ＸＭ社の周辺の

造船業や鉄鋼業などの会社では、日本人の若い人が就職しても 3 年も勤続しない事が多いた

めか、外国からの研修生を活用している企業が多いようである。 

ＸＭ社ではベトナムからの研修生は 3 年ごとに 1 組受け入れており、現在の研修生は 2 組

目である。間もなく帰国予定で入れ替わりに新たな研修生が来る予定である。現在ＸＭ社に

いる研修生は 3 人とも 20 歳代で、以前ＸＭ社にいた研修生の中には 10 歳代の人もいた。 

研修生は製造業未経験で、学歴としては日本の高校卒に相当する人である。造船に関わる

業務に関しては完全な素人である。しかし、3 年間の研修期間が終わるころまでには、FRP

樹脂を塗る仕事ができるようになる。研修生によっては 2 年ほどでその仕事を覚える。ただ、

3 年間では、船体の型を作ったり、艤装品を組み付けたりする仕事を覚えるところまではな

かなかいかない。これらの作業は自分で考えて修正したりしなければならないので、3 年程

度の経験で任せるのは難しい。 

 

（３）従業員による職業資格の取得 

ＸＭ社で仕事をしていく上で必須である職業資格は、アーク溶接の免許、クレーン操作の

免許、玉掛け、溶剤作業責任者といったものである。これらの資格を取得することを目的と

した講習会は、近辺の労働基準協会が開催しており、従業員に資格を取得させる必要が出て

きた場合に派遣している。なお、ベトナムからの研修生はこれらの資格を取得していない。 
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プラスチック製品製造 ＸＮ社1 

 

 

１．企業・事業の概要 

 

ＸＮ社は 1966 年に創業された、大阪府に本社をおく会社で、射出成型加工、押し出し成

型加工、ブロー成型加工2、金型設計の製造などを手がけている。 

射出成型については、洗面化粧台や浴槽関係の排水回りの部品、クーラーの排水ホースの

口先やクーラーとのの接続部分で用いる部品、屋根の配管関連の部品、陳列用の透明なケー

スの天板や板、などの製造を受注している。いわゆる「水回り」の製品を扱うことが多く、

顧客はホースメーカーなどが多い。 

押し出し成型とブロー成型は外注している。押し出し成型加工については、市営プールの

ろ過装置などに用いられるパイプの製造を受注していて、これらのパイプは大手のメーカー

の製造しているものとは規格が異なっている。外注しているメーカーは大阪府内と隣県にあ

り、ＸＮ社はこれらの会社が受注をするにあたっての、言わば仲介の役割を果たしている。 

 ＸＮ社で射出成型に用いる金型は、自社で製造している。ＸＮ社ではインターネットを経

由しての受注も多く、そうした受注は、ＸＮ社に初めて問い合わせをしてくる人・企業や個

人からのものが多いので、新しく金型を製造する事もよくある。基本的には金型は自社製造

であるが、受注が重なり、納期までの納品が厳しくなりそうな時などは、他の金型メーカー

から購入をしている。この際も金型の設計はＸＮ社で行う。金型メーカーには、ＸＮ社のよ

うに射出成型品の量産を行わず金型のみを製造しているところが多いため、量産にあたって

考慮すべき事、例えば射出成型の際に、加工品の温度を下げるのに用いる冷却水のことなど

を十分に考慮していない金型を作ってくる事がある。そこで、ＸＮ社では金型を外注する場

合にも図面を作成し、図面通り製造するように指示をしている。 

顧客から注文を受け、金型の製造、試作といったプロセスを経て、納入するまでの期間は

約 1 ヶ月半、金型の製造に大体 1 か月かかり、残りの半月で試作や不具合の調整、製造を行

う。金型の製造は、製品の図面を顧客からもらって作成する場合と、顧客からどのようなも

のを作りたいかを聞いたうえでＸＮ社のほうで金型の図面を作成し、製造するという場合が

ある。金型の図面は、かつては多くをＸＮ社の社長が作成していたが、今は県外の金型図面

の作成を専門とする会社に作成を依頼することが多い。受注から納品までの全体の生産計画

                                                
1 本ケースレコードは、2010 年 12 月 9 日にＸＮ社において実施したインタビュー調査と、ホームページなどか

ら収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
2 「射出成型」とは、やわらかくなるまで加熱したプラスチックを、金型に充填して製品を作る方法である。「ブ

ロー成型」とは、やわらかくなったプラスチックを金型に充填する際、空気を吹き込んで製品を膨らませるとい

う方法で、ペットボトルなど中空の製品を製造するときに用いられる。「押出成型」とは、耐圧性の型枠に入れ

られた素材に高い圧力を加え、一定断面形状のわずかな隙間から押出すことで求める形状に加工する方法である。 
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は社長が立案し、成型作業のスケジュールは製造現場を担当する正社員 1 人が立てている。 

1 製品あたりのロット数は１つやごく少数のものもあれば、住宅で用いる水回り関連の部

品などでは、年間 10 万、40 万、50～60 万程度になることもある。ＸＮ社ではバリ（＝射出

成型の際に、出来上がった成型品の金型合わせ目に位置した部分に生ずる出っ張り）は、

極力出さないように製造をしており、もしバリが出た場合には即座に機械を止めて修正を行

う。バリを極力出さないようにしておかないと、製造後一々検査をし、バリが出ているもの

を選別するのに時間がかかり、また修正により金型も悪くなってしまうからである。 

ＸＮ社が取り扱う製品分野に関しては、近年、製品の品質をめぐる競争の激化や、製品価

格の低下、顧客のニーズの多様化、製品のライフサイクルの短期化が進んだと感じている。

ＸＮ社が多く受注している水回り関連部品は、今のところ海外からあまり輸入されていない。

中国で製造される排水関連の部品などは、水漏れを防ぐ機能の点などで日本製の部品に比べ

て劣るためである。しかし、日本企業と取引をしているメーカーの製品は、次第にきちんと

したものになりつつある。こうした状況の中、ＸＮ社は、財務体質の強化、インターネット

を活用した受発注、自動化・省力化投資、高精度・高品質化のための設備投資などに取り組

んでいる。 

 

２．従業員の状況 

 

 調査時点のＸＮ社の従業員数は、社長も含めた正社員 7 人、パートタイム従業員が 17～18

人である。パートタイム従業員は全員が女性、勤務時間は 1 日 3～4 時間で、①9：00（時に

8：00 からになる事がある）～13：00、②13：00～17：00、③17：00～20：00 の 3 つのシフ

トのいずれかを担当することとなっている。パートタイム従業員のうち 3 人は、14 台ある射

出成型機の作業状況を見ながら、完成した製品の機械からの取出しなどを行い、残るパート

タイム従業員は製品の検査・梱包を行っている。各パートタイム従業員の担当する仕事は固

定されておらず、それぞれの仕事の忙しさの程度や、パートタイム従業員が仕事に飽きがこ

ないようにと言ったことを考えながら、適宜会社のほうで決めている。 

 正社員は全員が男性で、金型の修理・調整や、製造現場での金型の交換・ＮＣ機の段取り、

製品の運送、顧客との折衝などを担当している。金型工場で金型の修理・調整を担当してい

るのは 60 歳を超えたベテラン技能者 1 人である。製造現場で金型の交換（及び機械周りの清

掃）や段取りを行っているのは 3 人で、そのうち 1 人は社外との折衝（電話での応対など）

も担当しているので、常に製造現場にいるのは 2 人である。この 2 人も、①7：00～18：00

までのシフトと、②9：00～20：00 までのシフトに別れて勤務している。 
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３．採用活動 

 

現在ＸＮ社にいる正社員は全員中途採用者である。募集はＸＮ社が加盟している同業者団

体などを通じて行っており、採用にあたっては、専門的知識や一般常識があるかどうかと言

った点や年齢、これまでの職歴、転職回数が少ない事などを重視している。 

 新卒者は以前採用したことがあるが、挨拶や礼儀作法なども含めて一から仕事を教えるの

が大変で、しかも仕事を覚えたと思ったところで辞めてしまうので、現在は募集していない。 

パートタイム従業員は、ＸＮ社の近辺に住んでいる主婦を採用している。 

 

４．育成・能力開発の取組み  

 

（１）職場での取組み 

 ＸＮ社では様々な製品を受注しているので、金型の取換えを頻繁に行う。そのためＸＮ社

の製造現場で最も必要なのは、この金型の取換えに伴う製造機械の段取りのノウハウである。 

 ただ、段取りのノウハウと言っても、すでに製造を続けている製品と、試作品とでは求め

られるノウハウのレベルが異なってくる。試作品の製造の場合は、それまで作ったことのな

いものを製造しているため、どのようにすれば適切に製造できるを模索しながら、段取りを

していかなければならない。そのため、試作品製造の段取りを行うには、温度などの作業条

件や、製造に用いている射出成型機の状況などについて模索ができるだけの経験が必要で、

大体 4～5 年はかかる。現在（2010 年 12 月）、ＸＮ社で主に段取りを担当している 2 人のう

ち 1 人はＸＮ社に勤め始めてから 14～15 年のベテランで試作品製造の段取りができるが、も

う 1 人は勤続 1 年程度で、試作品製造の段取りができる作業レベルには至っていない。 

パートタイム従業員が新しく入った時には、長年勤務しているベテランのパートタイム従

業員が横について、仕事を教えている。 

 

（２）社外の教育訓練機関、職業資格の活用 

 現在は研修やセミナーなどを受講させるために、従業員を社外の機関に派遣することは行

っていない。仕事が忙しすぎて、従業員を派遣する時間がなかなかとれないのと、社外の教

育訓練機関は使うのにコストがかかりすぎると感じているためである。 

 また、ＸＮ社の従業員が仕事をする上で必要で、取得を義務付けたり、奨励したりしてい

るといった資格も今のところはない。ただ、ＸＮ社の業界で使えるような、企業横断的な職

業能力評価制度ができれば、①従業員の意識が高まる、②従業員の能力水準がわかる、③中

途採用を行う際に応募者の能力を判断する指標になる、といった利用価値があると考えてい

る。 
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輸送用機械器具製造 ＸＯ社1 

 

 

１．会社・事業の概要 

 

ＸＯ社は大阪府に事業所を置く会社で、トラックなどの自動車のボディー2に取り付ける各

種部品の製造を行っている。同じく大阪府に本社を置く、ボディー用の部品パイプなどの仕

入れ・販売を行うＢＡ社のグループ会社である。ＸＯ社が製造しているのは、オーダーメイ

ドで製造される中型以上の自動車の部品であり、メーカーがメーカーで完成車として販売す

る小型車・乗用車の部品は製造していない。 

ＢＡ社はかつては乗用車の部品製造を行っていたが、次第にトラックの部品製造に特化し

ていき、トラックの部品に関しては、現在のように設計から製造・販売までを一貫して行う

ようになった。その過程で、売上の中に占める仕入・卸売りの割合が大きくなり、そちらの

ほうが主要事業となったため、製造部門をＸＯ社というグループ会社として立ち上げた。 

製造した部品はＢＡ社を通じて、顧客に納入される。顧客はいすゞや三菱ふそうと言った

著名なトラックメーカーではなく、そうした会社が販売するトラックのボディーや部品を製

造している会社である。ＢＡ社が主に取り扱っているのは、①「平ボディ」と呼ばれる、荷

台がおおわれていない形態のトラック、②「バン」という箱型の荷台を据え付けたトラック、

③「ウィング」という箱型の荷台の側面を跳ね上げて、横から荷物を運びいれることができ

るトラック、のボディー用部品であり、ＸＯ社はそのうち、ウィングで使われる蝶番などの

小さな部品を顧客から持ちこまれた図面に基づいて製造する。ＸＯ社で製造しているのは、

ＢＡ社が仕入れ・販売する製品のうち、出荷額にして 5％程度である。 

 

２．近年の経営環境 

 

ＸＯ社の関係者によると、ＢＡ社が主に関わっている 3～4 トンの中型トラックの日本に

おける生産台数は、1980 年代後半から 90 年代初頭にかけてのバブル期は年間 20 万台程度で

あったが、その後は年間 15 万台程度となり、1997 年の消費税の税率アップ後、さらに 7～9

万台程度にまで生産台数が減少した。その後 2003 年に約 11 万台まで生産台数が回復したも

のの再び減少基調となり、2008 年のリーマンショック後は年間 4 万台以下にまで生産台数が

激減した。 

中型トラック自体の生産台数の減少は、ＢＡ社が取り扱う部品市場の縮小に直結している。

                                                
1本ケースレコードは、2010 年 12 月 9 日にＸＯ社において実施したインタビュー調査と、ホームページなどから

収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
2 自動車を走らせるために必要な装置を組み合わせたものを「シャシー」、自動車の本体にあたり、荷台やクレ

ーン、ミキサーなど、自動車の用途に合わせた装置が据え付けられる部分を「ボディー」という。 
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そうした中でＢＡ社も、国内企業と特に取り扱う製品の品質をめぐっての競争が近年厳しく

なってきている。これに伴い、グループ会社であるＸＯ社も自動化・省力化投資や、高精度・

高品質化のための設備投資、財務体質の強化などを積極的に進めている。 

 

３．従業員の状況 

 

調査時点のＢＡ社グループ全体の従業員数が約 100 人、うち製造部門のＸＯ社の従業員は

18 人である。なお、ＸＯ社に勤務していないグループの従業員約 80 人は、倉庫の管理など

も含めた営業の業務に携わっている。 

ＸＯ社の従業員 18 人のうち、正社員は 16 人、非正社員は 2 人である。非正社員の 2 人は

女性で事務を担当している。製造に関わる人数が多くないので、その内部にさらに部署を設

けたりはしていない。また、生産管理を専門に行う従業員はおらず、製造部長クラスの人が

現場で製造も行いつつ、生産管理を担当する。 

 

４．採用活動 

 

現在ＸＯ社に在籍している従業員は全員が中途採用者である。以前は新卒採用を行ってい

たが、採用後の定着率が悪かったため、長年新卒採用を行うことなく現在に至っている。 

中途採用にあたっては、一般常識があるかどうかと言った点や職場に馴染めるかどうかと

言った点、年齢、転職回数の少なさなどを重視しており、ＸＯ社に応募してくるまでに製造

現場での就業経験があったかどうかは特に問題としていない。ＸＯ社の製造現場における作

業はさほど難しいものではなく普通の運動神経があればできるので、これまでは 30 歳代の人

を中心に採用してきている。 

なお、2008～2010 年にかけて、ＸＯ社では正社員の募集・採用は行っていない。 

 

５．育成・能力開発の取組み 

 

（１）製造工程 

ＸＯ社における部品の製造は、主にプレス機を用いての作業であり、事務担当の女性パー

ト従業員を除いた、大半の従業員がこの作業に従事している。 

機械が故障するなどのトラブルが起きた場合は、従業員が対処するのではなく、作業機器

のメーカーに修理を依頼する。そのため、プレス作業と製品の検査が従業員の主要な業務に

なる。 
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（２）職場における育成の取組み 

蝶番などの製品については、精度よりはむしろ強度などが求められるため、製造に熟練技

術はそれほど必要ない。多くの種類の部品を製造しているので、必要なのは、単独で多工程

を処理する技能、自動機の段取り替えをする技能である。 

製造担当の従業員を新しく採用した場合には、仕事の内容を吟味してやさしい仕事から難

しい仕事へと経験させながら、仕事を覚えてもらう。また、単独で多工程を処理する技能を

習得してもらうため、主要な担当業務のほかに関連する業務も担当させるといった事も行っ

ている。 

 

（３）職業資格の活用 

プレスに関する技能検定を取得している従業員が 3 人いる。取得は会社で奨励したもので、

金型や製品の品質に関する意識向上を目的としていた。なお、技能検定の取得は給与には反

映されてない。 

 

（４）社外の教育訓練機関の活用 

民間教育訓練機関などが開催する研修・講習会などに、以前は年に数回、のべ 4～5 人程

度を派遣していた。しかし、現在は会社の業績が厳しいため、そうした社外の研修・講習会

に従業員を派遣することはほとんどない。 

プレス機器メーカーの開く講習会などに関しても、メーカーの新製品の宣伝的なものが多

く、従業員を派遣しようと言う気にあまりなれない。 
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金属製品製造 ＸＰ社1 

 

 

１．企業・事業の概要 

 

ＸＰ社は 1953 年創業で、東京都に本社を置く。自動車や二輪車のマフラーに関連した部

品・試作品の製造に主に携わっており、そのほか、金属の丸め、溶接加工、パンチングなど

といった加工も行っている。自動車部品の売上が売上全体の半分以上を占めているが、近年

は製造する製品の分野を拡大しており、船舶部品の製造や半導体部品の検査・組立なども行

っている。 

ＸＰ社の生産形態は、多品種少量生産で、加工が難しく利益が出づらい製品の生産を、取

引先から図面をもらい受注生産している。主な取引先は、大手自動車メーカーの系列に属す

る自動車部品メーカーで、自動車部品は群馬、栃木など関東の企業に、二輪車部品は東海地

方の企業に多く出荷されている。 

  

２．近年の経営状況 

 

 ＸＰ社が主に製造しているマフラー関連の部品は、原材料費が比較的高価で、利益が出づ

らく、大手や中堅企業はなかなか手掛けようとしない。ＸＰ社はそうした、いわゆる「ニッ

チ」市場を開拓し活動してきているが、利益の出づらい分野であるため、もしＸＰ社と同等

の製品を安い価格で製造するメーカーが現れると、経営が厳しくなる。これまでＸＰ社に発

注してきた取引先企業は、中国などの海外に工場を移転し、現地でＸＰ社から調達するのと

同様の部品を安く調達しようとしているが、まだうまくいかないため、現在（2010 年 11 月）

までのところは、取引先とは従来どおりの取引が続いている。 

以上のような取引を取り巻く状況の変化に加え、ここ数年は、製品の品質をめぐる競争の

激化、顧客ニーズの多様化、製品のライフサイクルの短期化が進んでいると感じている。こ

うした中で経営を維持していくため、ＸＰ社では、既存の製品・サービスの強化、生産管理・

プロジェクト管理の改善、研究開発・営業力の強化、人件費・要員管理の見直しなどに取り

組んできている。 

 

３．従業員の状況 

 

従業員は 18 人で、うち 15～16 人が製造現場で加工作業を担当し、残りの 2～3 人が、工

                                                
1
 本ケースレコードは、2010 年 11 月 24 日にＸＰ社において実施したインタビュー調査と、ホームページなどか

ら収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
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程管理や材料調達を担当する。渉外業務や支払金の回収などを担当しているのは、社長 1 人

のみである。従業員の年齢別構成は大まかに、50～60 歳代、40 歳代、20 歳代の 3 グループ

に分かれている。 

現場にはリーダーが数人おり、彼らは製造現場で他の従業員と同様に加工作業に従事しな

がら、各従業員に仕事を割り振ったりしている。現在のリーダーは、短い人でもＸＰ社での

勤続期間が 5 年を超えている。生産管理・材料調達を担当しているのは管理職で、ＸＰ社に

20 年以上勤続している従業員である。 

  

４．採用活動 

  

ＸＰ社ではここ 4～5 年の間、新規学卒者の募集・採用を中心に行っており、2008～2010

年の 3 年間にかけて新規学卒者を 9 人正社員として採用している。こうした募集・採用を行

っている理由の 1 つは、就任して間もない現在の社長が新規学卒者を中心に採用する方針を

取っている事である。現在、ＸＰ社は中途採用者の募集を原則として行っていない。逆に前

社長は、主に中途採用で従業員の確保を行っていた。もう 1 つの理由は、ＸＰ社の製造現場

で働くベテラン技能者には高齢者が多く、定年退職が近づいているので、より若い人材の確

保や技能継承の必要性が高まっているためである。 

 募集はコストのかからない広報手段によっており、ハローワークや、行政の設置している

「ジョブパーク」などを主に活用している。その他、関東近辺の短大や大学などへの広報も

積極的に行っている。 

 正社員の選考にあたっては、一般常識があるかどうかと言った点や、柔軟性や職場に馴染

めるかどうかと言った点などを重視している。学校で学んだ内容についてはあまり問わない。

高すぎる専門知識や能力を持っていても、現在の業務内容にはなじまないと考えているため

である。 

近年、採用した新卒正社員の定着率は比較的良い。定着を高めるため、ＸＰ社では仕事の

裁量性を高めることや、能力開発・教育訓練の充実、福利厚生の充実に努めている。 

 

５．育成・能力開発の取組み 

 

（１）職場での取組み 

新入社員は 3 ヶ月単位のローテーションで、4 つあるＸＰ社の事業所での仕事を体験して

いる。4 つの事業所の内訳は、自動車・二輪車関連の部品を中心に金属製品の製造と金属加

工を行う事業所が 2 つ、半導体の検査組み付けや樹脂成型を行っている事業所が 1 つ、事務

管理部門の事業所が 1 つである。3 ヶ月ずつ 4 つの事業所をローテーションで経験するので、

1 年間が新入社員研修期間と言うことになる。この間は、教わる側の新入社員の吸収能力を
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高めるよう、ＸＰ社では心がけている。 

 生産活動に携わる従業員に必要な知識・能力としてＸＰ社で考えているのは、設備の保全

や改善のための知識・技能、自動機の段取り替えをする技能、単独で多工程を処理する技能

である。こうした知識・技能を徐々に身につけていき、製造現場で単独で仕事ができるよう

になれば「一人前」の従業員とＸＰ社では捉えており、そのレベルに達するのに大体 3 年位

の経験年数が必要と考えている。最終的には、いずれの従業員も社内で行う全ての業務をこ

なせるようにするというのが、ＸＰ社の育成方針である。 

 職場での育成の取組みとしては、作業標準書やマニュアルの活用、主要担当業務のほか関

連業務も経験させる、社員による勉強会や提案発表会と言った事を行っている。社内の勉強

会は、原価の低減や生産効率の向上といった課題を設定して行っており、希望する従業員が

参加している。 

また、ＸＰ社では各従業員がどのような業務を、どの程度こなせる事ができるかという点

をまとめた評価表を作成している。いまのところ、評価表を処遇に反映するシステムは設け

ていないが、今後整備していきたいと考えている。 

 

（２）Ｏｆｆ－ＪＴの取組み、社外の教育訓練機会の活用 

 Off-JT に関連する取組みとして、ＸＰ社では毎年の予算を確保し、民間コンサルタント（中

小企業診断士）から教材・研修などに関する情報の収集を行っている。こうした取組みは、

①社内での仕事や作業をスムーズに進める上で必要な専門知識・技能を従業員に習得させる、

②新しい技能・技術を従業員に習得させる、③仕事に関連した資格を従業員に習得させる、

といった目的に向けて実施している。 

社外で行われる研修・セミナー等に従業員を派遣することはあまりない。ただ公的機関や

商工会議所などが開催するもののうち費用のかからない、中堅社員向けの指導力アップセミ

ナーや新入社員向けのへの新入社員研修のフォローアップセミナーなどへ、従業員を派遣す

ることがある。もっとも社外の教育訓練機関の活用は、ＸＰ社の従業員の育成・能力開発に

おいてさほど大きな効果をもたらさないと感じている。 

 

（３）職業資格の活用 

ＸＰ社の従業員の中には技能検定を取得している人もいるが、会社として取得を義務付け

たり、奨励していたりはしておらず、技能検定以外の職業資格のなかにも従業員に取得を進

めているものはない。 

ただ、ＸＰ社の属する業界や製造に携わっている製品の分野で、企業横断的な職業能力評

価制度ができれば、①従業員の能力向上が期待できる、②従業員の意識が高まる、といった

利用価値があるとは考えている。 
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（４）育成・能力開発に関する今後の方針、課題 

ＸＰ社では、従業員の育成・能力開発は、採用活動がやり易くなったという点や、顧客満

足度の向上と言った点で効果があると評価している。従業員の育成・能力開発を進めるにあ

たってＸＰ社で課題として感じているのは、第一に従業員のやる気が乏しい、第二に適切な

内容やレベルの研修コースを設けている教育訓練機関がない、第三に社外の教育訓練機関を

使うのにコストがかかりすぎる、といった点である。 

 またＸＰ社ではこれから ISO9001 の認証を得ることを検討している。ただ、取得に向けて

社内でどのような育成・能力開発の仕組みを整備していけばいいのかという点について、会

社としての考え方や方針を整理しきれておらず、この点も今後、従業員の育成・能力開発を

進めるにあたっての課題と捉えている。 
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金属製品製造 ＸＱ社1 

 

 

１．企業・事業の概要 

 

ＸＱ社は福岡県に本社をおく金属加工を営む会社である。金型の設計・製作、プレス加工、

溶接、メッキ塗装まで、一連の作業を行っている。1921 年に現社長の曽祖父が現在の会社の

所在地と同じ福岡県内に開業し（ただし開業地と現在、会社のある地とは異なる）、当時は十

能（＝小型のスコップあるいは柄杓のような形をした炭や灰を運ぶための家庭道具）や火ば

さみといった家庭用の金物を製造していた。家庭金物ばかり作っていたのでは売上も上がら

ないということで、昭和 25、6 年ごろから建築金具（雨どい受け金具等）の製造を開始し、

九州一円の金具生産を担うまでになった。 

十数年ほど前（1990 年代後半頃）から、建築金具の材料が鉄からステンレスに変化してい

った。ステンレスの耐用年数は 10～20 年と長く、ＸＱ社の建築金具の売上は次第に落ちてい

った。何か代わりになる製品をと考えていたところ、2005 年から自動車部品のプレス加工を

扱うことになった。大手自動車メーカーの九州工場の一次下請けメーカーから受注をしてい

る。受注しているのは、パーキングブレーキの部品、ドアのヒンジ、ダッシュボードの部品

などで、1 製品当たりのロット数は十万個単位とかなり多い。 

 またＸＱ社では 1979 年から溶融亜鉛メッキ処理を手掛けている。この加工の受注は、電柱

や橋梁など大型のものを対象として行っている会社が多いが、ＸＱ社では長さ 2 メートル、

奥行 1 メートルくらいの小型のものを対象とした加工を行っている。九州でこのサイズの加

工を行っている会社はあまりないため、問い合わせが多い。この処理技術が目にとまって、

12～3 年前から鉄道設備の関連部品のプレス加工を受注しており、金型から塗装・溶融亜鉛

メッキまで一貫して行っている。通信ケーブル関連の部品や防護壁をはじめ様々な製品を納

めており、駅舎で使う溝蓋や、駅に設置されたモニターを吊り下げる金具など、2～3 個の小

ロットの注文にも応じている。 

現在（2011 年 3 月）の会社全体の売上を 100％とすると、取り扱っている製品の売上高の

比率が、建材が 40％、鉄道関連部品が 30％、自動車部品が 10％、その他が 20％といった状

況である。建材はこれまでＸＱ社の近辺にある地場の金物問屋に納品してきたが、問屋の数

も減ってきており、今は商社を通してホームセンターに納品しているほうが多い。また、電

機や住宅などの大手企業が出資している販売店にも納品している。 

ここ数年は、製品の品質をめぐる競争の激化、製品価格の低下、顧客ニーズの多様化が進

んだと感じている。 

                                            
1本ケースレコードは、2011 年 3 月 3 日にＸＡ社において実施したインタビュー調査とホームページなどから収

集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
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２．従業員の状況 

 

現在、ＸＱ社では約 70 人が働いている。この中にはパートタイム従業員 10 人、派遣従業

員が 12～3 人、海外からの研修生が 9 人含まれており、残りの 40 人程度が正社員である。パ

ートタイム従業員は建築金物の結束（しばってひとまとめにする作業）など、軽作業をおこ

なっており、派遣社員は検査要員として働いている。正社員と研修生が製造に関わる仕事に

従事している。 

社内の職階は、社長－専務－営業部長－工場長－班長－従業員となっている。製造現場の

リーダーにあたるのは班長で、現在 6 人いる。製造に従事する人の担当作業別の内訳は、金

型の製作担当 2 人、自動車部品の検査担当 2 人、運搬 2 人、残りはプレス加工に従事してい

る。プレス加工の従事者はそれぞれに主に担当する製品分野はあるが、明確な分担体制はと

っていない。 

 

３．生産体制 

 

自動車関連部品を受注した際には顧客から図面と金型が持ちこまれるが、建材関連部品の

製造はＸＱ社で図面と金型を作るところから始める。ＸＱ社に設けている CAD/CAM は主に

建材用の設備である。ただし、納期が近い時期に自動車の金型が欠けたときなどは、

CAD/CAM でデータを測定し、ワイヤーカットで金型を作るといった作業をＸＱ社で行うこ

ともある。CAD を扱える従業員は 2 人いる。1 人は検査員の 60 歳前後の女性従業員で、学

校などには通わず仕事の中で覚えた。もう 1 人は金型製造を担当していた従業員で現在部長

である。 

ＸＱ社にはプレス機械は 20 台ほどあり、1 台に 2 人がつく体制である。シフト制ではなく、

9 時から 17 時の日勤制をとっている。プレス担当の主な業務は、型抜きとチェック、金型の

交換である。今後はセンサーを導入したうえで、1 人が 2、3 台をみる形（多能工化）にして

いきたいと考えている。安全面に関しても、現在のような 1 台に 2 人がつく形だと、機械の

近くでチェック作業などをすることになるので、金型が割れて飛び散った場合、非常に危険

である。センサーを導入して 1 人で 2、3 台をみる形であれば、機械から離れたところでセン

サーをチェックしていればよいので危険性が減る。そうした点からも生産体制の改善・多能

工化を進めていきたいと考えている。 

以前は、1 回金型をセットすれば 1～2 日はそのまま作業という形だった。今は扱う部品が

増え、しかも建材関連部品も自動車関連部品も同じプレス機を使って生産しているので、頻

繁に金型を交換する必要がある。現在は 1 台あたり 1 日に 3 回は金型を交換する。金型を使

うプレス機械がＸＱ社には現在 4 台あるので、1 日当たり 12 品目は生産している計算となる。 

自動車関連部品の製造に際しては、プレスへの金型の取り付け方や、プレスの高さなど、
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作業をしていく上でのチェック項目を設けた手順書を顧客から示されている。その手順書に

そって製造した見本品を顧客の検査所に持っていき検査を受け、精度などで問題がなければ

量産を開始する。建材関連の部品の生産には顧客からこうした手順書を示されることはなく、

建材関連の部品には不良品が多かったが、手順書にそって生産をしなければならない自動車

関連の部品を扱うようになってから、建材関連の部品のほうでも不良品がほとんどなくなっ

た。 

ＸＱ社のプレス加工に必要な金型はストックがすでにたくさんあるので、新たに製造する

よりもメンテナンスを行うことのほうが多い。ＸＱ社では 30 年ほど前に金型職人を採用した

ことをきっかけとして、加工のためのワイヤーカットや設計のための設備などを導入してい

くなどして、次第に自社で金型を作るようになっていった。もっとも、現在でも県外にある

金型メーカーに製造を依頼することはよくある。 

品質管理への取組みとして、現在、TQM（Total Quality Management）や TPM（Total Productive 

Management）を行っている。自動車関連部品の受注がきっかけとなって取り組み始めたもの

で、不良在庫が減り、歩止まり率も減少するなど、徐々に効果が出はじめている。 

プレス機械の保守・点検は、その機械のメーカーの担当者に依頼している。ユーザーが生

半可な知識で修理したりすると事故につながる危険があると考えるためである 

 

４．人材確保に向けた取組み 

 

（１）採用活動 

この 3 年間に 3 人を中途で採用した。油で汚れる仕事なので新卒の応募は少ないだろうと

いう予想もあり、新卒者の募集は行っていない。 

中途採用者の募集は主にハローワーク経由で行っている。正社員の選考にあたっては、専

門的知識・技術、一般常識の有無、年齢、これまでの職歴、企画力がある事、資格の有無、

職場に馴染めるかどうかと言った点、転職回数が少ない事などを重視している。 

これまでの職歴も考慮して選考は行っているが、採用者は全員がプレス作業の経験者とい

うわけではない。また、面接のときにプレス作業の経験があると言っていた人でも、実際に

作業をやらせてみると全然できず、よく聞いてみると 20 年前に少し経験したことがあるくら

いだった、というようなこともある。 

 

（２）研修生の活用 

上述の通り、ＸＱ社では外国人研修生を受け入れている。研修生の受け入れを始めたのは

10 年ほど前からで、最初はインドネシアの研修生で、次第に中国の研修生が多くなった。中

国人が多くなったのは、現在のＸＱ社の工場長が中国人であることが関係している。 

工場長は、25 年ほど前にハローワーク経由で採用した。ハローワークから紹介されたとき
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は、日本語がわからないのではないかと懸念していたが、母親が日本人であったため日本語

もわかり、中国で旋盤作業の経験があったということで採用した。採用後は他の機械の操作

についても習得が速く、仕事もよくできるため工場長にまでなった。その工場長が、中国語

ができるということで中国の研修生を受け入れたが、機械操作や仕事の進め方の詳しい部分

を工場長が中国語で教えることができるためか、研修生が仕事を非常に早く覚える。半年ほ

どで一通りの仕事をこなせるようになり、仕事に対する意欲も非常に高い。ＸＱ社にある溶

接ロボットの操作方法なども中国人の研修生たちはいつの間にかに自分たちで習得してしま

った。 

研修生が日本で働く事ができるのは 3 年間なので、その間は計画にそってきちんと育成し

ていきたいと、ＸＱ社では考えている。 

 

４．育成・能力開発の取組み 

 

（１）職場での取組み 

ハローワーク経由で入社した新しくＸＱ社に入社した従業員には、まず安全教育をうけて

もらい、その後は OJT で仕事をしながら覚えていく。製造現場では、仕事の内容を吟味して

やさしい仕事から難しい仕事へと経験させる、多能工の養成に向けて、主要担当業務のほか

関連業務も経験させるといったことを行っている。 

製造現場の技能職として必要な技能・知識は組立・調整の技能、設備の保全や改善のため

の知識・技能、品質管理や検査・試験の知識・技能であると考えている。また、一人前とい

えるレベルは、金型の日常的なメンテナンスができ、製品のでき上がり具合を見て、プレス

の不具合に気付くことができるレベルである。こうしたことができるまでに 10 年くらいはか

かる。現在、そうしたレベルにあるのは 2、3 人である。プレスの日常的なメンテナンスは工

場長や金型担当者がおこなっている。 

 

（２）職業資格、社外教育訓練機関の活用など 

労働基準法の規定で、金型を取り付けたあとのチェック作業をするには、プレス作業主任

者の資格が必要となる。現在、ＸＱ社にはプレス作業主任者の資格取得者が 6 人おり、社長、

専務、工場長と班長の一部が資格を持っている。そのほか玉掛けやフォークリフト運転免許

などの、製造現場の業務で必要となる資格については随時、従業員を研修に通わせ取得させ

るようにしている。 

業務を進めていく上で必要となる資格の取得を目的とする研修・講習会以外に、CAD やプ

レスの操作などに関する研修・講習に従業員を派遣することはあまりない。近隣の商工会議

所などから案内が来ることはあるが、従業員を派遣する余裕がないというのが正直なところ

である。使用しているメーカーの研修に従業員を派遣する事もあまりないが、例外としてマ
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ルチフォーミングミングマシン2のメーカーの講習に従業員を派遣した事がある。 

 

 

                                            
2 「フォーミングマシン」とは、金属を指定された形状に、自由自在に曲げる「フォーミング作業」を自動的に

行うことができる機械で、「マルチフォーミングマシン」とは、複雑な 3 次元形状の曲げ加工や、高精度な丸曲

げ加工といった「マルチフォーミング作業」を自動で行うことができる機械である。 
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電子デバイス製造 ＸＲ社1 

 

 

１．企業・事業の概要 

 

ＸＲ社は 1988 年に現在の社長が創業し、長野県に本社をおいている。主に携わっている

のは、組立機、検査機、スキャナーなどの製造および部品加工で、多岐にわたる製品を受注

して開発・設計・製造を行う、多品種少量生産の業態をとっている。また、「一品物」とよば

れるオーダーメイドの製品や試作品の開発・製造も手がけている。 

取引先は自動車、電子機械、半導体、計測器などのメーカーである。受注から納品までの

期間は大体 3 か月くらい、長くて 5～6 カ月程度である。 

 リーマン・ショックを契機とする不況の影響を大きく受けており、自動車関連の受注が大

きく減少した。2009 年の間は特にその影響が大きく、ピーク時の 6 分の 1 程度に売上が落ち

込んでいた。2010 年の 1 月頃から受注状況が回復しはじめ、現在（2010 年 11 月）の売上は、

ピーク時の半分程度である。 

 現在、最も脅威に感じている競争相手は韓国のメーカーである。円高の影響もあり、簡単

な機器なら日本に比べ 4 割近くも価格が安いものが製造できるため、価格面の競争となると

ＸＲ社は大変不利となる。こうした価格面での国際競争の激化や、顧客ニーズの多様化、技

術革新のスピードの上昇といった経営環境の変化をＸＲ社では強く感じており、経営の維

持・改善に向けて、生産管理・プロジェクト管理の見直し、研究開発・営業力の強化、人件

費・要員管理の見直し、製品開発力の強化などに取り組んでいる。 

 

２．従業員の状況 

  

現在の従業員数は 25 人、そのうち、設計や開発、生産管理を担当する技術職が 7 人、も

のの製造を担当している技能職が 6 人で、生産活動に携わる人材のなかでは技術職のほうが

多い。従業員の平均年齢は 40 歳代前半ぐらいである。 

 

３．採用活動 

 

ＸＲ社では 2008～2010 年にかけて新規学卒者を 4 人、正社員として採用した。採用者は

大卒で理系および文系学部の出身者である。一方、中途採用者は 2008～2010 年にかけて 4

人、正社員として採用した。採用したのは、いろんな業界で働いてきた人である。 

                                                
1
本ケースレコードは、2010 年 11 月 9 日にＸＲ社において実施したインタビュー調査の内容に基づいて作成して

いる。 
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 募集は、ハローワークへの求人提出や社長のかつての同僚などの人脈を使ってのほか、大

学に求人を出したり、就職合同説明会に参加したりなどもしている。ただ、新卒採用の場合、

ＸＲ社が望むような熱意のある人材が応募してこないため、人材確保は困難であると感じて

いる。とりわけ新規学卒者の応募は大企業に向かいがちなので、ＸＲ社で望む人材の確保が

難しい。 

正社員の定着を高めるため、個人の成果を反映した処遇の実現や、会社の経営方針を従業

員に伝える事、職場の人間関係を良くする事、能力開発・教育訓練の充実、快適な職場環境

の提供に努めている。もっとも、新卒採用の従業員は定着率が悪く、2 年程度で辞めてしま

うといったことが多い。 

 

４．育成・能力開発の取組み 

 

（１）職場での取組み 

 ＸＲ社は、設計・開発を担当する技術職を、部品加工の仕事もこなすことができる「オー

ルラウンド」の人材として育成しようとしている。加工もできるようでないと、製造工程に

配慮した適切な設計ができないと考えるためである。 

 一方、技能職も、仕事の内容がやや固定する傾向にあるが、「オールラウンド」人材を育成

すると言う方針に基づき、やがては設計も担当できるように育成・能力開発を進めている。

また、ＸＲ社は技術職の給与を技能職より高くし、技術職を目指す従業員を増やそうとして

いる。 

新しく採用した従業員にはまず加工を 2 年間ほど経験させ、その後、設計の仕事を教えて

いく。職場での育成の取組みとしては、指導者を決めての育成・能力開発や、仕事の内容を

吟味してやさしい仕事から難しい仕事へと経験させながら従業員の技能習得を図る、主要担

当業務のほか関連業務も経験させる、社員による勉強会や提案発表会と言った事を行ってい

る。新しく入社した従業員の指導を担当するのは、製造現場で 4～5 年以上の経験を積んだ従

業員である。 

機械設計を担当する従業員に求められるのは、複数の技術に関する幅広い知識、ニーズ調

査・分析等を通じてユーザーニーズを的確に把握し、それを製品化する能力、進捗管理・予

算管理等のプロジェクト管理能力である。こうした能力を身につけて「一人前」と呼ばれる

レベルに達するには、15 年ぐらいの経験が必要であるとＸＲ社では考えている。現在、社内

で「一人前」と言えるレベルの人材は 12 人ほど、そのうちでさらに、顧客の要望を聞きなが

ら対応ができるのは 6～7 人である。5 年ほど前までは、社長自らが設計・開発を担当するこ

とが多かったが、近年になって設計を任せられる人材が育ってきたと感じている。 
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（２）Ｏｆｆ－ＪＴの取組み、社外教育訓練機会の活用 

Off-JT に関連する取組みとして、ＸＲ社では、①企画・立案の担当者の配置、②教材、機

材、設備の確保、③社外の機関が行う研修への従業員の派遣を行っている。また Off-JT を実

施するねらいは、①仕事の際の基本的な心構えを身につけさせる、②OJT では習得が難しい

体系的な知識・技能を学習させる、③社内での仕事や作業をスムーズに進める上で必要な専

門知識・技能を習得させる、④OJT で身に付けた作業のやり方の裏付けとなる知識や理論を

学習させる、⑤新たに導入された設備機器等の操作方法に関する知識・技術を従業員に習得

させる、⑥役職に就くなどキャリアの節目ごとに必要となる知識・技能を従業員に体系的に

習得させる、といったことにある。 

社外機関への従業員派遣は次のような場合に実施している。第一に、加工について習得し

た従業員に情報制御の設計を担当させる場合、メーカーなどが開催している数日から 1 週間

程度の基礎講座を受講させている。第二に、電機メーカーが開催する異業種交流会に、技術

部長クラスの人材を 4 人、時間外（夜間や日曜日）に派遣している。第三に近辺の商工会議

所が開催する講習・セミナーに、参加を希望する従業員を派遣している。 

また、ＸＲ社は近辺にある大学の理系学部との産学連携も行っている。 

 

（３）職業資格の活用 

従業員が仕事をする上でとりたてて必要と感じている業務独占資格（取得していないと仕

事ができない資格）はない。一方、従業員に取得を義務付けたり、奨励したりしている資格

としては、①安全衛生管理者、②玉掛け技能者、③安全工事責任者、④各種技能検定がある。

①～③は業務命令で取得させており、取得にあたっては受講料、試験料などの費用を援助し

ている。④は自己啓発の一環として取得を奨励しており、受験や講習会の受講に時間的に配

慮している。いずれの資格も取得は処遇には反映されない。 

ＸＲ社の属する業界で企業横断的な職業能力評価制度ができれば、①従業員の能力向上が

期待できる、②従業員の意識が高まる、③従業員の社会的ステータスが高まる、④顧客に対

して従業員の職業能力をアピールできる、⑤従業員の能力水準がわかる、⑥企業が行う職業

能力評価の客観化に役立つ、⑦中途採用の際に能力を判断する指標となる、⑧従業員が再就

職を行う際、そうした評価を受けている事が有利に働く、といった利用価値があると見てい

る。また、こうした評価制度の作成は業界団体が主導して行うべきだと考えている。 

 

（４）従業員の育成・能力開発における課題と今後の方針 

ＸＲ社ではこれまで ISO9000 シリーズを取得してこなかったが、会社を存続させていくた

めの技能伝承に関するマニュアルを作成することを主な目的として、最近 ISO9001 を取得し

た。 

従業員の育成・能力開発は、職場の生産性の向上、定着率の向上、モチベーションの向上
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と言った点で効果があると評価しているが、従業員のやる気が乏しい、教育訓練に関わる国

の助成金の申請手続きの方法がわからないといった点が、育成・能力開発を進めていく上で

の課題と捉えている。また、老親の介護などで、時間をかけて育成した人材が辞めてしまう

点などを悩ましく感じている。 
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金属製品製造 ＹＡ社 

 

 

１．会社概要 

 

ＹＡ社は 1947 年に設立され、現在は、ボタンホックのプレス加工を中心に、CF カードの

外殻部品や心電図ボタンなどの精密金属加工品・医療機器作成も行っている企業である。た

だし、精密機器や医療機器の需要は常に流動的であるため、ボタンホック以外の製品の売上

が総売上に占める割合は約 2 割程度である。 

主力製品である金属ボタンホックは、月に約 5 億個を生産している。受注から納品までの

期間は約 2 週間程度で、この納期は他のメーカーと比較して特別に早いわけではないが、プ

レス技術が高度であることと、規格を揃えての大量生産ができることがＹＡ社の強みになっ

ている。 

ＹＡ社の年商約 25 億円のうち、海外の企業で使われる製品からの割合が約 7 割を占めて

おり、生産したボタンホックは、その多くが衣類の縫製工場がある中国・インド・タイ・ベ

トナムなどの海外に輸出されている。ＹＡ社としての納品先は、それらの海外の現地工場と

取引のある雑貨商社などであり、国内向けの出荷先としては、福井県の作業衣メーカーなど

がある。近年のボタン市場には、中国製の安価な鉄・プラスチック製品が多く出回っている

ほか、真ちゅうなどの原材料費が高騰している影響があり、利益率が減少するなどの問題が

生じている。しかし、ＹＡ社では高級な金属製のボタンホックを製造することで、業績の維

持を図ろうとしている。 

調査時点1で、ＹＡ社の従業員数は 127 人である。そのうち男性が 70 人、女性が 57 人であ

り、女性社員は主に加工品の検査・検品、出荷、営業・総務などの職に就いている。従業員

127 人の内訳は、技術部が 15 人、製造部が 63 人、管理部が 31 人、営業部が 8 人、総務部が

6 人、取締役が 5 人である。また、全従業員のうちパートタイマー（9 時～16 時勤務）は 5

人で、総務課・製造部に 2 人、業務課に 1 人が勤務している。その他、派遣職はコンピュー

タシステムの開発担当に 2 人が勤務しており、製造部門には派遣職の人はいない。 

従業員の年齢層は、50 歳以上のベテランが 50 人程度、20 歳代の若手が 50 人程度と、20

歳代と 50 歳代の社員に大きく二極化しており、30 歳代～40 歳代の中堅層が一番少ない。今

から 17～18 年前に負債を抱えていたため、その時期に新規採用を行えなかったことが二極化

の原因になっている。 

この他、ＹＡ社では 60 歳で定年を迎える従業員に対し、定年の半年ほど前に面接を実施

して本人の希望を聞き、定年後も継続して雇用されることを希望する人には、適性を判断し

                                                
1 ＹＡ社でのインタビュー調査を実施したのは、2008 年 6 月 16 日である。 
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たうえで、嘱託職員という形で 65 歳まで再雇用を行っている。ここ 1 年ほどで、製造の現場

でも 40 人ほどが嘱託職員になっており、定年を迎えるほとんどの従業員が嘱託職員として

65 歳まで継続雇用されることを希望している。 

 

２．人材の確保 

 

ＹＡ社ではここ数年、毎年平均して 5 人程度の新卒採用を行っている。ＹＡ社の希望とし

ては即戦力の人材を採用したいが、若者の「ものづくり離れ」や「IT 志向」の影響もあって、

普通科高校の卒業生や短大の卒業生など、即戦力とはなり得ない人材を採用することが多い。

工業高校など、即戦力になり得る人材のいるところにも求人募集は出しているが、なかなか

応募が来ない。ＹＡ社では遠方に住む従業員のための寮などを完備していないため、通勤可

能な距離に住む地元の人を雇用しなければいけないことも、そうした工業高校などからの応

募が少ない要因の一つだと思われる。 

新卒採用だけでなく、中途採用も行っているが、30 歳代～40 歳代で中途採用される人の

中には、周囲になじめず、仕事を続けられない人もいる。特に、色々な職業を転々としてき

た人が仕事になじめず退職することがこれまで多かったため、中途採用を行う場合は、応募

者の職歴を採用の可否の判断材料にしている。 

 

３．技能者の育成・能力開発 

 

（１）新卒採用者の配置と育成 

ＹＡ社では、新卒者の初任配置に関しては、入社時に適性を見て判断したうえで、研修期

間を終えてから配属先を決定する。短大卒で採用した新入社員に関しては、技術科に配属し

た後に製造現場へ異動させるというパターンが多い。また、大型製造機械を扱う「製造 1 課」

に配属したうえで、そこで 1 年ほど大型機械の作業経験を積み、その後に他の機械の担当に

異動することも多い。これは、製造 1 課の大型機械の担当者の中に、機械の操作方法を教え

ることのできる指導者がいるためである。 

新卒採用の社員が、初期の配属先から別の部署へ異動することもある。異動は基本的に欠

員が発生した際の人員補充のために行うものであるが、技術科から製造部へ、製造部で学ん

だことを技術課の設計で活かすなど、人材を育成するという観点から異動を行うこともある。

また、従業員の適性によりあった部署へ配転することもある。 

新卒採用者は入社時に 3 ヶ月間の研修期間があるほか、配属後も各現場において、新入社

員一人につき指導員が一人ついて指導を行っていく。新入社員と同じ学校の出身である先輩

などがこの指導員になることが多い。入社から約半年後ぐらい経ち、ある程度仕事に慣れて

くると、新入社員は 9 月から 2 月までの 6 ヶ月間、月 2 回土曜日に行われる能開短大での研
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修に参加することが求められる。この研修はプレス技能や旋盤などの技術講座であり、短大

卒の採用者にも、夏休み期間に 1～2 週間程度行われる同様の研修に参加することが求められ

ている。 

 

（２）中核的技能者に求めるスキルと育成の課題 

製造を担当する部署（「課」）の「リーダー」になるまでに約 3～5 年程度、「係長」になる

まで約 10 年程度、「課長」になるまで約 15 年～20 年程度の勤続年数が必要である。リーダ

ーになると、各自が担当する機械が決められる。ＹＡ社では、課長クラスになって初めて、

その課の仕事を全てこなせるようになると見ている。 

ＹＡ社が中核技能者に求めているのは、工作機械の保守点検・整備、金型の研磨・調整な

どの、生産ラインの調整を行うためのスキルである。こうしたスキルを身につけるためには

少なくとも 3 年程度の勤続経験が必要であり、リーダークラスから上の従業員が生産ライン

の調整を実施している。調整のためのスキルとしては、トラブル発生時の対応のスキルも重

要であるが、さらに重要なのは、不良品が発生する前に早めに金型を交換するなど、トラブ

ルが起こる前に未然に防止することできるかどうかである。トラブルが発生してからでは、

すでに多くの不良品が発生して損害が出てしまっているためである。 

製造にかかわる正社員の育成に関しては、本来は指導を担当するべき 30～40 歳代の中堅

層の社員が少ないことと、定着率の悪い 20 歳代の若手社員をどう会社に定着させていくかと

いうことが課題となっている 

 

（３）技能検定資格の活用など 

ＹＡ社では、会社として社員の技能検定資格の取得を熱心に奨励している。例えば、入社

三年目以降の社員には、金属プレス加工技能士 2 級の検定を受けることを奨めており、昼間

や土曜日などの空き時間を利用して職業能力開発促進センターでの指導を受けさせた後に、

技能検定試験を受験することを求めている。金属プレス加工技能士 2 級資格を取得した人に

は、月額給与に 5000 円（同 1 級の資格を取得した人には 10000 円）上乗せする制度を設けて

いる。ただし、学科試験が難しいため、資格取得は容易ではない。 

技能検定取得は会社のためだけでなく、個人のためにもなるので、ＹＡ社としては熱心に

奨励しているが、技能検定資格を取得することは昇進のための必須要件とはしていない。ま

た、昇進試験なども実施してはいないため、あくまで昇進に関しては勤続年数と上司の推薦

でもって判断される。 

また、ＹＡ社では、製造部長の管理責任下において、ISO9000 取得のためのセミナー参加

を社員に奨励している。その他、課単位で ISO の目標に対する発表会を実施しており、潤滑

油の再利用や、金型を塗装して耐久度を上昇させること、夜間運転によって工作機械の稼働

率を上昇させることなどのアイデアが提案されている。 
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４．技能者の処遇に関する制度 

 

ＹＡ社では従業員の処遇に関連する制度として、職能資格制度や等級制度などを設けてい

るが、これまで途中入社の従業員が多いなどの理由から、十分に活用できなかった。ただ、

近年は新卒採用者が多くなってきており、ＹＡ社の仕事に見合うような形で新たな給与体系

を整えていく必要があることが、労働組合との間でも話し合われている。 
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一般機械器具製造 ＹＢ社 

 

 

１．企業概要 

 

ＹＢ社1は、金属製のパイプを曲げる機械（「パイプベンダー」）を主力に、その他の諸機械

の設計及び販売を目的として 1950 年に創業した。現在の業務内容は、NC（Numerical Control:

数値制御）パイプベンダー機及び自動加工ラインシステム等の製造販売であり、パイプベン

ダーは年に数十台を製造販売している。 

パイプベンダーを、供給ホッパー2及びマテハンロボット3などとともに自動加工ラインシ

ステム（材料を入れてから製品が出てくるまでの工程を全て組み入れたもの）として設計し、

製造販売しているのがＹＢ社の特徴である。パイプベンダー単体では、国内外に多くの競争

相手が存在し、優位に立つのがむずかしい。そこで、自社のパイプベンダーをメインに他社

の機械を組み合わせて無人化・自動化ラインというシステムをつくり、そのシステムの製造

販売を中心的に行っている。このような事業展開により、自動加工ラインシステムに関して

は、他社が参入してこないだけの技術力を持つことができ、国内では競争相手がいない状況

にある。自動加工ラインシステム製造のきっかけとなったのは、1974 年に機械と機械の間（工

程間）を自動で材料を運ぶ装置を備えたトランスファー・ベンダーと呼ばれる製品の製造を

始めたことであり、1978 年から加工ラインシステムの製造を本格的に手掛けはじめた。現在

はパイプベンダー単体で販売されるのは年に 1～2 台であるのに対し、自動加工ラインシステ

ムは年間 10～13 セット製造販売しており、全売上の 90％を占めている。主要取引先は、シ

ートなどを製造する、自動車関連の一次下請メーカーである。 

自動加工ラインの製造にあたって一番大事な設計は社内で 100％行い、部品の加工・組み

立てでは外注を活用している。ＹＢ社の製造現場では実際に製造されているのは多くても 1

度に 2 つの加工ラインシステムであるが、企画・設計がすでに進んでいたり、製造に必要な

部品の発注がされていたりなど、製造が手掛けはじめられているラインシステムの数はさら

に多い。なお、1 つの加工ラインシステムの製造は 3～4 人で担当している。 

自動加工ラインシステムで他社との競争に勝つ決め手は、長い間の失敗の積み重ねの上で

得たノウハウであり、これは顧客の発注内容を仕様書に反映させる場面などで発揮される。

他社は景気のいいときは汎用機を売っていてシステムをやらなかったが、ＹＢ社はシステム

を手がけるのが他社に比べてかなり早かったので他社よりも多くのノウハウが蓄積されてお

り、ＹＢ社の強みとなっている。 

                                                
1 ＹＢ社でのインタビュー調査を実施したのは 2008 年 6 月 13 日である。 
2 「ホッパー」とは、加工する材料を入れる容器の役割を果たすもののことである。 
3 「マテハン」とは「マテリアル・ハンドリング」の略で、機械による運搬や荷役作業のことをいう。「マテハ

ンロボット」とは、運搬・荷役作業を自動的に行う機械のことである。 
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 従業員は全社で 30 人程度であり、この数は長らく変わっていない。内訳は、組立て部門

15 人、設計部門 15 人（機械加工及び電気組立てができる人）である。また、両部門にはそ

れぞれ、課長 1 人（約 20 年の現場経験者）、係長 1 人、主任（10 年くらいの経験者）１～2

人がいる。 

 

２．人材の募集・採用状況について 

 

ＹＢ社では同じ県内の訓練校や職業能力開発短期大学校の卒業者を毎年 2～3 名採用して

いる。ＹＢ社では従業員に自らで製品を設計して、完成品に仕上げることができるレベルを

求めているため、採用の際には、実際に機械加工やＣＡＤを学校で習っていることを重視し

ている。訓練校や職業能力開発短大の卒業者は工業高校の卒業者よりも実技面で 1 つ上のレ

ベルであるとＹＢ社では考えている。 

採用の面接は社長が行い、基本的には応募して来る者は全員採用する方針である。ただ、

ＹＢ社の仕事に向いていないだろうと思われる人には面接の際にそのことを伝える。ＹＢ社

における仕事は好きでないと続かないと考えているからである。採用しても辞めるケースも

しばしばあり、毎年の採用者のうち残って続けるのは大体 1 人である。 

中途採用に関しては、採用しようとしても応募者が来ないし、過去の応募者のなかにはも

のづくりの経験者があまりおらずＹＢ社の戦力にならなかったという経緯があるため、現在

は実施していない。また、若年トライアル雇用制度を使って 3～4 人採用したことがあるが、

いずれもコンビニエンスストアでのアルバイトしか実務経験しかなくものづくりの経験もな

かったためか、ＹＢ社での仕事になじめずに辞めていった。 

 

３．従業員の育成とキャリア・処遇 

 

（１）現場で必要な技能 

ＹＢ社の製品製造における主要な仕事は、金型加工とパイプベンダーの組立て及び自動加

工ラインシステムの構築などである。そうした仕事をこなしていくうえで特に必要となるの

は、手を使うスキルにかかわるものよりも、機械を動かすときに不具合が起きた場合や当初

考えたのと違った動きをする場合にどう対処（手直し）するか、また、どういう形でいかに

早く動かすか、あるいは、現場で機械の動作を見ながら正しい動きに修正していくといった、

加工ラインシステムの動作特性や制御技術を包含したノウハウである。つまり、顧客に満足

してもらえる加工ラインシステムに作り込んでいくためのノウハウを非常に重視している。 

例えば、経験が浅い従業員がシステムの製造を担当した場合、加工ラインシステムとして

一見まとめたようでも顧客に納めてから、電気的なトラブルやボルトの緩みなどのような機

械的なトラブルが出てくることがしばしばある。こういった類のトラブルを防ぐためのノウ
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ハウは、経験や失敗を重ねないとわからず、教えようにもなかなか教えられない面がある。 

また、ＹＢ社では多能工的な働きをする従業員の育成を目指しており、組立て部門 15 名

のうち何人かは金型加工もできる。設計を担当する人は、修理も営業も担当する。ただ、組

立て部門で働く従業員を、設計部門に異動することは行っていない。 

 

（２）製造・設計担当者の育成 

ＹＢ社の製品を製造する上で大事な技術・技能のノウハウの部分、つまり金型製作の部分、

マシニングセンター作業及び旋盤作業は社内で行って、技能者の技能向上に努めている。単

純な金型・部品加工は外注に出すが、複雑なものは全部社内でやるようにしている。例えば、

パイプベンダーは社内で 100％組立て・調整を行っている。だいたい半分程度の工程を外注

で組み立て、納入されたものを社内で検査し、組立て・調整して最終製品にしている。複雑

な加工や調整に必要な知識やノウハウは、従業員自身が自分で勉強したり、購入した機器メ

ーカーが実施する研修（CAD、MC 加工等の研修）を利用したりして習得する。従業員同士

が年齢的に近いので、日常的に教えあう環境になっている。 

新卒で採用した人は、最初必ず製造現場に配置する。その際、機械科、電気科の専攻に関

係なく、まず機械加工を担当させ、旋盤作業、フライス盤作業、組立て作業の 3 つの作業を

ローテーションでそれぞれ 1 ヶ月ずつ受け持たせる。こうした取組みによって、ものづくり

とは何かを覚えさせ、その後、専門分野に配属して先輩に付けるようにしている。加工ライ

ンシステムの組立てに関わるようになるのは、最も早い場合でも入社後 1 年はたってからで

ある。 

設計の担当者も、入社後はまず 1 年間の製造現場での業務を経験しその後、製造現場での

業務と同時並行で設計業務を担当するようになる。設計を行う場合でも、製造現場での経験

がないと、CAD で描くことはできるが実際には組立てられない図面を描いてしまうからであ

る。1 年間でも現場作業を経験していると、やってはならない設計がどのようなものである

かということが理解できるようになる。なお、各製品の製造後には、設計部門担当者の反省

会を行って、次の設計に向けての改善点や設計で気づいたことなどをまとめるようにしてい

る。 

 

（３）Ｏｆｆ－ＪＴの実施状況 

現場を離れた Off-JT は、時間が取れなくてなかなか受講させることが難しい状況にある。

また、技能検定を受けさせる時間的余裕もない。社員はそれなりの技術・技能を持っている

が、技能検定のために 1 週間も休ませることができないのが実状である。 

ただ、会社で使っている機器のメーカーが実施している研修は活用している。入社直後の

従業員は、制御装置系の基本を覚えさせるために研修に行かせている。また、日常的にも、
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実際に PLC（Programmable Logic Controller）4を使ったけどうまくいかないなどの問題がでて

きた時に、使用する機器のメーカーの担当者に連絡して、出張指導をしてもらう。また、そ

の際には、ＹＢ社の製品を製造するのに必要な制御ができるかどうかなどをたずねて指導を

受けることもある。このように、ＹＢ社では単に研修を受講するだけでなく、実践を通して

身につけるようにしており、時間的に非常に融通がきくやり方をとっている。 

 

（４）職制について 

ＹＢ社は、設計・開発部門に室長（課長クラス）―係長―主任という職制を、製造現場に

も同様に課長―係長―主任という職制を設けている。各職制の担当者は、社長が従業員の能

力を見極めながら任命する。主任は経験 10 年くらい、工場長を兼務している課長は約 20 年

の経験者である。 

 

５．業界団体や経営者団体の活用について 

 

現在、ＹＢ社はパイプベンダーを製造するメーカーによって結成された工業会に加盟して

いる。この工業会は 20 年ほど前に設立された組織で、業界団体というより仲間同士の集まり

といった趣きを持っている。メーカー同士、価格競争になる場合が多いものの利益率がさほ

ど高くない事業なので、トップ同士が顔を知っていれば共倒れになるような過度な価格競争

が起こることはないだろうと各社で考えたことが、工業会設立の大きなきっかけとなってい

る。現在 11 社が加盟しており、展示会の開催や年 1 回開催される研修会では、会員企業がノ

ウハウを発表するなどの活動を行っている。ＹＢ社は毎年 1 回開催される研修会には、若い

人を積極的に参加させている。 

 

                                                
4 PLC（Programmable Logic Controller）とは、マイクロコンピュータとメモリを内蔵した FA（自動制

御されている生産設備）用の制御装置のことである。  
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輸送用機械器具製造 ＹＣ社 

 

 

１．企業の概要 

 

ＹＣ社1は 1956 年に有限会社として設立された。設立当初はカミソリの製造を主に行って

いたが、やがて自動車のプレス部品の加工を手掛けるようになり、1970 年代中盤からは、現

在の業務の柱であるカーレース用自動車部品の製造をはじめた。現在は売り上げの約 3 分の

2 が、カーレース用自動車部品を提供している大手自動車会社ＮＡ社やＮＡ社の一次下請け

からの発注によっており、ＮＡ社からの発注の約 7 割は、カーレース用自動車に用いられる

部品や、そうした部品の試作品の製造に関連したものである。具体的には、エンジン、クッ

ション、クラッチ、ブレーキの周辺部品および試作品を主に製造している 

ＹＣ社への発注には試作品の製造が含まれるため、1 アイテムあたりの製造点数数個から

10 個、多くても 100 個程度である。年間では約 5000 アイテムを受注・製造している。1997

年に量産品の生産から撤退したのを機に、こうした多品種少量生産体制をとるようになった。

1 アイテムあたりの納期は、発注元から図面が入って製品を納めるまでが大体 1～2 週間程度

である。特に最近では非常に短納期の製品の発注が多いため、コンピュータでは生産管理が

間に合わず、加工担当者の名前や加工に使用する機械、一連の製造プロセスのどの段階にあ

るのかといったことを製品ごとに示した表を作成し、これを社内でやりとりすることで生産

の進捗管理を行っている。 

ここ数年の年間売上高は 7 億円代で推移している。年間の売上高は長期的に見て右肩上が

りである。年間でみると売上高は、1～5 月は多く、6～10 月は落ち、11 月から再び増え始め

る。これはＹＣ社の仕事が主にカーレースに関連したものであるということが理由である。

カーレースのシーズンは大体 3 月開始 10 月終了のため、10 月末より、翌年のシーズンで用

いる自動車に関連する仕事の話を発注元から持ちかけられ始め、12 月からシーズンの始まる

3 月ごろまで製造にあたり、5 月ごろまでは製造した製品のメンテナンス関連の仕事がある。

したがって年間での売上高の変動は、上記のようなものになる。 

本社と製造工場は近隣した別の場所に設けられており、本社は経理部門のみが所在し、製

造工場に、工程・検査・旋盤・フライス・ワイヤー研磨の製造各部門と、他に営業部門がお

かれている。製造の各部門には主任がおり、ラインの調整・管理をやっている。 

 

 

 

                                                
1 ＹＣ社を訪問しインタビュー調査を実施したのは、2008 年 6 月 24 日である。 

－336－



２．社員の構成 

 

社員数は調査時点で 43 人、うち 4 人は社長を含めた役員で、役員以外の社員 39 人のうち

正社員 35 人、パートタイマー4 人である。ＹＣ社では 65 歳以上の社員はパートタイマーと

して雇用しているため、4 人のパートタイマーは全員 65 歳以上である。このほか調査時点で

は研修生 2 人、外注先の社員でありながらＹＣ社で就業している人が 5 人いる。研修生は 2005

年より中国から受け入れている。 

部門別の構成は、総務部門が 2 人、営業が 5 人、工程部門が 7 人、検査部門が 8 人、旋盤

部門が 9 人、フライス盤部門が 5 人、ワイヤー研磨部門が 7 人となっている。旋盤部門、フ

ライス盤部門、ワイヤー研磨部門が実際にものの製造にかかわる部門で、これら部門の担当

者と工場長 1 人、生産管理部長 1 人の計 23 人がＹＣ社において製造を担当している。なおこ

の 23 人のなかには研修生 2 人と外注先の社員 5 人が含まれており、ＹＣ社の社員のみでいえ

ば 16 人がものの製造を担当していることとなる。総務・営業・検査・工程といった部門に所

属し、ものの製造に直接かかわらない社員の数が 21 人と従業員全体に比べると多くなってい

るが、これはＹＣ社が外注を積極的に活用していることに由来する。ＹＣ社では受注した仕

事をすべて社内でこなすことができないため、高い精度が求められる仕事は自社で行ってい

るが、それ以外の仕事は外注に出している。そのため、外注先の進捗管理が必要で、管理部

門に多めに人を配置している。 

 

３．従業員の採用 

 

1997 年に量産から撤退したときにリストラを行った結果、ＹＣ社では現在 30 歳代、40 歳

代になる層の従業員が大きく減少した。そのためこうした年齢層のボリュームを大きくした

いと考え、また団塊世代の退職問題への対応も重なり、同じ県内にある職業能力開発短大に

講師を出すなどして若手の採用・育成を積極的に進めてきた。 

採用は毎年 2、3 人、新卒採用の形で実施している。ここ 8 年間で 14 人採用した。ほとん

どを上述の職業能力開発短大から採用しており、選考の際には、自動車に興味を持っている

学生に着目している。 

選考・採用は部門別ではなく全社単位で実施し、面接で把握した採用者の特徴と、本人の

希望を加味して、その後の部門の配置を決めている。本人の配属希望は、短大 2 年時の 8 月

に実施されるインターンシップの際に、採用予定者から聞いている。これまでに自分からや

めた社員はおらず、定着率は非常に高い。 

30 歳代、40 歳代の厚みを増すことが会社の課題ではあるが、中途採用ではＹＣ社で期待

するレベルの人材を採用するのが難しいため、無理して実施しないことにしている。 
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４．技能者に求められる技能と養成の方法 

 

ものの製造に直接携わる仕事のうち 8 割程度は、マシニングセンターや NC 旋盤など数値

制御の工作機械を使って行うものであるが、手作業もあり、人によって行っている作業はい

ろいろである。また、製造部門の担当者でも、顧客からきた CAD の図面データを、製造現

場の CAM データにする能力や、図面の読み取り能力などが必要とされる。 

製造部門に配置した新卒入社の社員には、先輩社員をマンツーマンでつけて指導を受けさ

せている。マンツーマンでの指導は少なくとも 3 か月程度、だいたい半年くらいは実施して

いる。新入社員につける先輩社員は、その都度適任者と思える社員を指名する。ただ、各部

門の主任は、部門全体の進捗管理を行う必要があるので、指導者に指名することはない。 

ＹＣ社では上述のように年間約 5000 アイテムを扱い、各製品は製造のための段取りから

すべてがちがうので、通り一遍の指導で新入社員に仕事を覚えることが非常に難しい。その

ため、仕事をしながら必要になった時に適宜きめ細かく先輩の指導を受けられるような今の

体制を取っている。近年採用した社員は仕事を覚えるのが早く、育てるのに最低 3 年ほどは

かかるものの、それ以後は会社の中枢業務を担えるようになる。 

技能検定は、2008 年に入社した新卒社員が 1 人受けたが、会社としてはあまり興味をもっ

ていない。技能検定の内容がＹＣ社で行っている仕事とあまりそぐわないからでもあるが、

多くの技能系社員が月間平均 60～70 時間の残業をやっているため、検定を受けるための準備

の時間がなかなかとれないことが大きな要因である。 

 

５．技能者のキャリアと処遇 

 

ＹＣ社では、社員を入社時の配置部署から異動させることはほとんどない。給与は現在、

35 歳までは定期昇給としているが、今後は技能のレベルを反映した制度に徐々に切り替えて

いきたいと考えており、現場での社員の働きぶりを細かいグラフなどにまとめたりしている。    

もっとも製造現場の社員の技能のレベルについては、担当している仕事の内容が各自で異

なるので、一律に誰がいいとはなかなか言えない。もしレベルを測るとするならば、例えば

不良発生率が低いと技能のレベルは高いといったふうに見るしかないと考えている。 
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一般機械器具製造 ＹＤ社 

 

 

１．企業概要 

 

ＹＤ社1は、エアマイクロメータ（寸法の変化を、空気の流量や圧力の変化に変換し、その

量を知ることで、ものの寸法を測定する比較測定器）の製造を目的として、1957 年に設立さ

れた。主要製品は、自動計測機、超仕上盤（ベアリングの外輪及び内輪の軌道面を仕上加工

するための全自動の工作機械）及びエアマイクロメータ（測定治具を含む）である。 

この 3 つの主力製品の出荷額に占める割合は、顧客企業の設備投資の傾向に大きく影響さ

れるために、年度による変動が大きい。これまでは、出荷額の約 2 割をエアマイクロメータ

（エアマイクロメータ・電気マイクロメータ）が占め、自動計測機が 4 割、超仕上盤が 4 割

を占める構成であった。ただ最近は、自動計測機の主要な納入先である自動車メーカーが設

備投資に慎重で、結果として需要が伸びていないこと、また、軸受けの内輪、外輪などの加

工用には超仕上盤が使用されているが、風力発電機の需要が環境意識の高まりという追い風

もあって好調であることから、2008 年は、エアマイクロメータが 2 割、残りの 8 割のうち約

70％を超仕上盤の出荷が占めるといった状況となっている。競合メーカーが多い自動計測機

では価格競争となっている。ＹＤ社の強みは、小回りのきいた対応ができることである。 

主要製品の製造にあたっては、製作するうえで特殊な設備・装置を必要とする部品や、製

造部門の生産能力を考慮した一部の部品以外は、自社で製造している。 

なお、ＹＤ社では 2008 年 3 月に ISO9001 と ISO14001 の認証を取得している。 

 

２．従業員の構成 

 

従業員構成については、全体で 58 人のうち、純粋な技能者は 12 人、それ以外に技術者と

技能者をかねている者が 10 人ほどおり、合わせて約 20 人である。純粋な技能者は、ほとん

ど部品加工部門であり、組立の担当者は入っていない。また、組立て、最終的な調整、サー

ビスエンジニアを兼ねている者が 7～8 人おり、この人達が中核的技能者である。 

間接部門には 30 人弱いるが、その中には社内外注の人が 10 人ほどいる。総務は 3 人、工

務（資材・工程管理など）が 4 人であり、新設の品質管理部門が 1 人である。残りが設計、

技術、部品加工・組立てであり、設計 5 人、技術 8 人、部品加工・組立てのみを担当する社

員が（最終調整は担当しない人）3 人、それ以外に製品の開発部門がある。設計部門の 5 人

は、自動計測機の設計担当者と超仕上盤の設計担当者の合計人数であり、エアマイクロメー

                                                
1 YD 社を訪問し、インタビュー調査を実施したのは 2008 年 11 月 7 日である。 
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タの設計は別のグループで電気技術者が担当している。 

技能職の平均年齢は高く、部品加工部門の平均年齢は 60 歳に近い。そのため、20 歳代、

30 歳代の技能者の確保が緊急の課題となっている。一方、機械設計部門の従業員の平均年齢

は 40 歳前後と若く、部門長も 40 歳代であるが、その多くは 10 年以上の経験がある。組立て、

最終的な調整、サービスエンジニアを兼ねている中核的技能者の平均年齢は 50 歳前後である。 

 

３．人材の募集・採用状況 

 

高校新卒者の採用は実施しているが、最近はほとんど採用できていないのが実態である。

理由として、ＹＤ社の立地的な問題と、処遇面及びものづくりをやりたい人が少ないこと等

がある。近年、大学新卒者を採用したが、稀なケースであった。工業高校の優秀な卒業者は

大手企業志向が強く、ＹＤ社のような中小企業へは、なかなか目を向けてくれないので、新

卒者の採用に苦労しているとのことである。それ以外の工業高校の卒業者は、製造業ではな

い全く別の業界に就職するのではないかと判断している。 

ＹＤ社は昨年も担当者が普通科高校・工業高校を回って募集・採用活動をしたが採用数は

ゼロであった。HP での募集を行っているが応募自体がまれであり、職安にも求人票を出し

ているがうまくいっていない。また、今年は民間の求人 HP を使った結果、20 人以上の応募

があったが、その中には同じ業界での就業経験のある人はあまりいなかった。 

中途採用では、過去 3 年間で 5～6 人を採用している。中途採用者は、実質的にはほとん

どこの業界の未経験者、あるいは製造業の現場を少し経験したくらいのレベルであり、採用

してから社内で育てていくことになる。つまり、簡単なラインの補助的な作業をやったこと

がある、あるいは機械系高校を出たけれど勉強したことを生かせていなかったといった人材

がほとんどであり、ＹＤ社が求めているレベルの人材が採用できていない。中途採用する時

の選定基準については、応募者が少なく、選別するだけの余裕がないのが現状である。思っ

ているレベルの人材はほとんどいないが、その中でなんとか人数を確保しなければいけない。

技術に関する知識がある程度あって、やる気があれば学歴は問わない。 

 

４．技能系社員の育成・能力開発 

 

（１）技能系社員に求める技能 

主要製品の製造にあたって、製造現場の技能者に求められる技能は、切削加工、研削加工・

研磨、機械組立・仕上げ及び電気・電子組立である。とりわけ、自動計測機や超仕上盤の製

造にあたっては、サブミクロン単位の加工・測定精度が要求される。したがって、ＹＤ社で

は特に精度の実現に必要なきさげ作業にも習熟した技能者の育成に重点を置いている。 

また、ＹＤ社では高度な加工技術の習得に加えて、技術的な知識をもった、テクノワーカ
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ー的な技能者を今後も確保していきたいと考えている。最終的に自動計測機や超仕上盤の調

整は、単なる熟練技能工ではなく技術、技能の両方がわかる人でないとできないからである。

また、顧客先への機械の納品、据え付けの際には、技術、技能の両面がカバーできて、サー

ビスエンジニアとして顧客に対応する必要があるからである。現在、7～8 名の技能系社員が

製品の最終的な調整や顧客への納品を担当しているが、彼らの平均年齢は 50 歳前後であり、

この人たちが若手に技能伝承できる道を今後つくっていきたいと考えている。 

 

（２）技能系社員の育成 

新入社員の配属は、個人の適性もみて判断している。決まった育成コースはないが、配属

後、まず、基本的な作業からやらせている。例えば、簡単なきさげ作業をさせてみる、もし

くは測定からやらせるなどしている。2007 年に採用した大学新卒者の場合は、半年間は測定

をやりながら他のことを現場で経験させて育成している。 

その際、サポート役を付けて状況を見ながら教えるなどしている。現在、65 歳のベテラン

技能者が 1 人、パートタイマーとして残っているので、この人をサポート役（テクニカルト

レーナーと呼んでいる）として、若年者の指導を担当させている。また、超仕上盤部門につ

いては、一人を管理職ラインから外してテクニカルエヴァンジェリスト（Technical 

Evangelist：技能伝承者）と呼び、製造本部の下に配置して若手を育成する体制にしている。

ただ、まだ仕組みを作ったばかりなので、実際に機能するのはこれからである。この仕組み

で伝承しようとする主な技能は、組立て調整である。これは、総合的な知識と経験が必要で、

かなりの技量がないとできないからである。 

現在のＹＤ社の中核的技能者は、工業高校を卒業して入社後、加工、組立て、調整、サー

ビスエンジニアなどのステップを踏んできており、全ての工程で仕事ができる。技術、技能

の学び方は、見よう見まねであり、特別な OJT の仕組みをもっているわけではない。最低限

のマニュアルは作りたいと思っているが、整備はこれからである。ただ、マニュアルだけで

はサブミクロンの精度を実現することは難しいとＹＤ社では考えている。精度の実現は、技

能者が作業の結果などを踏まえながら自分で工夫したりしてはじめて可能であり、基本的に

は、生産ラインでの日々の仕事のなかで技能系社員自身がカンやコツを覚えていくことを重

視している。 

Off-JT に関しては、会社の中での研修はしておらず、外部研修を利用し、ここ半年で約 30

人が受講している。外部研修では、工業協会のセミナーをよく使っている。理由は、工業協

会から毎日のように案内が来て情報を得ているからである。活用するセミナーは１日コース

の座学のものが多い。技能検定については過去に会社で受けさせていたようだが、最近はそ

うしたことは行っていない。ただ、将来的には電気主任技術者や組立て職種の技能士資格を

技能系社員に取得してほしいと考えている。 

技能者が技術面について学習する機会に関しては特に仕組みは設けていないが、製造部門
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と設計部門がそのつど製品ごとに加工の担当者、組立ての担当者及び設計の担当者が話し合

って問題や不具合事項を解決し、製品を作っていくなどの取組みをしている。 

 

５．技能系社員の処遇とキャリア 

 

ＹＤ社で、現場のことがわかり、かつ、技術的なこともある程度理解して仕事ができるよ

うになるには最低 10 年はかかる。現在は職能資格制度が整備されていないので、年齢給が基

本になっている。つまり、技能レベルにあわせて格付けする給与の仕組みになっていない。

今後は、明確な制度としてそのような目標付けをしていきたいと考えている。 

技能系正社員のキャリア形成に関して以前はジョブ・ローテーションがあったが、最近は、

加工部門担当者は加工部門内で、組立て部門担当者は組立て部門内での仕事に終始しており、

両部門間のローテーションができていない。これには加工部門の技能者の年齢が高く保守的

なことも背景にある。ただ、会社としては、今後は両部門間のローテーションにする形にも

っていきたいと考えている。 
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電子デバイス製造 ＹＥ社 

 

 

１．会社概要 

 

ＹＥ社1は 1988 年に設立された会社で、ソフトウェア設計・ハードウェア設計・システム

開発及び各種自動制御盤の設計制作を主要な事業としている。年間売上高 7億円の 7～8割は、

大手自動車部品メーカーとの取引で占められている。ＹＥ社では、「製品の設計・開発」→「製

造・組み立て」→「検査」→「出荷」→「メンテナンス」という一連のプロセスに一貫して

対応できる体制をとっており、製品製造は、顧客のニーズに基づいて技術部門で開発・試作

し、単品で納める形態をとっているものが多い。しかし、その中から量産品となるものが出

ている。主な製品は、小型電線押出機システム、汎用 CAD システム、バーコード検査シス

テム、小型マシニングセンター、端子誘導装置開発設計等である。ここ数年は主要な顧客で

ある自動車産業の会社の業績の伸びに応じて出荷額が伸びており、2004 年の売上高・出荷額

を 100 とした場合、2007 年度の売上高・出荷額は 150 である。 

従業員数は 38 人で、主な配属先と人数の内訳は以下の通りである。なお、③と④の部門

の人は技能系社員で、①と⑤の部門の人は技術と技能の両分野をこなせる社員である。 

 

①ハードウェアの設計と試作（組み立て）を担当する人：3 人 

②ソフト開発部門：9 人（この中には①の 3 人も含む） 

 ③製造・組み立て部門 6 人 

 ④検査部門：2 人 

⑤メンテナンス部門：5 人（販売した製品やバージョンアップしたソフトウェアに関する

顧客への指導等の業務も担当する） 

  

２．人材の募集・採用状況 

  

社内で新人教育を実施する体制を作っていないことや、新人教育を担当できる人材もいな

いこと等の理由で、職業経験のある人を採用している。また、新卒者を募集しても応募者が

望めないことなどの理由で、中途採用のみで対応してきている。募集はハローワーク、求人

雑誌等を通じて行っている。また、紹介派遣で来た人を採用したこともある。応募者は、大

卒、専門学校卒で同業他社を経験した人が多く、工業高校卒者はいない。 

 採用の際には、面接で、スキルのレベル（半田付けができる、専門的な作業内容を遂行で

                                                
1 ＹＥ社を訪問し、インタビュー調査を実施したのは 2008 年 11 月 11 日である。 
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きるなどといったスキルのレベルや、協調性がある、自分を抑えられるといった性格に関わ

る点などを詳細に聞いて、採用の可否を判断している。とりわけ、その人の仕事能力を判断

する上で、前職における実績が非常に参考になるとＹＥ社では考えているので、どういう仕

事（作業内容）をしたのかを把握することに主眼を置いている。今回の聞き取り調査の直近

の採用では、ハードウェア系ではアナログ技術が扱える人、ソフトウェア系では C 言語がで

きる人、そして、製造部門では半田付けができる人を採用した。しかし、ここ 2～3 年は人材

不足で選り好みができる状況にない。 

 現在のハローワークの求職票には、求職者の持っている能力・技術・技能と企業が求める

人材像を比較できる項目がないので適材者を見つけだすことは難しい。例えば、雇用・能力

開発機構のポリテクセンターの訓練生・修了生が、訓練でどのような技術・技能を身につけ

たのか、あるいはどのようなことができるのかといったことを明確に記述した求職者情報が

用意されていると、求人側としては便利で、使いやすいものになるとのことである。 

 

３．技能系社員の育成・能力開発 

 

（１）技能系社員の育成・能力開発 

主要製品の製造にあたって、製造現場の技能者に求められる技能は、半田付け、電気・電

子組立、機械組立・仕上げである。そのため、OJT を効果的に進めるために、①仕事の内容

を吟味して、やさしい仕事から難しい仕事へと経験させるようにしている、②作業標準書や

作業手順書を使って進めている等の方法をとっている。 

作業標準書は、ISO9000 の認証取得に取り組んだ時に作成された。その構成は作業内容、

作業手順、レベルから成り立ており、リーダークラスの人が作成し、品質管理部門がチェッ

クして取りまとめた。 

製造部門の仕事の内容は、入社した時点では、下加工（線を切る、部品へのラベル貼り、

半田付け、組み付け）を担当させ、段階を経て回路図を見ながら 1 人で組み立てるレベルの

作業へと移っていく。設計・技術部門における人材育成では、「システム設計をして提案でき

る（上位レベル）」レベルと「顧客の要望を回路図に組み込むことができる（最上位レベル）」

レベル等の作業内容を規定して、これらのレベルの内容をこなせるように目標を立てている。

そして、四半期ごとに結果を出すように技能系社員に求めている。 

一方、Off-JT に関しては、①5S（整理・整頓・清掃・清潔・しつけ）など製造現場におけ

る基本的な心構えを身につけさせること、および②担当する業務と関連する技術分野につい

て学習させることを目的に、内部での講習会と外部の教育訓練機関が実施する講習を利用す

ることで進めている。外部の教育訓練機関が提供するコースを活用する際には、①実施して

いる教育訓練のカリキュラムやレベル、コース目標、②実施時期、曜日・時間帯、③受講料

を考慮して決めている。 
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内部の講習会では、半田付け、ねじ締め、圧着等に関わる内容の講習を実施している。ま

た、外部の教育訓練機関の利用に関しては年間計画を作成し、使用している機器のメーカー

が実施しているユーザー向け研修のうち、インバータ制御、リレーシーケンス、計装関係の

ものを受講させている。また、商工会議所が実施する講習会では、営業関連の内容、ソフト

関連（セキュリティ関連の内容）のもの、中間管理職のためのセミナーを受講させている。

これらのコースに関しては、半年に 1 回の割合で受講している者もいる。  

自己啓発支援については、後述する ISO9001 の認証取得に関連して、業務担当部門ごとに

教育訓練目標を設けているので、これを踏まえてリーダーが各社員に達成すべきことを伝え

ている。この伝達を受けてそれぞれの従業員が自分の目標やテーマを決めて自己啓発に取り

組んでいる。自己啓発に係る受講料等は会社が負担している。受講内容には、基本的回路設

計、CAD による図面の書き方等のものがある。 

 

（２）ＩＳＯ９００１の認証取得と従業員の教育訓練 

ＹＥ社は 2005 年に ISO9001 の認証を取得し、ISO9001 の認証取得に向けた取り組みや更新

に係る取組を通して、従業員の教育訓練に力を入れるようになってきた。 

ISO9001 の認証取得及び更新を受ける際には、製品の品質に影響がある仕事に従事する要

員の教育訓練と力量の認識及び証拠書類の提示が求められる。この条件をクリアするために

は、組織として次の事項を実施することが求められている。 

 

①製品品質に影響がある仕事に従事する要員に必要な力量を明確にする（製品品質に影響が

ある業務を選び出し、その業務に必要な力量を明確にする）。 

②必要な力量がもてるように教育訓練し、または他の処置をとる。 

③教育訓練または他の処置の有効性を評価する（教育訓練の結果、必要な力量を保有してい

るかどうかを評価する）。 

④組織の要員が、自らの活動のもつ意味と重要性を認識し、品質目標の達成に向けて自らど

のように貢献できるかを認識することを確実にする。 

⑤教育訓練、技能及び経験について該当する記録を維持する。 

 

上記の事項のうち、「製品品質に影響がある業務を明らかにし、その業務に必要な力量を

明確にする」ためには、職務分析を行い作業者ごとに作業内容とそのレベルを明らかにする

ことが求められる。これらの一連の作業を通して作成されるのがスキルマップである。ＹＥ

社では作成したスキルマップを、従業員に提示している。従業員はスキルマップをみること

によって、自分の技能レベルや部門での位置づけが把握でき、かつ、他の人のレベルもわか

るので、OJT の目標を定める際に役立っている。また、従業員間で切磋琢磨して能力開発が

活発になればという会社側の期待がくみ取れる。製造部門のスキルマップの構成は、次のよ
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うである。 

 

作業項目－①スレーブ組立、②マスター組立、③パワー組立、④検査、⑤梱包、⑥出荷 

各作業項目のレベル（評価基準）－A（人を指導できる）、B（一人でできる）、C（一部教

わりながらできる）、D（教わらないとできない） 

 

（３）会社を支える技能者のタイプ 

 会社の事業活動において中心的な役割を果たし、事業所の強みや競争力を支える中核的技

能者をＹＥ社では、①複数の工程からなる生産ラインを担当（段取り替え、設備保全を含む）

することができる多工程持ち技能者、②設備改善・改造や治工具製作などを含めた生産工程

全般にわたる作業を担当したり、試作・開発・設計に参加できる万能型技能者、③製造現場

のリーダーとして、ラインの監督業務を担当することができるマネージャー型技能者である

と認識している。その中で最も確保に力を入れているのは、マネージャー型技能者であり、 

彼らには①設備の保全や改善のための知識・ノウハウ、②品質管理に関する知識・ノウハウ、

③生産ラインの合理化・改善」に関する知識・ノウハウ、④電子・電気回路に関する知識・

ノウハウ、⑤計測・制御に関する知識・ノウハウ、⑥電気通信に関する知識・ノウハウとい

った知識・技術を求めている。 

 マネージャー型技能者の養成は、中途採用した者の適性、担当業務に関する専門的な知識・

技能レベル、それまでの担当業務における実績、仕事に対する積極性を基準にして、技能系

正社員の中から選抜して行っている。ＹＥ社が求めているレベルに達するまでには、5～10

年の経験が必要である。ＹＥ社では中核的技能者は、単に組み立てや調整ができるだけでな

く、ラインの目標管理ができる人と位置付けている。そのため、品質管理やライン管理に関

する知識やノウハウを持っていて、実践できなければならない。 

 ただ、中核的技能者の確保はあまりうまくいっていないと評価している。その理由を、①

優秀な人材が採用できない、②技能系正社員の能力開発が適切に管理されていない、③技能

系正社員に能力開発の意欲が乏しい、といった点に見ている。しかし、より良い教育訓練を

してより良い人材を育てることは重要であり、ISO9000 の認証取得を契機として従業員の教

育訓練にも力を入れるようになってきた。OJT だけでは体系的な教育訓練ができないので、

Off-JT を積極的に取り入れて従業員の教育訓練をしていきたいとのことである。 

 

４．技能系正社員のキャリアと処遇に関する取組み 

 

 ＹＥ社では社内で部門間を異動させることはあまりなく、配属された部門でキャリアを積

み上げていくという人事管理をしている。ハードウェア部門を担当する人とソフトウェ部門

を担当する人では、技術や専門分野が全く違うので両部門間を異動することはない。ただ、
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ソフトウェア開発部門からメンテナンス部門への異動はある。したがって、多くの従業員の

キャリア形成は、部門間を超えたものではなく、配属された部門の中で易しい仕事から難し

い仕事へという形でのキャリア形成となっている。 

 技能系社員の処遇やキャリアに関しては、社員の能力の伸びに伴って、より高度な仕事を

与えることを非常に重視している。また、技能系正社員に技術分野の知識・ノウハウを習得

する機会を与えることや、自己申告、社内公募制など、技能系正社員本人の意向を反映した

キャリア管理施策の実施、成果や実績に基づいて、これまでよりも技能系正社員の間の給与

に差をつけること、勤続や年齢と連動する給与部分の縮小、廃止をある程度重視している。 

また、国家検定（情報処理技術者）の取得については、昇格・昇進選考の際に考慮している。 
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電子機器製造 ＹＦ社 

 

 

１．企業概要 

 

ＹＦ社1は 1965 年に現社長によって創業され、1975 年に法人化された。現社長は人間の目

の機能を電子回路化する独自技術2をもとに、従来は検知できなかった微細な欠陥や色むらな

どを検知できる自動外観検査システム（細かいキズを検知し不良品を発見する装置）を開発

した。この自動外観検査システムを 1988 年から売り出し始め、従来にない高性能と、さらに

検査に必要とされる検出精度に合わせてスペックを選択できるシステムの柔軟性を強みとし

て、納入先を増やしていった。ＹＦ社の製品は、自動車の塗装、精密機器の感光ドラム、レ

ンズや液晶などの素材や硝子の検査などに使われることが多いものの、現在の納入先は製造

業のほぼ全業種に広がっており、特に各業種のトップ企業には軒並み納入している。また、

最近は製造業以外の高速道路や石油備蓄タンクなどのメンテナンスを行う企業などにも納入

先を拡大している。 

ＹＦ社のシステムは大まかに言うと、①検査物を画像で捉えるカメラ、②カメラで捉えた

映像から異常を検知する画像処理部分、③画像処理の結果を表示するディスプレイにより構

成される。ＹＦ社のシステムは、光学部品、電子部品、板金部品、ソフトウェアといった多

種多様な部品からなるが、一部の基幹部品を除いては自社で生産せず他社から調達している。

部品の発注先は現在約 300 社に及ぶ。システムの生産工程のうち、ＹＦ社で主に行われてい

るのは企画、開発、設計、最終検査といった工程で、実際のものの製造にあたる作業として

は、カメラ部分の組立作業と、システム全体の最終的な組立・調整作業のみを行っている。 

調査時点の社員数は 43 人で、その内訳は組立て担当が 6 人、営業担当が 14～15 人、事務・

総務担当が 6 人、残りの 16～7 人がシステムの開発担当者となっている。会社全体でみると、

20～30 歳代の若い社員が多い。組立てを担当する 6 人は、ＹＦ社で作成した図面に基づいて

外注先から調達した部品を最終的に組み立てる業務を担当している。6 人のうち、40 代の開

発部長が 1 人おり、その下に 20 歳代の作業者 5 人がいる。組立て作業は、品質を安定させる

ためにＹＦ社独自のマニュアルを作成し、そのマニュアルに基づいて担当者に行わせている。 

 

２．社員の採用 

 

社員の採用数は例年おおよそ 4～7 人で、2008 年は 7 人採用している。2009 年は例年より

も少し多めに 10 人を採用したいと考えている。採用しているのは大学・大学院卒である。ま

                                                
1 ＹＦ社を訪問し、インタビュー調査を実施したのは 2008 年 11 月 13 日である。 
2 ＹＦ社はこの技術に関連する数多くの特許を、日本をはじめとする世界十数カ国で取得している。 
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た、関東だけでなく、関西・東北からも採用している。 

新卒採用については、求人に対して応募が少なく、またＹＦ社で求めるレベルの人材がな

かなか採用できないと感じている。ここ 3 年、中途採用も募集してきたが採用は行わなかっ

た。新卒・中途採用の募集はＹＦ社のホームページによるほか、新卒の募集の場合は、大学・

大学院の研究室からの紹介を受けたり、民間の人材ビジネス会社が開設する求人用のサイト

を活用したりするなどしている。 

社長自身の経験から、子どもの時から自分でこだわりをもって何かをやってきた人がＹＦ

社の仕事には向くと考えており、選考の際には応募者がそういったこだわりのようなものを

持っているかどうかなどを特に重視している。採用後は、懇親会などを定期的に開催し、社

長やＹＦ社社員との交流を深めることができるようにするなどして、定着に努めている。 

 

３．社員の育成・能力開発 

 

（１）社員の育成・能力開発 

ＹＦ社では新卒社員を対象に、4 月から約 3 ヶ月間、新人研修を実施する。この研修の際

には、ＹＦ社での設計・開発作業に求められる演算の仕方などの技術を教えている。新人研

修を終えた社員には電話営業を担当させたりする。ＹＦ社における一般的なキャリアコース

として、営業ののちは組立てを担当し、次いで開発・設計を担当するようになる。営業を担

当する期間は 2、3 年である。ただ、文系出身で、ずっと営業を担当する社員もなかにはいる。 

日々の仕事の中での社員の育成・能力開発にあたっては、社員に担当させる仕事の内容を

吟味し、技術・技能のレベルを踏まえてやさしい仕事から難しい仕事へと経験させるように

したり、日常的に上司や先輩が部下や後輩に仕事の手順を教えたりするようにしている。ま

た、主に土曜の午前中に社内で研修を行っており、この研修には全員参加させている。研修

で実施する内容は、以前は英語のレベルアップのためのセミナーや、特定のテーマについて

外部の講師を招いての講演だった。最近では、展示会の前のプレゼンテーションの練習や、

他社を視察した際の報告の機会としてこの研修を活用している 

上記の社内研修のほか、チップのメーカーや開発用のソフトウェアメーカーが行うセミナ

ーには社員を頻繁に参加させて、新しい技術を学ばせている。ただ、その他の民間・公共の

訓練機関を活用することはほとんどしていない。自己啓発支援については、通信講座のコー

スを修了したら、会社から半分助成することになっているが現状は活用が少ない。 

自己啓発における一つの目安として、ＹＦ社では国による認定資格である「技術士3」の資

                                                
3 「技術士」とは、技術士法第 2 条で「法定の登録を受け、技術士の名称を用いて、科学技術に関する高度の専

門的応用能力を必要とする事項についての計画、研究、設計、分析、試験、評価またはこれらに関する業務の指

導を行う者」と定義され、取得には第 1 次試験、第 2 次試験に合格した上で登録する必要がある。第 1 次試験は

基礎科目、適性科目、専門科目（特定技術部門についての専門知識を問う試験）の 3 つの試験からなり、第 2 次

試験では、特定技術部門についての試験が行われる。 
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格を取得するように社員に奨励しており、社長自身も技術士の資格保有者である。上述した

ようにＹＦ社は幅広い製造業の業種に顧客をもっており、技術全体の動向に目をくばる必要

があり、そうした視野を養成するためには技術士の資格をとるのが望ましいのではないかと

社長は考えている。 

 

（２）会社で育成・確保を目指している中核的人材 

ＹＦ社では、自社の製品の開発・製造を担う中核的人材に、最終的には技能・技術の両面

がわかる「テクノワーカー」として働いてもらいたいと考えている。より具体的には、ＹＦ

社の製品の技術的な特徴を理解したうえで、その特徴を発揮するように、外注先が生産して

くる部品を適切に組み合わせＹＦ社の製品として完成させることができるようになることを

求めている。 

上記のような「テクノワーカー」として活躍するには、様々な部品を正確に組み立ててい

くスキルに加えて、顧客のニーズに応えるための機能を持たせるには、どのような部品の組

み合わせが有効か、あるいは部品の集合体であるシステムとしてどのようなものを作ってい

けばよいうかといったことに関する知識も不可欠となる。ＹＦ社が中核的人材として働く「テ

クノワーカー」に必要な技術的な知識・ノウハウとして考えているのは、設計、電気・電子

回路、電気通信、メカトロニクス、ソフトウェア、セールスエンジニアリングといった分野

の知識・ノウハウである。 

現状、ＹＦ社では中核的技能者の確保あまりうまくいっていないと考えている。理由は育

成に時間がかかるため、まだ十分な人材が育っていないためである。ＹＦ社で求めるレベル

のテクノワーカーとして活躍できるようになるには、新卒入社後 10～15 年の経験が必要と社

長は見ている。 
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電気機械器具製造 ＹＧ社 

 

 

１．企業概要 

 

ＹＧ社は 1935 年に開業し、1956 年に法人化した会社で、現在は制御盤、配電盤、分電盤、

電気融雪機などの製造、メンテナンスを主な業務としている。売上の 6 割近くは、制御盤、

配電盤の製造・販売によっている。制御盤、配電盤は内部の電気回路等の設計をＹＧ社で行

い、電線などの部品や外枠部分については他社から購入した上で組み立てて販売している。

他方、電気融雪機については、設計から製造・販売までを一貫してＹＧ社で行っている。Ｙ

Ｇ社の現社長は電気融雪機の設計・製造に関わる特許をいくつか持っており、国内の電気融

雪機市場においては、ＹＧ社はかなりのシェアを占めている。 

創業のころから製品の主要な納入先は国内の大手鉄道会社ＴＫ社で、現在でも売上高の約

95％がその会社からの発注によるものである。売上高の残り 5％は他の国内の鉄道各社から

の発注による。ＴＫ社からの電気機器関連の発注はある時期から、ＴＫ社から分社された子

会社の業務として切り出され、この子会社が電気機器関連の発注を下請け会社に分散して行

うようになったため、ＴＫ社からの発注は徐々に減っていき、以前の約 3 分の 2 になってし

まった。 

現在の競争相手は、ＹＧ社と同様の製品を製造している国内のメーカーである。日本の鉄

道の規格にあうものを製造するのは困難なためか、今のところ競争相手となるような海外メ

ーカーは現れていない。しかし、国内の競争相手の中にはＹＧ社よりも低価格の配電盤など

を製造するメーカーが現れており、そうした状況を踏まえてＴＫ社もＹＧ社に値下げを要求

してくるので、売上高を伸ばしていくことが難しい。また、配電盤や制御盤は非常に長持ち

をする製品であるため、次々と新規の発注があるということがそもそもあまり起こらない。

韓国や台湾といった海外にも製品を提供したことはあったが、一度製品を提供してしまえば、

その後はそれぞれの国で技術開発をし、製品を作ってしまうということが多いとみられ、海

外から再度の発注がくることはまずない。 

近年は受注が低調で、2004 年度を 100 とした時の 2007 年度の売上高は約 80 と業績が低下

していた。しかし、2008 年度は多少受注が増えている。ＹＧ社への受注は、主にＴＫ社が路

線を拡大したり、新駅の開設や既存駅の改装を行ったりした時に増加するが、路線の拡大や

新駅の開設、既存駅の改装といった大規模な設備投資はそれほど頻繁に行われるわけではな

く、行われる場合も企画から実施までに時間がかかるため、ＹＧ社の受注にも波が生じがち

である。 
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調査時点1での社員は 37 人で、内訳は部品の組立などを担当する技能系社員が 11 人、設計

担当者が 6～7 人、営業担当者が 10 人ほど、資材管理の担当者が 3 人、総務・経理の担当者

が 2 人、地方事業所勤務が 3 人となっている。派遣・請負などの外部人材は活用しておらず、

業務繁忙時にはアルバイトを雇用して対応している。 

 

２．技能系社員の採用と定着にむけての取組み 

 

ＹＧ社の技能系社員の中には、1956 年の法人化当時から勤務している社員がいるなど、平

均年齢は 48.5 歳と高い。技能系社員の年齢別人数構成は 60 歳代が 2 人、58 歳が１人、50 歳

が 1 人で、ほかは 20～40 歳代であるが、平均年齢の高さを何とか解消するため、採用により

若い人をもっと増やしていきたいと考えている。 

ただ、新規学卒者は社会人としての心構えを教育するなど教育期間が必要になり、即戦力

を求めるＹＧ社の状況にそぐわないので、最近は採用していない。近年はいわゆる「第二新

卒」を中心に、20 歳代、30 歳代を採用している。募集媒体には大手民間人材ビジネス会社が

解説しているインターネットの求人用サイトを使っているおり、募集要項には、一定の期間

に製造業務に関わる資格を取得してもらうことなどは示している。また、１級技能士などの

資格保有者が指導をするといったことなどもアピールしている。 

採用にあたっては製造業での勤務経験有無や、ＹＧ社の製品のようなものを製造した経験

があるかどうかといった点を問わない。定着のための施策は特に設けていないが、徒弟制度

のような状況で、怒鳴りつけられたりすることが嫌で若い社員が辞めるといったことは世間

でよく言われているので、ＹＧ社の製造現場ではそうしたことがないように留意はしている。 

 

３．技能系社員の育成・能力開発 

 

（１）マニュアルを活用した育成・能力開発 

ＹＧ社では新たに社員を採用した際、技能系社員として採用した場合でも、設計担当者と

して採用した場合でも、最初の半年間は製造現場の仕事を経験させている。この間に新入社

員の適性を見ており、設計担当者として採用しても半年後に技能系社員として製造現場に配

属するケースもある。 

製造業務未経験の人を採用した場合は、ＹＧ社の技術開発部長が作成したマニュアルを渡

し、現場の仕事を担当している最初の半年の間に仕事をさせながら覚えさせている。製造現

場では、工場長に次ぐポジションの検査長が仕事のやり方について指導を行っている。以前

は先輩の仕事ぶりを見て覚えさせるという徒弟制のような仕事の覚えさせ方をしていたが、

                                                
1ＹＧ社を訪問しインタビュー調査を実施したのは、2008 年 11 月 17 日である。 
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仕事のやり方の裏付けとなる知識を習得させながら仕事を覚えさせる目的でマニュアルを用

意した。元々ＹＧ社では大手電機会社ＢＭ社の製品をよく使っていたので、マニュアルの作

成に当たってはその会社の育成マニュアルを参考にしている。 

製造現場では、社員の仕事の習得度合いに合わせて簡単な仕事から徐々に難しい仕事を担

当させている。ＹＧ社の製造現場において最も簡単な仕事は電気融雪機の製造にかかわるも

ので、コードを融雪機に取り付けるという簡単な配線作業である。制御盤、配電盤の組立て

になると配線なども正確に行うことが難しくなっていく。仕事の習得度合いを明示したスキ

ルマップのようなものは用意していないが、技能指導の履歴や今後の教育訓練計画を記録し

たものは社員一人一人について作成している。 

育成マニュアルや技能指導履歴・教育訓練計画の記録の作成は、ＹＧ社が加盟する業界団

体による「優良工場」認定を取得するために実施している。ＹＧ社では ISO9001 の認証取得

も検討したが、ＴＫ社との取引が受注の大半を占め、納入先を増やすために ISO9001 の認証

取得を行う必要性が低かったこと、また業界団体による認定の取得に必要な取組みのほうが、

ISO9001 の認証取得に必要な取組みよりも多少簡単だったこともあって、業界団体の認定の

取得を選択した。業界団体からは年に一度の監査を受けており、その際に技能指導履歴など

の教育訓練に関する記録をチェックされる。 

育成マニュアルにそって仕事を覚えている最初の半年間、新入社員は週に数度の社内研修

も受けている。社内研修を主に担当しているのはマニュアルを作成した技術開発部長である。

そして半年後には、マニュアルの理解度を試す試験が行われる。 

 

（２）資格取得の奨励 

ＹＧ社では国や業界団体による技能検定資格や、業界都道府県が設けている技能関連の資

格などを取得するよう、技能系社員に奨励・指導をしている。ＴＫ社のような大手企業から

の発注要件をクリアする際に一定数以上の技能士がいるほうが有利であるし、上述した業界

団体による優良工場の認定を受けるために一定数以上の技能士が必要だからである。 

入社して 3 年ほどした技能系の社員には、国家技能検定資格である、配電盤・制御盤組立

て作業技能士 2 級を受検させている。2 度目の受検まではＹＧ社が受検料を負担し、3 度目の

受検以降は、社員の自費負担で受検させている。この資格はＹＧ社が加盟する業界団体も取

得を推奨しており、取得していないと業界内で一人前と扱われない。現在、若い新入社員以

外は全員配電盤・制御盤組立て作業技能士 2 級を持っている。このほかに、配電盤・制御盤

組立て作業技能士 1 級、電気整図技能士 1 級・2 級、電気工事士といった資格を保有してい

る社員がいる。 

勤務時間外に資格試験のための研修や実技指導などを社内で実施したりしていないが、加

盟する業界団体が行っている１回 2～3 万円の配電盤・制御盤組立て作業技能士 2 級受検用の

講座に、新入社員や資格を取得できていない社員を年に 1～2 人派遣している。配電盤・制御
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盤組立て作業技能士１級以上を受検するための研修・セミナーや、資格取得目的以外の研修、

セミナーについては、本人の希望があった場合に社内で検討の上、社長の了承が得られれば

派遣しており、工場長などが年に数回参加している。 

 

（３）会社が求める中核的技能者のタイプと確保の状況 

ＹＧ社で、会社の強みや競争力を支える中核的技能者であると見られているのは、高度な

熟練技能を発揮できる「高度熟練技能者」や、製造現場で必要な技能のほか、高度な技術的

知識も身につけた「テクノワーカー」であり、なかでもこれまで確保に力をいれてきたのは

高度熟練技能者である。この高度熟練技能者になるには、10～15 年の経験が求められるとい

う。 

高度熟練技能者の確保はうまくいっており、その要因は技能系社員の定着状況のよさや、

高齢技能者の継続雇用、OJT・Off-JT・自己啓発支援といった育成・能力開発の取組みが効

果的に行われていること、技能者を育成しようとする職場の雰囲気といった点にあるとＹＧ

社では見ている。 

 

４．技能系社員のキャリアと処遇 

 

ＹＧ社では社員の給料を規定する賃金表や、職能資格制度のようなものは作っていない。

資格取得については社員全員の資格取得状況を把握し、処遇に反映させている。配電盤・制

御盤組立て作業技能士 2 級を取ると、資格手当として月給に 5000 円上乗せされ、1 級をとる

と 8000 円が上乗せされており、電気製図などの資格取得についても同様の扱いをしている。 

技能系社員が設計担当部門に異動できるようにはしており、過去に技能系社員からの要望

もいくつかあったが、いずれも適性がないと社内で判断されたため、これまで実現はしてい

ない。 
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輸送用機械器具製造 ＹＨ社 

 

 

１．会社概要 

 

ＹＨ社1は 1944 年に設立され、現在の主要製品は、自動車、産業機械、その他各部品の精

密型打鍛造品及び金型設計・製作である。製品納入先は、自動車、トラック、農機具（トラ

クター）関連の加工メーカーであり、製品の 85％をトラック・乗用車関連の部品が占める。

トラック用の鍛造品の生産が伸びたことから、近年の売上高は、965（2004 年）→1073（2005

年）→1560（2006 年）→1662（2007 年）→1994（2008 年）（単位は百万円）と、毎年増加を

続けてきた。 

ＹＨ社では、食料需要が増えている東南アジアの農業の機械化が進むことなどから、今後

売農機具用鍛造品の売り上げが伸びるのではないかとみている。また、日系企業による部品

の現地調達が主な要因で中国・東南アジアの企業が競争相手となっているが、現在のところ

までは現地企業の製品は品質的に問題があり、日系企業のニーズを充たす製品は結局のとこ

ろ、別に現地に進出した日系の部品メーカーでないと製造できないため、まだＹＨ社にコス

ト的な不利はない。ただ、品質面である程度追いついてくると、人件費の安い同諸国との競

争は厳しいものになることが予想される。なお、ＹＨ社は 2007 年末に ISO9001 を取得した。

これは輸出に関連して取引先企業からの要望があったからである。 

調査時点での総従業員数は 74 人であり、平均年齢は 32.0 歳である。そのうち、技術系社

員は 10 人、平均年齢は 42.3 歳であり、技能系社員は 47 人、平均年齢は 30.4 歳である。技

能系社員のうち、金型加工の担当者が 6 人、検査部門の社員が 5 人程度で、残りの約 39 人は

鍛造を担当している。技術系社員 10 人は、CAD・CAM を使った設計や、生産技術などを担

当している。 

 

２．人材の募集・採用状況 

 

ＹＨ社の新卒採用数は、近年、図表１で示したように推移している。近年採用しているの

は全員高卒であるが、2009 年度から大卒も採用する予定である。高校生の採用は、ハローワ

ーク経由で高校に採用活動に行くという形で実施しており、近辺の工業高校、普通科高校の

いずれからも採用している。 

 

 

                                                
1 ＹＨ社を訪問し、インタビュー調査を実施したのは 2008 年 11 月 28 日である。 
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図表１ ＹＨ社の新卒採用数の推移 

 技能系社員 技術系社員 

2005 年度 5 人 0 人 

2006 年度 6 人 2 人 

2007 年度 8 人 8 人 

 

 

中途採用も行ってきたが、中途で採用した人はほとんど離職している。その理由は、中途

採用者の多くが金属関連産業の仕事の未経験者で、実際に働きだしてから不満が出るためで

ある。逆に新卒で採用した者の定着率は良い。定着を促すために、1 週間に 1 回程度、社員

全員を集めて社長から会社の状況を話したり、懇親会を会社負担で行ったりしている。 

ＹＨ社の仕事は、体力を使い、いわゆる「3K（きつい、きたない、危険）」仕事なので、

採用するならば運動・クラブをやってきた人がいいと考えている。クラブで主将をやってい

た人はＹＨ社でもリーダー的存在になっている。 

 

３．技能系社員の育成・能力開発 

 

（１）新卒者の配置と育成 

ＹＨ社で採用した新人に対しては、まず社内で 5S（整理・整頓・清掃・清潔・しつけ）な

ど基本的な心構えを教える 3 日間の新人研修をした後、配属をしている。配属は、積極的で

スポーツマンタイプは鍛造に、おとなしい人は機械加工に配属するなど、性格を見ながら決

めている。 

配属された後、鍛造では、新人はバリ2取り作業からスタートし、約半年後に簡単な品物か

ら鍛造を経験させる。その際、仕事の与え方を含めて、ラインの課長・係長が指導している。

指導を担当している課長は約 15 年、係長は約 10 年の現場経験者である。 

機械加工では、先輩の行う旋盤や NC の作業手順を 1 週間は見させ、それから補助的な作

業を行わせている。 

 

（２）在職者の能力開発 

仕事の習得のさせ方は OJTが基本である。金型関係の仕事は約 5 年で一人前になるに対し、

鍛造では一人前になるのに約 10 年かかるとＹＨ社では見ている。金型関係の仕事はコンピュ

ータで行うことも多く、単純な部分が多い一方、鍛造の仕事には職人的な作業の要素が多い

ためである。 

                                                
2 「バリ」とは、鋳鍛造や射出成型を行った時に製品にのこる、素材のはみだしのこと。 
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ＹＨ社では技能検定の取得を会社として奨励している。調査時点での資格の取得状況は、

鍛造技能士（ハンマー型鍛造作業）1 級を 8 名、2 級を 10 名が取得しているのをはじめ、機

械加工技能士（普通旋盤作業）2 級、機械保全技能士 1 級、金属熱処理技能士 1 級、2 級など

の取得者がいる。技能検定は、実技は普段仕事で行っている通り間違いなく手順を踏んで行

えば合格するが、学科は専門知識を求められており、かなり厳しい。これへの対策として、

生産技術の部長を講師として社内で勉強会を行っている。 

技能検定に関わるもの以外の Off-JT として、まずハンマー作業は危険なので朝礼などを通

して安全教育をしている。また、挨拶など社会人としてのしつけの教育をしている。さらに

は、ISO 関連で、主に品質管理の課長が担当して品質管理教育している。その他、QC サー

クルとして改善活動も行っている。これは 3 ヶ月に 1 回、アイテムを決めて、5～6 名のチー

ムで改善活動を行うものである。こうした Off-JT の実施にあたってＹＨ社では社外の機関を

活用しないが、その理由はＹＨ社の業務である鍛造に関連することを学習するのに適した内

容のコースやセミナーなどがＹＨ社の近隣では開催されていないためである。 

また、品質教育に関連してスキルマップを作成している。具体的には、1 年目社員の基本

作業に関して評価表を作成している。作業項目は、①ハシ使い、②炉操作、③トリミングプ

レス操作、④抜型取付切断刀、⑤フォージングロール、⑥ノギス、⑦型ズレ、⑧鍛型取付、

⑨型打ちで、それぞれの項目につき、作業のレベル（◎：「合格」、○：「作業を任せられるが

指導を受ける時がある」、△：「トレーニング中」、×：「できない」）が記載される（図表２）。

このうち合格レベルは 1 人で標準作業ができるレベルである。スキルマップ社員にも公表さ

れており、各人の目標になっている。 

以上の基本作業の上のレベルとして、ハンマー型打技術習得表も作成している。表に記載

された作業が全てできるのは、単純な型打ちなら 1 年だが、クランクシャフトの型打ちなら

約 10 年かかる。 

CAD・CAM の習得については、新人を CAD・CAM 専門でやっている会社に 1 週間くらい

派遣して学ばせ、その後は OJT で習得させる。図面を描くことは簡単にでき、ＹＨ社では女

性社員も担当している。これに対し型の設計・試作は難しいので、これはベテランが担当し

ている。 

ベテランからの技能継承については、技能系社員の平均年齢が若く、50 歳以上もあまりい

ないので、まだ差し迫った課題ではない。 
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図表２ 基本作業に関するスキルマップ（イメージ） 

社員名 

ハ
シ
使
い 

炉
操
作 

ト
リ
ミ
ン

グ
プ
レ
ス 

抜
型
取
付

切
断
当
刀 

・ ・ ・ ・ 
型
打
ち 

Ａ ◎ △ ◎ △     ○ 

Ｂ ◎ △ ◎ ◎     △ 

Ｃ ◎ △ ○ ○     × 

 

（３）ＹＨ社における中核的技能者とその育成・確保 

ＹＨ社の事業活動において中心的な役割を果たし、事業所の強みや競争力を支える中核的

技能者とは、①似たような多くの機械を使いこなして生産を担当（段取り替え、設備保全を

含む）することができる「多台持ち技能者」、②複数の工程からなる生産ラインを担当（段取

り替え、設備保全を含む）することができる「多工程持ち技能者」、③設備改善・改造や治工

具製作などを含めた生産工程全般にわたる作業を担当したり、試作・開発・設計に参加でき

る「万能型技能者」、④製造現場のリーダーとして、ラインの監督業務を担当することができ

る「マネージャー型技能者」である。この中で、確保に最も力を入れている中核的技能者は

「マネージャー型技能者」で、具体的には現場を管理・監督できる技能系社員であり、現在

は 2～3 人しかいない。今後はこの仕事を係長クラスでできるように、人数では 10 人くらい

にしたいと考えている。 

ＹＨ社では中核技術者の育成を、担当業務に関する専門的な知識・技能レベル、仕事に対

する積極性、育成・指導能力、適応力などを基準にして、候補者を選抜して行っている。中

核的技能者の選抜は、入社後 3 年目ごろに行っている。選抜の基準は、例えば 1 トン程度の

大きなハンマーを使えているか、3 トン以上の大きなハンマーを使う仕事に移動することがで

きるかといった点で判断している。また、難しい発注がくると躊躇する社員は到達目標レベ

ルを下げるなどして、進路を割り振りしている。中核的技能者になるまでに必要な職場での

経験年数は 10～15 年である。 

 中核的技能者の確保については、あまりうまくいっていない。優秀な人材が採用できない

のと、効果的な OJT が行われていないことが要因であるとみている。 

 

（４）育成やキャリアに関わる取組みにおける課題 

ＹＨ社が今後必要になると考えているのは、鍛造・機械加工のいずれも担当できる人材で

ある。鍛造の経験者が機械加工もできるほうが望ましいし、設計・品質管理にしても、鍛造

を知らないとできないためである。現在はそうした人材はいないが、将来的には係長クラス

あたりでローテーションを行って育成していきたいと考えており、ローテーションの候補者
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を挙げるように社内に指示している。 

また、現在の基本給の決定方式は、年功的な要素が強いので、今後は実力主義に近づけて

いきたいとＹＨ社では考えている。 
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輸送用機械器具製造 ＹＩ社 

 

 

１．会社概要 

 

ＹＩ社は 1973 年に設立され、現在はプレス金型や治具の設計・製作からプレス加工まで

の一貫生産システムを構築して、各種部品の製造を行っている。主要製品は、二輪（モータ

ーサイクル）関連部品、バギー関連部品、スノーモービル関連部品、ゴルフカー関連部品、

自動車関連部品等のプレス加工製品などである。 

二輪車の市場は停滞気味で、2007 年度の売上高・出荷額は、2004 年度の 7 割程度となっ

ている。特に国内需要は少なく、近年では国内より東南アジアなど海外での需要に支えられ

ている。また、ＹＩ社の所在地域には二輪車の製造を手掛ける大手企業 3 社の生産拠点があ

るが、そのうち 1 社の生産拠点が別の地域に移転する予定のため、残る 2 社の生産拠点から

多くの下請業者が受注を獲得しようとしており、地域の同業他社との競争が非常に厳しくな

ってきている。 

調査時点1での従業員数は 85 人である（正社員 75 人、非正社員 10 人）。その内、技能系正

社員数は 65 人で、技能系正社員の主な配属先と人数は以下の通りである。 

 

プレス・ベンダー担当：25 人（この中には TIG 溶接、MIG 溶接2ができる人が 2 人いる） 

溶接(鉄)担当：15 人（この中には TIG 溶接、MIG 溶接ができる人が 2 割いる） 

溶接（アルミ）担当：2 人（TIG 溶接、MIG 溶接専門） 

機械工場：2 人 

金型工場：6 人 

 

２．人材の募集・採用 

 

ＹＩ社では、毎年 3～4 人の新卒採用を実施している。現在は工業高校からの採用は難し

く、工業科以外の高卒を採用しており、また、ここ数年、大卒者の採用はない。2008 年 4 月

は男性 2 人、女性 4 人を採用し、2009 年 4 月は女性 2 人の採用が内定している。女性は、検

査業務を主に担当してもらうこととしている。 

 募集・採用における取組みとして、以前は、ハローワークで受理された求人票を持って、

                                                
1 ＹＩ社を訪問し、インタビュー調査を実施したのは 2008 年 12 月 16 日である。 
2 「TIG 溶接」とは、電気の放電現象（アーク放電）を利用し、同じ金属同士をつなぎ合わせる溶接法である「ア

ーク溶接」の一種で、融点の非常に高いタングステン棒からアークを出し、その熱で金属材を溶かすという溶接

方法である。一方「MIG 溶接」とは、ガスを用いた半自動アーク溶接法の一種で、主にアルミの溶接に用いられ

る溶接法である。 
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高校訪問をしていたが、現在は、求人票を高校の就職担任に郵送する方法をとっている。ホ

ームページでも新卒者募集を行っているが、ホームページから応募してくる者は少ない。現

在、インターンシップは実施していないが、大学生のインターンシップについてはやってみ

たいと思っている。 

 中途採用については、金型部門の担当者を採用する際に、経験のある者を他社からスカウ

トしてくることがある。 

 

３．技能系社員の育成・能力開発 

 

（１）新卒者の配置・育成と定着促進のための取組み 

 入社した時点で、社会人としての常識や就業規則に関する研修（2 週間）、現場研修（１日

間）、安全教育（2 日間）を行い、その後、現場の職長が OJT で現場での 1 年間の研修を行

う。その際、入社半年後に、現場の課長から上がってくる評価に基づいて、個人面談を行い、

本人の希望等を聞きながら、現場での配置先や担当する仕事の組み入れをしながら残りの半

年間の研修を行っている。このやり方（1 年間の現場研修）は 3 年前から実施している。以

前は定着が悪く、1 年未満で半分が離職することもあったが、この方法にしてからは定着が

よくなった。 

 新入社員の定着促進のための取組としてはそのほかに、社長や工場長など、事業所の経営

トップとのコミュニケーション機会を設けたり、懇親会などを定期的に開催したりして、先

輩や同期の従業員などとの交流を深めることができるようにしている。このような取組みを

通して、従業員の会社の方針や考え方に対する理解が深まるよう、また、従業員同士の連帯

感が強まるように努めている。ちなみに、昨年の技能系正社員の離職率は 3％未満で、高い

定着状況を保っている。 

 

（２）在職者を対象とした能力開発の取組み 

①ＯＪＴを効果的に進めるための取組み 

OJT を効果的に進めるために、ＹＩ社では、①仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から

難しい仕事へと経験させたり、②作業標準書や作業手順書を作成したりしている。①の方法

に関しては、職長が作業者の仕事遂行能力を判断して、仕事内容を吟味し仕事の割り振りを

行っている。 

作業標準書は、後述する ISO9001 の認証取得との関連で作成することとなったものである。

作業標準書は、現場の班長、係長及びスタッフが共同で作成してその後、現場の課長と品質

管理課において内容をチェックし承認を取るという方法で行われている。 
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②Ｏｆｆ－ＪＴの実施状況 

 在職者を対象とした研修として、取引先が実施している 3～4 日間の中級品質講座（QC の

７つ道具3に関する研修など）に毎年 2 人参加させている。2008 年は、現場のパイプベンダ

ー部門、溶接部門から参加させた。また、社内では、ISO9001 関連のものや VA (Value Analysis)、

VE(Value Engineering)等4の改善活動を行っている。 

ＹＩ社では、2～3 年の経験を積んだ初級～中級レベルの者を中級～上級レベルにするとい

う形で、マシニングセンターの作業担当者のレベルを高め、金型加工分野を強化していきた

いと考えている。しかし、ＹＩ社の近隣には企業ニーズにあった従業員の教育訓練を実施し

ている機関が少ないと感じている。ＹＩ社の人材確保は、工業系以外からの者が多いため、

専門的な知識及び機械操作等の訓練を行ってくれる機関があると非常に助かる。その意味で、

ポリテクセンターがその役割を果たしてくれることを希望し、活用したいのであるが、ポリ

テクセンターで実施している訓練コースの内容、レベルがわからないので利用しづらい面が

ある。 

 

③技能系正社員の提案力や発想力を養成する取組み 

技能系社員の提案力や発想力を養成するために、現場の技能系正社員に作業方法の改善や

作業上の工夫を奨励し、社内の技術者や改善スタッフ等が現場に頻繁に出向き、現場の技能

系正社員と協働して開発や改善に取り組んでいる。こうした取組みを通して、技能系社員に

自分で考えて工夫する習慣をつけさせるようにし、その結果、提案力や発想力が高まればと

考えている。 

 

④ＩＳＯ９００１の認証取得と技能系社員の教育訓練に関連した取組み 

ＹＩ社は、2000 年に ISO9001 の認証を取得している。取得のきっかけは、取得していない

と発注が難しいという、取引先からの指導である。ISO9001 の認証取得に関連した取組みの

中でスキルマップや作業標準書を作成しており、技能系社員の能力開発に活用している。 ス

キルマップは、作業遂行能力の見える化（可視化）によって、技能系社員に自分に不足して

いる能力分野に気づかせ、次のステップへの動機づけになるように用いている。また、作業

標準書については、現場での OJT で使用している。 

                                                
3 「QC7 つ道具」とは、QC（品質管理）活動において、数値による品質管理を進めるために用いられる、①パ

レート図、②ヒストグラム、③管理図、④散布図、⑤特性要因図、⑥チェックシート、⑦グラフ、といった図表

類のことである。 
4 “VA(Value Analysis)”とは、「価値分析」と訳され、製造業において、仕様に基づいて設計をする際、必要な

品質を、設計している部品や製品においてどの程度実現するかを分析する一連のプロセスである。一方、“VE

（Value Engineering）”とは、「価値工学」と訳され、VA に基づいて品質向上化、納期短縮化、コストダウン化を

行う事を意味する。 
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（３）確保に最も力を入れてきた技能者のタイプと確保の状況  

ＹＩ社が現在確保に最も力を入れているのは技能者のタイプは、事業所の生産活動全体の

管理や、営業・財務などの経営の一部を担当できる「経営者的技能者」である。ＹＩ社はイ

ンドネシアに生産事業所を設けており、その事業所のマネージャーとして、生産ラインの管

理・運営はもちろん、海外ユーザーからの引き合いに対して見積もり、価格算定等ができ、

商取引に係る判断ができる技能者を必要としている。 

これらのことができる技能者を「経営者的技能者」と呼称し、その育成に力を入れている。 

 上記の経営者的技能者の養成は、①それまでの担当業務における実績、②育成・指導能力、

③人柄や協調性の観点から、現場の課長が推薦した 10 年くらいの経験者を選抜して養成して

いる。現在社内に 4 人いるが、不足しており、確保に苦労している。確保がうまくいかない

要因は、効果的な Off-JT、自己啓発支援が行われていないこと、技能系正社員の能力開発が

適切に管理されていないことにあるのではないかとＹＩ社では見ている。 

 

４．技能系正社員の処遇やキャリアについて 

 

 ＹＩ社で技能系社員の基本給を決める際に重視する項目は、管理職の場合、管理・監督能

力、指導・育成能力、仕事の習熟度、非管理職の場合、仕事の実績、仕事に対する積極性、

人柄や協調性といった点である。仕事の実績評価は、現場の課長からの評価に基づいて行っ

ている。その際には、不良発見や改善提案の実績についても併せて考慮している。昇給は 10

月実施である。評価は A から E の 5 段階評価で行い、冬のボーナスについてもこの評価を使

う。夏のボーナスについては、別途査定することとしており、年 2 回査定がある。 

 技能系正社員の処遇やキャリアに関しては、「成績や実績に基づいて、これまでよりも技能

系正社員の間の給与に差をつけること」及び「会社が求める人材像を、技能系正社員に明確

に示すこと」を非常に重視している。とりわけ、後者に関しては、上述したように ISO9001

認証取得との関連でキャリアマップを作成して、技能系社員各自の作業遂行能力の見える化

を図り、提示している。 

 技能系社員が国家資格を取得した場合には、①昇格・昇進選考の際に、考慮している、②

資格手当が毎月支給される、③昇給の額・率に差が付く、といった方法で処遇に反映させて

いる。ＹＩ社には安全衛生管理者の資格保持者が 1 人いる。一方、技能検定に関しては、Ｙ

Ｉ社の作業内容と技能検定職種の内容とがあまり合致していないので、さほど積極的に取得

を奨励していない。 
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輸送用機械器具製造 ＹＪ社 

 

 

１．会社概要 

 

ＹＪ社1は 1910 年に設立され、現在の主要製品は、船舶用ディーゼルエンジンであり、主

に国内（近郊）の造船会社に納入している。とりわけ納入が多いのは、3 万トン級の船舶用

のエンジンである。 

 近年の売上高の推移は、68 億円（2005 年）→67 億円（2006 年）→92 億円（2007 年）→132

億円（2008 年）で、売上が伸びている。また、当面の受注状況からは、2010 年くらいまでは

この傾向が続くと予想している。 

ＹＪ社の製品には安全性と耐久性が特に要求される。具体的には、比較的悪い燃料を使い

ながら長期間いい効率を生むことが求められるとともに、船舶航行に関する安全基準が特に

厳しい。加えて、最近は環境関連の規制も強化されている。 

この製品分野は、90％以上がヨーロッパのライセンスエンジンであり、ドイツの企業が

80％以上のシェアを持つ。ただ、中国・韓国でも同様のライセンス製品を作っており、これ

らの国々のメーカーとの価格競争が今後厳しくなるとＹＪ社では見ている。 

 

２．社員の状況 

 

調査時点においてＹＪ社で働く就業者の数は、本社のみで 210 人いる。この他、関連会社

の社員が 60 人程度いる。ＹＪ社は 60 歳定年制であり、60 歳以上の人は関連会社に転籍する。

中途採用者もまず関連会社にて雇用し、成績が良好な者をＹＪ社に移している。関連会社の

社員の中には、ＹＪ社で 60 歳定年を迎えた人と、関連会社で中途採用した人が約半数ずつい

る。 

ＹＪ社は、直接工と間接工の役割を厳格に分けている。間接工とは、現場でものづくりを

直接担う直接工とは別に、計画や図面を描くなど行う技術系のスタッフである。計画などは

間接工が行い、直接工は決まったプログラムに従って作業を行うほうが能率がいいと考え、

このような区分を実施している。間接工の内訳は、設計関係の技術者が 17 人で、平均年齢は

約 30 歳、品質保証及び機械・組立生産技術関係の担当者が 30 人（うち品質保証部に 16 人）

おり、平均年齢は約 37 歳である。このうち、品質管理を除く機械・組立生産技術関係の担当

者は、実際はものの製造に直接関わる仕事も担当している。これらの担当者は、最初に図面

を見てどういうプログラムを組むかを考えたり、据付けの援助、ジグの設計、新しいツール

                                                
1 ＹＪ社に訪問しインタビュー調査を実施したのは、2008 年 12 月 2 日である。 
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の開発を行ったりするなど、技術者と技能者（直接工）との間に入って作業の段取りをする

橋渡しの役目を果たしている。 

一方、技能系の直接工は、組立・機械合わせて 126 人いる。直接工の平均年齢は、約 36

歳である。 

 

３．技能系社員の募集・採用 

 

近年の直接工の新卒採用者数は、5 人（2005 年）→5 人（2006 年）→6 人（2007 年）→11

人（2008 年）であり、採用したのはすべて高卒者である。採用経路は、高校からの推薦で、

ほとんどの採用者が工業高校ではなく、普通高校の出身である。工業高校からの採用がほと

んどないのは、近隣に工業高校が少ないことのほか、最近の工業高校卒業生は大学への進学

率が高く、地元企業に就職する者は少ないといった理由のためである。 

一方、間接工は大卒を採用しており、採用活動はインターネットの求人サイトを活用して

いる。求人サイトの活用には高額の費用がかかるが、優れた人材を採用できる。 

直接工の中途採用は、機械・組立とも経験者はほとんどいない。この点、中途採用者は、

教育訓練が行き届いていないことが多く、不具合の発生など問題が多い。なお、技術系スタ

ッフ（間接工）については、中途採用を行っていない。 

 

４．技能系社員の育成・能力開発 

 

（１）新卒社員の配置・育成 

ＹＪ社では、技能系正社員（直接工）を対象に、11 日間の Off-JT での新人研修を行って

いる。この新人研修はＹＪ社がある県の職業能力開発協会が担当し、社会人としての基本マ

ナーから、製造に関する技能、製作に関する一般的な基礎知識を、座学及び実習の形で教え

ている。また、間接工の新人は上記新人研修のうち、社会人としての基本マナーを学ぶ 2 日

間だけの研修を受講している。新卒・技能系正社員の定着を目的とした取組みは特には行っ

ていないが、離職率は 3％未満と良好な定着状態を保っている。 

新入社員は上記の研修の後配属となるが、直接工が組立課と機械課のどちらに配属になる

かは、本人の希望を尊重して決めている。スタッフの配属（設計部・品質保証部・製造部）

も本人の希望をみて決定している。 

 

（２）初任配属後の育成・能力開発 

ＹＪ社の主要製品の製造において特に必要となる技能・技術は、生産技術・組立技術・修

繕技術・トラブルシューティングである。生産技術としては、切削・研削加工において、効

率を上げたり加工をしやすくしたりするための工作機械（NC・MC）のプログラミングが特
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に重要である。またＹＪ社の製品は部品点数が多いため、組立に関しては、効率のよい部品

の組み立て方ができるかといったことや、主要製品の隙間調整等の技術が求められる。部品

の組み立て方は製品の故障率を左右する。 

配属後の教育訓練は OJT が中心である。直接工の指導は作業長・班長クラスが担当し、技

術系スタッフは課長や先輩が指導している。ただ、製造部に配属された技術系スタッフは、

現場の技能を修得するために、約半年間、現場の各班（機械なら大型機・中型機・小型機の

各班）をローテーションで経験させている。 

組立課・機械課に所属する技術系スタッフも直接工の作業をすることはある。機械課につ

いては、最初は自分でプログラムを組んで完成まで加工を行い、それからプログラムを現場

に渡すようにしている。組立課に属する技術系スタッフも自ら据付けをしたり、現場で作業

したりすることもある。このように現場での作業を経験させることが、技術系スタッフにと

って、現場で求められる技術をつかむ効果的な方法であるとＹＪ社では考えている。 

OJT 以外の育成・能力開発の取組として、ＹＪ社では切削工具等のメーカーの研修を積極

的に受けるよう指導している。また、国家検定の取得を奨励している。検定費用は会社が負

担しており、検定を取得（例えば、旋盤・NC 工作機械等の資格）すれば、最大で月々数千

円程度の手当てが支払われる。現在のＹＪ社の社員で検定を取得しているのは 20～30 人ほど

で、機械系スタッフが多い。直接工の社員のなかでは班長クラス、リーダークラスが取得し

ている。この他、舶用工業会が行っているエンジンの修理関係の技術認定制度があり、この

認定資格を取得した場合も国家検定と同様に処遇に反映させている。 

 

（３）確保に力を入れてきた中核的技能者のタイプと確保の状況 

ＹＪ社では自社の事業活動において中心的な役割を果たし、強みや競争力を支える中核的

技能者のタイプを、①似たような多くの機械を使いこなして生産を担当（段取り替え、設備

保全を含む）することができる「多台持ち技能者」、②設備改善・改造や治工具製作などを含

めた生産工程全般にわたる作業を担当したり、試作・開発・設計に参加できる「万能型技能

者」、③特定の技能領域で高度な熟練技能を発揮できる「高度熟練技能者」、④製造現場のリ

ーダーとして、ラインの監督業務を担当することができる「マネージャー型技能者」である

と考えている。 

上記のうち確保に最も力を入れている中核的技能者は万能型技能者で、具体的には、上記

の技術系スタッフ（間接工）が該当する。この万能型技能者の確保については、ＹＪ社では

うまくいっていると評価している。うまくいっているのは、技能系正社員の定着状況がよい、

OJT が効果的に行われているから、職場、事業所内に技能者を育成していこうという雰囲気

がある、といった要因からではないかと見ている。 
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５．技能系正社員のキャリア 

 

ＹＪ社では課（組立・機械）を超えたローテーションは特には行っていない。配置転換は

本人の適性が合わない場合のみ行っており、基本的には、組立て、機械の間では動かさない。

ただ、例えば機械課の中で機械の種類（大型機・小型機）によって異動させることがある。

技術系スタッフについても、設計部・品質保証部と製造部（組立・機械）との間でのローテ

ーションは行っていない。 

キャリアに関して、課長まで昇進するのは大卒の技術系スタッフである。課長は 30 歳代、

製造部長は 40 歳代の者である。直接工については、多くの場合、班レベルを統括する作業長

まで昇進する。 
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金属製品製造 ＹＫ社 

 

 

１．企業の概要 

 

 ＹＫ社は 1967 年に特殊金属の加工・販売を主要な事業とする企業として創立された。1982

年には高純度アルミニウムの精製を事業化し、現在はこの 2 つの事業を柱として経営されて

いる。タングステン・モリブデン・タンタルなど、高硬度・高融点で高価なレアメタルを取

り扱っているため、炉関連製品、表面処理装置部品、イオン注入装置など、出荷する製品に

も高価なものが多い。 

 主要な取引先は半導体メーカーであるが、その他に、自動車関係、医療関係、ソーラーパ

ネル関係など、多様な業界と取引がある。また、製品によってはＹＫ社が設計を担当するこ

ともある。 

 リーマンショックに由来する不況の影響を大きく受けており、主要な取引先のひとつであ

る半導体メーカーからの注文数が減少した。しかし前述の通り、半導体業界以外にも取引先

が複数あるため、何とか売上を保つことができている状態である。 

ＹＫ社の主要な事業であるレアメタルの加工・販売は、国内の市場規模があまり大きくな

いため、現在のところ、競合する同業他社は少ない。しかし、そうした強みを今後もずっと

維持していくことができるかという点に関しては、ＹＫ社も楽観視はしていない。現在も日

本企業の OB などが中国の人材教育を進めており、将来的に見れば、海外でＹＫ社と同様の

金属加工・製品製造が可能になることも十分に考えられる。そうした意味で、ＹＫ社は将来

的な競争相手として中国のメーカーを想定している。 

 現在のところ、ＹＫ社は海外に生産拠点を持っていないが、欧米諸国への製品輸出は行っ

ている。今後はさらに海外市場での売上増加を目指し、中国のメーカーなどが安くて品質の

良い製品を製造するようになったとしても、引き続き海外市場に食い込めるようにするのが

ＹＫ社の方針である。 

 

２．従業員の構成と採用の状況 

 

調査時点1でのＹＫ社の従業員数は 108 人で、そのうち技能者は約 40 人である。主要な作

業工程は板金、プレス、切削で、板金に 16 人、プレスに 5 人、切削に 5 人が配属されている。

その他、アルミニウムの加工や洗浄作業を行う製造部門があり、こちらには 14 人が配属され

ている。 

                                                
1 ＹＫ社を訪問し、インタビュー調査を行ったのは 2009 年 11 月 30 日である。 
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 ＹＫ社では加工の難しいレアメタルを扱い、2000 度を超える高温下で作業を行うため、作

業には熟練を要する。そのため製造現場に非正社員はほとんどおらず、派遣社員などの外部

人材も使用していない。 

そのためＹＫ社では、工業高校卒業者を中心に新卒採用で人材を確保し、OJT で技能者を

育成する方針をとってきた。現在は就職フェアなどに参加し、工学部などを卒業した理系大

卒者を中心に採用しているが、理系人材の確保を特に重視しているわけではなく、また、職

業訓練校卒業者に絞ってリクルートを行ったこともない。文系か理系かなどの経歴によらず、

ある一定程度のレベルまでは誰でも技能を修得することができ、職業訓練校卒業者とその他

の人材で、技能的に大きな違いはないとしているためである。ここ数年間は、平均して毎年

1～4 人程度の採用が行われており、今後も、定年で退職する従業員の補充という形で新卒採

用を続ける予定である。 

 

３．技能者の育成・教育訓練 

 

（１）求める技能者と育成の現状 

ＹＫ社で不足感の強い人材は、高度熟練技能者、多能工、管理監督者である。ＹＫ社で高

度熟練技能者とはレアメタルの加工担当者をさすが、上述の通り、レアメタル加工の作業は

熟練を要するため、一度従業員が退職してしまうと、新たな技能者を育成するためにおよそ

4～5 年かかるという。また、扱う素材が他の企業では取り扱う機会がほとんどない素材であ

るため、仮にＹＫ社に入社する前に金属加工の経験があったとしても、ＹＫ社で一人前の技

能者として働くことができるようになるには時間がかかる。 

 高度熟練技能者の育成は、これまでは先輩や上司の仕事を見て、体で覚えるという、職人

気質による部分が大きかった。事実、上記のような「誰でも覚えることができる一定程度の

水準」を超えて、コンマ単位での精巧な加工を行うことができるようなレベルまで成長でき

るかは、本人の資質次第であるとＹＫ社では考えてきた。従業員が一度配属された部門から

異動することはほとんどなく、配属先の上司や先輩による OJT での指導が育成の中心である。

しかし今後は、社内において高度熟練技能者の教育訓練体制を整備し、今までのような職人

気質に頼った教育訓練から徐々に移行していきたいという意図を持っている。 

 板金やプレスなどのひとつひとつの工程に習熟しているだけでなく、製品を製造するため

にどのような作業が必要かを判断できるレベルに達している多能工的な技能者と呼べる従業

員は、現在、30 年以上勤続している 2 人のみである。こうした多能工の育成が現在ＹＫ社の

技能者育成において重視している点の１つであり、そのためには従業員の配属先をローテー

ションで異動していく仕組みを作る必要があるが、この仕組みを運用していった際に想定さ

れる課題もある。1 つは、製造を希望する人は 1 つの配属先で勤め上げることを希望する人

が多いので、多能工を育成する場合、配属先を転々とさせるうえで、職人気質の従業員にモ
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チベーションを維持させるのが難しいということである。もうひとつは処遇の問題で、現在、

技能系正社員の処遇は、入社から 3 年目までは給与がほとんど変化せず、仕事内容を覚えて

以後、本人の作業可能な工程の幅に応じて定期昇給の際の給与額の上がり幅が変わる仕組み

となっているが、今後は技能向上をより処遇に反映することができる仕組みを整えていくつ

もりである。  

管理監督者は、仕事の割り振りや、後輩の育成ができる人材を指している。しかし、現在

このような人材は 4 人ほどしかおらず高齢化も進んでいるため、人材の育成が求められてい

る。今後は向上意識の強い従業員を選んで、教育訓練の実施や能力開発の支援を積極的に行

い、管理・監督を担える人材に育てていきたいと考えている 

 

（２）社外の教育訓練機会、資格の活用 

 OJT 以外の教育訓練機会として、職業訓練校の開催する CAD や NC の教育訓練講座や、各

メーカーの開催する講習会を適宜利用しており、これらの社外研修にかかる費用は会社が負

担することにしている。しかし、メーカーが主催する講習会に従業員を派遣するには、高い

コストがかかることが課題と考えている 

また、ＹＫ社では月に 1 回、会社全体の社員教育を行う機会を設けている。この全体教育

では、ISO9001 の基準に依拠した教育や、安全衛生教育を行ってきたが、今後は外部講師を

利用しての出前講座などに関しても利用していきたいと考えている。 

技能検定の取得などは、法律で定められた安全衛生に関する資格を除いて、特に取得を奨

励しているものはない。板金加工に関する資格も、従業員全員には取得を奨励していない。 
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金属製品製造 ＹＬ社 

 

 

１．企業の概要 

 

ＹＬ社は 1986 年に設立され、水道関係の機器に使用されるフレキシブルチューブなどの

製造を主に行っている。製品は水道用給水器具の販売会社やホームセンター、プラントメー

カーなどに出荷されている。また、ＹＬ社は、製品が使用される現場に合わせた、いわゆる

「一品物」の製造も数多く行っている。こうした一品物は、測定機器、観測装置、飛行機な

ど、様々な機械において使用されており、量産品よりも利幅が高い。さらにフレキシブルチ

ューブの製造以外に、燃料電池などの設計を行うこともある。2007 年度と比較して 2008 年

度の製品売上高・出荷額は大きく落ち込んでいない。 

国内の販売店やメーカーを主要な取引先としているため、現在の競争相手は、国内のメー

カーである。しかし、今後、主要な顧客であるプラントメーカーの工場が人件費の点から海

外へ移転していく場合、多くのプラントメーカーは現地で部品を調達することから、中国・

韓国の同業メーカーも将来的にはライバルになりうるとＹＬ社では見ている。 

 

２．従業員の構成と採用の状況 

 

調査時点1におけるＹＬ社の全従業員数は 60 人で、うち正社員が 55 人、非正社員が 5 人で

ある。正社員 55 人中、技能系の正社員は約 30 人である。ＹＬ社には技術、製造、営業、総

務、生産管理の 5 つのグループが設けられており、技能系正社員が所属するのは技術グルー

プと製造グループである。技術グループは製品の設計に関して顧客と相談し、承認を得たう

えで設計を行う部門で、製造グループは製品の製造を担当する。技能系正社員 30 人のうち、

27～28 人が製造グループに配属されている。非正社員は製造グループで組立業務に携わって

いる。製造グループでは請負や派遣社員などの外部人材は活用していない。 

ＹＬ社ではこれまで、退職した従業員の補充を中途採用で行うという形で従業員を確保し

てきており、新卒採用は行っていなかった。ここ数年間は平均して、製造部門では約 8 人、

技術・経理・営業にそれぞれ約 1 人ずつ採用していた。定年退職者が増加しているので、そ

れにともなって中途採用者も増える傾向にある。中途採用者の平均年齢は 35 歳程度で、応募

者の選考にあたっては金属加工の経験の有無は問わず、本人の意欲を重視する。ＹＬ社の主

力製品であるフレキシブルチューブはステンレスを加工して製造されているが、ステンレス

は粘加工しやすい部類の金属であり、作業工程をすぐに習得することができるためである。 

                                                
1 ＹＬ社を訪問し、インタビュー調査を行ったのは 2009 年 12 月 1 日である。 
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しかし高齢化した社員の技能伝承という観点から、より若い人材の確保が求められ、2009

年は初めて新卒の工業高校卒の人材を 3 人採用した。これらの若手の新入社員と 50 歳代の社

員の両方に教育して、技能の伝承を図っていこうと考えている。また、今後は大卒・高専卒

の人材を採用する意向も持っている。 

 

３．技能系正社員の育成・能力開発 

 

（１）製品の製造工程と担当する技能者の育成 

 ＹＬ社の製品であるフレキシブルチューブは、①コイル状の鋼材を溶接により円筒形にす

る「造管」作業→②円筒形に加工された材料を製品の形状に合わせて「成形」していく作業

→③製品の用途にあった強度を実現するため、編んだ線材（線状に加工された鋼材）をかぶ

せていく「ブレード編み」作業→④各種金具などの「溶接」作業→⑤チューブの両端や胴部

に、用途に応じて施す各種「加工」作業→⑥液体や気体が漏れないかどうかを検査する「リ

ークテスト」という工程を経て製造される。 

 製造工程を担当する従業員は、採用後に OJT を中心とした教育訓練で育成していくという

のがＹＬ社の方針である。それぞれの工程の作業をこなすなかで作業に習熟させていくため

に、ＹＬ社では製造グループの従業員を採用すると、上記の製造工程の間を適宜異動させて

いる。ただ、異動の順番は特に定めておらず、各工程における人材の不足状況と従業員個々

人の適性を踏まえながら会社側でその都度決めている。また、製品の設計を担当する技術グ

ループの従業員も、ある程度製造工程を理解しているほうが望ましいとＹＬ社では判断して

おり、初めは製造現場に配属している。 

 ＹＬ社は ISO9001 の認証を取得しているが、認証取得に求められるからというよりは、社

内のものづくりの体制をよりよいものにしていくために、技能者の教育訓練を積極的に進め

ている。雇用調整金を活用した際には、月に 1 度は全社で業務を休み、他メーカーの見学を

行ったり、外部講師を招いたりするなどの教育訓練の時間にあてた。また、会社が費用を負

担して、民間会社が主催する品質管理の講座などに年間延べ 10 人程度を派遣しており、無料

の講習会なども含めると 1 年あたり 20～30 人を社外の研修に参加させている。 

 技能者が社内外の諸資格を取得することもＹＬ社では盛んに進めている。社内では溶接や

検査に関わる作業について 8 段階の技能レベルを設定しており、一定の技能レベルに到達し

た技能者は「社内技能認定者」2として評価し、給与に反映させている。さらに「溶接技能」、

「ガス溶接扱い」、「非破壊検査」など、業務に関係する各種資格・検定の受験料は会社で負

担し、検定・資格を取得したら祝い金を出すようにしている。 

  

                                                
2 社内技能認定資格としては、「溶接技能」、「漏洩検査」、「計測器・校正」、「液体探傷検査」、「品質検査」、「溶

接技能検定」の 6 つが設けられている。 
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（２）不足する人材の確保・育成の方法 

ＹＬ社で不足感の強い人材は、高度熟練技能者、管理監督者、多能工である。高度熟練技

能者に関しては、保安技術などに通じた技能系正社員が高齢化しているため、上述したよう

に技能伝承の必要から、2009 年に高卒の技能者を採用し、育成を図っている。この技能伝承

をスムーズに進めるための助成の充実が、ＹＬ社が行政に望む点である。 

 管理監督者については、QC や小集団活動の活性化を通じて育成していくことを考えてい

る。ＹＬ社では「自分で課題を見つけて自分で解決する」という従業員、とりわけ管理職層

を育てることを目的でこれらの活動を進めており、技術グループ、製造グループといったも

のづくりに直接かかわる部門のみではなく、すべての部門に小集団を設けている。 
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輸送用機械器具製造 ＹＭ社1 

 

 

１．会社の概要 

 

ＹＭ社は 1949 年に設立され、航空機やロケットなど宇宙で使われる機器の部品を中心に、

機械治具、建設油圧部品などの精密金属部品の生産を行っている。製品一つあたりのロット

数は 1～20 と非常に少ないが、エンジン用部品から扉の部品まで、航空機に関する部品を多

数扱っているため、製品の種類はおよそ 2000 種類と膨大であり、高品質・高精度の製品を多

品種少量の方式で生産することが特徴である。 

1965 年から大手輸送用機器メーカーＪＤ社の協力工場としての認可を得ており、現在も製

品のおよそ 80％を納品している。また、ＪＤ社を通じて海外の航空機メーカーと取引を行っ

たり、試作品の開発を依頼されたりするなど、ＪＤ社とは製品の取引以外でも関係が深く、

同社を定年退職した従業員をＹＭ社が非正規社員として採用することもある。 

リーマンショックに由来する不景気の影響を特に受けていないことが特徴である。2008 年

の売上高・出荷額は前年から微増しており、業績は向こう 20 年間ほど、わずかながら右肩上

がりで推移していくという見通しを持っている。これは、一度顧客による評価を得て受注す

ることができれば、特定の形式の航空機体の生産が終了するまではずっと製品の取引が続く

という、航空機・宇宙機器業界における取引上の特性によるところが大きい。 

 

２．従業員の構成と採用の状況 

 

調査時点においてＹＭ社で働く従業員数は 106 人で、うち正社員は 78 人、非正規社員は

28 人である。非正規社員のうちおよそ 20 人は、ＪＤ社を定年した後にＹＭ社で再雇用され

ている。その他の非正規社員はＹＭ社を定年退職した後に再雇用された人々で、若い年齢層

の非正規社員はほぼいない。これは、ＹＭ社の製造する製品が、複合材耐熱・合金などの加

工が難しい素材を材料とするため、高い加工技術が求められることに由来する。このため、

ＹＭ社では派遣社員などの外部人材も使用していない。 

正社員 80 人のうち製造現場で働く技能者は 60 人ほどで、残りの従業員は総務、営業、生

産管理、生産技術などの業務に携わっている。製造部門は、作業に使用する機械ごとに課が

分かれており、汎用旋盤、NC 旋盤、研削盤など放電加工機を使用する第 1 機械課、マシニ

ング、ガンドリル、ボーリング作業などを行う第 2 機械課、組立・仕上げを行う課、検査を

行う課の 4 つに分かれている。このうち、従業員数が多いのは第 1 機械課、第 2 機械課で、

                                                
1
本ケースレコードは、2009 年 12 月 4 日にＹＭ社において実施したインタビュー調査と、その際に入手した資料、

およびホームページなどから収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
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それぞれ 20 人程度の正社員が配属されている。上述の非正規社員は組立・仕上げに携わるこ

とが多い。また、5～6 人ほどの正社員が配属されている生産技術部門が設計部門と製造現場

の架け橋としての役割を果たしており、NC 加工のための複雑なプログラミングや生産進捗

管理を担当する。 

 

３．技能系正社員の確保と育成 

 

（１）技能系正社員の確保 

前述のように、ＹＭ社の製造工程では高い加工技術が要求されることから、製造現場を担

当する技能系正社員は新卒採用者を OJT 中心で育成していくことによって確保するという

方針が取られている。 

新卒採用では、地域の工業高校や専門学校の卒業生を中心に、ここ数年間、1 年あたり平

均して 3 人ほどが採用されている。技能系正社員の約 9 割は高卒者である。以前は大卒者も

採用していたが、製造現場で仕事をしていく能力は大卒者と高卒者でそれほど変わらないた

め、現在では大卒者の採用をあまり行っていない。 

また、地元の工業高校が実施している「日本版デュアルシステム」2の経験者をＹＭ社では

多く採用しており、特にＹＭ社で実習を経験した学生はほぼ 100％採用している。実習中に

ＹＭ社でほぼすべての仕事を経験してもらい、仕事の中身が分かったうえで就職することに

なるため、ＹＭ社ではこの日本版デュアルシステムが会社にとっても、本人にとってもメリ

ットがある仕組みではないかと考えている。 

大都市部から離れた郊外地域に位置している影響もあってか、ＹＭ社の新卒採用者の入社

どの定着率は良く、安定した人員確保ができている。 

 中途採用は、辞職した社員の補充や、仕事量が増加したときの補充の必要が生じたときに、

例外的に行っている。しかし、ハローワークや新聞広告を通じて中途採用の募集をしても、

中途採用の人は定着率が悪く、また、たとえ加工作業の経験者などであっても、ＹＭ社の作

業で求められる加工精度は他の業態とは違うため即戦力にならない人が多い。したがって今

後も中途採用の採用枠を拡大しようとは考えていない。 

  

（２）育成・能力開発に向けた現場での取組み 

ＹＭ社の主要製品を製造する上で必要不可欠な作業は、切削、研削放電加工などである。

精密機器の製造が中心であることから、鈑金や溶接といった作業は現在は少ないものの拡充

傾向にある。 

                                                
2 「日本版デュアルシステム」は、教育と職業訓練を同時に進めていくための仕組みであり、文部科学省がモデ

ル事業として、工業高校や農業高校などを通じて実施しているものと、厚生労働省が、独立行政法人 雇用・能

力開発機構（インタビュー調査当時）所管の職業能力開発大学校など活用して実施しているものがある。ここで

触れている日本版デュアルシステムは、前者の文部科学省のモデル事業として進められている仕組みである 
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技能系正社員の育成は上述した通り、OJT を中心に行われている。新卒採用者の場合、入

社から 1 ヶ月間導入教育を行った後、次の 1 ヶ月間で、各製造工程をそれぞれ 3 日ずつほど

体験する。それらの研修が終わった後に、本人の希望と適性を判断して本配属先が決定され

る。また、新入社員には入社後半年間、勤務日には業務日誌を執筆させ、上司がコメントを

つけて返すということを行っている。工程表を作成する際などに必要な文章力・表現力を養

成することが、業務日誌を執筆させる目的である。 

本配属後の技能系正社員は製造部門内の各課を移動しながら仕事を身に着けていく。各課

を移動させながら、様々な機械を取り扱うことができる多能工を育成することがＹＭ社のね

らいである。1 つの機械に習熟するには 3～4 年ほどかかり、採用からおよそ 3 年間で一人前

の仕事ができるようになる。また、採用から 3 年ほど経過して機械の操作方法を身につけた

技能系正社員のうち適性があると判断した人については、生産技術部門に配属する。生産技

術担当者に必要なのは、いかに機械を遊ばせることなく、効率的に工程を組むことができる

かということなので、ＹＭ社では新卒採用者が最初から生産技術部門に配属されることはな

く、製造現場で経験を積んだ正社員が異動することとなっている。 

ＹＭ社は JISQ9100 という、ISO9001 をベースに航空宇宙産業特有の要求事項を盛り込んだ

品質保証規格を取得している。製品の品質を維持し、不具合が発生することを極力予防する

ため、経営陣が製造現場を巡回するなどして整理整頓の徹底などを呼び掛けており、技能系

正社員も含めた正社員の育成においても、品質管理意識の徹底・定着に力を入れている。 

またＹＭ社では定期的に「合理化発表会」という発表会を実施しており、各現場から提案

された合理化のための取組みのうち優れたものを表彰している。さらに、この合理化発表会

とは別に、特定の課題の解決に向けた小集団活動も行っている。 

現在、ＹＭ社で不足感の強い技能者人材は、高い加工技能を持つ高度熟練技能者と、工場

長や課長にあたる管理監督者である。今後はこれらの人材の育成により一層力を入れていき

たいと考えている。 

 

（３）研修機会、資格、行政による支援の活用 

社外の研修機会は、ＪＤ社や海外にあるＪＤ社の関連会社の主催する研修を利用すること

がある。これらの社外研修については、社内で参加すべき人材を選出して派遣するようにし

ている。また、入社 2 年目の社員を対象にして、寺院に合宿して座禅とグループワーキング

を行う「座禅研修会」という研修を実施している。 

社員に取得を奨励している技能検定などの資格は特にない。ＹＭ社の製品には特殊なもの

が多く、技能検定などの資格を取得していることが、現場で仕事をこなしていく能力の目安

に必ずしもならないためである。また、育成・能力開発に関連した行政の助成金なども、申

請や報告書作成のために手間がかかりすぎるという理由から、これまで活用したことはない。 
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プラスチック製品製造 ＹＮ社1 

 

 

１．会社概要 

 

ＹＮ社は 1971 年に設立されたポリエチレンの袋やシートのメーカーで、現在、福岡県と

千葉県に事業所・工場がある。創業以来、コスト削減や迅速なクレーム対応を目的として、

商社を介在させない「直販形式」を採り、顧客に製品を販売している。 

ＹＮ社の主たる競争相手は、日本ポリオレフィンフィルム工業組合に加盟している企業

（約 180 社）である。また、中国メーカーも強力な競争相手になっている。中国メーカーが

参入してきているのは、地方自治体が用意しているゴミ袋や手提げ袋のような大量生産がで

きる分野である。こうした分野は従来大手メーカーのシェアが高かったのであるが、中国製

品の参入により大手メーカーの売り上げが落ちてきている。大量生産が可能な分野で売上を

上げることが難しくなった大手メーカーは、中小メーカーが主としてやってきた「雑ポリ」

と呼ばれる小ロット・注文生産の分野に進出し始めており、結果として業界全体が過当競争

に陥っている。 

リーマンショック以降、ＹＮ社の製品に対する需要も含め、業界全体に対する需要が落ち

込んでいると感じており、2008 年の売上高・出荷額は 2007 年の 9 割程度であった。 

 

２．従業員構成と採用の状況 

 

2009 年 12 月時点で、従業員数は正社員 88 人で、その内製造現場で働く技能者は 47 人で

ある。また、福岡工場に 2 人、千葉工場に 5 人のパート社員がいる。リーマンショック以降

の経済不況下にあっても雇用調整助成金を活用していない。ＹＮ社はボトムの状態でもフル

稼働できる人員・設備体制を構築しており、リーマンショック後も残業時間などを調整する

ことによって稼働率を調整し、対応してきた。 

製造現場で働く技能系正社員の採用は、福岡工場では中途採用で、千葉工場では高校新卒

者を中心に行っている。技能系正社員の採用は、工場長が同席して面接試験を行い、病気が

ち、休みがちでないことをまず確認する。さらに、中途採用の場合は、適性や性格といった

点、製造業で働いた経験があることを選考の際の判断材料としている。 

採用した技能系正社員の定着状況は福岡工場では非常によい。一方、千葉工場は、就業機

会が多く転職が容易にできるせいか離職率が高く、現在は入社後 3 年間で 3 割程度が辞めて

いく状況にある。 

                            
1本ケースレコードは、2009 年 12 月 14 日にＹＮ社において実施したインタビュー調査と、その際に入手した資

料、およびホームページなどから収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
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製造現場で働く技能者の確保は、新卒・中途の採用以外に定年退職者の再雇用で対応して

いる。定年退職後にＹＮ社に再雇用された技能者は、現場の第一線で要員として活躍してお

り、新人社員の指導に専従しているわけではない。再雇用者の給与は、年齢ではなく技能レ

ベルに基づいて決定しているので、定年前からみて極端に下がることはない。このような方

法で従業員のモラルを高めるシステムにすることは、企業にとってもメリットが大きいと、

ＹＮ社では考えている。 

 

３．製造工程と作業分担 

 

ＹＮ社の製品の多くは、①インフレーション→②文字・写真・模様などの印刷→③印刷ま

で終わったフィルムを各製品の大きさに合わせて切断し、加工する「製袋」→④2 次加工（穴

をあけたりする加工など）という工程を経て製造される。製品によっては②と④の工程がな

いものもある。「インフレーション」とは、ポリエチレンやポリプロピレンのフィルムを製造

するのによく用いられる成形工程で、原料がまだ溶けているうちに、その内部に圧縮空気を

送り、風船状にふくらませて薄い筒状にしてフィルムをつくり、そのフィルムを巻きとって

いくという工程である。 

各工程に携わる技能者の内訳は、福岡・千葉の両工場合わせて、インフレーション工程・

15～16 人、印刷担当・3 人、成袋担当・30 人程度である。製造部門内の部署として製造一課

（インフレーションを担当）と製造二課（印刷・製袋を担当）が設けられている、それぞれ

に管理・監督担当者が 1 人いる。一課と二課の仕事をいずれも担当できる多能工は全社・全

工程で 2 人、各工程について熟練した技能をもつ技能者は 10 人程度いる。管理・監督担当者

や多能工、各工程を担当する技能者の数は適切であるとＹＮ社では判断している。 

両工場で働くパート社員も製造現場での仕事に従事しているが、主に包装作業を担当して

おり、製造に関わる上記の工程は担当させないようにしている。製造に関わる工程は高度な

技能が必要なうえ、連続作業で前後の工程に対する目配りが必要なためである。ただ、千葉

工場では成袋工程の一部をパート社員が担当している。 

 

４．技能者の育成・能力開発に向けた取組み 

 

（１）取組みの現状 

新たに入社した技能系正社員が各工程の仕事について大体のことがわかるようになるま

でにかかる期間は半年程度である。ただし、どの工程も奥が深く、10 年のベテラン作業者の

技能レベルを 100 とすると、1 年で 95 まで到達できるが、そこから 100 まで到達するのに 9

年かかる。言い換えると、仕事を覚えるだけなら半年程度で済むが、指導的な立場を担うに

は 10 年かかるとＹＮ社では見ている。 
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技能者の養成は、採用後すぐに製造現場に配属して OJT で行っている。製造現場での指導

は、千葉工場では 3～5 年の経験者が、福岡工場では 10 年以上の経験者が担当している。さ

らに千葉工場では 20 年の経験者である工場長が最終的なチェックをする体制をとっている。

2007 年 11 月に ISO9001 を取得したこともあり、各部署では責任者がスキルマップを作成し

て従業員一人ひとりの技能レベルや課題を把握し、育成・能力開発に生かしている。ISO9001

の認証のためには、口頭で済むことをマニュアル化しなければならないのでコストがかかる

という弊害もあるが、従業員の技能レベルや能力開発に関する意識が向上したことを考える

と、総合的にみて取得してよかったと評価している。 

材料となるポリエチレン自体が消防署によって準危険物に指定されていたり、印刷工程で

有機溶剤を使用したりといったことから、ＹＮ社では危険物取扱者の資格を奨励しており、

2009 年 12 月現在 10 人が取得している。従業員が資格を取得した際には報奨金を支給してい

る。また、インフレーションと印刷の作業工程には関連する技能検定があり一時期取得を奨

励していた。しかし、仕事との関係でメリットがないこと、働きながら受験勉強・準備をす

ることに相当の時間と費用がかかり、負担が大きいといった声が社内からあがり、現在は行

っていない。社内にはインフレーション関連の技能検定資格保持者は、2009 年 12 月現在 1

人である。 

 

（２）技能者に求める知識・技能、教育訓練の方針 

 ＹＮ社が現在及び今後 3 年間において技能系正社員にとりわけ求めている知識・技能は、

各工程に関する熟練技能と、生産工程を合理化するための知識・技能である。特に、複数の

工程を一工程として連続で行ってしまうような合理化2、例えば、フィルムを作りながら印刷

も同時に行うといったことが可能になるような合理化の実現に向けた知識・技能を重要しし

ている。 

生産ラインの合理化に関連した技術の情報は、ＹＮ社が利用する生産設備を製造する機械

メーカーからのＹＮ社への売り込み・提案、あるいはＹＮ社からこれらの機械メーカーへの

問い合わせ・相談を通じて得られる場合が多い。そのためＹＮ社では、生産設備の導入の際

に設備のメーカーからの指導を通して当該設備の担当予定者、ベテラン技能者に知識・技能

を習得してもらうように努めている。 

技能者の教育にかけている時間は、3 年前と比較して変わっていない。しかし、今後につ

いては、増やしていきたいとしている。ＹＮ社では技能者全体の平均値を上げてロスやクレ

ームを減らすことで良い製品ができると考えていることから、技能者全体の底上げを重視し

ており、今後もその方針を維持していくつもりである。 

                            
2 この合理化は「印刷のインライン化」と呼ばれる。 
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非鉄金属 ＹＯ社1 

 

 

１．会社概要 

 

ＹＯ社は 1945 年に設立され、現在は自動車用のアルミ合金鋳物の製造を行っている。主

な製品は自動車のパワーステアリングやオイルポンプ、ウォーターポンプ等に使われる鋳物

製品である。自社では製造した鋳物製品の加工はしておらず、加工メーカーに販売する形態

をとっている。 

2008 年秋のリーマンショック以降、出荷額が大幅に落ち込み、2009 年の 2 月に業績が最

も落ち込んだ。2010 年 1 月時点では月産でみて 8 割位まで回復しており、ひと月当たり 65

～70 トンの生産をしている。 

脅威に感じている競争相手は、中国やベトナムの鋳物メーカーであり、これらのメーカー

との製品の品質をめぐる競争が激しくなってきている。そのため、高精度・高品質化のため

の設備投資をある程度進めてきた。 

 

２．従業員構成と採用・定着の状況 

 

2010 年 1 月時点の従業員数は、正社員 38 人、契約社員 18 人である。国内ではアルミ鋳造

を行っているメーカーは数人程度の規模の企業がほとんどで、ＹＯ社のような規模の企業は

極めて少ない。 

従業員の数はここ数年変化しておらず、リーマンショック後に業績が落ち込んだ際には雇

用調整助成金を活用して一時休業を実施した。正社員のうち 23 人、契約社員のうち 16 人が

技能者であり、現在の技能者の年齢別構成は、20 歳代、30 歳代、40 歳代及び 50 歳代がほぼ

同じ比率になっている。 

職種・雇用形態を問わず従業員は中途採用でのみ確保している。募集にあたってはおおむ

ね 35 歳位までの人が対象としており、選考にあたっては明るい性格か、あるいは挨拶がきち

んとできるかといった人間性や、他人との協調性を重視している。技能者の採用にあたって

も、鋳造作業の経験はとりたてて採用要件とはしていない。応募してくる人のほぼ全員が、

鋳造作業の経験がないためでもある。 

現在の厳しい雇用情勢下では人材を採用しやすい状況にある。2009 年 10 月に若者トライ

アル雇用で募集した折には、2 人の採用予定に対して 15 人が応募してきた上、ハローワーク

からも 30 人の紹介があった。 

                            
1
本ケースレコードは、2010 年 1 月 15 日にＹＯ社において実施したインタビュー調査と、その際に入手した資料、

に基づいて作成している。 
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また、契約社員として働く技能者を正社員に登用することもある。登用にあたっては、正

社員の採用と同様、人間性や他人との協調性を重視するほか、これまでの仕事ぶり（仕事に

対する熱意や実績）を判断材料としている。 

ＹＯ社の業務内容は特殊性が強く、他社でやっている所がほとんどない。そのため、技能

者が専門的知識・技能やノウハウを活かして転職をしていくという状況ではなく、定着は良

い。 

 

３．製造工程と製造業務の分担 

 

ＹＯ社の製品は、①鋳造→②熔けた金属を流し込むための経路である「湯口」の切断と仕

上げ→③鋳造されたものの内部のひずみを取り除くなどの目的で行う熱処理→④検査という

工程を経て製造される。「①鋳造」の工程はさらに、a)製品の材料となる金属を高温で液状に

する「溶解」、b)製品に不純物などが混ざらないように行う鋳型（液状になった金属を流し込

む型）の「洗浄」と、鋳型に流し込む金属成分の「調整」、c)鋳型に金属を流し込む「鋳込み」

といった工程に分かれる。 

鋳造に該当する一連の工程は、ノウハウと熟練が必要なため正社員の技能者が担当してお

り、契約社員として働く技能者は仕上げ作業のみを担当している。 

 

４．技能者の育成・能力開発に向けた取組み 

 

（１）技能者に求める知識・技能 

 ＹＯ社では、高度に卓越した熟練技能と品質管理や検査・試験の知識・技能を技能者に求

めている。「高度に卓越した熟練技能」は、製造のための一連の作業工程に精通するだけでな

く、理論に裏付けられた知識や不良原因を突き止める能力をも含む広範なものを意味する。 

 

（２）技能者の教育訓練 

業務内容が特殊であることから、ＹＯ社の技能者が技能を習得していく機会は専ら、日常

の業務において経験を積み重ねていくこととその中で行われる OJT となる。職場での OJT

は、部下に指導を行う監督者に負うところが大きく、彼らを育てることが重要とＹＯ社では

考えている。 

また、ＹＯ社では改善提案活動を実施している。正社員・契約社員問わず、技能者は自分

の身の回りの気づいたことを提案内容としてまとめ、会社側が月 1 回、これらの提案を集め

て検討している。ＹＯ社が技能者の改善提案を推進しているのは、改善提案の内容をめぐっ

て上司が部下に指導・助言したり、ともに議論をしたりすることで、職場のコミュニケーシ

ョンがより深まることを期待しているからである。また、改善提案の機会は、技能者が自分
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の考えを文書にまとめ、表現する格好の訓練の機会であるとも考えている。 

さらにＹＯ社では、品質管理に関する技能者の意識を高めるために、毎年数人の技能者を

選んで、日本規格協会が主催する「QC 検定」2を受験させており、そのための社内勉強会も

週 1 時間実施している。2009 年は 2 人が QC 検定 4 級を取得し、2010 年 1 月現在では QC 検

定 3 級の取得に向けて 3 人、4 級の取得に向けて 4 人の技能者が社内勉強会に参加している。 

なお、製造作業に関わる資格については、ＹＯ社の製造工程で行われる金型鋳物作業には

該当する技能検定が存在しないため、技能者に取得は奨めてはいない。 

 

５．今後の人材確保・教育訓練についての考え 

 

上述したように、ＹＯ社では、製造のための一連の作業工程に精通するだけでなく、理論

に裏付けられた知識や不良原因を突き止める能力をも含む高度熟練技能を技能者に求めてい

る。こうした技能はとりわけ鋳造や仕上げ、熱処理といった工程で求められるが、会社から

見て十分な技能レベルに達している技能者は非常に少ない。ＹＯ社ではこれまで製造工程の

裏付けとなる技術的な知識などを技能者に習得させるための取組みをあまり行ってこなかっ

たが、今後は社内研修や計画的 OJT の導入により、習得を促進していこうとしている。 

製品の品質に関して、ＹＯ社では製造に携わる技能者によってばらつきがでると見ており、

品質を一定レベルに保ち、不良品の発生などを抑えるには、品質に影響する工程を自動化す

るといった生産工程の改善が必要であると感じている。現在の製造工程のかなりの部分は機

械では置き換えがきかないヒトの技能によって支えられているわけではないため、自動化が

可能であると見ている。生産工程の自動化を進める上では、工程全体についての理論的な検

討を踏まえて生産設備などについて構想できる人材が不可欠であり、現在製造部門にいる管

理・監督者層の技能者をそのような人材として育成していきたいというのがＹＯ社の希望で

あるが育成には時間がかかるため、社外からの採用による対応も検討している。また、生産

工程の自動化を進めた場合を見据えて、今後は技術者をより増やしていきたいと考えている。 

さらにＹＯ社では、品質の向上を目的として、切断による検査に代えて X 線による非破壊

検査を導入する予定であり、新しい検査方法に関する知識・技能の習得も技能系正社員に求

めている。 

  

  

                            
2 「QC 検定」は品質管理に関する知識のレベルを示した検定資格であり、1～4 級（1 級が最も高い知識レベル）

が設けられている。それぞれの級の筆記試験に合格すれば資格を取得することができる。 
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輸送用機械器具製造 ＹＰ社 

 

 

１．企業の概要 

 

ＹＰ社は 1961 年に設立され、フォークリフトや農業用機械の各種部品の製造を行ってい

る。主な顧客は大手重機メーカーＬＰ社およびその関連会社、大手農機メーカーＴＫ社とそ

の関連会社で、この 2 つの企業グループからの売上が 8 割以上を占めている。 

ＹＰ社には工場が 3 つあり、第 1 工場ではＬＰ社グループ、ＴＫ社グループ以外の顧客か

ら注文を受けた製品を製造し、第 2 工場ではＴＫ社関連の農業用機械用部品を主に製造して

いる。また、本社も所在する第 3 工場ではＬＰ社向けに、フォークリフトの後車軸を主に製

造している。製品１つ当たりのロット数は 1～2 個のものから数千個のものまで多様であるが、

全体としては多品種少量生産の体制をとっていると言える。 

現在製造している各種部品については国内ではＹＰ社のみが製造している。重機の部品は

大きく移動が大変であるため、従来、部品を組み立てて完成品にする地点に近いところで製

造されてきたが、こうした生産の進め方が徐々に崩れてきている。顧客は海外調達の方針を

打ち出しており、今後は中国メーカーも強力な競争相手となりうる。現在もフォークリフト

の価格が低下してＹＰ社の製品の価格も下がりつつあるが、海外メーカーとの競争になると

価格競争にさらに拍車がかかることが予想される。多様化する顧客のニーズに対応するなど

して、競争のなかでいかに優位を保つようにしていくかが、ＹＰ社の今後に向けての経営課

題となっている。 

ＹＰ社は 1998 年から売上を伸ばし続けており、ここ数年の売上は、2006 年・17 億円→2007

年・19 億円→2008 年・23 億円と推移している。ただ、リーマン・ショック後の不況の影響

は大きく、2009 年前半の受注額は、対前年比マイナス 80％と激減した。2009 年の後半から

は徐々に受注が持ち直しつつある。 

 

２．就業者の構成と採用の状況 

 

調査時点1においてＹＰ社で働く就業者の人数は、正社員 86 人、直接雇用の非正社員が 5

人、派遣社員 15 人の合計 106 人である。製造現場で働いている技能者の数は、正社員 61 人、

非正社員 3 人、派遣社員 15 人の合計 79 人で、うち 7 割が切削工程を、10 人ほどが組立工程

を担当しており、あとは溶接、研削などに従事している。上述した 3 工場それぞれの就業者

数は、第 1 工場が約 40 人、第 2 工場が約 40 人、第 3 工場が約 30 人となっている。各工場に

                                                
1 ＹＰ社を訪問し、インタビュー調査を行ったのは 2010 年 1 月 19 日である 
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は生産管理、受発注の管理を行う管理課の従業員も 1～2 人いる。 

ＹＰ社は業績、生産の拡大に伴い、主に中途採用で人材を確保してきており、この 5 年間

で就業者数は約 3 倍に増えた。中途採用にあたっては、25 歳以下を目安としてできるだけ年

齢の若い人を採用しようとし、ものづくりの経験があるかどうかは特には問わなかった。 

新卒採用は、普通高校の卒業者を主に採用している。ＹＰ社の近辺に高等専門学校がある

が、そこの卒業者はＹＰ社には応募してこない。また、能開短大（ポリテク）の卒業者は、

ものづくりに関する基本的なことを知ってはいるものの、ＹＰ社での仕事ぶりは未経験者と

比べてさほど変わらないので、卒業者の年齢が高卒者より高くなることもあり、採用してい

ない。 

応募は、主にＹＰ社で勤務している従業員を通じて行っている。ハローワークは、現在は

活用しているものの、2 年くらい前まではハローワークに応募を出しても人が集まらなかっ

たこともあり、従業員の紹介による採用を中心にしている。 

できるならば、切削・加工技術をもった人材、工場の生産ラインなどの管理能力をもった

人材がほしいと考えているが、確保することがなかなか難しい。現在ＹＰ社で働いているそ

うした技能や能力を持った人材は、他社の工場が閉鎖した時などにＹＰ社へ移ってきている。 

派遣社員はここ数年で増やした。直接雇用の非正社員はフルタイムで働いており、南米系、

フィリピン系、インド系の日系 3 世、4 世が働いているケースが多い。派遣社員・非正社員

は管理的な業務を担当しないものの、製造現場における作業には正社員と同様に従事してい

る。仕事に従事していく中でスキルを高めていった派遣社員・非正社員を 2009 年には 2 人正

社員にしたが、正社員転換はさほど頻繁に実施しているわけではない。 

 

３．技能系正社員の育成・能力開発 

 

（１）技能系正社員の育成・能力開発 

ＹＰ社の製造工程で行われている作業は、上述した通り、切削加工、研削加工、溶接、熱

処理、組立てなどである。第 1 工場や第 2 工場は主に切削、研削、溶接といった作業が、第

3 工場ではこれらの作業のほかに組立作業が主に行われている。 

切削、研削作業は、主に NC 機械、マシニングセンターを使って行っているが、一部汎用

機によって進めている。NC 機械やマシニングセンターによる作業は、一人の技能者が何台

もの機械を担当する「多台持ち」の体制で進めている。汎用機の場合は 1 人 1 台を担当する。 

ＹＰ社に入社した技能系正社員は加工する材料や部品を、NC 機械やマシニングセンター

に据え付けたり、加工後、取り外したりといった作業から始める。そうした作業から始めて、

一緒に作業をしている上司や先輩から、NC 機械やマシニングセンターの操作の仕方を徐々

に習っていく。1 年ほど機械作業を経験した技能系正社員は、ＹＰ社の指示で使用機器のメ

ーカー、取引先の教育機関、ポリテクセンターなどに派遣され、再度機械の操作方法や加工
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技術について基本から学習する。製造現場ではまずは実際に機械が動かすことができるよう

に指導をすることから、機械や加工についての基本的な知識の理解がおろそかになりがちな

ので、ある程度操作方法を習得した時点を見計らって機械や加工について学習をさせている。

全く経験のない人だと、研修内容が理解できず、受け入れたメーカー側も指導に苦労すると

いう理由もある。使用機器メーカーでの研修を受けさせるために、通常 1 週間程度技能系正

社員を派遣する。ただ、2009 年には雇用調整金を活用してメーカーから講師を派遣してもら

い、3～4 回の研修を実施した。加工技術は主に取引先の教育機関で学ばせるようにしている。 

育成・能力開発の目的で技能系正社員を異動することは行っていない。工場間での技能系

正社員の異動は、①業務量の少ない部門から業務量の多い部門に、「応援」の目的で一時的に

行われるケース、②退職者の補充という目的での配置転換として行われるケースの 2 つがあ

る。②のケースで異動しない限り、技能系正社員の担当業務は入社時に配属されたところか

ら変わらない。 

技能者が自分の担当する機械を一通り操作できるようになるのに 3～5 年はかかる。しか

し、顧客から提供された図面に基づいて加工データを作成し、マシニングセンターや NC 機

械に入力して自由自在に操作できるようになるには 10 年近くの経験が必要となる。各工場に

は加工データのプログラミングを専門に行っている従業員がいて、簡単な加工データの作成

は 5～6 年の経験があればできるようになるが、複雑な加工を行うためのデータ作成は 5～6

年の経験では難しく、製造現場のベテラン技能者が担当している。 

切削の技能検定や溶接の技能検定など主要作業に関わる検定資格は、できるだけ技能者に

取得させようとＹＰ社では努めているが、今のところは受検しても落ちる技能者が多い。技

能検定を取得すると手当てとして処遇に反映している。 

各技能者の技能の習熟度合を測ったり、目に見える形でまとめたりすることは、各事業部

において正社員を対象にある程度実施している。技能の習熟度は、仕事の実績とともに処遇

に反映するようにしている。 

 

（２）育成・能力開発を進める上での課題 

現在ＹＰ社で不足していると感じる技能者人材は、多能工として活躍できる人材と、先に

もふれたとおり管理・監督担当者である。ＹＰ社が必要とする「多能工」とは、旋盤加工も

溶接作業もできる、マシニングセンターも使いこなせると言った人材であり、現在は製造課

の課長以上に数人いるが、さらにそうした人材を増やしたいと考えている。しかし、確保・

育成がなかなか難しい。 

いま一つのＹＰ社が求める技能者タイプである「管理・監督担当者」とは、各製造グルー

プのリーダーとして会社に貢献できる、課長クラスの人材である。現在でも課長はいるもの

の、製造の進捗状況を踏まえて部下に仕事を割り振り、効率的に生産を進めることができる

能力をもった人材が少ないとＹＰ社では評価している。こうした人材を育成するため、各製
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造グループで QC 活動や提案活動に取組ませている。また、リーダー研修など、管理監督者

の育成を目的とした研修にも、顧客先が行っているものを中心として従業員を派遣している

が、ＹＰ社のニーズにあった研修は少ないと感じている。 

今後は、各技能者の能力レベルを把握したり育成目標を決めたりした上で、社外の研修な

ども受講が必要な従業員が受けられるようにするなど、より計画的な育成・能力開発を図っ

ていきたいとＹＰ社では考えている。 
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プラスチック製品製造 ＹＱ社1 

 

 

１．企業概要 

 

 ＹＱ社は 1967 年創業の、繊維強化プラスチック（Fiber Reinforced Plastics、以下「FRP」

と記載）製品の製造を行う企業である。FRP は樹脂と繊維の複合材であり、複数の素材を

一体化することで、高強度や軽量化、高いデザイン性を可能とするための素材である。ＹＱ

社では設計から製品化に至るまでの一貫した生産体制のもとで、車両・自動車部品や MRI な

ど医療機器のカバーなど、比較的大きな製品を生産している。創業時から社員の技能を伸ば

すため 1 つの製品に特化せず多種の製品を生産するというのが、創業以来のＹＱ社の方針で

ある。 

 近年顧客から受注する製品は、試作の段階で高精度を実現しなければならないものがある。

他方で、製造業における従来からの傾向として大手メーカーは、小売価格を下げるために、

外注先のコストを削減しようとする傾向があり、たとえ高品質の製品であっても、下請けの

価格は低く抑えられてしまうということがある。国際的な価格競争の中で、大手企業からは、

試作は国内価格でも構わないが、海外価格で量産してほしいと求められている。 

 リーマンショックの影響もあり、2008 年度の売上高は前年度から 2、3 割減少した。その

理由は顧客数の減少と製品価格の下落である。特に落ち幅が大きかったのは、工作機械、建

機、トラック等のメーカー向けの売上で、2007 年度の 2 割程度にまで落ち込んだ。ただ、今

後は売上高が徐々に回復していくとＹＱ社では見ている。従来から取り扱ってきた製品の需

要が回復してきているほか、試作に取り組み始めていた MRI などの医療機器が量産段階に入

ったことが業績の好転につながるものとＹＱ社では見ている。MRI はまだ個人病院に普及し

ておらず、機械部分の低価格化が実現すれば、この先も需要の拡大が見込める。また、医療

機器は表面部分の加工・塗装に高い技能が必要であり、これまでＹＱ社が培ってきた技能力

を発揮することができる分野でもある。 

 生産活動はこれからも国内で中心的に行う予定であるが、ＹＱ社では中国人研修生が働い

ており、帰国した彼らを活用し、中国で生産拠点を運営することも可能ではないかとは考え

ている。 

 

                            
1
本ケースレコードは、2010 年 1 月 25 日にＹＱ社において実施したインタビュー調査と、その際に入手した資料、

およびホームページなどから収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
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２．従業員の構成と採用の状況 

 

2010 年 1 月時点での従業員数は 23 人で、そのうち正社員は 20 人、非正社員は 3 人である。

さらに上述のように 5 人の中国人研修生がいる。このうち正社員と研修生が製造現場で働く

技能者であり、非正社員は事務職である。リーマンショック後の厳しい経営環境下でも一時

休業や社員の削減と言った雇用調整策は実施せず、残業抑制などで対応した。 

正社員の確保は主に中途採用により行っており、新卒採用で補うような形になっている。

慢性的な人手不足のため、常に求人を行っている。中途採用は、新卒の工業高校出身者と比

べても、職業経験がある分、能力的に高いと評価している。この場合の「経験」とは FRP の

製造に限らず広く製造業の仕事をした経験である。とりわけ 30 代が、仕事の経験があり将来

性もあるので、ＹＱ社で最も採用したいと考える年齢層であり、2009 年度に採用した 3 人も

全員 30 代である。 

 中国人研修生は協働組合の協力のもとで受け入れている。研修生を受け入れる背景には、

日本人の定着率の低さと慢性的な人手不足がある。日本人は 3 年間定着するかどうかも分か

らず当てにできないところがあるが、研修生は間違いなく 3 年間在籍して、残業や休日出勤

をいとわないため、ＹＱ社にとって魅力的な人材となっている。 

 

３．技能者に対する教育訓練 

 

（１）技能系正社員に対する教育訓練の現状 

 技能系正社員は、これまで OJT を中心に、取引先や会社で使う機器のメーカーが実施する

研修を補完的に活用する形で実施している。技能者として新しく採用した従業員には、切削

加工、組立・仕上げ、塗装といった各工程の作業を一通り体験させている。 

 ＹＱ社の教育訓練の特徴は、技能系正社員に対して技能士の資格取得を奨励している点で

ある。社長と常務は業界で一番目、二番目に 1 級技能士を取得しており、管理職は全員が資

格を取得している。もっとも資格を取得しなければ管理職に昇進できないわけではない。資

格取得の奨励は、従業員の技能形成を動機づけるという意図からである。また、資格取得者

が多いことは会社の技能力を示す目安として対外的にも有用であるため、企業と個人の双方

にとってメリットがあると考えている。2 級技能士の資格を得ることが、ＹＱ社で一人前の

技能者とみなされる 1 つの目安となっている。2 級技能士には、製品完成までの工程を一通

り遂行できる力が要求されており、取得には 4、5 年を要する。 

3 年前と比べて現在は技能者の育成・能力開発を実施しにくい環境だとＹＱ社では認識し

ている。体力のある大手企業であれば操業を短縮している期間に訓練を行うということがで

きるが、ＹＱ社にはそうした取組みがなかなか難しいためである。しかし育成・能力開発に

かける時間は今後増やしたいと考えている。  
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（２）今後の取組みについての考え 

正社員の平均的な技能水準は期待する水準に比べてやや高いという評価である。20 人の技

能系正社員の中で、高度な熟練技能を発揮する者は 10 人いる。ただ、ＹＱ社では管理・監督

者層や製造現場での個々の作業に熟練した技能者、様々な作業をこなすことができる多能工

など、能力の高い技能者がまだ不足していると感じている。求人に対する応募は多いものの、

応募者の中に会社が満足できる水準の能力をもった技能者はあまりおらず、採用による確保

は難しいという印象を持っている。 

これまで技能者の育成・能力開発にあたって使ってきた社外の機会は、取引先や機器メー

カーが実施する研修などであったが、今後は公共職業訓練機関や取引先・機器メーカー以外

の機関が実施する研修をより積極的に活用していくつもりである。現場で必要な技能を習得

させることと並んで、従業員の人間性を高めていくことも必要であると考えているためで、

商工会議所や県が行う研修・セミナーの活用を増やそうとしている。これまでも課長以上は

管理者向けの研修などを中心に商工会議所や県が行う研修・セミナーへ派遣していたが、今

後は非管理職の従業員も派遣していく予定である。 

 こうした中で、教育訓練の方針を、全体の底上げから選抜教育の重視へと、ややシフトし

ていきたいという意向をＹＱ社では持っている。今後は採用時の選考をより厳しくし、より

能力のある人材を確保していきたいと考えており、近年の雇用環境の厳しさは、こうした方

針転換の追い風になると見ている。 

 行政に対しては、現在ＹＱ社が FRP の技能検定の試験会場として工場を開放しており、ま

たＹＱ社への入社希望者に限らず受け入れて実技・学科の講習を行っていることから、会場

不足の解消や職業訓練校に FRP のコースを設置するといった支援を求めている。 
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電子部品・デバイス製造 ＹＲ社 

 

 

１．企業の概要 

 

ＹＲ社は 2000 年に設立された電子部品のメーカーである。ＹＲ社に出資しているのはＹ

Ｒ社とは別の地域にある電子部品メーカーで、主要取引先が現在のＹＲ社がある地域の近辺

で操業をするのに合わせてＹＲ社を設立した。主要製品は自動車のウィンカーなどの部品と

して用いられるリレー（電気回路を制御するための装置）や、リレーを構成するコイルであ

る。製品 1 個あたりのロット数はおよそ約 30000 個、ひと月あたり約 20000000 個の製品が生

産されている。 

ＹＲ社が主要な取引先にしているのは大手電気製品メーカーの工場である。現在ＹＲ社で

行われている仕事のほぼ全てが、この大手メーカーの工場から受注する仕事である。リーマ

ンショック後の不況による業績への影響は大きく、一時、売上が最盛期の 3 分の 1 にまで落

ち込んでいた。その時期は休業を増やし、従業員の教育訓練に充てる時間をとっていた。2009

年の 6 月頃から受注数が増え、調査時点1では業績は回復傾向にある。 

現在のＹＲ社の競争相手は国内の同業他社である。国内他社と競合する際には、品質を維

持し、クレームを抑え、高い顧客満足度を得ることが重要になる。また、中長期的には、主

要な取引先である大手電気製品メーカーの原材料調達の方針によっては、海外メーカー、特

に中国のメーカーと競合することが予想される。海外のメーカーと競争する場合にも、鍵と

なるのはやはり製品の品質で、今後も製品の品質改善にとりわけ力を入れていきたいと考え

ている。 

 

２．就業者の構成と採用状況  

 

調査時点でのＹＲ社の就業者数は、正社員 53 人、正社員以外の就業者が 65 人である。正

社員のうち、40 人は製造現場で製品の製造を担当している。正社員以外の就業者は、期間 1

年の雇用契約をＹＲ社と結んでいる「準社員」と派遣社員からなり、製品の製造を担当して

いるのは 30 人である。正社員、準社員、派遣社員が製造現場で担当している作業内容には大

きな違いはない。 

正社員の平均年齢は 29 才と若く、24～25 歳ぐらいの正社員が現場の中心となって働いて

いる。ＹＲ社では、高卒者を中心に毎年平均して 5 名ほどの新卒採用を行っているが、特に

工業高校の卒業者を選んで採用したりはしておらず、選考にあたっては本人の意欲を重視し

                                                
1 ＹＲ社を訪問し、インタビュー調査を行ったのは 2010 年 1 月 25 日である。 
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ている。また中途採用を行う際も、ＹＲ社と同じような業種・業態の会社で勤務経験のある

応募者は少ないため、経験の有無は選考材料とはしていない。 

準社員の採用や派遣社員の活用は必要に応じて行っている。準社員、派遣社員は数年で離

職することが多く、正社員に比べて定着率がよくないのが課題となっている。準社員、派遣

社員のうち意欲・スキルのある人については、正社員に登用している。準社員は数年働いた

人のなかで正社員登用を希望する人を対象に試験を実施することで、派遣社員は一度準社員

として雇用した後に正社員への登用を行っている。この制度によって、毎年 2 人ほどが正社

員となっている。 

 

３．製造に関わる人材の確保と育成・教育訓練 

 

（１）主要製品の製造工程 

製造部門は捲線、射出成型、組立、検査の 4 工程からなり、その中でも導線をコイルに巻

きつけていく捲線の工程が主要な工程となる。以上の各工程を担当する部署のほか製品製造

に関わる部署としてＹＲ社には、現場の技能者では直せない故障の対応や新規設備の導入を

行う製造技術課、作業の進捗管理を行う生産管理課などが存在する。 

ＹＲ社の製造工程における業務は 2 交代制で行われ、従業員の 1 ヶ月の出勤日は、半分が

昼の勤務、残る半分が夜勤という形式をとる。主要工程である捲線作業は製造 1 課・2 課・3

課が担当している。各課には 7～8 人で構成される班が 4 つあり、1 シフト 2 班ずつで 2 交代

制のシフトを組み、30 あるラインを 1 日 24 時間、1 ヶ月 30 日でフル稼働させるようにして

いる。捲線作業は自動機を使って行い、自動機の操作を中心に、素材となる導線の切り替え

などを行うのが、作業担当者の担当者の主な仕事となる。 

 

（２）製造現場で働く技能者の育成・能力開発 

直接雇用の従業員は採用後、捲線作業、捲線作業に用いる自動機の保守・点検、品質の管

理などを主に OJT によりながら習得していく。上記のような作業が一通りこなせるようにな

るにはおよそ 2、3 年かかり、その後は業務改善や、自動機に入力する加工データのプログラ

ミングなどの作業を行うようになる。 

新卒の従業員に関しては、育成のため、製造部門のすべての職場を経験させるように配

置・異動をしている。これに対し中途採用者の場合は、採用時に配置した部署からの異動は、

通常行っていない。 

製造現場では、業務改善について従業員個々人の提案を促すための提案制度を導入してい

る。また、現場での取組み以外では、地域の大学で業務改善や品質管理などの研修が行われ

る際に、主任クラスの人材を年に 4～5 回派遣することがある他、取引先メーカーで開催され

る講義や研修に社員を派遣したり、捲線の自動機のメーカーから講師を派遣してもらって講
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義を受けたりすることがある。こうした研修には、ある程度経験を積んだ従業員を派遣する

ことが多い。また、従業員が通信教育を受けるなどの自己啓発を行った場合には、かかる費

用を会社で負担するようにしている。 

 

（２）製造に関わる人材の確保、育成における課題 

ＹＲ社では、1 年間に数回は設備が入れ替わるため、設備導入を円滑に行い、効率的な生

産を継続するためのノウハウがより重要となる。そこで新規設備の導入を担当する製造技術

課の人員増加とスキルアップを目指している。製造技術課で働く人材の確保は、製造現場の

従業員から適性のある人材を選抜して配属させたり、他社でメンテナンス業務に携わってい

た経験者を中途採用したり、大卒・高専卒の人材を製造部門とは別途に新卒採用したりする

ことで行っている。現在、製造技術課には 4 人の従業員が配属されているが、人数、担当者

のもつノウハウのレベルの両面からみて不足であるとＹＲ社では感じている。 

製造技術課で働く人材と同様、ＹＲ社が強く不足感を感じているのは、製品の品質管理、

労務管理、作業の進捗管理などを行うことができる係長クラス、いわゆる管理監督者人材で

ある。こうした管理監督者の育成・能力開発もＹＲ社の今後の課題になっている。 

育成・能力開発に取り組む上でＹＲ社が最も問題に感じている点は、教育訓練に割く時間

の確保が難しい点である。前述の通り、ＹＲ社では 2 交代制のシフトで作業機械をフル稼働

させる体制をとっているため、従業員が集まって何かの研修を行うということがなかなかで

きない。従業員が集まって教育訓練を行おうとすれば休日に行うのが最も実施しやすいので

はあるが、業務時間以外に教育訓練を行う場合には従業員の意欲を高めていくことが非常に

難しくなる。 

 ＹＲ社の立地に由来する研修などの機会の少なさも、育成、能力開発を進める上での課題

の 1 つである。ＹＲ社の立地する地域は、農業や食品関係の企業・事業所が多く、機械金属

関連の企業・事業所は少ない。したがってＹＲ社が従事する電子部品製造に関係する研修な

どはＹＲ社の近辺では開催されておらず、必要な研修を従業員に受講させるためには遠方ま

で派遣しなくてはならないことが多い。 

また、成型やメンテナンスに関する資格等、ＹＲ社の業務を進めていく上でも有効である

と思われる資格があり従業員に取得させたいと思っているが、取得を奨励する仕組みが社内

にできあがっていない。資格取得を目指すことで従業員にもやりがいが生まれ、また資格取

得者が業務の改善にも貢献するとＹＲ社では見ており、今後は資格取得を促進するための仕

組みを検討していきたいと考えている。 
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輸送用機械器具製造 ＹＳ社 

 

 

１．企業の概要 

 

ＹＳ社は 1949 年に設立された造船メーカーである。ＹＳ社で製造しているのは 10000 ト

ンクラスの船舶で、とくに海外の航海で用いられる外航船を多く製造している。10000 トン

クラスの船舶は、国内の航海で用いられる内航船としては最も大きいクラスに該当するが、

外航船としては最も小さいクラスである。ＹＳ社には船体を建造するための船台が大小 2 つ

設けられており、大きいほうの船台で年 3 隻、小さいほうで年 2 隻、年間で合計 5、6 隻の船

を製造している。外航船の製造は国内外の海運会社（船主）との契約に基づいて行っている。

船主との契約は船舶運航会社を介して結んでおり、為替変動のリスクを避けるため円建ての

みで契約をしている。 

今のところ韓国や中国に 10000 トンクラスの船を作るメーカーはあまりなく、競争相手は

国内のメーカーである。ＹＳ社が所在する瀬戸内海沿岸は、天候も良く、波が穏やかで、造

船業には適しているが、広い工場用地が取りにくく大型船の製造は難しい。大型船のほうが

小型船より利幅は大きいが、中国や韓国のメーカーと競争していかなければならない。10000

トンクラスの船舶を製造するメーカーは日本にもそれほど多くなく、ここ数年は船舶に対す

る需要が非常にあったので、製品価格をめぐる競争はさほど激しくなかった。 

近年はできるだけ同型船を造る方針を取っていた。同型船は同一の設計なので、設計にか

かるコストを抑えることができる。設計が異なる船舶を製造していると、1 つ 1 つの設計に

時間がかかり、工程にも遅れが生じてしまう。造船への需要があったおかげで、同型船の製

造を続けることができた。 

ここ数年の経営上の課題は、原材料価格の変化、なかでも急激な高騰にいかに対応してい

くかという点である。新しい船を造る場合、資材費が全コストの 6、7 割を占める。船舶は一

般に契約から納期まで 1 年近くかかるため、契約時と製造中の原材料価格がかなり異なって

くることもよくあるが、仮に製造中に原材料価格が高騰したとしても、製品価格に反映させ

ることは難しい。従って原材料以外のコストをいかに調整して、原材料価格上昇の影響を抑

えていくかを考えていかなければならないことが多い。 

 

２．従業員構成と採用の状況 

  

ＹＳ社には、営業部、総務部、設計部、工務部、購買部、NC 部の各部が設けられており、
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現場の管理をする工務部の部長が工場長を兼ねている。調査時点1のＹＳ社の従業員は 48 人

で、そのうち設計を担当する従業員が 8 人、製造を担当する従業員が約 20 人である。設計は、

基本設計はＹＳ社が、部品などの詳細設計は下請企業が行い、詳細設計をＹＳ社でチェック

するという形で進めている。製造を担当する従業員の内訳は、NC 切断機のデータ入力に 5

人、修繕の施工管理に 4 人、課長・部長など管理・監督者が 7～8 人、各担当者のもとで働く

新人が 3～4 人となっている。 

ＹＳ社は新卒採用、中途採用ともに実施している。新卒採用の場合、近隣の大学・高専を

中心に、先生のもとに足を運んだり、案内を送ったりといった形で応募を行っている。ここ

数年、新卒採用は大卒を中心としている。2008 年までは高卒も採用していたが、「揉まれ方

が足りない」、「か弱い」という印象が強く、2009 年からから採用を止めている。一度に多く

の新卒者を採用すると年齢構成が歪んでしまうので毎年 1、2 人の採用を継続している。ここ

5 年ほど 1、2 人の採用を続けており、あと 4、5 年は続けたいと考えている。新卒採用を 10

年続ければ累計で 20～30 人となり、社内の世代交代ができるとＹＳ社では考えている。 

中途採用は新卒採用だけでは人材の確保が難しいので行っている。中途採用では、現在Ｙ

Ｓ社に不足している 30 歳代後半から 40 歳代前半の人間を採用している。採用の際、造船業

で働いた経験があるかどうかは特には問わないので、中途採用者のほとんどは未経験者であ

るが、社会経験を積んでいる分、仕事に対する姿勢が前向きであり、短時間で仕事を身に付

けていると評価している。 

 

３．製造に関わる従業員の育成・能力開発 

 

（１）船舶製造の進め方 

一般に、大手の造船業企業では、職員（従業員）の下に専ら製造現場での業務を担当する

準職員（本工）がおり、本工のもとで下請企業の従業員が働いているが、ＹＳ社には本工に

あたる人がおらず、職員のもと下請企業の従業員が働く形となっている。自社の工員を抱え

ていないのは業界内ではめずらしいケースである。ＹＳ社では「造船不況」とよばれた需要

の低迷期に本工をすべて削減し、以降、本工はおかずに製造を続けている。 

ＹＳ社では 1 隻の船舶製造にあたって、下請企業の従業員を約 150 人配置し、それをＹＳ

社の従業員 2 人で管理している。具体的には、船体部分とエンジンなどの機関部分の製造管

理を各 1 人が担当することとなっている。年間 4、5 隻の船を造っているので、延べ 8～9 人

のＹＳ社従業員が船舶の製造管理に携わっていることとなる。 

ＹＳ社における船舶製造は、材料や機器メーカーから買った部品、ＹＳ社で製造した部品

を組み立てることで進められる。原材料の切断や溶接、塗装といった作業は下請企業の従業

                            
1 ＹＳ社を訪問し、インタビュー調査を行ったのは 2010 年 2 月 15 日である。 
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員が担当する。ＹＳ社で働く下請企業の従業員は常時大体 250 人程度いる。多くはＹＳ社の

近所に住み、常時ＹＳ社で働いている人々で、派遣会社や請負会社から必要に応じて呼んで

くると言った人々ではない。彼ら下請企業の従業員の仕事を減らさないようにうまく仕事を

割り振るのも、製造管理を行うＹＳ社従業員の重要な仕事である。 

 

（２）製造に関わる従業員の育成・能力開発 

新卒または中途採用でＹＳ社に入社した従業員が最初に配属されるのはその時に人手が

足りない部署となることが多いが、人手に余裕がある場合は、まず新しく船舶を製造してい

る現場に配属している。ＹＳ社では入社して約 3 年で、1 隻の船舶の製造管理を契約から納

期まですべて任せられるようになることを目標に育成を行っており、実際ＹＳ社では入社 4

～5 年目の社員が製造管理を担当している。 

育成は、主に先輩従業員の補佐として様々な仕事を経験させることを通じて行っている。

新しく入社した従業員には、入社後約 5 年間各部署の仕事を経験させ、その後は適性にあっ

た仕事に配置している。適性に合った仕事に配置すると異動することはほとんどなく、同じ

業務を継続して担当させている。 

上述したように 30～40 歳代の従業員が少ないので、新人の指導を行っているのは 50 歳代

の従業員が中心である。従業員は 50 人近くいるが、業務そのものは 40 人でもこなすことが

でき、残る 10 人は教育のための人材とＹＳ社では考えている。OJT による育成の効果を上

げるため、新人は工程に余裕のある小さな船の製造管理を担当する先輩従業員のもとに配置

したり、ＹＳ社に勤務していた定年退職者に依頼し、現場で新人に対するマンツーマンの指

導をしてもらったりしている。 

 

（３）研修や資格の活用 

 社外の研修機会で活用しているものには、まず、ＹＳ社のある地域の造船業の業界団体が

実施している研修がある。この団体が実施している研修は初級・中級・上級と別れており、

新入社員には 2、3 日程度の初級研修を受けさせて、造船に関する基礎的な知識などを学ばせ

ている。また中級研修には係長クラスを派遣している。さらにこの団体は造船関連の通信教

育講座も実施しており、ＹＳ社では中途採用の従業員に半年ほど受けさせている。 

社外の研修機会の活用で最も多いのは、安全衛生関係の講習会である。こうした講習会に

は安全衛生面の法改正などに応じて、適宜従業員を派遣している。 

 ＹＳ社の従業員が担当する船舶製造の管理業務には、必要な資格や、持っていて望ましい

といった資格は特にない。ただし、ＹＳ社の従業員は、フォークリフトの操作や、クレーン

の玉掛け、電気、溶接、塗装といった資格を取得している。製造現場でそうした資格が必要

な作業を行うことがあるためである。これらの資格の受検料等は会社が負担しているが、取

得した場合に報奨金を支払ったり、手当などの形で処遇に反映したりというようなことは行
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っていない。 

 

（４）育成・能力開発を進める上での課題 

 造船業に関する研修や通信教育講座には、溶接などの現場での作業に関するものは多いが、

ＹＳ社の従業員に必要とされる製造管理に関するものは少ない。そもそも船舶の組立工程は

各社でまちまちであり、大手メーカーが自社の工程管理を業界共通で利用できる仕様として

公開するといったこともないため、製造管理のノウハウは一般化して研修などで教えること

が難しいとも言える。ＹＳ社でも「世代交代」を進めるための育成・能力開発の取組みを試

行錯誤で進めているが、いかに円滑にノウハウを若手従業員に伝承していくかが今後も重要

な課題となる。 

 また、技術的な面に目を移すと、環境への配慮から船舶の動力源についても太陽電池など

の新たな技術が導入される可能性があり、そうした新技術に関しての知識の習得についても

対応をする必要があると考えている。 
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金属製品製造 ＹＴ社1 

 

 

１．企業の概要 

 

ＹＴ社は大阪府にある金属製品製造業（金属切削業）の企業である。1929 年に給湯機器部

品メーカーとして創業した。現在、府内に 2 つの工場がある。そのうち 1 つは生産のみ行っ

ており 30 人程度が働いている。品質管理、営業、経営の機能はすべて本社工場にある。 

持ち株比率は、社長が 4 割、会長が 5 割、社長の母が 1 割である。従業員に占める大卒比

率は 10％程度である。営業は 4 人中 3 人が大卒、品質管理は 4 人中 4 人が大卒、組立関係や

油圧にも大卒がいる。中途採用が多いので、新卒で内部昇進した人は 3、4 人といったところ

である。 

ＹＴ社の特徴として、①従業員に占める外国人労働者が半数以上であること、②取引先の

業界が多岐にわたっていることがある。主な事業内容は、自動車部品、防災機器部品、航空

機関連部品、住宅関連設備部品、油圧機器・家電製品部品における金属製品の切削加工であ

る。産業用生産設備部品等の製作も行っている。このように生産品が多岐にわたっているた

め、部署間の異質性が高く、社内に小さな会社がいくつもあるような状態である。そのため、

隣の部署が何をやっているかお互いに分かっていないところがある。 

 

２．事業活動の概要 

 

現在の生産形態は量産中心であり、売上の 7～8 割を占めている。ただし、多品種少量も

かなりあり、現在は、徐々に、多品種少量生産へとシフトしつつある状態である。 

大ロットの製品には、給湯器、自動車、消化器、デジカメの関連部品がある。自動車は月

に 10 万個、消火器は 30～40 万個、デジカメも 40 万個、生産している。中ロットでは、小型

の変圧器が月産 100～300 個である。小ロットの製品には大型変圧器や半導体がある。小ロッ

トのものは、注文を受けてから、先方の図面をもとに生産する。一回の注文で 1 個、2 個と

いう形となる。 

30 数年前に社長が入社したとき、ＹＴ社の取引企業は、住宅設備関連のメーカーＲＭ社と

大手電機メーカーの 2 社だけであり、ＲＭ社からの受注が売り上げの 95％を占めていた。し

かし 13、4 年前、ＲＭ社が他の企業のグループ傘下に入ると、ＹＴ社への発注を抑えてきた。

そのとき、事業内容を広げていったことが、現在につながっている。現在、ＲＭ社向けの仕

事は組立だけ残っていて、仕事全体の 3％程度、4 人だけでやっている。仕事量では、電機メ

                                                      
1 本ケースレコードは、2011 年 8 月 26 日にＹＴ社において実施した、同社社長のインタビュー調査と、その際

に入手した資料、およびホームページなどから収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
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ーカー、重電メーカー関連の仕事が多い。売上ベースでは住宅関連メーカー、変圧器メーカ

ーなどからの受注によるものが多い。 

 事業内容を変える際には、素材・技術も変える必要があった。給湯器では真鍮・アルミを

使うが、そのなかで勝負しても事業が広がっていかないと考えて、鉄・ステンレスという違

う金属を加工するようにし、このことが取引先や事業の広がりにつながった。このとき失敗

していたら、おそらく倒産していたと社長は思っている。 

 このときは鉄・ステンレスの加工への移行は、そうした材料を扱ってきた人材を中途で採

用することで対応した。真鍮・アルミを削ってきた従来の社員は、なかなか頭の切り替えが

できなかった。現在も、社員の間では、真鍮・アルミと鉄・ステンレスで、棲み分けがある。 

 

３．競争環境 

 

10 年ほど前、製造業が中国に流れた時期に、大ロットの顧客を中国の会社に取られたこと

があった。大ロットで空いた穴を埋めるために、その頃から中小ロットの仕事を増やしてき

た。中小ロットの仕事は、需要は多いが、採算を取るのが非常に難しい。100 個やっても 10

万円しか儲けがない、ということもある。一度大きな失敗をしたことがあるので、採算を見

ながら徐々にシフトしている。 

近年、製造企業の海外進出が加速しており、国内の生産拠点は半数に減らす、7 割カット

といった話も身近に聞いている。そうしたなかでも、小ロットの仕事は海外に行きにくい。

ましてや、精密切削は良品を作るのが非常に難しい。大ロットの製品は、管理コストが低く

売り上げが大きいので、海外で生産することも容易である。中小ロットを狙っていけば、国

内で生き残っていけるのではないか、という考えでやっている。 

 ＹＴ社が、最も脅威と感じている競争相手は、中国・韓国以外のアジアの企業である。訪

れることの多いベトナム、インドネシアの企業を想定している。ただ、日本に顧客がいる限

り、海外の企業はそれほど脅威ではないとも感じている。ベトナムには三十数回行っている

が、日本が製造業を諦めないかぎり、追い付かれることはないという印象を持っている。中

国の工場を視察した際も、日本より技能レベルが低く、原価もＹＴ社のほうが安いと感じた。 

機械や、物作りに対する考え方など、すべてにおいて日本のものづくりのレベルは高く、

今後ありうるとしたら、他の国が日本に追い付くのではなく、日本のレベルが落ちて他の国

並みになることではないかと社長は感じている。社長がベトナムで活動していて感じたのは、

当地の１人１人は優秀なのだが、社員同士で協力しようとしないことである。みんながバラ

バラなことを言い、自分が良いと思ったことは頑固に考えを変えない。柔軟性に欠けるとい

う印象である。また、海外の社長は短期決戦型ですぐに利益を出そうとする。これも日本と

感覚が違う。タイやイタリアに行ったこともあるが、そこでも同じことを感じた。 

日本の製造業の 9 割はなくなるとも言われている。それはおおげさだが、ここ 2、3 年で
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製造業は 3 割くらい減るのではないか、という印象は、社長も持っている。とくに自動車で

は、「円高」、「現地生産」を理由に、ものすごい勢いで海外にシフトしている。 

 

４．従業員の状況 

 

（１）従業員構成 

技能職（生産現場の切削加工）と技術職（品質保証、生産管理、生産技術、設計開発）と

いう切り分け方をすると、技術職は 17、8 人いる。そのうち 2 人が課長職クラスである。こ

の比率はここ 3 年間、変わっていない。元従業員の中に独立開業した人はいない。機械設備、

敷地、人材など、開業コストが高いので難しいのではないかと思う。 

現在のラインごとの人員構成は、油圧が 8 人、パイプ加工が 6 人、消火器が 5 人、多種少

量生産のラインが 2 人、デジカメが 20 人、自動車のうち膨張弁などのラインが 8 人、残りの

従業員がその他の自動車関連部品の製造を担当している。 

 

（２）外国人労働者の活用 

外国人労働者を採用した背景には、365 日、24 時間工場を稼働させたいという希望があっ

た。しかし、そうした厳しい労働環境では、募集しても優秀な日本人は来ない。そこで、単

純作業は外国人労働者に、技能が必要な仕事は日本人に任せる、という形をとることで、は

じめて工場の 24 時間化が可能になった。 

20 年ほど前に外国人労働者を活用し始めた当初は、日系ブラジル人の 2 世、3 世を採用し

た。当時は 60 万人ほどの日系ブラジル人が日本にいた。非常に優秀でよかったのだが、10

年ほどするとレベルが落ちてきた。日本人化してくるというか、土日は休みたい、といった

希望がでてきた。そこで、つぎにベトナム人を採用するようになった。グループ会社では、

外国人労働者を国内製造業に紹介する事業を手掛けており、対象国を 9 か国（ブラジル、ベ

トナム、ミャンマー、ネパール、バングラディシュ、ペルー、チリ、ラオス、韓国）に拡げ

ている。現在の従業員数は 125 人ほどであり、そのうち 70 人ほどが外国人労働者である。ブ

ラジル人が 40 人ほど、ベトナムが 17、8 人いる。残りの国の労働者は数人単位である。研修

生として来日した者、技術者として来た者、日本人の配偶者など、様々である。 

研修生は 10 人程度いる。研修生については一般的に、低賃金だ、過酷だと非難されるが、

実はそんな事はない。日本の最低賃金はおそらく世界一高く、これでは製造業が弱くなって

当たり前である。現在、実習生制度では、最初から社員に近い形で契約できるが、もっと簡

素化するべきである。韓国などでは外国人が就労ビザが取れる。日本は外国人労働者に関し

て対応が遅れていると社長は感じている。 

海外には友人・知人のネットワークを通じてネットワークを拡げている。斡旋団体を利用

するのではなく、あくまで個人ベースのつながりである。社内に 3 人ほど数か国語を話せる
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従業員がおり、また、長く働いている外国人従業員は日本語が話せるようになるので、彼ら

を媒介にして外国人労働者とのコミュニケーションをとっている。 

外国人従業員は、切削加工の供給や検査といった単純作業についている。機械の「段取り」

や、品質の要となるような作業は日本人従業員がおこなっている。 

 

（３）技能者（日本人）の採用 

 日本人は中途で採用している。新卒採用は数年前まではやっていた。10 年前の就職氷河期

に近くの高校から採用することにした。せっかくなので 6～10 人を採用した。大卒も 1 人い

た。しかし、優秀な人材を取ることができなかった。採用した中には、ひらがなしか書けな

い者、勤務中に私語をする者、髪の色をピンクやグリーン等の派手な色に染めてくる者、椅

子で座りながら作業する者、手が汚れるといって辞めた者などがいた。 

 したがって、他社で技術を身に着けた人が採用のメインである。中途採用は常に募集して

いる。ひととおり技能を身に着けるのに 5 年は必要である。社内で育成するのではなく、そ

のとき必要な人を採用し、1、2 年でそこそこのレベルになってもらうことを目指している。

配置転換させて次の仕事を覚えてください、というところに持っていくのが理想である。た

だ、ＹＴ社に求められる技術は、過去と現在でだいぶ変わっている。生産品も多岐に渡って

いるので、必要な技能レベルをひとくちに述べるのは難しい。 

事業内容を拡大していく際も、中途採用で人材を入れることで対応した。社長の代替わり

も重なり、それを区切りで辞めていった人もいる。もとから社内にいた人は、現在は 1 割し

かいない。 

採用は主に職業安定所を介している。民間の職業紹介機関で製造の人材を取るのは難しい。

以前、リクルートやエンジャパンを利用したこともあるが、手数料が高いわりに応募が少な

かった。しかも、製造業とは毛色の違う人が応募してくる印象がある。アイデムのような地

域別の求人だと、レベルが非常に低い人が来る印象がある。 

 

４．人材育成の取組み 

 

3 年ごとに部署間をローテーションさせて多能工化させるのが理想であるが、難航してい

る。いまの部署から動きたくない、という人がいる。その仕事がなくなったらどうするのか

と思うが、本人は新しいことを覚えたくないように見える。 

やさしい仕事から難しい仕事へ、段階を踏んで仕事を覚えさせるのは難しく、なかなか体系

的にならない。ＹＴ社が製造する給湯器部品の技術は過去と現在でかなり変わっていたり、

生産品も多岐に渡ったりしているので、ＹＴ社で必要な技能レベルをひとくちに述べるのは

難しい。 

いまは、配属された部署のレベルに本人の努力で合わせてもらうようにしている。自動車
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関連や油圧関連の製品を製造している部署の仕事は比較的難しいが、消火器関連の部品の製

造は比較的やさしい。デジカメ関連製品を製造する部署のような大ロットで無人化されてい

るラインでは、品質管理や設備管理が主な仕事になる。プログラミングの補正によって、流

れてくる部品の位置を微調整するような作業であり、多くは特別な技術・技能を必要としな

い。ただ、デジカメ関連の製品は急激な数量変化がある。たとえば、月産 2、3 万個だったも

のが、2 週間で 2、30 万個になることがある。ある程度の数量変化は契約時に分かっている

ので、派遣社員の活用や配置転換など、人員の増減で調整している。 

こうした状態なので、部署間の異動が難しい場合がある。消火器と油圧の関連製品を例に

とると、油圧のほうは 1 個 18kg の部品を 1 日何百個扱うので、非常に体力を使う。他方で、

消火器関連の製品はお手玉できるほどの軽さである。また、油圧は 1/100mm の精度であるが、

消火器の精度は 1 ケタ低い。油圧関連の部署から消火器関連の部署へ異動すると、粗い仕事

をしているな、と思うだろうし、逆に消火器から油圧への異動はなかなか難しいだろう。 

人数的にはなんとか間に合っているが、一番難しいことをこなせる人材は足りておらず、

常に募集している状態である。ただし、作業を素早く正確にやることが重要であり、それほ

ど高いレベルの技能を要求していない。あまりレベルを上げ過ぎると、逆に能力を活かせず

つらいかもしれない。そこそこの技能レベルで、モチベーションの高い人が向いていると社

長は思っている。 

社内で技能の「見える化」は進んでいない。企業ごとに大小様々な技能があるため、業界

で統一的な検定等もない。以前の応募者に、ポリテクセンターで技能を学んだという人がい

たが、現場では役に立たないと感じている。履歴書に資格を書いてくるような人にはこの仕

事に向いていないと社長は見ている。 

 

５．立地地域の特徴・産学連携など 

 

ＹＴ社の立地地域は、中核となる大規模メーカーはないが、様々な業種の製造業企業が集

まっている地域である。技能者・技術者の派遣･受入れなど、地元企業における技能･技術の

相互指導といった取り組みはあまり行われていない。しかし、商工会議所を中心に、インタ

ーンの実施やセミナー・研修会の開催は、活発に行われているようである。ただし、ＹＴ社

ではこうしたものを利用していない。切削加工は、大小様々な技術があるので、十把一絡げ

でセミナー・研修会の枠をはめてしまうと、利用しにくいところがある。逆に細分化しすぎ

ると、利用できる企業が限られてしまう。企業のニーズにあった取り組みがないので、なか

なか利用する企業が増えないのではないかと社長は感じている。 

また、ＹＴ社の立地地域では、近畿大学や大阪産業大学など、大学と企業との産学連携も

活発である。しかし、産学連携には、全体像がぼやけていて見えにくく、上手くいくか分か

らないものがあるので、二の足を踏んでしまう。もっとピンポイントで狙ったものであれば
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面白いのではないか。 

ＹＴ社では、現在、5 つほど産学連携に関わっている。連携しているのは大阪大学、大阪

市立大学、近畿大学、同志社大学などである。大阪大学はロボットとソーラー、大阪市立大

学は電力計の開発、近畿大学は金属関係で付き合いがある。同志社大学は京都大学との取組

みに参加してくることが多い。 

大学とのこうした交流は、成功するかどうか未知数であり、いまのところ、事業にとって

重要なものではない。技術的にも現在の延長上にあるものではない。将来的に事業の中心に

なる可能性を秘めているといった性格のものである。大阪大学のロボットは、事業化はされ

ないと思っている。ただ、そこに関わることで、注目を浴びる、人脈が広がる、といったメ

リットはある。しかし、これも事業化は難しい。予算制約が厳しいなかで、耐久テストをす

るには、企業の協力が不可欠である。日産やトヨタと連携すればいいのだが、企業の色を付

けたくないという意見があって前進していない。しかし、色々な世界の人とつながりができ、

面白い経験をさせてもらっていると社長は感じている。 

産学連携は、社長同士のネットワークを通じてスタートしたものが多い。仲のいい社長が

数人単位で集まって情報交換しているなかで産学連携につながっていくことが多い。大阪市

立大学だけは大阪市主催のプロジェクトに参加したことがきっかけである。 

また、社長は大学院で MOT（Management of Technology）を学んでいて、そこでの交流が

きっかけとなって始まった仕事もある。このように個人的なつきあいが仕事に発展すること

は多い。給湯器からスタートして、事業内容は非常に広がってきており、現在、100 社くら

いと取引がある。その中には偶然の出会いがきっかけのものも多い。狭い給湯器の世界に住

んでいたらこうした出会いはなかったと社長は思っている。 
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金属製品製造 ＹＵ社1 

 

 

１．会社・事業の概要 

 

ＹＵ社は 1964 年に創業したメーカーで、現在（調査時点の 2011 年 9 月現在）は、神奈川

県の本社・工場のほか、広島県と福岡県に工場を設けて事業を展開している。主な事業は TA

方式というボーリングの技術を使い、各種ロールやシャフト、シリンダーチューブ、原子力

部品などの金属部品用に各種鋼材に穴をあける加工を行う事で、取引先は重電メーカー、鉄

鋼メーカー、機械メーカー、プラントメーカー、鋼材問屋などである。 

顧客から穴をあけるように発注されるもののロット数は様々で、1 本の鋼材に穴をあける

こともあれば、多い時は数百本の穴あけ作業を行うこともある。あけていく穴の大きさや深

さ（長さ）も多岐にわたっており、神奈川の本社工場は内径（穴の直径）が 12～400 ミリ、

長さ 600～6000 ミリ（最長 9000 ミリまで）の穴あけ加工ができる。広島工場は内径 4～750

ミリ、長さ 200～6200 ミリ（最長 100000 ミリまで）の加工に、福岡の工場は内径 11.2～450

ミリ、長さ 200～6500 ミリ（最長 7500 ミリまで）の加工に対応できる。 

製品の納期は最低 2～3 日、通常は 1 週間前後のケースが多い。納入先は、北海道、東北

などもあるので、工場のある川崎・広島・九州の周辺に取引先が集中しているわけではない。

他社との競争にあたって重要なのは上述した加工できる穴の大きさと長さであり、これらが

多岐に富んでいるほど競争優位を保つことができる。そしてこうした競争優位は厳しい品質

管理、納期管理があって初めて可能となる。 

会社をめぐる近年の経営環境に関しては、製品価格が下がっていることはないが顧客のニ

ーズの多様化や、製品ライフサイクルの短期化が進んでいる。こうした中で、ＹＵ社は自動

化・省力化投資の強化や、高精度・高品質化のための設備投資、生産管理・販売管理・プロ

ジェクト管理等の改善、要員管理の見直しなどに取り組んできている 

 

２．従業員の状況 

 

従業員は約 50 人で、そのうち製造現場での作業を担当しているのは 40 人程度である。全

員が正社員で、非正社員はいない。従業員の勤続年数は、30 年～40 年の人が 7～8 人、15～

20 年の人が数人いるが、それ以外は長くても 5～6 年、2～3 年の人が多い。現在は 30 歳代後

半～40 代の中間管理職の人間が少ない。 

各事業所で働く従業員の内訳は神奈川の本社・工場が 17 人、広島工場が 20 人、福岡工場

                                                
1
本ケースレコードは、2011 年 9 月 27 日にＹＵ社において実施したインタビュー調査と、その際に入手した資料、

およびホームページなどから収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
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が 12 人となっている。広島工場、福岡工場は設備が少ないので、昼間と 17 時～夜 1 時など

といったシフトを組んで操業しているが、神奈川の本社工場は設備が多いので、シフトは組

んでいない。営業は各工場に 1～2 人いる。図面を取引先からもらってそれをもとに加工をし

ているので、設計の仕事をしている従業員はいない。営業の担当者は製造現場での作業を経

験した人が多い。 

製造現場においては、旋盤、BTA（細長い鋼材に穴をあけるためのドリル）、ホーニング盤

（主に円筒の内面に研削加工などを施された加工物の表面を、砥石を使用して研磨加工を行うこ

とにより表面仕上げをする工作機械）といった機械にそれぞれ担当の人間がついて操作してい

る。各機械の操作担当者はローテーションに基づいて時折変えている。NC 機の加工用プロ

グラムの作成は、旋盤機械を担当する従業員が行っている。 

 

３．採用活動・定着に向けての取組み 

 

採用にあたって、募集情報の発信は神奈川の本社工場から行うが、採用の面接などの選考

は従業員を採用する予定の各工場で行われる。神奈川の本社工場では高卒の新卒採用をここ

数年続けてやっている。広島工場では新卒と中途双方を募集・採用しており、福岡の工場は

では中途採用者が多い。 

本社工場の新卒採用は、工業高校も普通高校も対象にしており、学校経由で募集している。

募集は 2 人程度だが、毎年 3 人程度入社させている。工業高校出身者は高校で旋盤などを扱

ってくるので、入社当初は普通高校出身者と仕事ぶりに違いがある。しかし、長い目で見る

と工業高校出身か普通高校出身かは問題ではなく、機械を扱う「センス」がどの程度あるか

がより重要だとＹＵ社では感じている。機械を扱う「センス」というのは、機械を扱う手だ

の感触でうまく機械をコントロールできるコツや要領と言い換えることができる。穴あけ加

工は、加工の対象となっている物の中が見えない状態で作業しているため、こうしたセンス

が必要になってくる。 

中途採用は 20～30 歳代を中心に行っている。高齢の応募者の場合は、ＹＵ社での仕事と

似たような作業の経験がないと、現場での仕事についていけないので、ほとんど採用してい

ない。中途採用の募集はハローワークを経由して行っている。中途採用の際は経験者を採る

こともあるが、経験があること自体を採用の際の必須の要件としているわけではない。ＹＵ

社で行っているような仕事の経験が全くない人も採用しており、新卒採用同様、経験がある

かどうかよりも機械を扱う「センス」があるかないかが、採用後仕事をしていくうえでは重

要だろうと考えている。 

採用した従業員の定着状況は、非常に良く途中退職者は少ない。これは人材育成の取組み

を充実させたり、従業員の資格取得を奨励・支援したりした効果ではないかとＹＵ社では見

ている。以前は人材育成の取組みや従業員の能力開発を支える取組みが十分ではなく、その
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ことが離職につながっていた面もある。 

４．従業員の育成・能力開発に向けた取組み 

 

（１）職場での取組み 

中途採用の人材については、ある機械や作業の担当者が足りなくなり、即戦力を求めて募

集・採用するというケースが多いため、採用した時点で担当する仕事がほぼ決まっている。

一方、新卒採用の人材については、入社してからどの機械の担当にするかはあらかじめ決め

ていない。新卒者の配置にあたって主に考慮しているのは、将来的な技術・技術の継承と言

う点である。 

会社としては製造現場の作業者全員が、すべての機械についてある程度操作ができる状態

が望ましい。一つの機械の特性を理解してまともに取り扱えるようになるまでにも時間がか

かり、また各機械にはそれぞれ「癖」のようなものがあるので、主要な機械に関して作業の

要領が頭に入って、仕事ができるようになる「一人前」の状態に達するまでには 5 年近くか

かるとＹＵ社では見ている。またより高度なスキルが求められる内径の小さい穴をあける加

工や、長い穴をまっすぐあけるといった加工は、材質や材料に対する経験と勘がさらに求め

られることとなる。 

製造現場での従業員の育成に向けて取組みとしては、各現場のグループ長や主任などを指

導者として OJT を進めたり、主要な担当業務のほかに関連する業務もローテーションで経験

させたりすると言った取組みを行っている。ＹＵ社では工場長やグループ長に、各従業員の

作業レベルに関する簡単な目標を作成してもらい、育成・能力開発の目安にしている 

また、ＹＵ社の工場では ISO9000 シリーズは取得していないが、製造現場の従業員のスキ

ルレベルについては、各機械をどの程度扱えるかという基準によって把握しており、各工場

でスキルマップのようなものも作成している。 

 以上、ＹＵ社では製造現場担当者の育成・能力開発に関して職場で様々な取組みを行って

きているが一方で、育成を担う中堅層従業員の不足や、効果的に教育訓練を行うためのノウ

ハウの不足と言った課題も感じている。 

 

（２）外部教育訓練機会・資格の活用等 

ＹＵ社では仕事で必要となる、測定器や旋盤の操作方法を習得してもらうために、従業員

を研修に派遣している。旋盤や測定機に関して社外で行われている研修に従業員を派遣する

目的は、こうした研修の受講を通じて、従業員に基本的な作業の方法を習得してもらい、自

己流の悪い癖がつくのを防ぐことにある。従業員を派遣しているのは、雇用・能力開発機構

が行ってきた（2011 年 10 月以降、県の労働局に移管）研修である。また管理職を派遣して

いる社外の研修もある。多くは安全・衛生関係の研修で、法律上受講しなければならないも
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のが中心である。 

今後については研修やセミナーと言った Off-JT の活用機会をより増やしていきたいと言

う意向をＹＵ社は持っており、特に、OJT では習得が難しい体系的な知識・技術を習得させ

るためのものや、仕事や作業をスムーズに進める上で必要な専門知識・技能を習得させるた

めのもの、あるいは新たに導入された（導入予定の）設備機器などの操作方法に関する知識・

技術を習得させるためのものに力を入れていきたいと考えている。 

従業員に取得させている資格は、仕事に必要なクレーン・玉掛け技能や、危険物取扱資格

である。 

人材育成の政策について期待することは、本当に現場で役に立つことを従業員が習得でき

るような機会の充実である。 

最後にＹＵ社が最も重視しているのは、従業員一人一人の人間性向上である。立派な心を

持った人間の集団が企業の永続的な発展をもたらすという考えに由来する。 
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輸送用機械器具製造 ＹＶ社1 

 

 

１．企業概要 

  

ＹＶ社は埼玉県に本社・工場を構える、輸送用機械器具製造業の企業である。1941 に電気

通信機器プレス加工企業として東京都港区芝で創業した。当時の主要取引先の工場移転に伴

い、1964 年に現在の所在地に工場を設立している。本社が移転したのは 1972 年のことであ

る。1993 年から福島県で第二工場を運営している。第二工場を設立した背景には、人手不足、

本社・工場の排水性の悪さなどがある。本社工場にはプレス工場、試作工場、工機工場など

があり、金型や試作品などを作っている。主力のパイプ曲げ加工はすべて福島の第二工場で

行っている。 

 事業内容は①自動車及び輸送用機器ならびに産業用金属製品の製造（パイプ曲げ・プレス・

板金・溶接・組立・塗装の各加工）、②プレス金型の設計及び製作である。主要製品は自動車

（トラック）の部品である。とくに、パイプ曲げ加工に比較優位があり、車両部品（チルト

ブラケット、ハンドル、バックミラーアーム、オイルフィラー、ステップ、ミッション系カ

バー等）、エンジン部品（オイルレベルゲージガイド、オイルパイプ、ウォーターパイプ、ヒ

ーターパイプ、オイルスクリーン・オイルストレーナー）、非鉄部品（ターボオイルパイプ、

EGR パイプ、バックミラーアーム、レゾナパイプ、キャプサスタンク）と、様々なパイプ曲

げ加工に対応している。 

 

２．経営状況 

  

2007 年に過去最高売上を記録したが、リーマンショックの影響で、翌年の売上は 2007 年

の 20％にまで減少した。現在は回復傾向であるが、2007 年時の 70～75％程度である。 

 20 年前は、売上の 85～90％をトラックメーカー1 社からの受注が占めていた。現在は、そ

の会社と大手重機メーカーからの受注が売上の 90％を、その他 20 社からの受注が 10％を占

める。生産品の点数は 1 万 4 千点で、そのうち 3 千点が入れ替わる。したがってそれぞれの

ロット数は多くない。月に 1 個～100 個が売上の 8 割を占めている。最も大きいロット数の

ものは月に 1000 個くらいであるが、こうした大ロットのものは 2、3 点しかない。つまり生

産形態は多品種少量生産中心である。 

 同業他社では海外に進出しているところもある。ただ、月産 1 個～100 個といった小ロッ

トの仕事は海外（中国）の工場ではできない。そうした他社がやらないニッチで勝負したい

                                                
1本ケースレコードは、2011 年 9 月 5 日にＹＶ社において実施した、同社社長のインタビュー調査と、その際に

入手した資料、およびホームページなどから収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
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と考えている。 

 小ロットを中国で生産できない理由は、小ロットでは段取りが必要なためである。曲げで

の「段取り」とは、ベンダーの金型を交換する作業になる。何十万個のロットだとラインを

ずっと流しているだけでよい。段取りは技能の集積であり、勤勉さや器用さ等が要求される

ので、日本のメーカーが勝負できる部分である。 

 商用車にくわえて乗用車を扱えば、月産があがり、売上は伸びるが、二交代制で生産しな

ければならない。生産体制の変更には、海外進出や外国人労働者の活用によって対応するこ

とはできるが、いまの従業員とその家族の生活を守るほうに注力したいと考えている。 

 もっとも、精密鋳物など資源の調達は、商社を通して海外（中国）から行っている。以前、

商社を通さなければコストが下がると思って試したことがある。しかし、商慣行の違いや品

質管理の面で、直接取引は難しいことが分かった。 

 

３．従業員の状況 

  

調査時点の従業員数は、130 人程度（正社員 90 人程度、パート約 20 人、嘱託 5、6 人、残

りは派遣社員）である。福島の従業員は 70 人で、すべて製造現場で働いている。パートはほ

ぼ福島工場にいる。さいたま市の本社・工場には、60 人の従業員がおり、そのうち約 20 人

が現場で、残りは、準間接部門（生産管理、生産技術、検査、資材管理、倉庫など）と間接

部門（総務、経理、営業・技術など）の従業員である。準間接部門の人員構成は、資材管理

3 人、生産管理 7 人、倉庫 5 人である。間接部門のうち、技術は 3 人、営業が 4 人（さらに

部長と通訳が 1 人）となっている。営業では金型の手配などを行っている。 

 管理職は 14 人である。ほとんどが中途採用で昇進した者である。生産技術課長のみ新卒採

用の社員である。管理職の多くは 50 歳以上であるが、製造現場は 50 歳未満の従業員が多い。 

 福島工場は 2 係、4 班の体制となっている。各班に主任が 1 人、係長が 2 人、さらにそれ

らを統括する製造課長が 1 人いる。さいたま工場では生産技術課の分室や品質管理課の分室

があり、それぞれにリーダーがいる。また、カイゼン班を設けており、その主任もいる。 

 

４．採用活動 

  

ＹＶ社では新卒採用を行っている。元々は福島で高校生（普通高校と工業高校の卒業生）

を採用していた。ただ、普通高校の学生は全くできない。ＹＶ社で仕事をするにあたっては、

図面を読むための三角関数の知識が必須であるが（三次元でパイプがどう曲がっているかを

図面で表現するため）、この三角関数が普通高校の生徒にとって高いハードルとなっている。

数学と理科ができる生徒を採用したいと思っているが、そうした生徒はなかなか少ない。 

 現在、新卒は高専卒と大卒が中心であり、あとは中途採用である。以前、採用したものづ
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くり大学の学生は質が高かった。この 2、3 年の採用状況としては、一昨年、高卒を 2 名採用

している。工業高校や高専の生徒は他社との競争が激しい。現在、福島県内の大学の就職説

明会に参加している。 

 現場人材で即戦力となるのは、溶接ができる人である。業界が小さいので、曲げができる

応募者はほとんどいない。中途の採用者は、技術者も技能者も、30 歳代前半がメインである。 

 

５．製造現場における作業と育成の取組み 

 

現場の作業は、パイプ曲げ、プレス、溶接である。切削加工は外注が基本だが、外注先の

協力会社が廃業することがあり、切削加工も社内でやり始めているところである。 

新卒の未経験者には OJT で仕事を教えている。パイプ曲げ、溶接、と一通りの作業をやら

せて、適性にあった仕事に就いてもらう。製造現場でなく部品・倉庫（部品管理、製造管理）

などの職場に配属することもある。 

 製造する部品によってパイプ曲げ加工の難易度は異なる。一般に、曲げる角度（径）が小

さくなるほど、また、板厚が薄くなるほど、曲げの難易度は上がる。従業員の技能は、会社

で用いる機械（溶接、ベンディング・マシンなど）ごとに人材スキルマップを利用して 1 年

に 1 回測っている。技能レベルを測る基準としては、「無印」、「I」、「L」、「U」の大きく 4 つ

のレベルが設けられ、それぞれに下位レベル（L1、L2、U1、U2 など・・）が対応している。

無印が最もレベルが低く、I、L、U となるに従ってスキルレベルが高くなる。スキルマップ

の作成・導入は、2005 年の ISO9000 シリーズの認定取得がきっかけとなっている。規則で定

めているわけではないが、このレベルは昇進・昇格の目安でもある。現場で一人前のレベル

は L2 級である。これは、部下や後輩に指示をしながらラインのなかの作業ができるレベル

である。 

 2010 年から各課で技能向上の目標を定めており、たとえば、生産技術課では、曲げの技能

向上のための教室を開催している。教育訓練の多くは社内で実施している。社外では、取引

先の講習、ものづくり大学や埼玉県の産業振興公社（管理者向け）などのコースに参加して

いる。社外の訓練コースは社長から必要があれば参加するよう指示している。参加者は主任

や係長クラスが多い。社内で取得を奨励している資格は、プレスやフォークリフト、溶接と

いった現場で必須の資格である。埼玉県の工業高校ではフライス盤加工などの良いコースを

開催している。もっともこうした作業は福島工場で行っているので、できれば福島工場の従

業員に受講させたいと思っている。福島には上位職制（工場長）向けの優れたコースがあり、

過去に製造課長を派遣したことがある。ただ、現場向けのコースは少ない印象がある。 
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６．ものづくりの人材を確保していく上で社会的に必要な取組み 

 

 ものづくりの人材を教育・訓練していくうえで、社会的に必要だと思う取り組みは 3 つあ

る。第一に大企業では、短期的に利益を上げようとして、海外に生産拠点を移転させてしま

うが、利益以外の側面も考慮した経営が必要ではないかと考えている。第二に大企業では、

技能をもった高年齢社員であっても定年で退職させてしまう。この点は改める必要がある。

第三に次代を担う子どもたちがものづくりに興味をもつように、教育現場で伝えていくこと

が重要である。 
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プラスチック製品製造 ＹＷ社1 

 

 

１．企業の概要 

 

ＹＷ社は 1958 年に創業された会社で、現在（調査時点は 2011 年 9 月）は、東京都と埼玉

県に本社、工場を設けている。主に、薄手のプラスチック製品を製造するために必要なの「薄

物」と呼ばれる金型を作っており、食品関係（弁当・ゼリー容器）の薄物の型が受注の 7 割

を占めている。「厚物」と呼ばれる厚手のプラスチック製品を製造するための金型も、ＹＷ社

の受注における割合は低いものの、バスタブや看板などを製造するのに使う金型を受注して

いる。成型品（金型を使って製造した品物）も作ってはいるが、サンプル品や小ロットの製

品に限られており、ＹＷ社の主要事業は金型製造である 

ＹＷ社の製造する金型は、主に真空成型というプラスチック製品の製造方法において用い

られている。真空成型は、シート状になった原料のプラスチックを熱で軟化させ、その際に

型に空いた小さな穴から真空で引いてプラスチックを金型に密着させるという方法である。

もう 1 つのプラスチック製品の主要な製造方法である射出成型に比べ、安価・簡素である。 

薄物の金型は 1 つ作れば成型品が大量生産できるので、金型はほとんどオーダーメイド、

たまに同じ型の受注が 2 つあるかないかである。納期は、試作であれば 2 週間、金型そのも

のは 2 カ月くらいあればできる。また、製造した金型の修理なども引き受けている。 

上述の通り、ＹＷ社は食品の容器を製造するのに使われる金型を主に製造しているが、主

要顧客は食品メーカーではなく、成型品メーカーや食品関係の卸会社、商社などである。取

引先は現在取引を行っている会社が約 150 社、数回しか取引していない会社を含めれば 300

～400 社ほどとなる。取引先は全て国内で、海外企業はない。原材料のアルミ・鉄なども国

内で仕入れている。 

 

２．従業員の状況 

  

従業員は約 190 人、うち正社員は 167 人、非正社員は 26 人である。ＹＷ社は、仕事に対

する意欲や技能・知識のレベルなどを要件に非正社員を正社員に登用する制度を設けており、

2008～2010 年の 3 年間で 1 人の登用実績がある。 

部門は営業部門に 1 課・2 課・3 課・設計課があり、製造部門として 1 部・2 部・3 部、製

造部門第 1 機械・第 2 機械、抜型部門、生産部、業務部がある。製造部門 1～3 部と第 1・第

2 機械、抜型部門の従業員が合計で 130 人程度となっている。製造部門について 1 部は厚物、

                            
1
本ケースレコードは、2011 年 9 月 13 日にＹＷ社において実施したインタビュー調査と、その際に入手した資料、

およびホームページなどから収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 

－411－



3 部はサンプルの型や成型品関係、抜型部門は抜型を扱っている。2 部と第 1 機械・第 2 機械

は金型に関係する部門で、2 部は表面の仕上げと組立て、第 1 機械は機械加工、第 2 機械は

機械加工の中でも大きな部品を主に加工している。 

製造部門の中でも第 1 機械と 2 部に従業員が多く、特に 2 部で行われている仕上げは集中

力が必要とされるので 1 人ができる仕事の量が少なく、組み立ても人数がかさむため人数が

多い。磨きや組み立ての仕事は熟練を要するので担当者の平均年齢は高いが、技術を伝承し

ていかなければいけないので若手も少しずつ配属している。また、第 1 機械は金型原型や NC

施盤、汎用機など仕事の内容が多岐にわたるため配属される人数が多くなっている。 

営業部門は 30 人弱いるが、営業全員が図面を作成し取引先の要望を直接取り入れるよう

にしており、設計課は設計のみ行っている。生産管理は 13 人で、設備・保全・品質改善など

をおこなっている。 

 管理職は、それぞれの部門や部に在籍する担当の部長・課長が相当する。 

 

３．採用活動 

 

ここ数年の新卒採用の状況は、高卒も併せて 2011 年が 6 人（うち高卒 2 人）、2010 年が 3

人（うち高卒 1 人）、2009 年が 10 人（うち高卒 4 人）を採用した。10 人採用した際はリーマ

ンショックの直前に募集を行っていたため、これまでの中でも採用人数は多いほうだった。

新卒の採用は、景気動向にとらわれず、できるだけ中期的な視点で、必要な人材を採用する

ようにしている。 

大卒の募集は関東にある工業系の大学の説明会などに参加して行っている。また、高卒は

ほとんど工業高校卒だが、工業高校に限って募集をしているわけではないので、工業高校以

外の高校からもたまに応募がある。以前から採用していてつながりのある工業高校もあるが、

製造業で職場が近いという理由で東京の下町近辺から採用試験を受けに来る人が多い。 

 ＹＷ社では採用活動の一環として、学生を対象に工場見学説明会を実施している。2011 年

は 9 月までに 5～6 回やっており毎回 10 人前後の参加者がいる。毎回 2 時間半ほど時間を取

っており、営業部門の従業員との懇談会や社長からの講話を組み入れるなど、様々な取組み

をこの工場見学説明会の中で行っている。高校生の見学者向けには、大学生向けの説明会と

は内容を変えており、会社見学というよりは高卒で働いている従業員を見学するというやり

方をとっている。 

工場見学説明会とは別にインターンも行っている。インターンの受け入れ対象となるのは

小・中・高・大学生、期間は 3 日～2 週間で、1 週間程度のインターンが最も多い。インター

ンシップを受ける学生は近年かなり増加してきている。 

中途採用は現在全くやっていない。中途の人を募集したとしても、金型でしかも真空成型

に詳しいという人はなかなかいないため、中途採用を実施する意義が乏しいと考えている。
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人手が足りなかった時に、技術の持っている人を確保すると言うよりはとにかく人数を確保

する目的でＹＷ社でも中途採用をしていた時期があったが、採用した人がすぐに辞めてしま

ったり、技術が追い付かずに配属先を変更したりしなければいけないということがよくあっ

たので、最近ではしっかり育てられる新卒の方がよいと考えている。したがって 20～30 歳代

の従業員では新卒がほとんどで、年齢層が上がれば上がるほど中途採用で入社した従業員が

多くなる。 

 

４．人材の育成・能力開発の取組み 

 

（１）新人研修と初任配属 

新卒は入社半年が研修期間で、各部門をローテーションで回り、座学の研修もある。様々

な取組みを行っており、研修を受けた新卒採用の従業員からは、「研修が盛りだくさんで充実

している」との感想を聞く事が多い。 

 具体的な研修のスケジュールとしては、最初に新入社員全員で人事部門からのオリエンテ

ーションをうける。その後、①製造や営業について、役員・先輩従業員からの話を聞く研修、

②図面の読み方・測定器の使い方、安全衛生に関する座学、③製造部門や営業部門での「仕

事体験」が行われる。新入社員はこうした研修を約 3 週間受け、その後各部門をローテーシ

ョンで経験する。それぞれの部門を 1 週間ずつ、3 回ほどまわる。ＹＷ社は配属後のジョブ

ローテーションがほとんどないので、この新人研修期間のローテーション体験が会社の全体

像を把握する貴重な機会となる。 

こうした形式の新人研修を、少なくとも 5 年ほどは続けている。2011 年は新しい試みとし

て、新入社員が全員受ける最初の共通研修で金型研修を取り入れ、新入社員が 1 週間でアイ

ディア、スケッチから図面を引く、必要であれば機械加工し、金型からプラスチックの成型

品までつくるといった研修を行った。金型のことを学校で学んで入社してくる新卒社員はい

ないので、まずは金型のことを学んでもらおうと考えてこうした研修を取り入れた。 

新卒の採用者は全員総合職として採用しているので、どこに配属されるかはわからない。

半年の研修のなかで全ての部門を研修してもらい、その中で各従業員の適性を見きわめ、現

場の従業員とのマッチングを考慮して配属先を決めている。例えば、大卒の新入社員であれ

ば営業や NC・プログラミングの部門に配置されることが多いが、そうした部門のみに配置

されるとは限らない。 

 

（２）仕事の習得の仕方 

 ＹＷ社では MC 加工を担当している従業員が CAM データのプログラミングも担当してい

る。そこで MC 加工部門に配属された場合、ますオペレーションのやり方を覚えてからプロ

グラミングについて習得していく。 
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ＹＷ社の製造現場での仕事は、習得するのにさほど時間はかからない。上司からの指示が

細かくあれば、一通りの流れの仕事はすぐにできるようになる。ただ、営業部門から回って

きた図面の不備を指摘できるようになるにはある程度（勤続 5 年程度）の経験が必要であり、

それができるようになった従業員がＹＷ社の製造現場における「一人前」の従業員であると

みなされる。顧客から営業に送られてくる製品の図面はさほど細かいものではないので、製

造現場でその内容を読み取って製品の形にしていくということが、製造担当の従業員には求

められる。 

人材育成というのはそれぞれの現場で主に行われることなので、会社側の取組みの如何よ

りも、教える現場の従業員と教わる従業員の自主性に任されている部分が大きい。また、現

場では目先の納期を考えてしまうと、人材育成という未来に対する投資に時間を割くのが難

しくなるきらいはある。しかし、ＹＷ社では、新人に関してはしっかり面倒を見ようという

雰囲気がある。現場でも人手は欲しいので、しっかり育てて戦力になればいいと考えており、

現場での育成はしっかりしていると思われる。若者が話しやすい雰囲気を作るよう、各職場

で心掛けている事もあって新人の定着率はよく、ここ 5 年くらいは入社してから辞めた人は

いない。 

ＹＷ社の製造現場でも、上は 60 歳代から下は 20 歳代前半まで、働く人の年齢差はある。

ただ、現場での技能の伝承は、一番上の 60 歳代の従業員がいきなり 20 歳代の従業員に教え

ると言う形では行われていない。配属されて間もない 20 歳代の従業員に対しては、まず 30

～40 歳代の中堅従業員が技能を教え、レベルが上がってきたらさらに上の世代から教えても

らうようになるということが多い。 

  

（３）外部の研修・セミナー、資格の活用など 

新入社員以外の研修・セミナーは社内では特に行っていない。しかし、メーカーがやって

いるものや公共の団体の主催するセミナーに参加することは多い。外部の研修に参加する人

は、各現場の責任者である管理職が決める。一方、従業員が自分から受けたいと申し出る場

合もスケジュールの問題がなければ許可しており、研修費や交通費などは会社側が負担して

いる。 

また今年（2011 年）初めて、30 歳代前半から半ばくらいの中堅のリーダーを対象にして、

講師を会社に招く形の講習を企画した。内容はコミュニケーションやモチベーションの向上

などに関するものである。 

研修やセミナーと言った Off-JT に関しては、4S（整理・整頓・清潔・清掃）など仕事をす

る上で基本的な心構えを身につけさせるものや、仕事や作業をスムーズに進める上で必要な

専門知識・技能を習得させるためのもの、新たに導入された（導入予定の）設備機器などの

操作方法に関する知識・技術を習得させるためのものに、今後も取り組んでいきたいとＹＷ

社では考えている。 
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 資格や検定などに関しては、仕事で使う資格、例えばクレーンやフォークリフト、溶接、

経理の簿記などといった資格の取得については、会社側が全面的に費用を負担している。旋

盤などの技能検定を取ってくる従業員は今のところほとんどいない。 
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非鉄金属 ＹＸ社1 

 

１．会社と事業の概要 

 

ＹＸ社は茨城県にあるアルミニウム鋳造の企業である。大手自動車メーカーＳ社の一次サ

プライヤーであり、同社との取引が売上の 90％を占める。1951 年に個人創業し、法人化は

1957 年である。 

製品の点数は約 100 品目で、エンジンミッション関連の部品を主に製造している。全品目

で月産 80 万から 100 万個の生産量であり、1 品目を大体 2～3 万個生産している。用途が比

較的限定されている品が多い。鋳造に使う金型は国内メーカーに外注している。 

ＹＸ社の競争相手は現在でも国内メーカーであるが、Ｓ社も含めて国内自動車メーカーの

海外現地調達が次第に増えており、ＹＸ社と同様に自動車部品の製造を行う海外のメーカー

との競争も視野に入ってきた。また、例えば東海地域の自動車メーカーが海外生産を始める

と、その自動車メーカーから仕事を受注してきた東海地域のサプライヤーが、受注が減った

分、関東の自動車メーカーの仕事を求めると言った形で、自動車メーカーの海外進出によっ

て国内メーカー同士の競争が始まってきている。 

 ＹＸ社は経営課題として長らく財務体質の強化に懸命に取り組んできた。財務体質の強化

は 2001 年にＹＸ社と同じ茨城県に立地する銀行から執行役員を招いてから本格的に着手し

始めた。また、①6S の徹底、②不良低減、③技術力の向上などにも積極的に取り組んでいる

（図表１）。 

 

図表１ ＹＸ社が積極的に進めている取組み（「社長の想い」） 

◆ 社員は財産（人材を人財にしたい）

◆財務リストラはするが人材整理は絶対しない

◆６Ｓの徹底

◆継続的収益確保（黒字決算確保）

◆技術力向上

◆不良低減

◆企業理念の浸透
 

                                                
1本ケースレコードは、2011 年 9 月 6 日にＹＸ社において実施したインタビュー調査と、その際に入手した資料、

およびホームページなどから収集した同社に関する資料に基づいて作成している。 
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２．従業員の状況 

 

調査時点の従業員数は 200 人で、うち期間社員・パート社員は 53 人である。パート社員

は 2001 年に採用を開始し、現在 31 人。近年になり、期間社員の採用も始めた。期間社員・

パートのなかには外国人労働者が 24 人いる。パートの多くは、現場で切削やバリ取りなどを

行っている。 

従業員のうち、50 歳以上の社員が 46 人（従業員内比率 23％、正社員内比率 31％）である。

さらに、50 歳以上の社員のなかで、55 歳以上の者が 80％を占めており、社員の高齢化が進

んでいる（図表２）。ＹＸ社の定年は 60 歳であるが 1991 年より継続雇用制度を導入し、2009

年以降、希望者は全員、70 歳まで再雇用契約を結ぶことができる（導入時は、65 歳まで、希

望者全員が対象）。 

社内全体で、管理職は 16 人、生産管理が 7 人である。部課長の多くは新卒または中途で

ＹＸ社に入社し、昇進してきた人々である。 

 

図表２ ＹＸ社従業員の年齢・性別構成 
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 資料出所：ＹＸ社提供資料より。 

 

３．製造部門の状況 

 

工場は、ダイカスト鋳造部門、グラビティ鋳造部門、機械加工部門にわかれる。この 3 つ

の部門がＹＸ社の「製造部」にあたり、鋳造をおこなう第一・第二課と、加工・組付をおこ
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なう第三課にわかれている。一課がダイカスト鋳造、二課がグラビティ鋳造2を担当している。

また、技術開発部では、鋳型の方案設計・開発、試作品の製作、量産体制における作業工程

のライン造りを行っている。人数の内訳を部署ごとに示すと、以下のとおりである。 

 

一課：管理職 2 人、生産管理 1 人、鋳造 20 人、金型研掃 4 人、バリ取り・後工程検査等 22 人 

二課：管理職 1 人、生産管理 1 人、鋳造 10 人、砂取 1 人、切断等 2 人、検査等 4 人 

三課：管理職 4 人、生産管理 2 人、切削加工 67 人、流通 4 人、検査後工程処理 11 人 

技術開発部：CAD・CAM2 人、鋳造試作 2 人、治具作成 2 人、機械加工 3 人、製図他 2 人 

 

４．採用活動 

 

新卒採用者のうち高卒者は製造現場で働く現場職として募集する。募集は工業高校卒のみ

を対象としているのではなく、普通科・商業科も含めて幅広く行っている。工業系・機械科

の出身者のほうが製造現場の作業に対する適性はあるかもしれないが、長期的にみると仕事

ぶりにそれほどの差は出てこないとＹＸ社では見ている。また、製造現場の担当者として大

卒者を採用することもある。2011 年度は採用者のうち、高卒 4 人、大卒 1 人を製造現場の担

当者として採用した。 

また、ＹＸ社では大卒理系の新卒採用も毎年数人行っている。彼ら大卒理系の出身者は技

術開発部門への配属を予定しており、2012 年度は 2 人採用した。 

新卒者の募集ルートは、学校推薦（高校新卒の場合）、茨城県経営者協会を経由する場合、

直接応募などがある。高卒・大卒とも、会社の近辺に在住する人が多い。新卒募集に関する

ＹＸ社への問い合わせもほとんどは県内出身者からである。 

また、ＹＸ社では、高校生と大学生を対象とするインターンシップを 10 年ほど前から実

施している。茨城県職業能力開発協会、学校・大学の要請等で実施しており、随時受け入れ

ている。インターンの期間は一週間程度で、内容は、座学（社会人研修）と現場実習などで

ある。インターンの受けいれは採用とは結びつけていないが、受け入れた学生の中にはＹＸ

社で採用したいと思うような人もたまにいる。 

中途採用は期間社員（6 ヶ月）として募集し、1 年～1 年半、ＹＸ社で就業してもらった後、

一部を正社員に登用する。期間社員に応募してくる人は、製造業の経験があり、工場の作業

に慣れている人が多い。募集にあたって資格検定の有無はとくに強調していないが、フォー

クリフトや玉掛けといった、ＹＸ社の製造現場での仕事において必要となる資格を持ってい

                                                
2 「ダイカスト鋳造」は、金型をダイカストマシンに取り付けて、溶融したアルミニウム合金、亜鉛合金、マグ

ネシウム合金、銅合金などを圧入して鋳造するという鋳造方法である。その工程はほぼ自動化されており、生産

性の高い大量生産に適している。一方、「グラビティ鋳造」は「重力鋳造」ともいわれ、溶解したアルミニウム

などの重力によってのみ鋳造する鋳造方法で、鋳物の表面が美しく、寸法精度のよいち密な鋳物ができるという

特徴をもっている。 
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る場合は、選考の際、評価が多少良くなる。また、応募者の中には鋳造・加工の経験を持っ

ている人もいるが、こうした経験は選考の際、あまり重要視していない。 

期間社員は人員に不足が出た場合に募集するが、期間の満了で辞めてもらうということは

なく、基本的に契約期間を更新しており、実態としては継続雇用である。長く勤続する傾向

があるのは、中高年の人と、外国人である。外国人従業員は、男性は南米、フィリピンの出

身者、パート社員として働く女性従業員にはタイ出身の人が多い。同郷者間のネットワーク

でＹＸ社の求人情報が伝わっているようである。 

期間社員の数は、状況によって変動する。1 日で辞める人もいるし、2 年間継続する人も

おり、様々である。2010 年は 25 人ほど採用した。そのなかで 1 年以上、定着しているのは

13～14 人である。 

 

５．人材育成の取組み 

 

（１）社内における教育訓練体制 

ＹＸ社では、社内での人材育成の取組みとして、OJT のほか、従業員のダイカスト鋳造教

育の受講、各種勉強会・通信教育・社外セミナーへの参加促進を行っている。これらは 2001

年から本格的に開始した。通信講座、社外セミナー、資格取得に要する時間は、原則として

労働時間扱いとなり、受講費用は全額企業負担である 

人材育成に着眼した背景には人づくりにかけるＹＸ社・社長の意思があった。従業員の

60％強が中途採用であるなかで、優秀な人材に磨きをかける必要が認識され、とりわけ営業

の強化と技術力の向上につながる人材育成に力が入れられている。さらには「優秀な人材」

とは誰かを明らかにする作業（後述する社内能力評価基準の確立に向けた取組みなど）に取

り掛かっている。 

会社は通信講座、セミナー、資格取得の支援は行うが、社員に対しこれらを強制している

わけではなく、「自主」と「自律」をキーワードとする会社の人材育成方針から、あくまで各

自の自主性に任せている。しかしながら人材育成・能力開発に対する会社側の積極的な姿勢

は、従業員にも徐々に伝わっていった。2001 年には 40 人だった年間の通信講座の受講者数

は、2005 年には 100 人を超え（139 人）、それ以降、安定的に推移している。また、2005 年

に能力開発の取組みに関して「優秀」と評価される従業員の割合が 35.3％だったが、2007 年

には 50.3％と、半数を超えるまでになった。 

2010 年には部門別、役職（勤続年数）別の教育体系図を作成した（図表３）。そこには、

階層別・勤続年数別にどのような研修を受けるべきかが目安として挙げられている。 
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図表３ ＹＸ社の教育体系図 

①階層別の教育体系図 

経営管理者
研修

６ＳＩＳＯ安全ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ＱＣ 財務･営業 ＫＰＳ
ものづくり
(鋳造)

ものづくり
(加工) ＴＰＭ

部
長

室
長

上
級
管
理
職

管
理
者

指
導
職

中
堅
社
員

監
督
職

若
手

新
入
社
員

マネジメント
研修

課
長

係
長

主
任

班
長

副
主
任

リ
ー
ダ
ー

一
般

管理者研修

初級管理者
研修

中堅社員
研修

ﾁｬﾚﾝｼﾞ研修

新入社員
研修

安全衛生教育

安全教育

職長安全
衛生教育

衛生管理者

階層別研修

全社員対象

企業の社会的責任（ＣＳＲ)

安全運転
管理者

防火管理者
公害防止
管理者

内部推進
リーダー

内部監査員
教育

基本講習 ６Ｓ教育 ＱＣ教育 ＫＰＳ教育

生産方式研修

改善提案研修

原価管理研修

公取法研修

労働法研修

財務基礎研修

経済学研修

管理者
６Ｓ研修

ＱＣ手法
研修

ＱＣ管理者
研修

品質保証
責任者

生産管理研修

鋳造技術
教育

加工技術
教育

技術力アップ教育

生産リーダー教育

担当職技能アップ教育

業務職技能アップ教育

ものづくり研修

ＴＰＭ教育

ＴＰＭ現場
ﾘｰﾀﾞｰ研修

ＴＰＭ
管理者研修

 

 

②勤続年数とスキル・資格取得・受講する研修の目安 

資格･技能･スキル

指名研修・自己啓発 年齢別研修

作業主任資格 技能検定 社内勉強会 その他

５５歳

４５歳

３５歳
～

３０歳

２５歳
～

２０歳

１８歳

後期キャリア研修Ⅱ

後期キャリア研修Ⅰ

中期キャリア研修

前期キャリア研修

通
信
教
育
・
初
級
シ
ス
ア
ド

ダ
イ
カ
ス
ト
勉
強
会
・
自
動
車
に
つ
い
て
の
勉
強
会
・
Ｃ
Ａ
Ｄ
勉
強
会

コ
ー
ル
ド
チ
ャ
ン
バ
Ｄ
Ｃ
・
軽
合
金
鋳
物
鋳
造
作
業
・
普
通
旋
盤

フ
ラ
イ
ス
・
数
値
制
御
旋
盤
・
マ
シ
ニ
ン
グ
セ
ン
タ

玉
掛
け
・
床
上
操
作
式
ク
レ
ー
ン
・
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
・
ア
ー
ク
溶
接

ガ
ス
溶
接
・
産
業
用
ロ
ボ
ッ
ト
・
研
削
砥
石
・
ガ
ス
主
任
技
術
者

危
険
物
取
扱
者
・
電
気
主
任
技
術
者
・
技
術
士
・
社
会
保
険
労
務
士

 
 資料出所：ＹＸ社提供資料より。 
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（２）製造現場での教育訓練 

製造現場での教育訓練はやはり OJT によるものが中心となる。ＹＸ社の製造部門に配属さ

れた従業員は、まず単純作業から始めてより難しい作業に移る。中途採用者のうち、製造作

業の経験者は早めに難しい作業に移る。 

一人前になるのにかかる時間は配属部門や担当する仕事によっても異なるが、大体 10 年

程度ではないかとＹＸ社ではみている。機械そのものはさほど時間をかけることなく操作で

きるようになるが、加工用のプログラムを作ったり、調整したりと言った事が出来るように

なるには時間がかかる。例えば、ＮＣで製品を削る作業や、良品と不良品を自分で判断する、

といったことは 2、3 年でできるようになるが、不良品が出た場合に、加工用プログラムを変

えてみる、といったことは難しい。 

製造部を構成する一課、二課、三課は、それぞれ担当している作業の専門性が高く、課の

間で従業員を異動させることはない。従業員は配属された課のなかで、徐々に経験を積んで

いく。直接部門から準間接部門に移ることはあるが、計画的なローテーションとしておこな

っているわけではない。 

班長・副主任になるのに 7～12 年（高卒で入社した場合、25～30 歳）、係長・主任になる

のに 12～18 年（高卒で入社した場合、30～36 歳）かかる（図表３参照）。 

 

（３）社外の教育訓練機会の活用 

現在活用している社外の教育訓練機関は、図表４に示す通りである。1 回の派遣あたり 1

～2 人で受講する。受講者の人数や誰が受講するかについては、各部門で支障がでないよう

に役職者が配慮している。最近は、地方自治体や官庁、公共団体などで様々な研修を実施し

れており、利用している。他方で大手企業の研修は高額であり、利用するのが難しい。 

 

図表４ ＹＸ社が現在活用している社外の教育訓練機関 

（社）茨城県経営者協会 （社）日本能率協会 

（財）素形材センター （株）常陽産業研究所 

（社）日本鋳造工学会 つくば研究支援センター 

中小企業大学校 土浦労働基準協会 

いばらき成長産業振興協議会 茨城県工業技術研究会 

（株）ひたちテクノセンター 宇部興産産業機械 

（株）技術スクール 茨城県職業能力開発協会 

（財）茨城県中小企業振興公社 （株）日本経営システム研究所 

日本ダイカストマシン工業会  

 資料出所：ＹＸ社提供資料より。 
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通信教育の受講に対する支援は全社員が対象である。正社員の多くが通信教育を受講して

おり、期間社員・パート従業員が受講しているケースも見られる。受講者は若手従業員が中

心である。会社から講座を提示して受講者を募集するというパターンが一般的で、自動車関

係の講座の受講が多い（図表５） 

 

図表５ ＹＸ社の従業員が受講している通信教育・セミナー 

・TPMからくり改善くふう展 ・Excel2002マスターコース

・ダイカストマシンスクール ・生産管理シリーズ

・ＪＩＴ５Ｓセミナー ・今日からはじめる

・これでわかる年金１００ パソコン･インターネット

・介護の話 ・これでわかるＥｘｃｅｌ

・自動車の構造と製造

・ＮＣ工作機械入門

・金型加工技術

・こんな漢字あんな漢字

・初級ｼｽﾃﾑｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰﾀｰ
 

 資料出所：ＹＸ社提供資料より。 

 

（４）能力評価基準作成の試み 

 ＹＸ社では全社員を対象とするアンケート調査により、従業員の能力を評価するのにふさ

わしい基準となる項目について従業員の意向を把握し、これに基づいて従業員の能力を評価

するのに用いる能力評価シートの作成を行っている。この能力評価シートには、能力評価の

結果が書き込まれるほか、研修等の受講歴や資格取得歴も記入するようになっている（図表

６）。現在は試験的に、役職者やその候補者の能力を把握する取組みを行っている。 
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図表３ ＹＸ社の能力評価シート 

 

①「職務遂行のための基本的能力」の評価シート 

職務遂行のための基本的能力(「職務遂行のための基準」ごとに、該当する欄に○を記載)

A：常にできている B：70~80%大体できている C：60%以下で努力を要する D：評価しない

能力の項目
自己評価 会社評価

職務遂行のための基準
A B C D A B C D

元気 1 朝の挨拶・日常的な挨拶は、誰にでも、明るく大きな声でしている。

心身の活動の源となる力 2 普段から姿勢が良く、心身共に健康であり、体調不良による遅刻･早退･欠勤がない。

健康 3 日常の会話に活気があり、言葉に覇気がある。

4 気力・知力・体力が充実している。

5 作業動作がキビキビとして、標準作業を上回っている。

6 健康診断で、要注意･要観察･要精検･治療中が無く、全項目が正常である。

やる気 1 仕事を効率的に進められるように、作業の工夫や改善に取り組んでいる。

チャレンジ意欲 2 必要性に気付いたら、人に指摘される前に行動に移している。

進んで物事をなしとげようとする気持ち 3 良いと思った事はどんどん上位者に意見を述べている。

4 未経験の仕事や難しい仕事でも「やらせて欲しい」と自ら申し出ている。

5 新しい仕事に挑戦するため、資格取得や自己啓発等に取組んでいる。

6 自ら高い目標を設定し、その達成に向け日々努力している。

7 「創造と実践の提案」を月に１件は、応募している。

根気 1 一旦引き受けたことは途中で投げ出さずに、最後までやり遂げている。

努力を継続する勇気 2 うまくいかない仕事に対しても、原因をつきとめ、再チャレンジしている。

物事を飽きずに長くやり続ける気力 3 元気･やる気が失せることなく、持続されている。

4 日々生産計画数量達成のため精進している。また、達成し続けている。

5 人が見ていない所でも、小さな事でも当たり前のことを当り前に実行し続けている。

6 通信教育を年２回途切れることなく受講している。

 

 

②「技術・技能に関する能力（専門的事項）」の評価シート 

(2) 専門的事項 (「職務遂行のための基準」ごとに、該当する欄に○を記載)
A：常にできている B：70~80%大体できている C：60%以下で努力を要する D：評価しない

能力の項目
自己評価 会社評価

職務遂行のための基準
A B C D A B C D

ショットブラスト作業 1 始業前点検ができる。

2 作業標準書の通りに、作業できる。

3 ショット玉の補充ができる（配合比も考慮）。

4 新規製品に応じた設定ができる。

5 メンテナンスが出来る。

6 表面粗さを理解している。

7 ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽト機の構造を理解し、操作できる。

8 アルミ粉塵に対する危険性を理解し、粉塵の処理ができる。

坩堝炉 1 作業終了時炉に付着した酸化物の除去ができる。

2 脱酸の灰を正しく処理できる。

3 材料に応じた温度設定と看板明示を変更できる。

4 溶解バーナーの清掃ができる。

5 湯の清浄度を保つ為、適宜ノロかきを行える。

6 保守点検ができる。

7 坩堝の交換ができる。

8 自動タイマーの時間設定ができる。

9 パイロットバーナーの交換ができる。

溶解脱酸 1 溶湯温度を確認し適正量のフラックスを入れ、酸化物の除去ができる。

2 材質毎の溶解温度設定ができる。

3 状況を見ながら自ら脱酸灰捨てができる。

4 ｲﾝｺﾞｯﾄとﾘﾀｰﾝ材を適正な配合比で投入できる。

5 溶湯の使用量に合わせてﾀｲﾐﾝｸﾞよく材料溶解できる。
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③資格取得、研修・セミナー受講歴記載部分 

基準日 平成 年 月 日

職務能力評価シート

このシートはあくまでも自己分析であり人事
考課に

部署名 製造部 第一課

直接関係は有りません。 訓練者 確認

製造部 第一課

氏 名 印

評価責任者 確認

氏 名 印
1、訓練期間内における職務内容・訓練・資格取得等

社員ＮＯ 入社年月日( H ・ S )
入社後職歴 (  1課 ・ 2課 ・ 3課 ・ 技開 ・ 生技 ・ iso・kps ・ 品管 ・ 総務 ・営業 ・ 製造 )

年 月 日

訓練評価期間 現職場経験年数 現在の職務内容等(簡記)

H 年 月 日

～ 年 月 日

評価訓練期間内の 通信講座

社外ｾﾐﾅｰ・実習・社内OJT 社外セミナー等

資格取得・通信講座 資格取得

現在までの資格取得(番号に
○)

その他追記のこと

1 ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ運転技能 2
床上ｸﾚｰﾝ運転技
能

3 玉掛け技能 4 ﾌﾟﾚｽ機械作業主任 5 公害防止管理者

6
防火管理
者

7
危険物取扱者 甲・
乙

8
衛生管理
者

9
ｶﾞｽ溶接技
能

10 ｶﾞｽ溶接作業主任者

11 ｱｰｸ溶接技能 12
消防設備点検資格
者

13 熱管理士 14 一種・二種電気工事士 15 ｼｽｱﾄﾞ初級

16
産業用ﾛﾎﾞ
ｯﾄ

17職長安全衛生教育 18普通救命講習 19
研削砥石取替
え

 
 

ＹＸ社では能力評価シートを使った評価の試みと並行して、能力評価の結果を人事考課に

どう反映させるかという点を検討している。ただ、この点は自己評価と職場での評価が乖離

する場合や、部門ごとの生産性の違いなどがあり、かなり難しい課題であると認識している。

現在、人事考課を複数部門の課長以上の社員で議論する「合議制」を取っており、考課者の

リストを見ながら、複数部門の役職者が社員を査定している。ＹＸ社としては、将来的には

体系的なスキルマップに基づき賃金を決定できるようになれば理想的であると考えている。 
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第Ⅴ部 
 

 

 

 

 

 

参考資料 



 

     

整理番号 

    

中小製造業（機械・金属関連産業）における人材育成・能力開発に関する調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この調査は厚生労働省能力開発局 基盤整備室の要請を受けて実施しています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※労働政策研究・研修機構は厚生労働省所管の独立行政法人で、労働政策に資する調査研究活動、労働についての情

報収集・提供などの活動を行っております。（URL http://www.jil.go.jp) 

 

【記入にあたってのお願い】 

１．この調査票は、経営者（事業主）の方がお答えください。 

２．この調査票にご記入いただいた内容はすべて統計的に処理され、研究目的にのみ利用されますので、あり

のままをご記入ください。 

３．ご回答は、あてはまる番号に○印をつけていただくものと、（     ）や     にご記入いただ

くものがあります。 

４．ご回答の内容によって、設問がとぶ場合があります。あてはまる番号に○印をつけてから、矢印にそって

お進みください。 

５．特にことわりのない場合、調査の回答時点は、２０１０年２月１日現在でお答えください。 

６．この調査は、企業を単位として行っています。従って、本社事業所だけでなく、支店、出張所、営業所等を

含めた会社全体についてお答え下さい。 
７．特にことわりのない限り、企業グループ全体ではなく貴社のみの状況についてお答えください。 

８．ご記入が終わりましたら、調査票を受け取りに伺った調査員にお渡し下さい。 

９．ご協力いただいた方には、500円相当の謝礼を用意しております。ご笑納ください。 

10．調査結果をご希望の方には、結果がまとまり次第、要約をお送りさせていただきますので、この調査票の

最終ページの記入欄に、必要事項を記入してください。 

 

企業用 
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Ⅰ．事業と組織について                               

問１ 貴社の現在の生産形態として最も近いのは次のうちどれですか（１つに○）。N=842 

 
１ 量産中心       26.7%    ３ 試作開発中心            4.0% 

２ 多品種少量生産中心  56.8%    ４ その他（具体的に：  ） 9.0%     （無回答 3.4%） 

 

問２ 貴社の生産・販売の活動分野は以下のどれにあたりますか、あてはまるものにいくつでも○をつけて下さ

い。また、最も売上高の多いものを記入してください。N=842 

   
  １ 最終製品を生産して自社ブランドで販売する  19.0% 

 ２ 最終製品を生産して問屋や大手メーカーのブランドで販売する   11.5% 

 ３ 自社の仕様で部品または材料を加工・生産して不特定のユーザーに販売する   10.3% 

 ４ 受注先の仕様に基づき、自社で図面等を作成し部品または材料を加工・生産する   34.6% 

  ５ 受注先の図面に基づいて部品または材料を加工・生産する   62.8% 

（無回答 4.4%） 

        
最も売上高が多いもの・・・（    ） 

 １：11.4％  ２：16.5％  ３：3.1％  ４：19.7％  ５：53.1％  無回答：7.6％ 

 

 

問３ （１）売上高が最も多い企業との取引額が貴社の売り上げに占める割合はどの程度で すか。N=842 

１ 25％未満  31.4%  ２ 25～50％未満  30.5%  ３ 50～75％未満  17.2%  ４ 75％以上  19.0% 

（無回答 1.9%） 

 

（２）ここ３年間で売上高第１位企業への依存率は。 

 １ 高まる 8.2% ２ やや高まる 14.1% ３ 不変 36.2% ４ やや低下  23.6% ５ 低下  15.9%     

（無回答 1.9%） 

 

問４ 貴社の製品市場における国内外の比重はどのようになっていますか。①現在の状況と、②今後３年間の見

通しのそれぞれについてあてはまるもの１つに○をしてください。N=842 

 

  
①現在の状況 

（無回答 2.7%）

②今後３年間の見

通し 

（無回答 6.3%）

国内マーケット中心 １ 

84.2% 

１ 

73.0% 

国内マーケットと海外マーケットがほぼ同程度の比重 ２ 

9.5% 

２ 

15.2% 

海外マーケット中心 ３ 

3.6% 

３ 

5.5% 
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問５ ３年前から現在まで、貴社をめぐる環境はどのように変化していますか（それぞれについて１つに○）。 

※創業３年未満の企業の方は、創業後から現在までの変化をお答えください。またこのあとも３年前からの変化をたずねる

質問を設けていますが、同様の要領でお答えください。N=842 

 

 
当ては

まる 

ある程度当

てはまる 

どちら

とも言

えない 

あまり当

てはまら

ない 

当てはま

らない 

a.製品の品質をめぐる競争が激しくなっている 

（無回答 5.1%） 

１ 

38.6% 

２ 

31.0% 

３ 

17.0% 

４ 

5.2% 

５ 

3.1% 

b.製品の価格が下がっている 

（無回答 3.0%） 

１ 

55.7% 

２ 

25.4% 

３ 

11.4% 

４ 

2.6% 

５ 

1.9% 

c.顧客のニーズが多様化している 

（無回答 5.0%） 

１ 

29.9% 

２ 

32.5% 

３ 

23.4% 

４ 

5.8% 

５ 

3.3% 

d.製品のライフサイクルが短くなっている 

（無回答 4.9%） 

１ 

19.4% 

２ 

18.9% 

３ 

30.6% 

４ 

14.1% 

５ 

12.1% 

e.技術革新のスピードが速まっている 

（無回答 4.9%） 

１ 

19.2% 

２ 

34.1% 

３ 

27.4% 

４ 

9.0% 

５ 

5.3% 

 
 

問６ 現在、貴社が最も脅威と感じている競争相手の企業の立地地域はどこですか（１つに○）。N=842 

 １ 国内      50.4%        ５ 中国・韓国以外のアジアの企業   11.6% 

 ２ 欧米の先進国  1.0%        ６ その他（具体的に：  ）        1.8% 

 ３ 中国          29.8% 

 ４ 韓国           2.0%        （無回答 3.4%） 

 

 

問７  貴社では現在、以下のa～lの取組みについてどの程度積極的に進めていますか（それぞれについて１つ

に○）。N=842 

 

 積極的に進

めている 

ある程度積極的

に進めている 

どちらとも

言えない 

あまり積極

的ではない

全く積極的

ではない 

a.既存の主力製品・サービスの充実、専

業性の強化 

（無回答 5.1%） 

１ 

27.1% 

２ 

41.1% 

３ 

21.5% 

４ 

3.9% 

５ 

1.3% 

b.取り扱う製品、サービスの拡大 

（無回答 5.9%） 

１ 

17.0% 

２ 

38.0% 

３ 

28.6% 

４ 

7.7% 

５ 

2.7% 
c.研究開発部門の充実 

（無回答 5.3%） 

１ 

9.1% 

２ 

23.5% 

３ 

32.8% 

４ 

18.3% 

５ 

10.9% 
d.販売網の充実・営業力の強化 

（無回答 5.2%）  

１ 

15.6% 

２ 

35.0% 

３ 

28.6% 

４ 

10.8% 

５ 

4.8% 
e.インターネットを活用した受発注 

（無回答 5.2%） 

１ 

6.1% 

２ 

18.6% 

３ 

25.5% 

４ 

21.0% 

５ 

23.5% 
f.自動化・省力化投資の強化 

（無回答 6.2%） 

１ 

8.4% 

２ 

24.3% 

３ 

30.9% 

４ 

19.2% 

５ 

10.9% 
g.高精度・高品質化のための設備投資 

（無回答 5.8%） 

１ 

8.3% 

２ 

27.9% 

３ 

30.2% 

４ 

20.3% 

５ 

7.5% 
h.財務体質の強化 

（無回答 5.8%） 

１ 

14.6% 

２ 

41.6% 

３ 

30.3% 

４ 

4.6% 

５ 

3.1% 
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i.生産管理・販売管理・プロジェクト管

理などの改善 

（無回答 5.6%） 

１ 

13.4% 

２ 

41.3% 

３ 

29.2% 

４ 

7.1% 

 

５ 

3.3% 
j.人件費の削減や要員管理の見直し 

（無回答 4.8%） 

１ 

14.1% 

２ 

43.1% 

３ 

29.8% 

４ 

5.8% 

５ 

2.4% 
k.アウトソーシング 

（無回答 8.0%） 

１ 

2.4% 

２ 

12.5% 

３ 

37.4% 

４ 

19.0% 

５ 

20.8% 
l.海外進出 

（無回答 5.3%） 

１ 

3.1% 

２ 

4.2% 

３ 

15.0% 

４ 

14.1% 

５ 

58.3% 
 

 

問８ 貴社では以下のa～dのような生産方式を導入していますか（それぞれについて１つに○）。N=842 

 

用語説明 

●セル生産方式：1 人～数人の作業員が部品の取り付けから組み立て、加工、検査までの全工程（1 人が多工程）を

担当する生産方式。 

●小ロット生産方式：段取り時間を短縮し、より小さいロットサイズで生産を進めていく方式。 

●一個流し生産方式：工程間に仕掛りを作らず、1 個ずつ流す生産方式。 

●モジュール生産方式：部品またはユニットの組み合わせによって、多様な注文に対応する生産方式。 

 

 積極的に導

入している

ある程度積極的

に導入している

どちらとも

言えない 

あまり積極

的ではない

全く積極的

ではない 

a.セル生産方式 

（無回答 9.4%） 

１ 

10.9% 

２ 

24.0% 

３ 

21.6% 

４ 

12.9% 

５ 

21.1% 

b.小ロット生産方式 

（無回答 10.5%） 

１ 

12.4% 

２ 

30.6% 

３ 

26.6% 

４ 

7.4% 

５ 

12.6% 

c.一個流し生産方式 

（無回答 11.5%） 

１ 

5.6% 

２ 

15.6% 

３ 

30.4% 

４ 

15.3% 

５ 

21.6% 

d.モジュール生産方式 

（無回答 11.5%） 

１ 

3.9% 

２ 

12.9% 

３ 

29.5% 

４ 

15.3% 

５ 

26.8% 
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問９ ①以下について、同規模・同業種の企業と比較した場合、貴社の状況をどのように評価されますか（それ

ぞれについて１つに○）。N=842 

 
優れている

やや優れ

ている 
普通 

やや劣って

いる 
劣っている

a.事業所の立地条件 

（無回答 3.0%） 

１ 

12.2% 

２ 

22.3% 

３ 

49.9% 

４ 

10.1% 

５ 

2.5% 

b.機械や生産設備 

（無回答 4.0%） 

１ 

8.6% 

２ 

23.0% 

３ 

48.1% 

４ 

12.7% 

５ 

3.6% 

c.製品・サービスの質 

（無回答 4.3%） 

１ 

15.9% 

２ 

38.4% 

３ 

37.6% 

４ 

3.2% 

５ 

0.6% 

d.製品の開発力 

（無回答 5.3%） 

１ 

6.9% 

２ 

21.1% 

３ 

42.4% 

４ 

17.2% 

５ 

7.0% 

e.取引先を開拓する営業力 

（無回答 3.8%） 

１ 

3.7% 

２ 

14.4% 

３ 

47.4% 

４ 

22.3% 

５ 

8.4% 

f.外部とのネットワーク 

（無回答 4.2%） 

１ 

3.6% 

２ 

16.5% 

３ 

50.2% 

４ 

18.8% 

５ 

6.8% 

g.財務体質 

（無回答 4.0%） 

１ 

6.2% 

２ 

19.1% 

３ 

48.1% 

４ 

18.5% 

５ 

4.0% 

h.情報収集力 

（無回答 4.3%） 

１ 

3.3% 

２ 

17.5% 

３ 

56.2% 

４ 

16.0% 

５ 

2.7% 

i.組織のマネジメント 

（無回答 4.8%） 

１ 

2.0% 

２ 

11.5% 

３ 

59.5% 

４ 

19.6% 

５ 

2.6% 

j.コストの低さ 

（無回答 4.4%） 

１ 

4.3% 

２ 

17.1% 

３ 

54.4% 

４ 

17.1% 

５ 

2.7% 

k.納期の短さ 

（無回答 4.0%） 

１ 

15.6% 

２ 

39.1% 

３ 

35.2% 

４ 

5.6% 

５ 

0.6% 

l.技能者の質 

（無回答 3.8%） 

１ 

10.8% 

２ 

36.9% 

３ 

41.1% 

４ 

6.4% 

５ 

1.0% 

m.技術者の質 

（無回答 4.8%） 

１ 

11.4% 

２ 

34.4% 

３ 

41.6% 

４ 

6.9% 

５ 

1.0% 

 

②a～mのうち、今後とりわけ強化したいのはどの項目ですか。３つまでお答えください。 

 とりわけ強化したい項目・・・（    ）（    ）（    ）  

 

  a.事業所の立地条件         1.4%               h.情報収集力            10.0% 

  b.機械や生産設備          21.1%               i.組織のマネジメント    14.3% 

  c.製品・サービスの質      19.7%               j.コストの低さ          20.9% 

  d.製品の開発力            19.7%               k.納期の短さ            10.0% 

e.取引先を開拓する営業力  33.3%               l.技能者の質            24.9% 

f.外部とのネットワーク      6.3%              m.技術者の質             29.3% 

g .財務体質                28.3%              (無回答：16.5％) 
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問１０ ①貴社では現在、以下にあげる活動を海外で行っていますか。また、②今後、海外での取組みを強化し
たいと考えているのはどの活動ですか。それぞれあてはまるものすべてに○をしてください。N-842 

 
①現在実施 

（すべてに○） 

（無回答 36.0%） 

②今後取組みの強化

を考えているもの

（すべてに○） 

（無回答 41.0%） 

１ 営業・販売 １ 

10.3 % 

１ 

13.8% 

２ 研究開発・試作 ２ 

5.0% 

２ 

7.5% 

３ 製品設計 ３ 

3.1% 

３ 

6.4% 

４ 購買 ４ 

8.7% 

４ 

11.2% 

５ 機械加工 ５ 

5.6% 

５ 

9.0% 

６ 組立・仕上げ ６ 

6.8% 

６ 

9.4% 

７ アフターサービス ７ 

4.5% 

７ 

5.8% 

８ 海外で実施している活動はない／海外での活動の予定はない ８ 

45.8% 

８ 

26.3% 

 

 

問１１ 貴社の組織についてうかがいます。N=842 

（１）現在、どのような組織の仕組みを採用していますか(１つに○)。 

 １ 社長－経営幹部―部長－課長―一般というような、多数の階層にわかれている組織  24.2% 

 ２ 社長－管理職以上－一般というような３つの階層に大雑把にわかれている組織    50.2% 

 ３ 社長と社長以外の２つの階層にわかれている組織                 24.5% 

（無回答 1.1%） 

 

（２）今後の組織の仕組みについてどのように考えていますか（１つに○）。 

 １ 社内の階層の数をこれまでより増やしたい 7.6% ３ 社内の階層の数をこれまでより減らしたい 85.3% 

 ２ 現状のままでよい 5.9% 

（無回答 1.2%） 

 

問１２ 貴社では今後の事業所の数についてどのように考えていますか（１つに○）。N=842 

 １ 増やす予定 4.5%    ２ 現状維持 89.9%   ３ 減らす予定 4.3% （無回答 1.3%） 
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Ⅱ．従業員の採用・定着・人事労務管理について                           

問１３ この３年間の新卒・正社員の採用状況はどうでしたか（最も近いもの１つに○）。N=842 

１ 予定した人数を全て採用できた 25.5%   ３ 募集したが、採用できなかった⇒問１４へ 3.4% 
２ 採用はしたが予定数に満たなかった 4.5%  ４ 募集をしなかった⇒問１４へ  54.0% 

（無回答 12.5%） 

 

 付問 問１３で選択肢１または２に○をつけた方へ N=253 

（１）３年間で採用した人数は・・・      名 

（２）採用した新卒・正社員の最終学歴は（あてはまるものすべてに○）。 
  １ 中学卒                3.2%        ６ 短大・専門学校卒         19.8% 

２ 工業高校卒       47.0%     ７ 大卒・理系               28.9% 

３ 工業高校以外の高校卒 46.2%     ８  大卒・文系               26.9% 

  ４ 高等専門学校卒    6.3%      ９ 大学院卒               6.3% 

  ５ 職業訓練校卒     7.1%      10  その他（具体的に：   ）4.0% 

  （無回答 7.1%） 

 

問１４ 貴社ではこの３年間の正社員の中途採用状況はどうでしたか（最も近いもの１つに○）。N=842 

１ 予定した人数を全て採用できた 38.4%   ３ 募集したが、採用できなかった⇒問１５へ 3.3% 
２ 採用はしたが予定数に満たなかった 5.9%   ４ 募集をしなかった⇒問１５へ 36.3% 

（無回答 16.0%） 

 

付問 問１４で選択肢１または２に○をつけた方へ  

（１）３年間で採用した人数は・・・      名 

（２）中途採用した正社員はどのような人材ですか（あてはまるものすべてに○）。N=373 
１ 大企業の管理職経験者 6.4%       ９ 語学が堪能な人 3.5% 

２ 色々な業界で働いてきた人 44.2%     10 大学や研究機関などに知り合いのいる人 0.0% 

３ 同業他社で働いていた経験のある人46.4%11仕事をする上で義務付けられた職業資格の保有者11.5%       

４ 若年の高学歴者 9.7%          12 職場・現場のリーダー的存在 10.7% 

５ 情報機器・ソフトなどに詳しい人 12.1%  13 新人のメンター的存在（面倒見のよい先輩）1.3%       

６ 社長の片腕になれる人材 5.9%      14 その他 

７ 斬新で大胆な発想ができる人 2.7%    （具体的に：                ） 15.3% 

８ 中高年の熟練労働者 21.4%                                   

（無回答 2.4%） 

（３）中途採用した正社員の賃金を決める際に重視したのは（あてはまるものすべてに○）。N=373 

   １ 専門的知識・技能の水準 47.2%      ７ 学歴 15.8% 

   ２ 前の勤務先での賃金 29.8%        ８ 年齢 53.6% 

   ３ 仕事の通算経験年数 19.8%        ９ これまでの職歴 39.7% 

   ４ 取得している公的資格や技能検定 9.1%  10 家族の状況 16.4% 

   ５ 民間資格や民間の検定の有無 1.1%    11 その他 

６ 業界の地域相場 11.3%           （具体的に:             ） 5.1% 

  ↓                    （無回答 1.1%） 

付問 （３）で選択肢６に○をつけた方へ 貴社の属する業界では、業界団体が賃金に関するデータを

公表していますか。N=42 

    １ している 19.0%          ２ していない  78.6%  （無回答 0.1%） 
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問１５ 貴社では、正社員の採用に際して、a～jの項目をどの程度重視していますか。新卒採用と中途採用を合

わせてお考えください。また、３年間採用がなかった企業の方は、一般的な考え方をお答え下さい（それぞれに

ついて１つに○）。N=842 

 

 重視している どちらとも言えない 重視していない 

a.専門的知識・技能 

（無回答 3.9%） 

１ 

58.4% 

２ 

29.1% 

３ 

8.6% 

b.一般常識 

（無回答 3.3%） 

１ 

62.8% 

２ 

30.9% 

３ 

3.0% 

c.学歴 

（無回答 4.6%） 

１ 

6.7% 

２ 

54.3% 

３ 

34.4% 

d.年齢 

（無回答 3.3%） 

１ 

36.1% 

２ 

49.3% 

３ 

11.3% 

e.これまでの職歴 

（無回答 4.2%） 

１ 

44.4% 

２ 

40.0% 

３ 

11.4% 

f.企画力があること 

（無回答 4.8%） 

１ 

15.2% 

２ 

58.2% 

３ 

21.9% 

g.資格の有無 

（無回答 4.8%） 

１ 

19.6% 

２ 

54.2% 

３ 

21.5% 

h.職場になじめるかどうか 

（無回答 3.2%） 

１ 

62.2% 

２ 

30.9% 

３ 

3.7% 

i.転職回数が少ないこと 

（無回答 3.7%） 

１ 

43.1% 

２ 

43.7% 

３ 

9.5% 

j.その他（具体的に：       ） 

（無回答 80.5%） 

１ 

7.6% 

２ 

8.1% 

３ 

3.8% 

 

問１６ 貴社ではどのようなルートを通じて、正社員の求人をしていますか（あてはまるものすべてに○）。 

N=842 

１ 業界団体からの斡旋 1.2%              ９ ホームページ等インターネットで 7.8% 

２ 職能団体からの斡旋 2.9%              10 取引先の紹介で 9.0% 

３ 民間の職業紹介機関から 15.0%           11 同業他社の紹介で 7.7% 

４ ハローワークなどの公的な職業紹介機関から 77.8%  12 出向者に転籍してもらって 2.4% 

５ 職業情報誌、新聞広告などの紙媒体で 14.5%     13 親会社や関連会社の紹介で 5.0% 

６ 経営者や従業員の親類縁者・知人の紹介で 24.9%   14 その他 

７ 就職合同説明会に参加して 8.1%          （具体的に：             ） 2.5% 

８ 学校訪問等の求人活動で 14.1% 

（無回答 2.7%） 

 

問１７ この３年間の正社員の定着状況は（それぞれについて１つに○）。N=842 

 

 
良い やや良い 

どちらともい

えない 
やや悪い 悪い いない 

a.新卒で採用した正社員 

（無回答 10.3%） 

１ 

14.4% 

２ 

8.3% 

３ 

4.0% 

４ 

1.2% 

５ 

2.0% 

６ 

59.7% 

b.中途採用した正社員 

（無回答 2.3%） 

１ 

23.4% 

２ 

17.2% 

３ 

9.5% 

４ 

4.3% 

５ 

2.9% 

６ 

40.5% 
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問１８ 正社員の定着を高めるために、貴社ではどのような取組みを重視していますか（あてはまるものすべ

てに○）。N=842 

 １ 賃金水準を高める         24.6%    ８ 快適な職場環境の提供 34.4% 

 ２ 仕事の裁量性を高める     15.0%    ９ 社員の家庭生活（育児・介護など）への配慮 14.1% 

 ３ 個人の成果を処遇に反映   27.6%    10 福利厚生の充実 17.7% 

 ４ 個人の能力を処遇に反映   35.5%     11 労働時間の短縮 14.3% 

５ 会社の経営方針や経営戦略を       12 苦情処理機関の設置・充実 2.0% 

従業員に明確に示す     35.6%     13 その他 

 ６ 職場の人間関係を良くする 46.9%     （具体的に：             ） 1.2% 

 ７ 能力開発・教育訓練    28.1%    14 特に重視している取組みはない 10.6% 

（無回答 2.7%） 

 

問１９ 以下の人事管理上の取組みのうち、貴社で実施しているものは何ですか（あてはまるものすべてに○）。

N=842 

 １ 賃金表（職能、等級などによって従業員の    ７ 短時間勤務制度 6.2% 

基本給を一覧表にしたもの）の作成 26.7%   ８ 在宅勤務制度 0.6% 

 ２ 定期昇給制度 34.9%             ９ 1年を超える育児休業 11.2% 

 ３ 目標管理制度 11.8%             10 3か月を超える介護休業 6.3% 

 ４ 従業員持ち株制度 6.1%           11 定年到達者のうち希望した者全員の再雇用 45.5% 

 ５ 年俸制 3.6%                12 61歳以上への定年延長 36.6% 

 ６ フレックスタイム制や裁量労働制などの    13 1～12のような取組みは実施していない 11.9% 

   柔軟な労働時間制度 5.9% 

（無回答 3.2%） 

 

問２０ 貴社の従業員についてどのように見ていますか（それぞれについて１つに○）。N=842 

 

 

そう思う

どちらかと

いうとそう

思う 

どちら

とも言

えない 

どちらかと

いうとそう

思わない 

そう思わな

い 

a.会社とは単に雇われているだけの関係で

あると考える従業員が多い 

（無回答 1.7%） 

１ 

7.2% 

２ 

22.6% 

３ 

38.2% 

４ 

18.8% 

５ 

11.5% 

b.会社を、腕を磨き、自分を鍛える場である

と考える従業員が多い 

（無回答 1.7%） 

１ 

5.2% 

２ 

23.0% 

３ 

49.2% 

４ 

15.7% 

５ 

5.2% 

c.自分の私生活を多少犠牲にすることもや

むを得ないと考える従業員が多い 

（無回答 1.9%） 

１ 

5.3% 

２ 

26.4% 

３ 

44.4% 

４ 

15.6% 

５ 

6.4% 

d.従業員の間で能力のバラツキが大きい。 

（無回答 1.9%） 

１ 

18.8% 

２ 

36.8% 

３ 

31.8% 

４ 

8.2% 

５ 

2.5% 
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Ⅲ．人員構成と生産活動に携わる基幹的人材について                        

 

問２１ 貴社の人員構成についてうかがいます。２０１０年２月１日時点の数字を以下の回答欄にご記入くださ

い（いない場合には「２ いない」に○をつけてください）。N=842 

 ※非正社員には、派遣労働者、請負労働者といった貴社で直接雇用していない人々は含まないでください。 

 
問２２ 貴社の正社員・非正社員についてうかがいます。 

（１）３年前からの人数の変化は（それぞれについて１つに○）。N=842 

 増えた 変わらない 減った ３年前も現在もいない 

a.正社員 

（無回答 2.7%） 

１ 

25.4% 

２ 

35.6% 

３ 

36.2% 

４ 

0.0% 

b.非正社員 

（無回答 9.7%） 

１ 

15.6% 

２ 

34.1% 

３ 

27.7% 

４ 

12.9% 

 

（２）正社員・非正社員それぞれに占める35歳未満の比率は（それぞれについて１つに○）。 

 10％未満 10～30％未満 30～50％未満 50～70％未満 70％以上 

a.正社員 N＝842 

（無回答 3.4%） 

１ 

25.1% 

２ 

27.1% 

３ 

25.4% 

４ 

11.0% 

５ 

8.0% 

b.非正社員 N＝613 

（無回答 10.1%） 

１ 

58.1% 

２ 

10.3% 

３ 

10.9% 

４ 

4.9% 

５ 

5.7% 

 

（３）現在の過不足状況は（それぞれについて１つに○）。N=842 

 過剰 適正 不足 いない 

a.正社員 

（無回答 3.2%） 

１ 

16.2% 

２ 

65.7% 

３ 

15.0% 

４ 

3.2% 

b.非正社員 

（無回答 5.6%） 

１ 

7.1% 

２ 

52.5% 

３ 

7.5% 

４ 

27.3% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 男性 女性 男女計 

a.正社員（常勤の役員、家

族従業員を含む） 

１ いる： 90.1%  

２ いない  0.8% 

（無回答 9.0%） 

１ いる： 81.2%  

２ いない 9.7% 

（無回答 9.0%） 

１ いる： 94.2%  

２ いない 

（無回答 5.7%） 

b.非正社員（パート、アル

バイト、契約・嘱託社員な

ど正社員以外の従業員） 

１ いる： 49.2%  

２ いない 44.1% 

（無回答 6.8%） 

１ いる： 51.7%  

２ いない 41.7% 

（無回答 6.7%） 

１ いる： 67.5%  

２ いない 27.2% 

（無回答 5.3%） 
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問２３（１）貴社での生産活動に携わる従業員（技能職・技術職）の人数を以下にご記入ください（いない場合

には「２ いない」に○をつけてください）。なお、技能者・技術者の仕事を兼務している従業員については、主

たる業務内容を考えていずれかに割り振ってください。N=842 

 

用語説明 

●「技能職」とは、ものの製造（切削、加工、組立、検査など）を担当している従業員を指します。 

●「技術職」とは、以下のような業務を主に行う人材を指します 

①基礎研究・基盤技術の先行研究などの「研究」業務 

②製品開発、技術開発などの「設計・開発」業務 

③既存の商品の改良・改善などの「生産（開発）」業務 

④高度な技術的知識を生かした「品質・生産管理」「エンジニアリング・セールス」「製品販売先への技術的アフターサー

ビス」などの業務 

●「管理職従業員」は、課長相当以上の従業員を指します。 

 

（２）技能職、技術職のうち、人数の多いほうに○をつけてください。現在、同数の場合には今後、より人数

が多くなる見込みのあるほうに○をつけてください。N=842 

 

             １ 技能職 76.4%     ２  技術職  18.3% 

 

（無回答 5.3%） 

 

技能職・技術職のうち、貴社においてより人数の多いほうを、以下では「生産活動に携
わる基幹的人材」と呼ぶこととします。問２４～問３７ではこの、「生産活動に携わる基
幹的人材」の現状についてうかがいます。 

 

 

問２４ 貴社の生産活動に携わる基幹的人材のうち、正社員は何名ですか。・・・      名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管理職従業員 非管理職従業員 合計 

a.技能職 

１ いる： 63.5%  

２ いない  20.9% 

（無回答 15.6%） 

１ いる：  69.1%  

２ いない  14.1% 

（無回答 16.7%） 

１ いる： 89.7%  

２ いない 3.6% 

（無回答 6.8%） 

b.技術職  

１ いる：  55.1% 

２ いない  32.1% 

（無回答 12.8%） 

１ いる： 37.6% 

２ いない 48.5% 

（無回答 13.9%） 

１ いる： 64.4%  

２ いない 26.6% 

（無回答 9.0%） 
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問２５ 生産活動に携わる基幹的人材に必要なのはどのような知識・能力ですか。Ａ、Ｂいずれかのうち、貴

社に該当するボックスから選んで３つまでお答えください。 

Ａ 生産活動に携わる基幹的人材が技能職の場合 N=643 

１ 高度に卓越した熟練技能 35.3% ６ ＮＣ機やＭＣのプログラミング 20.7% 

２ 設備の保全や改善の知識・技能 23.0% ７ 品質管理や検査・試験の知識・技能 28.0% 

３ 生産工程を合理化する知識・技能 37.3% ８ 単独で多工程を処理する技能 22.6% 

４ 組立て・調整の技能 26.6% ９  計測システムのオペレーション 4.2% 

５ 自動機の段取り替えをする技能 14.9% 10  その他（具体的に：    ） 3.4% 

（無回答 21.0%） 

Ｂ 生産活動に携わる基幹的人材が技術職の場合 N=154 

１ 特定の技術に関する高度な専門知識 32.5% ８ 進捗管理・予算管理などのプロジェクト管理能力

11.7% 

２ 複数の技術に関する幅広い知識 31.8% ９ 生産の最適化のための生産技術 13.0% 

３ ニーズ調査・分析などを通じてユーザーニーズ 10 工程管理に関する知識 12.3% 

  を的確に把握し、それを製品設計化する能力29.2% 11 加工・組立に関する知識 20.8% 

４ 製品の企画・構想段階から問題点を提案し、改善 12 生産設備の保守・管理技術 4.5% 

  提案を行うコンサルティング能力 18.8% 13 ISO9000シリーズに関する知識 1.3% 

５ ユーザーの業務やニーズを理解し、コミュニケー 14  ISO14000シリーズに関する知識 0.6% 

  ション、プレゼンテーションできる能力 18.8% 15 その他  

６ 革新的技術を創造していく能力  16.2%   （具体的に：         ）1.3% 

７ 知的財産情報（特許）への対応能力 11.0%  

（無回答 18.8%） 

生産活動に携わる基幹的人材に必要な知識・能力（Ａ・Ｂいずれかのボックスから３つまで） 

・・・（   ）（   ）（   ） 

 

問２６ 貴社では、生産活動に携わる基幹的人材に求められる仕事上の能力を明確にしていますか（１つに○）。

N=842 

１ 非常に明確にしている 15.8% ３ どちらとも言えない 27.3%    ５ 明確にしていない 9.1%       

２ やや明確にしている  35.3% ４ あまり明確にしていない 10.0%  （無回答 2.5%） 

 

問２７ 生産活動に携わる基幹的人材に必要な仕事上の能力は、どの程度の従業員に認識されていますか（１

つに○）。N=842 

１ ほぼ全員に認識されている 38.0%        ４ ほとんどの従業員が認識していない 10.0% 

２ 半数以上の従業員に認識されている 25.4% ５ どの程度の従業員が認識しているかはわからない9.4% 

３ 一部の従業員しか認識していない 14.4%  （無回答 2.9%） 

 

問２８ 貴社では、生産活動に携わる基幹的人材に必要な仕事上の能力を、どのように従業員へ伝達しています

か（あてはまるものすべてに○）。N=842 
１ 会議・小集団で 45.8%         ７ 職務記述書の明示 8.2% 

２ 朝礼で 45.4%             ８ 人事制度・賃金制度を社員に公開する中で 5.2% 

３ 社内LANで 2.6%                    ９ インフォーマルなコミュニケーションの中で 4.9% 

 ４ 冊子や回覧紙で配布する 5.1%      10 その他 

５ 日常の業務の中で 58.8%        （具体的に：             ） 1.5% 

６ 職場でのOJTを通じて 22.8%       11 改めて伝達することはしていない 6.2% 

（無回答 2.0%） 
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問２９ 生産活動に携わる基幹的人材の賃金カーブは以下のどれに近いですか（１つに○）。N=842 

１ 年齢・勤続とともにかなり上昇 5.9%   ２ 年齢・勤続とともにやや上昇 66.3%  

３ 年齢・勤続による変化なし 24.0%     （無回答 3.8%） 

 
問３０ 生産活動に携わる基幹的人材の賃金は、以下のどの要素を組み合わせて決定しますか。あてはまる要素

をいくつでも選んで○をつけてください。N=842 

１ 年齢、勤続年数、学歴などの個人属性（年齢給、勤続給）50.0%   ５ 仕事の経験年数 29.8% 

２ 仕事の遂行能力に合わせて支払う（職能給）62.5%         ６  同業他社の賃金 9.0% 

３ 仕事の種類や性格そのもの（職種給、職務給）20.5%       ７ その他 

４ 仕事の業績（成果給・業績給）32.7%              （具体的に：   ）1.0% 

（無回答 2.4%） 

問３１ 生産活動に携わる基幹的人材の働きぶりを評価し、処遇に反映させる仕組みがありますか。N=842 

１  はい 45.4%        ２ いいえ⇒問３２へ  27.4%    （無回答 27.2%） 

   

付問 問３１で選択肢１に○をつけた方へ 働きぶりを評価する際には、どのような点を重視していますか

（重視しているものすべてに○）。N=382 

 １ 仕事の遂行能力（正確さ、速さ、質）89.3%     ８ 部下や後輩を指導する能力53.7% 

 ２ 専門的な知識・技能47.6%             ９ 勤怠状況43.2% 

 ３ 関連業務や全社業務に関する広い知識・技能17.5%   10 トラブルに対処する能力24.9% 

  ４ 達成意欲・チャレンジ精神50.3%           11 取引先や顧客からの信頼25.9% 

  ５ 短期的な仕事の業績8.6%              12 取得している職業資格13.9% 

  ６ 長期的な会社への貢献23.6%             13 その他 

  ７ 職場のチームワークへの貢献33.2%           （具体的に：     ）0.3% 

 

（無回答 0.3%） 

 

問３２ （１）貴社の、生産活動に携わる基幹的人材のうち、以下のⅠ～Ⅴのレベルの人材の過不足状況をお

答え下さい（それぞれについて１つに○）。N=842                         
  過剰 適正 不足

低レベル Ⅰ.先輩・上司の細かな指示で仕事をこなせる人材 

（無回答 10.6%） 

１ 

7.2% 

２ 

70.2%

３ 

12.0%

↓ Ⅱ.先輩・上司の大まかな指示で仕事をこなせる人材 

（無回答 10.0%） 

１ 

2.5% 

２ 

73.4%

３ 

14.1%

↓ Ⅲ.単独で仕事をこなせる人材 

（無回答 8.6%） 

１ 

0.7% 

２ 

59.1%

３ 

31.6%

↓ Ⅳ.部下や後輩に指示や助言をしながら仕事をさせられる人材 

（無回答 9.1%） 

１ 

0.6% 

２ 

44.7%

３ 

45.6%

高レベル Ⅴ.職場で最も難しい仕事をこなせる人材 

（無回答 8.8%） 

１ 

0.4% 

２ 

41.0%

３ 

49.9%

 

（２）上記のⅠ～Ⅴのレベルの中で、貴社で一人前といえるレベルはどれですか。N=842 

・・・（   ）のレベル 

Ⅰ 1.7% Ⅱ 8.0% Ⅲ 47.7% Ⅳ 26.0% Ⅴ 5.5% （無回答 11.2%） 

 

（３）一人前のレベルの基幹的人材になるには、どのくらいの経験年数が必要ですか・・・ 

約 6.4 年（平均） 
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（４）一人前のレベルに達している貴社の基幹的人材は、同規模同業種の他社で同じような仕事をした場合、通

用するとお考えですか。N=842 

  １ 通用する 42.6%      ３ どちらとも言えない 19.4%    ５ 全く通用しない 0.2% 

 ２ ある程度通用する 28.4%  ４ あまり通用しない 2.9%     （無回答 6.5%） 

 

(５）上記のⅠ～Ⅴの各レベルの基幹的人材について、不足が生じた場合、どのような方法で補充しますか。レベ

ルごとに主な補充方法を１つだけ選び、下の欄に記入してください。N=842 

 

（補充方法） 

１ 社内にすでにいる人材を育成して埋める   ３ 外部から即戦力となる人材を採用して埋める 
  ２ 社内の他の部署にいる者を異動して埋める   
 

Ⅰレベル Ⅱレベル Ⅲレベル Ⅳレベル Ⅴレベル 

1 41.1% 

2 9.5% 

3 23.5% 

（無回答 25.9%） 

1 42.9% 

2 12.1% 

3 18.2% 

（無回答 26.8%）

1 47.6% 

2 12.4% 

3 16.5% 

（無回答 23.5%）

1 43.7% 

2 16.5% 

3 14.7% 

（無回答 25.1%） 

1 39.9% 

2 12.2% 

3 21.0% 

（無回答 26.8%）

 

 

（６）基幹的人材の育成についてマニュアル化（＝仕事の経験のさせ方や必要となる研修など、人材の育成に求

められる内容を整理すること）が可能なのは、Ⅰ～Ⅴレベルのうち、どのレベルまでですかN=842 

１ すべてのレベルでマニュアル化は不可能 22.6% ４ Ⅲレベルまで 26.2% 

２ Ⅰレベルまで 5.3% ５ Ⅳレベルまで 4.9% 

３ Ⅱレベルまで 20.9% ６ すべてのレベルでマニュアル化可能⇒問３３へ

5.0% 

（無回答 15.1%） 

 

  付問 （６）で選択肢１～５のいずれかに○をつけた方へ あるレベル以上の人材の育成についてマニュア

ル化ができないのはなぜですか（あてはまるものすべてに○）。N=673 

１ 仕事の変化が激しいから 29.0%     ３ マニュアル化を行う余裕がないから 32.2% 

２ 仕事が複雑あるいは高度だから 49.0%     ４ その他 （具体的に：   ） 5.2% 

（無回答 6.2%） 

 

 

問３３ 生産活動に携わる基幹的人材には、業務独占的資格（取得していないと仕事ができない資格）が必要

ですか。N=842 

１  必要である 22.3%        ２  必要ない  72.1%   （無回答 5.6%） 
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問３４ 貴社では、生産活動に携わる基幹的人材に取得を義務付け、または奨励している資格がありますか。た

だし、必要とされる業務独占的資格は除きます。N=842 

 １  ある 29.3%           ２  ない⇒問３５へ  62.4%  （無回答 8.3%） 

 ↓  

付問１ 取得を義務付け、あるいは奨励している主要な資格５つまでについて、Ａ.資格名、Ｂ．資格の分類、Ｃ.

貴社における位置づけ、Ｄ.取得までの支援の状況、Ｅ．昇給・昇進など処遇への反映状況をお答え下さい。 

Ａ.資格名 Ｂ．資格の分類 

（１つに○）。 

 

１ 公的資格・検

定 

２ 民間や業界の

資格・検定 

３ 社内検定（親

会社のものも

を含む） 

Ｃ.貴社での位置づけ 

（あてはまるものすべてに

○）。 

１ 業務命令で取得させる 

２ 一定の職位までに取得を

奨励 

３ 自己啓発のために取得を

奨励 

４ 有資格者を採用 

５ その他 

Ｄ．取得までの貴社における支援状

況（あてはまるものすべてに○）。 

 

１ 受講料、講習会費などの費用を

援助 

２ 受験や講習会の受講に時間的に

配慮 

３ 勉強会・講習会を独自に開催 

４ その他 

５ 特に支援していない 

Ｅ．処遇へ

の反映 

 

１反映 

２反映 

せず 

 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ 

 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ 

 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ 

 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ 

 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ 

 

 

付問２ 「Ｅ.処遇への反映」で、いずれかの資格について「２．反映せず」と○をつけた方へ 

反映しない理由を以下から選んでください（あてはまるものすべてに○）。 
N=112 

１ 資格は作業をする上での最低必要条件に過ぎず、実際の評価は仕事ぶりで判断しているため 10.5% 

２ 資格保有者と保有してない者との間に明確な能力差がみられないため                       0.9% 

３ 資格の制度ができて日が浅く、職場に十分に定着してないため                             0.0% 

４ 資格の内容が職場に必要な技能と必ずしも一致していないため                             0.0%  

５ その他（具体的に：                       ）                    0.0% 

(無回答 89.4%) 

 

 

問３５ 基幹的人材に関連する既存の資格・検定について、貴社ではどのように評価していますか（あてはま

るものすべてに○）。N=842 

 １ 従業員が専門性に対する意欲を高めるのに有効である 40.7% 

 ２ 従業員が自分の能力を冷静に見直すのに有効である 27.1% 

 ３ 社内の職業能力評価を補完している 14.3% 

 ４ 対外的に自社の従業員の職業能力をアピールできる 24.6% 

 ５ 資格は職業能力のごく一部を証明するに過ぎない 24.6% 

 ６ 各種の資格が乱立していて、内容やレベルがわかりにくい 4.3% 

 ７ 業務内容にあった適切な資格がない 12.7% 

 ８ 業務にあった資格のレベルが低すぎる 1.9% 

 ９ 当社の業務は資格になじまない 15.9% 

 10 その他（具体的に：     ）1.8% 

（無回答 6.3%） 
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問３６ 生産活動に携わる基幹的人材が一人前になるにはどのような方法が効果的ですか（１つに○）。N=842 

１ 一つの勤め先で長期にわたって働き続ける⇒問３７へ 72.1% 
２ 会社は変わっても同じ仕事を続ける 10.2% 

３ 一人前になるまでは同じ勤務先で働き続け、そのあとは会社を変わって経験を積む 5.1% 

４ その他（具体的に：                     ）⇒問３７へ 1.9% 

（無回答 10.7%） 

 

付問  問３６で選択肢２または３に○をつけた方へ なぜ会社を変わることが効果的だとお考えですか（あ

てはまるものすべてに○）。N=129 

１ 会社を変わったほうが、本人のスキルの伸びやスキルの幅の拡大が期待できるから 76.7% 

２ 会社を変わったほうが、人脈が広がるから 24.8% 

３ 会社を変わったほうが、労働条件が向上するから 6.2% 

４ 今の勤務先では、ほかの従業員と競合が生じてしまうから 3.9% 

５ 昔からそういう慣行になっているから 6.2% 

６ その他（具体的に：                    ） 3.1% 

（無回答 7.0%） 

 

 

問３７ 貴社の生産活動に携わる基幹的人材に対しては、一人前になってからも、さらに職業経験を積むこと

でより高度な仕事に挑戦できる職業的キャリアが用意されていますか（最も近いもの１つに○）。N=842 

１ より専門性を高められるような職業的キャリアが確立している 8.7% 

２ 基本的な仕事の内容は変わらないが、昇進して管理・監督的な仕事が用意されている 43.6% 

３ 基本的な仕事の内容は変わらないが、のれん分けなど独立・開業の機会が多い 3.3% 

４ 一人前になった人は、その先の仕事も質的にはあまり変わらない 34.3% 

（無回答 10.1%） 
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Ⅳ．従業員の育成、能力開発について                         

まず、問２３（２）で答えていただいた、「生産活動に携わる基幹的人材」を対象とした育成・能力開発につ

いてうかがいます（問３８～問４６）。 

 

 

問３８ 生産活動に携わる基幹的人材の育成、能力開発の方針は（最も近いもの１つに○）。N=842 

１ 数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しながら能力開発を行っている 8.4% 
２ 今の人材を前提に、その能力をもう一段アップできるよう、能力開発を行っている 32.1% 

３ 個々の従業員が当面の仕事をこなすため必要な能力を身につけることを目的に能力開発を行っている

26.5% 

４ 人材育成・能力開発について特に方針を定めていない 24.5% 

（無回答 8.6%） 

 
 
 

問３９ 貴社では、生産活動に携わる基幹的人材を対象とした育成・能力開発に関連して、以下のa～eの取り

組みをどの程度積極的に進めていますか（それぞれについて１つに○）。N=842 

 

 
積極的に進

めている 

ある程度積

極的に進め

ている 

どちら

とも言

えない 

あまり積

極的では

ない 

全く積

極的で

はない 

a. 指導者を決め、計画にそって、育成・能力

開発を行っている 

（無回答 6.9%） 

１ 

7.6% 

２ 

31.0% 

３ 

30.9% 

４ 

15.4% 

５ 

6.9% 

b. 作業標準書やマニュアルを使って、育成・

能力開発を行っている 

（無回答 8.3%） 

１ 

6.5% 

２ 

28.6% 

３ 

30.0% 

４ 

17.5% 

５ 

9.0% 

c. 仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から

難しい仕事へと経験させるようにしている 

（無回答 6.8%） 

１ 

12.4% 

２ 

52.1% 

３ 

22.6% 

４ 

3.6% 

５ 

2.6% 

d. 主要な担当業務のほかに、関連する業務も

ローテーションで経験させている 

（無回答 8.0%） 

１ 

4.8% 

２ 

33.5% 

３ 

33.4% 

４ 

14.3% 

５ 

6.2% 

e. 社員による勉強会や提案発表会 

（無回答 8.6%） 

１ 

5.6% 

２ 

18.4% 

３ 

30.0% 

４ 

20.3% 

５ 

17.1% 
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問４０ 貴社では、生産活動に携わる基幹的人材を対象としたOff-JT（仕事を離れた教育訓練）をどのように

進めていますか（あてはまるものすべてに○）。N=842 

１ Off-JTのための予算を毎年確保している 4.4% 

２ Off-JTの企画・立案をする担当者を決めている 7.5% 

３ Off-JTのための教材や機材、設備を用意している 4.2% 

４ 教材・研修などに関する情報を収集している 16.2% 

５ 社外の機関が行う研修に従業員を派遣している 24.1% 

６ １～５までの取り組みは行っていない 52.7% 

（無回答 7.0%） 

 

付問１ 問４０で選択肢４に○をつけた方へ 貴社ではどのようなルートを通じて、教材・研修などに関す

る情報を収集していますか（あてはまるものすべてに○）。N=136 

１ 親会社・グループ会社などから 32.4%    ７ 公共職業訓練機関（ポリテクセンター、 

２ 民間教育訓練機関から 36.8%          工業技術センター・試験所等含む）から33.1% 

３ 会社で使用する機器等のメーカーから25.7%  ８ 専修学校・各種学校0.7% 

４ 商工会議所など地域の経営者団体から41.2%  ９ 高専、大学、大学院等5.1% 

５ 加盟している業界団体から33.1%       10 業界紙（誌）から8.8% 

６ 能力開発協会、労働基準協会、公益法人    11 その他 

（財団、社団、職業訓練法人等）から40.4%   (具体的に：    )5.1% 

     （無回答 0.0%） 

 

 

付問２ 問４０で選択肢５に○をつけた方へ N=203 

（１）社外の機関に基幹的人材を派遣する理由は何ですか（あてはまるものすべてに○）。 

１ 資格取得のために効果的だから 36.9% 

    ２ 仕事をする上で必要な能力を従業員に意識させることができるから 79.8% 

    ３ 従業員が自分の職業能力のレベルを知ることができるから 41.9% 

４ 同じ職種の人と接することで、従業員のモチベーションが上がるから 36.5% 

    ５ 従業員の人脈形成につながるから 12.3% 

    ６ 従業員を通じて、教育訓練に関する新しい情報を入手できるから 17.2% 

    ７ その他（具体的に：                    ）1.5% 

    （無回答 0.0%） 

                            

（２）どのような機関に基幹的人材を派遣していますか（あてはまるものすべてに○）。N=203 

１ 親会社・グループ会社など22.7%       ７ 公共職業訓練機関（ポリテクセンター、 

２ 民間教育訓練機関42.4%             工業技術センター・試験所等含む）28.1% 

３ 会社で使用する機器等のメーカー29.1%    ８ 専修学校・各種学校3.4% 

４ 商工会議所など地域の経営者団体37.9%     ９ 高専、大学、大学院等2.0% 

５ 業界団体28.6%               10 その他 

６ 能力開発協会、労働基準協会、公益法人     (具体的に：     )3.4% 

（財団、社団、職業訓練法人等）41.4%        （無回答 0.0%） 
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問４１ 生産活動に携わる基幹的人材を対象としたOff-JTを行う目的は何ですか（あてはまるものすべてに○）。

N=842 

１ 仕事の際の基本的な心構えを身につけさせるため22.2% 

２ OJT（仕事をしながらの教育訓練）では習得が難しい体系的な知識・技能を学習させるため16.9% 

３ 仕事や作業をスムーズに進める上で必要な専門知識・技能を習得させるため25.4% 

４ OJTで身につけた作業のやり方の裏付けとなる知識や理論を学習させるため10.3% 

５ 新たに導入された(又は､導入予定の)設備機器等の操作方法に関する知識・技能を習得させるため9.7% 

６ 新しい技術・技能・知識を習得させるため17.9% 

７ 役職につくなどのキャリアの節目ごとに必要となる知識・技能を体系的に習得させるため8.6% 

８ 仕事に関連した資格を取得させるため11.5% 

９ その他（具体的に：                         ）0.7% 

10 基幹人材の従業員を対象としたOff-JTは実施していない36.9% 

（無回答 15.1%） 

 

問４２ 貴社では今後、生産活動に携わる基幹的人材の育成・能力開発にあたって、現在よりもOff-JTの機会を

増やしていこうとお考えですか（１つに○）。N=842 

  １ 増やしたい 

   4.9% 

２ やや増やしたい 

   19.8% 

３ 現状維持 

   59.6% 

４ やや減らしたい 

   0.1% 

５ 減らしたい 

   1.4% 

（無回答 14.1%） 

 

問４３ 生産活動に携わる基幹的人材の自己啓発（通信教育の受講、テキストの購入、セミナー参加など、各自

が自主的に行う教育訓練）に対して、支援（費用の補助、情報提供など）をしていますか（１つに○）。N=842 

 １ 支援している  24.0%   ２ 支援を検討している 20.7%  ３ 支援は予定していない 46.6% 

（無回答 8.8%） 

 

問４４ 生産活動に携わる基幹的人材の育成・能力開発における、経営者団体・業界団体の活用についてうか

がいます。N=842 

（１）これまで、商工会議所など地域の経営者団体や業界団体に、生産活動に携わる基幹的人材の育成・能力

開発に関して相談をしたことがありますか。         

１  ある 15.1%       ２  ない  76.5% 

（無回答 8.4%） 

 

（２）貴社ではこれまで、生産活動に携わる基幹的人材の育成・能力開発を目的として経営者団体や業界団体

を活用するため、以下の①、②を実施したことがありますか（それぞれについて１つに○）。     

①活用のための予算の確保 

（無回答 9.6%） 
１ ある 13.1%   ２ ない  77.3% 

②情報収集や手続きなどを行う担当者を置くこと 

（無回答 10.0%） 
 １ ある 11.2%   ２ ない 78.9% 

 

（３）①貴社では３年前と比較して、生産活動に携わる基幹的人材の育成・能力開発のために経営者団体や業界

団体を活用する機会はどうなっていますか。②また、今後の活用機会についてはどのようにお考えですか（それ

ぞれについて１つに○）。 

 

①現在－３年前と比較して、育成・能力開発のための経営者団体・業界団体の活用機会は、（無回答 14.6%） 

１ 増えている 

   2.4% 

２ やや増えている 

   10.0% 

３ 変わっていない 

   58.8% 

４ やや減っている 

   5.2% 

５ 減っている 

   8.9% 
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②今後の意向－現在と比較して、育成・能力開発のため経営者団体・業界団体の活用機会を、（無回答 14.6%） 

１ 増やしたい 

   2.4% 

２ やや増やしたい 

   16.5% 

３ 現状維持 

   60.6% 

４ やや減らしたい 

   1.2% 

５ 減らしたい 

   4.8% 

 

問４５ 生産活動に携わる基幹的人材を対象とした、①OJT、②Off-JT、③自己啓発への支援はどの程度うまくい

っていますか（それぞれについて１つに○）。N=842 

 

 非常にうま

くいってい

る 

ある程度う

まくいって

いる 

どちらとも

言えない 

あまりうま

くいってい

ない 

まったくう

まくいって

いない 

実施して

いない 

①OJT 

（無回答 32.7%） 

１ 

1.4% 

２ 

24.9% 

３ 

27.3% 

４ 

3.9% 

５ 

0.6% 

６ 

9.1% 

②Off-JT 

（無回答 17.7%） 

１ 

1.0% 

２ 

12.4% 

３ 

28.0% 

４ 

3.6% 

５ 

0.5% 

６ 

36.9% 

③自己啓発への支援 

（無回答 9.4%） 

１ 

0.4% 

２ 

6.2% 

３ 

11.4% 

４ 

2.7% 

５ 

0.5% 

６ 

69.5% 

 

 

問４６ 基幹的人材の教育訓練を行うにあたって、問題となっているのはどのような点ですか（あてはまるも

のすべてに○）。 N=842 

 

１ 従業員に必要な能力を明らかにすることが難しい 

11.0%

７ 適切な内容やレベルの研修コースを設けている教育訓

練機関がない                                8.8%

２ 従業員に必要な能力を明らかにできても、従業員に ８ 社外の教育訓練機関を使うのにコストがかかりすぎる

うまく伝えることができない         6.8%

３ 従業員のやる気が乏しい          20.5%

                       21.6%

９ 教育訓練に関わる国の助成金の申請手続きの方法が 

４ 従業員が忙しすぎて、教育訓練を受ける時間がない わからない                                  7.0%

 30.4% 10 その他 

５ 上司と部下、先輩と後輩との間でのコミュニケー （具体的に：           ）            1.5%

  ションがうまく取れていない              10.5% 11 特に問題はない                             22.9%

６ どこにどのような教育訓練機関があるかがわから  

ない                                     5.9%  

（無回答 12.4%） 
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以下では、貴社における従業員の育成・能力開発全般に関わることについてうかがいます 

（問４７～問５１）。 

 

 

問４７ 以下にあげる人材のうち、①貴社で育成や能力開発に力を入れているのはどのような人材ですか。ま

た、②育成や能力開発に力を入れている人材について、これまでの育成や能力開発の取組みをどのように評価

していますか。①：N=842（②は項目に記載） 

 
 ①育成や能力

開発に力を入

れてきた人材

（あてはまる

ものすべてに

○） 

①
で
○
を
つ
け
た
人
材
に
つ
い
て 

の
み
、
②
を
回
答 

②これまでの育成や能力開発の取組みに対する評価 

（それぞれについて１つに○） 

十分に実施で

きている 

ある程度

実施でき

ている 

どちらと

も言えな

い 

あまり実

施できて

いない 

全く実施で

きていない

経営者ご自身 

N=271 （無回答 1.1%） 

１ 

32.2% 

１ 

8.5% 

２ 

52.4% 

３ 

24.7% 

４ 

8.5% 

５ 

4.8% 

会社全体の経営や管理を担える人材 

N=238 （無回答 8.0%） 

２ 

28.3% 

１ 

3.4% 

２ 

44.1% 

３ 

31.5% 

４ 

11.3% 

５ 

1.7% 

職場のリーダーや監督の役割を担える

人材 

N=409 （無回答 7.6%） 

３ 

48.6% 

１ 

2.7% 

２ 

46.7% 

３ 

32.0% 

４ 

8.6% 

５ 

2.4% 

営業拡大や顧客開拓を進められる人材 

N=119 （無回答 14.3%） 

４ 

14.1% 

１ 

1.7% 

２ 

34.5% 

３ 

26.9% 

４ 

19.3% 

５ 

3.4% 

事務関連の仕事を担当する人材（総務

担当者など） 

N=86 （無回答 1.2%） 

５ 

10.2% 

１ 

9.3% 

２ 

59.3% 

３ 

20.9% 

４ 

7.0% 

５ 

2.3% 

人材の育成や能力開発には特に力を入

れていない 

６ 

14.3% 

 

（①：無回答 13.4%） 

 

問４８ 貴社では、つぎのような情報を、従業員個々人ごとに把握し、整理していますか（あてはまるものす

べてに○）。N=842 

 １ 入社前の職歴 66.2%            ５ 各種資格の取得状況  54.9% 

 ２ これまでに経験した部署・職場 39.8%    ６ その他（具体的に：          ）  1.1% 

３ 研修歴 14.3%              ７ 従業員個々人の教育訓練やキャリアに関する情報は 

 ４ 自己啓発の状況 5.2%            把握・整理していない 11.0% 

（無回答 7.5%） 
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問４９ 従業員に対する能力開発は、以下のa～fの点でどの程度の効果が得られましたか（それぞれについて

１つに○）。N=842 

 非常に効果が

ある 

ある程度効果

がある 

どちらとも

言えない 

あまり効

果がない 

まったく効

果がない 

a.職場の生産性の向上 

（無回答 16.4%） 

１ 

4.4% 

２ 

41.3% 

３ 

33.3% 

４ 

2.9% 

５ 

1.8% 

b.採用活動がやりやすくなった 

（無回答 19.4%） 

１ 

0.7% 

２ 

10.2% 

３ 

58.7% 

４ 

6.2% 

５ 

4.9% 

c.定着率の向上 

（無回答 17.2%） 

１ 

2.5% 

２ 

22.8% 

３ 

49.2% 

４ 

5.3% 

５ 

3.0% 

d.モチベーションの向上 

（無回答 17.1%） 

１ 

2.1% 

２ 

32.7% 

３ 

42.9% 

４ 

3.3% 

５ 

1.9% 

e.職場の人間関係が良くなること 

（無回答 17.1%） 

１ 

1.7% 

２ 

23.8% 

３ 

51.0% 

４ 

4.2% 

５ 

2.4% 

f.顧客満足度の向上 

（無回答 17.3%） 

１ 

2.9% 

２ 

32.4% 

３ 

41.8% 

４ 

3.8% 

５ 

1.8% 

 

問５０ 個人の仕事上の能力を、企業を超えて社会的に評価すべきだという考え方があります。この考えにそ

って既存の資格・検定を整理し、企業を超えて通用する能力評価制度を作るとすれば、どのような機関が主導

すればよいと思いますか（１つに○）。N=842 

１ 国が主導する 14.6% ４ どのような機関が主導してもよい 19.1% 

２ 業界団体が主導する 17.3% ５ 特に制度を作る必要はない⇒問５１へ 33.8% 

３ 人事コンサルタント会社など民間の機関が主導する 

3.0%

（無回答 12.1%） 

 

付問 問５１で選択肢１～４のいずれかに○をつけた方へ 企業を超えた職業能力評価制度が作られるとし

たら、貴社としてはどのような利用価値があると思いますか（あてはまるものすべてに○）。N=455 

１ 評価に向けた、従業員の能力向上が期待できる41.1% ７ 中途採用の際に能力を判断する指標となる40.4% 

２ 従業員の意識が高まる 58.7%           ８  従業員が再就職を行う際、そうした評価を 

３ 従業員の社会的ステータスが高まる 24.0%          受けていることが有利に働く 21.1% 

４ 顧客・発注者に対して、従業員の職業能力を      ９ その他 

アピールできる 26.6%                 （具体的に：      ）1.1% 

５ 従業員の能力水準がわかる 37.4%         10 特に利用価値はない 3.3% 

６ 企業が行う職業能力評価の客観化に役立つ 14.7%   （無回答 5.5%） 

 

問５１ 貴社の属する業界では、業界団体が、業界での仕事を難易度別に整理するなどして、個人の仕事上の能力

を評価するガイドラインのようなものを作成していますか（１つに○）。N=842 

  

１ 作成している 3.3%   ２ 作成していない 51.1%  ３ わからない 33.6%    Ｆ１へ  

（無回答 12.0%）   

付問 問５１で選択肢１に○をつけた方へ そうしたガイドラインは、貴社で能力評価や、それに基づく能

力開発を行う上で役に立っていますか（１つに○）。N=28 

 

１ 大いに役に立っている 7.1% ３ どちらとも言えない 21.4% ５ 全く役に立っていない 3.6% 

  ２ ある程度役に立っている 53.6% ４ あまり役に立っていない 14.3%  （無回答 0.0%） 
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Ⅴ．事業主ご自身について                               

Ｆ１ 性別は。N=842 １ 男性 91.9%  ２女性  3.1% 

（無回答 5.0%） 

 

Ｆ２ 現在の年齢は。・・・  58.4 歳（平均）→ 事業主になったときの年齢は。・・・ 41.3歳（平均） 

 

Ｆ３ 最終学歴は以下のどれにあたりますか（１つに○）。N=842                          

１ 中学卒 6.9% ６ 短大・専門学校卒 5.8% 

２ 工業高校卒 14.8% ７ 大卒・理系 21.7% 

３ 工業高校以外の高校卒 14.1% ８  大卒・文系 22.0% 

４ 高等専門学校卒 3.9% ９ 大学院卒 8.8% 

５ 職業訓練校卒 1.0% 10  その他（具体的に：    ）1.0% 

（無回答 0.0%） 

 

Ｆ４ あなたはどのような経緯で事業主になりましたか（最も近いもの１つに○）。N=842         

１ サラリーマンから新規に独立開業した19.1% ５ 家業を引き継いだ                    48.2% 

２ 主婦・学生から新規に独立開業した   0.2% ６ 会社（法人）内で昇進した            10.8% 

３ 家業とは別に新たに開業した ７ 金融機関・親会社等から派遣された     2.6% 

（例：家業は小売業だが製造業を始めた） 

3.3%

８ その他                              3.8% 

（具体的に：               ） 

４ 親会社の関連会社や子会社として開業した 

                                      2.1%

 

（無回答 9.7%） 

 

Ｆ５（１）これまで最も長い間従事してきた仕事は（１つに○）。N=842 

  １ 技能職 28.0%   ２ 技術職 38.0%  ３ １・２以外（具体的に：     ）24.9% 

（無回答 9.0%） 

（２）最も長い間従事してきた仕事の通算経験年数は・・・ 25.6 年（平均） 

     

Ｆ６ 学校を卒業してから、「今の会社」を含めていくつの会社で働きましたか（学生時代のアルバイトや出向は

除いて下さい。転籍した会社は含めます）。N=842 

１ 今の会社でしか働いたことがない ⇒Ｆ７へ 24.1%            

２ 他社でも働いたことがある  55.8%             （無回答 20.1%） 

 

 

付問 Ｆ６で選択肢２に○をつけた方へ 「今の会社」で働くようになるまで、他社で通算何年働いていま

したか。そのうち、正社員として働いたのは何年間ですか。 

 

通算 11.0年（平均）  うち正社員として働いた年数は 10.5年（平均） 

  

 

Ⅵ．貴社について                                   

Ｆ７ 貴社の創業年（西暦）は。・・・ 1967.0 年(平均) 

※会社としての創業年と実際に事業を始められた年が異なる場合は、実際に事業を始められた年をご記入ください 
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Ｆ８ 貴社の業種は（主なもの１つだけに○）N=842 

  １ プラスチック製品製造業 11.2%     ７ 業務用機械器具製造業                 4.4% 

２ 鉄鋼業          6.8%      ８ 電子部品・デバイス・電子回路製造業   4.2% 

  ３ 非鉄金属製造業          4.3%      ９ 電気機械器具製造業                  12.5% 

  ４ 金属製品製造業         32.5%      10 情報通信機械器具製造業               1.9% 

  ５ はん用機械器具製造業    2.4%       11 輸送用機械器具製造業                 9.0% 

  ６ 生産用機械器具製造業    8.7%       12 その他（具体的に：       ）   2.3% 

（無回答 0.0%） 

 

 

Ｆ９ 貴社の主要製品は何ですか。以下にご自由にお書き下さい。 

 

 

 

 

 

Ｆ１０ 貴社には、本社を含めて事業所がいくつありますか。・・・ 1.66 事業所（平均） 

 

 

Ｆ１１ 貴社の株式のうち、社長が所有している割合はどの程度ですか。有限会社の場合は出資金のうち、社長

が出資している割合をお答えください。N=842 

 １ ほぼ100％ 20.5%        ３ 25％超50％以下 20.3%    ５ 10％以下 10.3% 

２ 50％超100％未満 29.2%     ４ 10％超25％以下  6.5%    （無回答 13.1%） 

 

Ｆ１２ 貴社の正社員に占める大卒以上（含む大学院卒）の比率は。・・・約 15.5％（平均） 

 

 

Ｆ１３ 貴社の課長クラス以上の従業員のうち、新卒入社で内部昇進した人の占める比率は。 

・・・・約 14.6％（平均） 

 

 

 

Ｆ１４ 現在、貴社で働く技能職、技術職のなかに、派遣社員、請負社員など他の企業で雇われている人（「外部

人材」）はいますか。N=842 

 

a.技能職・・・ １ 外部人材がいる⇒     名 11.6% ２ 外部人材はいない 76.5% （無回答 11.9%） 

b.技術職・・・ １ 外部人材がいる⇒     名 5.3%  ２ 外部人材はいない 81.5% （無回答 13.2%） 

 

 

Ｆ１５ 貴社で働く技能者、技術者に占める正社員の比重は３年前からどのように変化していますか（それぞれ

について１つに○）。N=842 

 
増加 変わらない 減少 

３年前も現在も正社

員はいない 

a.技能職 

（無回答 10.9%） 

１ 

13.4% 

２ 

57.5% 

３ 

16.0% 

４ 

2.1% 

b.技術職 

（無回答 14.0%） 

１ 

10.9% 

２ 

58.3% 

３ 

8.9% 

４ 

7.8% 
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Ｆ１６ 過去３年間で、貴社から独立開業した従業員はいますか。N=842 

 １ いる⇒    名 4.6%     ２ いない 88.4%  （無回答 7.0%） 

 

Ｆ１７ 貴事業所ではＩＳＯ９００１を取得していますか。N=842 

１ すでに取得している 23.9% ３ 取得も取得の検討もしていない 53.6% 

２ これから取得することを検討している 14.4%  （無回答 8.2%） 

 

Ｆ１８（１）貴社の主力生産事業所はどのような地域に立地していますか（１つに○）。N=842 

 １ 大規模なメーカーを中心に、そのメーカーの下請企業が集まっている地域         7.4% 

 ２ 中核となる大規模メーカーはないが、様々な業種の製造業企業が集まっている地域     31.9% 

 ３ 特定の業種に属する製造業企業が集まっている地域                                     8.8% 

４ 周りに製造業企業が立地していない地域                                              29.0% 

５ その他                                                                            14.1% 

（無回答 8.8%） 

 

（２）貴社の主力生産事業所のある地域では、以下のa～dに挙げた取組みがどの程度行われていますか（それぞ

れについて１つに○）。N=842 

 

 
積極的に行

われている

ある程度積極

的に行われて

いる 

どちらと

も言えな

い 

あまり積極的

には行われて

いない 

全く積極的

ではない 

a.インターンの実施 

（無回答 15.2%） 

１ 

2.0% 

２ 

7.4% 

３ 

25.3% 

４ 

16.0% 

５ 

34.1% 

b.セミナー・研修会の開催 

（無回答 14.3%） 

１ 

2.6% 

２ 

17.0% 

３ 

24.7% 

４ 

14.5% 

５ 

27.0% 

c.技能者・技術者の派遣･受入れなど、

企業間における技能･技術の相互指導 

（無回答 14.5%） 

１ 

1.0% 

２ 

7.7% 

３ 

27.0% 

４ 

18.3% 

５ 

31.6% 

d.高専、大学などと企業との産学連携 

（無回答 15.0%） 

１ 

2.6% 

２ 

10.0% 

３ 

22.9% 

４ 

15.9% 

５ 

33.6% 

 

 

Ｆ１９ 貴社は以下にあげる団体に加盟していますか（あてはまるものすべてに○）。N=842 

 

１ 商工会・商工会議所 71.1%          ４ 親会社の協力会 25.5% 

 ２ 経営者協会 9.4%              ５ その他（具体的に：            ） 3.4% 

 ３ 同業者団体・事業協同組合 35.4%        ６ １～５のいずれにも加盟していない 7.8% 

（無回答 7.8%） 
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Ｆ２０ 貴社の３年前から３年先にかけての売上高・出荷額の推移の状況（見通し）としては、以下のうちどれ

が最も近いとお考えですか（１つに○）。N=842 

 

１ 上昇傾向2.5%        ２ 下降後順調に回復5.3%    ３ 下降後緩やかに回復 34.7% 

 

 

 

 

３年前       ３年先        ３年前         ３年先        ３年前         ３年先         

 

４ 好調維持1.1%        ５ 中位で推移8.2%       ６ 停滞気味5.2% 

 

 

 

 

３年前       ３年先        ３年前         ３年先        ３年前          ３年先    

 

７ 底ばい傾向13.1%       ８ 上昇後下降7.6%       ９ 低下傾向15.6% 

 

 

 

 

３年前       ３年先        ３年前        ３年先         ３年前         ３年先    

（無回答 6.8%） 
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回答企業の主要製品
業種 従業員規模 所在地 製品の内容

金属製品 30～49人 東京 スプリング

電子部品・デバイス 100～299人 長野 アルミ電解コンデンサ

金属製品 10～19人 長野 船外機・バルブ・ワンタッチバンド

はん用機械器具 10～19人 長野 顕微鏡（双眼）

電子部品・デバイス 10～19人 長野 抵抗器・電子部品

金属製品 4人以下 長野 塗装

金属製品 50～99人 長野 顕微鏡部品。液晶製造装置等産業用機械の大型金属部品。

金属製品 4人以下 長野 半導体・自動車部品

金属製品 5～9人 長野
塗装（絶縁・防錆等）をメインに、他表面処理（めっき・アルマイト）、他塗装設備・治具製造販
売・塗料販売。

電気機械器具 10～19人 長野 電力型抵抗器

金属製品 20～29人 長野 光学部品

電気機械器具 5～9人 長野 動物捕獲檻

電気機械器具 100～299人 長野 カーエレクトロニクス製品の製造。

生産用機械器具 10～19人 長野 切削加工精密部品、自動車用等。

プラスチック製品 10～19人 長野 梱包用資材、及び、梱包材の営業・設計・製造。

金属製品 100～299人 長野 プラスチックめっき加工、及び、塗装。

電気機械器具 50～99人 長野 ハーネス

電気機械器具 50～99人 長野 循環ポンプ

金属製品 20～29人 長野 精密モーター部品・プレス金型

金属製品 10～19人 長野 金属部品加工

プラスチック製品 30～49人 愛知 プラスチック製品成形

金属製品 30～49人 大阪 圧力容器・熱交換器

金属製品 4人以下 東京 電気炉

金属製品 50～99人 東京 建築金属製品

鉄鋼 50～99人 愛知 鋼板コイル

金属製品 10～19人 大阪 自動車用シート内部品

その他 30～49人 大阪 電気、電子、自動車用の粘着テープ。

プラスチック製品 30～49人 大阪 工業用プラスチック製の各種機械部品。

電気機械器具 10～19人 大阪 制御盤製造、及び、機械回り配線（設計・製作）。

金属製品 100～299人 大阪 ベアリング部品

生産用機械器具 5～9人 大阪 シートベルト製造用設備の生産。質更生用設備の製造。

電気機械器具 5～9人 大阪 パーツフィーダー（部品連続整送機）を利用した省力装置。

金属製品 30～49人 大阪 厚鋼板切断品

鉄鋼 20～29人 大阪 鍛造品・加工品

プラスチック製品 20～29人 大阪 プラスチック切削加工品

生産用機械器具 10～19人 大阪 紙工機械

電気機械器具 5～9人 福岡 電気機械器具製造

金属製品 50～99人 福岡 ドラム缶製造

プラスチック製品 10～19人 福島 金属・プラスチェック塗装

金属製品 50～99人 愛知 金型

金属製品 10～19人 長野 射出成形用金型・プレス金型

電気機械器具 30～49人 長野 凍結防止機器関連

金属製品 30～49人 長野 農業用機械部品・医療機器部品・建設用機械部品・半導体筺体部品（板金物）

金属製品 20～29人 長野 工業用減速機

情報通信機械器具 30～49人 長野 エンジンスターター・ストップウォッチ・データロガー等。

業務用機械器具 5～9人 長野 精密板金加工

情報通信機械器具 10～19人 長野 インパクトプリンターヘッド組立

生産用機械器具 4人以下 長野 金属加工・施盤溶接

その他 10～19人 長野 消防自動車・可搬式消防ポンプ・自動火災報知器

金属製品 10～19人 長野 Ａ／Ｃ関係・ケイタイ基地局

生産用機械器具 20～29人 長野 検査装置

プラスチック製品 5～9人 長野 医療用固定具各種・格納袋・ビニール製品・成型品・ポリエチレン袋

生産用機械器具 20～29人 長野 ディスペンサー関連部品

非鉄金属 10～19人 長野 光学機器・プリンター部品製作

電気機械器具 20～29人 長野 車載機（カーナビ）

情報通信機械器具 10～19人 長野 ＰＵマイク（エレキギター）

プラスチック製品 20～29人 長野 プラスチック製品

電気機械器具 50～99人 長野 ハイブリッドＩＣ・フレネルレンズ

生産用機械器具 30～49人 長野 低高温検査装置・塗装装置・挿入機、他。

プラスチック製品 20～29人 長野 水道バルブ・プリンター部品・文具

プラスチック製品 10～19人 長野 プラスチック射出成形品

生産用機械器具 30～49人 長野 機械部品・ロボット部品

金属製品 30～49人 長野 ロボット関連部品・車用部品

電気機械器具 5～9人 福島 電子・電気応用装置の設計・製作。
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非鉄金属 5～9人 東京 真空成型品のアルミ材金型製造（加工）。

情報通信機械器具 100～299人 東京 クロージャ・接続箱

金属製品 20～29人 東京 鋼製建具

プラスチック製品 10～19人 長野 プラスチック成形部品

金属製品 30～49人 愛知 自動車部品試作品

非鉄金属 5～9人 大阪 アルミニウム線材品

鉄鋼 10～19人 福岡 鋼構造物製作

金属製品 100～299人 長野 通貨・医療・印刷機器部品

非鉄金属 20～29人 長野 熱交部品

業務用機械器具 30～49人 長野 ダイヤルゲージ・シックネスゲージ・デプスゲージ・ゴムプラスチック硬度計

金属製品 30～49人 長野 精密部品加工

輸送用機械器具 100～299人 長野 自動車部品製造

金属製品 20～29人 長野 省力化機器

生産用機械器具 50～99人 長野 電子部品の組立・検査装置。ＦＡ関連自動化装置の設計・製作。

金属製品 50～99人 長野 精密部品加工

金属製品 20～29人 長野 温度計

電気機械器具 5～9人 長野 医療機器

金属製品 5～9人 長野 デジタルカメラ部品・携帯電話機部品・音響機器・テレビ部品

電気機械器具 4人以下 長野 ＤＣソレノイド

非鉄金属 5～9人 長野 光学部品製造

金属製品 5～9人 長野 機械部品製造

金属製品 20～29人 長野 精密機械加工部品

金属製品 20～29人 長野 金属部品

業務用機械器具 20～29人 長野 アブレーションカテーテル

非鉄金属 4人以下 長野 銅合金カップリング

金属製品 4人以下 長野 薪ストーブ・ベレットストーブ

金属製品 30～49人 長野 建機・農機・大型精密機械部品の製造。コンクリート二次製品用型枠の設計・製造。

はん用機械器具 300人以上 長野 水道用バルブ類

鉄鋼 5～9人 長野 製缶物・ステンレス加工

電子部品・デバイス 20～29人 長野 ゴム成型品・電子基盤への電子部品登載。

電気機械器具 10～19人 長野 民生家電部品

電気機械器具 10～19人 長野 基板実装

情報通信機械器具 30～49人 長野 自動車関連部品・カーナビ・ＣＤ機器

金属製品 10～19人 長野 シェル

金属製品 30～49人 長野 光学部品

業務用機械器具 50～99人 長野 業務用精米機

プラスチック製品 30～49人 長野 射出成形・樹脂部品

輸送用機械器具 30～49人 長野 等速ジョイント用金属製クランプ

生産用機械器具 30～49人 長野 金型・治工具

鉄鋼 5～9人 大阪 特殊製造ラインの機械部品。

輸送用機械器具 5～9人 大阪 自転車用荷台・スタンド

金属製品 20～29人 大阪 ホームレーキ・穴掘り・手動芝刈機

輸送用機械器具 4人以下 大阪 小型・小荷物昇降機

業務用機械器具 50～99人 大阪 遠心分離機

鉄鋼 20～29人 大阪 鋼製地下タンク・鋼製防火水槽

金属製品 10～19人 大阪 輸入ロストワックス材より部品加工。

非鉄金属 50～99人 大阪 ダイガスト製品全般

はん用機械器具 10～19人 広島 搬送機器・貯留槽・搬出機器

鉄鋼 5～9人 広島 機械部品・鋼材試験片

金属製品 50～99人 愛知
油圧機械、並びに、周辺機器の設計・製作。大型産業機械の受注・製作。電子機器関連部
品の受注・製作。

金属製品 10～19人 愛知 眼科医療機器部品

金属製品 10～19人 愛知 専用機部品

金属製品 30～49人 愛知 輸送用機械製造品

プラスチック製品 20～29人 愛知 ○自動車部品（カップホルダ・インサイドハンドル）。○パチンコ部品（ギヤ・台板）。

輸送用機械器具 20～29人 愛知 自動車部品への無電解ニッケルめっき。

電気機械器具 50～99人 愛知 自動車の試作部品。

非鉄金属 10～19人 愛知 溶接電極・ＫＣＦピン・セラミックピン

生産用機械器具 5～9人 愛知 専用機・搬送機

金属製品 5～9人 愛知 高周波焼入（加工業）

生産用機械器具 30～49人 愛知 治工具

非鉄金属 30～49人 愛知 タイヤ製造機械の設計製作。

輸送用機械器具 30～49人 愛知 自動車座席シート

生産用機械器具 20～29人 愛知 自動車各Ａｓｓｙの組立・検査機。

生産用機械器具 100～299人 愛知 ＷＪ

輸送用機械器具 50～99人 愛知 自動車部品

生産用機械器具 30～49人 愛知 組み付け専用機

輸送用機械器具 50～99人 愛知 クーラント装置

金属製品 10～19人 愛知 レール溶接
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その他 20～29人 大阪 輸液ポンプ

プラスチック製品 5～9人 東京 ポリエチレンシート、及び、袋。

プラスチック製品 50～99人 東京 家庭用雑貨品

金属製品 10～19人 東京 測定器

プラスチック製品 5～9人 東京 建築資材（接着剤部品）

プラスチック製品 10～19人 東京 容器製造

金属製品 10～19人 東京 鉄骨

生産用機械器具 5～9人 東京 プラスチック金型製造、医療用品の部品など。

非鉄金属 100～299人 東京 アルミ冷間鍛造品の製造・販売。

電気機械器具 10～19人 東京 制御盤製作

生産用機械器具 10～19人 東京 油圧装置

輸送用機械器具 5～9人 東京 トラックボデー

はん用機械器具 10～19人 東京 機械部品

電子部品・デバイス 4人以下 東京 エレベーター・立体駐車場設備等に使用するケーブル。

輸送用機械器具 4人以下 東京 船・台船

金属製品 5～9人 東京 アスファルト・土質・コンクリート試験機

鉄鋼 4人以下 東京 シャーリング・スリッター加工

電子部品・デバイス 5～9人 東京 デジカメ・携帯電話

情報通信機械器具 50～99人 東京 ワイヤーハーネス

金属製品 10～19人 東京 一斗缶の口金。

はん用機械器具 50～99人 東京 自動ドア駆動装置

電気機械器具 50～99人 東京 各種変圧器・特殊高圧電源・水銀灯用安定器

非鉄金属 50～99人 東京 プラスチック成形加工・めっき加工

業務用機械器具 20～29人 東京 特殊ボルト・ナット

情報通信機械器具 10～19人 東京 バーコードスキャナ

金属製品 100～299人 東京 ボルト・小ねじ

鉄鋼 50～99人 東京 鋼材

金属製品 100～299人 東京 工業用ロール製造

電気機械器具 50～99人 東京 自動車用メーター基板

金属製品 30～49人 東京 鉄製品の表面処理（めっき）。

輸送用機械器具 100～299人 東京 自動車用電装品（ホーン・ブザー・リレースイッチ）

金属製品 50～99人 福岡 板金加工・塗装・組立・設計・開発

生産用機械器具 30～49人 福岡 自動機器全般

金属製品 5～9人 福岡 歯車

その他 100～299人 福岡 グラビア印刷向け写真製版シリンダー加工。

生産用機械器具 5～9人 福岡 工作機械・油圧機械部品

輸送用機械器具 4人以下 福岡
○自動車（小型）ユーザーの希望する二次加工品の製造・取得。○特種用途車（小型）製
造。

金属製品 100～299人 福岡 自動車用ホイール製造設備の設計製作。

鉄鋼 10～19人 福岡 金型・部品製造

金属製品 5～9人 福岡 スチールサッシ

電気機械器具 20～29人 福岡 電機機器製作・モーターシャフト・歯車、他。

電子部品・デバイス 20～29人 福岡 電子部品ノズル

鉄鋼 10～19人 福岡 プールボックス・ワイヤリングダクト・分配電盤

金属製品 5～9人 福岡 街路灯用柱

金属製品 10～19人 福岡 点検口・アングル製品・ステンレス製品

その他 50～99人 福岡 流し排水金具・マンホール蓋・弁ボックス

その他 30～49人 福岡 エレベータ

金属製品 10～19人 福岡 火災報知器総合盤、他。

金属製品 5～9人 福岡 金属製品加工業

プラスチック製品 50～99人 福岡 配管材料の販売。土木建築資材の販売。

非鉄金属 30～49人 福岡 ステンレス・アルミ・銅などの非鉄金属研磨業。

金属製品 10～19人 東京 大型鈑金・自動機・筐体・アングル枠組

鉄鋼 4人以下 東京 建築用金物類

電気機械器具 30～49人 東京 雨量計・水位計

その他 30～49人 東京 塗装用養生シート

生産用機械器具 10～19人 東京 流体を浄化・制御する装置、又は、部品。

電気機械器具 30～49人 東京 アマチュア無線用アンテナ

電気機械器具 10～19人 東京 電機電子部品製造

プラスチック製品 50～99人 東京 自動車部品成形・金型製作

金属製品 10～19人 東京 機械加工部品

金属製品 20～29人 東京 金属製スプリング

生産用機械器具 10～19人 東京 ピストンリング

情報通信機械器具 20～29人 東京 工業用ガスもれ検知・警報器の製造。

電気機械器具 20～29人 東京 ハロゲン電球用フィラメロニト

生産用機械器具 10～19人 東京 プラスチック金型

電気機械器具 5～9人 東京 トランス・整流器・充電器・自動電圧調整器

金属製品 30～49人 東京 プレス部品

非鉄金属 10～19人 東京 銅合金鋳物
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プラスチック製品 5～9人 東京 フレネル・レンズ

非鉄金属 5～9人 東京 シャーシ類・筺体

プラスチック製品 5～9人 東京 カテーテル治具類開発・設計・製作、プラスチック試作。

電気機械器具 20～29人 東京 工業用ヒーター・金型温調機

電気機械器具 100～299人 東京 電気ディスクグラインダ・同専用砥石・高周波工具

輸送用機械器具 50～99人 東京 鉄道車両諸事業

非鉄金属 4人以下 東京 帶鋼巾切断

生産用機械器具 5～9人 愛知 パーツフィーダー等。

輸送用機械器具 10～19人 愛知 スクリューコンベア

鉄鋼 30～49人 愛知 銑鉄鋳物製造業

金属製品 50～99人 愛知 自動車部品の金属熱処理業。

生産用機械器具 30～49人 愛知 治工具・ゲージ（検査用治工具）・金型部品・試作品

業務用機械器具 30～49人 愛知 流体用継手

金属製品 5～9人 福岡 プレス製品

プラスチック製品 10～19人 福岡 船舶製造

電気機械器具 10～19人 福岡 セラミックス・浄水器・健康機器

電子部品・デバイス 30～49人 福岡 ＬＳＩ、及び、電子システム。

生産用機械器具 10～19人 福岡 大型船舶用エンジン部品・産業機械部品

生産用機械器具 5～9人 福岡 半導体生産設備用部品加工

鉄鋼 5～9人 福岡 スリーブ製造。曲物加工全般。

業務用機械器具 10～19人 福岡 義肢（義手・義足）・装具

金属製品 100～299人 福岡 コンクリート二次製品補強用鉄線・鉄筋金網の製造販売。

その他 30～49人 福岡 連続ベルトコンベア・立坑設備

金属製品 5～9人 福岡 ニッケル・スズ・亜鉛・クロームめっき

その他 10～19人 福岡 パチンコ機械

電気機械器具 10～19人 福岡 機械部品

金属製品 5～9人 福岡 ステンレスパッキン・ステンレスフェルール・バルブ

電気機械器具 20～29人 福岡 産業用制御システムの設計製作。

鉄鋼 50～99人 福岡 鋼板の溶断加工。

鉄鋼 10～19人 福岡 鋼板の孔明加工。

鉄鋼 20～29人 福岡 鋼材加工品

鉄鋼 10～19人 福岡 製鉄機械、及び、産業機械用製缶品制作、焼鈍。

鉄鋼 10～19人 福岡 加工・袋詰

プラスチック製品 10～19人 福岡 サイン・看板（プラスチック）

輸送用機械器具 30～49人 福岡 溶融アルミニウムめっき

輸送用機械器具 30～49人 福岡 船舶修繕

輸送用機械器具 20～29人 福岡 貨物船・作業船

輸送用機械器具 30～49人 福岡 各種船舶の建造、及び、修理。鋼構造物の設計・製作。

鉄鋼 5～9人 福岡
ターレットプレス、レーザ加工・熔接、精密板金、機械製缶、カバー類、各種ステンレス・アル
ミ製品。

金属製品 50～99人 福岡 水栓金具部品のめっき。タービンブレードの研磨。

金属製品 20～29人 福岡 鉄製品加工、レザー曲・溶接。

生産用機械器具 10～19人 福岡 製鉄用ロールの製造。

金属製品 20～29人 福岡 バス部品・製缶組立

鉄鋼 10～19人 福岡 製鋼用ロール・スリーブの機械加工。

金属製品 100～299人 福岡 レーザー切断品・板金部品・機械加工・製缶品

鉄鋼 10～19人 福岡 ロール機械加工

輸送用機械器具 10～19人 福岡 産業用ブレーキの製造・販売。

電気機械器具 20～29人 福岡 半導体後工程用キュア装置

鉄鋼 20～29人 福岡 圧延用金属ロール

金属製品 100～299人 福岡 各種タンク類の設計・製作・据付け。

金属製品 30～49人 福岡 熱処理業

はん用機械器具 50～99人 福岡 鋼板等の巻取機。

金属製品 50～99人 福岡 システムキッチン

金属製品 4人以下 福岡 シム・ライナー・機械加工部品

金属製品 100～299人 福岡 圧力容器・タンク各種・工業炉・煙突・タワー・特殊鋼構造物、他。

金属製品 5～9人 福岡
医療用配管設備製造、ロー付、Ｔｉｇ、Ｍｉｇ溶接受託業務等、熱交換器、鉄鋼用ガスバー
ナー。

プラスチック製品 10～19人 福岡 プラスチック製造、及び、ＦＲＰ加工、配管。

プラスチック製品 10～19人 福岡 家庭日用品の製造・企画・販売。

輸送用機械器具 20～29人 福岡 バス用座席

鉄鋼 5～9人 福岡 薄板鋼板・コイルセンター加工業

金属製品 300人以上 福岡 電気めっき業

輸送用機械器具 100～299人 福岡 自動車部品の塗装、自動車の整備。

電気機械器具 5～9人 福岡 電気機械器機製造

プラスチック製品 10～19人 福岡 紙・プラスチック関連の加工。

非鉄金属 10～19人 福岡 鋳造ケース・ダクト製作

プラスチック製品 100～299人 福岡 ペットボトル

金属製品 10～19人 福岡 制御盤・配電盤
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電気機械器具 50～99人 福岡 電気掲示器

金属製品 30～49人 福岡 一般製缶品

金属製品 30～49人 福岡 コンプレッサー部品・超高圧弁・ボルトナット・タービン部品

輸送用機械器具 30～49人 福岡 省力化機械

金属製品 30～49人 福岡 製鉄所向け各種プラント設備

電気機械器具 30～49人 東京 電熱ヒーター

業務用機械器具 30～49人 東京 電機制御盤

生産用機械器具 20～29人 東京 ゴム用金型

生産用機械器具 4人以下 東京 製麺機械

その他 50～99人 東京 自動火災報知器・消火栓

電気機械器具 100～299人 東京 トランスデューサ・指示電気計器

金属製品 10～19人 東京 プルボックス・ワイヤリングダクト

金属製品 10～19人 東京 医療・産業用滅菌器用の圧力容器。

金属製品 4人以下 東京 金属切削、及び、研削加工による精密部品製造。

電気機械器具 5～9人 東京 高周波伝送機器

金属製品 100～299人 東京 消火装置用スプリンクラーヘッド

はん用機械器具 10～19人 東京 表面処理装置

金属製品 10～19人 東京 工業用フィルター製造・オイルフィルター

その他 5～9人 東京 ゴムロールの加工販売。

金属製品 4人以下 東京 アルミ

プラスチック製品 5～9人 東京 ステーショナリー・ＰＯＰ

鉄鋼 10～19人 東京 自動車用金型

電子部品・デバイス 20～29人 東京 電子基板

はん用機械器具 50～99人 東京 スライドレール

金属製品 5～9人 東京 自動車部品

生産用機械器具 5～9人 東京 紙工機械

金属製品 4人以下 東京 コネクター部品

電子部品・デバイス 50～99人 東京 プリント配線板製造販売

業務用機械器具 30～49人 東京 自動押印機

電気機械器具 10～19人 東京 機械設計・組立

生産用機械器具 30～49人 東京 半導体製造部品・金型

電気機械器具 5～9人 東京 電線加工

電気機械器具 10～19人 東京 プリント基板製造

非鉄金属 10～19人 東京 アルミニウム合金鋳物

電気機械器具 100～299人 東京 プリント基板の実装。

業務用機械器具 4人以下 東京 昇圧ポンプなどによる機械。

電気機械器具 20～29人 東京 塗装用廃水処理機械（隔膜電極・ＵＦ装置・ＲＯ装置）

金属製品 10～19人 東京 機械部品の研削加工。

生産用機械器具 10～19人 東京 プラスチック電線被覆装置他、関連装置。

輸送用機械器具 10～19人 東京 小型建設機械用部品・搬送機器用部品・自動車（トラック）用部品

金属製品 30～49人 東京 産業機器塗装

プラスチック製品 30～49人 東京 産業資材用・装飾用テープ・リボン。

プラスチック製品 100～299人 東京 樹脂窓製造・販売

電気機械器具 50～99人 東京 地震計

業務用機械器具 30～49人 東京 巻尺

金属製品 100～299人 東京 化粧品用容器製造

金属製品 10～19人 広島 機械カバー他。

輸送用機械器具 20～29人 広島 鉄

はん用機械器具 20～29人 広島 水処理機械・粗大ごみ処理機械の製造。

輸送用機械器具 20～29人 広島 ガス・溶断器具の製造・販売・修理。

生産用機械器具 20～29人 広島 再生タイヤ用プレス機・一般的産業機械

金属製品 50～99人 広島 溶融亜鉛めっき

鉄鋼 30～49人 広島 船舶ブロック組立

輸送用機械器具 10～19人 広島 新造船ブロック製造

金属製品 10～19人 広島 船の艤装品加工・製作。

輸送用機械器具 100～299人 広島 船舶修繕

金属製品 20～29人 広島 金属（鉄）

輸送用機械器具 50～99人 広島 船舶ブロック製造

金属製品 5～9人 広島 賃加工

鉄鋼 5～9人 広島 パイプサポート（主に船のサポート）。

金属製品 10～19人 広島 船舶用鋼製品製造

プラスチック製品 10～19人 広島 食品用プラスチック製品・工業用プラスチック製品

プラスチック製品 20～29人 広島 自動車

金属製品 20～29人 広島 船体ブロック

金属製品 20～29人 広島 鍛造金型製造

金属製品 5～9人 広島 ロストワックスの精密部品加工業。

金属製品 20～29人 広島 産業機械部品

輸送用機械器具 10～19人 広島 船舶造修理

金属製品 30～49人 広島 産業機械・大径煙突・シム等、圧力容器。
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電気機械器具 10～19人 広島 制御盤

金属製品 50～99人 広島 製鉄所製造ラインの補修部品製作。風力発電装置の部品加工。

輸送用機械器具 5～9人 広島 木製・プラスチック製舟艇の新造・改造・修理。

輸送用機械器具 10～19人 広島 小型船製造一般

鉄鋼 10～19人 広島 うす板の加工（機械のカバーなど）。

輸送用機械器具 5～9人 広島 作業船

電気機械器具 5～9人 広島 工水関係・船舶関係の制御盤。

金属製品 50～99人 広島 舵構造・船尾骨材

金属製品 5～9人 広島 船のランプドア・サイドポートドア・クレーン・ハッチカバー。

金属製品 50～99人 広島 デリックポスト

金属製品 5～9人 広島 外壁パネル

生産用機械器具 10～19人 広島 専用工作機械

輸送用機械器具 100～299人 広島 舶用窓・扉、舷梯装置、プロビジョンクレーン、ＲＯＲＯ装置。

プラスチック製品 不明 広島 自動車関係プラスチック部品

業務用機械器具 5～9人 広島 小型はかり・トラックスケール

電気機械器具 10～19人 広島 電気・電子制御装置の開発・設計・製作。船舶の電装工事。

生産用機械器具 5～9人 広島 金型

電気機械器具 10～19人 広島 電気制御盤

金属製品 5～9人 広島 産業機械器具部品

業務用機械器具 100～299人 広島 業務用洗濯機械

鉄鋼 4人以下 広島 橋梁部材、検査路他、製作所補修部品。

輸送用機械器具 10～19人 広島 舶用推進軸系装置

はん用機械器具 5～9人 広島 造船用油圧工具

金属製品 20～29人 広島 機械部品の加工・検査。

鉄鋼 30～49人 広島 金網製造

金属製品 10～19人 広島 ステンレスの部品加工。

金属製品 50～99人 広島 塗装乾燥設備・装置

輸送用機械器具 4人以下 広島 大型車輌整備業

鉄鋼 4人以下 広島 板金加工

金属製品 50～99人 広島 銑鉄鋳物・農業機械の製造・販売。

金属製品 30～49人 広島 プリント基板研磨機の半導体機械。

金属製品 30～49人 広島 機械カバー等。

金属製品 30～49人 広島 精密板金加工部品

鉄鋼 30～49人 広島 簿中鋼板・スチールラック

輸送用機械器具 30～49人 広島 自動車部品

金属製品 20～29人 広島 ゴム金具・ショベルカー部品・農機部品・金属プレス加工部品

プラスチック製品 30～49人 広島 プラスチック簡易食品容器製造業

プラスチック製品 20～29人 広島 ゴム製品

プラスチック製品 50～99人 広島 自動車・家電用プラスチック部品

輸送用機械器具 20～29人 広島 陸舶用タービン・ポンプ部品製造

非鉄金属 20～29人 広島 舶用ファン

鉄鋼 30～49人 広島 切断加工

プラスチック製品 20～29人 広島 食品業界を中心とした軟包装資材の製造販売。

電気機械器具 10～19人 広島 船舶用分電盤

プラスチック製品 5～9人 広島 ＦＲＰろ過タンク

輸送用機械器具 30～49人 広島 造船

金属製品 10～19人 広島 アルミ製品・亜鉛製品の鋳造。

鉄鋼 30～49人 広島 Ｒｉｎｇ　Ｇｅａｒの素材（Ｂａｒ材）。

はん用機械器具 50～99人 広島 水門用巻上機・ダムゲート・浄過機・遠心分離機

プラスチック製品 4人以下 広島 造船業

金属製品 20～29人 広島 熱間型打鍛造品、及び、金型。

金属製品 10～19人 広島 自動車部品、建築・土木金物。

輸送用機械器具 4人以下 広島 自動車部品

金属製品 10～19人 広島 射出成形機

金属製品 4人以下 広島 自動車部品

プラスチック製品 5～9人 広島 ネームプレート・看板

金属製品 4人以下 広島 カウンターギア・マイドラ・シャフト等、鍛造品。金型。

金属製品 4人以下 広島 車のインパネの構成部品。

業務用機械器具 100～299人 広島 食品加工機械

プラスチック製品 50～99人 広島 自動車プラスチック製品

プラスチック製品 5～9人 広島 アクリル加工品

電気機械器具 30～49人 広島 電気機器・制御盤の製造。

プラスチック製品 50～99人 広島 自動車のプラスチック製品、及び、組立て品。

金属製品 30～49人 広島 プレス製品（自動車部品）・建築部品

プラスチック製品 100～299人 広島 自動車小物部品

鉄鋼 10～19人 広島 産業機械

プラスチック製品 10～19人 広島 各種プラスチック成形品

プラスチック製品 30～49人 広島 自動車部品

電気機械器具 100～299人 広島 配線器具
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非鉄金属 10～19人 広島 アルミ製品

電気機械器具 300人以上 広島 情報監視盤

金属製品 50～99人 広島 標識・仏壇・棺金具・航空機部品・半導体関連機器・精密治具・金型・自動機

金属製品 50～99人 広島 一般缶・王冠キャップの製造。

金属製品 30～49人 広島 鋼板・鋼帯の切断。鋼材の販売。

金属製品 30～49人 広島 標識・看板

鉄鋼 20～29人 広島 ロータ格納箱・レールクランプ

鉄鋼 5～9人 広島 レーザ加工品

金属製品 10～19人 広島 輸送用機械器具・単相モーター部品

金属製品 30～49人 広島 自動車部品製造

金属製品 5～9人 広島 建築用鋼製下地材

金属製品 10～19人 広島 めっき

非鉄金属 10～19人 広島 網戸・面格子・手摺り・テラス等、アルミ製品。

輸送用機械器具 4人以下 広島 湯口含網・含浸加工

電気機械器具 50～99人 広島 電気機器

金属製品 10～19人 愛知 鋳造品

生産用機械器具 30～49人 愛知 食品・薬品包装機

電気機械器具 5～9人 愛知 配電盤・制御盤（設計・製作）

電気機械器具 5～9人 愛知 自動制御装置

金属製品 5～9人 愛知 金型・精密機械の部品加工。

鉄鋼 20～29人 愛知 自動車の金型加工品。

プラスチック製品 20～29人 愛知 金型製造販売・プラスチック製品製造販売

輸送用機械器具 30～49人 愛知 リビルトエンジン

電気機械器具 100～299人 福島 プリント配線基板

生産用機械器具 20～29人 福島 さく岩機、及び、ブレーカーの製造。

生産用機械器具 4人以下 福島 モータ軸

電子部品・デバイス 5～9人 福島 ○機械加工。○電子部品組立・検査。

プラスチック製品 5～9人 福島 プラスチック成形加工品

電気機械器具 不明 福島 電気器具組立

その他 4人以下 福島 漁撈機械製作（油圧揚網機）

金属製品 10～19人 福島 ヒートシンク・カバー・ケース・可動鉄心など。

生産用機械器具 20～29人 福島 自動はんだ付け装置

輸送用機械器具 100～299人 福島 建機・トラック部品

金属製品 5～9人 福島 粉砕機

電子部品・デバイス 不明 福島 電子部品組立

電気機械器具 10～19人 福島 自動制御盤

電気機械器具 50～99人 福島 小型交流電動機・小型交流電動機応用機器

電気機械器具 30～49人 福島 ＦＰＤ製造装置（焼成炉・封着炉・搬送装置）・板金加工

生産用機械器具 30～49人 福島 精密機器（ガスフィルター・圧力センサー・バルブ）

電気機械器具 100～299人 愛知 アミューズメント業界向け機器の製造。

金属製品 10～19人 愛知 制御盤・操作盤

プラスチック製品 50～99人 愛知 プラスチック成形加工

プラスチック製品 5～9人 愛知 車部品、及び、工業用部品。

輸送用機械器具 10～19人 愛知 自動車のハンドルボス・ブッシュノック。

金属製品 20～29人 大阪 冷蔵庫部品

情報通信機械器具 10～19人 大阪 デジタル放送機器（放送局向けプロ仕様）

非鉄金属 20～29人 大阪 ダイカスト製品

金属製品 5～9人 大阪 射出成形用金型

電気機械器具 10～19人 大阪 自動制御盤・電源配電盤・分電盤

電気機械器具 5～9人 大阪 クリーンルーム・直付・埋込

はん用機械器具 10～19人 大阪 各種工業炉・熱処理炉

プラスチック製品 50～99人 東京 工業用プラスチック製品

はん用機械器具 100～299人 東京
○金属熱処理設備製造（滴注式熱処理炉・表面コーティング設備）。○金属熱処理受託加
工（金属部品の表面熱処理の請負）。

金属製品 10～19人 東京 自動車用マフラー部品の製造。

金属製品 5～9人 東京
電線継手類の製作。液体食品の充填機部品製作。医療機器部品製作。半導体製作機械部
品の製作。

金属製品 30～49人 東京 医療機械・液晶関係装置・制御盤等、食品機械関係の精密板金。

業務用機械器具 10～19人 東京 ハナ毛シェーバー・ミニマッサージャー

電気機械器具 10～19人 東京 特注照明器具製造

金属製品 5～9人 東京 消防設備

生産用機械器具 10～19人 東京 メカニカルシール

生産用機械器具 5～9人 東京 真空撹拌脱泡装置・真空含浸装置

金属製品 10～19人 東京 真中ナット製造

生産用機械器具 10～19人 東京 金属表面処理装置（めっきをする機械）。

業務用機械器具 30～49人 東京 水を使って揚げ物のカスを水洗浄化する業務用フライヤーの製産販売。

プラスチック製品 20～29人 東京 パチンコ・パチスロの部品。

業務用機械器具 5～9人 東京 圧力基準器（標準器）。圧力の校正業務。

金属製品 10～19人 東京 各種車輌・什器備品
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プラスチック製品 20～29人 東京 樹脂パッキン

金属製品 10～19人 東京 食品缶・菓子缶・ファンシー缶

輸送用機械器具 100～299人 長野 二輪車・四輪車のアルミ鋳造・鍛造部品。

非鉄金属 5～9人 長野 砂型アルミ鋳物

金属製品 10～19人 長野 建設機械部品の製缶。

金属製品 5～9人 長野 建設機械部品等。

金属製品 50～99人 長野 輸送機器等の重要部品の金属熱処理加工。

プラスチック製品 50～99人 長野 ボビン成形・電線製造

生産用機械器具 50～99人 長野 圧力計・圧力スイッチ

プラスチック製品 100～299人 長野 プラスチックパレットの製造。

電気機械器具 10～19人 長野 板金コンピューターフレーム

生産用機械器具 10～19人 長野 ゴム押出機

金属製品 10～19人 福岡 亜鉛引ひし形金網

電子部品・デバイス 50～99人 福岡 プリント配線基板

鉄鋼 20～29人 福岡 通信建設資材（主に鋼材）の製作、及び、施工。

非鉄金属 5～9人 福岡 非鉄合金銭物

金属製品 50～99人 福岡 建築金物製造販売、自動車関連商品、ＪＲ関連商品。

金属製品 50～99人 福岡 プレス用金型・プレス加工部品

非鉄金属 5～9人 大阪 アルミニウム合金地金

鉄鋼 10～19人 大阪 鉄骨・鉄骨階段

非鉄金属 20～29人 大阪 バルブ・継手

金属製品 5～9人 大阪 圧縮機械部品

プラスチック製品 20～29人 大阪 プラスチック製品製造全般

鉄鋼 20～29人 大阪 橋梁関係

生産用機械器具 5～9人 福島 建設機械の部品。巻線機の部品。

金属製品 100～299人 福島 建設機械向け油圧部品製造。

電気機械器具 100～299人 福島 発電所・変電所・ダムなどを納める制御装置・システム。

業務用機械器具 4人以下 福島 自転車用チューブ（自転車製造ではない）、コピー機ヒートローラー。

金属製品 5～9人 福岡 手すり・パネル

金属製品 5～9人 福岡 建築用装飾金物

金属製品 10～19人 福岡 ステンレスサッシ

プラスチック製品 4人以下 福岡 ＦＲＰ製パネル貯水槽

電気機械器具 30～49人 福岡 発電機

金属製品 4人以下 福岡 建設工事用機材

生産用機械器具 10～19人 長野
専用機の設計・製造の為、多岐にわたる。自動車関連の部品製造用機械、半導体関係の
検査、製造用機械、医療機具の組立、検査用機械、スポーツ用品（スキーストック・トレッキ
ングポール・金属バット等）の製造用機械、等々。

電気機械器具 4人以下 福岡 工業用電気ヒーター、及び、関連商品。

電気機械器具 10～19人 福岡 分配電盤

金属製品 20～29人 福岡 磨棒鋼製造販売

金属製品 4人以下 福岡 産業機材

金属製品 20～29人 福岡 建築金物製造

金属製品 10～19人 福岡 装飾アルミ鋳物

非鉄金属 10～19人 福岡 自動車番号製造

金属製品 100～299人 福岡 金属製看板

電気機械器具 10～19人 福岡 配電盤製造業

金属製品 30～49人 福岡 金属製品全般

鉄鋼 5～9人 福岡 水銀灯ポール・引込柱・共架アーム・引込バンド

金属製品 4人以下 福岡 手摺

金属製品 5～9人 福岡 ステンレス・鉄等の切曲加工。

非鉄金属 5～9人 福岡 製凾

業務用機械器具 10～19人 福島 腰痛サポーター・膝サポーター等、各種サポーターの加工造り。

プラスチック製品 10～19人 福島 プラスチック加工

電気機械器具 5～9人 福島 制御盤

金属製品 5～9人 福島 ケイタイ関連部品

金属製品 50～99人 福島 アルミニウムハニカムパネル

プラスチック製品 20～29人 福島 プラスチックダンボール

電子部品・デバイス 10～19人 福島 電化製品の基板のプレス。パチンコ基板のプレス。

プラスチック製品 10～19人 福島 熱可塑性樹脂

電気機械器具 5～9人 福島 電力向け発電機・変圧機用部品、及び、製品。

プラスチック製品 100～299人 愛知 自動車用プラスチック部品

プラスチック製品 100～299人 大阪 金型設計製作、二次加工、組立、射出成形品製造、空調機器、パソコン、通信機器等。

プラスチック製品 10～19人 大阪 プラスチック押し出し成形

プラスチック製品 4人以下 大阪 試作品（工業試作品）・工業製品設計

金属製品 5～9人 大阪 自動車部品

金属製品 30～49人 大阪 ネームプレート銘板

情報通信機械器具 5～9人 大阪 電気制御関連システム・画像検査装置システム

プラスチック製品 5～9人 大阪 梱包資材製品・建築資材

金属製品 5～9人 大阪 板金加工業
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プラスチック製品 50～99人 大阪 サンドイッチ・おにぎり用の袋。

電気機械器具 50～99人 大阪 産業用電機機械器具製造販売

金属製品 50～99人 大阪 金・銀・銅・黒ニッケル・ニッケル・ロジウムめっき

プラスチック製品 50～99人 大阪 化粧品容器

金属製品 50～99人 大阪 水道用具製造

はん用機械器具 10～19人 大阪 生産設備の設計製作・設置。

生産用機械器具 10～19人 広島 プラント設計施工

金属製品 20～29人 広島 熔接機械部品

金属製品 10～19人 広島 道路照明用ポール等。

金属製品 4人以下 広島 自動車用部品

金属製品 30～49人 広島 自動車試作部品・工作機械部品・半導体関連部品・工作機械の主軸修正研磨。

金属製品 10～19人 広島 半導体製造装置関連カバー・ブラケット。建機製造装置関連カバー・ブラケット。

金属製品 10～19人 広島 ステンレス

輸送用機械器具 30～49人 広島 ○自動車部品の製造。○金型製造。

金属製品 10～19人 広島 重量鋼製建具

電気機械器具 50～99人 広島 制御盤設計製作

金属製品 4人以下 広島 住宅の外壁（サイディング）の出隅加工。

金属製品 10～19人 広島 板金加工品

プラスチック製品 20～29人 長野 自動車部品・医療機器部品

金属製品 10～19人 長野 板金加工品

プラスチック製品 10～19人 長野 モーター用インシュレーター・ボビン

生産用機械器具 10～19人 長野 産業機械部品・工作機部品一部組立・加工、ラインの治具。

輸送用機械器具 5～9人 長野 自動車・オートバイ部品（Ａｌ）用金型。

輸送用機械器具 10～19人 長野 自動車用ホーン・ハーネス類・ソレノイドコイル

金属製品 20～29人 長野 体育器具・遊戯具・休養施設

金属製品 5～9人 長野 板金加工

電気機械器具 10～19人 長野 自動車整備用測定器

金属製品 10～19人 長野 精密板金加工、及び、設計。電気制御機器の設計・製造。

プラスチック製品 30～49人 長野 プラスチック成形とプラスチック金型。

プラスチック製品 10～19人 長野 車部品

電気機械器具 不明 長野 床暖房パネル

業務用機械器具 10～19人 長野 各種モーター

輸送用機械器具 50～99人 長野 内燃機関用吸排気弁

金属製品 4人以下 長野 自動車ブレーキピストン

電気機械器具 30～49人 長野 音響・通信・機器・コンピューター関連アクセサリー

金属製品 5～9人 長野 各種スプリング

電子部品・デバイス 100～299人 長野 プリント基板

プラスチック製品 20～29人 長野 プリント基板・製造。プラスチック製品の印刷。携帯電話部品。

生産用機械器具 30～49人 長野 産業用機械部品

金属製品 10～19人 長野 製缶業

電気機械器具 5～9人 長野 計測機器設計・製作。省力化機器の製造。

非鉄金属 10～19人 長野 電気機器部品

金属製品 10～19人 長野 金属焼付塗装・カチオン電着塗装

プラスチック製品 20～29人 長野 プラスチック部品金型（５０％）・成形加工（５０％）

金属製品 4人以下 長野 溶断器機・建設機械部品

業務用機械器具 10～19人 長野 医療装具の製造販売。

電気機械器具 5～9人 長野 制御盤

電子部品・デバイス 20～29人 長野 電子部品（ＬＣＤ用クリップ端子）

電子部品・デバイス 20～29人 長野
ＨＩＣ用リードフレーム・コネクター用リードフレームなど。ＬＥＤ用リードフレーム・カスタム品も
含めた精密プレス部品。

金属製品 50～99人 長野 コネクター部品（パソコン・自動車）

電気機械器具 5～9人 長野 制御盤

電子部品・デバイス 10～19人 長野 フェライト基板・チタンキャリア

金属製品 100～299人 長野 自動車用鋳物部品

業務用機械器具 100～299人 長野 建設機械

金属製品 100～299人 長野 金属プレート

金属製品 30～49人 愛知 ○各種搬送装置設計施工。○各種濾過装置設計施工。

輸送用機械器具 100～299人 広島 自動車部品

電気機械器具 10～19人 福島 水品振動子（低周波用）・水品発振器・水品フィルター（低周波用）

電気機械器具 20～29人 福島 変圧器用鉄芯

電子部品・デバイス 5～9人 福島 ＯＰ基板

情報通信機械器具 30～49人 福島 デジカメ部品加工

情報通信機械器具 10～19人 福島 産業用基板組立、マイクロ系が多い。

プラスチック製品 10～19人 福島 保冷袋・冊子発送用品・有機農産物

電気機械器具 10～19人 福島 防災機器・防犯機器等の鈑金筺体。

金属製品 50～99人 福島 カチオン電着塗装・粉体塗装・静電塗装

電気機械器具 4人以下 福島 ワイヤーハーネス

電気機械器具 10～19人 福島 アルミ電解コンデンサー

電気機械器具 50～99人 福島 ○配電盤・制御盤製造。○薄物板金加工部品製造。
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金属製品 10～19人 福島 ステンレス製品

輸送用機械器具 10～19人 福島 オイルシール補強環

プラスチック製品 10～19人 福島 プラスチック射出成形に依る弱電関係の部品製造。

金属製品 5～9人 福島 メタルガスケット

電気機械器具 30～49人 福島 液晶用ＢＬ

鉄鋼 10～19人 福島 鉄骨加工（建築）

生産用機械器具 20～29人 福島 デジカメ・ノートパソコン・自動車関連・家電製品・通信機器等、プラスチック金型。

金属製品 30～49人 福島 工作機械・電力システム盤の板金製缶加工。

金属製品 30～49人 福島 板金加工品（券売機）

金属製品 4人以下 福島 板金加工（制御盤等）電気配線組立。

プラスチック製品 50～99人 福島 プラスチックフィルム

金属製品 30～49人 福島 精密プラスチック用金型

電子部品・デバイス 100～299人 福島 センサー

金属製品 30～49人 愛知 二輪車部品

情報通信機械器具 20～29人 愛知 電気機械器具製品（電線切り→カプラ組・検査した商品）。

電気機械器具 50～99人 愛知 工業炉設計製造販売

金属製品 20～29人 愛知 金属熱処理

プラスチック製品 50～99人 愛知 自動車用プラスチック部品

輸送用機械器具 30～49人 愛知 自動車部品製造業、他。

金属製品 5～9人 愛知 ステンレス製容器（工業用タンク）、及び、配管部品製造。

金属製品 100～299人 愛知 各種冷凍空調用熱交換器

金属製品 10～19人 大阪 スチール棚曲げ加工

はん用機械器具 50～99人 大阪 機械部品

生産用機械器具 5～9人 大阪 紡績機械

金属製品 100～299人 大阪 冷間圧造用鋼線・冷間圧造部品（主に自動車用）。

輸送用機械器具 100～299人 大阪 キャスター

輸送用機械器具 50～99人 広島 アルミ鋳造の継手（自動車部品）。

金属製品 50～99人 広島 アルミベランダ手摺・間仕切・面格子。アルミ自動車部品。

輸送用機械器具 100～299人 広島 船舶艤装品の製造・販売（船尾骨材・船用通凡筒・船用マンホール・船用鋼製扉、等）。

金属製品 30～49人 長野
車、電子部品、半導体、食品、計測など多業界の省力機器の設計、製作。医療機器の遠心
分離機

生産用機械器具 20～29人 長野 自動車部品

輸送用機械器具 100～299人 愛知 シートバックロック、ドアロック、サンルーフ等

金属製品 10～19人 愛知 車両部品、工作機械部品
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従業員の確保・育成に関して特に感じている事：企業調査票自由記述

業種 従業員規模 所在地 従業員の確保・育成に関して特に感じている事

プラスチック製品 10～19人 長野
最近は個々に人生・全ての面での向上心が減少し、成り行きまかせの感が強い人が増加。目的意識を持
ち合わせていない人が多い。

金属製品 50～99人 東京
雇用促進の助成金制度よりも、景気浮揚のための政策を重視していくべきだ。景気がよくなれば、ほとん
どのことが解決する。景気浮揚に全力を上げるべきだ。

金属製品 10～19人 長野
小規模企業では、ＯＪＴ以外にありえないと思う。今後、（中）高齢者の指導派遣システムが生まれてこない
か期待します（経験者として指導）。

プラスチック製品 5～9人 長野

企業は人材で成り立ち、人材如何で成長する事も出来る（もちろん、社長の資質も問われるが…）。人材
を確保するに当たり、履歴書と面接のみでは当社に適応性があるか見抜くことが出来ない。入社して頂い
て２週間以上経過すると解雇することが出来ない。過去に問題のあった例として、性格が良くない、仕事が
好きでない、やる気がなくて会社で一日暮らす人、先輩とのコミュニケーションが取れない等、新規採用に
当たっては非常に難しいものがあります。

鉄鋼 10～19人 福岡
従業員の確保・育成については景気動向が非常に大きく左右するため、現状では非常に困難になってい
る。

業務用機械器具 30～49人 長野
当社のある市のロケーションは山に囲まれており、その地に住む従業員にも「やや閉鎖的で外に関心を向
けない盆地的気質」が感じられ、やや視野狭窄となっている風土・気質が感じられる。もう少し視野を広げ
られるような研修・人材育成への取り組みが必要と考えている。

金属製品 20～29人 長野 新卒者を定期的に雇用し、社内の活性化に繋げて行きたいと思います。

金属製品 30～49人 大阪
めまぐるしい経営環境の中で経営体力は低下しており、中小企業での人材育成がなかなか図れないのが
実態。

生産用機械器具 20～29人 愛知
現在、一昨年の売上に対し、１０％～２０％の売上しか確保出来ないので、自動車業界の設備投資が増え
ないと人材育成も思う様に出来ない。

生産用機械器具 20～29人 愛知
一般高校・大学よりの新卒が入社しても、専門的知識が無い。専門学校で、もう少し高度の実習をおえて
卒業してほしい。

プラスチック製品 5～9人 東京
業界自体（ポリエチレン業界）に元気がなく、一番不安定なもの（石油）が主原料な為、ここ数年は不安定
な状態です。国の政策もなく、ほうりっぱなし状態の中、事業を続けて行くことは大変な事です。このアン
ケートの前に、アンケートする事がたくさんありそうなのですが…。

輸送用機械器具 4人以下 福岡
当社の経営環境は低落傾向にあり、新しい方向を見出せず、現状維持が精一杯であり、残念ながら増員
等を考える余裕がないのが現状である。

その他 50～99人 福岡 若い優秀な人材を育てていきたいと思っています。

金属製品 10～19人 東京 特長ある仕事。資格を持ち、取る。

鉄鋼 4人以下 東京
日本国全体が低下している中に、どうすれば良いかわからない。国家関係に従事している人にはわから
ないでしょうね。景気向上にならないとアンケートはむずかしいです。

輸送用機械器具 10～19人 愛知 縮小・廃業に向け、現在いる従業員たちが生活できる道を作っていきたい。

生産用機械器具 30～49人 愛知
自発的に学ぶ方法を知らない。仕事に対する好奇心・探究心が乏しい等、最近良く耳にする草食系の若
年層が多い。権利の主張は激しく、義務は果たさない人が多くなってきている。高卒者の基礎学力や社会
常識レベルが低下している。

金属製品 100～299人 福岡
従業員の確保として対人交渉力・自己表現力として。○新規顧客開拓力。○柔軟性・機敏性。○プレゼン
テーション力。○誠実性。○口頭コミュニケーション力。

金属製品 5～9人 福岡
現在は即戦力となる人材の確保に努力している。中小企業の特に１０名足らずの会社で時間をかけた育
成は難しいが、必要性は非常に感じる。

鉄鋼 5～9人 福岡 「弊社の努力不足」。労働力の受け皿を大きくして、社会に貢献しなくてはならない。

電気機械器具 30～49人 東京 思うように人材が育たない。

生産用機械器具 4人以下 東京
時代に合った人材確保と成長業務に責任と協力成長がある。時代の喜びを感じる仕事能力の団体企業
に希望します。仕事と永遠持続成長を望む。各自が満足度で心を仲す会社でありたい。

金属製品 10～19人 東京
正社員を雇っても、一人前になるのに時間が必要。その間にやめられては本当に困る。ハローワークで勧
められて若年者…の人を採用したが、ことごとくやめた。結果、助成金をちらつかされて、痛い目をみた。

生産用機械器具 10～19人 東京

当社は機械メーカーで１００％受注生産です。人員も１７名で限られている為、製造（技能職）は殆ど部品
を外製して、部品を受け入れて仕上げ・組立をします。設計は全て社内で行っている為、人数は少ないで
すが、当社の特色は設計・性能で他社にないものがある為、ウエイトは技術職にあります。その為、基幹
的人材の分け方を人数で分けた設問には、そぐわないことが多々あります。

鉄鋼 5～9人 広島 若い人は仕事にやる気を持ってない。会社側の気持ちで仕事してほしい。

金属製品 50～99人 広島
人間の確保は易しくなった。辛抱しようとか我慢しよう・努力しようとするような気持ちを持った人が少な
い。安易に転職する。人材育成に躊躇せざるを得ない。

金属製品 20～29人 広島 一人前になる為に、とにかくやってみるという気力を感じる人材がみあたらない。

金属製品 20～29人 広島 あまり難しく考えていたら、中国に負ける。製造業はシンプルに。

鉄鋼 30～49人 広島 業種からして、日本人の技能職の採用が出来ない状況にあり、外人の採用が殆どです。

プラスチック製品 4人以下 広島 職業柄、一人前になるのに１０年を要するので、若くて体力のある人間を育て上げたい。

プラスチック製品 50～99人 広島
日本の今後を考えると、働くという意識の低い人が増えていくように思います。働かなくても生活していけ
る労働者をまもるものも法律でたくさんあります。働くことをよしとしない日本人はアジアの人たちに働く場
もとられていくように思います。

非鉄金属 10～19人 広島
○人の立場に立った、思いやる気持ちをもてる様。○他の会社には負けない短納期での納品を今後も維
持していく事と、気持ち良い対応に力を入れたい。

プラスチック製品 20～29人 愛知 従業員の企業育成には心がけている。勉強会は１ヶ月に一度、講師による指導を受けている。

生産用機械器具 20～29人 福島
従業員の育成について。自己啓発の向上や、コミュニケーション能力の向上・技術の向上・技術の継承な
ど、様々な問題があると感じております。私自身、この問題の解決策がわかっておらず、これこそが一番
の問題点ではないかと思っております。
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電気機械器具 10～19人 福島
一人前に成るには１０年はかかるが、１０年間務められる若者はなかなか居ないし、社会への未来、自分
への将来に対する不安の為か、志が定まらないので覚悟が出来ない。未来も将来も自分自身が決める事
が分からないでいる。

生産用機械器具 5～9人 東京 もはや国内では若手技能者が育つ事ができない環境になってしまった。

プラスチック製品 50～99人 長野 地域から出ることを拒否する傾向がある（地域密着）。海外展開をする場合の派遣は？なやみます。

プラスチック製品 4人以下 大阪
リーマンショック以降の急激な仕事量の落ち込みにより、人材育成等よりも雇用確保・経営存続が課題に
なっている。

プラスチック製品 20～29人 長野 零細企業に対し、法人税等の減税や擁護政策がないと、日本の零細企業は消滅してしまうと思われる。

プラスチック製品 10～19人 長野

回答のほとんどを、以前はそうであった、今後業績が良くなれば、又、そうしたいという考えでしました。現
在は会社が生き残っていけるかどうか…わからない中で、昇給は考えられません（このまま製造業を続け
ていて良いのかとも考えています）。新分野への模索をしていますが、現在は臨時休業等を実施しながら
雇用を確保するのが精一杯です。

電子部品・デバイス 20～29人 長野

地方の小企業にとって新卒採用は難しい状況です。不定期採用・費用面等で大・中企業に採用活動にお
いて大きく水を開けられています。ハローワークでは我々の期待には応えられず、要求もできません。小
企業・零細企業向けに必要な時に安価で手間を掛けずに採用活動ができるような組織・ネットワーク等を
公的資金援助を受けて立ち上げてほしいと思います。

金属製品 5～9人 愛知
仕事に関する熱意・感情があまり伝わってこないところがある。会社側からの提案にも積極的に参加する
ことがなく、残念なところがあります。又、現在の中小企業の現状（人的・物的・金銭的）では、今のところ大
きく変化させることができにくくなっています。これでは駄目だと思う…。

輸送用機械器具 50～99人 広島 やるべき事をきちんとやる人を大事にし、共に社会に貢献、及び、歩みたい。

金属製品 30～49人 長野
規模が小さく、知名度が無いため、大学理系の人材の確保が難しい。また学校訪問もようやく総務専属担
当が3年目となり、これから自社努力をする予定。若者の目が大企業に向けられているのと、自己の目標
を確保している若者が少ない。挑戦意欲、自立心の欠如している若者が多い。
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整理番号 

    

     

中小製造業（機械・金属関連産業）における人材育成・能力開発に関する調査 

【調査の目的・方法】 

この調査は、中小サービス業の現場で中心的な役割を果たしておられる従業員の方の能力開発や処遇の現状

について調査するものです。調査の実施は、独立行政法人 労働政策研究・研修機構が(株)タイムエージェン

トに委託しております。 

 ご回答につきましては、労働政策研究・研修機構が分析し、厚生労働省において中小製造業で働く方の能力

開発支援策を検討する際に、基礎資料として活用させていただきます。なお、本調査は匿名調査であり、回答

頂きました内容は厳密な管理のもとにすべて統計的に処理し、貴社名、個人名が他に漏れることは一切ありま

せん。 

 
【記入上のお願い】 

１．特段の記載がない限り２０１０年２月１日現在の状況についてご回答ください。 

 

２．「１つに○」「あてはまるものすべてに○」など、調査票に書いてある指示をお読みになりながら、該当する

番号に○印、または該当する数字、文言をご記入ください。 

 

３．出来る限りご記入いただき、空欄があっても結構ですのでご提出ください。 

 

４．ご記入が終わりましたら、封筒を密封して事業主の方にお渡しください。 

 
５．調査にご協力いただいた方には、500円相当の謝礼を用意しております。（返信用封筒でご返送いただいた 

方には２０１０年３月１２日（金）までに到着した場合のみ、３月末頃、謝礼を郵送いたします。 

なお謝礼は事業主様宛にまとめての送付となります。） 

 

 

 
この調査は厚生労働省能力開発局 基盤整備室の要請を受けて実施しています。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

※労働政策研究・研修機構は厚生労働省所管の独立行政法人で、労働政策に資する調査研究活動、労働についての情

報収集・提供などの活動を行っております。（URL http://www.jil.go.jp) 

従業員用 
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Ⅰ．現在の仕事について                                     

問１（１）あなたの現在の仕事はどのような仕事ですか（１つに○）。兼務している場合には、最も業務量の多い

仕事に○をつけてください。 N=903 

 １ ものの製造に直接携わる（加工・組立・検査などを行う）技能者としての仕事 61.8% 

 ２ 技術者としての仕事 18.6% 

  ※「技術者としての仕事」とは、例えば以下のような業務とお考え下さい 

①基礎研究・基盤技術の先行研究などの「研究」業務 

②製品開発、技術開発などの「設計・開発」業務 

③既存の商品の改良・改善などの「生産（開発）」業務 

④高度な技術的知識を生かした「品質・生産管理」「エンジニアリング・セールス」「製品販売先への技術的アフ

ターサービス」などの業務 

 ３ １・２以外の仕事（具体的に：                     ） 16.9% 

 （無回答 2.7%） 

 

（２）（１）でご回答いただいた仕事の、通算経験年数は何年ですか（※以前の勤務先での経験年数も含みます）。 

   通算経験年数： 13.7  年(平均) 

       

（３）（１）でご回答いただいた仕事は、これまでに最も長く従事した仕事ですか。 N=903 

 １ はい 81.1%     ２ いいえ 15.5%        （無回答 3.4％） 

 

問２ あなたは以下のような管理的な業務にかかわっていますか（あてはまるものすべてに○）。 N=903 

 １ 会社全体の経営管理にかかわっている     9.1% ５ その他  2.2% 

 ２ 複数の店舗・事業所の管理にかかわっている  1.7%   （具体的に：              ） 

 ３ １つの店舗・事業所の管理にかかわっている  4.3% ６ 管理的な業務にはかかわっていない 46.4% 

 ４ 職場のリーダーとして、特定の職場の管理を 35.7%  （無回答 5.5%） 

   行っている 

 

問３ あなたの現在の雇用形態は（１つに○）。N=903 

１ 正社員     94.7%     ３ パート・アルバイト 3.7% 
２ 契約・嘱託社員  1.1%     ４ その他（具体的に：             ） 0.3% 

（無回答 0.1%） 

 

問４ あなたは通常1週間に何時間程度働きますか（残業時間を含む）。・・・ 週  44.5  時間程度(平均)   

 

問５ あなたの２００９年１１月の給料（税込み、残業代込み）はどのくらいでしたか（※今の勤務先からの給

与のみ、副業はふくみません）。 

  約  27.9 万円（平均）（※小数点第一位を四捨五入してお答え下さい。） 

 

問６ 現在仕事をしていく上で必要なのはどのような知識・能力ですか。Ａ、Ｂ いずれかのうち、あなたの従

事されている仕事（最も業務量の多い仕事）に該当するボックスから選んで３つまでお答えください。 

 

Ａ．技能職の仕事に従事されている方 N=557 （無回答 8.1%） 

１ 高度に卓越した熟練技能     35.2% ６ ＮＣ機やＭＣのプログラミング        20.5%

２ 設備の保全や改善の知識・技能  31.6% ７ 品質管理や検査・試験の知識・技能      22.8%

３ 生産工程を合理化する知識・技能 36.8% ８ 単独で多工程を処理する技能         19.6%

４ 組立て・調整の技能       29.2% ９  計測システムのオペレーション        8.3%

５ 自動機の段取り替えをする技能  14.5% 10  その他（具体的に：            ）7.5%
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Ｂ．技術職の仕事に従事されている方  N=168 （無回答 4.2%） 

 

１ 特定の技術に関する高度な専門知識   29.8% ８ 進捗管理・予算管理などのプロジェクト管理能力 

２ 複数の技術に関する幅広い知識     51.8%                       14.9%

３ ニーズ調査・分析などを通じてユーザーニーズ ９ 生産の最適化のための生産技術      18.5%

 を的確に把握し、それを製品設計化する能力 23.8% 10 工程管理に関する知識          21.4%

４ 製品の企画・構想段階から問題点を提案し、改善 11 加工・組立に関する知識         23.2%

 提案を行うコンサルティング能力      25.0% 12 生産設備の保守・管理技術         7.7%

５ ユーザーの業務やニーズを理解し、コミュニケー 13 ISO9000シリーズに関する知識       4.8%

 ション、プレゼンテーションできる能力   25.0% 14  ISO14000シリーズに関する知識      2.4%

６ 革新的技術を創造していく能力      14.3% 15 その他                  0.0%

７ 知的財産情報（特許）への対応能力    3.6%   （具体的に：              ） 

 

 

仕事をする上で必要な知識・能力（Ａ・Ｂいずれかのボックスから３つまで選んでください） 

・・・（   ）（   ）（   ） 

 

問７ 今の勤務先の会社は、あなたの現在の仕事に、どのような能力やスキルが必要かを明確にしていますか（１

つに○）。 N=903 

 

１ 非常に明確にしている 19.6% ３ どちらともいえない   20.3% ５ 明確にしていない 9.1% 

 ２ やや明確にしている  33.8% ４ あまり明確にしていない  9.2% ６ わからない    6.6% 
 （無回答 1.4%） 

 

問８ あなたの現在の仕事にどのような能力やスキルが必要かは、今の勤務先の会社の他の従業員に、どの程度

認識されていますか（１つに○）。 N=903 

 
１ ほぼ全員に認識されている     26.5%  ４ ほとんどの従業員が認識していない      10.7% 
２ 半数以上の従業員に認識されている 18.3%  ５ どの程度の従業員が認識しているかわからない 21.0% 
３ 一部の従業員しか認識していない  21.0%   （無回答 2.4%） 

 

問９ 現在の仕事の賃金カーブは以下のどれに近いですか（１つに○）。 N=903 

 
１ 年齢・勤続とともにかなり上昇する  1.8%      ３ 年齢・勤続による変化はしない 41.6% 
２ 年齢・勤続とともにやや上昇する  54.0%   （無回答 2.5%） 

 

問１０ 今の勤務先の会社は、現在どのような点を重視してあなたの働きぶりを評価していると思いますか（重

視していると思われるものすべてに○）。 N=903 

  

１ 仕事の遂行能力（正確さ、速さ、質）    74.0%  ８ 部下や後輩を指導する能力 25.1 % 

２ 専門的な知識・技能            37.2%  ９ 勤怠状況         31.1% 

 ３ 関連業務や全社業務に関する広い知識・技能 13.0%  10 トラブルに対処する能力  17.8% 

 ４ 達成意欲・チャレンジ精神         29.9%  11 取引先や顧客からの信頼  18.6% 

 ５ 短期的な仕事の業績             7.1%  12 取得している職業資格    5.1% 

 ６ 長期的な会社への貢献           22.4%  13 その他           1.0% 

 ７  職場のチームワークへの貢献         26.1%   （具体的に：                 ） 

（無回答 2.5%） 
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問１１ あなたの現在の仕事では、業務独占的資格（取得していないと仕事ができない資格）が必要ですか。 

N=903 

 １ 必要である 15.8%          ２ 必要ない 82.1%  （無回答 2.1%） 

 

問１２ 今の勤務先の会社から取得を義務付けられている、または奨励されている資格はありますか。ただし、

業務独占的資格は除いてお答え下さい。 N=903 

 １ ある 18.1%  ２ ない 81.7% ⇒問１３へ    （無回答 0.2%） 

 ↓ 

付問１ 取得を義務付け、あるいは奨励されているすべての資格につき、Ａ.資格名、Ｂ．その資格の分類、Ｃ.

今の勤務先での位置づけ、Ｄ.取得までの支援の状況、Ｅ．昇給・昇進など処遇への反映状況をお答え下さい。 

 

Ａ.資格名 Ｂ．資格の分類（１

つに○）。 

１ 公的資格・検

  定 

２ 民間や業界の

資格・検定 

３ 社内検定（親

会社のものも

含む） 

Ｃ.勤め先での位置づけ（あ

てはまるものす べてに○）。

１ 業務命令で取得させて

いる 

２ 一定の職位までに取得

を奨励 

３ 自己啓発のために取得

を奨励 

４ 有資格者を採用 

５ その他 

Ｄ．取得までの支援（あてはまる

ものすべてに○）。 

１ 受講料、講習会費などの費用

を援助 

２ 受験や講習会の受講に時間的

に配慮 

３ 勉強会・講習会を独自に開催

４ その他 

５ 特に支援されていない 

Ｅ．処遇への

反映 

 

１反映 

２反映され

ていない 

 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ 

 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ 

 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ 

 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ 

 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ ３ ４ ５ １ ２ 

 

 

 

付問２ 付問１Ｄでいずれかの資格について、選択肢５に○をつけた方へ  

その資格の取得に関する支援を望みますか   １ 望んでいる 20.0%  ２ 特に望まない 40.0% 

   (N=5)                                      （無回答  40.0%） 

 

問１３ あなたは仕事に関連する資格・検定を取得していますか N=903 

  １ 取得している 33.1% ２  取得していない 58.3% ⇒問１４へ  （無回答 8.6%） 

 

付問 取得している資格名を以下に記入してください 

例：フライス盤作業・１級 ④ 

① ⑤ 

② ⑥ 

③ ⑦ 
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問１４ 仕事に関連する既存の資格・検定について、あなたはどのように評価していますか（あてはまるものす

べてに○）。 N=903 

  
１ 専門性に対する意欲を高めるのに有効である 41.7% ６ 各種の資格が乱立していて、内容やレベルが 

 ２ 自分の能力を冷静に見直すのに有効である  28.9%   わかりにくい             7.0% 

 ３ 社内の能力評価を補完している       12.7% ７ 業務内容にあった適切な資格がない  11.3% 

 ４ 対外的に能力をアピールできる       18.5% ８ 業務にあった資格のレベルが低すぎる  1.3% 

 ５ 資格は職業能力のごく一部を証明するに過ぎ 25.0% ９ 自分の担当業務は資格になじまない   7.8% 
ない                       10 その他（具体的に：        ） 0.8% 

                                           （無回答 9.0%） 
 
問１５ 現在の仕事で一人前になるにはどのような方法が効果的ですか（１つに○）。 N=903 

１ 一つの勤め先で長期にわたって働き続ける 69.5% ⇒問１６へ 
２ 会社・法人は変わっても同じ仕事を続ける 13.0% 
３ 一人前になるまでは同じ勤務先で働き続け、そのあとは会社・法人を変わって経験を積む 9.3% 
４ その他（具体的に：                   ） 2.4% ⇒問１６へ     (無回答：5.8%) 

付問 問１５で選択肢２または３に○をつけた方へ なぜ会社・法人を変わることが効果的だとお考えなので

すか（あてはまるものすべてに○）。 N=201 

１ 会社・法人を変わったほうが、本人のスキルの伸びやスキルの幅の拡大が期待できるから 75.6% 

２ 会社・法人を変わったほうが、人脈が広がるから                   26.4% 

３ 会社・法人を変わったほうが、労働条件が向上するから                21.4% 

４ 今の勤務先の会社・法人では、ほかの従業員と競合が生じてしまうから          2.0% 

５ 昔からそういう慣行になっているから                         1.0% 

６ その他（具体的に：                    ）             9.0% 

                                        （無回答 4.0%） 

 
問１６ ①あなたは現在の自分自身の仕事についてどの程度のレベルにあると考えていますか。②また、現在の

仕事では、どの程度のレベルに達すると一人前といえますか。それぞれ１つに○をつけてください。N=903 

  ①現在の自

分自身のレ

ベル 

②一人前

といえる

レベル 

低レベル Ⅰ.先輩・上司の細かな指示で仕事をこなせるレベル 7.0% 4.0% 

↓ Ⅱ.先輩・上司の大まかな指示で仕事をこなせるレベル 19.8% 4.0% 

↓ Ⅲ.単独で仕事をこなせるレベル 28.8% 27.9% 

↓ Ⅳ.部下や後輩に指示や助言をしながら仕事をさせられるレベル 29.7% 28.0% 

高レベル Ⅴ.職場で最も難しい仕事をこなせるレベル 7.6% 27.4% 

                                （無回答   7.1%    8.7% ） 

 

問１７ 現在の仕事で一人前になるには、どのくらいの経験年数が必要と考えますか。 

約 7.9 年(平均)の経験年数が必要 

 

問１８ 現在の仕事では、一人前になってからも、さらに職業経験を積むことでより高度な仕事に挑戦できる職

業的キャリアが、今の勤務先の会社・法人に用意されていますか（最も近いもの１つに○）。 N=903 

１ より専門性を高められるような職業的キャリアが確立されている           7.5% 

２ 基本的な仕事の内容は変わらないが、昇進して管理・監督的な仕事が用意されている 31.5% 

３ 基本的な仕事の内容は変わらないが、のれん分けなど独立・開業の機会が多い     2.4% 

４ 一人前になった人は、その先の仕事も質的にはあまり変わらない          52.6% 
                                      （無回答 6.0%） 
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問１９ 現在の仕事や職場の雰囲気について、以下のa～jはどの程度あてはまりますか（それぞれ○は１つ）。 

    N=903 

 かなり

あては

まる 

ある程

度あて

はまる 

どちら

とも言

えない 

あまり

あては

まらな

い 

まった

くあて

はまら

ない 

無回

答 

a.仕事上の目標が明確である 21.2% 44.6% 22.0% 6.8% 2.0% 3.4%

b.仕事の進め方の裁量が大きい 14.2% 39.4% 33.7% 6.3% 1.0% 5.4%

c.チームワークを必要とする仕事である 21.6% 40.5% 23.4% 9.0% 2.3% 3.2%

d.短期的な成果を求められる 18.9% 32.0% 30.5% 12.3% 2.9% 3.4%

e.進捗管理が厳しい 12.7% 27.0% 41.7% 10.3% 2.8% 5.4%

f.突発的に発生した仕事への対応を求められる 37.8% 39.9% 14.8% 2.9% 1.1% 3.5%

g.部下や後輩を育てようという雰囲気がある 9.9% 34.0% 31.0% 14.5% 6.6% 4.0%

h.仕事上で助け合う雰囲気がある 13.2% 43.9% 26.5% 10.1% 3.2% 3.2%

i.社員同士が成績を競い合う雰囲気がある 1.3% 7.1% 31.9% 35.3% 20.8% 3.5%

j.人間関係がギスギスしたところがある 5.9% 15.6% 38.9% 25.6% 10.6% 3.4%

 

問２０ 現在の仕事は、勤め始めたときに希望していた通りの仕事ですか（１つに○）。N=903 

 

１ 希望どおりの仕事である   19.0%   ３ 希望通りの仕事ではない 19.6% 

２ ほぼ希望どおりの仕事である 57.8%   （無回答 3.5%） 

    

 

Ⅱ．あなたの職業経歴について                                  

 

問２１ 今の勤務先の会社に就職したのは何歳のときですか。・・・ 28.4 歳（平均）のとき。 

 

問２２ 今の勤務先で働こうと思った理由は以下のうちのどれですか（あてはまるものすべてに○）。 N=903 

１ 自分の腕を磨きたかったから    12.6% ８ 地元で就職する必要があったから   21.8% 

２ こういう仕事が好きだったから   28.9% ９ 親、知人などに勧められたから    16.2% 

３ 将来性のある仕事だと思ったから  11.3% 10 社長や従業員が知人・友人だった   18.8% 

４ 経営者の理念に共鳴したから     5.1% 11 その他                5.5% 

５ 労働条件がよかったから      15.9% （具体的に：            ） 

６ すぐにつける仕事だったから    25.2% 12 特にこれといった動機はなかった    4.3% 

 ７ 通学していた学校に勧められたから  6.6%                 （無回答 1.4%） 

 

問２３ 今の勤務先をどのように探しましたか（最も近いもの１つに○）。 N=903 

１ 業界団体を通じて             0.9% ９ 就職合同説明会に参加して     2.3% 

２ 職能団体を通じて             0.0% 10 学校からの紹介で         13.6% 

３ 民間の職業紹介機関を通じて         2.9% 11 ホームページ等インターネットで  1.3% 

４ ハローワークなど公共職業紹介機関を通じて28.9% 12 納入先など取引先を通じての紹介で  1.3% 

５ 職業情報誌、新聞広告などの紙媒体で     4.8% 13 出向を通じて           0.3% 

６ 家族や親戚などの紹介で          20.3% 14 親会社や関連会社の紹介で     1.4% 

７ 前職や今の職場の同僚の紹介で       8.4% 15 その他              6.4% 

８ 同じ業界で働いていた人の紹介で      5.1% （具体的に：             ） 

                                        （無回答 2.0%） 
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問２４ 今の勤務先の会社全体の従業員数（正社員、非正社員双方を含み、派遣・請負社員は除く）は 

（１つに○）。N=903 

 

１ ４人以下    3.0% ３ 10～29人   42.6%   ５ 50～99人   12.3% 

２ ５～９人    16.4% ４ 30～49人   12.8%   ６ 100人以上   12.2% （無回答 0.7%） 

            

問２５ あなたは今の勤め先との関係についてどのような見方をしていますか（それぞれについて１つに○）。

N=903 

 

そう 

思う 

どちらか

というと

そう思う

どちらと

もいえな

い 

どちらか

というと 

そう思わ

ない 

そう思わ

ない 

a.単に雇われているだけの関係である 

（無回答 4.0%） 

１ 

12.4% 

２ 

16.5% 

３ 

29.6% 

４ 

14.6% 

５ 

22.9% 

b.腕を磨き、自分を鍛える場である 

（無回答 3.5%） 

１ 

22.3% 

２ 

35.3% 

３ 

26.0% 

４ 

8.6% 

５ 

4.3% 

c.自分の私生活を多少犠牲にすることもやむ

を得ない 

（無回答 3.7%） 

１ 

13.8% 

２ 

31.4% 

３ 

31.5% 

４ 

11.2% 

５ 

8.3% 

d.社長も社会的には自分と変わらない立場に

いる人だ 

（無回答 4.0%） 

１ 

9.7% 

２ 

14.9% 

３ 

29.3% 

４ 

16.0% 

５ 

26.1% 

 

問２６ あなたは転職の経験がありますか。N=903 

   １ ある  62.2%   ２ ない⇒問２７へ  30.5%  （無回答 7.3%） 

      

    

付問 今の勤務先に就職される直前の勤務先についてうかがいます N=562 

   （１）業種は何でしたか（１つに○）。 

１ 現在の会社と同じ業種の会社     30.4%          ３ 官公庁→（３）へ  0.7% 

２ 現在の会社とは異なる業種の会社 66.7%     （無回答 2.1%） 

       

   （２）直前の勤務先の会社全体の従業員数は（１つに○）。N=562 

     

１ ４名以下 7.5% ４ 30～49名  13.4% ７ 300～499名 4.5% 

２ ５～９名 9.5% ５ 50～99名  9.5% ８ 500～999名 4.7% 

３ 10～29名 21.7% ６ 100～299名 14.7% ９ 1,000名以上 7.7% 

     （無回答 6.8%） 

（３）主な仕事は何でしたか（１つに○）。N=562 

     １ 今の仕事と同じ仕事   12.5%     ３ 今の仕事と違った仕事  54.8% 

２ 今の仕事と類似した仕事 32.2%       （具体的に：            ） 

（無回答 0.5%） 

（４） 直前に勤めていた勤務先での賃金(年収ベース)と比較して、転職後の賃金はどの程度変わりまし

たか（１つに○）。N=562 

 １ 上がった ⇒     割 31.7% ２ ほぼ同じ 35.1% ３ 下がった ⇒     割 24.6% 

 （無回答 8.7%） 
（５）あなたがお持ちになっていた資格の中で、転職の際に役立った資格はありますか。N=562 

１ ある  17.1%      ２ ない  75.1%  （無回答 7.8%） 

  

   資格の名前をご記入下さい：（                ） 
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問２７ 今後の職業生活についてどのような希望を持っていますか（最も近いもの１つに ○）。N=903 

 １ これからも今の会社・法人でがんばりたい   60.9% 

 ２ 他に良いところがあれば移りたい       10.7% 

 ３ 成り行きにまかせる             15.9% 

 ４ 適当な時期に退職して家庭に戻りたい      2.5% 

５ 将来独立開業したい              1.8% 

６ 将来のことは今は考えていない         6.0%   （無回答 2.1%） 

                      

 付問１ 問２６で選択肢２に○をつけた方へ 

（１）転職したい理由は何ですか（あてはまるものすべてに○）。N=97 

  １ より高い所得が得られるから                     50.5% 

  ２ 自由に自分の能力を発揮したいから                  22.7% 

  ３ 自分の技能や知識を生かせるから                   17.5% 

  ４ 自分の技能や知識を磨くため                     33.0% 

  ５ 自分なりのライフスタイルを実現したいから              25.8% 

  ６ 自分のペースで仕事ができるようになるから                  8.2% 

  ７ 現在の仕事にあきたから                        1.0% 

  ８ 現在の職場の人間関係がよくないから                 16.5% 

  ９ 現在の職場の賃金などの労働条件が悪いから              51.5% 

  10 その他(具体的に：                   )   8.2% 

  （無回答 2.1%） 

（２）どのような仕事に転職したいですか。最も近いもの１つに○をつけてください。N=97 

  １ 今の仕事と同じ仕事   4.1%   ３ 今の仕事と異なる仕事    18.6%  

  ２ 今の仕事と類似する仕事 39.2%   ４ 仕事の内容まで考えていない  26.8% （無回答11.3%） 

 

   

 

付問２ 問２６で選択肢５に○をつけた方へ 

（１）独立開業したい理由は何ですか（あてはまるものにすべてに○）。 N=16 

  １ より高い所得が得られるから              25.0% 

  ２ 自由に自分の能力を発揮したいから           37.5% 

  ３ 自分の技能や知識を生かせるから            31.3% 

  ４ 定年がなくなるから                  25.0% 

  ５ 自分なりのライフスタイルを実現したいから        43.8% 

  ６ 自分のペースで仕事ができるようになるから          31.3% 

  ７ 事業継承を頼まれているから              18.8% 

  ８ 資産を有効に活用したいから               6.3% 

  ９ 事業の面白さを味わいたいから             37.5% 

  10 その他(具体的に：                )  6.3% 

  

（２）どのような業種で独立開業したいですか（最も近いもの１つに○）。N=16 

 １ 今の業種と同じ業種   31.3%      ３ 今の業種と違う業種  31.3%        

 ２ 今の業種と類似する業種 18.8%      ４ 業種まで考えていない 18.8%      
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問２８ あなたは出世や昇進についてどのように考えていますか（最も近いもの１つに○）。N=903 

 

１ ゆくゆくは経営者になりたい 5.5%        ４ 仕事が増えるので出世や昇進はしたくない 3.4% 

２ 人並み以上に出世や昇進をしたい 14.8%     ５ 出世や昇進には全く興味がない 32.9% 

３ 人並みに出世や昇進ができたら満足である 37.4% ６ その他 (具体的に：        )  3.0% 

（無回答 2.9%） 

 

Ⅲ．仕事上の能力を高めるための取組みについて                          

 

問２９ 今の勤務先の会社は、従業員の育成・能力開発についてどのような方針をもっていると思われますか（最

も近いもの１つに○）。N=903 

 
１ 数年先の事業展開を考慮して必要な人材の数、能力レベルを描いて能力開発を行っている          7.6% 

２ スキルマップなどで、事業所における現在の人材の数や能力レベルを把握し、能力開発を行っている 8.6% 

３ 個々の従業員が当面の仕事をこなすため必要な能力を身につけることを目的に能力開発を行っている  

36.3% 

４ 能力開発について特に方針を定めていない                                                   29.6% 

５ わからない                                                                               15.6% 

（無回答 2.2%） 

 

 

問３０ 今の勤務先の会社は、従業員の育成・能力開発に関連して、以下の a～ｅの取り組みをどの程度積極的

に進めていると思いますか（それぞれについて１つに○）。N=903 

 

 積極的

に進め

ている 

ある程度積

極的に進め

ている 

どちらで

もない 

あまり積

極的では

ない 

全く積極

的ではな

い 

a. 指導者を決め、計画にそって、育成・能力開

発を行っている 

（無回答 3.2%） 

１ 

6.9% 

２ 

27.7% 

３ 

32.9% 

４ 

18.8% 

５ 

10.5% 

b. 作業標準書やマニュアルを使って、育成・能

力開発を行っている 

（無回答 2.9%） 

１ 

7.1% 

２ 

28.3% 

３ 

30.2% 

４ 

19.4% 

５ 

12.1% 

c. 仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から難

しい仕事へと経験させるようにしている 

（無回答 2.9%） 

１ 

11.0% 

２ 

47.0% 

３ 

28.5% 

４ 

6.5% 

５ 

4.2% 

d. 主要な担当業務のほかに、関連する業務をロ

ーテーションで経験させている 

（無回答 3.3%） 

１ 

3.1% 

２ 

21.8% 

３ 

37.2% 

４ 

20.8% 

５ 

13.7% 

e.社員の間での勉強会や提案発表会の実施 

（無回答 3.4%） 

１ 

4.1% 

２ 

18.2% 

３ 

28.3% 

４ 

22.0% 

５ 

23.9% 
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問３１ あなたはOff-JT(仕事を離れた教育訓練)のために、今の勤務先である会社の指示で、以下のような社外

の機関に通ったことがありますか（あてはまるものすべてに○）。N=903 

 

１ 親会社・グループ会社など 11.8% ７ 公共職業訓練機関 12.2% 

２ 民間教育訓練機関         11.4% （ポリテクセンター、工業技術センター、試験場等含む）

３ 事業所で使用する機器等のメーカー 10.3% ８ 専修学校・各種学校    1.0% 

４ 商工会議所など地域の経営者団体 8.0% ９ 高専、大学、大学院等  0.7% 

５ 業界団体 3.4% 10 その他 

６ 能力開発協会、労働基準協会、公益法人    (具体的に：              )   0.8% 

（財団、社団、職業訓練法人等） 12.0% 11 社外の機関に通ったことはない⇒問３２へ   44.5 % 

（無回答 11.5%） 

               

     

 

問３２ 社外の機関での研修は、全体的に見て、あなたの仕事上の能力を伸ばす上で有効でしたか（１つに○）。

N=509 

 

１ 大いに有効である   16.4%  ３ どちらとも言えない14.8%     ５ 全く有効でない 1.4% 

 ２ ある程度有効である  42.3%  ４ あまり有効でない    3.8%         （無回答 21.4%） 

          

 付問 問３２で選択肢１または２に○をつけた方へ 有効である理由は（あてはまるものすべてに○）。N=294 

１ 資格取得のために効果的だから                                 23.5% 

  ２ 仕事をする上で必要な能力を意識することができるから           75.5% 

  ３ 自分の職業能力のレベルを知ることができるから                 31.6% 

４ 同じ職種の人と接することで、モチベーションが上がるから       20.7% 

  ５ 人脈の形成につながるから                                    13.6% 

  ６ 教育訓練に関する新しい情報を入手できるから                   22.1% 

  ７ その他（具体的に：                     ） 0.3%  （無回答 2.4%） 

 

 

 

問３３ 今の勤務先の会社におけるOff-JTについて、どのようなことを希望していますか（あてはまるものすべ

てに○）。N=903 

１ Off-JTの時間を今よりも増やしてほしい                                               9.3% 

２ Off-JTの時間を今よりも減らしてほしい、あるいはなくしてほしい                       1.2% 

 ３ Off-JTの内容を今よりも多様なものにしてほしい                                       6.3% 

 ４ Off-JTの内容を今よりも絞り込んでほしい                                             2.1% 

 ５ 場当たり的に実施するのではなく、計画的に実施してほしい                             14.4% 

６ 仕事や作業をスムーズに進める上での専門知識・スキルの習得ができるようにしてほしい   20.6% 

７ 日常の業務で身につけた作業のやり方の裏付けとなるような知識や理論を習得できるように 12.5% 

してほしい 

８ キャリア形成（キャリアの節目ごと）に必要な知識・技能を体系的に習得できるようにして 10.1% 

ほしい 

９ 仕事に関連した資格を習得するためのOff-JTを充実させてほしい                         14.7% 

 10 その他（具体的に：                         ）                0.8% 

 11 Off-JTについての希望は特にない                                                      35.2% 

（無回答 14.2%） 
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問３４ 今の勤務先の会社は、あなたが自主的に行う仕事に関する勉強・学習（通信教育の受講、テキストの購

入、セミナー参加、専門学校への通学など）に対して、費用の援助や情報提供などの支援を行っていますか。N=903 

    
１ 行っている  32.7%            ２ 行っていない  58.9% 

（無回答 8.4%）                       

 

問３５ あなたが自主的に行う仕事に関する勉強・学習への勤務先からの支援については、どのようなことを希

望しますか（あてはまるものすべてに○）。N=903 

 １ 支援を実施してほしい／支援の対象となる教育訓練を増やしてほしい       18.5% 

 ２ 金銭的な支援を充実してほしい                                         20.8% 

 ３ 教育訓練の内容や機会についての情報提供を充実してほしい               16.6% 

 ４ 資格取得に関連する教育訓練を行う際に支援してほしい                   14.5% 

５ 自主的な教育訓練を進めるための勤務時間制度や休暇制度を設けてほしい    9.5% 

６ 自主的な教育訓練に関する理解を高めるよう、職場に働きかけてほしい      7.9% 

７ 有意義な教育訓練に関するガイダンスなどを行ってほしい                  5.1% 

８ その他（具体的に：                     ）        0.2% 

９ 特に希望することはない                                              42.7% 

（無回答 7.5%） 

 

問３６ あなた自身は、仕事上の能力を高めるために必要な研修や教材などに関する情報を、どのようにして集

めていますか（あてはまるものすべてに○）。N=903 

１ 今の勤務先（会社）から 41.7%           ９ 専修学校・各種学校から          0.4% 

２ 今の勤務先の親会社・グループ会社などから 8.9%  10 高専、大学、大学院等から        0.6% 

３ 民間教育訓練機関から 5.4%            11 今の勤務先の同僚から            6.6% 

４ 今の勤務先で使用する機器等のメーカーから13.6%  12 同じ業界で働く他社の人から      10.1% 

５ 商工会議所など地域の経営者団体から 5.4%      13 業界紙（誌）から                 7.2 % 

６ 今の勤務先が加盟する業界団体から 3.4%      14 その他 

７ 能力開発協会、労働基準協会、公益法人       (具体的に：            )  7.4% 

（財団、社団、職業訓練法人等） から 5.5%         15  研修や教材などに関する情報は集めていない  

 ８ 公共職業訓練機関（ポリテクセンター、工                                                 23.3% 

   業技術センター、試験場等含む）から 5.1% 

（無回答 7.2%） 

 

 

問３７ 仕事上の能力を高めるために、現在あなたが行っている取組みについてうかがいます。N=903 

 

（１）以下のa～cの取組みに、どの程度積極的に取り組んでいますか（それぞれについて１つに○）。 

 積極的に

行ってい

る 

やや積極的

に行ってい

る 

どちらとも

言えない 

さほど積

極的では

ない 

全く積極

的ではな

い 

a.OJTを通じた知識・技能の習得 

（無回答 7.6%） 

１ 

4.7% 

２ 

13.2% 

３ 

30.0% 

４ 

18.4% 

５ 

26.1% 

b.勤務先でのOff-JTの機会の活用 

（無回答 7.4%） 

１ 

2.3% 

２ 

8.7% 

３ 

29.6% 

４ 

21.2% 

５ 

30.8% 

c.通信教育を受けるなどの自主的な勉強・学

習（自己啓発）の実施 

（無回答 7.2%） 

１ 

2.4% 

２ 

6.9% 

３ 

24.7% 

４ 

22.7% 

５ 

36.1% 
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（２）以下のa～cの取組みは、どの程度うまくいっていますか（それぞれについて１つに○）。 

 非常にう

まくいっ

ている 

ある程度

うまくい

っている

どちらと

も言えな

い 

あまりうま

くいってい

ない 

まったくう

まくいって

いない 

実施して

いない 

a.OJTを通じた知識・技能の習得 

（無回答 10.1%） 

１ 

1.7% 

２ 

14.1% 

３ 

28.8% 

４ 

8.2% 

５ 

2.8 % 

６ 

34.4% 

b.勤務先でのOff-JTの機会の活用 

（無回答 9.7%） 

１ 

1.2% 

２ 

7.2% 

３ 

29.8% 

４ 

8.4% 

５ 

3.7% 

６ 

40.0% 

c.通信教育を受けるなどの自主的

な勉強・学習（自己啓発）の実施 

（無回答 10.2%） 

１ 

0.7% 

２ 

5.3% 

３ 

25.4% 

４ 

9.6% 

５ 

3.8% 

６ 

45.8% 

 

 

問３８ 仕事上の能力を高めるにあたって、現在問題となっているのはどのような点ですか（あてはまるものす

べてに○）。 N=903 

１ 従業員にとって必要な能力を、会社がわかっていない                              8.9% 

２ 従業員に必要な能力を、会社がわかりやすい形で伝えてくれない                   12.4% 

３ 従業員の間に、切磋琢磨して能力を伸ばそうという雰囲気が乏しい                 36.2% 

４ 忙しすぎて、教育訓練を受ける時間がない                                       27.0% 

５ 仕事に必要な技能・知識について十分な指導をしてくれる上司や先輩が身近にいない 20.8% 

６ どこにどのような教育訓練機関があるかがわからない                             11.8 % 

７ 適切な内容やレベルの研修コースを設けている教育訓練機関がない                  5.1 % 

８ 教育訓練機関に通うのに費用がかかる                                           10.2% 

９ その他（具体的に：                    ）                  1.1% 

10 特に問題はない                                                               25.2% 

 （無回答 5.8%） 

 

問３９ 仕事上の能力を高めることは、以下のa～fの点でどの程度の効果がありましたか（それぞれについて１

つに○）。N=903 

 
非常に効

果がある

ある程度

効果があ

る 

どちらと

も言えな

い 

あまり効

果がない 

全く効果

がない 

a.仕事の効率の向上 

（無回答 7.2%） 

１ 

33.4% 

２ 

40.9% 

３ 

15.7% 

４ 

1.9% 

５ 

0.9% 

b.仕事に対するやる気の向上 

（無回答 7.3%） 

１ 

23.9% 

２ 

44.1% 

３ 

21.0% 

４ 

2.1% 

５ 

1.6% 

c.勤務先に対する愛着の向上 

（無回答 7.9%） 

１ 

12.4% 

２ 

33.6% 

３ 

38.3% 

４ 

5.5% 

５ 

2.3% 

d.職場でのコミュニケーションの改善 

（無回答 7.9%） 

１ 

10.4% 

２ 

35.2% 

３ 

37.9% 

４ 

5.9% 

５ 

2.8% 

e.顧客満足度の向上 

（無回答 8.2%） 

１ 

22.1% 

２ 

35.9% 

３ 

29.6% 

４ 

2.5% 

５ 

1.7% 

f.会社の事業に関する理解の進展 

（無回答 8.3%） 

１ 

10.6% 

２ 

35.8% 

３ 

39.4% 

４ 

4.0% 

５ 

1.9% 
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問４０ 仕事上の能力を高めるために、今後どのような取組みを進めて行きたいと思っていますか（それぞれに

ついて１つに○）。N=903 

 

 

そう思う

どちらかと

いえばそう

思う 

どちらと

もいえな

い 

どちらかと

いえばそう

思わない 

そう思わ

ない 

a.研修や自己啓発を行うための時間全体を増

やしたい 

（無回答 6.3%） 

１ 

11.0% 

２ 

27.2% 

３ 

36.7% 

４ 

7.3% 

５ 

11.5% 

b.マネジメント（管理・監督能力を高める内容

等）に必要な知識を習得したい 

（無回答 6.8%） 

１ 

12.6% 

２ 

28.2% 

３ 

34.4% 

４ 

8.2% 

５ 

9.7% 

c.仕事の幅を広げるために必要な知識・技術・

技能を習得したい 

（無回答 6.2%） 

１ 

25.8% 

２ 

43.5% 

３ 

17.2% 

４ 

2.8% 

５ 

4.5% 

d.仕事の専門性を高めるために必要な知識・技

術・技能を習得したい 

（無回答 6.2%） 

１ 

25.2% 

２ 

42.0% 

３ 

19.5% 

４ 

2.5% 

５ 

4.5% 

e.資格を習得したい 

（無回答 6.2%） 

１ 

15.8% 

２ 

27.4% 

３ 

33.6% 

４ 

6.6% 

５ 

10.4% 

f.独立開業や転職のために必要な知識を習得

したい 

（無回答 6.4%） 

１ 

4.9% 

２ 

9.2% 

３ 

35.2% 

４ 

15.0% 

５ 

29.3% 

 

問４１ あなたの仕事に関して、既存の資格・検定が整理され、企業を超えて通用する能力評価制度が作られた

ら、あなたにとってどのような利用価値があると思いますか（あてはまるものすべてに○）。N=903 

 

１ 能力向上のモチベーションとなる                              46.3% 

２ 仕事に従事する人のプロフェッショナル意識が高まる            42.7% 

３ 仕事に従事する人の社会的ステータスが上がる                  20.8% 

４ 顧客・発注者に対して、職業能力をアピールできる              23.0% 

５ 自分の能力水準がわかる                                      46.5% 

６ 企業が行う能力評価の客観化に役立つ                          16.2% 

７ 中途採用の際に有利に働く                                    26.8% 

８ その他（具体的に：                    ）  0.2% 

９ 特に利用価値はない                                           11.7% 

（無回答 5.3%） 

 

Ⅳ．あなたご自身について、うかがいます                             

 

Ｆ１ 性別は。N=903 ・・・  １ 男性 80.2%  ２  女性  19.0% 
（無回答 0.8%） 

 
Ｆ２ 年齢は。N=903 ・・・  40.2 歳（平均） 
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Ｆ３（１） あなたの最後に通った学校（卒業・中退問わず）は次のうちどれですか (１つに○)。N=903 

１ 中学卒 4.7 %                       ６ 短大・専門学校卒 15.6% 

２ 工業高校卒 19.4%           ７ 大卒・理系 13.0% 

３ 工業高校以外の高校卒 24.6%      ８  大卒・文系 11.0% 

 ４ 高等専門学校卒 4.1%         ９ 大学院卒 1.0% 

 ５ 職業訓練校卒 3.3%          10  その他（具体的に：           ） 2.2% 

（無回答 1.2%） 

 

（２）最後に通った学校における学部・学科（または専攻）は何でしたか。具体的にお書きください。 

 

【例：工業高校機械科、工学部機械工学科】 

                                

 

 

（３）最後に通った学校での成績はどうでしたか（１つに○）N=903 

 

１ 良かった 8.2%  ２ やや良かった 13.0%  ３ 普通 58.8%  ４ やや悪かった 10.7%  ５ 悪かった 8.2% 

（無回答 1.1%） 
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自身の能力開発やキャリア形成について特に感じている事：従業員調査票自由記述

性別 年齢 職種
勤務先従業

員数
所在地 自身の能力開発やキャリア形成について特に感じている事

男性 30歳代 技術者 50～99人 東京
実務以外での能力開発や、社外の人達とのコミュニケーションは、自身のモチベーション向上やスキル
アップに有効だと思います。忙しさにかこつけずに、積極的に行っていくことが必要だと思います。

男性 30歳代 その他 100人以上 東京
客観的に見る（見られる）基準、公平に判断できる資格・研修等があれば、基準や判断のあいまいな会社
や、判断する能力の無い上司のいる会社でも役に立つと思う。

男性 30歳代 技能者 10～29人 愛知
全ての事に対して逃げたり避けたりせず、やらなければいけない事に対して当たり前の様に取り組んでき
たので、出来・不出来は別として、今の自分があるのではないかと思う。

男性 40歳代 技能者 100人以上 長野
フォークリフト・玉掛けなどの資格を取得したい。自分で作業していく中で、安全作業についての指導が具
体的にできる様になりたい。

男性 50歳代 技能者 10～29人 長野

４０年間の勤めの中で何回となく研修（主に管理能力の向上）に参加したが、コンサルタントの先生（教授）
方の話しは余りに現場とかけ離れていて、参考になる事がなかった。月刊誌の記事の方が参考・勉強にな
り、大いに利用したものです。先生方の口癖は「ドイツの○○大学の○○教授と親交があります」という決
めゼリフ。なぜ？ドイツなのか。日本人のドイツ信奉は戦前の話しであり、またドイツかとウンザリしたもの
です。部下との接し方など、逆に教えてやりたい事がありました。“能力開発の研修は講師選びから”。

男性 30歳代 技術者 50～99人 長野
現在、主に機械設計の業務を行っていますが、自身の能力を向上させる為に電気や英語などの幅広い知
識を習得する事が必要だと考えております。

男性 50歳代 技能者 30～49人 長野
自身の能力レベルＵＰの為に会社の教育とは別に、技能検定等にもチャレンジしている。自分自身のレベ
ルを知る為には良いことだと思う。

男性 30歳代 その他 10～29人 福岡 さらに精進いたします。

女性 50歳代 その他 10～29人 福島
自分の能力開発をどのような機関で、どのようにしたら受けられるかの情報が全くない。民間の通信教育
には費用がかかりすぎる。

男性 50歳代 その他 30～49人 長野 せっかくとった資格が十分に生かせていない。
男性 40歳代 技能者 30～49人 広島 スキルを上げたいが、その為の知識、及び、機会に乏しい。
男性 30歳代 その他 100人以上 東京 世の中や人の役に立つために自分は何をすべきか。

男性 30歳代 技能者 5～9人 長野 自身の能力向上は常に考える事であり、その結果、会社の能力向上にもつながるので必要な事だと思う。

男性 50歳代 技能者 30～49人 愛知
キャリア形成については、職業訓練等を受ける時でも会社側が積極的に指導していただきたいと思いま
す。

男性 40歳代 技能者 30～49人 愛知 自信はない。共に働く者が皆、同じ様に前向きに仕事をする意識を共有出来る事を強く望む毎日である。

男性 30歳代 技能者 30～49人 広島
アンケートでも触れた様に、今の自分の仕事は好きです。好きであれば能力やキャリアも自ずと身に付い
ていくと思います。定年を迎えて身に付いた物が趣味やライフワークに必ず生きてきて、最高の人生が送
れればいいなと今は考えています。

男性 29歳以下 技術者 50～99人 広島
資格を取得しても賃金に反映されない為、モチベーションが上がらない。しかし、資格が必要なのは理解し
ているので、可能な限り資格を取得し、自分にとって社内的にも社外的にもアピールできるものとしたい。

男性 40歳代 その他 100人以上 広島 社会人になって勉強する事になった。
男性 30歳代 技能者 50～99人 広島 正確に図面を理解する能力がほしい。加工方法の最適な選定が出来るようになりたい。
男性 30歳代 技術者 5～9人 広島 自分の能力開発は勤務先が何をしてくれるではなく、本人のやる気次第。

男性 40歳代 その他 30～49人 福岡
手本となる先輩上司が職場に存在しているので、いろんな角度から教育・指導をしてもらい、自分自身を
向上させたいと思います。

男性 30歳代 技能者 100人以上 愛知 今の仕事に満足せず、常に上を目指し、将来的には管理者になれるように勉強し、能力を高めたいです。

男性 30歳代 技能者 30～49人 福島 自分自身の仕事に対するやる気。
男性 30歳代 技能者 30～49人 福島 自分自身のやる気！

男性 29歳以下 技能者 100人以上 東京
他部署への転属を望んでいるが、今の部署での仕事をそれなりにこなせてしまっているため、認められて
いない。今後も恐らくは望みはうすいと思われ、結果的に閉そく感をかんじる。

男性 30歳代 技術者 10～29人 福島 学ぶべきものがもっとある。
男性 50歳代 技能者 10～29人 広島 本人のやる気と、会社の考え方。

男性 29歳以下 技能者 10～29人 福岡
日々の勉強、人脈形成、社内での人間関係向上の努力は、どの職業でも必要だと思います。様々な視点
から物事を考えられるように、視野を広く、職業に直接関わることでなくても積極的にやりたいと思います。

男性 29歳以下 技術者 10～29人 福岡 学校で学ぶ知識だけでなく、現場においての知識も必要。
男性 40歳代 その他 10～29人 長野 新たな仕事を受けられる様な技能・知識を得られると良い。
男性 40歳代 技術者 10～29人 長野 あまりにも仕事がなさすぎるため、お金を稼ぎ出すのにせいいっぱい！

男性 40歳代 技術者 100人以上 福島
狭い範囲で専門に固執することなく、様々なセクションで働くことにより、いろんな立場で物事を考えて判断
できるように訓練されてきた事は幸運だったと考えています。

男性 50歳代 技能者 10～29人 福島 仕事上の能力を高める為の取組は必要と思います。
女性 50歳代 技能者 10～29人 福島 パソコン操作をする仕事が多いので、自主的に情報を取得したりして身につけていきたい。

男性 30歳代 技術者 100人以上 東京
化学について勉強できる機関があれば活用したい。化学の勉強だけでなく、最新の技術などを勉強したい
と思います。

男性 30歳代 技能者 10～29人 長野

技能検定を受けてみようかと考えたことがあったが、日常的に必要としていない、若しくは、全くやったこと
がない内容で、スキルアップに結びつくものだと感じられなかった。また、地域によっては実施していない
検定もあり、私の希望した検定は他県に行かなくてはならず、受けにくいものだった。今、自分が必要とし
ている技術、もしくは、将来役に立つであろう技術とマッチした勉強を見つけることが難しいと思った。

女性 50歳代 その他 10～29人 長野 会社の教育が全くない！！

男性 30歳代 技術者 50～99人 長野
仕事も忙しく、プライベートも忙しいと、なかなか取り組むことができない。今は仕事が空いているので合間
を見つけて取り組んでいる状態なので、まだ、忙しくなったときにどうするか悩むところではある。

男性 50歳代 技術者 30～49人 長野 種類にとらわれず、様々な事柄に興味を持ってチャレンジする事だと思う。

男性 30歳代 技能者 10～29人 長野
今回のアンケートにある資格については、深く考えていません。業務必要内容を把握し、これについて手
法ｅｔｃを深めて、広げて、捉えていくことが重要と考えます。

男性 50歳代 技能者 4人以下 長野 自分のおかれた環境の中で技能を身につけたが、技術へと進めたら良かったと思っています。

男性 40歳代 技能者 30～49人 長野
知識や技術・技能がないまま管理職になってしまい、この先どうやってスキルアップしていけばいいのか不
安です。

男性 30歳代 技術者 30～49人 大阪 高い基礎知識は業務に直結しない事が多いが、考え方のベースとして大いに必要です。
女性 50歳代 その他 5～9人 広島 此の年まで勤務出来る事を感謝しています。
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男性 29歳以下 技能者 10～29人 愛知 これからの自分にいきる物はどんどん取り入れていきたい。“為になることをこなせるように”。

男性 40歳代 技能者 100人以上 愛知
どんなに会社が教育に力を入れても、本人がやる気にならなければ効果はない。また、その人の立場に
合ったタイミングで・将来期待する人材を共有した上で、教育を行わなければ効果はうすい。教育を受ける
本人をいかにやる気にさせるかが、一番大切な教育だと思う。

男性 50歳代 その他 10～29人 東京 ○現場へ出ること。○失敗を忘れずに、次の時に生かすこと。
女性 30歳代 その他 10～29人 愛知 今までとは違う、何か全く別の勉強をして、これからの人生に生かしてみたい。
男性 40歳代 技能者 10～29人 福岡 認識不足
男性 40歳代 技能者 10～29人 福岡 自分の能力をもっと伸ばしたい。
男性 40歳代 技能者 100人以上 福岡 団塊世代の方と比べ、職場に同世代が少ないため競争心が起きない。本人の意志が弱いのかも？

男性 40歳代 技術者 100人以上 福岡
生産管理業務を主として与えられているが、実際はその他にも人材の育成や製造業務・調達等、多岐に
亘り一つの事に集中してスキルアップ等が困難な状態です。

女性 40歳代 その他 10～29人 福岡 時間的に、仕事を続けながらの資格取得は不可能。

男性 40歳代 技能者 30～49人 福岡
今までの他社での経験はあるものの、今、勤務している会社の内容がかなり特殊であり、社外での教育や
書籍が役に立ちづらく、会社自体も経験を重視しすぎる傾向があり、どうすれば良いかなやんでいる。

男性 30歳代 技術者 30～49人 福岡
自分自身のもつ技術を「何に使うか」が重要だと考えます。資格を有することは大切なことですが、それは
最終目標ではありません。飽くまで通過点であり、「可能である」ことを指しているだけです。目標があれば
自ずと通過する点でしょう。

男性 50歳代 技能者 5～9人 東京 仕事にまじめに取り組み、責任を持つ事。仕事の完成品に顧客満足を願って仕事をしております。

男性 30歳代 技能者 10～29人 東京
能力開発を行う場が少なすぎる。ポリテク等も学科によっては３０歳程度が上限になっている。キャリア
アップ等の講習も時間（日数）が少なすぎて充分ではない。

男性 50歳代 技能者 10～29人 広島
過去に専用機の開発をしていた経験から、まずセオリーを学び、それを詳細に分析して見ることが上達へ
の一歩と思います。

男性 50歳代 技能者 100人以上 広島 能力・技術の学習・社外見学が必要。
男性 30歳代 技能者 30～49人 広島 何をどのようにすれば良いかわからない。

男性 30歳代 技能者 10～29人 広島
資格取得の際（自主的に取る時）、土・日での講習・資金援助を増やしてほしい。職業訓練校での土・日の
講習に行った事があるが、料金も安く、とても良かった。出来ればもっとふやしてほしい。

男性 30歳代 技術者 100人以上 広島 設計や現場の場数をこなして、色々な能力を高めていきたい（ＣＡＤや組立て技術など）。
女性 29歳以下 技術者 100人以上 広島 学校で学んだ分野ではないことを積極的に学んでいくことが必要である。
男性 30歳代 技能者 50～99人 広島 自分の次の世代に仕事をおしえるという事は、とてもむずかしい。

男性 40歳代 技能者 10～29人 広島

現在働いている職場は、製造といっても他の製造とはやや違います。資格・検定等のランクは存在せず、
個々の能力のみの違いで仕事の効率は大きく変わります。当然、キャリアは必要とは思いますが、更にア
イデア、それを実行する気持ちをもっていないと、ここでは仕事ができるとはいえません。言われた事だけ
をやればいいという人には向かない職場です。

男性 50歳代 技能者 10～29人 広島 高度な専門的知識は必要ない。

男性 30歳代 技術者 50～99人 広島
○全て、やる気次第。○各資格とも、合格・不合格でなく、ＴＯＥＩＣの様にＳＣＯＲＥで表した方が良いと考え
る。

男性 30歳代 技能者 10～29人 広島
業界全体の若い人の意欲が下がっているので、スキルを磨いたり資格を取得する事によって、転職など
が有利になると思っています。

女性 40歳代 その他 50～99人 愛知
現在の仕事を続ける上では特に問題はないが、転職を考えた場合、実際にできる事でも資格としてないと
難しいかなと思います。

男性 29歳以下 技術者 100人以上 愛知 自分の業務に必要な知識と合う能力開発セミナーがない。もっと情報があればよいと思います。

男性 40歳代 技術者 10～29人 大阪 自身の能力は与えられるのを待つ、又は、要求するのではなく、得る努力をするものであると考えます。

男性 40歳代 技能者 50～99人 長野
自分の能力を最大限に生かせる職場が何なのか、わからないでいます。それとは別に、会社に一番必要
な事は人間関係がいいこと。そして、全員が同じ方向へ向いて仕事をすることだと思います。

男性 30歳代 技能者 100人以上 福島 中小企業での能力開発は場当たり的で、何の計画性もないのが現状です。
女性 40歳代 技術者 10～29人 福島 ○図面を早く書く（ＣＡＤを使いこなす）。○板金図の見方・書き方をマスターしたい。

女性 30歳代 その他 5～9人 大阪
資格や検定はあくまでも書類上の事であり、会社でいかにそれを活用出来るか、探究心にかかっていると
思うので、常に前向きな姿勢を持っている事が働く上で最も大切な事だと思う。

男性 29歳以下 技能者 50～99人 大阪
職場での情報交換やコミュニケーションを取る事により、自分自身の能力や知識など、様々な視点から物
事を考えられるようになれば、能力は上がると感じます。

女性 30歳代 その他 10～29人 長野
現在の職場で私が従事している仕事は、経理～庶務・総務～事務全般の広く浅くの知識が必要。どれか
一つ卓越していてもあまり意味がない。

女性 50歳代 その他 10～29人 長野
工業高校を出て、自動車部品会社設計。結婚・出産後、自宅にて図面の下請。機械部品製造会社にて旋
盤・フライス盤加工。現在の会社に入り、簿記の資格を取り、経理・パソコンを習得して、社内システムの構
築など。この間、４０年ぐらいですが、何でもやってみるものですね。

女性 30歳代 その他 10～29人 長野
学校で学んでいたこととは別の仕事についているので、今の仕事につながっているとは思わないが、
日々、一生懸命仕事をすれば、キャリアアップできるのでは。

男性 40歳代 技能者 100人以上 長野
中小企業にかかわらず、サラリーマンにとって能力開発・キャリア・出世・昇格等をどう思っているかは人そ
れぞれだと思う。働いて金をもらって家族を養っていく、それだけでいいと思っている人など、人それぞれ。
物造りの日本にとって、能力向上は必要不可欠。キャリアについてはどうでもいいと思っている。

男性 29歳以下 技能者 100人以上 長野 自分自身に今必要な能力が明確にできない。

男性 30歳代 技能者 100人以上 長野
資格取得にかかる費用を半分くらいは援助してほしい。合格したら、取得にかかったお金を全額支給にし
たら面白いと思います。資格取得で給料が上がって欲しい。
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